
財務部
所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

秘書室 所沢市表彰事業 8 3 広報課 ホームページ運用事業 8 3 財政課 中長期財政計画管理事業 8 2

企画総務課 人権啓発推進事業 1 3 広報課 メール配信事業 8 3 財政課 新地方公会計制度対応事業 8 2

企画総務課 ユニバーサルデザイン推進事業 1 3 広報課 広報ＣＡＴＶ番組制作・放映事業 8 3 財政課 財政情報公開事業 8 2

企画総務課 男女共同参画啓発･普及事業 1 4 ＩＴ推進課
市町村電子申請共同システム導入事
業

8 1 管財課 低公害車導入事業 6 1

企画総務課 平和推進事業 1 5 ＩＴ推進課 行政情報化推進事業 8 1 管財課 市庁舎管理事業 8 1

企画総務課 東西連絡道路整備事業 7 1 ＩＴ推進課 全庁ネットワーク運用管理事業 8 1 管財課 市庁舎修繕事業 8 1

企画総務課 地域公共交通検討事業 7 4 ＩＴ推進課 情報セキュリティ対策推進事業 8 1 管財課 ＰＣＢ含有物廃棄処分事業 8 1

企画総務課 都市高速鉄道12号線導入促進事業 7 4 ＩＴ推進課 サーバ集約化事業 8 1 管財課
市有地活用事業(COOL JAPAN
FOREST構想事業）

8 2

企画総務課 所沢ブランド推進事業 重点4 1 総務部 管財課
衛生センター用地売却事業(COOL
JAPAN FOREST構想事業）

8 2

企画総務課
東京オリンピック・パラリンピック推進
事業

重点4 3 所管課 事業名 章 節 市民税課 軽自動車税賦課事務 8 2

企画総務課 婚活推進事業 重点4 3 文書行政課 集中文書庫整備事業 8 － 市民税課 個人市民税・県民税賦課事務 8 2

男女共同参画推進セン
ターふらっと

男女共同参画推進センターふらっと運
営事業

1 4 文書行政課 文書管理事務 8 － 市民税課 法人市民税課税事務 8 2

男女共同参画推進セン
ターふらっと

女性の生き方に関する相談事業 1 4 危機管理課 消防団の装備充実事業 2 1 市民税課 事業所税課税事務 8 2

男女共同参画推進セン
ターふらっと

ふらっと企画講座実施事業 1 4 危機管理課 総合防災訓練事業 2 1 市民税課 たばこ税対策協議会補助金 8 2

経営企画課 空き家利活用等ワンストップ相談事業 2 3 危機管理課 消防団入団促進事業 2 1 市民税課 租税教育推進協議会事務 8 2

経営企画課 私立学校誘致推進事務 4 2 危機管理課 災害対策用被服貸与事業 2 1 収税課
納税環境整備事業（ペイジー収納
サービス）

8 2

経営企画課 旧市役所庁舎跡地等活用事業 7 2 危機管理課 防災備蓄倉庫更新事業 2 1 収税課
納税環境整備事業（ペイジー口座振
替受付サービス）

8 2

経営企画課 第６次所沢市総合計画策定事業 8 1 危機管理課 避難行動要支援者支援事業 2 1 収税課
収納率向上対策事業(納税推進員制
度）

8 2

経営企画課 公共施設マネジメント推進事業 8 1 危機管理課 防災行政無線整備・管理事業 2 1 市民部
経営企画課 行政経営推進事業 8 1 危機管理課 応急物資備蓄・保守事業 2 1 所管課 事業名 章 節

経営企画課 所沢市マネジメントシステム推進事業 8 1 危機管理課 緊急・災害時用トイレ整備事業 2 1 文化芸術振興課 国際交流フォーラム開催支援事業 1 5

経営企画課
「未来（あす）を見つめ、今を動く」政策
形成事業

8 1 危機管理課 地域安全活動推進事業 2 3 文化芸術振興課 国際友好委員会交付金 1 5

経営企画課 ダイアプラン推進事業 8 1 危機管理課 防犯協会交付金 2 3 文化芸術振興課 国際交流推進事業 1 5

経営企画課 職員提案推進事業 8 2 危機管理課 空き家対策事業 2 3 文化芸術振興課 海外都市学生交流事業 1 5

経営企画課 補助金等審査委員会事務 8 2 職員課 職員研修事業 8 1 文化芸術振興課
所沢市文化芸術振興ビジョン策定事
業

4 5

経営企画課 総合計画実施計画策定・管理事業 8 3 職員課 職員ストレスチェック事業 8 1 文化芸術振興課 一人一芸チャレンジ事業 4 5

経営企画課 所沢市自治基本条例推進事業 8 3 職員課 こころの健康相談事業 8 1 文化芸術振興課 市民文化フェア開催支援事業 4 5

経営企画課
COOL　JAPAN　FOREST構想推進事
業

重点4 3 職員課 職員採用事務 8 1 文化芸術振興課 親子音楽鑑賞教室開催事業 4 5

経営企画課 地方版総合戦略推進事業 重点4 4 職員課 福利厚生委員会事務 8 1 文化芸術振興課 文化活動支援事業 4 5

広報課 広報紙発行事業 8 3 文化芸術振興課 「文芸所沢」発行事業 4 5

経営企画部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

文化芸術振興課 音楽活動支援事業 4 5 山口まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 並木まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4

文化芸術振興課 文化芸術活動支援補助事業 4 5 山口まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 並木まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4

文化芸術振興課 文化団体援助事業 4 5 山口まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 並木まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1

文化芸術振興課 所沢市民文化センター改修事業 8 1 山口まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 市民相談課 消費者相談事業 2 5

文化芸術振興課 音楽のあるまちづくり推進事業 重点4 3 吾妻まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 市民相談課 計量検査事業 2 5

地域づくり推進課 自治会等応援事業 1 1 吾妻まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 市民相談課 消費生活に関する表示の適正化事業 2 5

地域づくり推進課 コミュニティ活動推進事業 1 1 吾妻まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 市民相談課 消費生活啓発事業 2 5

地域づくり推進課 コミュニティ助成事業 1 1 吾妻まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 市民相談課 市民保養施設利用事業 3 6

地域づくり推進課 自治会・町内会支援事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 市民相談課 個人情報保護制度推進事業 8 1

地域づくり推進課 地域集会施設維持管理費補助事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 市民相談課 会議の公開制度推進事業 8 3

地域づくり推進課 所沢市自治連合会補助事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 市民相談課 市政情報センター運営事業 8 3

地域づくり推進課 行政協力委員支援事業 1 1 柳瀬まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 市民相談課 情報公開制度推進事業 8 3

地域づくり推進課 紡ごう絆 地域応援事業 1 1
三ケ島まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 市民相談課 市民相談事業 8 3

地域づくり推進課 市民フェスティバル開催支援事業 1 2
三ケ島まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 市民相談課 市長の”こんにちは訪問”事業 8 3

地域づくり推進課 市民活動支援事業 1 2
三ケ島まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 市民相談課 個別広聴事業 8 3

地域づくり推進課 コミュニティ施設（指定管理）管理事業 1 2
三ケ島まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 市民相談課 市政懇談会開催事業 8 3

地域づくり推進課 コミュニティ施設（直営）管理運営事業 1 2
新所沢まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 市民課 国民年金啓発事業 3 5

松井まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1
新所沢まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 市民課 所沢市斎場維持管理事業 6 3

松井まちづくりセンター 松井まちづくりセンター整備事業 1 1
新所沢まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 市民課 斎場待合室等整備事業 6 3

松井まちづくりセンター 松井公民館主催事業 4 4
新所沢まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 市民課 住民窓口業務 8 1

松井まちづくりセンター 松井公民館施設提供事業 4 4
新所沢東まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 市民課
市民サービス業務所沢駅ビル移設事
業

8 1

松井まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1
新所沢東まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 市民課 コンビニ交付サービス事業 8 1

富岡まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1
新所沢東まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 市民課 個人番号カード交付事業 8 1

富岡まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4
新所沢東まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 市民課 所沢市パスポートセンター事業 8 1

富岡まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 所沢まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 交通安全課 交通安全教育推進事業 2 4

富岡まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 所沢まちづくりセンター 所沢まちづくりセンター整備事業 1 1 交通安全課 交通安全運動推進事業 2 4

小手指まちづくりセン
ター

地域づくり支援事業 1 1 所沢まちづくりセンター 公民館主催事業 4 4 交通安全課 自転車駐車場整備事業 2 4

小手指まちづくりセン
ター

公民館主催事業 4 4 所沢まちづくりセンター 公民館施設提供事業 4 4 交通安全課 放置自転車対策事業 2 4

小手指まちづくりセン
ター

公民館施設提供事業 4 4 所沢まちづくりセンター 中央公民館ホール運営委託事業 4 4 交通安全課 交通遺児対策事業 2 4

小手指まちづくりセン
ター

小手指公民館分館施設提供事業 4 4 所沢まちづくりセンター 一般窓口事務 8 1 交通安全課 交通災害共済事業 2 4

小手指まちづくりセン
ター

一般窓口事務 8 1 並木まちづくりセンター 地域づくり支援事業 1 1 交通安全課 交通バリアフリー推進事業 7 4



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

交通安全課 西所沢駅西口開設推進事業 7 4 高齢者支援課
高齢者福祉施設整備費補助事業（広
域型）

3 3 地域福祉センター 地域福祉推進事業 3 1

交通安全課 市内循環バス（ところバス）運行事業 7 4 高齢者支援課 公衆浴場老人入浴料金助成事業 3 3 地域福祉センター 成年後見制度推進事業 3 1

福祉部 高齢者支援課 敬老行事開催支援事業 3 3 地域福祉センター 社会福祉協議会補助金 3 1

所管課 事業名 章 節 高齢者支援課
公益社団法人所沢市シルバー人材セ
ンター補助金

3 3 地域福祉センター
民生委員・児童委員及び協議会活動
推進事業

3 1

福祉総務課 福祉サービス苦情解決事業 3 1 高齢者支援課 長生クラブ支援事業 3 3 地域福祉センター こどもと福祉の未来館管理運営事業 3 1

生活福祉課 生活困窮者自立促進支援事業 3 5 高齢者支援課 高齢者スポーツ大会等開催事業 3 3 地域福祉センター
成年後見制度市長による審判請求事
業

3 1

生活福祉課
生活保護受給者に対する就労支援事
業

3 5 高齢者支援課 高齢者大学開催事業 3 3

生活福祉課 行旅病人及び行旅死亡人取扱事務 3 5 高齢者支援課 高齢者交流・研修支援事業 3 3 所管課 事業名 章 節

生活福祉課 生活保護扶助事業 3 5 高齢者支援課 老人福祉センター等運営事業 3 3 こども政策課
教育・保育施設等整備事業（待機児童
対策）

3 2

生活福祉課 福祉資金貸付事業 3 5 高齢者支援課 在宅医療・介護連携推進事業 3 3 こども政策課
子ども・子育て支援事業計画推進事
業

3 2

生活福祉課 中国残留邦人等地域生活支援事業 3 5 高齢者支援課 認知症施策推進事業 3 3 こども政策課 市立保育園耐震化事業 3 2

障害福祉課 外出援助事業 3 4 高齢者支援課 在宅医療・介護連携推進事業 3 3 保育幼稚園課 保育園施設改修・改築事業 3 2

障害福祉課 地域生活支援事業 3 4 高齢者支援課 認知症施策推進事業 3 3 こども支援課 女性保護事業 1 4

障害福祉課 重度心身障害児等医療費助成事業 3 4 高齢者支援課 生活支援体制整備事業 3 3 こども支援課 病児・病後児保育事業 3 2

障害福祉課 重度障害者居宅改善整備費補助事業 3 4 高齢者支援課
一人暮らし高齢者等緊急通報システ
ム事業

3 3 こども支援課 一般型一時預かり事業 3 2

障害福祉課 重度心身障害福祉手当事業 3 4 高齢者支援課 徘徊高齢者家族支援事業 3 3 こども支援課
こども支援センター運営事業（子育て
支援）

3 2

障害福祉課 障害児（者）生活サポート事業 3 4 高齢者支援課 高齢者みまもり相談員設置事業 3 3 こども支援課 子ども子育て応援事業 3 2

障害福祉課 補装具交付等自己負担金補助事業 3 4 高齢者支援課 高齢者配食サービス事業 3 3 こども支援課 ところっこ子育てサポート事業 3 2

障害福祉課 補装具費支給事業 3 4 高齢者支援課 救急医療情報キット普及事業 3 3 こども支援課 子ども医療費助成事業 3 2

障害福祉課 障害福祉サービス事業 3 4 高齢者支援課 ねたきり老人等介護者手当支給事業 3 3 こども支援課 ひとり親家庭等の医療費助成事業 3 2

障害福祉課 難病患者見舞金支給事業 3 4 高齢者支援課 在宅介護者リフレッシュ事業 3 3 こども支援課 子育て情報提供事業 3 2

障害福祉課 障害者緊急通報システム整備事業 3 4 高齢者支援課 地域介護予防活動支援事業 3 3 こども支援課 児童手当支給事業 3 2

障害福祉課 市立グループホーム運営事業 3 4 高齢者支援課 介護予防普及啓発事業 3 3 こども支援課 ファミリーサポート事業 3 2

障害福祉課 障害者通所施設運営事業 3 4 介護保険課
高齢者福祉施設整備費補助事業（地
域密着型サービス）

3 3 こども支援課 児童扶養手当支給事業 3 2

障害福祉課 障害者人権擁護事業 3 4 介護保険課
介護保険通知書等封入封緘等業務委
託事業

3 5 こども支援課 ひとり親家庭自立支援事業 3 2

障害福祉課 障害者地域生活基盤整備促進事業 3 4 介護保険課 介護認定審査会事業 3 5 こども支援課 児童家庭相談事業 3 2

障害福祉課 グループホーム利用促進事業 3 4 介護保険課 介護保険訪問調査事業 3 5 こども支援課 幼児発達支援事業 3 2

障害福祉課 障害者就労支援事業 3 4 介護保険課 介護保険料賦課徴収事業 3 5 こども支援課 地域子育て支援拠点事業 3 2

高齢者支援課 いきいき健康体操教室事業 3 3 介護保険課 紙おむつ給付事業 3 5 こども支援課 児童虐待防止対策事業 3 2

高齢者支援課 単身高齢者保養事業 3 3 介護保険課 介護相談員派遣事業 3 5 こども支援課 奨学金事業 4 2

高齢者支援課 地域包括支援センター運営事業 3 3 介護保険課 介護保険低所得者助成事業 3 5 こども福祉課
こども支援センター
運営事業（発達支援）

3 2

こども未来部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

こども福祉課
特別支援学校放課後児童対策事業費
補助金

3 2 保育幼稚園課 障害児保育事業 3 2 健康づくり支援課 成人健康教育事業 3 6

こども福祉課 かしの木学園運営事業 3 2 保育幼稚園課 幼稚園就園奨励事業 4 2 健康づくり支援課 成人健康相談事業 3 6

こども福祉課 発達障害児等子育て応援事業 3 2 保育幼稚園課
私立幼稚園健康管理・環境整備補助
事業

4 2 健康づくり支援課 妊娠・出産つづけてサポート事業 3 6

こども福祉課 障害児通所支援事業 3 2 健康づくり支援課 トコろん健幸マイレージ事業 3 6

こども福祉課 障害児相談支援事業 3 2 所管課 事業名 章 節 健康づくり支援課 乳幼児発育・発達相談事業 3 6

こども福祉課 レスパイトケア事業 3 4 保健医療課 所沢市保健医療計画推進事業 3 6 健康づくり支援課 母子保健相談指導事業 3 6

こども福祉課 介護給付費事業（障害児） 3 4 保健医療課 歯科診療所事業 3 6 健康づくり支援課 乳児家庭全戸訪問事業 3 6

こども福祉課 障害児地域生活支援事業 3 4 保健医療課 小児科救急医療病院群輪番制事業 3 6 健康づくり支援課 母子保健地域活動事業 3 6

こども福祉課 身体障害児補装具費支給事業 3 4 保健医療課 在宅当番医制実施事業 3 6 健康づくり支援課 幼児の育成指導事業 3 6

こども福祉課 難聴児補聴器購入費助成事業 3 4 保健医療課 所沢地区病院群輪番制病院運営事業 3 6 健康づくり支援課 母子歯科保健指導事業 3 6

こども福祉課 自立支援医療給付事業（育成医療） 3 4 国民健康保険課 ジェネリック医薬品利用促進事業 3 5 健康づくり支援課 機能訓練事業 3 6

松原学園 松原学園運営事業 3 2 国民健康保険課 レセプト点検体制充実・強化事業 3 5 健康づくり支援課 訪問指導事業 3 6

青少年課
放課後児童健全育成事業（民設民営
児童クラブ）

3 2 国民健康保険課 総合健康診断（人間ドック）補助事業 3 5 健康づくり支援課 8020運動推進事業（よい歯の表彰） 3 6

青少年課 児童クラブ運営事業 3 2 国民健康保険課 特定健康診査等実施事業 3 5 健康づくり支援課 乳幼児健康診査事業 3 6

青少年課 児童クラブ施設整備事業 3 2 国民健康保険課 健康診査等実施事業 3 5 健康づくり支援課 妊婦健康診査事業 3 6

青少年課 児童館運営事業 3 2 国民健康保険課 生活習慣病重症化予防対策事業 3 5

青少年課
放課後こども健全育成基本方針推進
事業

3 2 国民健康保険課 健康診査実施事業 3 5 所管課 事業名 章 節

青少年課 放課後子ども総合プラン推進事業 3 2 国民健康保険課 総合健康診断（人間ドック）補助事業 3 5 環境政策課 環境基本計画推進事業 6 －

青少年課 放課後児童クラブ子育て支援事業 3 2 健康管理課 精神障害者アウトリーチ支援事業 3 4 環境政策課 マチごとエコタウン所沢構想推進事業 6 －

青少年課 子ども広場設置・整備費補助金 3 2 健康管理課 がん検診事業 3 6 環境政策課 埼玉エコタウンプロジェクト推進事業 6 －

青少年課 「家庭の日」推進事業 4 3 健康管理課 各種予防接種事業 3 6 環境政策課 温暖化対策事業 6 1

青少年課 青少年育成所沢市民会議交付金 4 3 健康管理課 成人歯科検診事業 3 6 環境政策課 環境学習推進事業 6 1

青少年課 青少年健全育成広報・啓発活動事業 4 3 健康管理課 骨粗しょう症検診事業 3 6 環境政策課 マチごとエコタウン推進基金事業 6 1

青少年課 ふれあいタウン事業 4 3 健康管理課 結核検診事業 3 6 環境対策課 河川浄化団体補助金 6 1

青少年課 青少年育成推進員協議会事業 4 3 健康管理課 こころの健康づくり普及啓発事業 3 6 環境対策課 大気規制対象事業所検査事業 6 3

青少年課 青少年相談員協議会補助金 4 3 健康管理課 精神保健事業 3 6 環境対策課 大気汚染状況の常時監視事業 6 3

保育幼稚園課
私立幼稚園預かり保育補助金交付事
業

3 2 健康管理課 自殺防止対策にかかる啓発事業 3 6 環境対策課
有害大気汚染物質等モニタリング調
査事業

6 3

保育幼稚園課
育児休業復帰後特別預かり事業費補
助金交付事業

3 2 健康づくり支援課 介護予防事業 3 5 環境対策課 水質規制対象事業所検査事業 6 3

保育幼稚園課 保育園給食調理業務委託事業 3 2 健康づくり支援課 健康づくり推進事業 3 6 環境対策課
公共用水域等汚濁状況の常時監視事
業

6 3

保育幼稚園課
特定教育・保育施設等給付費負担金
事業

3 2 健康づくり支援課 食育推進事業 3 6 環境対策課
地下水の水質汚濁状況の常時監視事
業

6 3

保育幼稚園課
特定教育・保育施設等保育の質改善
費補助事業

3 2 健康づくり支援課 食生活改善推進事業 3 6 環境対策課
ダイオキシン類による汚染状況の常時
監視事業（大気、水質及び土壌等）

6 3

健康推進部

環境クリーン部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

環境対策課
放射性物質による環境汚染の監視・
対処事業

6 3
東部クリーンセンター管
理課

家庭ごみ土曜日受入業務事業（東部
クリーンセンター）

6 4 産業振興課 職業訓練法人補助金 5 5

環境対策課 公害等苦情相談事業 6 3
東部クリーンセンター施
設課

灰溶融スラグ活用事業 6 4 産業振興課 所沢地区雇用対策協議会補助金 5 5

生活環境課
「環境美化の日」市内一斉美化清掃活
動事業

6 1
東部クリーンセンター施
設課

再資源化推進事業(東部クリーンセン
ター）

6 4 産業振興課
技能功労者及び障害者雇用優良事業
所表彰事業

5 5

生活環境課 環境推進員活動促進事業 6 1
東部クリーンセンター施
設課

東部クリーンセンターストックマネジメ
ント推進事業

6 4 産業振興課 内職相談事業 5 5

生活環境課 あき地の雑草除去指導事業 6 3
東部クリーンセンター施
設課

一般廃棄物焼却処理施設運営管理事
業（東部クリーンセンター）

6 4 産業振興課 障害者雇用推進企業支援事業 5 5

生活環境課 一般家庭生活廃水くみ取り事業 6 3
東部クリーンセンター収
集事務所

ごみ収集事業（東部クリーンセンター） 6 4 産業振興課 勤労者福祉推進事業 5 5

生活環境課 犬の登録・狂犬病予防注射管理事業 6 3
東部クリーンセンター収
集事務所

ふれあい収集事業（東部クリーンセン
ター）

6 4 産業振興課 中小企業退職金共済掛金等補助事業 5 5

生活環境課 歩きたばこ等防止啓発事業 6 3
西部クリーンセンター管
理課

家庭ごみ土曜日受入業務事業（西部
クリーンセンター）

6 4 産業振興課 ラーク所沢運営事業 5 5

みどり自然課 みどりの基本計画推進事業 6 2
西部クリーンセンター施
設課

再資源化推進事業(西部クリーンセン
ター）

6 4 産業振興課 労働セミナー開催事業 5 5

みどり自然課 緑地管理整備推進事業 6 2
西部クリーンセンター施
設課

一般廃棄物焼却処理施設運営管理事
業（西部クリーンセンター）

6 4 産業振興課 一般労働相談事業 5 5

みどり自然課 里山保全地域等指定整備事業 6 2
西部クリーンセンター施
設課

西部クリーンセンター長期包括運営事
業

6 4 産業振興課 所沢労働基準協会補助金 5 5

みどり自然課 保存樹木等指定促進事業 6 2
西部クリーンセンター収
集課

ごみ収集事業（西部クリーンセンター） 6 4 産業振興課 勤労者団体補助金 5 5

みどり自然課 狭山湖周辺人道橋整備事業 6 2
西部クリーンセンター収
集課

ふれあい収集事業（西部クリーンセン
ター）

6 4 商業観光課 中心市街地にぎわい創出支援事業 5 2

みどり自然課 みどりの街並み創出事業 6 2 商業観光課 所沢商店街連合会補助金 5 2

みどり自然課 ふるさとのみどり啓発事業 6 2 所管課 事業名 章 節 商業観光課
中心市街地商業活性化事業（野老澤
町造商店負担金）

5 2

みどり自然課 みどりのパートナー活動推進事業 6 2 産業振興課 産業振興ビジョン策定事業 5 － 商業観光課 魅力ある商店街創出支援事業 5 2

資源循環推進課 集団資源回収報償金交付事業 6 4 産業振興課 農商工連携きっかけづくり事業 5 － 商業観光課 ところざわまつり支援事業 5 2

資源循環推進課 食品ロスゼロのまち促進事業 6 4 産業振興課 所沢商工会議所補助金 5 2 商業観光課
空き店舗活用・新規創業支援出店補
助事業

5 2

資源循環推進課
トコとん資源化推進事業（雑がみ回収
推進事業）

6 4 産業振興課
新規開業（創業）支援推進事業
（新規創業支援事業）

5 2 商業観光課 商業経営者グループ研究補助事業 5 2

資源循環推進課
・リサイクルふれあい館

古着・単一素材プラスチック等リサイク
ル事業

6 4 産業振興課 中小企業融資事業 5 2 商業観光課 市営駐車場管理事業 5 2

資源循環推進課 一般廃棄物運搬・処分業務委託事業 6 4 産業振興課
中小企業等協同組合資金融通利子補
給事業

5 2 商業観光課 大規模小売店舗出店協議事業 5 2

資源循環推進課
（仮称）第２一般廃棄物最終処分場整
備事業

6 4 産業振興課 勤労者等貸付事業 5 2 商業観光課 観光魅力発信事業 5 4

資源循環推進課 一般廃棄物収集運搬業務委託事業 6 4 産業振興課 地域産業活性化基金事業 5 3 商業観光課 観光コンシェルジュ養成事業 5 4

資源循環推進課 し尿処理施設運営管理事業 6 4 産業振興課
環境事業団建設譲渡資金利子補給事
業

5 3 商業観光課 観光振興対策事業 5 4

資源循環推進課
衛生センター改修事業（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

6 4 産業振興課
中小企業等協同組合相互扶助補助事
業

5 3 商業観光課 所沢航空資料調査収集する会補助金 5 4

資源循環推進課
不法投棄防止パトロール及び撤去事
業

6 4 産業振興課 企業誘致活動推進事業 5 3 商業観光課 観光拠点等施設整備事業 5 4

資源循環推進課 清掃施設周辺整備事業 7 6 産業振興課 中小企業経営情報化推進事業 5 3 農業振興課 農業基盤整備推進事業 5 1

リサイクルふれあい館 生ごみ減量・資源化推進事業 6 4 産業振興課
地域資源活用・ものづくり総合支援補
助事業

5 3 農業振興課 環境にやさしい農業推進事業 5 1

リサイクルふれあい館 もったいないの心推進事業 6 4 産業振興課 所沢人形協会補助金 5 3 農業振興課 環境保全型農業支援交付金交付事業 5 1

リサイクルふれあい館 もったいないの心啓発事業 6 4 産業振興課 住宅リフォーム資金補助事業 5 3 農業振興課 営農開始給付金事業 5 1

東部クリーンセンター管
理課

ごみ処理・分別推進啓発事業（見学対
応）

6 1 産業振興課 就業援助技能講習事業 5 5 農業振興課 農地所有適格法人等支援事業 5 1

産業経済部



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

農業振興課 新規就農円滑化推進事業 5 1 開発指導課 違反開発防止事業 7 1 河川課 河川・水路維持管理事業 6 5

農業振興課 認定農業者等経営改善推進事業 5 1 開発指導課 宅地防災事業 7 1

農業振興課 家畜防疫対策事業費補助事業 5 1 建築指導課
我が家の耐震診断・耐震改修補助事
業

7 7 所管課 事業名 章 節

農業振興課 農業・農村パートナーシップ推進事業 5 1
狭山ヶ丘区画整理事務
所

狭山ヶ丘土地区画整理事業 7 2 市民医療センター 内科外来事業 3 6

農業振興課 農業経営基盤強化資金利子助成事業 5 1
所沢駅西口区画整理
事務所

所沢駅西口地区まちづくり事業 7 2 市民医療センター 入院事業 3 6

農業振興課 病害虫防除対策事業 5 1
所沢駅西口区画整理
事務所

所沢駅西口土地区画整理事業 7 2 市民医療センター 人間ドック事業 3 6

農業振興課 認定農業者育成事業 5 1 市民医療センター 小児初期救急医療体制推進事業 3 6

農業振興課 農業後継者育成確保推進事業 5 1 所管課 事業名 章 節 市民医療センター 地域医療体制支援事業 3 6

農業振興課 農業後継者経営改善推進事業 5 1 建設総務課 道水路座標管理図面作成事業 7 3

農業振興課
大学との交流による都市農業振興事
業

5 1 建設総務課 道水路境界確定事業 7 3 所管課 事業名 章 節

農業振興課 体験農場利用者ステップアップ事業 5 1 建設総務課 道路照明灯維持管理事業 7 3 議会事務局
「市議会だより」作成事業（テープ・点
字版含む）

8 3

農業振興課 地産地消推進事業 5 1 建設総務課 防犯灯補助事業 7 3 議会事務局 市議会インターネット中継事業 8 3

農業振興課 体験農場推進事業 5 1 道路建設課 道路改良事業 7 3 議会事務局 会議録作成事業 8 3

農業振興課 ところざわ新茶まつり開催事業 5 1 道路建設課 生活道路整備事業 7 3

農業振興課 農業祭開催事業 5 1 道路建設課
市道４－１３６６号線（上藤沢・林・宮寺
間新設道路）整備事業

7 3 所管課 事業名 章 節

農業振興課 農地情報システム導入事業 8 1 道路建設課
COOL JAPAN FOREST周辺道路整備
事業

7 3
選挙管理委員会事務
局

明るい選挙啓発事業 8 1

道路建設課 清流苑第二の橋築造事業 7 3

所管課 事業名 章 節 道路建設課 道路舗装事業 7 3 所管課 事業名 章 節

都市計画課 街づくり支援事業 7 1 計画道路整備課 北野下富線道路築造事業 7 3 農業委員会事務局 「農委だより」発行事業 5 1

都市計画課
土地利用転換推進事業（区域区分見
直し事業）

7 1 計画道路整備課 所沢村山線道路築造事業 7 3 農業委員会事務局
農地利用状況調査・遊休農地指導事
業

5 1

都市計画課 景観まちづくり支援事業 7 1 計画道路整備課 松葉道北岩岡線道路築造事業 7 3 農業委員会事務局 所沢市農地サポート事業 5 1

都市計画課 地区計画推進事業 7 2 道路維持課 道路安全施設整備事業 2 4 農業委員会事務局 農地基本台帳情報整備事業 5 1

市街地整備課 日東地区まちづくり事業 7 2 道路維持課 街路樹管理事業 7 3 農業委員会事務局 農業者年金推進事業 5 1

市街地整備課 ファルマン通り交差点改良事業 7 2 道路維持課 道路施設維持管理事業 7 3

市街地整備課 所沢駅周辺まちづくり推進調整事業 7 2 道路維持課 放置車両処分事業 7 3 所管課 事業名 章 節

市街地整備課 北秋津・上安松地区まちづくり事業 7 2 道路維持課 路上違反広告物除却事業 7 3 教育総務課 父母負担軽減補助金交付事業 4 2

市街地整備課 市営住宅運営事業 7 7 道路維持課 橋りょう長寿命化修繕事業 7 3 教育総務課 就学援助事業 4 2

市街地整備課 市営住宅施設整備事業 7 7 公園課 所沢カルチャーパーク築造事業 6 2 教育施設課 学校施設の非構造部材耐震化事業 4 2

市街地整備課 マンション居住者等支援事業 7 7 公園課 公園灯ＬＥＤ化改修事業 6 2 教育施設課 学校トイレ改修事業 4 2

開発指導課
都市計画法に基づく開発許可等に関
する事務

7 1 営繕課 公共建築物修繕計画推進事業 8 1 教育施設課 学校施設修繕・改修事業 4 2

開発指導課
街づくり条例に関する事務（開発事業
分）

7 1 河川課 ふるさとの川再生事業 6 5 教育施設課 防音校舎改修事業 4 2

農業委員会事務局

教育総務部

街づくり計画部

建設部

市民医療センター

議会事務局

選挙管理委員会事務局



所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節 所管課 事業名 章 節

社会教育課 人権教育推進事業 1 3 スポーツ振興課 レクリエーション協会補助金 4 6 所沢図書館 図書館施設維持管理事業 4 4

社会教育課
外国人のための日本語講習会開設事
業

1 5 スポーツ振興課 総合型地域スポーツクラブ支援事業 4 6 所沢図書館 所沢図書館分館施設管理運営事業 4 4

社会教育課 日本語講習会指導者研修事業 1 5 スポーツ振興課 スポーツ大賞表彰式開催事業 4 6 所沢図書館 館内奉仕事業 4 4

社会教育課 子ども会育成事業 4 4 スポーツ振興課 健康体操推進事業 4 6

社会教育課 青少年団体活動助成事業 4 4 文化財保護課 文化財保護普及啓発事業 4 5 所管課 事業名 章 節

社会教育課 社会教育関係団体補助事業 4 4 文化財保護課 滝の城跡整備事業 4 5 学校教育課 学力向上支援講師配置事業 4 2

社会教育課 サマースクール助成事業 4 4 文化財保護課 文化財公開活用事業 4 5 学校教育課
「学び創造アクティブプラン」学力向上
推進事業

4 2

社会教育課 家庭教育推進事業 4 4 文化財保護課 ミヤコタナゴ保護対策事業 4 5 学校教育課 特別支援教育支援員配置事業 4 2

社会教育課 成人のつどい開催事業 4 4 文化財保護課 郷土の民俗芸能支援事業 4 5 学校教育課 学習支援員配置事業 4 2

社会教育課 青少年教育地域指導者研修事業 4 4 文化財保護課 歴史的建造物解体部材復元事業 4 5 学校教育課 確かな学力定着事業 4 2

社会教育課 所沢こどもルネサンス開催支援事業 4 4 文化財保護課 指定文化財管理費等補助事業 4 5 学校教育課 中学生社会体験チャレンジ事業 4 2

社会教育課 子ども写生大会開催事業 4 4 文化財保護課
中富・柳瀬・山口民俗資料館管理運営
事業

4 5 学校教育課 地球にやさしい学校づくり推進事業 4 2

社会教育課
ところざわ人形劇フェスティバル開催
支援事業

4 4 文化財保護課 埋蔵文化財発掘調査事業 4 5 学校教育課 中学生海外文化交流派遣事業 4 2

社会教育課 社会教育職員研修 4 4 文化財保護課 発掘調査報告書等刊行事業 4 5 学校教育課 学校司書配置事業（小・中学校） 4 2

スポーツ振興課
地域力活用運動好きな子ども育成事
業

4 2 文化財保護課 埋蔵文化財普及公開事業 4 5 学校教育課 複製名画巡回事業 4 2

スポーツ振興課 児童生徒体力向上推進委員会交付金 4 2 文化財保護課 埋蔵文化財遺物整理保存事業 4 5 学校教育課 学校人権教育啓発資料発行事業 4 2

スポーツ振興課 小学校体育連盟補助金 4 2 文化財保護課
埋蔵文化財調査センター施設管理事
業

4 5 学校教育課 就学相談事業 4 2

スポーツ振興課 中学生体力調査事業 4 2 生涯学習推進センター 学習講座等開催事業 4 1 学校教育課 健やか輝き支援事業 4 2

スポーツ振興課 中学校体育連盟補助金 4 2 生涯学習推進センター
生涯学習をすすめる所沢市民会議補
助金

4 1 学校教育課 学校法律相談事業 4 2

スポーツ振興課 学校体育施設管理委託事業 4 6 生涯学習推進センター 生涯学習まちづくり出前講座事業 4 1 学校教育課 学校支援訪問事業 4 2

スポーツ振興課 屋外体育施設管理運営事業 4 6 生涯学習推進センター ＩＴ相談事業 4 1 学校教育課 特色ある学校づくり支援事業 4 2

スポーツ振興課 屋内体育施設管理運営事業 4 6 生涯学習推進センター 生涯学習推進センター施設提供事業 4 1 学校教育課
安全・安心な学校と地域づくり推進事
業

4 2

スポーツ振興課 市民プール管理運営事業 4 6 生涯学習推進センター 生涯学習情報紙発行事業 4 1 学校教育課 放課後支援事業 4 2

スポーツ振興課 体育施設整備事業 4 6 生涯学習推進センター
生涯学習ボランティア人材バンク運営
事業

4 1 学校教育課 地域人材活用事業 4 2

スポーツ振興課
航空記念公園多目的運動場人工芝化
事業

4 6 生涯学習推進センター
資（史）料の収集・整理・保存・活用事
業

4 1 保健給食課 学校給食単独調理場改修事業 4 2

スポーツ振興課 スポーツ教室開催事業 4 6 生涯学習推進センター 三ヶ島葭子資料室運営事業 4 5 保健給食課 学校給食調理業務委託事業 4 2

スポーツ振興課 所沢シティマラソン大会開催事業 4 6 生涯学習推進センター ふるさと研究活動事業 4 5 保健給食課 就学援助事業（学校給食費） 4 2

スポーツ振興課 陸上競技選手権大会支援事業 4 6 所沢図書館 図書資料収集・整理・保存事業 4 4 教育センター 学力向上推進事業 4 2

スポーツ振興課 体力つくり市民会議交付金 4 6 所沢図書館 コンビニエンスストア図書等取次事業 4 4 教育センター ＩＣＴ推進事業 4 2

スポーツ振興課 スポーツ少年団補助金 4 6 所沢図書館 子どもの読書活動推進事業 4 4 教育センター 小学校外国語活動推進事業 4 2

スポーツ振興課 体育協会補助金 4 6 所沢図書館 図書館利用推進事業 4 4 教育センター 豊かな心育成支援事業 4 2

学校教育部



所管課 事業名 章 節

教育センター 教育相談事業 4 2

教育センター 資質向上事業 4 2

教育センター
小・中学校校務支援システム運用事
業

8 1

視聴覚センター 視聴覚教材・資材貸出事業 4 4

所管課 事業名 章 節

上下水道局総務課 出前教室実施事業 7 5

上下水道局総務課 庁舎維持管理事業 8 1

水道建設課 導・送・配水管整備事業 7 5

給水管理課 小水力発電設備整備事業 6 0

給水管理課 取水施設保全事業 7 5

給水管理課 水道管維持管理事業 7 5

給水管理課 浄水場整備事業（耐震補強事業） 7 5

下水道整備課 下水道管渠布設事業 7 6

下水道整備課 下水道地震対策事業 7 6

下水道整備課 雨水対策事業 7 6

下水道維持課 下水道維持管理事業 7 6

下水道維持課 都市下水路維持管理事業 7 6

下水道維持課 受益者負担金賦課徴収事業 7 6

下水道維持課 下水道長寿命化対策事業 7 6

上下水道局



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

総合的に取り組む重点課題   ４　所沢ブランドの推進とまちの活性化

自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別

一
般 0.90 人

7,794千円

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

指標名

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

所沢ブランドの情報を集約し、効率的に周
知するためのホームページを新たに立ち
上げた。

市民意識調査で、「住み続けたい」、「どちらかと
いえば住み続けたい」と答えた人の合計

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

所沢市への定住意向

①幹事会

②

③

4,6484,862

85115

H27年度目
標

法定受託＋附加法定受託事務

今後も、各取組みを推進することで、更な
る本市の地域・経済の活性化やにぎわい
を創出、文化の創造と発信等に取り組む
ことにより、都市イメージの向上を図って
いく。

H28実績

-

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

72.9%

H29年度目
標

非常勤
特別職

79.5%臨時職員

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.45 人

79.5%79%
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

まちなかコンサートの既存の会場以外に
会場となるスペースの確保や、発表の機
会を求めているアーティスト情報の収集
方法を確立し、事業の質、効果を高めて
いく必要がある。

3,859 千円

市内外から「住みたい」、「住み続けたい」思いを育
む「誰もが選ぶまち」へのイメージアップを図ると同
時に、企業・事業者には「業務の拠点としたい」良好
なイメージを提供し、まちの活性化を目指す。

指標名

H28年度目
標①2回

②

③

78.5%
非常勤
特別職

臨時職員

事業の種別

有無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

ワルツ所沢との共催の「まちなかコンサー
ト～サタデーマンスリーライブ～」の回数
を増やし、前年度よりも多くの出演者に発
表の機会を創出した。

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を
主目的とせず、広く市民を対象としている音楽行
事やそうした活動をしている音楽団体（個人）を
推奨することで、本市を市内外にアピールしてイ
メージアップをはかるため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

推奨の選定基準の１つである「市内で定期的、継
続的に開催している」という部分を精査した上で
推奨しているため、実績が伸びにくい。また、「定
期的」の基準は、年１度開催に限らず、２年に１
度、３年に１度等の音楽行事も含まれており、年
によって推奨数の増減幅がある。今後は、近年
地元に根づきはじめた音楽行事等を探して推奨
するとともに、クオリティの維持、向上も図ってい
く。

94

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

「音まち」推奨制度推奨数

①「音まちコンサート」の実施

②「まちなかコンサート」の実施

③

154千円326千円

414千円643千円

一
般

文化芸術振興法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績
H27年度目
標

H27その他職員
従事割合

臨時職員

H29年度目
標

0.00 人
非常勤
特別職

0.06 人

臨時職員

H28実績

法定受託事務自治事務

0.76 人

84100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1000.10 人6,517 千円

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音
楽を演奏する機会、聴く機会を常に身近なものとし
て定着させ、豊かな音楽文化が持続的に発展でき
るよう取り組んでいく。プロ、アマを問わず市内音楽
団体（個人）の活動を掌握し、情報発信や連携を支
援し、音楽を通じた交流や音楽環境の活性化を図
る。
①「音まち」推奨制度・・音楽情報サイトが独自に入
手した情報等の中から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市民
の気軽な鑑賞の場として実施する庁内コンサート。
③「まちなかコンサート」・・・若手ミュージシャンの発
表の場、まちなかでの音楽鑑賞の場。

指標名

H28年度目
標

①２回

②１５回

③

6,668千円

0.77 人 1000.00 人
非常勤
特別職

有無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

情報誌「サクラニュース」を、2ヶ月に1回程
度（不定期）発行し、市HPに掲載するとと
もに、（仮称）ところざわサクラタウン周辺
地域の自治会には行政回覧することとし
た。

本構想がどれだけ浸透しているかを測るため、
所沢市市民意識調査でCOOL JAPAN FOREST
構想を「知っている」と答えた人の割合を指標と
する。所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略でも
H31年度までに80%を目指すこととしている。

引き続き、関係の深い東所沢地域への周
知を続けていく一方で、市民フェスティバ
ルなど多くの方が集まる場などでも周知を
図っていく。
また、平成28年度に作成した市PR空撮動
画なども広く活用していきたい。

H28目標値が未達成の理由・分析

成果指標とした市民全体の認知度
の達成度は低いが、市民意識調査
の実施時期が7月下旬から8月上
旬であることから、その後に実施し
た取組により、今後の向上は期待
できる。
また、市内団体及び組織等からの
説明要請は年間10数件に及び非
常に多く、周辺地域や関係団体の
関心は高まっていると考えられる。
今後は、市域全体、市域を越えた
広範な周知を図るための情報発信
を工夫する必要がある。

H27実績
H27年度目
標

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

COOL JAPAN FOREST構想の認知度

①各団体等への説明会回数

②文化創造会議参加者数

③COOL JAPAN FOREST構想
   の推進に関する協定

48,73670,408

20,514特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した
「みどり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指
す。
推進会議「TEAM　START」での協議や、構想推進
に関する協定を締結するとともに、イベントでのブー
ス出展や文化創造会議の開催等の啓発、情報発信
を行うなど、「みどり・文化・産業が調和したまち」の
創出に向けた事業を展開する。

21,986

一
般

H27予算現額事業の種別

法定受託＋附加

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

6,495千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

本構想に関係の深い東所沢地域を中心に周知
啓発を行ってきたため、市域全体にはまだまだ
浸透していないものと思われる。東所沢地域に
関しては、5～6割の方に認知されてきている。

－－0.00 人
非常勤
特別職

0.75 人

臨時職員9,090 千円

H28実績
H28年度目
標①17回

②342人

③（株）KADOKAWAと協定締結

0.00 人臨時職員

80%

H29年度目
標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済 東京大会の機運醸成に向け、引き続き取
組を続けていく。

H28目標値が未達成の理由・分析

1.06 人

80%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

指標名H27決算額

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

これまで市内小学校向けに開催していた
「ゴールボール体験会」を市民を対象に実
施し、啓発活動の拡充を図った。

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

5回

H27実績

活動実績(H28)

成果

成果指標

大会の機運醸成及びパラスポーツへの理解を深
めることを事業の目的としているため、啓発事業
数を指標としている。

0.00 人

0.00 人

41.7%

臨時職員

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

H29年度目
標

7回
非常勤
特別職

15回10回
H27その他職員
従事割合

H28実績
H28年度目
標① 4校

② 48ページ

③
非常勤
特別職

臨時職員

10回

H27年度目
標

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

①小学校向けゴールボール体
験会

②市ＨＰコンテンツ数

③

60千円自治事務

H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

0.62 人

2020東京オリンピック・パラリンピックをきっかけとし
て、様々なスポーツや他国の文化に触れながら、障
害のあるなしにかかわらずスポーツを楽しめるまち
づくりをめざし、啓発事業の企画・運営、スポーツ体
験会の開催、スポーツ選手の応援、情報発信、キャ
ンプ地等の誘致を進める。

H28正規職員
人件費

6,003 千円

0.70 人

H27予算現額

5,369千円

意識啓発事業数

60千円法定受託＋附加法定受託事務

665千円1,125千円-

H28決算額（見込み）

文化
芸術
振興
課

経営
企画
課

企画
総務
課

企画
総務
課

平成25年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

最優先

所沢ブランド推進
事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

期間

COOL　JAPAN
FOREST構想推進
事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

最優先

市が有している個別ブランドをはじ
めとする「所沢ブランド」を活用した
さまざまな取り組みが市内外に浸
透してきていると考える。

リオデジャネイロオリンピック・パラ
リンピックの開催に伴い、選手の応
援イベントや啓発イベントを積極的
に実施できたと考える。また、市民
体育館がゴールボールナショナル
トレーニングセンター競技別強化
拠点施設に指定され、これまでの
パラスポーツの普及に向けた取組
が一定の成果を挙げたといえる。

期間

H26年度～H32年
度

東京オリンピック・
パラリンピック推進
事業

最優先

音楽のあるまちづく
り推進事業

既存事業（「音まち推奨制度」、そ
の他イベント等）と新規事業（空飛
ぶ音楽祭）を実施しながら、「所沢
＝音楽のまち」というブランドを確
立していくために、現在力を入れて
取り組んではいるが、目的の達成
に向け模索している部分も多いた
め。



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H28)

成果

成果指標

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

H27予算現額

根拠法令

無 無

34

99.0%

①4回

②103人

③22組

市の魅力ＰＲに資する事業を引き続き展
開していく。

H27その他職員
従事割合

90%

これまでのアンケート結果を踏ま
え、参加者の交流時間を拡充させ
たことで、カップル成立率及び満足
率の高いイベントを実施できたと考
える。

15 ①イベント実施回数

②参加人数

③カップル成立数

イベントの満足率

H27決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の種別

一
般

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

90%

H28年度に改善した点

15

88.6%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

参加者同士の交流機会創出及び市の魅力ＰＲを
目的としている事業のため、イベントの満足率を
指標としている。なお、満足率はアンケートでイ
ベントが「よかった」「まぁよかった」と回答した割
合である。

過去に好評を得ている企画に加え、地元
企業（株式会社ビクセン）とコラボレーショ
ンした企画や市内飲食店（エコトコファー
マーズカフェ）を利用したイベントを実施
し、市の魅力ＰＲを図った。

臨時職員

H28目標値が未達成の理由・分析

76%

非常勤
特別職

80%

H28決算額（見込み）

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

臨時職員

H28年度目
標

H28実績

H29年度目
標

目標設定の考え方・根拠

A

- 40

事業の具体的な内容及び目的

独身男女に出会いの場を提供しながら、地域の活
性化を図るとともに市の魅力のＰＲを行う。

0.27 人

2,338千円

H27実績

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27正規職員
人件費

0.00 人

0.36 人

3,087 千円

指標名

90%

H28予算現額

①「所沢市総合戦略」の取組方
針の実施状況

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトの実施状況

③市民ワークショップ参加者数

6,495千円 臨時職員
①162件

②17件

③41名

H28年度目
標

85%
H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人

臨時職員 0.00 人 90%

0.50 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

無

4つの戦略方針に掲げる戦略指標の達成率（7
指標の平均値）

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評
価指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的
視点として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略はＨ31年度までを計画期間とし、Ｈ31年
度における達成率100%を目指すものである。

外国人観光客の増加による当市への影
響を踏まえ、市民意見を徴取したうえで重
点プロジェクトの具体的な取組に「外国人
観光客の受入体制整備」を追加した。ま
た、「水とみどりのネットワーク構築に向け
た計画策定」についても取組として記載を
追加した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ 無

H28実績 Ｈ27国勢調査結果に基づく昼間人口指数
の値がＨ22と変わらず、向上がなかったこ
とから、産業誘致をはじめとする「しごとづ
くり」への取組がさらに必要である。
また、限られた財源の中で、企業と連携し
て取組を進める等、柔軟な発想で対応し
ていきたい。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,280 8,532

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

事業の種別 H27予算現額 H27決算額

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開する
うえで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき
４つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つ
の施策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に
実行する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進
するため、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の
達成度や事業の進捗状況を確認し、効果検証を行
いながら進行管理する。

H28年度に改善した点

H27年度目
標

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

戦略指標（7件）のうち、低かった「地域のつなが
りの強さ」の達成率が77.7%（9.5%アップ）となり、
未達成ではあるが改善されており、引き続き戦略
方針「暮らしやすさをアップ」に基づく取組を進め
ていく。なお、「全国住みよさランキング」は未達
成だが、ランクを構成する中で「生活基盤・環境」
の順位が低く、首都圏でのランクアップの難しさ
を認識している。

81%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

まち・ひと・しごと創生法 268 305

4,288 千円

企画
総務
課

経営
企画
課

婚活推進事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

　　H27年度～

総合戦略が目指すところの「しご
と」と「まち」の好循環に繋がる事業
や取組を各所管において着実に進
めている。戦略方針に掲げる目標
指標「所沢市への定住意向率」や
「市の愛着度」、「30～40歳代の転
出入均衡」において値が大きく向
上しており、これらの取組結果を少
なからず反映しているものと考えら
れることから、引き続き総合戦略に
基づく取組を推進する。

重要

地方版総合戦略推
進事業

実施計画ランク

重要

期間



項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　斉藤洋一

成果指標の目標値を達成してお
り、各部会活動の成果が挙げられ
ていると考える。
今後も引き続き、既存事業の運営
主体を地域づくり協議会に移行す
るよう支援していく。

A

成果指標の目標値を達成してお
り、支援拠点として機能の充実が
図られている。今後も地域コミュニ
ティの支援拠点として松井まちづく
りセンターの体制を整備していく。

H28年度に改善した点

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H28年度～ 3,001 千円 臨時職員 0.00 人

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1 1

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

目標達成済

0千円 臨時職員 0.00 人
①１件

②

③

47 47

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

①待合ソファー購入

②

③

まちづくりセンターの充実を図るために必要な備
品の整備

まちづくりセンターに必要な備品の整備を図り、
地域コミュニティの支援拠点として、まちづくりセ
ンターの機能の充実を指標とする。

指標名 目標設定の考え方・根拠

無 無

まちづくりセンターの機能の充実を図るた
め、待合ソファーの購入を行った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

地域コミュニティを支援する拠点として、住
民ニーズが増加している。今後もニーズ
に答えられるようまちづくりセンターとして
の機能の充実を地域住民とともに進めて
いく。

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

Ｈ26年7月の協議会発足から3年が
経過し、これまで個々に地域課題
に取り組んできた各組織が「オー
ル松井」で取り組むことによって地
域が活性化してきたことを感じる。
自治会・町内会は会員制組織であ
るが、「自治会の加入有無にかか
わらず松井地区の住民ならば皆仲
間である」という意識と「皆で地域
を盛り上げていこう」とする郷土愛・
隣人愛をベースとした仲間意識が
芽生えてきた。

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

H28決算額（見込み）

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

松井まちづくりセン
ター整備事業

根拠法令 H28予算現額

H28その他職員
従事割合

2.04 人
非常勤
特別職

期間

H23年度～

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支
援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

2,180

1.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 3事業

0.10 人 H29年度目標

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

9,699千円 臨時職員 0.70 人

①12,105人

②4事業

H28実績

H28正規職員
人件費

4事業

17,493 千円 臨時職員 1.45 人

無

「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、交付金により活動できた事業数を指
標とする。

5部会での活動となったうち、1部会（地域
コミュニティ部会）が独自で部会活動を行
うことができた。

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

Ａ

全ての部会で個別の活動ができるよう支
援していくとともに、各部会が協力し合い
事業を展開していけるよう支援していく。

H28年度目標

H28年度に改善した点

有

4事業

4事業

5事業

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

3,156 3,145

事業の目的及び具体的な内容 H27年度目標 H27実績

指標名

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,212 ①地域住民の参加人数（支援
事業の延べ参加人数）

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数<交付金
の交付対象となった事業数）

地域づくり支援事業

根拠法令 H28予算現額

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

期間 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H28決算額（見込み）

1.05 人
非常勤
特別職

1.85 人
非常勤
特別職

4

地域づくり支援事業

Ｈ23年度～ 9,004 千円

　自治会・町内会をはじめとした松井地区内の各団体
で構成する「松井まちづくり協議会」への交付金の交付
等を通して、地域住民自身が地域課題の発見とその解
決を行うことにより、住民参加と協働を促し、人と人と
の絆を大切にし、お互いに支え合う地域づくりを進める
ことを目的とする。その内容は、次のとおり
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

目標達成済

H28年度目標 H28実績

臨時職員 0.00 人 4

4 4

H29年度目標

4

有

16,021千円 臨時職員 0.00 人
①5,363人

②４事業

③

これまで個別に行っていた部会とは別に、
同一場所・時間で実施する「５部会会議」
を実施し、地域課題に対する現状認識と
取り組みへの情報共有を図り、地域一体
で取り組む体制を作った。

これまで任意団体に過ぎなかった地域団
体は、協議会の発足によって公認組織と
なった。今後、協議会を発展させていくた
めには次の取り組みが必要。
①地域課題の発見・解決のために部会を
活性化する。②既存組織との合理化を進
め、役員負担を減らし、実践部隊を増や
す。③協議会の運営ルールを確立する。

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

H28年度に改善した点H27決算額 指標名

1,050

1,051

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令 H28予算現額

H27予算現額

1,050 ①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

③

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

1,045

H27実績

目標設定の考え方・根拠

松井まちづくり協議会の交付金対象事業数を基
準として、住民参加・人と人との絆・支え合う地
域づくりへの達成度を推し量るもの。

H28決算額（見込み）

無事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28目標値が未達成の理由・分析

A

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務

0.00 人

所沢市まちづくりセンター条例、

事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則

　絆を紡ぐまちづくりに向け、地域コミュニティを支援す
る拠点としてのまちづくりセンターの充実を図るため、
必要な備品の整備を行っていく。

第１章　コミュニティ　第１節　地域コミュニティ

所沢市まちづくりセンター条例、



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長 　仲正之

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　比留間嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　鈴木　明彦

地域における諸課題解決に向け、
各団体間の連携強化を進める一
方、地域住民の関心の高い地域情
報を提供した。地域づくり協議会設
立に向け、吾妻町内会連絡協議会
において協議を進めているが、結
論には至っていない。

地域づくりを進める協議会の活動
を支援する本事業は、協議会の主
体的な活動を支援するため、これ
までの課題に対する新しい取り組
みを始めるには、理解と協力を得
るのに時間がかかる。しかし、参加
いただいている住民の方は理解が
あり、今後においても安定的に協
議会を運営できるものと考える。

交付金による実施事業は住民参
加により、活発に行うことができ
た。今後はランニングコストなども
考慮に入れ交付金の増額なども視
野に入れていく必要がある。

協議会活動を促進するため窓口グルー
プ、コミュニティ推進・公民館グループがよ
り相互連携をはかり、協議会に対して総
合的な支援を行っていく。

H28その他職員
従事割合

H28年度～ 5,831 千円 臨時職員 0.70 人

Ｈ28年7月に協議会が発足し、これ
まで個々に地域課題に取り組んで
きた各団体が部会会議等を通し協
力して活動するようになった。

臨時職員

非常勤
特別職

目標達成済4

非常勤
特別職

1,043

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0千円

H27年度目標 H27実績

0.00 人 ①235人

②4事業

③

H28年度目標 H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支
援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

法定受託事務 法定受託＋附加 ①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

③

4

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

目標設定の考え方・根拠

協議会に係る事業数を基準として、住民参加・
人と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を
推し量るもの。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

1,043

H27決算額 指標名H27予算現額

自治事務

有

A

H28年度に改善した点

有 無

無
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

吾妻町内会連絡協議会を中心とした関係
諸団体と連携し、都市計画道路飯能所沢
線第３工区や風水害対応など地域の諸問
題の解決に向けた検討を実施した。地域
住民の関心の高い地域情報を提供し、地
域住民と情報を共有化した。

地域での協議会の統率力をより高めるた
め、元自治連合会会長等を役員に抜擢し
た。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28正規職員
人件費

0.68 人 0.00 人 H29年度目標

5

B

H28年度に改善した点

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

期間

事業の目的及び具体的な内容

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

地域づくり支援事業

H２３年度～ 18,865 千円 臨時職員 0.70 人

期間 2.20 人
非常勤
特別職

地域の公共団体の事業運営を支援すると
ともに地域ネットワークの構築に向けた働
きかけを進める。地域づくり協議会設立に
向けた取り組みを更に進める。

13,000 13,410

H29年度目標

13,500

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会の設立に向
けた支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活
動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処
理・連絡調整

13,000 12,703

H28正規職員
人件費

0.00 人 ①　４６回

②　　０回

③　　３回

H28年度目標 H28実績 地域コミュニティ、公共団体の支援事業に対して
は目標を達成している。なお、地域づくり協議会
設立に向け、吾妻町内会連絡協議会において
引き続き協議を進めていく。

目標設定の考え方・根拠

地域コミュニティ、公共団体等への支援及び地
域づくり協議会設立を目標とする。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

15

①公共団体の支援事業
②地域づくり協議会活動支援交
付金対象事業数
③地域づくり協議会の設立に向
けての会議開催数

支援事業の延べ参加人数

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱吾妻

まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別 H27予算現額

臨時職員

21優先

H27その他職員
従事割合

0.00 人

H28その他職員
従事割合

0.00 人

6

H27正規職員
人件費

H27決算額 指標名

42

11

H27年度目標

期間 2.57 人 H29年度目標

12,644千円

1.46 人
非常勤
特別職

地域づくり支援事業
H27実績

H28正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分析

H28その他職員
従事割合

A

3 3

H23～ 22,038 千円 臨時職員 1,13

H28予算現額

臨時職員

無

目標設定の考え方・根拠

2.87 人
非常勤
特別職

3

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

1.55 人

H28決算額（見込み）

3,074

非常勤
特別職

3

住民参加と協働による地域課題の解決並びに
安全・安心な地域づくりを進めるための事業を
実施する。

有

①7444人

②3件

③

H28年度目標 H28実績

専従員を配置し、自主的な運営をさらに
進める。

優先

一部各部会で予算策定・管理等、自主的
に運営するようになった。

地域づくり支援事業

3,381

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動交付金
交付対象事業数

③

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

事業の目的及び具体的な内容

目標達成

24,854千円

H27年度目標

有 無

1,021
　
　コミュニティ推進事業における、「活動実
績」である「地域住民の参加人数」につい
て、まちづくり協議会主催事業のみの参
加人数として掲載し、わかりやすくした。

H27予算現額

2,796

H27決算額 指標名

2.60 人

地域づくり支援事業

根拠法令 H28予算現額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支
援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

2.02 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

平成23年度～

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,787

　新しい事業への検討や取り組みがなか
なか難しい。地域課題の解決を図るた
め、まちづくり協議会へのさらなる支援が
必要である。

H28その他職員
従事割合

4 4

非常勤
特別職

H29年度目標

Ａ

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により
地域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織
であり、その活動に対して交付金を交付してい
る。この交付金を活用して行った活動は、会の
組織目標に沿った活動であると考えるため。

17,493千円 臨時職員 0.50 人
① 4,032

② 4

③

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

22,295 千円 4

H27年度目標 H27実績

1,023

非常勤
特別職

3 2

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

H28決算額（見込み）

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

1,023

臨時職員 0.50 人

期間

H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

1,080 ① 地域住民の参加人数

② 地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令 所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度あたり100万円を上限に地域づくり協議会活動支援
交付金を交付するとともに、次の取組みを行う。
①山口まちづくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材
育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長 森澤 宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　澤田孝男

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

成果指標の数値を達成しており、
地域主導による地域づくりが行わ
れる土壌が豊かになりつつある。
地域づくりについては、リーダーの
世代交代や、主体的に地域活動に
参加する住民を継続的に増やして
いく必要があるなど、対応すべき課
題が幅広く、かつ長期的である。単
年度の目標達成がすなわち目的
達成とならないことに留意し、本事
業を発展させたい。

しんとこイーストネットの活動をはじ
め、新所沢東地区の様々な情報を
発信することにより、幅広い年代の
人たちに交流を深めてもらうことが
できた。 有 無

無

H28年度に改善した点

臨時職員 0.00 人

3 3

①6,696人

②11事業

　

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

シンボルマークの普及・登録をすることに
より、シンボルマークをＰＲし、協議会の存
在を広めることで、活動への参加を促して
いく。

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

H28年度目標 H28実績

H28その他職員
従事割合

11 11

H28予算現額

1,053

H27正規職員
人件費

人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、１年度
当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支援
交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

1.62 人

14,029千円

H28正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

・引き続き、地域団体の自主性を尊重し、
その活動の側面支援を行っていく。
・行政から地域に対して課す負担が、
個々ではさほどではなくとも、積み上がる
と多大になるため、地域団体の自主的な
活動を行う活力を削ぐとともに、次世代の
担い手確保の阻害要因となっている。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,021

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H28年度に改善した点

非常勤
特別職

0.00 人

5

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常
に見つめ直し、かつ、幅広い年代の人たちが地
域活動の中で交流を深め、助け合い、安全・安
心な「まち」づくりを目指しているため、活動数を
指標とする。

27年6月にしんとこイーストネット（新所沢
東まちづくり協議会）を設立した。地域で
活動している２３団体で構成されていて、
それぞれの団体が地域の課題解決に向
けた取り組みにあたり、ホームページ及び
ＳＮＳを活用し地域情報の共有化を図っ
た。

991
①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

地域づくり支援事業

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

1.85 人

事業の目的及び具体的な内容

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度当たり100万円を上限に交付する地域づくり協議会
活動支援交付金等を活用するとともに、次の取組を行
う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

期間

H23年度～

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

15,864 千円 0.00 人

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人 3

H27実績

31.71 人

0.00 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

H27年度目標

目標達成済

H29年度目標

4 6

有

・地域団体の行事や取り組みについて、
月刊の回覧情報誌「新所沢まちづくりセン
ター・新所沢公民館だより」に地域情報紙
面を設け、地域住民への情報発信を行う
ことにより、その活動を側面支援した。
・地域づくり協議会主催事業の発展のた
めの相談・助言を行い、事業増を実現し
た。

根拠法令

1021

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

14,809千円

1081

H28予算現額

優先

1,080

自治事務 法定受託事務

期間 1.60 人

法定受託＋附加

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

地域づくり支援事業

H23年度～ 13,720 千円 臨時職員 5

H27決算額

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①9,222人

②６事業

H28年度目標 H28実績

自治会に加入しない若い世代が増えてい
るため、広報紙を通じて、魅力のある自治
会活動をPRしていく。

H28その他職員
従事割合

6 6

非常勤
特別職

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支
援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

1.82 人
非常勤
特別職

7 7

15,761千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

有 無

優先

地域ネットワークに対する市からの交付
金を活用して、地域課題解決に向けた事
業が実施できた。

地域づくり支援事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1,021

H28年度に改善した点

805 ①地域住民の参加人数
　
②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

交付金の交付等を通して、その自主的な活動を
支援することにより、住民の参加と協働による地
域課題の解決に向けた事業を指標とする。
目標値としては、事業の統合も行ったので、今
年度を目標としたい。896

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

三ケ島まちづくり推進会議が発足
後３年が経過し、徐々に地域に定
着してきた。　今後もまちづくり活動
の人材、団体の育成・支援に努め
る。

臨時職員 0.00 人

H29年度目標

目標設定の考え方・根拠

A

目標達成済

H28目標値が未達成の理由・分析

地域づくり協議会への支援により、地域づくり協
議会の事業の充実がどれだけ進んだかを指標
とし、年を重ねるごとに一つずつ事業数が増加
することを目標と設定する。

B

H28実績

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

H28決算額（見込み）

1,051

H27年度目標 H27実績

臨時職員

1,043
①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数

非常勤
特別職

H28決算額（見込み）

①8,854人

②6事業

H28年度目標

H27決算額 指標名

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,021

臨時職員 11

期間 2.05 人 H29年度目標
非常勤
特別職

0.00 人

Ｈ２３年度～ 17,579千円 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会の設立に向
けた支援を行うとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治
会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活
動の人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処
理・連絡調整

地域づくり支援事業

根拠法令 H28予算現額

H28年度に改善した点

20,000

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①21,014人

②0事業（協議会未設立のた
め）

③

H28年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

地域づくりを推進するために、地域組織の活性
化を図ることを目的として、公共的団体の実施
する事業への地域住民の参加人数を指標とす
る。

公共施設間の連携強化に向け、所沢地
区に所在する公共施設間連絡調整会議
の第一回会議を開催し、各施設が抱える
諸課題などを話し合うことができた。

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

地域住民の参加人数
（公共的団体の事業への参加人数）

　昨年度は成果指標の目標値を達
成した。公共的団体の実施する事
業へ多くの地域住民の参加を得ら
れている。
　一方、地域組織のネットワーク化
という視点では、その第一歩として
公共施設間の連絡調整会議を開
始したところであるが、地域づくり
協議会を設立するには至っていな
い。

H28決算額（見込み）

18,811
有 無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 36 36 ①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援交
付金交付対象事業数

③

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

718 629

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

1.30 人
非常勤
特別職

22,000

21,014

11,258千円 臨時職員 H28実績

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

期間 1.85 人

Ｈ２３年度～ 15,864 千円 臨時職員

20,000

地域団体のネットワーク化の方向性として
地域づくり協議会が設立できることが望ま
しいが、現在のところ設立には至っていな
い。各種関係団体と地域活性化に向けて
情報共有する中で協議・調整に努めてい
く。

非常勤
特別職

H29年度目標

所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例、

所沢市まちづくりセンター条例、



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 H28年度に改善した点

無

まちづくりセンターに必要な施設修繕や備品の
整備を図り、地域コミュニティの支援拠点として、
まちづくりセンターの機能の充実を指標とする。

まちづくりセンターの機能の充実を図るた
め、看板の修繕や待合いソファーの購入
を行った。

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

地域コミュニティを支援する拠点として、住
民のニーズが増加している。今後もニー
ズに答えられるようまちづくりセンターとし
ての機能の充実を地域住民とともに進め
ていく。

0 ①看板修繕

②待合いソファー購入

③

まちづくりセンターの充実を図るために必要な施
設修繕や備品の整備

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標指標の目標値を達成してお
り、支援拠点として機能の充実が
図られていると考えている。今後
も、地域コミュニティの支援拠点と
して所沢まちづくりセンターの体制
を整備していく。

H27年度目標 H27実績

H28年度目標 H28実績

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 1,569 1,178

絆を紡ぐまちづくりに向け、地域コミュニティを支援する
拠点としてのまちづくりセンターの充実を図るため、看
板の修繕や必要な備品の整備を行っていく。

非常勤
特別職

0千円 臨時職員 ①1件

②1件

③

H28その他職員
従事割合

2 2

非常勤
特別職

H28正規職員
人件費

期間 0.15 人 H29年度目標

平成 ２８年度 ～ 1,286 千円 臨時職員

所沢まちづくりセン
ター整備事業

無

建設・修繕の相談から実施までに
年数がかかるという課題はある
が、潤沢とは言えない自治会・町
内会の予算規模から、集会施設の
建設・修繕に対する補助は重要で
あると考えられ、また、要望も多い
状況であるが、概ね計画通り実施
できた。

実施計画ランク

優先

コミュニティ活動推進
事業

期間

H3年度～

優先

自治会等応援事業
事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

自治事務

根拠法令

期間

H27年度～

実施計画ランク

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

H29年度目標

4,631 千円 4

5,023千円 臨時職員 0.00 人
①１件

②2件（修繕）

③０件

H28正規職員
人件費

0.54 人

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

5 5

16,000

集会施設緊急修繕事業の申請が無かったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

5 3

0.00 人

H28年度に改善した点

無 無

12,736 ①集会施設建設事業

②集会施設修繕・増改築事業

③集会施設緊急修繕事業

補助対象事業数 補助金の交付対象となる団体数H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

Ａ

根拠法令 H28予算現額

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市コ
ミュニティ活動推進事業補助金交付要綱外

17,000

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠点と
なるコミュニティ施設を建設や修繕など整備すること
で、地域の一体感の醸成や共通課題の解決といった、
各地域で展開されている自主的なコミュニティ活動を推
進するものである。

0.58 人

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,000

事業の種別

一
般

H27予算現額

0.00 人

H27決算額 指標名

6,860 千円 35

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員 0.01 人

「所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例」の
施行に伴い、市ではさらに自治会・町内会への加入や
参加の促進と活動の支援を実施するもの。
①自治会等への加入などを呼びかけるポスターの作
成、掲示及び配布（周知啓発）②転入者に対し、自治
会等への加入を働きかける（転入者加入促進）③市職
員による自治会等応援活動。夏祭りなどの自治会行事
への応援ボランティアスタッフの派遣や啓発品の配布
など（自治会・町内会応援団）

1.15 人 25 26

H28目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

0.01 人 ①20,000枚

②91人・35会場

③97，475世帯（平成28年4月1
日現在）

無事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 今後も、特定の職員に過度の負担が掛か
らないように配慮しつつ、地域づくりの重
要性について、幅広く浸透していくように
職員への啓発を意識して活動を継続す
る。将来的には、地域のサポーター的存
在として応援団が発展する可能性がある
こと示唆しているものと考えている。

30 35

S
H27年度目標

無

1,370 ①周知啓発チラシ作成

②自治会・町内会応援団
（派遣のべ人数・派遣会場数）

③加入世帯数

自治会･町内会応援団派遣会場数
自治会・町内会の必要性、重要性への認識を深
めると共に自治会町内会の活動へボランティア
として参加体験する。

自治会・町内会の活動を応援するため、
「自治会・町内会応援団」を結成。応援団
員、応援団派遣会場をそれぞれ、大幅に
増やし、活動を行い、同時に全庁的に活
動状況の報告を行った。

H28決算額（見込み）

H28年度に改善した点

地域コミュニティの醸成に向け、自
治会・町内会応援団などの取り組
みが浸透してきているものの、自
治会・町内会への加入率には、反
映しておらず、引き続き、周知啓発
活動が必要である。しかしながら、
自治会・町内会活動の重要性を認
識する点においては、双方に一定
の効果が感じられた。

824

非常勤
特別職

0.00 人

0.80 人

一
般

9,959千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27実績

法定受託事務 法定受託＋附加

H28予算現額

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例 1,478

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

1,718

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

3

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

H28年度に改善した点

非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

3

交付金額に制限があるため、対象となる事業を
十分に見極め設定する。

H27その他職員
従事割合

①6,142人

②3事業

③

H28年度目標

並木まちづくり協議会発足後の事
業開始初年度であったが、目標値
を達成した。

有

並木まちづくり協議会発足により、地域活
動の支援が推進できることとなった。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

地域の住民とともに課題を共有し、解決
策を見出すことで住みやすい地域づくりに
繋げていく。今後はより自主的な活動がで
きるよう組織を整えていきたい。

無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21 17
①支援事業の住民の参加人数
②地域づくり協議会活動支援交
付金交付の対象事業
③

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成28年度から実施）

H28実績

4

地域づくり支援事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地域
づくり協議会活動支援交付金交付要綱

H23年度～ 11,576 千円

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地
域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年
度当たり100万円を上限に、地域づくり協議会活動支
援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等
の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

1.50 人

12,990千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

期間 1.35 人
非常勤
特別職

H29年度目標

1,058 1,051

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

集会施設建設事業の補助金を1,000万円
に引き上げたことから、自治会・町内会の
負担軽減を図った。

集会施設の建設・修繕の補助に当たって
は、予算の制約の中、相談を受けた順に
実施しているが、現状、相談から実施まで
数年かかる点が課題である。一方で、事
業実施年度に準備の整わない自治会が
あった場合は、準備が整っている自治会
に補助を行うように柔軟に運用しているも
のである。今後は、他自治体の事例の収
集などを通して、効果的な助成方法や空
き家などの地域資源の活用などを研究し
ていくものである。

所沢市まちづくりセンター条例、



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木　一圭

有 無

所沢市自治連合会は、各自治会・
町内会等を全市的に支援・調整・
指導するという行政ではなし得な
い役割を担っているとともに、新た
な地域コミュニティの構築、防災、
防犯、交通安全、福祉、環境美化
など総合的な活動を行っている。
行政及び関係団体との連携や相
互補完機能を果たす任意団体とし
て、今後も住民自治・地域自治の
活動や運営の中心的な役割を担っ
ていく。

防犯・防災のまちづくり活動として参加す
る市民フェスティバルで活用する展示パ
ネルを直近の活動状況をお知らせするた
め、28年度は各地区新しいパネルを作成
し、展示を行った。

円滑に手続きが進み、助成が完了
したため。

自治会・町内会は、任意の団体で
はあるが、地域の安心・安全な自
主活動はもとより、行政では行き届
かない役割を担っていることから支
援は引き続き行っていくとともに、
事業の改善・効率化を図りなが
ら、、自治会・町内会における加入
促進活動を支援するための支援策
を検討していきたい。

H28年度に改善した点

Ｓ55年度～

期間

H5年度～

実施計画ランク

重要

所沢市自治連合会
補助事業

期間

自治会・町内会支援
事業

期間

S56年度～

実施計画ランク

優先

地域集会施設維持
管理費補助事業

重要

コミュニティ助成事業

期間

～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

コミュニティづくりや安全で安心して暮らせるまちづくり
の推進、行政等との調整や連携・協力について、自治
連合会が自立した活動ができるよう支援する。また、各
地区の自治連合会等への情報提供や、全市的な調整
役を担っている自治連合会の運営の支援を行い、単位
自治会・町内会等への加入促進事業を実施するもの
である。役員会の開催や分野を越えた活動、未加入者
対策事業などに対する支援、地域活動に功績があった
団体及び功労者の表彰、会報の発行等を実施してい
る。

7,975 千円 280

自治会・町内会内での事情により自治連合会へ
の加入を見送っている、必要性・メリットが伝
わっていないなどの理由が考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

所沢市自治連合会に引き続き必要な支
援を行うとともに、地域の実態に合わせた
手法や積極的な呼びかけにより、加入促
進を進めていく。

臨時職員 0.01 人

251

非常勤
特別職

0.00 人 282 252

H27年度目標

5,716千円 臨時職員 0.01 人
①20事業

②608名参加

③

H28正規職員
人件費

0.93 人

H28その他職員
従事割合

0.66 人

281

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

有 無

1,026 ①コミュニティ活動の推進

②講演会の開催

③

自治連合会加入率(４月１日現在の自治会調べ)

各自治会・町内会等を全市的に支援・調整・指
導するという行政ではなし得ない役割を担って
いるため、市内の全自治会・町内会の加入を目
標とする。1,026

H28決算額（見込み）

事業の種別

一
般

H27予算現額

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

所沢市自治連合会補助金交付要綱 1026

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員 0.05 人

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1026

平成28年度から新制度となり、全ての団体へ補
助できることとなったが、補助団体数は65％にと
どまった。原因としては、周知不足が考えられ
る。0.40 人

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H27決算額 指標名

3,430 千円 90%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

補助団体の増加に向け、積極的な周知を
行う。また、自治会運営の実状に合った
制度とするため研究をしていく。

90% 65%

各地域で展開されているコミュニティ活動を推進するこ
とを目的とし、自治会・町内会等が所有（借用）している
集会施設の維持管理費の一部を補助するものである。
また、平成28年度から集会施設を所有していない団体
が利用する、有料の会議室等の利用料の一部に対す
る補助も開始し、全ての団体へ補助できる制度とした。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

4,763千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

無 無

11,480
①補助団体数
　（②+③）
②光熱水費や、借地料に関す
る
　補助団体数
③集会等の会場借り上げ費用
　補助団体数

補助団体割合
（補助団体数/総団体数）

平成27年度までの指標を「補助金限度額交付
割合（限度額交付の団体数／補助金交付団体
数）」としていたが、平成28年度の要綱改正によ
り全ての団体へ補助できる制度となったため、
指標を変更したもの。より多くの団体へ補助する
ことを目標とする。

市有地借料を半額とする施策（財務部）と
並行させる形で要綱改正を行い、民間用
地を借用している団体に対する補助額を
加算した。また、集会施設を所有していな
い団体が有料の会議室等を利用した場合
の経費の一部に対しても補助できるような
制度設計とし、全ての団体に対して補助
できるようなった。

H28決算額（見込み）

H28年度に改善した点

地域集会施設は、地域コミュニティ
活動の拠点施設であるため、引き
続き周知を図り、補助を行っていく
必要がある。今後は、効果的な助
成方法等について研究を行ってい
く。

法定受託事務 法定受託＋附加 12,600

Ｂ

12,101

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.05 人 ①179件（総団体数：277団体）

②165件

③14件

所沢市地域集会施設維持管理費補助要綱 14,300

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H27実績H27年度目標

自治事務

非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

5,831 千円 68%

根拠法令 H28予算現額

H28実績 「所沢市地域がつながる元気な自治会等
応援条例」の施行に伴い、安心して快適
に暮らすことができる地域社会を実現め
ざし自治会・町内会への加入と参加を促
進してきたが、加入率が減少傾向にある。
今後、地域コミュニティの醸成を進めるた
めに、自治会・町内会が中心となって様々
な地域活動団体と連携を図れるよう、引き
続き必要な支援を行う。臨時職員 0.41 人

H28その他職員
従事割合

67% 63.1%

臨時職員 0.41 人

①1,000冊

②10,000枚

③

H28正規職員
人件費

0.68 人

H28年度目標

広報紙「広報ところざわ」への記事掲載と
して、市民の方々に自治会・町内会活動
やご近所づきあいをより身近に感じていた
だくために単位自治会・町内会の取組み
を紹介したが、平成28年度は若い世代が
参加するきっかけとなてもらえるような単
位自治会･町内会活動を紹介した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

B
非常勤
特別職

0 人 66% 63.7%

自治会町内会の加入世帯は少しずつで増えて
いるが所沢市の総世帯も増えていることから、
結果的には加入率減少となっていない。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

19,616 ①自治会･町内会への便利長
配布冊数

②自治会･町内会加入パンフ
レット作成枚数

③

自治会･町内会への加入率（％）
（自治会・町内会への加入世帯数÷全世帯数）

自治会・町内会活動に対して必要な支援や報償
金の交付を行うことより自治会・町内会の加入
促進を図っていることから加入率を指標とする。

H27その他職員
従事割合

19,671

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,023

根拠法令 H28予算現額

指標名

所沢市自治協力報償金交付要綱 20,031

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

市等からの情報を広く市民に周知し、地域での課題解
決や安全で安心して住み続けられる地域づくりを推進
するために、自治会・町内会活動に対して必要な支援
や報償金の交付を行うものである。
①地域からの相談や苦情を受けると、必要に応じて他
課と調整のうえ、相談者との話し合いを行って課題解
決を図る。　②「自治会・町内会の便利帳」や「自治会・
町内会加入促進マニュアル」を毎年作成し、関係業務
や自治会・町内会への未加入者対策に役立てていた
だき、市の事業への理解促進などを図る。③各自治
会・町内会等に対し、加入世帯数に応じた自治協力報
償金を交付する。

9,180千円

1.06 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4,459 千円

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も事務が円滑に進むよう、関係各所
と連携して運用していく。

1 1

H29年度目標

1

目標達成済

H28年度に改善した点

一般財団法人自治総合センターが社会貢献広報事業
として実施する、宝くじ受託事業の収益を財源とした助
成制度を活用し、地域コミュニティ活動を実施する団体
の備品購入に対し助成を行うことにより、地域コミュニ
ティ活動の充実・強化を図り、地域社会の健全な発展
と住民福祉の向上に寄与しようとするものである。

0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 2 2

2,338千円 臨時職員 0.00 人

無 無

5,000 ①申請件数

②

③

補助金交付件数

県を通じて年度初めにその年度の採択件数が
決定されるが、その採択分について、円滑に申
請手続きを進め、確実に助成を行う必要がある
ため。目標については、その年度の採択件数か
ら算出している。

なし
H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績
S

根拠法令 H28予算現額

平成28年度コミュニティ助成事業実施要綱 2,500

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

①2件

②

+AW+A154:AH163
臨時職員 0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000

一
般

H27予算現額 指標名

2,500

H27決算額

地域
づく
り推
進課
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木　一圭

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、また、自治会･町内会の多様
な活動の促進や、加入促進への効
果が高いことから一定の成果が挙
げられていると考える。

市民への行政情報の提供の方法
として行政協力委員による行政回
覧は必要な事業であるが、迅速
性・効率性などの課題もある。ま
た、行政回覧以外回覧件数や配布
文書の量は増加傾向にあることか
ら自治会の負担となっている。この
ことから、行政回覧も含め回覧の
発出が多い所管と回覧の縮減に
向けて協議検討を進めていく。

無 無

H28年度に改善した点

有

実施計画ランク

優先

紡ごう絆 地域応援
事業

期間

平成25年～

実施計画ランク

重要

行政協力委員支援
事業

期間

S56年度～

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

H28その他職員
従事割合

17 17

非常勤
特別職

17

①21件

②17件

③

H28正規職員
人件費

0.68 人 0.00 人

5,831 千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

事業開始４年を迎え新規事業提案をどう
伸ばすかが課題と捉えている。今後も事
業の周知を進めていく。

臨時職員

Ａ非常勤
特別職

0.00 人 17 17

目標達成済

H29年度目標

臨時職員 0.02 人

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
無

1,475 ①交付申請件数

②補助金交付件数

③

補助金交付件数
17件程度の申請により予算上限まで交付を行う
ことができる。 各自治会・町内会へ事業募集の案内を刷

新し、事業の周知を図った。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,560

根拠法令 H28予算現額

1,423

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

地域の身近な課題の解決を図ろうとする住民の取組
みを応援するため、自治会等が意欲的に行う事業の
立ち上げや発展に係る経費の一部を補助し、支援する
ものである。
①事業の募集（広報ところざわやまちづくりセンターに
募集要領及びチラシの設置）②申請書類の受付③（必
要に応じて）採択事業の選定④自治会・町内会にて応
募事業の実施⑤事業報告書及び補助金請求書の受
理⑥補助金確定通知⑦補助金の交付

0.58 人

H27その他職員
従事割合

所沢市紡ごう絆地域応援事業補助金交付要綱
所沢市紡ごう絆地域応援事業選考委員会要綱

1,560

5,023千円

0.02 人

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,116 千円 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28実績

回覧率の増加に向け、自治会加入率の
増加を図れるような取組として、自治会へ
の案内チラシ内容や配付方法の検討を行
う。

臨時職員 0.10 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 71%

0.48 人

行政回覧を広く市民に提供することが目的であ
るため。

誤りの防止や、事務効率の観点から、行
政協力委員への報償金の支払い事務を
内部でシステム化した。

H28決算額（見込み）

72%

3,204千円 臨時職員 0.10 人 行政回覧率は自治会の加入率と概ね比例する
ものであり、自治会加入世帯数は増加傾向にあ
るものの、分母となる住民の世帯数の増加率が
上回っているため、実績値が低下している状況
である。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

H28年度に改善した点

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

所沢市行政協力委員設置規程、所沢市行政協力委員
推薦及び報償金支給要綱

36,390

事業の種別

①370件

②2,171人

③

市や各公共機関からの回覧文書（行政回覧）を市民に
円滑に提供することを目的とし、行政協力委員を委嘱
している。
行政協力委員は各自治会・町内会からの推薦によって
委嘱することとしており、市は委嘱状を交付し、年度末
に報償金の支払いを行う。

34,893

H28目標値が未達成の理由・分析一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

34,873

H27実績

36,390

目標設定の考え方・根拠

①行政回覧件数
　　（回覧番号を付与した件数）
②行政協力委員人数
　　（委嘱人数）
③

0.00 人 100%

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

0.37 人
非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

行政回覧率
（行政回覧世帯数／総世帯数）



項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　青木　一圭

H21～

コミュニティ施設（直
営）管理運営事業

期間

S59～

S54～

市民活動支援センターまつり、見本
市、講座を開催するなど、団体間や
団体、市民、行政が連携できる仕
組づくりを進めるなど、支援セン
ターへの団体登録数は、少しずつ
ではあるが増加している。（成果指
標では、NPO法人数の割合で算出
しているため減少。）
今後、改めて市民ニーズや市民活
動の認識の変化ついて分析・検証
を行い、市民活動がより効率的に
行えるような支援に努める。

地域
づくり
推進
課

期間

H21～

実施計画ランク

優先

市民フェスティバル
開催支援事業

期間

実施計画ランク

コミュニティ施設（指
定管理）管理事業

14,982千円

12,605 千円 12

0.00 人

H28年度に改善した点

13

地域
づくり
推進
課

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
コミュニティの活性化を目的として、「市民
手づくり」という要素は残しつつ、所沢市の
魅力を発信し、たくさんの方に来場してい
ただけるよう、実行委員会と連携して、イベ
ント作りを行っていく。

臨時職員 0.80 人

非常勤
特別職

非常勤
特別職

13

0.00 人 14 14

今回の開催で37回を数え、市民参
加の行事として定着しているが、今
後も実行委員会と連携して改善効
率化を図りながら、支援していきた
い。S

H29年度目標

目標達成済
H28その他職員
従事割合

無 無

750①実行委員数

②参加団体数

③来場者数

会議数
フェスティバル開催に向けて、事業を円滑かつ
効率的に行い、実行委員会及び事務局の負担
軽減を図れるような会議数を設定している。

警備体制を実行委員会と調整し、見直しを
行ったことで、開催時の周辺道路の混雑を
緩和した。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

根拠法令 H28予算現額

所沢市民フェスティバル補助金交付要綱 700

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

1.47 人

臨時職員 0.80 人 ①27

②405団体

③18万人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

市がフェスティバル実行委員会の事務局となり、フェス
ティバルの開催支援をすることにより、事業の円滑な推
進を図るとともに、フェスティバルの開催を通じて来場
者に心のふれあいの場を提供し、また、所沢市の魅力
を発信する。
市は、実行委員会の事務局として、一連の事業を支援
し、補助金を交付する。

1.73 人

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

750

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

700

H28正規職員
人件費

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H28)

成果

成果指標

目標設定の考え方・根拠

B

H27決算額 H28年度に改善した点

多種多様な市民活動団体相互の連携と市との
連携を強化するため、市民活動支援センターを
活動拠点とする登録団体数の増加を目標とした
い。指標は、任意で活動する団体数の把握が難
しいため、市内ＮＰＯ法人数の登録数割合とし
た。

指標名

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

市民活動支援事業

根拠法令 H28予算現額

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活動総
合補償制度取扱要綱ほか

10,491 9,923

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,599 10,060①市民活動支援講座等の参加
人数

②市民活動団体の登録数

③アダプト･プログラムの認定団
体数

市民活動支援センターへの団体登録の割合
（市民活動支援センター登録の市内ＮＰＯ法人団
体数／市内ＮＰＯ法人数）

市民活動支援講座を生涯学習推進セン
ターなどで開催し、広域で市民活動の普及
啓発を行った。また、県主催事業ではある
が、市民活動参加を望んでいる個人と市
内で活動する団体を結ぶための講座を新
所沢コミュニティセンターで開催し、市民が
活動団体と接触する機会を提供した。

0.00 人 70 55

1.35 人 70

有

H28決算額（見込み）

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

8,747千円 臨時職員 1.35 人
①167人

②138団体

③30団体

H28年度目標 H28実績

9,004 千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市コミュニティ会館条例、所沢市コミュニティセン
ター条例

市民活動支援センターを中心に市民による自主的で公
益性のある活動を支援し、促進する。主な活動は次の
とおり。①ミーティングコーナー・印刷機等の貸出やパ
ンフレット等の配架による情報提供による登録団体の
支援②市民活動支援講座、登録団体との協働による事
業の実施及び地縁型コミュニティとテーマ型コミュニティ
との連携に向けた環境整備の促進③市民活動総合補
償制度により市民の公益的な活動等における事故を補
償④アダプト・プログラム制度の周知・啓発⑤市ホーム
ページ、市民活動支援システム、フェイスブック、季刊
誌を通じて情報提供や周知・啓発

1.01 人
非常勤
特別職

市民活動支援システムやフェイスブックを
通じて市民活動支援センターの周知を図
るなど、登録団体の増加に努める。また、
市民活動支援講座では、引き続き他施設
でも開催し、より広域に市民活動の普及啓
発を行う。併せて「協働」をテーマに開催
し、テーマ型コミュニティと地縁型コミュニ
ティの連携に向けた環境整備を進めてい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

70

市民活動支援センターの周知や登録への働き
かけが足りないことが考えられる。西部地域振
興センター、社会福祉協議会、地域福祉セン
ターなどの関連機関と連携を図るなど、引き続
き登録促進に向けて事業を進める必要がある。

53

1.05 人

73,669 73,402

無 無

椿峰コミュニティ会館別館では施設改修工
事（屋上防水）を行った。
ホームページ上のコミュニティセンター紹
介を一新し、詳細な情報提供に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

①コミュニティセンター利用料

②施設利用件数

③施設利用者数

年間施設稼働率
（年間利用件数 / 年間施設利用可能件数）

コミュニティの活性化という観点から、施設が利
用されている状況を示す指標である年間施設稼
働率を目標指標とした。また、現在の指定管理
者の契約期間である過去4年間の稼働率の推
移から目標値を設定した。

H27その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75,843 75,639

コミュニティ施設の利用者が安全かつ快適に施設を利
用できるように施設の維持管理を行い、地域コミュニ
ティの活性化を図る。また、指定管管理者に委託するこ
とにより、コミュニティ施設の管理委託料の削減及び
サービス向上を図る。
市は、指定管理者と協定を結び、業務仕様書に基づい
た施設運営管理業務を遂行させる。また、モニタリング
制度に基づき指定管理者に対する継続監視を行い、月
次・四半期・年次の報告書の提出させる。

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 36 35

3,430 千円 臨時職員 0.00 人

登録団体数を増やすために、モニタリングを通
して指定管理者に対し、稼働率向上を促してい
るが、登録団体の高齢化等に伴い、実質的な利
用頻度が低下していることが要因と考えられる。

7,534千円 臨時職員 0.00 人 ①3,181,350円

②9,834件

③131,581人

H28年度目標 H28実績

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

・施設の貸出だけではなく、地域情報の発
信など、地域コミュニティ活動の拠点として
の活用を進める。
・各施設おいて、計画的な修繕を行うととも
に、利用者の利用環境を整え利活用され
る施設管理に努める。

A

年度によって、多少の増減はある
が、成果目標については、ほぼ達
成しており、指定管理者としては自
主事業の件数を増やす等、地域コ
ミュニティの活性化に向けた工夫が
感じられる。今後も必要箇所の修繕
を行う等、利用者が安全かつ快適
に施設を利用できるように施設の維
持管理を行っている。

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

36 34.5

0.40 人

35.5

地域
づくり
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

H28年度に改善した点

無

年間施設稼働率
コミュニティセンターの利用頻度の増加を目標と
して、年間利用回数÷年間施設利用可能回数
を指標とする。

狭山ヶ丘コミュニティセンターでは施設改
修工事（エレベーター）を行った。また、登
録団体に勧誘のポスターの作成を促した。
ホームページ上のコミュニティセンター紹
介を一新し、詳細な情報提供に努めた。

H27年度目標

65

59

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

両施設とも老朽化が進んでいることから、
計画的な修繕を行うとともに、利用者の利
用環境を整え利活用される施設管理運営
に努める。

目標設定の考え方・根拠

A

施設の稼働率は、若干増加してい
るが、引き続きホームページを通じ
て施設案内を行うなど利用を促し、
また利用者が安全で効率的に利用
できるよう施設管理を行っていく必
要がある。

施設単位では、集会室など目標を上回っている
施設もある。しかし、調理室や休養室（和室）は
利用方法が限られるため、稼働率が低くなって
おり、全体の稼働率が引き下げられている。
また、コミュニティ施設に関して、広報が不足し
ているものと考えられる。

62

58

H28目標値が未達成の理由・分析

H28実績

無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,400 43,697①年間施設利用可能回数
（利用可能回数）
②施設利用回数
（年間延べ利用回数）
③施設利用人数
（年間延べ利用者数）

2.38 人

H29年度目標

H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市コミュニティセンター条例・所沢市学習等供用施
設条例

45,711 41,389

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

コミュニティセンターの利用者が安全かつ快適に施設を
利用できるよう、施設の維持管理を行い、地域コミュニ
ティの活性化を図るため、①市民による自発的なサー
クル活動等に対し、集会施設の貸し出しを行い、コミュ
ニティの醸成を図り、②施設の老朽化に伴い、利用者
の利便性・安全性を考慮し、修繕を行う。

臨時職員

非常勤
特別職

0.00 人 80

H28年度目標

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

①17,703
②10,381
③110,337

1.50 人

第１章　コミュニティ  第２節　市民活動

臨時職員 1.50 人20,611千円

19,465 千円

H27実績

期間 2.27 人
非常勤
特別職

0.00 人



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

第１章　コミュニティ  第３節　人権尊重社会

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

研修会参加者の理解度

H27実績

840

H28決算額（見込み）根拠法令

自治事務

無無

H28年度に改善した点

S
事業の目的及び具体的な内容

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律        社会
教育法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱

933

H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務 858915

臨時職員

H28予算現額

目標設定の考え方・根拠

 指導者養成講座において、学校関係者
（人権教育主任等）の参加しやすい時間設
定や「子どもの人権」をテーマに開催したと
ころ、前年度の67名から150名に、参加者
が飛躍的に増加した。

研修会参加者アンケート
（項目：人権問題の理解に役立ったと回答した
人の割合）

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①家庭教育学級人権教育合同
講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会受
講者数
③人権教育指導者養成講座受
講者数

相手を思いやる差別のない人権尊
重社会を構築するためには、日頃
からの人権教育の推進が必要であ
る。

『部落差別解消法』など、新たに施行され
た法律について理解を深めるために、所
沢市人権教育推進協議会と共催で開催す
る講座において課題として取り上げる必要
がある。

H28実績H28年度目標

目標達成済

90900.30 人
非常勤
特別職

0.45 人

H28正規職員
人件費

95

①526人

②197人

③150人

0.00 人

H29年度目標0.30 人
非常勤
特別職

95
H28その他職員
従事割合

980.00 人臨時職員

臨時職員

0

80%

1,972 千円 80%

H27その他職員
従事割合

広く市民や社会教育関係団体、学校関係者に対して講
座の開催や人権啓発物の配布を通じて人権教育の推
進を図り、差別や偏見のない明るい地域社会づくりに寄
与することを目的としている。

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

H27決算額

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

H27決算額 指標名

715

目標設定の考え方・根拠

A
H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加 1,615

事業の種別

一
般

H27予算現額

非常勤
特別職

根拠法令 H28予算現額

今後の同和行政の基本方針 1,133

H28年度目標 H28実績

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとりの人
権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを目的と
し、人権に関する企業及び職員向けの研修会の実施、
「人権フェスティバル」の開催（入間郡市同和対策協議
会）、人権啓発講演会の実施（人権啓発活動地方委託
事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人権啓発物品の作
成・配布等、さまざまな啓発事業を行っている。

0.37 人

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

982①講演会等参加者数

②啓発ビデオ貸出件数

③啓発ビデオ視聴件数

多様化する人権問題への取り組みの充実
（市民意識調査の設問「人権の尊重に関する施
策への満足度」に対し、「満足」「どちらかといえ
ば満足」と回答した人の割合）

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に
推進しており、施策への満足度を指標としてい
る。

0.85 人
非常勤
特別職

7,289 千円

職員研修について、より一層職員の人権
に関する知識と意識の向上を図るため、参
加人数を増やした。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

36% 33%

近年、LGBT（性的少数者）やヘイトスピーチなど
の新たな人権問題が注目されており、こうした課
題が一般にも認識されつつある状況から、わず
かながら目標達成に至らなかったものと考えら
れる。

37%

H29年度目標

40%

3,204千円 臨時職員 ①878人

②1件

③40人

H28正規職員
人件費

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進めるた
め、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周知するた
めの情報提供、新規採用職員への研修等、ユニバーサ
ルデザインを推進するための事業を行っている。

0.17 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

人権問題は普遍的な課題であることから、
継続的な人権啓発を実践し、１日も早い解
決に努めていく。また、同和問題や新たな
人権問題に対し、研修会や講演会を実施
し、啓発に努める。

臨時職員

H28その他職員
従事割合

38%

H27予算現額 H27決算額 指標名

3,897千円

0.43 人

3,687 千円

H28その他職員
従事割合

一
般

0

根拠法令 H28予算現額

ユニバーサルデザイン推進基本方針 0

事業の種別

0.23 人
非常勤
特別職

H27実績

臨時職員

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①0回

②0回

③

H28正規職員
人件費

B

H29年度目標

無

0①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業数
（出前講座）

③

ユニバーサルデザインの推進
（市民意識調査における居住環境の満足度につ
いての設問で、満足及びまあまあ満足と回答し
た人の割合）

ユニバーサルデザインの推進が、誰もが暮らし
やすいまちづくりの一助となることから、居住環
境の満足度を指標としている。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

社会
教育
課

人権啓発推進事業

市民に向けての周知が不足している状態から、
目標達成に至らないものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

広報・ホームページ等を活用し、市民に対
し、周知・啓発を行っていく。また、引き続
き職員向けの研修を実施していく。

80% 66%

実施計画ランク

重要

企画
総務
課 63%

1,472千円

企画
総務
課

期間

平成１５年度～

期間

実施計画ランク

重要

H12年度～

継続的に啓発を推進していることに
より、成果指標が前年度実績に対
して4ポイント上昇し、目標に近づけ
ることができた。

公共施設の整備や改修の際には、
ユニバーサルデザインへの配慮が
なされるなど、庁内での周知は図ら
れている。目標に対する実績の割
合は８割を超えているが、目標達成
に向けて市民へのより一層の啓発
について検討が必要である。

H28年度に改善した点

無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

期間

H19年度～

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

実施計画ランク

重要

人権教育推進事業



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

第１章　コミュニティ　第４節　男女共同参画社会

配偶者等からの暴力の防止及び被

55%

54%

①10,000部

②

③

650

3,859 千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.45 人
非常勤
特別職

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員

H28その他職員
従事割合

中学生向けデートDV防止啓発パンフレット
を作成し、中学校15校に配布した。

0.00 人

723

H28実績

H28正規職員
人件費

中学生を対象にしたデートDV防止
啓発講座を中学校3校で開催し、ま
た11月の「女性への暴力をなくす運
動」月間では、市庁舎ロビーにて
パープルリボンキルト展を行うなど
ドメスティック・バイオレンス（DV）の
防止啓発事業を積極的に展開でき
た。

3,637千円

H28年度に改善した点

A

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 714 646

男女共同参画啓発･
普及事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

男女共同参画社会基本法
所沢市男女共同参画推進条例

無

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

H28年度目標

①情報誌「SUN」配布部数

②

③

48%

48%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成14年度から開催してきた「男女共同参
画のつどい」（旧：男女共同参画フォーラ
ム）が平成28年度で15回目の節目を迎え
たため、一定の啓発の成果を出したと考
え、開催を終了した。今後は、増加するドメ
スティック・バイオレンス（DV）の防止啓発
や女性活躍推進法に基づく啓発に一層重
点を置いて啓発事業を行っていく。

目標設定の考え方・根拠

性別による固定的役割分担意識がない人の割
合
（市民意識調査による）

性別による固定的役割分担意識の改善を図る
ことを目的としているため、「『男は仕事、女は家
庭』という考え方をどのように思いますか？」と
の問いに対して、「反対・どちらかといえば反対」
と回答した人の割合を指標とする。

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H29年度目標

48%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

無

誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参画
の実現に向けて、男女共同参画への関心を高め、性別
による固定的役割分担意識の改善を図ることを目的と
する。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2回発
行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学校等に配
布）を発行する。

0.42 人
非常勤
特別職

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無A

目標設定の考え方・根拠

講座や研修会、ふらっと祭りなど、様々な
機会を利用して相談事業のPRを行った。

相談件数の増加が相談事業の充実にそのまま
結びつくわけではないが、相談事業の周知や、
男女共同参画社会への理解を深めるための啓
発の成果と捉えて指標とする。

H27予算現額 指標名H27決算額

年間相談件数

①電話相談者数

②カウンセリング相談者数

③法律相談者数

4,4474,570

4,4634,561
所沢市男女共同参画推進条例
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

2,598千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

739件850件
非常勤
特別職

0.30 人

相談件数の増加が相談事業の充実に直
接結びつくわけではないので、相談内容な
ども考慮しながら事業の充実を目指してい
く。
今後は定期的に相談員研修を行い、相談
員相互の情報交換を行いながら連携を
図っていく。

H28実績H28年度目標①625人

②187人

③40人

0.70 人臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.30 人

852件800件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

750件0.60 人臨時職員2,573 千円

電話相談、法律相談、カウンセリング、何でもききます
相談の実施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害となる悩
みや問題を解決するための援助事業を行う。

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の種別

一
般

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情報」
の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に男女共
同参画への理解と意識の向上を図ることを目的とし、施
設（会議室・研修室・生活工房室）、印刷機、男女共同
参画に関する図書・ビデオ・DVDの貸出を行う。

0.72 人

H27その他職員
従事割合

所沢市男女共同参画推進条例 9,807

6,235千円 臨時職員 1.40 人

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,575

根拠法令 H28予算現額

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

9,312①部屋使用者数

②複写機・印刷機使用者数

③図書・ビデオ利用者数

部屋の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の
平均）

男女共同参画に係る「学習」や「交流」の場を提
供することがこの事業の目的のひとつであるた
め、貸出し部屋の稼働率を指標とする。

8,811

45%

施設使用料の減免の運用基準の施行開
始により、有料の件数が増加した。また、
施設整備に関しては、ガス自動遮断装置
取り替え修繕及び生活工房室用ソファの
張り替えを行った。

H28決算額（見込み）

H27年度目標
Ｂ

非常勤
特別職

0.00 人 45% 37%

生活工房室の稼働率が低いため、目標達成に
至らなかった。今後も、引き続き窓口での案内
等で利用者に積極的な活用を促す。非常勤

特別職
0.00 人 H29年度目標

①23,895人

②194人

③161人

H28正規職員
人件費

0.85 人

H28年度目標 H28実績

7,289 千円

0.15 人 110件

H29年度目標

7,803 千円

施設等の貸し出しについて効果的な運用
に努めるほか、老朽化に伴う施設管理及
び運営手法など、センターの今後のあり方
を検討していく。

臨時職員 0.90 人

H28その他職員
従事割合

45% 35%

内容：①電話又は面接によりＤＶ被害者の相談に応じ、
助言・情報提供等を行う。②緊急性がある場合は、一
時保護施設の利用援助を行う。③必要に応じ、関係機
関の紹介や関係機関との連絡調整を行う。④自立のた
めの支援を行う。目的：女性が暴力によって生命や生
活の安全を脅かされる状況を解消することによって、安
全で安心な生活を確保する。

0.73 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

6,322千円 臨時職員 0.00 人

一
般

根拠法令 H28予算現額

害者の保護に関する法律、所沢市ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚﾝｽ
被害者等緊急一時保護実施要綱

490千円

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

無

381千円 ①新規相談件数

②保護件数

③

新規相談件数
様々な相談窓口や情報収集の方法がある中
で、最も市民に身近な窓口として浸透している
かの目安とする。

担当者を増やしたことにより、多様化する
ＤＶ相談において、柔軟な対応が可能と
なった。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

H27決算額

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.91 人
非常勤
特別職

0.15 人

無

490千円

H27予算現額 指標名

362千円

H28年度に改善した点

100件 75件

90件
B

90件

成果指標の達成率によりＢ評価とし
たが、本事業は、専門性の高い相
談や適切な連携・情報提供を行っ
ており、年々事業の質は向上して
いるといえる。

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ
らっ
と

こど
も支
援課

企画
総務
課

重要

男女共同参画推進セ
ンターふらっと運営
事業

期間

実施計画ランク

S7年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

女性保護事業

期間

　　　H14　～

女性の生き方に関す
る相談事業

期間

S7年度～

重要

S56年度～

ＤＶの相談窓口（国・県・市町村・民間等を含む）
が増えたため、相談者が分散した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 社会情勢の変化等に応じ、適切な保護を
行うため、他の相談機関や保護機関との
連携による取組みを充実させていく。ま
た、保護の後に自立した生活が確保できる
よう、必要な支援制度を案内できる相談体
制の充実を図る。

貸し部屋全体の平均稼働率は35％
であるが、部屋ごとに稼働率を見る
と、目標を達成している部屋もあ
る。
今後は、稼働率の低い部屋につい
て重点的に活用を促すよう努めた
い。

H28年度に改善した点

無 無

昨年度と比較して、相談件数が増
加しているため、相談事業の周知
や啓発が一定の成果を挙げている
と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無

H28年度に改善した点

①75件

②1件

③



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

試行的に夜間の時間帯で講座を開催した
が、集客があまりできなかったため、今後
開催する場合は、講座の内容や対象、曜
日など検討する必要がある。

男女共同参画に対する理解や意識の向上を図
ることが当該事業の目的であるため、講座終了
後のアンケート調査の結果（「男女共同参画に
（少しでも）関心を持てた」を回答した人の割合）
を指標とする。

男女共同参画に対する理解度
①講座参加者数

②

③

9951,099

1,0071,195所沢市男女共同参画推進条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

6,928千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

男女共同参画についての啓発を行いつつ、市
民が関心を持つような講座を実施する必要があ
る。今後は市民の要望を的確に捉えた企画や
テーマによる講座、学習の機会を提供し、市民
参加を促していく。

93%95%
非常勤
特別職

0.80 人

男女共同参画についての認識や理解を深
めるために、講座や講演会及び企画事業
を通して市民の参加促進を図る。
また、中学校でのデートDV防止啓発講座
については、毎年度順次開催し、最終的に
全校で実施するよう引き続き進めていく。

H28実績H28年度目標①2,116人

②

③

0.90 人臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.75 人

93%95%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

95%0.50 人臨時職員6,431 千円

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意識の
向上を図るため、男女共同参画に係る講座・研修・講演
会などの開催を行う。

企画
総務
課

S7年度～

実施計画ランク

重要

ふらっと企画講座実
施事業

期間

夜間の時間帯に開催した講座以外
の講座のほとんどで多くの申し込み
をいただいており、アンケート結果
も好評であったことから、市民に関
心を持ってもらえる講座を企画・実
施できたと考える。
今後も市民の要望を反映しつつ、
男女共同参画への理解を促すため
の講座を実施していきたい。



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

無

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えている。
引き続き目標が達成できるよう、努
めていきたい。

市民団体と協働して20年以上実施
している本事業は、日本語学習を
通した外国籍市民への生活支援の
場であるとともに、相互理解を深め
る場として重要な役割を果たしてい
るため、継続が必要である。

日本語ボランティア団体を構成する
スタッフが高齢化しており、若い方
にも団体に入って定着し、力になっ
てもらえるよう、講座を工夫して企
画する必要がある。

無 無

無

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

日本語講習会指導
者研修事業

期間

平成４年度～

重要

外国人のための日
本語講習会開設事
業

期間

平成元年度～

実施計画ランク

重要

企画
総務
課

文化
芸術
振興
課

社会
教育
課

実施計画ランク

重要

平和推進事業

期間

S60年度～

実施計画ランク

重要

社会
教育
課

国際交流フォーラム
開催支援事業

期間

平成7年度～

実施計画ランク

88

0.00 人 H29年度目標

①6回

②201人

98

95

出席者アンケート項目「大変よかった」等の回答
率

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

目標達成済

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H28年度目標

Ｓ

臨時職員

根拠法令 H28予算現額

社会教育法 100

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

日本語講習会のボランティア（指導者）の確保と技術の
向上

0.15 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.16 人

1,299千円

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

100

0.00 人

100
①日本語講習会指導者研修会

②研修会受講生
指導者研修会の満足度

H28正規職員
人件費

①36回

②892人

1,372 千円

100

2,144 千円 900

H28実績0.00 人

90 92

H28年度目標 H28実績 外国人受講者の数が増え、出身国につい
ても、これまで多かった中国や韓国ばかり
でなく多国籍化してきた。日本語学習を通
して生活支援をすることや相互理解を深め
ることがますます必要となり、また、所沢市
の国際化に対応した施策としても重要であ
ることから今後も継続が必要である。臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

900 892

H29年度目標

臨時職員

無 無

99 ①外国人のための日本語講習
会

②受講生数
受講生 受講生の延べ人数

特になし
H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

1100 877

1,905千円

目標設定の考え方・根拠

0.00 人

A
H28目標値が未達成の理由・分析

H28正規職員
人件費

外国籍市民は増加しているが、日本語学習を必
要としている人の定着率が少ない。また、社会
情勢にも影響されるので、流動的である。

事業の種別

H27実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 103

H27決算額 指標名

84

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 H28予算現額

社会教育法 140

0.00 人

一
般

H27予算現額

市内在住外国人が生活する上で必要不可欠な日本語
の学習の場を保障し、国際化に対応し、市民の国際交
流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週月曜日
に日本語講習会を市民のボランティアにより実施。ま
た、授業の一環として年1回校外学習を実施。

0.22 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

3,344 千円

外国籍市民との共生意識の啓発を目的とする。
市内に拠点を置く国際交流ボランティア団体と個人ボラ
ンティアが主体となり実行委員会を組織し、年に一度実
施している。フォーラムでは①所沢市の姉妹都市紹介
②日本人、外国籍市民がグループになって話す「交流
会」③舞台での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コー
ナー（姉妹都市と所沢市の子ども達が描いた絵の展示
等）を実施し、市民（外国籍市民を含む）間のコミュニ
ケーションの機会を作るとともに、知人作りや国際理解
の場を提供している。

0.65 人

0.39 人

5,629千円

H28年度に改善した点

550 610

544 A

参加者数

目標設定の考え方・根拠

H27実績

目標達成済

0.00 人 H29年度目標

非常勤
特別職

400

臨時職員

570

H28年度目標 H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 在住外国籍市民、外国人観光客等、今後日本
に滞在する外国人が増加の見込まれるため、市
民と外国籍市民との共生意識の啓発が必要で
あり、来場者・出演者を含めより多くの方に本事
業に携わってもらうことを重視しているため。

H28決算額（見込み）

0.00 人

根拠法令 H28予算現額

200千円

事業の種別

200千円

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.08 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

一
般

H27予算現額

戦後から70年以上が経過し、平和を語る
会の語り部の負担を考慮すると、事業の
在り方を工夫していく必要がある。

臨時職員

0.07 人
①610人

②96人

③131人
非常勤
特別職

100%

H27決算額 指標名

H28年度に改善した点

100% 100%

200千円 200千円 ①参加者数

②外国籍市民の交流

③初めて参加した人数

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

470 ①平和祈念式典参加事業

②平和を語る会

③平和祈念資料展

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割
合

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民
一人ひとりに理解してもらうことが、当該事業の
目的となっているため、当該事業に参加して意
義を理解いただけた人数の割合を成果指標と
する。

広島平和祈念式典に参加する際の宿泊費
が高騰したため、一般的な料金体系であ
る別の宿泊先とした。

Ａ
H28目標値が未達成の理由・分析

H28その他職員
従事割合

100% 100%

H28予算現額

- 486

非常勤
特別職

H27実績

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民一人ひ
とりに理解してもらうため、一般公募の市民と平和祈念
式典に参加する「平和祈念式典参加事業」や、市内小
中学校及び一般市民を対象とした被爆体験者による
「平和を語る会」の実施、市役所市民ホール及び各地
区のまちづくりセンターにおいて原爆のパネル写真を展
示する、「平和祈念資料展」の開催を行う。

0.38 人

3,291千円 H28実績

5,145 千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 485

H28決算額（見込み）

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

H28正規職員
人件費

0.60 人 H29年度目標

①6名参加

②16回開催し参加者1,314人

③来場者数約3,500人

目標設定の考え方・根拠

投入コスト（千円）
会
計

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

H27その他職員
従事割合

指標名

478

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27年度目標

研修会の内容について、講師と受講者双
方の意見を聞き調整を図り、効果的な講
座となった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み
各日本語教室の受講者が増えてきている
ので、ボランティアスタッフの確保が重要に
なってきている。日本語講座は、日本語習
得の場であり、日本で生活していく上で必
要な知識・情報を得る場であるとともに、ボ
ランティアにとっては、生涯学習・国際交
流・異文化理解の場となっている。本事業
は、充実した教室の運営のため、指導者
の支援、技術・志気の向上や行政と各団
体、団体間の連携を強化しており、今後も
継続が必要である。

無 無

H28年度に改善した点

第１章　コミュニティ  第５節　国際社会

事業の目的に立ち返り、より多くの在住外
国籍市民や国外にルーツを持つ市民の生
活の補助となる内容で精査していく。
そのためには、最低限必要な予算の確保
を図っていく。

平成27年度に初めて参加された当日ボラ
ンティアの2名を今年度は実行委員会に迎
え、新たな視点も取り入れながら事業内容
等を検討し、多くの工夫をし事業を実施し
た。日本人市民、外国籍市民がグループ
になって話す「交流会」では、前年度よりグ
ループ数を増やし、より多くの市民が様々
な文化をもつ人と直接会話をすることで、
相互理解を深めることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を毎年概ね達
成しており、外国籍市民と日本人市
民の交流の場を設けて共生意識の
啓発に取り組めているため。

所属
名称

経費



成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

投入コスト（千円）
会
計

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

～

実施計画ランク

重要

海外都市学生交流
事業

期間

平成3年度～

期間

昭和55年度～

実施計画ランク

重要

国際交流推進事業

期間

実施計画ランク

重要

国際友好委員会交
付金

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

目標達成済26 42

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
ディケイター市高校生の受け入れについ
ては、受け入れ家庭だけでなく、関心のあ
る所沢市民が交流できるような機会を設け
られるとより有意義な事業となる。
その方法を検討する。

A

目標設定の考え方・根拠

無

945 千円 ①所沢市への派遣員の総数

②所沢市における受入家庭の
総数

③

派遣員の帰国後の国際交流事業への参加人数
派遣員に帰国後も、国際交流事業へ参加しても
らうことによって、国際交流事業への関心や理
解、協力関係を継続していく必要があるため。

平成28年度はディケイター市の高校生6名
を受け入れたが、各受け入れ家庭と連絡
調整を密に行うことで、本事業への理解を
得られた。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

H28年度に改善した点

無
15 17

5,889千円 臨時職員
①６人

②１１世帯

③

H28正規職員
人件費

0.28 人

2,401 千円

根拠法令 H28予算現額

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

1,022千円

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文化等
の交流を通して、外国人との相互理解を深めていくとと
もに、将来を担う青少年に広い視野から郷土、国家、国
際社会を理解させることにより、次代を築く人材を育成
していくことを目的としている。
姉妹都市である米国ディケイター市との間で、派遣と受
け入れを毎年交互に行い、派遣員は一般家庭で2週間
程度のホームステイを体験し、生活習慣や文化を体験
する。

0.68 人

50

778千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人

臨時職員 0.00 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,008千円

H29年度目標

0.00 人 ①５回

②４団

③

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

埼玉県多文化共生ボランティア登録システ
ムに加入することで、所沢市だけでなく埼
玉県全域で登録ボランティアが活動できる
とともに、他市登録ボランティアを活用する
こともできる等のメリットがあるので、必要
な要件を確認する等検討を進める。7,889 千円 18人

臨時職員

H28年度に改善した点

16人 17人

14人

0.00 人

無 無

642千円 ①ワンナイトステイを受け入れた
数

②姉妹都市から行政視察団を
受け入れた数

③

ボランティア登録者数

市民の共生意識が高まるにつれ、得意な分野
でのボランティア登録が増えると考えるため。
（平成27年度に名簿を更新したことで登録者数
は減少したが、より実働可能な登録者の数と
なっている。）

ボランティア登録制度については、県が
「多文化共生ボランティア登録システム」の
運用をH29年4月1日に開始することを決定
したため、事前説明会に参加するなどして
加入の検討をしている。姉妹都市からの
行政視察団の受け入れについては、両市
にとって有意義な交流となるよう連絡を密
にとった。

H28決算額（見込み）

H28その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市自治基本条例 2,521千円

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

国際交流を推進する様々な事業を実施する事により市
民の共生意識を高める。
①埼玉県で行う外国人のホームステイ事業において、
所沢市民にホストファミリーになってもらい、国際交流を
してもらう。②公的文書の翻訳・公的機関での通訳等に
協力するボランティアを登録・活用する。③姉妹都市か
ら行政視察団を受け入れ、テーマにあった視察等をア
レンジする。また、姉妹都市へ行政視察団を派遣し、先
進的な取り組みについて視察を行う。

0.88 人

臨時職員

2,941千円

一
般

H27実績

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28年度目標 H28実績

0.00 人 37人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

0.07 人

H28その他職員
従事割合

H27予算現額 H27決算額 指標名

1,442千円

H28正規職員
人件費

0.20 人

0.92 人
非常勤
特別職

7,621千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

課題：世代交代、自主性の強化（事務局の
負担軽減）
取り組み：入会への勧誘（特に若い世代）

臨時職員

目標達成済

0.00 人 H29年度目標

1,715 千円 100

90 153

非常勤
特別職

①１５３

②６

③７

無 無

717千円 ①友好委員会事業に参加した
市民の数

②姉妹都市との交流

③市民の意識を高める事業数

友好委員会事業に参加した市民の数
姉妹都市との市民レベルでの交流を通じ、国際
的な視野をもった市民を増やすために、より多く
の市民に参加を促す必要があるため。

創立50周年記念式典を開催したことで、今
までの委員会の歩みを振りかえるだけで
なく、将来の活動について考える契機と
なった。今後の委員会の活動をどのように
していくべきか、現在役員が中心となって、
検討をはじめている。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民
間が主体となった交流へと移っている。この流れを促進
し、市民の国際意識を高めるために、海外姉妹都市と
の交流を主体的に進める民間団体に対して助成をし、
その活動を支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓
国・安養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹都市か
ら来訪する訪問団との交流③姉妹都市への文化・ス
ポーツ団体等の訪問団に対する支援④外国籍市民と
の交流

0.85 人

H28年度に改善した点

0.00 人 80 87

7,361千円 臨時職員

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,400千円

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱 1,400千円

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

1,195千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.06 人

目標は達成しているが、ワンナイト
ステイ事業やボランティア登録事業
については、取り組みの方向性や
効果を適宜検証して、より効果的な
事業となるよう努めることとする。

成果指標の目標値を毎年達成して
いる。
国際化が進む中で、将来を担う高
校生が国際感覚を身につけること
は重要である。また、所沢市の受け
入れ家庭では、ディケイター市の高
校生を迎え入れることで異文化へ
の理解を深め、相互交流をする意
義深い事業であるため、引き続き
実施内容を検討しながら継続して
行っていく。
異文化に触れた経験から、多文化
共生の意識を育む環境づくりにお
いて、今後、市への協力を期待した
い。

成果指標の目標値を毎年概ね達
成しており、また、所沢市の姉妹都
市との安定した民間交流を継続し
ている。特に役員の意識は高く、ボ
ランティアとして様々な事業に関
わっており、所沢市の姉妹都市交
流に寄与しているといえる。



項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

第２章　安全・安心  第１節　危機管理・防災

事業の具体的な内容及び目的

事業の種別

臨時職員

H27年度目標

自治事務

事務事業名称 事業概要（全体）

目標設定の考え方・根拠 H28年度に改善した点

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

根拠法令 H28予算現額

消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関す
る法律、消防団の装備の基準の改正

3,219

H28目標値が未達成の理由・分析

⑧20セット⑪10台⑨4台
⑩4台⑫4基

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 3,706

B

3,007

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

3,344 千円

①防火衣一式　25セット

②なし

③トランシーバー外付属品一
式　20個

無

2,724①安全確保のための装備数

②救助活動用資機材数

③団員間の情報伝達が可能
な装備

①防塵メガネ②防塵マスク③トランシーバー④エ
ンジンカッター用替刃⑤警戒用ロープ⑥拡声器⑦
耐切創性手袋⑧防火衣一式⑨エンジンカッター
⑩可搬ウインチ⑪携帯型デジタル受令機⑫5t油
圧救助器具セット

団員の生命、身体の保護に関わる安全確保のた
めの装備を優先し、配備していく。

27年度に引き続き、団員の生命、身体の
保護に関わる安全確保のための装備を優
先して配備することとし、従来型よりも難燃
性・視認性に優れた防火衣を更新した。

H28決算額（見込み）

H29年度目標

救助活動用資機材の配備が出来
なかった。

0.00 人

H27実績

東日本大震災などを踏まえ、消防団活動が従来から
の消火活動や予防・啓発活動にとどまらず、大規模
災害における救助活動や避難誘導などにも広がりを
見せ、消防団の装備の更なる充実・改善が求められ
たことから実施しているもので、多種多様化する災
害及び大規模災害にも対応でき得るため以下の装
備を複数年にわたり順次配備するものである。
①団員の安全確保のための装備（防塵メガネ、防塵
マスク、耐切創性手袋、防火衣一式）②救助活動用
資機材（エンジンカッター、可搬ウインチ、油圧救助
器具、ＡＥＤ）③団員間の情報伝達が可能な装備（ト
ランシーバー、デジタル無線機）

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人
①325個②325個③40個
④6個⑤10巻⑥10個⑦
325双

①260個②325個③40
個⑦324双

2,771千円

必要装備に対する計上予算の財政上の理由。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
財政上の理由から予算を均等化し、複数
年かけて将来目標を達成させる必要があ
る。安全確保のための装備の配備は継続
し、大規模災害に備え、救助活動用資機
材及び団員間の情報伝達が可能な装備
（デジタル無線機）を順次配備していく。

③20個⑧25セット⑨6台
⑩10台

③20個
⑧25セット

事業の種別

一
般

臨時職員

0.00 人

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28予算現額

自治事務

市域全体の防災力向上を目的として、災害対策本
部設置訓練、防災関係機関等と市による大規模訓
練（隔年実施）、各地区自治会・町内会や自主防災
組織による自主防災活動訓練、現地災害対策本部
設置訓練、指定避難場所参集訓練の5つの訓練形
態で実施する。
　訓練日は、原則として防災の日である9月1日また
は、その前後3日間の土曜日で開催する。　なお、自
主防災活動訓練は、自治会・町内会、自主防災組織
が主体となり、地域に即した会場や訓練種目を選定
している。その活動に対して、市は各行政区ごとに交
付金を交付し、訓練の実施を推進している。

1.61 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

根拠法令

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所沢
市災害対策本部要綱

H28目標値が未達成の理由・分析

指標名

2,844

H27その他職員
従事割合

2,980

法定受託事務 法定受託＋附加 1,980

H27決算額H27予算現額

13,943千円 H28年度目標 H28実績

H29年度目標

目標設定の考え方・根拠

H27実績

0.00 人

①22,494人

②

③

H28正規職員
人件費

市民及び関係機関、職員の参加者合計
現状の訓練参加率を落とすことなく、訓練参加者
の増加を安定させる。

より実効性の高い、実践的な訓練として、
各地区自主防災活動訓練での安否確認
者数や避難者数を災害対策本部に報告す
る訓練を導入した。また、各地区自主防災
活動訓練の選択訓練メニューに安否確認
訓練、避難所運営訓練（HUG（避難所運営
ゲーム））を導入した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

目標達成済

0.00 人 20,000人 20,903人

0.00 人

H28その他職員
従事割合

21,000人

A

22,494人

H28年度に改善した点

非常勤
特別職

0.00 人

1,980
①訓練に参加した市民及び関
係機関、職員の合計
②

③

11,576 千円 23,000人

1.35 人

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

154

0.00 人

臨時職員

25

654①各種消防行事等でのＰＲ参
加団員数
②消防団各分団等独自のＰＲ
参加団員数
③マスメディア及び広報紙等
を利用したＰＲ回数

新入団員確保の達成度

消防団の活性化を図り、市民生活の安全確保及び
地域防災力の維持を図るため、消防団特別点検・消
防出初式等の消防行事及び市内大型イベントにお
けるＰＲ、消防団各分団及び女性消防団員独自のＰ
Ｒ、マスメディア及び広報紙等を利用したＰＲを通し
て消防団を身近なものとし、新入団員の確保へとつ
なげる。

0.47 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

根拠法令 H28予算現額

消防組織法、所沢市消防団条例、所沢市消防団規則 212

非常勤
特別職

0.00 人

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

退団意向のある団員数分の新入団員を確保する
ことで、団員数を定数近似値で安定させる。

654

H28決算額（見込み）

H27実績
A

4,070千円 臨時職員 0.00 人①612回

②243回

③11回

目標達成済
H28その他職員
従事割合

0.51 人

H28年度目標 H28実績

各種イベントや広報媒体を活用する他、西
武鉄道の駅構内において消防団員募集の
ＰＲを実施するなど、入団促進事業を積極
的に展開する。

H28年度に改善した点

15 20

19

目標設定の考え方・根拠

H29年度目標

4,373 千円 15

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市職員災害対策用被服貸与要綱 1,944

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

課長級以上に防災服を貸与し、その他の職員には
腕章を貸与していたが、市民から、腕章では一目で
市職員だと認識しがたいなどの声が寄せられた。
このことから、全職員に防災ベストを貸与した。

0.00 人

1,917

H28年度に改善した点

0.00 人 0 0

0千円

無 無

0
①防災ベスト購入枚数

②

③

防災ベスト購入枚数
全職員に防災ベストを貸与する。

全職員に防災ベストを貸与した。
H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

臨時職員 0.00 人
①2500着

②

③

H28正規職員
人件費

0.00 人

目標達成済

0.00 人 H29年度目標

0 千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

災害対応時に着用できるように、個人での
管理を徹底する。

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

2500 2500

非常勤
特別職

0

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

実施計画ランク

優先

消防団の装備充実
事業

期間

Ｈ27年度～

実施計画ランク

重要

総合防災訓練事業

期間

H7年度～

実施計画ランク

重要

消防団入団促進事
業

期間

～

実施計画ランク

最優先

災害対策用被服貸
与事業

期間

H28年度

目標としていた訓練参加者を確保
できた。

退団意向のある団員数分の新入団
員を確保できた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

有

前年度に引き続き、各分団に管轄地域に
おける広報活動のため地域行事等への積
極的な参加を奨励し、広報実績の維持を
図った。また、学生消防団活動認証制度を
開始し、学生の入団を促進した。

従前の避難訓練や安否確認訓練、炊き出
し訓練等に加え、避難所体験訓練等、より
実効性の高い訓練の普及と、市職員の応
急対策訓練の拡大を図り、全職員の訓練
参加を目指す。

有

全職員に防災ベストを貸与できた。

有 無

有
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

14,105

0千円 臨時職員 0.00 人
①3基

②

③

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

根拠法令 H28予算現額

14,143

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

0
①更新数

②

③

更新数H28決算額（見込み）

H27実績

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置して
いる。そのほとんどが設置から２０年以上経過してい
るため、経年劣化による腐食や雨漏り等が激しく、修
繕での対応が困難である。老朽化しているものから
順次更新していくものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

設置場所を所管する所属との調整や、建
築基準法に係る建築許可申請等に時間を
要する事業であるため、各段階における事
務の進捗管理を確実に行う。

防災備蓄倉庫の目標更新数を更新
できた。

目標設定の考え方・根拠

多くの防災備蓄倉庫は、平成7年に設置しており、
老朽化が目立ち始めている。単年度に全ての倉
庫を更新することはできないにことから、予算の平
準化を図る意味から毎年度3基ずつ更新していく。

新規事業であるため、改善点はない。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3 3

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

5,574 千円 4

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額

災害対策基本法 2,202

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
H27その他職員
従事割合

1,610

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

0
①同意者数

②

③

同意者数
避難支援等関係者に平常時から名簿情報を提供
することができる人数

災害時要援護者支援事業から避難行動要
支援者支援事業への移行に向けて、全地
区の民生委員協議会の定例会に参加し、
新制度の概要やこれまでの制度からの変
更点などを説明した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標
－

目標設定の考え方・根拠指標名

非常勤
特別職

0.00 人 － －

0千円 臨時職員 0.00 人
①0

②

③

H28正規職員
人件費

0.70 人

個人情報の提供に関する同意確認の作業を平成
29年度に実施するため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

個人情報の提供に関する同意確認の作業
及び避難支援関係者に対して名簿情報を
提供する。

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

－ －

H27年度目標

自治事務

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,003 千円 6,000

災害発生時に自ら避難することが困難な方（避難行
動要支援者）の名簿を作成し、平常時から避難支援
関係者（自治会・町内会及び民生委員等）に対して
名簿情報を提供することで、円滑かつ迅速な避難誘
導や安否確認の実施を可能にし、避難行動要支援
者の生命・身体を災害から保護することを目的とす
るもである。

0.00 人

根拠法令 H28予算現額

災害対策基本法 7,145

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H27実績

法定受託事務 法定受託＋附加 125,851

A

6,587

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人

①365

②24

③

有 有

118,660
①機能確認回数（固定局）

②機能確認回数（移動局）

③

固定系防災行政無線の正常稼働率【％】
（正常稼働日数/年間放送日数）

防災行政無線からの放送は、災害時における重
要な情報伝達手段の1つであるため、常に正常に
作動していることを目標とした。

放送の聞き取りにくい方などのために、1
月17日から放送した内容をところざわほっ
とメールで配信することとした。

H28決算額（見込み）

H28年度に改善した点

成果指標の目標値については毎年
達成しているが、防災行政無線は、
災害時の市民への情報伝達や災
害情報の収集・発信手段として有
効であるため、今後も常に正常に
作動するよう、万全を期したい。

防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2種
類があり、移動系無線については、現地災害対策本
部となる各まちづくりセンター（11箇所）へ可搬型の
無線機を、また、庁用車（1台）に車載型の無線機を
配備し、災害時に電話が不通になった場合の連絡
手段として活用するものである。固定系無線につい
ては、市庁舎及び市指定避難場所等（１０1箇所）に
設置しており、主に災害対策本部から各指定避難場
所等への情報伝達手段として活用するものである。
これらの防災行政無線が常時正常に作動するよう、
維持管理を行っている。

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

4,157千円 臨時職員

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

防災行政無線放送の市域面積に対する音
達率が低いため、放送が聞こえない地域
がある。今後は固定系防災行政無線の増
設や、ところざわほっとメールの加入者を
増やしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 100

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H27決算額 指標名

14,524

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 86,947

4,116 千円 100

事業の種別

一
般

H27予算現額

A

根拠法令 H28予算現額

災害対策基本法 15,224

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市内６２箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫および
西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイレ、カセッ
トコンロ・ボンベ、車椅子、担架、投光機などを備蓄
する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎えるも
のから順次、防災訓練や出前講座等で使用する。
　浄水機、投光機、カセットガス発電機の年次点検を
行う。

0.86 人

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

無 無

85,046
①年度末備蓄食料数

②単年度購入食料数

③

年度末備蓄食料数（食）

避難住民用：9,233人×3食×3日÷2＝41,549食
災害救助従事者用（市職員）：2,200人×3食×3日
＝19,800食
帰宅困難者用：27,000人×1食＝27,000食
合計：88,349食→90,000食

目標備蓄食料の見直しにより経費を削減
した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

7,375 千円 臨時職員 0.00 人
①127,900食

②18,000食

③

H28正規職員
人件費

0.28 人

H28その他職員
従事割合

90,000 127,900

非常勤
特別職

0.00 人 130,000 131,160

2,401 千円 90,000

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

備蓄する品目数や個数が増えると管理や
保守に要する時間や費用がかかる。今後
は、品目と数量を再検討し、必要最低限の
ものを備蓄していく。

臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

実施計画ランク

H7年度～

最優先

防災備蓄倉庫更新
事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

優先

期間

S62年度～

実施計画ランク

重要

避難行動要支援者
支援事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

応急物資備蓄・保守
事業

期間

優先

防災行政無線整備・
管理事業

個人情報の提供に関する同意確認
の作業を平成29年度に実施するた
め。

H28年度に改善した点

無 無

H28年度に改善した点

無 無

目標備蓄食料数の見直しにより、
目標数以上の備蓄となった。賞味
期限が5年のことから、目標備蓄数
の5分の１ずつ（毎年18,000食）購
入することとしたため。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28目標値が未達成の理由・分析一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

0

H27実績

0

0.00 人 206
Ｂ

根拠法令 H28予算現額

所沢市地域防災計画 0

事業の種別

①112基

②66基

③

災害時のトイレ対策として、便槽型トイレや既設のマ
ンホールを利用した緊急・災害時用トイレを備蓄す
る。

0.31 人
非常勤
特別職

有 無

0①便槽型トイレ等の備蓄数

②マンホールトイレ等の備蓄
数

③

緊急・災害時用トイレの備蓄数
避難者約50人当り１基整備する。（避難所におけ
るトイレの確保・管理ガイドライン　平成28年4月
内閣府）

緊急・災害時用トイレの購入に代わり、既
存のトイレを利用して使用できる携帯トイレ
の備蓄にシフトすることとした。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠 H28年度に改善した点

140

2,685千円 臨時職員 0.00 人

緊急・災害時用トイレを購入しなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

災害時に緊急・災害時用トイレを使用方法
を防災訓練などで市民などに周知する。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

185 178

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,029 千円 185

危機
管理
課

実施計画ランク

期間

H19年度～H29年度

重要

緊急・災害時用トイレ
整備事業

緊急・災害時用のトイレの不足分は
災害時応援協定や携帯トイレで賄
うため。



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　小林　宏行

第２章　安全・安心  第３節　防犯

成果目標の目標値を毎年度達成している
が、指導通知後の経過確認等を積極的に
行い更に解決率を高めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

空家等対策の推進に関する特別措置法が
施行され、将来的には、空家の有効活用
や特定空家への対応が求められ、空き家
バンクの設置、市全域の空き家を調査（空
き家実態調査）、空家等対策計画の策定、
空き家のデータベース作成などの実施に
あたっては、庁内関連部署との連携を図っ
ていく必要がある。

法定受託事務自治事務

H28予算現額根拠法令

H28実績

H28年度に改善した点H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加

無無A

目標設定の考え方・根拠

より安心してパトロールしていただけるよ
う、わんわんパトロール登録時に配布して
いる手引き等に「市民活動総合保障制度」
のパンフレットを追加した。

目標達成済

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢警察署と連携して、自主防犯組織拡
大に取り組んでいく。

本事業の目的である犯罪や事件の発生を防止す
るためには、地域での防犯意識の高揚が不可欠
であり、防犯意識の高揚は、自主防犯組織の結
成へと繋がることから、団体数を指標とする。

所沢市防犯のまちづくり推進条例

1982300.00 人
非常勤
特別職

①パトロール用品の貸出

②防犯啓発物の配布

③防犯講座の開催

741945

H28決算額（見込み）

H27その他職員
従事割合

H27実績H27年度目標

741952

0.00 人臨時職員9,861 千円

H28年度目標

①280件

②3,264個

③38人

0.00 人

1.15 人

1.30 人

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

自主防犯組織の拡大

211200
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

11,258千円 臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

事務事業名称 事業概要（全体）

事業の種別 H27予算現額

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合
非常勤
特別職

－

H27年度目標

本事業は、空き家の解消と管理不全となる空き家の
増加抑止を目的に、空き家の利活用等に関する相
談窓口を設置する事業である。相談業務について
は、空き家の利活用等に関するノウハウのある民間
事業者又は団体の中から、不動産業者、建築士、弁
護士など専門家等との連携協力ができる事業者と事
業協定を締結し、次のとおりワンストップによる相談
業務を行うものである。

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

H27決算額

特になし 0

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

0

①事業実施準備

②公募の開始

年間合計相談件数
積算方法：（問い合わせ件数＋相談件数）×３事
業者
※H29年度は、各事業者1カ月あたり5件を目標値
に設定

H29年度から相談を開始しているため、事業の普
及に注力したいと考えている。
事業の普及が図られた後は、相談における解決
率などを目標とする予定。0

事業の目的及び具体的な内容

0千円 臨時職員 ①実施要項の作成

②H29.3公募開始
※H29.4事業提案
　 H29.6協定締結（3事業者）

H28正規職員
人件費

0.05 人
非常勤
特別職

429 千円

A
－

相談の実施がH29年度からのため。

H28年度目標 H28実績

指標名

H29年度目標

180件

犯罪や事件の発生を防止するため、以下の事業を
行政と地域が一体となって推進し、市民の安全で安
心な生活を確保する。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るために防犯講
座を開催。②防犯パトロールを実施する自治会・町
内会・ボランティア団体等の自主防犯団体に対し、
防犯資器材の貸出しを実施。③防犯フェア等を開催
し、情報提供、ボランティア団体の紹介等により、啓
発活動を実施。④防犯啓発グッズの配布や、様々な
広報媒体等により防犯意識の高揚を図る。 213

広報ところざわや市HPなどにより広報活
動を行うとともに、イベントやその他広報媒
体など、様々な機会をとらえて普及を図
る。

臨時職員

H28その他職員
従事割合

－ －

予定どおり実施要項を作成し、
H29.3から公募を開始することがで
きたため。

平成28年度から開始した事業である。

所沢市防犯協会交付金交付要綱 4,000

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000

A

4,000

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

根拠法令 H28予算現額

4,000
①青色回転灯装着パトロール
車によるパトロール
②防犯街頭キャンペーン
③所沢市防犯のまちづくり市
民大会

市内の犯罪発生件数
本事業の目的は、犯罪発生の未然防止であるた
め、市内の犯罪発生件数を指標とする。 特段の改善点はない。

H28決算額（見込み）

H27実績

市民の防犯に対する意識を高め、犯罪を起こさせに
くい地域環境づくりを推進することにより、犯罪の発
生を未然に防止し、安全で安心なまちづくりを推進す
る。
①地域安全活動推進週間にあわせ、市内主要駅等
において街頭キャンペーンを実施②所沢市防犯のま
ちづくり市民大会を開催し、功労者、功労団体を表
彰③青色回転灯装着パトロール車によるパトロール
を実施④地域安全ニュースを発行し、防犯情報を提
供

0.71 人
非常勤
特別職

0.00 人 3,841 3,610

6,149千円 臨時職員 0.00 人

①222回

②5回

③1回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察署
及び防犯協会各支部と連携し、更なる啓
発活動等に努めていく。

成果指標の目標値を達成してお
り、犯罪発生の未然防止に貢献し
ている。

目標設定の考え方・根拠

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3,610 3,141

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,231 千円 3,141

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

160

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 130

非常勤
特別職

A

根拠法令 H28予算現額

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

210

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

空き家等が放置され、管理不全な状態が犯罪や放
火を招く恐れがあることから、近隣住民が安心して
生活できるよう生活環境の保全と防犯のまちづくりを
進めるため、所有者に適正管理を求めている。

1.45 人

H29年度目標

H28年度に改善した点

無 無

130
①当該年度の空き家について
の相談受理数
②当該年度に適正管理が行
われた件数
③

解決率【％】
（解決件数/受理件数*100）

空き家についての相談受理数に対して、解決率を
指標とする。
解決率を高める事を目標としたい。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

12,557千円 臨時職員
①120

②98

③

H28正規職員
人件費

1.22 人

目標達成済

H28年度目標 H28実績

臨時職員

H28その他職員
従事割合

60% 82%

非常勤
特別職

成果指標の目標値を達成してお
り、地域の安全・安心なまちづくりに
果たす役割は大きい。

H28年度に改善した点

無 無防犯協会交付金

期間

S52年度～

実施計画ランク

10,462 千円 70%

60% 70%

実施計画ランク

重要

空き家対策事業

期間

経営
企画
課

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

実施計画ランク

重要

優先

地域安全活動推進
事業

期間

H16年度～

最優先

空き家利活用等ワン
ストップ相談事業

無 無

成果目標の目標値を毎年度達成し
ている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

H22年度～

実施計画ランク

H28年度～

期間



項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

H28年度に改善した点

有 無

有

より効率的な運営に向けて、指導員の配
置の大幅な見直しをおこなった。

施設や設備の老朽化対策をおこなうととも
に、より効率的な運営を検討していく。

実施計画ランク

重要

放置自転車対策事
業

期間

昭和50年～

昭和39年度～

実施計画ランク

重要

自転車駐車場整備
事業

期間

昭和50年度～

実施計画ランク

重要

交通安全教育推進
事業

期間

昭和47年度～

実施計画ランク

重要

交通安全運動推進
事業

期間

交通
安全
課

交通
安全
課

交通
安全
課

交通
安全
課

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

対策により放置自転車の台数は、全体的
に減少傾向にある。今後も放置自転車の
減少に努めつつも、更なる効率化を図る。

臨時職員 1.00 人

H28その他職員
従事割合

H29年度目標

Ｓ

目標設定の考え方・根拠指標名

非常勤
特別職

55台 42台

53台 40台

非常勤
特別職

自転車放置台数

7,361千円 臨時職員 1.00 人
①1,777台

②73日

③24台

H28正規職員
人件費

1.05 人

9,004 千円 51台

放置自転車の撤去・立哨指導等により、駅周辺の良
好な生活環境を保持する。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自転車
防止の指導及び自転車駐車場への誘導を行う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を定
期的に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者につ
いて警察に照会し、はがきを送付して返還する。

0.85

H27その他職員
従事割合

58,711

一
般

H27予算現額事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

各年度１１月（晴れの平日）の放置台数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28決算額（見込み）

H27年度目標
H27正規職員
人件費

根拠法令 H28予算現額

10,825千円

非常勤
特別職

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の
防止に関する条例

56,502

H27実績

60,793

10,719 千円

臨時職員

23,254台

①年間撤去台数

②年間撤去日数

③年間撤去台数／年間撤去
日数

臨時職員

H27決算額

48,248

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

駅にアクセスするための交通手段である自転車の駐
車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐車秩序を
図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場を
設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民サー
ビスの向上と経費の削減を図る。

1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

①32箇所

②23,254台

目標設定の考え方・根拠

H27実績

0.00 人

H28実績

H27決算額

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

Ｃ

23,254台

民営自転車駐車場の新設等により、自転車駐車
場利用者に選択肢の幅が広がり、駐車先が必ず
しも市営自転車駐車場とは限らなくなったため。
なお、放置自転車台数は減少しているため、駅周
辺の環境は悪化していない。

14,272台

指標名

14,459台

H28年度目標

23,254台

1.25 人

H28予算現額

H28年度に改善した点

無

55,199
①市営自転車駐車場等の施
設数

②市営自転車駐車場等の収
容能力

市営自転車駐車場月平均利用台数
適正な自転車駐車場を設置して利用者を増やす
ことで、放置自転車台数を減少させ、市内各駅駅
周辺の良好な生活環境を保持する。

これまで（公財）自転車駐車場整備セン
ターによる管理施設であった東所沢駅第４
自転車駐車場について、平成２８年４月１
日付けで同団体より無償譲渡を受け、指
定管理者による管理運営を開始した。H29
年度からの市営自転車駐車場の指定管理
者の選定を行い、H28年度中に協定を締
結した。

H28決算額（見込み）

所沢市自転車駐車場条例 57,474

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標一
般

H27予算現額

H29年度目標

①987人

②1,503人

③2人

非常勤
特別職

55,141

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 54,721

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
交通ルール、交通マナー等が守られてい
ない場合がある。
今後も市民・行政及び警察・交通関係団体
が一体となり啓発活動を積極的に推進し、
交通事故の防止を図る必要がある。

臨時職員

H28その他職員
従事割合

50人 314人

50人

無

3,238
①交通安全運動参加人数

②交通事故発生（負傷者数）

③交通事故発生（死亡者数）

死傷者数の減少数 前年の死傷者数より減少させること。 平成27年度より啓発活動の回数を増やし
た。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

4.90 人

目標達成済

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通ルー
ルの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付け、交
通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力し、交
通安全パレードや街頭における交通安全啓発活動
等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安全啓
発活動を行う。

1.45 人
非常勤
特別職

H28年度に改善した点

50人 -110人

12,557千円 臨時職員

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,300

Ｓ

根拠法令 H28予算現額

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議会規約 3,281

事業の種別 H27予算現額 H27決算額

H28正規職員
人件費

0.79 人

H27その他職員
従事割合

6,774 千円

4.89 人

130回 119回
①27,397人

②92回

③27回
1.25 人

非常勤
特別職

44.01 人

保育園・幼稚園・小学校・高齢者施設だけ
でなく今年度より中学校においても交通安
全教室を実施を行なう。H29年度目標

130回

113回
A

H28年度に改善した点

保育園・幼稚園・小学校・高齢者施設へ交
通安全教室等の実施のはたらきかけを行
なった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢市の交通事故の死傷者として、高齢者と自
転車によるものが増加している。交通事故を減ら
すためには、高齢者と自転車を対象とした交通安
全教室等の実施が必要である。

保育園・幼稚園・小学校等からの依頼に基づき、
交通安全教室等を行っているため、依頼する側の
申請により、依頼回数が左右される。

10,719 千円

130回

H28年度目標 H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

臨時職員

H28その他職員
従事割合

49,162
①参加人数
②交通安全教室開催回数
③高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

交通安全教室及び高齢者・子供自転車免許制度
に基づく講習回数

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

H28正規職員
人件費

根拠法令 H28予算現額

交通安全対策基本法　所沢市交通指導員設置規定 50,845

事業の種別

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

44.10 人幼児、児童及び高齢者に対して交通安全教室等を
実施することによって、交通事故を未然に防ぎ、減
少させる。
・保育園・幼稚園・小学校等で、交通安全教室等の
実施及び小学校通学路の危険箇所等に交通指導員
を配置し、立哨指導を行っている。
・福祉施設での交通啓発活動及び高齢者自転車免
許制度に基づく講習を実施する。

1.35 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

11,691千円 臨時職員 0.20 人

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

51,968

H27予算現額 H27決算額 指標名

50,822

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

毎年、放置自転車の台数は減少し
ているが、今後も良好な生活環境
を保持していくため、更なる放置自
転車の減少に努めるとともに、一層
の効率化を図っていく必要がある。

市内の各駅周辺において放置自転
車をなくすためには駅周辺に自転
車駐車場の設置が不可欠である。
そのため、指定管理者とともにさら
なる経営の効率化を図り、経営の
縮減に努めていく。

指標名

3,275

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

0.20 人

第２章　安全・安心  第４節　交通安全

平成28年は交通事故の死傷者数
が平成27年より減少しております
が、さらに交通事故死傷者を減らす
ためには、より交通安全関係団体と
連携を図りつつ、各季の交通安全
運動期間等のほか、機会を捉え交
通事故防止の啓発活動を実施する
必要がある。

高齢者と自転車による交通事故の
割合が高くなっていることから、交
通事故を減らすため、今後も高齢
者と自転車を対象とした交通安全
教室等を行なうことが必要である。 有 無

有

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由



現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

期間

昭和42年度～

無 無

H28年度に改善した点

無交通遺児対策事業

期間

～

実施計画ランク

重要

交通災害共済事業

重要

道路安全施設整備
事業

期間

Ｓ５７～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

交通
安全
課

道路
維持
課

交通
安全
課

7,117 千円 30%

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

臨時職員 1.83 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

30% 16%

0.83 人
非常勤
特別職

加入者の多くが自治会等の取りまとめを通じて加
入しているが、自治会を通じての加入者が減少し
ている。また、民間の保険の多様化により民間の
保険に加入される方が多くなってきているため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

加入率が年々低下しており、加入者を増
やす必要があることから、
交通災害共済について、より市民へ周知
する。

17%

H29年度目標

H28目標値が未達成の理由・分析

30,090
①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数

交通災害共済加入率
過去の交通災害共済加入率で高かった数値を設
定した。

・出張受付時の役割分担を明確化
・出張受付の回数を増やした
・チラシの配布先を増やした

H28決算額（見込み）

H27実績

現況においても多くの市民（55,000
人以上）が加入しているが、年々加
入率が低下してきているため、より
多くの市民に加入してもらうように
周知することが必要である。非常勤

特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38,600

Ｃ

根拠法令 H28予算現額

所沢市交通災害共済条例及び施行規則 37,600

事業の種別

4,503千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を受
けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎年共済加
入者を募集し、その会費収入を原資として、交通事
故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の程度
に応じて見舞金を支給することで、市民の生活の安
定と福祉の増進に寄与することを目的とする。

0.52 人 30%

2,487 千円 100%

H27予算現額 H27決算額 指標名

28,257

臨時職員 1.65 人
①67,701人

②37,588千円

③424件

H29年度目標

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 交通遺児に対して遺児手当及び奨学金を
支給することは、交通遺児家庭への援助
となっていることから、今後も事業を継続
する。また、未支給者がいないよう、引き
続き学校等の関係機関への周知を行って
いく。

100% 100%

臨時職員 0.12 人
①10人

②485千円

③80千円

H28正規職員
人件費

0.29 人
非常勤
特別職

臨時職員

H28その他職員
従事割合

無

670
①交通遺児数

②手当支給金額（合計）

③奨学金支給額

対象者の受給者
交通事故により保護者を失った遺児全員に奨学
金及び遺児手当を支給する 保育園・幼稚園・小学校・中学校に配布す

るチラシの文章を解かりやすく変更した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標
A

交通事故により保護者を失った市
内の交通遺児に遺児手当及び奨学
金を支給しており、今後も続ける必
要がある。

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児手当
及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図る。
・交通遺児手当は、義務教育就学時から終了までの
期間、遺児一人に対し月額5,000円を支給する。
・奨学金は、遺児一人に対し、小学校及び中学校入
学者に50,000円を、高等学校入学者に80,000円を支
給する。

0.35 人

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

100% 100%

3,031千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 856

所沢市交通遺児手当支給条例根拠法令 H28予算現額

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

618

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

所沢市交通遺児手当支給条例施行規則
所沢市交通遺児奨学基金条例

670

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

交通安全対策に関する要望は、年々増加
しているので人員の増及び予算の増額を
要望していく。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H29年度目標

30,441 千円 70

H28年度に改善した点

交通安全施設の要望については増
加する一方なので、優先順位を検
討しながら対応していく。

65 70

212

H27年度目標
無 無

59,521
①道路反射鏡設置数

②道路区画線設置距離

③清掃点検数

要望・通報処理件数

交通事故の多い危険箇所で、通行の安全性を確
保するための交通安全施設の設置及び適切な管
理をすることが目的となっているため、指標として
要望通報処理件数とする。

交通安全施設は、要望が多いので工事を
年度前期に実施するようにした。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 60,092

Ａ

根拠法令 H28予算現額

49,922

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

2.70 人
非常勤
特別職

23,382千円 臨時職員 0.00 人
①４３基

②１８ｋｍ

③５，２１１基

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

H27予算現額 H27決算額 指標名

49,467

0.00 人 378

3.55 人

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的

交通事故の多い危険箇所における、通行の安全性
を確保するため、道路反射鏡や道路区画線などを設
置。さらに設置した交通安全施設を適切に管理す
る。

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的
基準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために
必要な道路の構造に関する基準を定める条例、交
通安全対策基本法



項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行昭和47年度～

期間

平成13年度～

実施計画ランク

重要

消費生活啓発事業

期間

計量検査事業

期間

平成14年度～

実施計画ランク

重要

消費生活に関する表
示の適正化事業

重要

消費者相談事業

期間

昭和47年度～

実施計画ランク

重要

市民
相談
課

市民
相談
課

市民
相談
課

市民
相談
課

実施計画ランク

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

子どもから高齢者まで多様化している消費
者問題について、それぞれの特性に応じ
た啓発活動を進めていく。

H28年度に改善した点

目標値には１ポイント達しなかった
ものの、講座講演会理解度は９７％
と高い水準を維持できている。
また、消費者問題が多様化・複雑
化し、対象者も子ども・若年層から
高齢者まで各年代に広がっていく
なか、講座講演会の開催回数を増
やすとともに、対象者ごとの開催を
心掛けるなど充実に努めた。

98% 97%

98%

消費者問題が広がるなか、講演会等の回数を増
し対象者ごとに開催したが、内容が多様化・複雑
化していることから、理解度が低くなった。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,516 千円 98%

無 無

1,650①消費生活講座開催回数

②講座・講演会参加者数

③街頭キャンペーン啓発グッ
ズ配布数

講座講演会理解度

消費者被害の未然防止のための知識を習得する
ことが、様々な消費者問題への対応力向上につ
ながるため、講座講演会での受講者の理解度を
指標とした。

街頭キャンペーンについて、例年は所沢
駅西口で行っていたが、平成28年度は消
費生活センターの本庁舎移転を周知する
ため、所沢駅西口及び航空公園駅東口の
2か所で実施した。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績
Ｂ

根拠法令 H28予算現額

消費者基本法、消費者安全法 1,600

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

日常生活を送るなかで発生する、様々な消費者問題
に対応できる消費者を育成することを目的とする。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考え、
判断しうる能力を高めることにより、消費者被害を未
然に防止する。

0.71 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,813

H27予算現額 H27決算額 指標名

1,520

0.00 人 98%

0.41 人

6,149千円 臨時職員 0.00 人
①11回

②379人

③400個

原料原産地の表示に関する改善指導した
事業者には、指導後も確認をするなどして
表示の適正化に努める。

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

5 7

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

無

8①立入検査（家庭用品、消安
用品、電気用品)
（検査品目数）
②表示調査（食品表示法）
（調査品目数）
③立入検査・調査事業所数
（延べ立入事業者数）

不正表示事業者の改善数
表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保す
るため、不正事業者の改善数を指標とする。

衣料品の洗い方やアイロンのかけ方の取
扱表示が新しくなったため、改正を知らせ
るポスター等を掲示して周知した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

H28年度に改善した点

無4 4

4,676千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

0.43 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

A

根拠法令 H28予算現額

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用
品品質表示法に基づく事務処理要領、他

16

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

品質表示等の適正化を図り消費者の安全・利益を
確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務遵
守がされているか確認するため立入検査を実施す
る。

0.54 人

H28年度目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16

H28実績
①89

②461

③17
3,687 千円 5

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

13

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
スーパーマーケット等特定計量器を取扱う
新規事業者を正確に把握することが課題
である。このため、新規開店の折込広告か
らも情報収集するなどして、新規事業者の
把握に努める。

H28年度に改善した点

3 5

3
A

目標達成済

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3

1.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

無 無

918①定期検査
（定期検査受検器物数）
②商品量目立入検査
（量目検査商品数）
③計量器使用先検査
（事業者数）

商品量目立入検査不適正事業所の改善数
適正な計量を確保するため、商品量目立入検査
不適正事業者の改善数を指標とする。

計量検査業務での対象事業所の事前調
査において、廃業した場合に連絡をするよ
う方法の見直しを行い、廃業事業者の正
確な把握に努めた。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

根拠法令 H28予算現額

計量法、所沢市計量法関係手数料条例 2,126

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

適正な計量の実施を確保することを目的とし、取引
又は証明用に使用する計量器の定期検査、計量器
使用事業所への立入検査を実施する。

1.48 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

12,817千円 臨時職員 0.00 人

13,291 千円

H27予算現額 H27決算額 指標名

1,788

0.00 人

①810

②810

③28
3

1,273

1.34 人

臨時職員

非常勤
特別職

5.00 人

11,491 千円 98%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

H29年度目標

A

11,604千円 臨時職員 1.00 人
①1,674件

②1,642件

③1,632件

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

5.00 人 98% 99%

H28決算額（見込み）

目標達成済

1.00 人

H28その他職員
従事割合

98% 99%

根拠法令 H28予算現額

消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談員
設置条例

8,675

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

相談解決率
（解決件数÷処理件数）

消費者と事業者との消費者問題を解決すること
が、消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上
を確保することにつながるため、相談解決率を指
標とする。

8,476

H27年度目標

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確保
することを目的とする。
電話または面接により消費生活相談員が消費者と
事業者との取引や契約に関する相談を受け、相談
者自身で自主交渉できるよう助言や情報提供を行
う。相談内容によっては、他の専門相談窓口への紹
介や事業者との解決に向けた「あっせん」を行う。

1.34 人

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,854
①相談件数

②処理件数

③解決件数

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

8,359

事業の目的及び具体的な内容

会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

H28年度に改善した点

消費生活センターの本庁舎移転に伴い、
相談内容に応じて、弁護士相談等へ円滑
につなげるなど、他の専門相談との連携を
深め、相談体制の充実を図った。

消費者問題に関する相談先として、消費
生活センターの認知度向上が課題であ
る。このため、今後も消費生活センター及
び消費生活相談事業の周知を図っていく。

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）

第２章　安全・安心  第５節　消費生活

無 無

相談件数は、県内でさいたま市、川
口市に次いで多いなか、成果指標
である相談解決率は、高い水準を
維持できており、成果を上げている
と考えられる。
多様化、複雑化している消費者問
題に対しては、消費生活相談員の
研修への積極的な参加を図るとと
もに、情報を相談員相互で共有して
相談体制の充実に努めたい。

商品量目立入検査を確実に行い、
不適正事業者に改善を指導したこ
とで、適正な計量を確保することが
できた。
計量は、消費生活において品質・
信用・信頼を支える重要な役割を
担っているため、今後も計量制度
の啓発を図っていきたい。

目標値は達成しており、一定の成
果が上げられたと考えている。
今後も、引き続き各法令等に基づ
き適正な表示がなされるよう努める
とともに、事業者及び消費者に対す
る啓発を行っていく。



項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

民生委員・児童委員の活動が円滑
に進むよう、研修会、定例会等を通
じて積極的に助言・協力・指導を行
うことで、地域福祉の一層の推進が
図られることから、継続的に支援を
行っていくものとする。

民生委員法、（県）民生委員及び児
童委員活動費等補助金交付要綱、

成果指標については、前年度に比
して理解度は上がっており、今後さ
らに親しみやすい内容の講演会を
実施できるよう努めていく。

老人福祉法第32条の2、知的障害
者福祉法第28条の2、

平成12年の改正社会福祉法によ
り、地域福祉の推進が謳われること
となり、特に社会福祉協議会につ
いては「地域福祉の推進の中心的
な役割」が明確に位置付けられた。
その役割は、今後ますます重要視
されることから、引き続き社会福祉
協議会の円滑な運営を支援してい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8%
社会福祉協議会の運営に関し、自主財源
の充実などによる健全経営への努力を促
しながら、引き続き適正な補助を行ってい
く。

昭和25年度～

期間

昭和43年度～

実施計画ランク

重要

民生委員・児童委
員及び協議会活動
推進事業

期間

成年後見制度推進
事業

期間

平成26年度～

実施計画ランク

重要

社会福祉協議会補
助金

実施計画ランク

重要

地域福祉推進事業

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

期間

平成17年度～

実施計画ランク

優先

地域
福祉
セン
ター

168日 184日

非常勤
特別職

H29年度目標

168日

7,794千円 臨時職員 0.50 人 ①65,862日

②

③

H28正規職員
人件費

1.86 人

15,950 千円 臨時職員

無 無

51,041
①委員活動日数（委員活動の延
べ日数）
②

③

総会、定例会及び研修会の年間延べ開
催日数

各地区民児協にて実施した、総会、定例会及び
研修会の年間延べ開催日数

平成28年度は、3年に一度の民生委員・児
童委員の一斉改選年であったため、定例
会や全体研修会に積極的に参加し、円滑
な引継ぎができるよう支援した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

所沢市民生委員・児童委員協議会補助金交付要綱・
所沢市民生委員等活動費交付金交付要綱

52,058

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

民生委員・児童委員、及び委員が所属する民生委
員・児童委員協議会の活動環境を整備し、委員の資
質向上を図る。

0.90 人

H27その他職員
従事割合

0.00 人 168日 170日

法定受託事務 法定受託＋附加 51,992

2,058 千円 8%

事業の種別

一
般

H27予算現額

根拠法令 H28予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを行
うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的として
設立された社会福祉協議会の運営及び事業の推進
を図るため。

臨時職員 0.00 人

0.30 人
非常勤
特別職

自治事務

50,499

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 一斉改選により新たに委員となった者が多
いことから、活動が円滑に進むよう研修会
や定例会を通じて支援を行う。また、活動
交付金の交付により、委員活動に係る経
費を補償し、委員の活動に係る経済的負
担を軽減する。

H28その他職員
従事割合

Ｓ

H28年度目標 H28実績

H27決算額 指標名

H28目標値が未達成の理由・分析

①20人

②197人

③
H29年度目標

無

72,000 ①年度当初補助対象職員

②年度当初全職員

③

補助対象人員割合
補助対象職員　÷　社会福祉協議会全職員　×
100（小数点以下四捨五入）

こどもと福祉の未来館の供用開始に伴
い、社会福祉協議会と事務スペースが隣
接することとなったことで、連絡体制が円
滑になり、様々な面で連携が図られた。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標
無

8% 11%

H27実績

10%

2,598千円

100%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令 H28予算現額

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱 72,000

事業の種別

H28正規職員
人件費

1.23 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72,000

10,547 千円

H29年度目標

72,000

①95人

②81人

③

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

0.00 人

成年後見制度が広く世間に認識されているかと
いう点においては、まだ十分とは言えず、講演
会においても聞きなれない文言に対する難解さ
を感じた方もいたと推測する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

養成講座の修了者が、市民後見人として
活躍できるための支援（フォローアップ研
修、活動のサポート）を行っていく。また、さ
らなる制度の周知を図っていく。

臨時職員

100% 85%

非常勤
特別職

無 無

9,527
①周知啓発講演会参加者数

②理解者数

③

研修会参加者数の理解度
研修会参加者のアンケートに「理解できた」と回
答した人÷参加者数×100（小数点以下四捨五
入）

平成27年度からスタートした市民後見人養
成講座の実践編を28年度に実施した。講
座修了者のうち、希望するものは社会福
祉協議会等において、法人後見支援員と
しての実績を積んでいく。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢市
成年後見制度推進検討委員会の意見をうかがいなが
ら、法人後見活動開始の支援や、市民後見人養成に
関する事業を実施する。

0.68 人

事業の目的及び具体的な内容

H28年度に改善した点

0.00 人 100% 55%

5,889千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,561

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条
の11の3、障害者総合支援法77条

10,194

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

10,108

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

社会福祉協議会との共催により、行政と民
間の長所を活かしながら実施できた。今後
も継続的に実施していくので、細かい事務
の進め方について検討していく。

H28年度に改善した点

― 98%

―
A

未来館の供用開始に伴い、初めて
の試みとして社会福祉協議会と共
催で実施した。内容も充実し、それ
ぞれの強みを活かした講演会と
なった。今後も、さらなる連携をす
すめ、地域福祉の推進に努めてい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H29年度目標

8,404 千円 90%

無

370 ①地域福祉に関するイベント
（フォーラム他）の参加人数
②参加者アンケートの「参考に
なった」数（またはそれに類する
項目）
③

イベントにおけるアンケート提出者のうち、
「参考になった」「役に立った」と回答した
率

「参考になった」「役に立った」人数÷アンケート
回収数×100（小数点以下四捨五入）

　参考になった120人÷回収数122枚×100

社会福祉協議会とそれぞれ単独で実施し
ていたが、こどもと福祉の未来館開設に伴
い、共催で実施した。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

28年度は事務事業評価を実施していないため、
目標値の設定がない。

根拠法令 H28予算現額

社会福祉法 595

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

第2次所沢市地域福祉計画の基本理念「互いの顔が
見える、地域で見守り支えるまち」をめざし、地域にお
ける福祉のコミュニティやネットワークづくりを進める。
また、地域福祉推進委員会において、計画の進行管
理及び評価を行い、計画の円滑な推進を図る。

0.85 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.98 人

7,361千円 臨時職員

595

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

418

―

①170人

②120人

③

臨時職員

無

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

第３章　健康・福祉  第１節　地域福祉



活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

福祉総務課長　佐々木　厚

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　斎藤　伸壽

　平成29年１月に供用開始してか
ら、利用者の利便性・安全性に配
慮した施設管理に努めており、利
用人数についても増加傾向となっ
ている。
　今後も総合管理委託業者との連
携を図りつつ、利用者ニーズを汲
み、よりよい施設提供と事業運営に
つなげていけるよう努めていく。

高齢化に伴い、成年後見制度に関
わる相談件数も増加傾向となって
いる。内部研修を実施しスキル強
化を図るとともに、今後も地域福祉
センターの福祉の相談窓口におい
て相談体制を整え連携を図る。

老人福祉法第32条、知的障害者福
祉法第28条、

24件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク

最優先

期間

平成14年度～

こどもと福祉の未
来館管理運営事業

期間

平成28年度～

実施計画ランク

重要

成年後見制度市長
による審判請求事
業

実施計画ランク

重要

福祉サービス苦情
解決事業

期間

平成14年度～

福祉
総務
課

地域
福祉
セン
ター

地域
福祉
セン
ター

0.85 人

H28年度目標

Ｓ

市長申立てのための調整委員会を毎月実
施することとし、迅速に審判請求ができる
ための体制を整備した。また、審判請求事
務がより円滑にできるよう、マニュアルを整
備し担当各課に配布した。

H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人

H28年度に改善した点

24件 26件

22件19件

市長申立て担当各課に対し、円滑な事務
遂行のための支援を実施していく。

H28その他職員
従事割合

無 無

176
①市長申し立てを行うための意
見聴取を行う委員会の開催回数
②市長申し立てを行った事件の
件数
③

成年後見の審判確定件数
市長申し立てを行った事件のうち、審判の確定
した件数

臨時職員 0.00 人

H29年度目標

①12回

②28件

③

476

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績H27年度目標

H27決算額

H27その他職員
従事割合

根拠法令

指標名

自治事務 法定受託事務

H28予算現額

319

事業の種別

一
般

H27予算現額

5,889千円

臨時職員

H28正規職員
人件費

H28正規職員
人件費

0.92 人

H27正規職員
人件費

0.68 人

7,289 千円

非常勤
特別職

無

0.00 人

H28その他職員
従事割合

0.00 人

7,889 千円 121,000人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

A
0.00 人

臨時職員

0.00 人

***

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H28目標値が未達成の理由・分析

***

①33,799人

②

③
非常勤
特別職

H27実績
H27正規職員
人件費 無

0 ①こどもと福祉の未来館
　 利用者数（H29年1月～3月）

②

③

こどもと福祉の未来館利用者数
利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理
及び運営を実施することが、利用者数増加へつ
ながると想定し、指標とする。

　平成29年１月の供用開始後、大きなトラ
ブル等無く、安全・安心な施設提供がなさ
れている。
　次年度以降、利用者のニーズ等を踏ま
え、適宜改善を行っていく。

H28決算額（見込み）

　
　様々な状況を抱えた利用者の利便性・安
全性に配慮した施設の管理・運営・提供の
ため、利用者からの意見をいただく機会を
設け、改善に向け課題を抽出する。

0.00 人

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則 34,147

0千円

H27年度目標

30,250人 33,799人

H29年度目標

H28実績

H28その他職員
従事割合

100

2,830 千円

非常勤
特別職

市で運営する社会福祉施設に関する苦情等に対し、
迅速に適切・公平な解決を図るため、
・各施設に苦情解決責任者、苦情受付担当者を置
き、利用者に掲示などにより周知する
・利用者等から苦情等の申立てがあった場合、苦情
解決責任者は責任を持って改善策を講じる
・苦情等及び対応について、所沢市立社会福祉施設
苦情解決実施要綱に基づく第三者委員に報告し、利
用者の立場や事情に配慮した適切な対応を推進する

0.15 人

0.33 人

100

H29年度目標

①300件

②1回

③0件

H27予算現額 H27決算額 指標名

　平成29年1月から供用を開始した当施設について、
利用者の利便性・安全性に配慮した維持管理及び運
営を実施するものとして、日常における清掃保守・設
備点検・設備警備・貸出施設の管理運営、事業実施
に伴う備品等の購入を行う。

0.00 人

H27その他職員
従事割合

根拠法令

自治事務 法定受託事務

H28年度目標

法定受託＋附加 0

25,143

事業の目的及び具体的な内容

100

H28予算現額

100

事業の種別

一
般

H28年度に改善した点

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えている。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28予算現額

100

60

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

60 ①対象施設からの月例報告件
数
②所沢市立社会福祉施設苦情
等に係る第三者委員連絡会議
開催回数
③第三者委員連絡会議で調整
を実施した苦情件数

対象施設からの月例報告がなされた割合
（対象施設数×12）÷対象施設からの月
例報告件数×100（小数点以下四捨五入）

苦情解決に係る体制整備を主眼に、対象施設
からの報告が確実になされているかを指標とし
て設定している。目標値は100％とする。

対象施設に対し、苦情等の報告に係る基
準について、改めて周知啓発を行った。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

H27実績

目標達成済

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分析

無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

公設民営の施設が増加していく中で、適切
な苦情解決を図るための方策を、継続的
に検討していく必要がある。

非常勤
特別職

Ａ

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 60

根拠法令

社会福祉法第82条、所沢市立社会福祉施設苦情解
決実施要綱

H27予算現額 H27決算額 指標名

30

0.00 人

1,299千円 臨時職員 0.00 人

H27年度目標

法定受託＋附加

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

判断能力が不十分で身寄りのない高齢者や障害者
等の権利を擁護するため、市長が対象者の代わりに
申立てを行う。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第51条、
成年後見制度における審判の請求及び成年後見人
等報酬助成取扱要綱



項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

第３章　健康・福祉  第２節　子ども支援

H28年度～H29年度 18,008 千円 臨時職員

法定受託＋附加

法定受託＋附加

有

建物の耐震強度
　-目標とする強度-
　木造　Iｗ 1.0以上 目標値 1.25の獲得
　鉄骨　I s 0.6以上 目標値 0.75の獲得

早急に耐震化する上で平成２８年度は耐震性
能を獲得できる設計を終えることが急務であ
り、客観性がある、第三者判定を受ける耐震強
度を指標とする。

新規事業のため、前年と比較した改善点
はありません。

H27年度目標 H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

指標参照
Iw1.37  Is0.85以上
獲得

-

期間 2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

①５園の耐震改修設計を実施
し、第三者機関の評価を得た。
②公共施設を活用した代替保
   育施設、代替生活クラブ会場
   の確保
③８施設19回延475人参加

H28年度目標 H28実績

設計後は、実際に耐震工事を実現するた
めに、保育園行事等を確認調整しつつ各
施設・関係組織と調整する。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

-

19,961 18,900

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

H28年度に改善した点指標名

最優先 自治事務 法定受託事務

市立保育園耐震
化事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

建築物の耐震改修の促進に関する法律、所沢市建
築物耐震改修促進計画

無

　旧耐震基準に基づき建設した市立保育園を対象に
耐震診断を実施した結果、耐震強度が不足している
と診断された5園について、早急に耐震化を図るた
め、耐震改修工事設計を行う。
・三ケ島保育園 ・山口西保育園
・北秋津保育園 ・中新井保育園
・安松保育園

非常勤
特別職

-

0千円

目標設定の考え方・根拠

S

耐震強度を得るために、開口部へ
の筋交いや、体力壁を設けるなど
の補強箇所があったが、保育する
ための動線や採光に配慮しつつ、
新耐震基準を上回る設計を実現し
た。

無

無

子ども・子育て会議において、十分に議論
を交わし、必要に応じて各種施策等を見
直せるよう、国や他自治体の動向に注視
しながら、計画の推進を図っていく。

H28年度に改善した点

各種施策に対する委員からの意見を踏ま
え、市の今後の方向性、考え方を示した。

実施計画ランク 事業の種別 H27予算現額 H27決算額

＿

事業計画の見直しを行い、計画の
円滑な進行を図ることが当該事業
の目的となっているため、事業の
進捗状況（順調に進んでいるかど
うか）を指標とする。

平成２８年度は「所沢市公共建築
物修繕計画」による対象施設なし。

事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

自治事務 法定受託事務

H28年度に改善した点事業の種別

一
般
財
源・
国
県
支
出

事業概要（全体）

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27予算現額

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

根拠法令

1.20 人

事業の目的及び具体的な内容

保育需要が増加したため。少子化が進み、対
象人口が減少するなか、子育て世帯の指向
が、幼少期は子供を自分で育てたいという世帯
が大半を占めてはいるが、早く預けて働きたい
世帯の増加傾向が見られる。

0

10

H28予算現額

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28決算額（見込み）

保育幼稚園課と協同で、既存の設備と、
制度運用の工夫による待機児童対策とし
て、各園へ入園受入れ枠を設定する際
に、枠が余る傾向にある４-５歳児の枠を
できるだけ低年齢児へ振り分けることを依
頼した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

H27決算額

0.00 人

指標名

幼稚園の余剰教室を活用し、小規模保育
や認定こども園への移行について、積極
的に呼びかけ保育枠の拡充に取り組む。

目標設定の考え方・根拠

H27実績

保育対象人口の減少から待機児
童の減少を見込んだものの社会情
勢や子育て世帯の指向の変化か
ら、待機児童の縮小に至らなかっ
た。
新園の施設整備については、これ
まで県下でも先行して整備してお
り、今後は既存の施設を活用して
保育枠を確保する方針で、こども
園への移行調査を実施し２園の移
行希望を確認できた。

A

10,392千円

臨時職員

待機児童対策のため国が定めた指標を使用す
る。

11

H27年度目標

0.00 人

320,556

0

16

無

8 26

非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

H29年度目標

①２園のこども園への移行意思
を確認し、平成30年4月開設へ
向けた調整を実施。
②平成29年度から適用する所
沢市保育所等整備費補助金交
付要綱を策定
③年齢別定員の割振変更を提
言

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

309,651 ①認定こども園への移行調査

②新たな補助金要綱の検討

③費用をかけない保育枠の確
保策検討

H28正規職員
人件費

待機児童数

H27実績

15,006 千円

非常勤
特別職

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

19

待機児童を解消するため、社会福祉法人や学校法
人が実施する民間保育園の整備等に対し、対象経費
の一部を補助することにより、受入れ枠を拡大し、安
定した保育の提供を図る。

目標設定の考え方・根拠

0.00 人

指標名

臨時職員

1.75 人

所沢市民間保育園施設・設備整備費補助金交付要綱

A

550

事業の目的及び具体的な内容

677

事業の種別

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27予算現額 H27決算額

16 16

法定受託事務 法定受託＋附加 684

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条
例

自治事務

H28年度目標 H28実績

H28その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

16
無

537 ①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数 順調に進んでいる事業等の件数
計画書第５章に掲げる事業等（16件）につい
て、事業が順調に進んでいるかどうか。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

16

H29年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

所沢市公共建築物修繕計画 0

所沢市子ども・子育て支援事業計画の点検・見直し
を行い、計画の円滑な進行を図ることにより、子ども
たちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境づくりを
進めるため。
所沢市子ども・子育て支援事業計画の進行状況を点
検し、見直し等を行うことで、社会情勢の動向に合わ
せた施策等の実施を図る。計画の進行管理にあたっ
ては、所沢市子ども・子育て会議において、点検を行
い、委員からの意見をもとに計画の見直しを行う。

2.20 人
非常勤
特別職

0.00 人

19,723 千円

2.30 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

H27決算額 指標名

0

①3回

②52人

19,052千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

0 0
①耐震改修設計
②代替施設選定並びに運用方
法の調整
③保育園と児童館生活クラブの
保護者説明会開催

経年経過により老朽化が進む市立保育園について、
「所沢市公共建築物修繕計画」に基づき、施設の延
命化を図る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27その他職員
従事割合

6,062千円 0.00 人

H28正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 89,600

根拠法令 H28予算現額

事業の種別

一
般

H27予算現額

無 無

85,536 ①対象施設数

②

③

対象施設数

施設の老朽度、安全性の確保、利用者の要望
等を勘案し、また、所沢市全体の施設修繕計画
との整合性を図り、総合的に改修が必要な施設
の優先度を決定し、計画的に改修を実施する。

特になし
H28決算額（見込み）

H27年度目標

平成２８年度は「所沢市公共建
築物修繕計画」による対象施設
なし。

臨時職員

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
施設の経年による老朽化が著しく、施設
の改修及び修繕の周期が短くなるととも
に、その頻度も多くなってきている。今後
は予防的な対策など、計画的に改修等を
進めていく必要がある。

5 5

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

0

0 千円 1

H29年度目標0.00 人

平成２８年度は「所沢市公共建築物修繕計画」
による対象施設なし。

0

こど
も政
策課

こど
も政
策課

保育
幼稚
園課

こど
も政
策課

実施計画ランク

重要

教育・保育施設等
整備事業（待機児
童対策）

期間

～

実施計画ランク

優先

子ども・子育て支
援事業計画推進
事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

重要

保育園施設改修・
改築事業

期間

－



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

　ほぼ目標値に近い数字となった
が、オープンして間もないため、利
用者の意見等に耳を傾け、目標値
に近づけていく

一回あたりの参加者数を増加させ
ることができた。実参加親子数のう
ちリピーター数が半数以上を占
め、増加傾向にあることから、参加
者にとって、本事業が魅力的な事
業であるといえる。また、講演会で
は、子育て世代のニーズに合った
題材で講演を行うことができた。

H28年度に改善した点

無

無

無

平成28年度より、病後児保育施設から病
児保育施設へ移行した施設があったこと
で、年間の利用数が増加した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

一時預かりの保育需要は今後も増
加していくと考えているため、利用
状況を把握しながら、実施施設と
一層の情報共有に努め、利用人数
の増加を図りたい。

目標設定の考え方・根拠

H28その他職員
従事割合

12 12

H29年度目標
　

非常勤
特別職

0.00 人

26,409千円

臨時職員

H27決算額

0.00 人

0.00 人

29,998千円

0.68 人

H28実績　
①815人

②155人

③

H28予算現額

指標名

27,580千円

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱

事業の種別

一
般

H27予算現額

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

5,889千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

0.00 人

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これによっ
て、保護者の子育てと就労の両立を支援することを
目的とする。市内に住所を有する、小学校３年生まで
の児童が対象。保護者負担金は児童１人当たり日額
2000円（飲食代別）。

0.68 人

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令
保護者の子育て支援を目的に、受け入れ定員
数の充足を図る。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

H27実績

12 12

H27その他職員
従事割合

受け入れ定員数を充足することが
できた。今後、市内３施設すべてが
病児保育を行い、充実が図れるよ
うに検討する。

１日の利用定員数を超過した施設で、他
の施設で受け入れができないか確認する
等、施設間での連携を密に行い、稼働率
の向上を図る。

臨時職員

目標達成済

25,724千円 ①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

A

H28年度目標

H28目標値が未達成の理由・分
析

病児・病後児保育受入定員数

自治事務

4,590千円

5,831 千円 12

一
般

H27決算額 指標名

69,997千円

0.60 人

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

30

H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

法定受託＋附加 61,113千円

0.00 人 ①35,122人

②

③

保育所等を利用していない家庭において、就労・日
常生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での
保育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉体
的な負担を軽減するために、保育所等において児童
を一時的に預かる事業で、安心して子育てができる
環境を整備することを目的とする。

0.53 人

根拠法令 H28予算現額

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 70,827千円

5,145 千円

目標設定の考え方・根拠

H27実績

臨時職員

事業の種別

0.00 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務

0.00 人

A

事業を実施する保育園を２園増設するこ
とにより、一時預かりが利用できる受け入
れ数を増加することができた。

28

H28年度目標 H28実績
保育園等を利用していない家庭での、保
護者の就労形態や生活様式の変化によ
り、一時的な保育の需要が高まっている
ため、利用状況を把握しながら、実施園
の増加を図っていく。

H28目標値が未達成の理由・分
析

30

30

無

60,880千円 ①年間延べ利用児童数

②

③

一時預かり保育実施園

保育園等を利用していない家庭での、保護者
の就労形態や生活様式の変化により、一時的
な保育の需要が高まっているため、施設数の
充足を図った。

H28決算額（見込み）

目標達成済

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

28

非常勤
特別職

0.00 人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

19,293千円

事業の目的及び具体的な内容
H27その他職員
従事割合

臨時職員

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市こどもと福祉の未来館条例 21,991千円

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

　　少子化や核家族化の進行による地域のつながり
の希薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱
えている親を支援するため、4歳未満の乳幼児を対
象とした子どもを安心して遊ばせることのできる場を
提供し、子どもと保護者が交流する場の運営を行うこ
とで、保護者同士で育児についての相談や交流がで
きる環境づくりを行うものである。

H27正規職員
人件費

H28年度に改善した点

- -

0千円

無

①20,656

②8,698

③

H28正規職員
人件費

1.03 人

　平成29年1月にオープンして間もなく行った調
査結果であるため、今後の調査結果の推移を
見守りたい

無

0 ①延べひろば利用者数

②利用申請者数

③

利用満足度
事業の目的を達成するには不可欠な数字であ
るため 28年度からの事業のため特になし

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

入退館については、アナログであり利用
者からもどうにかならないかとの声もある
ので、入退館のシステム化を検討してい
く。

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

100% 97.8%

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

自治事務

5,456千円

8,832 千円 100%

一
般

H27予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 158

0.00 人 ①11

②630

③141

0.63 人

H27その他職員
従事割合

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

H27実績

0.00 人

H28目標値が未達成の理由・分
析

指標名

133

H27年度目標

H27決算額

69

根拠法令 H28予算現額

特になし 218

事業の種別

市が広報、ホームページ等により告知を行い参加者
を募り、教授および研究室の学生等が講師を務める
官学連携事業。運動遊びの紹介を通して、子どもた
ちの成長における正しい生活リズムを身に付けること
の大切さを知ってもらうとともに、子育てについて前
向きとなれるように講演会等を開催し、親としての役
割の再認識を促す。

4,716 千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

0.55 人

A

運動遊び終了後に、次回の申込受付を可
能としたことにより、リピーター数の増加に
繋がった。また、H28年度より、こども未来
部ツイッターの配信が始まり、運動遊びの
記事を配信し、新規参加者の増加を図っ
た。

60
無

H28年度目標 H28実績
参加者数は増加したが、新規参加者数は
増加していないため、引き続き広報を充
実させる。新規獲得のために、チラシの配
布場所を増加させるなど行い、事業の充
実を図る。

H28年度に改善した点

70

無

84 ①開催回数

②参加者

③講演会参加者

1回あたりの参加者数（運動遊び）
（述べ参加者数÷開催回数）

Ｈ29年度は講演会と運動遊びの同時開催を行
わないため、述べ参加者数が減少することが見
込まれる。運動遊びのみ開催した際の1回あた
りの参加者数（講演会を除く述べ参加者数÷講
演会を除く開催回数）から算出。

H28決算額（見込み）

H29年度目標

目標達成済

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

臨時職員

非常勤
特別職

70

65

こど
も支
援課

こど
も支
援課

こど
も支
援課

こど
も支
援課

実施計画ランク

重要

病児・病後児保育
事業

期間

Ｈ9年度～

実施計画ランク

重要

一般型一時預かり
事業

期間

Ｈ27年度～

実施計画ランク

最優先

こども支援セン
ター運営事業（子
育て支援）

期間

Ｈ28年度～

実施計画ランク

重要

子ども子育て応援
事業

期間

H１８年度～



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來　広美

所沢市特別支援学校放課後

通所支援について、保護者の方々
には概ね満足いただいており、ま
た、地域支援についても相談件数
が増えるなど、一定の成果があ
がっていると考えられる。
今後も保護者の方々からの意見や
要望を伺いながら、支援の向上に
努めていく。

無事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

事業周知のために各保育施設に
チラシを配布したことや、ホーム
ページや広報の掲載などを行った
ことにより、相談件数が増加した。
こども支援センターにて事業を開
始したことにより、今後さらに相談
件数の増加が見込まれる。

発達障害またはその心配のある子
どもを対象に、専門職による個々
の特性に応じた支援を行うと共に、
保護者への支援も一体的に行って
おり、一定の成果が上がっている
と考える。

平成27年度以降は本補助金に該
当する団体がないため、平成29年
度末に要綱を廃止する予定であ
る。

無

無

無
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

指標名

3,328

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H28正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2414

A

根拠法令 H28予算現額

ところっこ子育てサポート事業実施要綱 3833

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

子育て家庭のニーズを把握し、教育・保育施設の利
用の相談・助言とともに地域の子育て支援事業につ
いての情報提供など、利用者の必要に応じた支援を
行う。保護者の選択に基づき、教育・保育・子育て支
援等を円滑に利用できるよう、必要な支援を行うこと
を目的とする。

1.10 人

H28年度に改善した点

0.00 人 100件 92件

9,526千円 ①５０７件

②

③
0.95 人

目標達成済

無

2,121 ①相談件数

②

③

相談件数
利用者の必要に応じた相談・助言等を行うた
め、相談件数とした。 こども支援センターにおいて、地域連携を

行う基本型を新たに開始した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

1.00 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

こども支援センターにおいては、開始した
ばかりの事業のため、今後どのような
ニーズがあるかを把握していく。

臨時職員

360件 507件

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1.00 人

H28その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 － －

0千円

8,146 千円 840件

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

32,313

1.17 人

458

0.00 人 ①458件（H29.1～H29.3）

②0人（平成29年度開始）

③201人（H29.1～H29.3）

0.00 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象
にした相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法
の通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・
啓発等をする地域支援を行う。
平成28年度は相談支援と地域支援を行った。

①相談件数

②通所支援延べ人数

③地域支援延べ人数

H28決算額（見込み）根拠法令 H28予算現額

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例 38,832

事業の種別

0.00 人
無

H28年度目標 H28実績
相談支援や地域支援の充実を図ると共
に、平成29年4月から開始する通所支援
でその子に応じた支援を実施し、地域の
中核的な発達支援センターとしての役割
に努めていく。

①相談件数 保護者からの相談状況を把握するため

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

H27実績

目標達成済

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分
析

0
Ａ

関係機関との連携に努めた。

0

臨時職員

10,033 千円
（H29実施の医師相
談含む）

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

458

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

0.00 人

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.01 人

0

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

－

根拠法令 H28予算現額

児童対策事業費補助金交付要綱、埼玉県特別支援
学校放課後児童対策事業費補助金交付要綱

0

指標名

H28目標値が未達成の理由・分
析

特別支援学校等に通学する障害児の健全育成を図
るため、特別支援学校等児童クラブを運営する団体
に対して補助金を交付する。
※本補助金の交付対象の団体が、平成26年度中に
児童福祉法の放課後等デイサービスに移行したた
め、平成27年度以降は事業実績がない。平成29年度
末に要綱を廃止する予定。

0.05 人

なし

H28年度に改善した点

なし なし

433千円

0人

目標設定の考え方・根拠

H28実績

なし

臨時職員

無

0

利用延べ人数
なし

※平成29年度末に要綱を廃止する予定 なし

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

H27実績

なし

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

※平成29年度末に要綱を廃止する予定

H28年度目標

126,003千円

86 千円 なし

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

46,674

13.13 人

H27その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加 48,103

14.00 人 ①30回

②72回

③70件

14.55 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

自治事務

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

H27実績

臨時職員

根拠法令 H28予算現額

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 50,743

事業の種別

2.00 人

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

Ａ

保護者との支援方法の共有を図るため、
保護者の方々がクラス活動に参加する機
会を増やした。
また、職員のレベルアップを目指して、園
内研修の回数を増やすなど充実を図っ
た。

－
無

H28年度目標 H28実績 児童発達支援センターとして機能を高め
るため、療育の専門家の来園日数を増や
し、専門性の向上及び地域支援の充実を
図っていく。
また、こども支援センター発達支援事業と
の棲み分けを行うなど、関係機関と調整
を行う。

44,103 ①季節行事実施回数

②療育支援実施回数

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者向けアンケート（年度末実施）の施設利
用満足度を指標とする。
目標は100％とする。

H28決算額（見込み）

H29年度目標

目標達成

臨時職員

H28目標値が未達成の理由・分
析

－

100112,590 千円 14.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100

非常勤
特別職

2.00 人

100

こど
も支
援課

こど
も福
祉課

こど
も福
祉課

松原
学園

実施計画ランク

優先

ところっこ子育てサ
ポート事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

最優先

こども支援セン
ター
運営事業（発達支
援）

期間

平成28年度～

実施計画ランク

重要

特別支援学校放
課後児童対策事
業費補助金

期間

平成16年度～

実施計画ランク

重要

松原学園運営事
業

期間

S46年度～



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

平成29年度中に、泉児童クラブを
泉小学校施設内に移転し、定員の
拡大を図るため、改修工事に向け
た設計委託を実施した。
今後も目標の達成に向け、本事業
を進める必要があると考えている。

開館日数の増加や各館の独自事
業の取組み等により、成果指標で
ある利用者数の目標は毎年達成さ
れていて、成果はあげられている。

無
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

無

H28年度に改善した点

平成28年4月から、狭隘化及び大
規模化が著しい東所沢小・和田
小・牛沼小学校区を対象に、1ヶ所
の民設民営児童クラブを開所し、
新たに定員40名を確保し、当該小
学校区において一定の成果を挙げ
ていると考える。
さらに、緊急性の高い2ヶ所の小学
校区に対し、平成29年4月から民
設民営児童クラブを開所するため
の準備を行った。

児童クラブ人数の適正化に向け、
民設民営児童クラブの新設や児童
クラブの施設整備、児童館生活ク
ラブの定員拡大等の対策を進めて
いるものの、利用児童数はその対
策を上回り増加している。
その結果、約半数の児童クラブが
大規模児童クラブという状況である
ことから、まだまだ目標に達してい
ないと考えている。

無

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.42 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

根拠法令 H28予算現額

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例、所沢市立児童クラブ条例他

6,579

指標名

H28決算額（見込み）

H27年度目標

目標達成済

H28年度に改善した点

1,732 ①1クラブ

②9小学校区

③

目標設定の考え方・根拠

6,576

H27正規職員
人件費

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているも
のの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著し
い緊急性の高い小学校区において、保護者が労働
等により昼間家庭にいない小学校に就学している放
課後児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生
活の場を与えて児童の健全育成を図る。

0.20 人

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

非常勤
特別職

H27その他職員
従事割合 無

0
①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、放課後児童クラブの狭隘化や大
規模化等が著しい緊急性の高い小学校区への
対策を目的とするため、確保した供給量を指標
とする。目標値としては、前年より2クラブを増や
した定員（定員40人/1クラブ）を目標としたい。

平成29年度に、新たに2ヶ所の民設民営
児童クラブの導入事務が円滑に進められ
るよう、平成29年度当初予算において、2
クラブの債務負担行為を設定し、予算化
を図った。

非常勤
特別職

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

H29年度目標

H27決算額 指標名

303,803

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
放課後児童クラブの利用者は、年々増加
傾向にある。狭隘化や大規模化、保留児
童の発生が著しい緊急性の高い小学校
区に対し、即効性の高い本事業を継続し
て実施する。

臨時職員

40人 40人

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例、所沢市立児童クラブ条例

自治事務

10,046

3,602 120人

一
般

H27予算現額

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

H27実績

臨時職員

1.08 人

100%

H28予算現額

349,831

312,683

事業の種別

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対
し、授業の終了後等に適切な遊びや生活の場を与え
て、児童の健全育成を図る。

9,261

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

1.16 人
非常勤
特別職

C

１ヶ所の民設民営児童クラブを開所し、40
人の定員を確保した。平成29年度中に泉
児童クラブを泉小学校施設内に移転し、
定員の拡大を図るため、改修工事に向け
た設計委託を実施した。みどり児童館生
活クラブの定員を拡大するため、施設の
修繕を行った。

98%

無

H28年度目標 H28実績 放課後児童クラブにおける供給量の確保
が課題である。
引き続き、民設民営児童クラブの新設や
児童クラブの施設整備、児童館生活クラ
ブの定員拡大等の対策を進め、供給量の
確保に努める。

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分
析 無

294,457 ①放課後児童支援員研修会参
加のべ人数

②児童クラブ数

③児童クラブ登録人数

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童
クラブの解消）

当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標と
する。
目標値は、100％としたい。

H28決算額（見込み）

H29年度目標

利用者が継続的に増加しており、当該事業にお
ける供給量が追い付いていない状況である。

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

100%0.80 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

53%

71%

非常勤
特別職

①128人

②30クラブ

③2,107人

事業の種別 H27予算現額 H27決算額

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.78 人

22,363

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38,650

C

根拠法令 H28予算現額

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例・所沢市立児童クラブ条例

22,713

指標名

H28目標値が未達成の理由・分
析

放課後児童に対し、授業の終了後や長期学校休業
日に適切な遊びや生活の場を提供するために、児童
クラブを整備する。

0.82 人

100%

H28年度に改善した点

98% 71%

7,101 ①0施設

②28件

③

目標設定の考え方・根拠

H28実績 　現在の課題である児童クラブの狭隘化
や大規模化、施設の老朽化等の課題に
対し、「所沢市放課後児童対策実施方針」
に従い、施設整備を実施する。併せて、指
定管理者と調整を図り、効率的かつ効果
的な施設修繕を実施する。臨時職員

無

37,727 ①施設新設・建替件数

②施設修繕件数

③

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童
クラブの解消）

当該事業は、放課後児童に対し、適切な遊び
や生活の場を提供するための施設整備を目的
とするため、児童クラブ人数の適正化率（大規
模児童クラブの解消）を指標とする。
目標値は、100％とする。

平成28年3月に定めた「所沢市放課後児
童対策実施方針」に従い、泉児童クラブ
の施設整備について、学校施設を活用す
ることで関係各課と調整を行った。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

H27実績

53%

非常勤
特別職

H29年度目標

利用者が継続的に増加しており、施設整備が
追い付いていない状況である。

H28年度目標

9,439

6,689 100%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

388,055

1.14 人

H27その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加 426,909

0.05 人 ①３４７日

②１０１９事業

③５６８人

1.09 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

自治事務

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

H27実績

臨時職員

根拠法令 H28予算現額

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例 425,001

事業の種別

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通じ
て健康増進及び情操を豊かにするとともに、安全な
居場所を提供する。地域組織活動の育成支援や子
育て支援を行う。放課後留守家庭児童に対し、授業
の終了後や長期学校休業日等に適切な遊び及び生
活の場を提供する。なお、児童館運営事業に民間の
活力を導入することで、サービスのさらなる向上を図
るとともにコストの削減を図る。

Ｓ

全館が指定管理による運営に移行して独
自に事業展開していく一方で、各館共同
で行う事業として、商業観光課との連携事
業を新規に実施することで、各児童館の
連携を深めた。
新規事業：トコろんとJAY'S　GARDENによ
る「笑顔のためプロジェクト」

340,000人
無

386,426 ①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

１１児童館における利用者総数

児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活ク
ラブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

H28決算額（見込み）

H29年度目標

目標達成済

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
利用者数は着実に増加しながら、利用者
アンケートでも満足度の高い結果となって
いる。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童
館運営の適正を確保していく。

H28目標値が未達成の理由・分
析

9,776 370,000人0.05 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

392,958人360,000人

361,855人

非常勤
特別職

青少
年課

青少
年課

青少
年課

青少
年課

実施計画ランク

最優先

放課後児童健全
育成事業（民設民
営児童クラブ）

期間

平成27年度～

実施計画ランク

重要

児童クラブ運営事
業

期間

昭和43年度～

実施計画ランク

重要

児童クラブ施設整
備事業

期間

昭和43年度～

実施計画ランク

重要

児童館運営事業

期間

平成24年度～

児童福祉法、所沢市放課後児童

児童福祉法・所沢市放課後児童

児童福祉法・所沢市放課後児童



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

各児童クラブに対するモニタリング
等において、本事業の実施方法を
確認し、対象者へ事業の周知につ
いて遺漏のないよう図った。
成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果を挙げられていると
考えている。

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は
減少傾向にあるが、やむを得ない
ものと考えている。
　
　

無 無

H28年度に改善した点

多くの重点事業において目標を達
成しており、全体としては、ある程
度の成果はあると考えている。
しかし、重点事業のひとつである放
課後児童健全育成事業について
は、昨年度と比較し、達成率が下
がっており、今後の取り組みが必
要であると考える。

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

280

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 304

B

根拠法令 H28予算現額

次世代育成支援対策推進法 304

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

所沢市放課後こども健全育成基本方針の基本理念
である「『笑顔あふれるところっこ』地域みんなではぐく
もう」の実現に向け、基本方針に位置付けられた事業
の進捗管理を行う。

0.55 人

H28年度に改善した点

100% 99.80%

4,763

無

①3回

②2件

③

H28正規職員
人件費

0.40 人

6重点事業のひとつである「放課後児童健全育
成事業」について、利用児童数の増加により当
該事業の達成率が低くなったことにより、本事
業の達成率に影響がでた。

無

280 ①協議会の開催数

②提言及び答申の提出

③

重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第2期事業計画
における6重点事業を達成していくことが重要で
ある。そのため、各重点事業の達成率を指標と
し、達成率の目標は、100％とする。

放課後児童対策における現状と課題等を
踏まえ、「所沢市放課後こども健全育成基
本方針」【改訂版】を策定した。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において6重点事業の進捗管理を
行う。併せて、6重点事業の更なる充実を
図るため、当該協議会において審議を行
い、答申を受ける。臨時職員

H28その他職員
従事割合

100% 87%

非常勤
特別職

H29年度目標

自治事務

21,823

3,430 100%

H27予算現額 H27決算額 指標名事業の種別

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

法定受託事務 法定受託＋附加 14,189

8.00 人 ①174人

②178日

③

臨時職員22,981

H28その他職員
従事割合

非常勤
特別職

根拠法令 H28予算現額

子ども・子育て支援法 15,739

2.68 人

H27正規職員
人件費

2.52 人

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
3つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検討
を進める。

目標設定の考え方・根拠

H27実績

臨時職員

2小学校区

1小学校区

①放課後児童対策一体運営事
業利用数
②一体運営及び一体型のべ実
施日数
③

H28決算額（見込み）

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

2小学校区

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
「所沢市放課後児童対策実施方針」に基
づき、教育委員会や地域等の各関係機関
と連携を図り、本プランの実現に向け、一
体型及び連携型の推進を図るとともに、
一体運営の拡大を進めていく。

11,966

A

平成28年度は、北秋津児童クラブ
と北秋津ほうかごところ　とんぼ
キッズを新たに一体型として位置
付けた。両事業が連携するととも
に、長期休業中は、とんぼキッズ
ルームを児童クラブ室として借用
し、児童クラブにおける狭隘化の解
消に向けた一助となった。
成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果を挙げられていると
考えている。

平成30年度から中富小放課後児童対策
一体運営事業に指定管理者制度を導入
し、事務の効率化を図るため、各関係機
関と調整を行い、周知を図った。

1小学校区

目標達成済

H28目標値が未達成の理由・分
析

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の3つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図ることを目的とするため、
その実施校区数を指標とする。目標値として
は、新たに1校区を増やすことを目標としたい。

3小学校区11.00 人

10,457

非常勤
特別職

H29年度目標

指標名

37,868

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 37,800

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市立児童クラブ条例 39,270

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して放課後
児童クラブ保育料の減額免除を行うことにより、子育
て世帯の支援を図るものである。

0.13 人

H28年度に改善した点

5,328人 6,029人

1,126

無

①31クラブ

②8団体

③

H28正規職員
人件費

0.28 人

目標達成済

無

34,848 ①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ることを
目的としているため、のべ対象児童数を指標と
する。

途中入所者への配慮として、入所月中に
申請することにより、入所月からの減免及
び減額を適用をすることとした。

H28決算額（見込み）

H27年度目標

非常勤
特別職

0.33 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

多子世帯及び低所得世帯における放課
後児童クラブ保育料の負担を軽減し、安
心して就業できるよう、本事業を継続し、
子育て世帯の支援を図る。

臨時職員

5,388人 5,483人

非常勤
特別職

H29年度目標

2,401 5,783人0.38 人

H28その他職員
従事割合

指標名

831

0.09 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

1,000

H29年度目標

H28年度目標

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助
金交付要綱・所沢市補助金等交付規則

事業の種別

43ヶ所

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治
会等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補
助金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付する。

0.08 人
非常勤
特別職

772

一
般

有 無

785 ①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数

自治会等が設置・管理する子ども広場に係る自
治会の財政負担の軽減を図ることを目的として
いることから、子ども広場の設置件数を指標と
する。

H28目標値が未達成の理由・分
析

H28年度に改善した点

40ヶ所

43ヶ所

目標設定の考え方・根拠

H27実績

42ヶ所

693 臨時職員 ①5件

②40ヶ所

③

子ども広場用地地権者の事情等により廃止さ
れるなど、設置件数は減少傾向にある。
　

1,000

H28正規職員
人件費

効率的な補助金の活用に向け、補助要望
の打診があった中で必要に応じて優先順
位をつけて自治会等と話をしながら、事業
を進めた。

臨時職員

自治事務

H28決算額（見込み）

法定受託事務 法定受託＋附加

A 事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績 子ども広場用地地権者の事情等により廃
止されるなど、設置件数は減少傾向にあ
ることから、新たな設置や整備の相談が
あった場合には補助事業について説明を
行い補助金の効率的な活用に引き続き努
めたい。

40ヶ所

青少
年課

青少
年課

青少
年課

青少
年課

実施計画ランク

重要

放課後こども健全
育成基本方針推
進事業

期間

平成22年度～

実施計画ランク

重要

放課後子ども総合
プラン推進事業

期間

平成23年度～

実施計画ランク

優先

放課後児童クラブ
子育て支援事業

期間

平成26年度～

実施計画ランク

重要

子ども広場設置・
整備費補助金

期間

昭和53年度～



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

成果指標の目標値において、ほぼ
達成でき、委託後の対象園でのア
ンケート調査でも、職員及び保護
者から一定の理解が得られている
ことが確認できた。

成果指標の目標値は達成できてい
るものの、請求書の提出がないと
支払い手続きができないため、請
求書未提出の施設に提出を促すこ
とで、施設運営に必要な費用を適
切に給付している。

H28年度に改善した点

無 無

無

特になし

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。また、利用者
も増えていて、一定の成果が出て
いると考えている。

H28決算額（見込み）

41,320

H28年度に改善した点

①補助対象園数

②１日あたりの平均利用者数

③

A

制度については理解するものの、園の方針で
事業を実施しない園があるため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 41,920

20園

H29年度目標

0.00 人

幼稚園が共働き世帯の選択肢の一つに
なることは、待機児童解消の一助になる
ため、更に事業の周知を図るとともに、今
後も事業を拡大して実施し、多様な保育
需要への対応と子育て支援の一助とす
る。

H28年度目標①１８園

②３１０人

③

H28実績

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

18園

無
H27実績

H28目標値が未達成の理由・分
析

目標設定の考え方・根拠

44,616

臨時職員

臨時職員

0.00 人

H28その他職員
従事割合

20園

H28正規職員
人件費

無

補助対象園数
制度について理解をしてもらい、市内の対象施
設すべてに実施してもらいことを目標とする。

長期休業日保育実施加算については、園
の実施実態に合った適正な加算額とする
ため、補助単価を変更した。

H27年度目標

18園

20園

非常勤
特別職

非常勤
特別職

事業の種別

一
般

根拠法令 H28予算現額

私立幼稚園における預かり保育事業を促進すること
で、多様なニーズに対応できる子育て支援事業の充
実を図るものである。
①幼児数割　４月から翌年３月までの期間における1
日あたりの平均利用幼児数×年額120,000円②基本
運営費補助金　年額200,000円（初年度は500,000円）
③長期休業日保育実施加算（15日以上実施した場合
は50,000円。以降5日を超えるごとに50,000円加算。）

0.31 人

2,685千円

3,087 千円

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

指標名

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.06 人

0.36 人

①補助対象施設

②事業利用児童数

③
H27正規職員
人件費

H27予算現額 H27決算額

0

所沢市私立幼稚園預かり保育事業費補助金交付要綱

0.05 人

45,936

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

事業実施要綱、所沢市育児休業復帰後特別預かり
事業費補助金交付要綱

1,502

H27その他職員
従事割合

H28予算現額 H28決算額（見込み）

02,377

1,715 千円 臨時職員

臨時職員

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

2,425千円

基本、育児休業復帰後においては通常保育が
利用できると想定しているが、通常保育では対
応が難しい施設を想定したものである。

0施設
育児休業の終了後に、対象児童が元の園に通
常保育において入園できたことにより、事業の
利用がなかったため。

H27年度目標

6施設

0施設

6施設

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

補助対象施設

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

対象児童が通常保育において入園できる
ように園と調整し、事業の利用を極力なく
していく。H29年度目標

①０施設

②０人

③

成果指標の実績においては、実績
はないものの、事業があることで保
護者が育児休業中に安心して育児
に専念できているため、一定の成
果があると考えている。

目標設定の考え方・根拠

A

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

保護者の育児休業の取得に伴い私立保育所等を退
所した児童及び当該育児休業の対象となった児童に
ついて、育児休業の終了後に特別預かり事業を実施
することで、保護者が育児休業中に安心して育児に
専念できる環境を整備するものである。

0.02 人

0.28 人
非常勤
特別職

4施設

0.00 人

A

0 ①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

0.00 人

19,221

H28年度に改善した点

無 無

公立保育園のうち、栄養士が配置されている１
０園の給食調理業務の委託化を３期に分けて
実施する。　Ⅰ期：平成２８年度　２園
　　　 Ⅱ期：平成３０年度　４園
      　Ⅲ期：平成３２年度　４園

事業開始年度であることから、対象園の
職員及び保護者から理解を得るため、よ
り丁寧な説明に努めた。

H28目標値が未達成の理由・分
析

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
　具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の
調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携し
て行う食育活動を行う。

19,382

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

12,434 千円

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

法定受託＋附加 0

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市定員管理計画

一
般 非常勤

特別職
0.00 人 0 0

0千円 臨時職員 0.00 人 ①２園

②３７０食

③
0.00 人

H28年度目標 H28実績

平成30年度（Ⅱ期）委託開始する４園につ
いて、平成２９年度中に業者選定を実施
する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2 2

1.45 人
非常勤
特別職

H29年度目標

臨時職員 0.00 人 2

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

指標名

563,589 528,817 ①対象施設・事業数

②

③

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

A

H28年度に改善した点

無

所定の支払い期日までに支払えなかった
件数

「施設型給付費」及び「地域型保育給付費」は、
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業
における教育・保育を円滑に行うための費用で
あり、請求書収受後、速やかに支払い手続きを
完了する必要があるため。

請求内訳書の加算項目や保育料の変更
箇所について適宜修正を行い、各施設に
資料提供を行った。

H27年度目標 H27実績

目標達成済み

子ども・子育て支援法 932,465 927,081

H28目標値が未達成の理由・分
析

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業にお
ける教育・保育を円滑に行うことを目的とする。
具体的には、特定教育・保育施設及び特定地域型保
育事業での教育・保育に要した費用について、「施設
型給付費」及び「地域型保育給付費」として施設・事
業者に支払う。（法定代理受領）
・給付費＝公定価格－保育料

1.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 0 0施設

0 0施設

0.79 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

9,613千円 臨時職員 0.05 人 ①５９施設

②

③

H28年度目標 H28実績

加算項目の追加や条件変更について、各
施設にわかりやすく情報提供を行っていく
ために、職員の知識や理解を深めていく
必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

6,774 千円 臨時職員 0.15 人 0

保育
幼稚
園課

保育
幼稚
園課

保育
幼稚
園課

保育
幼稚
園課

実施計画ランク

重要

私立幼稚園預かり
保育補助金交付
事業

期間

H14年度　～

実施計画ランク

最優先

育児休業復帰後
特別預かり事業費
補助金交付事業

期間

H27年度～H29年度

実施計画ランク

最優先

保育園給食調理
業務委託事業

期間

H28年度　～

実施計画ランク

最優先

特定教育・保育施
設等給付費負担
金事業

期間

H27年度　～

所沢市育児休業復帰後特別預かり



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

無

市内接骨院、整骨院受診の際の窓口負
担をなくした事に伴い、助成件数・助成額
が増加傾向にある。受給者に対して、適
正受診を呼びかけ、全体的な支給額の軽
減を図るための啓発が必要である。

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。

受給者に対してさらなる適正受診
を呼びかけることが必要。
事務負担に対して、引き続き一部
負担金の審査支払業務の委託を
行い、事務量の増加を抑制してい
く。

H28年度に改善した点

無 無

H28年度に改善した点

無

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 295,410 269,668

目標設定の考え方・根拠

A

H28年度に改善した点

無

①補助実施施設

②

③

補助実施施設

58施設

①６１施設

②

③

H28年度目標5,369千円

無

制度について理解をしてもらい、市内の対象施
設すべてに実施してもらうことを目標とする。 補助金交付方法について、改善を図っ

た。

H28目標値が未達成の理由・分
析

特定地域型保育事業所においては、事業を活
用できるにもかかわらず、事業を実施していな
い施設がある。

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。また、保育の
配置基準が改善されるなど、保育
の質改善が図られている。

臨時職員 0.25 人

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

316,132 287,041

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 １保育に係る運営定率補助金
 ２有資格者処遇改善費補助金
 ３職員配置基準改善費補助金
 ４保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補
助限度額による。

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 64施設

H28実績 国の動向及び対象施設の状況を勘案し、
事業を実施する必要がある。なお、国に
おいて1兆円の財源を確保した場合に実
施される保育の質改善が完成するまでの
間交付する補助金は、1兆円の財源を確
保した場合に実施される保育の質改善が
完成するまで交付する。臨時職員 0.21 人 64施設

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

66施設 61施設

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,916 千円

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

211,025

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

障害のある児童を健常児と共に保育をして、お互い
の成長の促進をさせるための事業である。
（具体的な内容）
①障害を有するが、健常児の中で過ごすことにより、
成長発達が促進されると混合保育入園審査会で判
定された児童。②民間保育園（公設民営を含む）・民
間幼稚園から対象児童の状況を添付した交付申請
書が提出され、観察保育を実施し補助金交付の適否
を決定する。③補助金は障害児担当保育士等の雇
用費として対象

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198,442

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

212,836

197,821 ①公立保育園混合枠受入れ数

②民間保育園・幼稚園の補助
対象児童数

③受入れ施設数

対象となった障害児数

混合保育への申請（在園している園児の中で
混合への移行を含む）また、幼稚園児の対象と
する児童が増加する中で、今後も増える傾向が
みこまれたため。

申請数は、２７年度に比べ３４名の増加がみら
れた。園としての必要性は高くなっていると考え
られる。観察保育を実施する中での結果として
は、予算内の人数となる。

混合枠児童や発達に何らかの問題を持
つ児童を対象とした巡回指導をおこなって
いるが、平成２８年度は述べ1550名以上
を対象として指導を実施した。対応が難し
い児童が増加する中で、保育者のスキル
アップにつながっている。また、職員を対
象とした研修等を実施し、知識向上につ
なげている。

H28決算額（見込み）

21.42 人
非常勤
特別職

H27年度目標 H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

1.00 人 278人 253人

55.06 人
①１１０人

②１６２人

③４６施設

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

185,497千円 臨時職員 H28実績

申請が多い中で混合枠児童の受け入れ
先を広げることが課題であるが、合わせ
て保育士不足による困難も予想される。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

273人

22.41 人
非常勤
特別職

1.00 人 H29年度目標

192,166 千円 臨時職員 58.64 人

指標名

1,155,761

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

280人

根拠法令 H28予算現額

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 1,159,626

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,146,683

290人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

無

1,115,663 ①受給者証交付件数

②医療医助成件数

③

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

すべての助成対象者に、等しく医療費の助成を
行うため、未登録者をなくしていくことを目標と
する。

H27年度目標

ジェネリック医薬品の使用推進に向け、受
給者証に「ジェネリック医薬品を希望（す
る・しない）」欄を印字するように改善し
た。

H28決算額（見込み）

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳から中学
3年生まで）の保険の向上と福祉の増進、子育て家庭
の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支援する
ことを目的とする。

2.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%

19,312千円 臨時職員 4.00 人 ①4,889件

②616,503件

③

H28正規職員
人件費

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

H28その他職員
従事割合

1.83 人
非常勤
特別職

0.00 人

15,692 千円 臨時職員 4.00 人

99%
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

受給者に対して、適正受診を呼びかけ、
全体的な支給額の軽減を図るための啓
発が必要である。

100% 99%

H29年度目標

100%

A

H27予算現額 H27決算額

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例 157,827 149,414

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 151,274

H28予算現額 H28決算額（見込み）根拠法令

事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

C

H28年度に改善した点

無

19,312千円 臨時職員 1.00 人 ①4,780人

②60,688件

③142,253,394円

H28年度目標

受給者に対してさらなる適正受診
を呼びかけることが必要。
事務負担に対して、引き続き一部
負担金の審査支払業務の委託を
行い、事務量の増加を抑制してい
く。

保健の向上と福祉の増進を図りつつ、適正受
診を促し、増え続ける医療費の削減を図ること
を目標とする。

ジェネリック医薬品の使用推進に向け、受
給者証に「ジェネリック医薬品を希望（す
る・しない）」欄を印字するように改善し
た。

H28目標値が未達成の理由・分
析

対象者数は減少傾向にあるが、医療費につい
ては、件数、および金額ともに増加傾向にある
ため。

149,346 ①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

29,213円
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27年度目標 H27実績

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の
家庭等における養育者とその児童（0歳から高校3年
生まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親家庭
等の生活の安定と自立を支援し、子どもの保険の向
上と福祉の増進を図ることを目的とする。

2.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 15,000円

H28実績

15,692 千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

15,000円

1.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

29,760円

1.00 人 25,000円

保育
幼稚
園課

保育
幼稚
園課

こど
も支
援課

こど
も支
援課

実施計画ランク

最優先

特定教育・保育施
設等保育の質改
善費補助事業

期間

H27年度　～

実施計画ランク

重要

障害児保育事業

期間

H3年度　～

実施計画ランク

重要

子ども医療費助成
事業

期間

S47年度～

実施計画ランク

重要

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

期間

H4年度～



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。
しかしながら、延べ利用件数は順
調に増加しており、事業のニーズ
は高まっていると考える。
今後も、各まちづくりセンター・児童
館・保育園当の児童関連施設にポ
スターの掲示やチラシの配布を行
い、広報活動を実施する。

成果指標の目標値はほぼ達成で
きている。今後、目標値の設定をさ
らに下げる等、状況に応じて対応し
ていく。

H28決算額（見込み）

無 無

事業を利用するためには会員登録が必
要であるが、利用会員の登録の際にセン
ター窓口に乳児を連れて登録するのが困
難な方のために、出張登録を実施した。

H２９年１月に開設した子ども支援
センターの情報を掲載するなど、
市民のニーズにあった最新の子育
て情報を提供することができた。今
後も、市民に分かりやすい情報を
掲載し、内容の充実を図っていく。

児童手当法に基づくため、現状維
持となる。職員の事務負担につい
ては、事務改善を検討し、さらなる
時間外の削減を目指す。

無 無事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

1,186千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,142千円

A

根拠法令 H28予算現額

特になし 1,258千円

子育て中の親が、容易に情報収集をできるようにす
るため、子ども支援情報を総括した冊子を作成した
り、民間と協働し、子育てに特化したホームページ等
を作成する。これによって、子育てに対する不安や負
担感を和らげることを目的とする。

1,004千円 ①冊子発行部数

②

③

年間発行部数
市が行なっている子育て支援に関連した取り組
みを、総合的に発信する。

H28決算額（見込み）

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

H27年度目標

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 10,000 10,000

臨時職員 0.00 人 ①10,000冊

②

③

H28正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

H28その他職員
従事割合

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28年度目標 H28実績

子育てに関する最新の情報を提供してい
くため、配布等を行なっている関係各所と
連携を取りながら、掲載内容を見直し更
新していく。

5,831 千円

5,109千円

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分
析

10,000 10,000

H29年度目標

10,000

目標達成済

H27実績

子育てｻﾎﾟｰﾄ事業の特集ページを掲載し
た。市民の方が見つけやすいように、保
育施設の順番を地区別に並べ直した。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

児童手当法

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績
B

5,280,771 5,112,759 ①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

H28予算現額 H28決算額（見込み）

5,182,920 5,049,347

H27正規職員
人件費

H28年度に改善した点

無 無

H28目標値が未達成の理由・分
析

職員の人件費は増えたが、児童手当の受給者
数が伸びず、目標値に達しなかった。

19,122 千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を
行う。

現況届未提出者に対する督促通知を、8
月中に送付したことで、10月定期支払い
時の支払い差し止め件数を減らした。

1,429円

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、0歳から中
学3年生の児童を養育している者に児童手当を支給
することにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的とする。

1.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,500円

2.23 人 0.00 人 H29年度目標

13,250千円 臨時職員 2.00 人 ①24,601人

②5,033,310千円

③35,159千円

H28年度目標 H28実績

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の
適正な支給事務を行っていく。

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15129

H27正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

H28目標値が未達成の理由・分
析

臨時職員 2.00 人 1,500円

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

1,223円

H28その他職員
従事割合

1,200円

C

H28年度に改善した点

15,120 ①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）がの増加が必要であ
るため、援助会員数の充足度を指標とする。

H27実績

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

15192 15,120

事業の目的及び具体的な内容

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助
を行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相互
活動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的な保
育施設・学校施設などの送迎や一時的な預かり、緊
急サポート事業は、病児・病後児の預かり、宿泊や急
な残業などの緊急時の預かりを行う。地域において
安心して子育てができるような環境整備を目的とす
る。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 30% 12%

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①13,340

②3,995

③472

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

30% 12%

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,401 千円 臨時職員

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令 H28予算現額

無

受給者の所得の増加による、手当の支給区分
が変動した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促
進の成果をみる。（手当資格者全体のうち、全
部支給者の割合が低くなる程、所得や養育費
の増加が見込まれる。）

現地調査等を徹底し、手当の適正執行に
努めた。

H28目標値が未達成の理由・分
析

実績値は年々減少しており、就労による所得増
加や養育費の受取りによる手当額の減少は続
いており、目標はほぼ達成しているといえる。

0.00 人 20%

援助会員の中心となっている60代の就労が増
加しているため、援助会員の確保が難しくなっ
ている。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

利用しやすい事業とするためには、援助
会員の増加が必要である。会員となる方
のために受講しやすい講習会の日程を工
夫する。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H28年度に改善した点

無

手当受給資格者全体に対し、全部支給と
なっている者の割合

手当額全部支給者数÷手当受給資格者
数×100

30%

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

H27年度目標

35%

児童扶養手当法 990,503千円 959,308千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

1,025,165千円 968,149千円 ①全部又は一部支給から全部
停止となった受給者数
②全部支給から一部支給となっ
た受給者数
③年度末における全部支給者
数

35% 39%

H27実績

36%

臨時職員 1.00 人 ①224人

②214人

③879人
1.08 人

非常勤
特別職

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28実績内容：父母が離婚した家庭、父母のいずれかに重度
の障害のある家庭、父母に代わり養育している人に
支給される手当（所得制限あり）。
目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の
促進を通じて、児童の健全育成を図る。

1.23 人
非常勤
特別職

0.15 人

2.70 人

10,652千円

臨時職員

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
のため必要な制度である。一方で、手当
受給者に対し、就労による自立を促す側
面も制度に盛り込まれていることから、母
子・父子自立支援員と連携し、就労支援
を働きかけ、所得を増加させ、手当額の
減少へと導いていく。

0.15 人 H29年度目標

9,261 千円

こど
も支
援課

こど
も支
援課

こど
も支
援課

こど
も支
援課

実施計画ランク

重要

子育て情報提供事
業

期間

Ｈ17年度～

実施計画ランク

重要

児童手当支給事
業

期間

H24年度～

実施計画ランク

重要

ファミリーサポート
事業

期間

Ｈ12年度～

実施計画ランク

重要

児童扶養手当支
給事業

期間

　　　S36　～



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

平成28年度は成果指標の目標値
を達成しており、必要な支援を提
供できたものと考えている。今後も
関係機関と連携しながら、相談者
や子どもに効果的な支援を提供し
ていきたい。

障害児の日常生活における基本
的な動作の指導、知識機能の付
与、集団生活への適応訓練などに
より、子ども達の発達・成長が見ら
れ、一定の成果が上がっていると
考える。利用者アンケートでは、子
どもの成長を感じたと多くの方から
意見をいただいた。

H28年度に改善した点

無 無

平成29年１月にこども支援センターが
オープンしたことに伴い、共通の認識を
持って連携できるよう、各関係機関と協議
を行った。

H28年度に改善した点

成果指標の目標値は、ほぼ達成で
きている。今後は、修業後に就い
た職に継続して勤めているか、長
期に渡る後追い調査をするなど、
よりきめ細かな支援を続けたい。

法定受託＋附加 29,368千円
高等職業訓練受給者の就職率

（就職者+進学者）÷資格取得者×100
40,195千円 32,748千円

無

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

今までにこの制度を利用して資格を取得
した者について、現在の就業先を調査し、
事業の効果等について検討した。

H28目標値が未達成の理由・分
析

今回、資格を取得した14名のうち、9名が就職
し、4名がさらに上の学校へ進学しており、目標
は概ね達成したといえる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

最近の相談の傾向として、ＤＶや生活苦、
疾病や法律に絡む問題など、複雑な生活
相談（離婚前相談を含む）が増加してい
る。今後、研修等に積極的に参加すること
により、相談者への理解を深め、よりよい
助言・情報提供が行えるように努める。

自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

H28年度に改善した点

無
H27年度目標 H27実績

26,566千円 ①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③教育訓練給付金支給額

Ａ

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。
目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。

母子及び父子並びに寡婦福祉法

H28正規職員
人件費

指標名

非常勤
特別職

1.45 人

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

100%

H28その他職員
従事割合

100%

100%

3,377千円 臨時職員 0.00 人 ①876件

②24,632千円

③24千円

H28年度目標

0.39 人

0.42 人
非常勤
特別職

2.55 人 H29年度目標

100%

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

9,677

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 9,611

H28実績

3,602 千円 臨時職員 0.12 人

93%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

Ａ

9,340 ①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成）

③相談件数（非行・その他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

事業の種別

9,113

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1.53 人
非常勤
特別職

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福
祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

1.58 人
非常勤
特別職

3.90 人 1,010件 1,134件

13,683千円 臨時職員 ①848件

②261件

③165件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 相談件数が年々増加傾向にあること、ま
た、児童福祉法等の改正に伴い、平成29
年度より児童相談所から市への送致が実
施されるなど、業務量の増加にどう対応し
ていくかが課題。そうした中でより効果的
な支援を実施していくために、関係機関と
の連携強化を図りたい。

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、必要な支援を提供できたもの
と考えている。今後も関係機関と連
携しながら、相談者や子どもに効
果的な支援を提供していきたい。

H28目標値が未達成の理由・分
析

目標設定の考え方・根拠

1,150件 1,274件

3.90 人 H29年度目標

13,120 千円 臨時職員 1,300件

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27年度目標

①361件

②15人

③18人

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,540

Ａ

根拠法令 H28予算現額

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 4,509

無 無

4,385
①障害等に関する相談件数

②グループ活動参加児童数

③療育相談受診児童数

障害等に関する相談・支援件数

障害に関する相談に対応するであるため、相
談・支援件数が指標となる。本年1月にこども支
援センター発達支援エリアが事業を開始したこ
と、また、グループ活動業務が移管したことなど
から、平成29度の目標値は前年度の実績の約
2割減とした。

平成29年１月にこども支援センターが
オープンしたことに伴い、共通の認識を
持って連携できるよう、各関係機関と協議
を行った。

H28決算額（見込み）

4,256

H27その他職員
従事割合

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

発育や発達に心配のある子どもの保護者に対し、家
庭での対応や養育に関する助言、情報提供を行うこ
とにより、その子どもの健やかな成長に寄与する。

0.50 人
非常勤
特別職

1.80 人 500件 334件

4,330千円 臨時職員

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
複数の相談機関がある中で、相談者や子
どもに最も効果的な支援を行うことが課
題。新たに業務を開始した施設もあること
から、各関係機関と連携を一層深めた
い。

臨時職員 315件

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

340件 394件

0.50 人
非常勤
特別職

H29年度目標

4,288 千円

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 80,162

Ａ

根拠法令 H28予算現額

児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 79,750

H28年度に改善した点

無 無

78,959

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため
利用対象者は、年齢及び障害種別が多
岐にわたっているため、利用者のニーズ
に沿った支援の実施と効率的な管理運営
ができるよう、指定管理者との調整を図っ
た。

H28決算額（見込み）

77,098

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 38

3,204千円 臨時職員

①3,282人

②50人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

児童発達支援事業所が増加しているた
め、今後は、市立施設として利用者の
ニーズに応じた効果的なサービスを提供
し、特色ある施設運営に努めていく。

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

50 50

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,430 千円 50

こど
も支
援課

こど
も福
祉課

こど
も支
援課

こど
も支
援課

実施計画ランク

重要

ひとり親家庭自立
支援事業

期間

　　　H15　～

実施計画ランク

重要

児童家庭相談事
業

期間

Ｓ４４年度～

実施計画ランク

重要

幼児発達支援事
業

期間

Ｓ５５年度～

実施計画ランク

重要

かしの木学園運営
事業

期間

平成15年度～



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

保護者の申請に基づき、障害児
個々の支援の必要性を把握して支
給決定を行っているため、一定の
成果が上がっていると考える。

相談支援事業所による利用計画
の作成等の支援により、課題の解
決や適切なサービスの利用に繋が
り、一定の成果が上がっていると
考える。

H28年度に改善した点

無 無

未就学児から小学校3年生を対象とした
講座に加え、小学校高学年から高校生の
思春期を対象とした講座を開催した。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

平成２９年１月からこども支援センター発
達支援事業において発達障害の普及啓
発を実施していることから、医療的ケア児
や強度行動障害に対する講座を企画し、
保護者や保育士等の支援に努める。

無 無

こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

発達障害者支援法、障害者基本法

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 929

Ａ

717

①講座の開催回数

②講座の参加延べ人数

①講座の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
するため

294 216

目標達成済

H28年度目標 H28実績

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象に
した学習講座を行う。

0.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 6 6

6,755千円 臨時職員 0.00 人

①全6回

②112人

発達障害について理解促進および
普及啓発を図ることで、発達障害
の早期発見・早期支援につなげ、
発達障害のある児童の健全な発
達を確保することができ、一定の
成果が上がっていると考える。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

6 6

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 0.02 人 3

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 626,270 579,625

①利用延べ日数
①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため

Ａ

根拠法令 H28予算現額

児童福祉法 717,581

H28年度に改善した点

H27年度目標 H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

H28決算額（見込み）

713,047

H27その他職員
従事割合

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27正規職員
人件費

56,442 56,442

7,361千円 臨時職員 0.00 人

①75,164日非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 本事業については、潜在的なニーズも多
く事業所数も増加しており、今後も利用者
の増加が見込まれるため、利用者への情
報提供に努める。また、事業実施に関す
る研修会等を開催し、通所支援事業所の
更なる質の向上を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

75,164 75,164

1.15 人

9,861 千円 臨時職員 0.18 人 78,120

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,485

0.00 人
Ａ

根拠法令 H28予算現額

児童福祉法 14,560

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分
析

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.43 人
非常勤
特別職

無 無

8,936

①利用延べ人数
①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため 各月の利用計画の更新件数を均等化し、

事務の効率化、省力化を図った。

H28決算額（見込み）

10,970

H27実績

3,724千円 臨時職員

①705人
相談支援事業所が少なく、対応が困難なため。

H28正規職員
人件費

0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.18 人

H28その他職員
従事割合

840 705

464 545

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

相談支援事業について、事業所に働きか
け、今後も関係部署と連携しながら適切
なサービスの提供に努めていく。

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 82,894

H29年度目標

3,087 千円 900

事業の種別

一
般

保育園運営者等の集まる会議に出向き、
地域子育て支援拠点事業実施の検討を
お願いしている。

H28決算額（見込み）

80,365

H27実績
H27その他職員
従事割合

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地
域の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支
援に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（３～４日型・５日型・６～７
日型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

0.48 人
非常勤
特別職

H27年度目標
無

75,441 ①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

③

実施施設のある中学校区数 所沢市の中学校区数根拠法令 H28予算現額

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 80,365

H28年度に改善した点

①14施設

②57,777人

③

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.38 人

無
15中学校区 12中学校区

4,157千円 臨時職員

H28目標値が未達成の理由・分
析

3,259 千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
運営主体者に人員確保等の資金面及び
実施スペースの確保が必要であり、直ち
に未設置の中学校区に実施施設を設置
することはできないが、機会を捉えて保育
園運営者等に呼びかけていきたい。

一般型と連携型の地域子育て支
援拠点施設の数は２５箇所あり、
数の上では中学校区を上回ってい
るが、中学校区によって施設数の
開きがあることから、地域の偏在を
解消する上でも、引き続き各中学
校区内に１つの設置を進めていく
べきである。

15中学校区 12中学校区

B

H29年度目標

15中学校区

地域子育て支援拠点事業を実施するには、運
営主体者に人員確保等の資金面及び実施ス
ペースの確保が必要であり、未設置の中学校
区において運営主体者となり得る保育園等な
く、地域子育て支援拠点事業を受託の申出もな
い状況である。

非常勤
特別職

こど
も福
祉課

こど
も福
祉課

こど
も福
祉課

こど
も支
援課

実施計画ランク

重要

発達障害児等子
育て応援事業

重要

期間

平成24年度～

実施計画ランク

優先

障害児通所支援
事業

期間

H24年度～

実施計画ランク

重要

地域子育て支援拠
点事業

期間

Ｈ7年度～

障害児相談支援
事業

期間

H24年度～

実施計画ランク



事務事業名称
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

事業概要（全体）

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、児童虐待の早期防止を図れ
たものと考えている。今後も関係機
関や市民に児童虐待の通告・情報
提供を更に周知していくなど、虐待
の未然防止に努める。2.38 人

根拠法令 H28予算現額

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

無

1,715
①児童の所属からの定期的情
報提供
②養育支援訪問実施世帯数
③個別ケース検討会議開催件
数

虐待通告時の児童の安全確認
虐待通告を受けた際は、こどもの安全確認が
最優先であるため、安全確認実績を指標とし、
目標値は100％とした。

非常勤
特別職

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠指標名

目標達成済

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 2,745

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分
析 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,948

臨時職員

要保護児童対策地域協議会構成機関に
国立西埼玉中央病院が新たに加わり、同
協議会実務者会議進行管理部会に狭山
保健所・所沢市社会福祉協議会が参加す
ることになった。また、近隣市の児童虐待
死亡事例検証報告書を受け、改善点等に
ついて協議を行った。

H28決算額（見込み）

1,629

H27実績

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 児童虐待通告や警察からの照会等が増
加傾向にあることや、法改正に伴い、平成
29年度より児童相談所から市への送致が
実施されるなど、業務量の増加にどう対
応していくかが課題。そうした中でより効
果的な支援を実施していくために、関係機
関との連携強化を図りたい。

①1279人

②6世帯

③45回

25,554 千円

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

Ａ
0.30 人 100% 100%

臨時職員

20,611千円

100%

100% 100%

2.98 人
非常勤
特別職

0.30 人 H29年度目標

こど
も支
援課

重要

児童虐待防止対
策事業

期間

Ｈ１２年度～

実施計画ランク



項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

単身高齢者保養事
業

期間

Ｓ55年度～

実施計画ランク

優先

地域包括支援セン
ター運営事業

期間

H18年度～

重要

～

優先

いきいき健康体操
教室事業

期間

H19年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

実施計画ランク

最優先

高齢者福祉施設整
備費補助事業（地
域密着型サービ
ス）

期間

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

介護
保険
課

H28その他職員
従事割合

２法人４事業所 ２法人４事業所

1.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

11,576 千円

H28正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

臨時職員 0.00 人 ２法人２事業所

A

H28年度に改善した点

0.00 人

H28目標値が未達成の理由・分析

高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき、地域
密着型サービスの施設及び設備を整備しようとする
法人に対して、その費用を補助することにより地域密
着型サービスの整備を促進し、高齢者福祉の促進を
図るもの。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人

5,629千円 ①１法人２事業所

②２法人４事業所

③対象施設開設なし

H27実績

所沢市介護保険条例・介護保険法 161,534千円 95,236千円

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合一

般

H27予算現額

臨時職員

H28決算額（見込み）

無 無

0千円 ①補助金交付（施設整備費）
②補助金交付（開設準備費等支
援）
③補助金交付（定期巡回・随時
対応サービス運営費等支援）

第６期所沢市高齢者福祉計画・介護保険
事業計画
（高齢者福祉施設等の整備目標）

所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に
基づく 計画に基づくためなし

目標達成済

H27年度目標

H28実績地域包括支援センターを市内に設置することで、介護
保険法に定める包括的支援事業（訪問相談等）、介護
予防事業（介護予防教室等）等を実施し、高齢者をは
じめ地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を
包括的に支援することを目的とする。

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

H28予算現額

①26,983人

②88,498人

③

H28年度に改善した点

根拠法令

H29年度目標

18,093 千円 臨時職員 0.00 人 30%

H28年度目標

2.11 人
非常勤
特別職

0.00 人

A
3.17 人

非常勤
特別職

0.00 人 28% 28%

27,452千円

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28正規職員
人件費

29% 30%

臨時職員 0.00 人

目標達成済
生活支援体制整備事業などの進展ととも
にセンターの事業の整理が必要となってい
ることから、委託する事業を精査しながら
効率的な運用に努めていく。

H28その他職員
従事割合

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法 332,640 330,294

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 321,500

無

319,836 ①被支援者延べ人数

②高齢者人口

③

利用率
①被支援者延べ数／②高齢者人口×100
相談支援等を目的とした事業のため、利用率を
目標としている。

事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

90%

H28実績

4,288 千円 臨時職員 0.00 人

平成30年度まではミューズが使えるが、平
成31年度は使えなくなるため、どのような
実施形態をとるか検討する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

90% 82%

0.50 人

単身高齢者に対して、ミューズでの落語やコンサート
公演など介護予防に資する事業を実施し、外出を促
すことで寝たきりや認知症を予防するとともに、事業を
通じて参加者同士がコミュニケーションを図ることで友
人関係を構築するなど、地域との関わりを持つことを
目的としている。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 80% 86%

3,637千円 臨時職員 0.00 人 ①449人

②25％

③

3,048 ①参加者数（人）

②新規参加率（％）
　※アンケート回答者より算出
③

満足度
（アンケートで「楽しかった」と回答した人
数　/　参加者数）

介護予防事業であることから、ただ参加するだ
けでなく満足度の高いものとすることで次年度
の当事業への参加意欲を高め、引いては積極
的な外出を促す狙い。

市民文化センターミューズに企画段階から
実施までを委託したことで、集客率の高い
企画が実施でき、職員の事務負担の軽減
にもつながった。

悪天候の影響や当日の体調不良等により参加
者数が想定を下回ったため。
前年度参加者に案内通知を送付することに加
え、要支援要介護等を受けていない単身高齢者
を無作為抽出し参加案内を通知する方法を検
討する。

H28決算額（見込み）

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,460

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市単身高齢者保養事業実施要領 6,339

事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

5,993

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

成果指標の目標値を毎年概ね
（90%以上）達成しており、健康体操
教室の取組ついては、一定の成果
が挙げられている。
今後、事業の改善、効率化を図りな
がら参加者の確保に努めていきた
い。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

600人 565人

1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

0.00 人 ①565人

②24コース

③

臨時職員 0.00 人 600人12,863 千円

H28実績

住民主体の通いの場として、健康体操教
室を開催することが重要となる。
今後も事業の効率化を図るとともに介護予
防サポーターの養成に努めていく。

高齢者が出来る限り自立した生活を送り、介護が必
要な状態とならないため、高齢者の状態に合わせた
通所型介護予防教室を開催する。
具体的には、老人福祉センター4施設（直営）、老人憩
の家8施設（指定管理委託）、民間施設において、1
コース定員25名とし、自宅でも継続可能な体操や、イ
ス、ボール、タオル等を使用した運動を実施し、参加
者の自発的な運動継続意欲を支援する。

0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 500人 473人

6,235千円 臨時職員

参加者数
加齢に伴う生活機能の低下や要介護状態にな
ることを予防する取り組みのため、参加者数を
指標としている

平成２９年度からの介護予防・日常生活支
援総合事業の開始に向け、介護予防サ
ポーターの養成が重要になってくることか
ら、プログラムの中に講義等の時間を設け
た。

目標値を達成できるようなコース数・定員数を用
意したが、応募が少ないコースもあり定員数を
満たせなかった。
周知の方法や開催の時期・場所を工夫していき
たい。

H28決算額（見込み）

11,183

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,176

A

根拠法令 H28予算現額

介護保険法 11,807

事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

9,343 ①参加者数

②開催コース数

③

事業の種別

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

H28年度に改善した点

無無

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

目標に対して90%を超える割合の実
績があるため。
また、参加するだけではなく、参加
者が出演者と一緒に合唱する参加
型の介護予防事業として実施でき
たため。
さらに、介護予防事業として健康に
関わる講演が開催でき、参加者に
とても好評であったため。

成果指標の目標値を達成してい
る。今後もセンターの周知を図り地
域から利用されるセンターの運営を
目指していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

H28年度に改善した点

無

介護保険法改正に対応した運営評価を実
施することで、事業の課題を明確にし、地
域包括支援センター運営方針に位置づけ
る体制整備を行った。
受託法人を公募して選定した。

所沢市高齢者福祉計画・介護保険
事業計画に基づき、公募にて施設
整備法人を決定したが、計画どおり
施設整備できた。

第３章　健康・福祉  第３節　高齢者福祉

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

高齢者福祉施設整
備費補助事業（広
域型）

期間

H17年度～

期間

S53年度～

実施計画ランク

重要

公衆浴場老人入浴
料金助成事業

期間

S49年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

優先

敬老行事開催支援
事業

期間

S49年度～

実施計画ランク

重要

公益社団法人所沢
市シルバー人材セ
ンター補助金

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

0 市単独の当該補助金については、第６期
所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計
画以降廃止されたが、その他の補助メ
ニューは多岐にわたり設けられていること
から、様式の見直しを図るなど所沢市高齢
者福祉施設等整備費補助金交付要綱の
一部を改正し、多様な補助メニューに対応
できるようにした。

H28決算額（見込み）

0.48 人

4,116 千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 広域型特別養護老人ホームに対する市単
独補助については、第6期所沢市高齢者
福祉計画・介護保険事業計画からは廃止
しているが、今後の更なる高齢化が想定さ
れることから、将来を見据えた介護保険事
業の安定的な運営を配慮した計画的な整
備を図っていく。

A

0

H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100%

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

臨時職員6,062千円

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

地域の高齢者やその家族に良質で安定した介護サー
ビスを提供するため、市内に高齢者福祉施設及び設
備を整備しようとする法人に対して、その費用を補助
することにより、高齢者福祉施設等（地域密着型サー
ビスを除く。）の整備を促進する。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 0

①予算（補正を含む）

②決算

③施設数

計画に対する実行率
H28年度は広域型特別養護老人ホーム1
施設への補助

高齢者福祉施設は、高齢者福祉計画・介護保
険事業計画に基づいて整備しているため、計画
に対する実行率を指標とする。
H29年度目標については、施設の整備計画がな
いため、0としたい。24,000

0

100%

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

根拠法令 H28予算現額

H27決算額 指標名

所沢市高齢者福祉施設整備費補助金交付要綱 24,000

事業の種別

一
般

H27予算現額

0.00 人 ①24,000千円

②24,000千円

③1施設
非常勤
特別職

0.00 人

H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 170,000人

H28年度目標 H28実績

会員登録数の増加のため、効果的な周知
方法を検討していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

180,000人 156,726人

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28目標値が未達成の理由・分析

高齢者の能力に応じた雇用の促進及び雇用に伴う高
齢者の地域への社会参加を促すため、地域に密着し
た就業の機会を提供するシルバー人材センターに補
助金を交付する。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 180,000人 166,242人

779千円 臨時職員 高齢者がこれまで勤めていた企業での雇用を
継続する傾向も高まっているため、シルバー人
材センターへの就業登録が進まないものと思わ
れる。
より効果的な周知方法の検討が必要。

15,000
①家事サービス関係就業人数

②軽作業関係就業人数

③管理関係就業人数

就業延べ人数
高齢者の能力に応じた雇用の促進及び雇用に
伴う高齢者の地域への社会参加を図ることか
ら、就業延べ人数を指標としている。

就業を希望して相談に来る高齢者にシル
バー人材センターを紹介することに加え、
高齢者福祉ガイドにおいてチラシを大きく
印刷し目立つようにするなど掲載方法を工
夫した。

H28決算額（見込み）

15,000

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,000

B

根拠法令 H28予算現額

老人福祉法、公益社団法人所沢市シルバー人材セン
ター補助金交付要綱

15,000

0.15 人 7,100人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27正規職員
人件費

0.00 人 ①17,343人

②64,917人

③60,765人

H28その他職員
従事割合

7,000人 6979人

0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,802 千円 臨時職員

5,109千円 臨時職員 0.15 人 ①16.7%

②1,652人

③

高齢者の参加人数については、当日の体調や
天候等により左右されることもあり、急遽欠席と
なることもあるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

対象者数の増加を踏まえ、各地区の敬老
行事運営の状況を敬老行事検討委員会で
確認し事業の形態を検討していく。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域住
民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、高齢
者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催する。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の高齢
者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 7,000人

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

老人福祉法 34,358 32,793

A

H28年度に改善した点

無 無

32,160 ①参加率

②地区実行委員数

③

参加人数
敬老会に多くの方が参加して楽しんでいただくこ
とを指標にしている。

これまでの敬老行事検討委員会において
今後の各地区敬老会行事の方向性につ
いて議論されてきたが、各地区の状況に
即して実施していく方針が決まった。

6,744人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 33,026

H29年度目標

1,458 千円 臨時職員 0.00 人 23人

H28年度目標 H28実績

年々利用者が減少しており、今後の事業
実施の方向性を総合的に検討する必要が
ある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

24人 23人

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人

自宅に入浴設備のない高齢者が、在宅での生活を維
持できるように、公衆浴場の入場料金を助成すること
により、生活環境の保持に努めることを目的とし、常
時公衆浴場を利用する方に、無料入浴券を月９枚、
半年分づつ配布する（４月と１０月）。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 24人 23人

1,299千円 臨時職員 0.00 人 ①1,871枚

②

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市公衆浴場老人入浴料助成要綱 1,115 805

B

H28年度に改善した点

無 無

986 ①入浴券使用枚数

②

③

利用者数
自宅に入浴設備がなく、常時公衆浴場を利用す
る方が対象となり、在宅での生活維持等を目的
としているため、利用者数を指標としている。 特になし。

高齢者のため、体調不良や入院等で公衆浴場
まで行けない方がいる。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,115

成果指標の目標値を100％達成し
ており、第５期所沢市高齢者福祉
計画・介護保険事業計画に基づき
整備を行った広域型特別養護老人
ホームの整備法人に対して、予定
どおり補助できたため。

事業対象者のうち96%が利用してお
り、高い利用率であるが、対象者の
減少等の課題がある。

目標に対して90%を超える割合の実
績があるため。
また、敬老会行事検討委員会にお
いて75歳の方へ祝品や地区主催
の敬老行事が大変好評であったと
の報告が、多くの地区から寄せら
れたため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

H28年度に改善した点

無 無

目標に対して80%を超える割合の実
績があるため。
また、事業費に占める補助金の割
合は低く、自主性の高い活動を
行っている団体ではあるが、地域
の一員として高齢者の社会参加に
つながる就業機会の確保は継続し
て行う必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

実施計画ランク

重要

高齢者交流・研修
支援事業

期間

H27年度～

S51年度～

実施計画ランク

重要

高齢者大学開催事
業

期間

S52年度～

実施計画ランク

重要

高齢者スポーツ大
会等開催事業

期間

期間

S62年～

長生クラブ支援事
業

重要

実施計画ランク

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

6%

0.00 人 H29年度目標

5,745 千円 4,500人

利用予定だったが制度を利用しなかった団体の
分の補助金が、利用のキャンセル待ちをしてい
た団体に適用されなかった。その要因の一つ
に、キャンセル待ちの団体が何月まで利用の案
内を待てるかわからなかったことがある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
利用可能だが参加者が集まらない等の理
由により利用しないこととなった団体が速
やかにキャンセルをし、利用のキャンセル
待ちをしている団体に案内できるようにす
るための事務改善を検討する。

臨時職員 0.15 人

H28その他職員
従事割合

4,500人 4,127人

高齢者の外出・交流の機会を支援することにより、高
齢者の親睦・社会参加・心身の健康保持等の促進を
図る。
高齢者の福祉又は地域に寄与する活動を継続的に
行っている団体が、20人以上で貸切バスを使用し視
察や研修、高齢者の福祉増進に寄与する活動を行っ
た際、バス運賃に対し補助金を交付するもの。

0.64 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,500人 3,917人

5,542千円 臨時職員

0.67 人
非常勤
特別職

5,140 ①利用団体数

②利用者数

③

利用者数
事業の目的達成のためには、多くの利用がある
ことが重要なため。

年度の内、利用可能期間を３回に分けて
利用申し込みを受け付けていたものを、多
くの利用団体から年度計画を立てづらいと
の声を反映させて、年度いっぱい利用可
能期間にし、申込みを４月の１回にしたこ
と。

H28決算額（見込み）

5,115

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5371

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市高齢者交流・研修支援事業補助金交付要綱 5,357

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.15 人 ①136団体

②3,917人

③

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,030 千円 臨時職員 0.25 人 100%

概ね有意義であったと回答している。その他の
意見として、講座内容・運営について指摘するも
のがいくつかあった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

バスを利用した施設見学を行っていたが、
貸切バスの利用料の変更に伴い、施設見
学の見直しを行うとともに、講座内容を変
更し充実させていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 98%

0.47 人

高齢者に生涯学習の一環として学習の機会を提供
し、社会環境の変化に対応する能力と心身の健康を
養う。それと同時に、学習を通じより多くの仲間づくり
を行い、交流を深め高齢者の生きがい創造を果たす
もの。
約１年間、６０歳以上の高齢者が約５０講座を受講し、
クラブ活動や委員会活動等を自主的に行う。

0.69 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 95%

5,975千円 臨時職員 0.00 人 ①0.9

②96％

③49回

1,733 ①応募状況
　（応募者/定員数（160名））

②卒業証書授与率
　卒業者/受講者

③講座回数

学生生活の有意義率
仲間づくりや生きがいづくりを行い、市の行事に
積極的に参加したり、自主的に団体を作り活動
したりする高齢者を育むことを目標とする。

前年度のアンケート結果をもとに、講座内
容の検討を行い、内容を充実させた。

H28決算額（見込み）

1,579

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標に対してほぼ100%の割合で実
績があり、概ね有意義であったと参
加者の満足度が高いため。

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2040

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市高齢者大学開設要綱、管理規程、
運営委員会設置要綱

1,978

0.25 人 1,700人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

H28その他職員
従事割合

1,800人 1,574人

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,460 千円 臨時職員

5,369千円 臨時職員 0.25 人 ①1,003人

②168人

③403人

長生クラブ会員数の減少に伴い、参加者数も
減ってきている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
参加者の高齢化が進んでいるため、ス
ポーツ大会では転倒などの事故発生につ
いて不安がある。実行委員会で種目内容
などについて協議するなどして、安全な大
会運営を検討していく。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深める
ことにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大会、
囲碁将棋大会などを開催する。

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,930人

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

各種大会等開催要綱 1,165千円 1,091

B

H28年度に改善した点

無 無

868千円 ①スポーツ大会参加者数

②囲碁将棋大会参加者数

③演芸大会参加者数

総参加者数
多くの人が参加して生きがいや健康向上を目指
しているので、事業への参加者数を指標として
いる。

スポーツ大会において、多数の参加者が
安全かつスムーズに入場できるように、入
場口を移動し動線を確保した。

1,524人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,026千円

4,590

H28実績

5.27%

4,251

0.20 人 ①70クラブ

②4,666人

③

H28年度目標

0.12 人 0.00 人
非常勤
特別職

高齢者の知識及び経験を活かし、明るい長寿社会づ
くりに資することを目的として活動している長生クラブ
に補助金を交付し、イベントを共催して団体運営及び
活動活性化の支援を行う。

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 8%

H28正規職員
人件費

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

8%

1,029 千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ①長生クラブ数

②会員数

③

会員登録率
（　会員数　/　３月末時点高齢者数　×
100　）

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市長生クラブ補助金交付要綱

高齢者の閉じこもりを防止し、地域の重要な社
会資源である長生クラブの存続を図るために
は、会員増加が重要であるため。

補助金申請時期が集中しないよう地区ご
とに日程を組むことで、申請時の混雑を防
ぎ申請内容を精査する時間の確保を図っ
た。

H28目標値が未達成の理由・分析

地域のサークルをはじめ、集いの場となる多様
な高齢者団体が増加しており、会員の登録数が
伸び悩んでいるため。
会員の高齢化が進み、団体の運営を支える役
員のなり手が少なくなっているため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

団体運営事務を担う役員の支援方法を検
討していく。
補助金事務の簡略化及び効率化を検討し
ていく。

B

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

臨時職員 0.20 人

5.47%

1,212千円 臨時職員

一
般

4,757 4,367

H27予算現額 H27決算額 指標名

会員の登録数が伸び悩んでおり、
また、活動が継続できないとして解
散となった団体が複数あったため。

目標に対して80%を超える割合の実
績があるため。
また、各種大会の実行委員会にお
いて、参加者の満足度が高いとの
声を聞いているため。
クラブ活動の継続が長期的になる
につれ、会員の高齢化が進んでお
り、事業の効率的な運営方法の工
夫が求められる。

無 無

無 無

H28年度に改善した点

無 無

目標に対して90%を超える割合の実
績があるため。
事業の認知度が高く毎年利用団体
を決定するために抽選を行うほど
多数の応募があり、団体の種類を
問わず広く利用されているため。

H28年度に改善した点

事業の種別



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

期間

H28年度～

期間

H27年度～

最優先

在宅医療・介護連
携推進事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

最優先

認知症施策推進事
業

重要

老人福祉センター
等運営事業

期間

S50年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

11,319 千円

H28実績

認知症カフェについて、包括支援センター
の圏域に少なくとも１箇所の開設を目指
す。

臨時職員 0.00 人 14箇所

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

9箇所 9箇所

1.32 人

無

0 ①認知症養成講座開催数

②認知症カフェ開設数

③認知症サポーター数

認知症カフェ開設数
認知症の普及啓発を図るうえで認知症カフェの
開設数を目標値とした。 平成28年度新規事業のため、なし。

H28決算額（見込み）

1,737

H27実績

臨時職員

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分析

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣れ
た地域で暮らし続けることができるような仕組みの構
築を目的とする。具体的には、認知症の理解を深める
ための普及啓発、適時･適切な医療･介護等を提供す
るための支援チーム設置、本人や家族介護者の心身
の負担軽減や気持ちに寄り添う支援を行う。

0.00 人
非常勤
特別職

無

①79回

②9箇所

③2,881人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

0.00 人

事業の種別

介
護

A

根拠法令 H28予算現額

介護保険法 2,484

指標名

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

0.00 人0千円

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,603 千円 2回

H27予算現額 H27決算額

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
平成30年度より、これまで県が実施してき
た事業を、市の事業として移管されること
が見込まれているため、事業内容を精査
するとともに、課題の把握と対応策の検討
を丁寧に取り組んでいく。

A

目標設定の考え方・根拠

成果指標である市民向け講演会の
を実施しただけでなく、開催にあ
たっては、関係機関との連携をは
かり、医療・介護の連携推進に効
果があったため。

2回

0千円 臨時職員 0.00 人 ①在宅療養支援ガイドの作成
　　20,000冊
②ＩＣＴを活用した情報共有シス
テムに関する研修会等の開催
　　7回
③講演会の開催（市民向け）
　　2回臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2回

無

0
①地域の医療・介護資源の把握

②医療・介護関係者の情報共有
の支援

③市民への普及啓発

市民向けの講演会の開催回数

平成28年度からの新規事業であり、測定可能な
指標については、随時見直しをしていく必要が
ある。
平成30年度以降の指標及び目標値について
は、第7期高齢者福祉計画・介護保険事業計画
の策定にあわせて見直しを行う。

平成28年度新規事業のため、なし。
H28決算額（見込み）

9,240

H27年度目標 H27実績

介護保険法 9480

無
H28目標値が未達成の理由・分析

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住み続
けることができるよう、地域の医療・介護の資源の把
握、地域の医療・介護関係者が参画する会議の開
催、医療・介護関係者の情報共有の支援、・医療・介
護関係者の研修及び市民への普及啓発を実施する。

0.00 人
非常勤
特別職

H27その他職員
従事割合

0.00 人

法定受託＋附加 0

59,939 千円 臨時職員

根拠法令 H28予算現額

15.46 人 345,000人

事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

・台風９号の被害により、あづま荘が緊急避難
所に指定され休館となったため。
（H28.8.25～9.11　15日間休館）
・さやまがおか荘の入浴設備が故障し、修繕に
より休館となったため。
（H28.9.1～9.16　14日間休館）
・とみおか荘入浴設備の故障により、修繕期間
は　入浴利用休止としていたため。
（H28.11.24～H29.3.31　入浴66回休止）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
各施設の利用者層において、男性利用者
が少ない傾向にある。
人口的にも60歳以上の男性は女性より少
ない状況ではあるが、より男性にも参加可
能な教養講座や介護予防事業等を企画・
実施し男性利用者の増加を目指していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

343,000人 342,629人

6.99 人

0.00 人 340,000人 350,527人

66,769千円 臨時職員
①181,259人

②161,370人

③
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H28年度に改善した点

無 無

185,931
①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

③

延利用者数
　　　　（個人利用者数＋団体利用者数）

施設の目的達成のためには多くの利用があるこ
とが重要なため。

　手芸や体操等の教養講座、専門の講師
による介護予防教室、さらに毎日の体操
の実施や各荘の展示会や発表会、市民へ
のPR活動を開催し介護予防の充実につな
げた。

H28決算額（見込み）

189,761

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 193,406

A

根拠法令 H28予算現額

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所沢
市立老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉法

196,598

H27実績
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

16.43 人

目標設定の考え方・根拠

H28目標値が未達成の理由・分析

　地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の向
上、介護予防の推進のため、レクリエーションの場を
提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な援助を
行う。

7.71 人
非常勤
特別職

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

成果指標の目標値を達成してい
る。今後もさまざまな認知症施策を
推進していく。

H28年度に改善した点

平成28年度は、延利用者数の目標
値を達成出来なかったが、これは、
台風被害による緊急避難所に指定
されたことによる休館・入浴設備の
故障による入浴利用休止によるも
ので、これらの要因がなければ、教
養講座や毎日の体操、介護予防教
室等を実施していることから確実に
前年を上回っていたと考えられる。
このことから、今後も、教養講座や
毎日の体操、介護予防教室等、
様々な催しを実施し、高齢者の健
康と生きがいの増進、教養の向
上、介護予防の推進に寄与し、目
標を達成するよう努めていきたい。

A

H28年度に改善した点

平成29年度までに第1層生活支援
コーディネーター及び全ての第2層
生活支援コーディネーターを配置す
るのにあたり、適切に準備が進ん
でいるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

把握した社会資源を、「介護予防・生活支
援ガイド」として地域包括支援センターや
ケアマネジャー等が活用しやすい形にまと
め、活用をはかった。

第2層生活支援コーディネーターの活動が
円滑に開始できるよう、必要な支援を市及
び第1層生活支援コーディネーターにより
実施する。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

生活支援体制整備
事業

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、ボ
ランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成等を行
うとともに、市域及び圏域に協議体を設置し、地域資
源の把握・開発やネットワーク化を実施し、多様な主
体によるサービス開発を図る。
また、生活支援コーディネーターを市域に配置する。

1.20 人
非常勤
特別職

0.00 人

介護保険法 8,567

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

平成27年度からの新規事業であり、測定可能な
指標については、随時見直しをしていく必要が
ある。
平成30年度以降の指標及び目標値について
は、第7期高齢者福祉計画・介護保険事業計画
の策定にあわせて見直しを行う。

5,132

8,532

H27予算現額 H27決算額

H28予算現額 H28決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,184

H27その他職員
従事割合

指標名

①第1層協議体設置

②社会資源の把握と周知

③事業の普及啓発

生活支援コーディネーター配置数

H27年度目標

根拠法令

0.72 人

H28実績

H28正規職員
人件費

1人

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H27正規職員
人件費

6,174 千円

1人

10,392千円 臨時職員 0.00 人

1人

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

①会議回数　1回
②介護予防・生活支援ガイド作
成
　　1,000冊
③市民フォーラム開催　1回

H28年度目標

15人

H28その他職員
従事割合

1人

臨時職員
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成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

重要

高齢者配食サービ
ス事業

期間

Ｈ17年度～

実施計画ランク

重要

高齢者みまもり相
談員設置事業

期間

Ｈ14年度～

実施計画ランク

Ｓ60年度～

実施計画ランク

重要

徘徊高齢者家族支
援事業

期間

Ｈ15年度～

実施計画ランク

優先

一人暮らし高齢者
等緊急通報システ
ム事業

期間

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

0.00 人 15%

臨時職員 0.00 人 ①1,396人

②11,791人

③437,417食
非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.09 人

772 千円 臨時職員

0.00 人 20% 19%

配食サービスの認知度が低いためと推測され
る。
パンフレットの配布先を増やしたり、定期的にメ
ディアを活用して周知することを検討している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

パンフレットの配布先を増やすのみでなく、
パンフレットの有効的な活用及び配布方
法、事業の周知方法を検討する。

20% 12%

無

98 ①配食サービス利用者数

②単身高齢者数

③延べ食数

高齢者利用率
（配食サービス利用者数 / 単身高齢者数
×100）

食事による栄養面での自己管理に加え、見守り
が特に大切だと考えられる単身高齢者の利用
率を上げることで、健康的な在宅生活を送る高
齢者の増加を図る。

H29年度目標

高齢者にとって、見やすく分かりやすいパ
ンフレットとなるように、写真付きや用途別
にしている。

H28決算額（見込み）

87

H27実績
B

根拠法令 H28予算現額

所沢市高齢者配食サービス事業実施要綱 98

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分析

在宅の高齢者が随時配食サービスを受けられる体制
を整備する事によって食生活の改善、健康の増進、
介護予防を図ることを目的とする。
市で定めた指定基準を満たした事業者を掲載した一
覧表を作成し、利用希望のある高齢者への周知や地
域包括支援センターからの案内を行っている。

0.17 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

1,472千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 103

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,831 千円 10,000件

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

高齢者人口は増加したが、介護保険サービスや
地域コミュニティにおける交流など、高齢者が利
用できる福祉サービス等が多様化してきてたた
め新規依頼者は減少し、既存利用者は加齢に
よる身体機能低下や認知症等により在宅生活
が困難となり事業の利用が中止となったことか
ら、全体の事業利用者数は増加しなかったた
め。

H28年度目標 H28実績

成果指標の目標値を毎年概ね(90%
以上)達成しており、一定の成果が
あげられている。今後、事業の改善
を進めていく。

H28目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

13,000件 12,001件

H27年度目標

家族や隣近所との交流が疎遠になりがちな、単身高
齢者や要援護高齢者世帯を定期的に訪問し、安否確
認を行うとともに、話し相手となることで、高齢者が安
心して暮らせる環境を整備し、高齢者の福祉の増進
を図ることを目的とする。
対象者本人や家族・民生委員・地域包括支援セン
ター職員からの依頼によりみまもり相談員が訪問し、
安否確認を行うとともに、話し相手となり、認知症予
防・閉じこもり防止につなげる。その他、市で実施して
いる福祉情報の提供を行う。

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 12,000件 12,930件

5,196千円 臨時職員 0.00 人
①610人

②12,001件

③6回

H27実績

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.68 人

A

4,368 ①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会

訪問延べ件数

事業希望者宅へ訪問することにより、安否の確
認ができる。また依頼者は相談員と直接話すこ
とにより安堵感を持つ傾向が多く、相談員から
の言葉かけから、地域への場へ参加するきっか
けにもなるため、訪問延べ件数を指標とする。

事業の種別

4,368

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱 4,680

3%

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

4,680

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人

目標達成済

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人

3,637千円 0.00 人

3%

2,744 千円 臨時職員 3%

　
無事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

「高齢者福祉ガイド」の一部に掲載されて
いるが、今後、当該事業の単独のチラシを
作成し、郵送や窓口で渡せるようにする。

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、利用率については、一定の成
果があげられていると考えている。
今後、本事業単独のチラシを作成
し、わかりやすい事業となるよう努
めていきたい。

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

3%

無

324 ①市内の歩行可能な認知症高
齢者数

②利用者数

利用率
（当該年度の利用者数÷市内の歩行可能
な認知症高齢者数×100）

市内の歩行可能な認知症高齢者数（要援護高
齢者調査による）のうち、およそ３％の利用者数
を想定・目標としている。 特になし。

3%

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

法定受託事務 法定受託＋附加 358

Ａ

根拠法令 H28予算現額

所沢市徘徊高齢者家族支援事業実施要綱 434

徘徊行動のある高齢者の早期保護と安全確保を行う
ことによって、当該高齢者を介護する家族の、肉体
的・精神的な負担の軽減及び安心して介護ができる
環境整備の促進を図る。
徘徊高齢者にＧＰＳ機器を携帯してもらい、徘徊した
際、介護している家族が、位置情報（地図上の位置表
示・電話でオペレーターからの位置照会等）をもとに
早期保護を行う。

①1,070人

②33人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

285

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

自治事務

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,574 千円 臨時職員 0.00 人 1,650台

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 将来人口が減っていくものの、65歳以上の
高齢者数は増加していき、2040年にピーク
を迎える予想（厚生労働省　高齢化白書）
があることから、財源を逼迫することが予
想される。
今後、事業対象者の見直し・料金利用者
負担・契約形態の見直し等について検討
を段階的に実施していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,555台 1,582台

0.65 人

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

突発的な病気や事故などの緊急時の連絡手段を確
保することにより、一人暮らし高齢者等の緊急時の不
安を解消し、安心安全な生活を維持することを目的と
する。
利用者が緊急時に緊急ボタン等を操作することによ
り、24時間対応で委託事業者のオペレーターが対応
し、必要に応じて消防署に救急要請を行う。生活反応
センサーや歩数計により、一定時間操作や動きがな
い場合も自動的にオペレーションセンターへ通報され
る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,450台 1,521台

6,062千円 臨時職員

49,235 ①年度末時点の機器利用台数

②年度末時点までの新規設置
台数

年度末時点の機器利用台数

機器の設置により事業目的が達成されることか
ら、利用台数を指標とする。
単身高齢者人口の増加により、利用者も増加す
る傾向にあるが、民間事業者の類似サービスの
提供も増加しているため、見込み台数を約70台
とした。

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業実
施要綱

53,776 50,613

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

0.00 人
①1,582台

②302台

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,560

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

今後も高齢者人口の増加が予想される
が、介護保険サービスや平成29年度より
開始した介護予防・日常生活支援総合事
業をはじめとして、高齢者が利用できる福
祉サービスが漸次的に増加、多様化して
いくことが考えられる。こうしたことから、事
業対象者や事業目的等の見直しを行い、
本事業の改善を図る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標については、目標値を達
成できている。今後、事業の改善、
効率化を引き続き図っていく。

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

特になし。

指定事業者のメニュー変更により
作成したパンフレットに修正が発生
するなどして配布開始時期が遅
れ、パンフレットの配布先を増やす
等の事業改善が達成できなかった
ため。

H28年度に改善した点

無 無

定例会で高齢者の消費者被害の特徴やト
コろん元気百歳体操等の学習を実施した
ことにより、相談員の質の向上を図った。

無
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成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

期間

Ｈ8年度～

救急医療情報キッ
ト普及事業

期間

Ｈ23年度～

実施計画ランク

重要

ねたきり老人等介
護者手当支給事業

実施計画ランク

重要

期間

H13年度～

実施計画ランク

優先

地域介護予防活動
支援事業

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

高齢
者支
援課

1,972 千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

0.19 人 0.00 人

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

特になし。

臨時職員 0.00 人

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期的
に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減する
ことを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の状態
のねたきり老人等を常時介護している介護者に、年度
に１回４０，０００円を申請により支給するものである。

0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%

平成２８年度から、「常時介護している」対象者
を制限した。

101%

95%

H28年度に改善した点

無

13,600

H28予算現額

0.00 人 ①380人

②280人

100%

H28その他職員
従事割合

100%

0.00 人

無

11,920 ①対象者数

②支給者数

支給達成率
（支給者数÷対象者３８０人のうち入院者
等を除いた２９５人）

日中主にベッド、布団上で生活し、居室内での
生活は何らかの介助を必要とするねたきり高齢
者３８０人（要援護高齢者調査による）のうち、入
院者等を除き、およそ７８％の対象者（２９５人）
をベースに支給達成率を１００％の目標としてい
る。

平成27年度まで「月15日以上自宅で介護
している状態が6箇月連続していること」
⇒平成28年度から「ショートステイや入院
等が月7日以内までで6箇月連続している
こと」と支給条件を変更した。

H28決算額（見込み）

11,200

目標設定の考え方・根拠

Ａ
一
般

2,511千円 臨時職員

非常勤
特別職

H27決算額 指標名

所沢市ねたきり老人等介護者手当支給要綱 12,800

H29年度目標

高齢者等の安心安全な生活を確保することを目的と
する。
「かかりつけ医」「持病」等の医療情報及び「緊急連絡
先」等の情報並びに「健康保険証の写し」「処方されて
いる薬一覧の写し」等を専用の容器に入れ、自宅の
冷蔵庫に保管することにより、迅速な救急活動に役立
てるものである。これを市広報等で65歳以上の方がい
る世帯への周知を図るもの。

1,819千円

非常勤
特別職

非常勤
特別職

0.00 人 22%

事業の目的及び具体的な内容

0.23 人

1,629 千円 臨時職員

H27予算現額

①60,794世帯

②12,133個

③

20%20%

H29年度目標

H27正規職員
人件費

H28決算額（見込み）

臨時職員 0.00 人

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

・遠出できない高齢者へ配布するために、
まちづくりセンターや民生委員等への協力
方法を検討する。
・必要度の高い高齢者への周知方法を検
討する。

A

490

H27その他職員
従事割合

町内会や認知症カフェ等、主催者から普
及協力の申出があれば積極的にキットを
配布したこと。

根拠法令 H28予算現額

544

H28年度に改善した点

無
0.21 人 0.00 人 20% 17%

972

H28実績

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
H27正規職員
人件費 無

324 ①配布対象世帯数

②累計配付個数

③

普及率
（救急医療情報キット所有世帯/65歳以上
の方がいる世帯×１００）

救急医療情報キットは高齢者がいる世帯を対象
に配付している為。

事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,116 千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
お達者倶楽部の推進員・会員ともに高齢
化が進んでおり、推進委員等の世代交代
が課題となっている。
新規の推進員・会員を増やすよう引き続き
周知をしていく。

臨時職員 0.75 人 70団体

H28その他職員
従事割合

70団体 61団体

非常勤
特別職

0.00 人 60団体 61団体

12,903千円 臨時職員 0.00 人 ①338人

②1,381人

③32,801人

H28正規職員
人件費

0.48 人

無 無

8,250 ①お達者倶楽部運営ボランティ
ア数（推進委員数）

②お達者倶楽部会員数

③お達者倶楽部事業参加会員・
推進委員のべ人数

お達者倶楽部団体設置数

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれるこ
とから、地域の中に「高齢者の居場所」を作るこ
とにより、参加する高齢者の介護予防や認知症
予防、閉じこもり予防の効果が期待できる。その
ため、団体設置数を目標値としている。

平成29年度からの介護予防・日常生活支
援総合事業の実施に伴い、補助対象の見
直しが必要であることから、地域ごとに説
明会を開催し制度変更の周知を行った。

平成29年度から補助対象の見直しを行うこと等
により、団体数が目標値まで届かなかったと考
えられる。

H28決算額（見込み）

H27年度目標
B

根拠法令 H28予算現額

第６期所沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計
画

10,500

H28年度に改善した点

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じこも
り・寝たきり・認知症にならないよう支援するために活
動している地域のボランティア団体に助成金を支給す
る。
市および地域包括支援センターと連携して高齢者の
介護予防を図るとともに、高齢者の地域との関わりを
支援する。

1.49 人

8,051

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,250

事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額 指標名

高齢者世帯に対する配布目標を達
成したため。
高齢者支援課が主催する各種イベ
ントや講座等で積極的にキットの配
布を行った効果が顕著に表れてい
るため。

新規事業であったため、後半、勧奨チラシ
を送付した。
初年度であったため、アンケート調査を実
施した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域包括支援センターに介護者の集い等
のリーフレット等を施術機関に置くよう依頼
する。
また、来年度の当初予算の減額を検討す
る。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H27予算現額

無

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H28目標値が未達成の理由・分析

H29年度目標

H28年度目標 H28実績

19%

Ａ

事業の初年度としては、目標を概
ね達成できたが、周知に努める必
要がある。

H28年度に改善した点

無

1,280 146

ねたきり老人等介護者手当支給者を対象とし
て、リフレッシュによる疾病予防等の効果を目的
することから、その利用率を指標とする。

平成28年度が初年度の開始事業であったた
め、周知不足があった。

①対象者数

②利用者数

③利用率

利用率
（当該年度の利用者数÷ねたきり老人等
介護者手当支給者数）

所沢市在宅介護リフレッシュ事業実施要綱

自治事務

H27年度目標

0 0

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

20%

①280人

②53人

③19%

Ｈ28年度～ 4,030 千円 臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

期間 0.47 人

在宅介護者リフ
レッシュ事業

H28予算現額根拠法令

優先 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の種別

成果指標の目標値にやや達成でき
ていないが、お達者倶楽部団体数
は増加傾向にあり、活動も活発に
行われていることから一定の成果
が挙げられている。
今後、事業の改善、効率化を図りな
がら団体数の確保に努めていきた
い。

H27実績

H28決算額（見込み）

20%

成果指標の目標値を概ね達成して
いる。

在宅のねたきり老人等を介護している者に対し、は
り、きゅう、マッサージ等の施術その他の介護者のリフ
レッシュに資する事業を実施することで、介護者の疾
病予防、病気の早期発見等を図り、もって住み慣れた
自宅で介護を続けられるよう支援することを目的とす
る。
ねたきり老人等介護者手当支給者を対象に、所沢市
在宅介護者リフレッシュ事業利用券を２枚交付し、市
が委託する施術機関において、はり、きゅう、マッサー
ジ等の施術（訪問・通院）を低額で利用できるよう支援
する。



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援担当参事　瀬能　幸則

H28年度に改善した点

無
高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

介
護

H27予算現額 H27決算額

30,245 25,020

H28決算額（見込み）

優先

指標名 目標設定の考え方・根拠

測定会の１日完結コースを設置するなど、
より参加しやすい環境づくりをした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後、事業の改善、効率化を図りながら介
護予防の普及啓発に努めていきたい。

H28目標値が未達成の理由・分析
B

アンケートの回答者にはその分析結果をもとに
アドバイス表を作成・送付することにより、自発
的な介護予防への取組を促進していることから
アンケートの回収数を目標指標としている。

アンケートの実施時期を前年より早めるなど工
夫を図ることにより回答率は増加した。今後も周
知、啓発を図りたい。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,587 24,543

介護予防普及啓発
事業

根拠法令 H28予算現額

介護保険法

H28正規職員
人件費

H27年度目標

0.00 人

0.00 人

①アドバイス票送付数

②測定会参加者数

③

アンケート回答率

67%

H28実績

H28その他職員
従事割合

80%

H27実績

70%

H29年度目標

80% 64%

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

高齢者の自立した生活を続けていくことに対する意欲
を高め、より自発的な取組を促進するため、自宅で手
軽にできる介護予防に関する情報や地域の介護予防
教室等についての普及啓発を行う。
・

2.49 人
非常勤
特別職

H27年度～ 14,235 千円 臨時職員 0.00 人

21,563千円 臨時職員 0.00 人

期間 1.66 人
非常勤
特別職

成果指標の目標値をやや達成でき
ていないが、アンケートや測定会を
行うことにより着実に介護予防の普
及啓発が広まってきている。 無

①16,248通

②460人

③

H28年度目標



項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

障害者総合支援法に基づき実施す
る事業であり、引き続き、地域の特
性や利用者の状況に応じたサービ
スの充実を図る。

H28実績では、成果指標の目標値
に達しており、さらなる重度心身障
害者及び当該家族の経済的負担
軽減を図ることができたものと考え
ている。
今後も、継続して負担軽減を図って
いくため、引き続き、事業を実施す
る。

本事業の対象となる障害者数の変
動は見込めないが、県補助を受け
ており、引き続き、必要な支援を提
供する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

在宅の重度障害者の外出援助とし
て要望の高い事業であるため、制
度の見直しを行いつつ継続して支
援を行う。

期間

S48年度～

実施計画ランク

重要

重度障害者居宅改
善整備費補助事業

期間

地域生活支援事業

期間

H18年度～

実施計画ランク

重要

重度心身障害児等
医療費助成事業

重要

外出援助事業

期間

S51年度～

実施計画ランク

（相談支援事業：優
先）

実施計画ランク

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

臨時職員 0.00 人 3件

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3件 1件

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,916 千円

重度身体障害者の住居環境の改善及び経済的負担
の軽減を行うことを目的としている。
重度の身体障害者が障害に応じて居住しやすいよう
居宅の一部を改造する際に、1件240,000円を限度に
補助を行っている。
世帯の最多収入者の前年分の所得税額が100,500円
以下が対象である。

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人 3件 0件

4,503千円 臨時職員 0.00 人 ①1件

②

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市重度障害者居宅改善整備費補助要綱 720 240

0 ①補助件数

②

③

補助件数
補助件数

特になし。

当初見込みより申請件数が少なかったため。

H28年度目標 H28実績

障害者の地域移行を推進する上で、重度
の身体障害者が在宅生活を送るために必
要な支援であることから、事業を継続す
る。

B

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 720

0.00 人 H29年度目標

41,589 千円 臨時職員 2.70 人 90

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

入院時食事代の半額を支給しているが、
その部分については県補助対象外のた
め、縮小・廃止を含めた検討をする。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

90 90

4.85 人
非常勤
特別職

○目的
重度心身障害者の医療費等を助成することにより、本
人及び家族の経済負担を軽減し、福祉の増進を図
る。
○内容
重度心身障害者の医療保険診療自己負担分全額及
び入院時食事代の半額を補助する。

6.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 88

53,259千円 臨時職員 2.91 人 ①262件

②156,367件

③695,145千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市重度心身障害児等の医療費の助成に関する
条例

759,296 715,058

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

748,078 ①新規医療費受給者証交付件
数

②医療費助成件数

③医療費助成金額

65歳未満の登録率（27年１月から65歳以
上新規手帳取得者は助成対象外のため）

65歳未満の登録者数／身体障害者手帳１～３
級、療育手帳マルＡ・Ａ・Ｂ、精神障害者保健福
祉手帳１級（全て65歳未満）所持数 特になし。

目標達成済

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 768,929

0.00 人 H29年度目標

44,504 千円 臨時職員 1.15 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

法改正の動向を注視しながら地域の特性
や利用者の状況に応じた事業の適正な実
施を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 101

5.19 人
非常勤
特別職

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施す
る。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎通支
援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

4.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 101

40,009千円 臨時職員 0.42 人 ①年間　8,155件

②手話959件、要約筆記125件

③実利用者数　173人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

184,379 175,129

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

176,630
①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数

必須事業における実績額の前年度比
地域生活支援事業の内、必須事業となっている
サービスに係る実績額（経費）
当該年度の実績額÷前年度の実績額×１００

・平成28年5月から市内の相談支援体制
の強化を図るため、基幹相談支援センター
を設置した。
業務委託先：所沢市社会福祉協議会
・日常生活用具の対象品目を追加した。
（喉頭摘出者に対する埋込型人工鼻）

目標達成済

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 184,862

0.00 人 H29年度目標

14,578 千円 臨時職員 1.66 人 80

①2,603人

②2,114人

1.03 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

タクシー券の補助金額、交付枚数の見直
しとともに不正利用の防止策等の検討も
視野に入れながら適正に事業を実施して
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

90 82

1.70 人

B
H28目標値が未達成の理由・分析

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負担
の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソリン費を
補助する。〇タクシー使用料：利用者が使用したタク
シー券を基にタクシー事業者より申請を受け、初乗り
料金分と手数料（1乗車につき100円）を支払う。〇ガ
ソリン費：月額上限3,000円または1,500円を支払う。

2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 82

18,186千円 臨時職員

非常勤
特別職

無 無

87,710 ①タクシー使用料金補助認定者
数

②ガソリン費補助制度認定者数

対象者に占める利用者の割合 利用者（①＋②）÷対象者数×100
(対象者数：平成29年3月末 5,758人)

施設入所や長期入院等により補助対象外
となる者を早期に把握し、補助金の過払い
が無いようにした。

対象者数・利用者数とも大きな変動はないが、
本人の体調等により利用が困難になったり、施
設入所や長期入院で補助対象外となるため。

H28決算額（見込み）

88,569

H28予算現額

タクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者等
自動車ガソリン費補助要綱

97,262

H28年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

事業の種別

H27実績一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 96,945

根拠法令

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

所沢市重度心身障害者福祉

第３章　健康・福祉  第４節　障害者福祉



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

障害者総合支援法に基づく事業で
あり、引き続き、制度の維持を図
る。

本事業については、県から補助金
を受けて実施している事業であり、
障害者に対する経済的援助として
継続支援が必要である。

法定サービス等の補填的な性質を
持つ事業であることから、利用率に
大きな変動はないものと考えるが、
障害者の地域生活を支援するうえ
で重要なサービスであり、今後も事
業継続が必要である。

障害者に対する経済的負担を軽減
するため、引き続き、支援を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

補装具費支給事業

期間

重要

補装具交付等自己
負担金補助事業

期間

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

障害児（者）生活サ
ポート事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重度心身障害福祉
手当事業

期間

S49年度～

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

0.00 人 H29年度目標

18,779 千円 臨時職員 0.05 人 380

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

法に基づく事業であることから、引き続き
事業の周知を図り、事業を円滑かつ適正
に実施していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

380 371

2.19 人
非常勤
特別職

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具を交付
（修理）し、日常生活の円滑な遂行を図る。

1.39 人
非常勤
特別職

0.00 人 400 379

12,037千円 臨時職員 0.20 人 ①203件

②168件

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

29,126 28,848

B

H28年度に改善した点

無 無

28,929
①補装具交付件数

②補装具修理件数

③

補装具総支給（交付・修理）件数 補装具交付件数＋補装具修理件数 市ホームページへの掲載や、障害者手帳
交付時に制度の説明を積極的に行った。

当初見込みより申請件数が少なかったため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,347

Ａ

0.00 人 H29年度目標

2,658 千円 臨時職員 0.00 人 100

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具の交付
（修理）にあたり、自己負担金への補助を行うことによ
り、日常生活の円滑な遂行を図ることを目的とする。
18歳以上の身体障害者に、必要な補装具の交付・修
理を行った際に発生する自己負担額（1割）に対し、補
助を行う。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 97

654

6,668千円 臨時職員 0.00 人 ①65件

②35件

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.31 人
非常勤
特別職

特になし。

目標達成済

H28年度目標 H28実績

障害者の経済的負担を軽減するために実
施している事業であるが、事業の見直しも
検討していく必要がある。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

100 100

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 857 729 ①補装具交付にかかる自己負
担額補助件数

②補装具修理にかかる自己負
担額補助件数

③

補装具自己負担額補助総支給（交付・修
理）件数

補装具交付にかかる自己負担額補助件数＋補
装具修理にかかる自己負担額補助件数

根拠法令

15

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

に係る利用者負担額及び点字図書の給付に係る自
己負担額補助実施要綱

857

15 13

0.71 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,088 千円 臨時職員 0.00 人

6,149千円 臨時職員 0.10 人 ①7586.5時間

②387人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
本事業については、県からの補助金を受
けて実施しているものであり、また、利用
者の希望に合わせて柔軟な対応が可能な
サービスであることから、今後も継続支援
が必要である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

在宅の障害者の地域生活を支援するため、障害者及
びその家族の必要に応じて、一時預かり、派遣による
介護、移送、外出援助等迅速かつ柔軟なサービスを
提供する民間サービス団体に補助することにより、障
害者の福祉の向上及び介護者の負担の軽減を図る
ことを目的とする。
補助上限は、利用者1人あたり150時間／年

0.71 人
非常勤
特別職

0.00 人 20 15

H28年度に改善した点

無 無

18,687 ①総利用時間数

②登録者数

③

利用率
利用時間÷補助上限時間数合計
　　　　　　　（150時間×登録者数） 市内4ヵ所の事業所に対し、監査を行っ

た。

移動支援等、他のサービスが使える場合、同制
度の利用が優先されるため。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,404

B

根拠法令 H28予算現額

所沢市障害児（者）生活サポート事業実施要綱 22,460

0.19 人 85

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

18,164

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

87 85

0.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,117 千円 臨時職員

87

15,848千円 臨時職員 0.67 人 ①20,340件

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

手当月額等について、財政状況や他市の
状況等を総合的に考慮して検討していく必
要がある。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生活の
促進を図る。障害程度に応じ、月額 A区分：11,500
円、B区分：9,000円、C区分5,000円（但し、65歳以上
で新規に手当対象等級の手帳を取得した者は、月額
A区分：6,500円、B区分：4,000円、C区分対象外）の手
当を支給する。所得（市民税の課税・非課税により判
断）により支給制限がある。

1.83 人
非常勤
特別職

0.00 人 90

H28年度に改善した点

無 無

505,443 ①手当支給件数

②

③

認定率
認定者数（H29.3月末）÷対象者数（H29.3月末）
×100

施設入所により受給資格が喪失となる者
に対して手当の過払いが発生することが
ないよう、介護保険課に特別養護老人
ホーム等の利用実態を照会し、定例支払
い前に受給資格を確認するよう運用を見
直した。

手帳取得時に、重度心身障害福祉手当の申請
手続きを行っていることから、申請漏れはないも
のと考えている。
対象者数には、2種類以上の手帳所持者や、施
設入所者も含まれるため、「対象者数＝認定者
数」とならない。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 510,732

B

根拠法令 H28予算現額

所沢市重度心身障害福祉手当支給条例 515,313

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

509,399

事業の目的及び具体的な内容

身体障害（児）者補装具の支給



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

居宅で安心して生活する為に必要
なサービスであるため、引き続き必
要な支援を提供する。

障害者の自立生活を助長すること
により、経済面等で社会全体にも
効果があるため、引き続き、支援を
行う。

障害者総合支援法に基づく事業で
あり、引き続き、障害者等に必要な
福祉サービスを提供する。

福祉の増進を図るため、難病患者
に対する心身の慰労として、引き続
き、事業を実施する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

実施計画ランク

重要

市立グループホー
ム運営事業

期間

H5年度～

H3年度～

実施計画ランク

重要

障害者緊急通報シ
ステム整備事業

期間

期間

H18年度～

実施計画ランク

重要

難病患者見舞金支
給事業

期間

実施計画ランク

重要

障害福祉サービス
事業

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

100

100 100

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,716 千円 臨時職員 0.00 人

1,992千円 臨時職員 0.00 人 ①7人

②216日

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

障害者の生活の地域移行を推進する観点
から、今後も継続した支援を行う。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定先：社会
福祉法人藤の実会）により運営。知的障害者の自立
心の向上や地域生活の支援を図ることを目的に実施
している。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

H28年度に改善した点

無 無

8,004 ①施設利用者数

②延べ体験日数

③

施設定員数に対する利用者の割合
利用者数÷定員数×100

特になし。

目標達成済

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,394

S

根拠法令 H28予算現額

所沢市障害者グループホーム条例　外 7,766

0.00 人 11

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

7,463

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

12 8

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員

8

3,551千円 臨時職員 0.00 人 ①8名

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

地域で安心して生活する為に必要なサー
ビスを今後も継続して支援を行う。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

在宅の一人暮らしの老人や重度身体障害者の突発
的な病気や事故など緊急事態時の連絡手段を確保
することにより、一人暮らしの不安を解消し、安心安全
な生活を維持することを目的とする。
対象者宅に機器等を設置し、緊急時にボタンを押すと
オペレターが対応し、必要に応じて救急要請等を行っ
ている。

0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 10

H28年度に改善した点

無 無

266 ①緊急通報システム利用者数

②

③

利用者数 利用者数（平成29年3月末時点）
特になし。

当初、新規申請分の増加を見込んでいたが、申
請が無かったため。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 359

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

所沢市一人暮らし老人等緊急通報システム事業実施
要綱

388

臨時職員 0.16 人 90

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

248

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

90 90.8

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,231 千円

難治性の疾患を有する者に見舞金を支給することに
より、心身の慰労を図ることを目的に実施している。
難病患者からの申請に基づき、一人一回に限り見舞
金（25,000円）を支給する。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 64

9,526千円 臨時職員 0.57 人 ①366人

②

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市難病患者見舞金支給要綱 14,291 9,379

46,241 ①見舞金支給者数

②

③

指定難病医療受給者証等新規認定者に
対する支給率：受給者数（366人）÷新規
認定者数（403人）×100
※平成27年度は指定難病医療受給者証
等の継続認定者を含んだ支給率

見舞金の支給は平成27年度より1人1回限りと
なったことから、平成28年度以降は基本的に指
定難病医療受給者証等の新規認定者が対象と
なるため、目標設定を新規認定者に対する支給
率とした。

特になし。

目標達成済

H28年度目標 H28実績

難病患者に対する心身の慰労として、引き
続き、事業を実施する。

Ａ

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 46,791

0.00 人 H29年度目標

29,755 千円 臨時職員 1.05 人 90

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

利用者やサービス量等の増加により、費
用の拡大が見込まれるが、法に基づく事
業であることから、引き続き適正に事業を
実施していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

90 78

3.47 人
非常勤
特別職

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介護
者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービスが利用
できるよう、個別に支給決定を行う。サービス内容は、
介護給付（居宅介護、生活介護、施設入所支援等）や
訓練等給付（自立訓練、就労移行支援、共同生活援
助等）及び計画等相談支援などに分けられている。

2.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 79

22,603千円 臨時職員 0.70 人 ①313人

②1,174人

③585人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律

3,468,632 3,419,824

Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

3,256,301 ①居住系サービス利用者数
　
②日中活動系サービス利用者
数

③訪問系サービス利用者数
　　（①～③いずれも3月次）

障害福祉サービスの利用率
障害福祉サービス利用者数÷支給決定者数×
100

サービス利用希望者に対する適正なサー
ビスの支給決定及び支払い事務における
警告・エラーの内容確認により事業所から
の請求が適正であるかの確認や事業所と
の連携調整を行った。

支給決定後、サービスの利用開始までに時間
がかかる場合や、利用を中断する場合があるな
ど、利用者ごとに利用状況が異なるため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,325,549



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

障害者総合支援法に基づく事業で
あり、障害者の社会参加と自立に
向け、引き続き、着実に事業を実施
する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

無

7,032 千円

H28正規職員
人件費

90 92

1,039千円 臨時職員 0.00 人
①139人

②57人

③2法人
臨時職員 0.00 人 90

・共同生活援助事業補助
埼玉県の事業であるため、県の動向を注
視しながら対応していく。
・共同生活援助等家賃補助
事業規模を縮小しながら、平成31年度に
廃止する。

H28その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人
無

期間 0.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H15年度～

厚生労働省告示に基づく障害福祉サービス費の額と
埼玉県基準により算定した額との差額について、事業
者に対し補助を行うとともに、グループホーム入所に
必要となる家賃について補助を行うことで、利用者及
び事業者の経済的負担を軽減し、共同生活援助サー
ビスの利用の促進を図る。

0.12 人

90

H28年度目標 H28実績

97

5,528 3,584

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

5,552 3,736

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

グループホーム利
用促進事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

事業補助金交付要綱、所沢市障害者共同生活援助
等家賃補助事業実施要綱

H28年度に改善した点

①グループホーム利用者数

②家賃補助利用者数

③共同生活援助事業補助対象
者

共同生活援助サービス（グループホーム）
利用率 利用者÷支給決定者数×100

特になし。

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

Ａ

サービス利用者、サービス提供事
業者の双方に適切な補助を行うこ
とで、目標達成したものと考えてい
る。
共同生活援助サービスの利用促進
を図るため、引き続き、事業を実施
する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H25年度～ 3,001 千円 臨時職員 0.00 人

H28年度に改善した点

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

99 102

106

98

2,858千円 臨時職員 0.00 人 ①343

②0

③

H28実績

H27その他職員
従事割合

市内に新たにグループホームを開所し運営する法人
に対し、整備費及び運営費の補助を行うことにより、
施設整備に係る費用の負担軽減や経営の安定化を
図り、法人によるグループホームの整備を促進するこ
とを目的とする。

0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 92

H27実績

H28年度目標

障害者地域生活基
盤整備促進事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市障害者地域生活基盤整備促進事業補助金交
付要綱

5,770 3,430

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

8,949 ①施設利用延月数（本市支援利
用者分）

②整備費補助対象施設数

③

市内におけるグループホーム整備状況
（全事業所の定員の合計）

第3次所沢市障害者支援計画に定められたグ
ループホームの整備に係る平成29年度末まで
の目標値について、計画を策定した年度である
平成25年度の現状値と比較し、年度ごとに割り
返した。

H27年度目標
無 無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

特になし。

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済
親亡き後の住まいの場を整備・充実してほ
しいとの保護者からの要望が年々増加し
ており、更なるグループホームの整備・拡
充が望まれる。

S

平成28年度の目標を達成し、グ
ループホームの整備が着実に推進
されている。
障害者の自立に向け、引き続き、
事業を実施する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,690

事業の種別

一
般

H27予算現額

障害者の権利や自由を守るため、障害者権利条約等
の理念に基づき、障害者の人権擁護を図る事を目的
とする。
・法や制度に関する周知啓発活動、人権擁護に関す
る相談・通報・届出の受付及び対応等
・成年後見に係る費用の補助
・虐待発生時の措置費用の確保及び非常時の受け入
れに関する協定の締結

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

93 97

1.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

9,175 千円 臨時職員

17 77

3,897千円 臨時職員 0.00 人 ①2件

②13件

③5件

H28実績

0.00 人 116

H28年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者差別解消法　外 3,939千円 1,153千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,181千円 250千円 ①協定締結

②周知・啓発・研修

③後見費用補助件数

人権擁護に関する相談・通報・届出件数

Ａ

平成28年度の目標を達成し、相談
に関する認知度が着実に上がって
いる。
障害者の人権擁護のためには、各
種制度の一層の理解促進が必要
であるため、引き続き、周知啓発に
努める。

H28年度に改善した点

無 無

実績×1.2

○障害者差別解消法の施行を受け、庁
内・庁外の関係機関に対し、法に関する研
修会を実施し、周知啓発を図った。○市内
の相談支援体制の中核として、基幹相談
支援ｾﾝﾀｰを開設した。○障害者虐待防
止・対応ﾏﾆｭｱﾙを改訂した。○法や制度に
関して、HP掲載やﾁﾗｼの配布を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

（仮称）所沢市障害者差別解消条例の制
定に注力し、引き続き国の動向を注視しな
がら、障害者の人権擁護について周知啓
発に努めていく。

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

重要

障害者通所施設運
営事業

期間

H8年度～

障害者人権擁護事
業

期間

実施計画ランク

重要

H28年度～

実施計画ランク

障害
福祉
課

障害
福祉
課

障害
福祉
課

H29年度目標

7,289 千円 臨時職員 0.00 人 108

H28実績
通所施設利用希望者は今後も増加する見
込みだが、市立の通所施設のキャパシ
ティが上限に近づいており、民間の通所施
設の開設等により、利用希望者を受け入
れる方策を検討していく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

105 107

0.85 人
非常勤
特別職

S

0.00 人

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主として昼
間において、入浴、排せつ又は食事の介護及び創作
的活動又は生産活動の機会の提供等を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会の提
供を通じて、その知識及び能力の向上のために必要
な訓練を行う。

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 102

7,534千円 臨時職員

特になし。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市立障害者通所施設条例　外 227,966 225,411

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 221,899 216,816 ①施設利用者数

②

③

施設定員数に対する利用者の割合
利用者数÷定員数×100

現状の5施設での受け入れ可能人数の上限と
考える、229名を平成30年度の利用者数目標値
とし、年度毎に割った値を元に目標設定をして
いる。

H27その他職員
従事割合

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27年度目標

0.00 人 ①219

②

③

H28年度目標

所沢市障害者共同生活援助



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美平成12年度～

期間

平成26年度～

実施計画ランク

重要

身体障害児補装具
費支給事業

期間

介護給付費事業
（障害児）

期間

平成18年度～

実施計画ランク

重要

障害児地域生活支
援事業

最優先

レスパイトケア事
業

期間

平成27年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

こど
も福
祉課

こど
も福
祉課

こど
も福
祉課

こど
も福
祉課

H29年度目標

3,087 千円 臨時職員 0.18 人 154

H28年度目標 H28実績

障害児が補装具により身体機能を補い、
日常生活を送れるよう適切な給付に努め
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

155 153

0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 148 155

4,763千円 臨時職員 0.10 人

①153件
　（購入89件、修理64件）

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者総合支援法 21,391 18,758

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

21,333

①支給件数
①支給件数 サービスの利用状況を把握するため 一人ひとりの障害状況に合った補装具を

使用してもらうために、車いすや装具等の
完成後には、装着状況を的確に把握した。

目標達成済

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,391

H29年度目標

6,003 千円 臨時職員 0.18 人 240

H28年度目標 H28実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が送れるよう
適切なサービスの提供に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

360 228

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営め
るよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所への補助金の支給

1.02 人
非常勤
特別職

0.00 人 420 267

8,833千円 臨時職員 0.50 人

①269人

②228人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費
支給事業実施要綱ほか

23,752 14,984

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

44,447

各事業の利用延べ人数
①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

利用延べ人数
②移動支援事業

サービスの利用状況を把握するため
こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

障害児通所支援事業の創設に伴い、通所支援
事業所が増えたことで、移動支援の利用者が減
少したため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 60,240

H29年度目標

3,602 千円 臨時職員 0.18 人 444

H28年度目標 H28実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が送れるよう
適切なサービスの提供に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

516 496

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、
事業所に対して介護給付費を支給する。

0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 650 474

4,676千円 臨時職員 0.00 人

①496人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者総合支援法 44,535 41,353

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

41,732

①利用延べ人数
①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため

こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

障害児通所支援事業の創設に伴い、通所支援
事業所が増えたことで、居宅サービスの利用者
が減少したため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 44,535

0.00 人 H29年度目標

3,259 千円 臨時職員 0.18 人 4,932

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

家族等の精神的及び身体的負担軽減を
図るために、適切なサービスの提供に努
めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

5,100 4,529

0.38 人
非常勤
特別職

18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、超重症心身障害
児のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

非常勤
特別職

0.00 人 4,711 4,711

0千円 臨時職員 0.00 人

①4,529人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実
施要綱、日中一時支援事業実施要綱

31,770 26,155

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

26,951

①利用延べ人数
①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため

こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

障害児通所支援事業の創設に伴い、通所支援
事業所が増えたことで、日中一時支援事業の利
用者が減少したため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 34,692

医療的ケアが必要な障害児につい
ては、通所支援事業所での対応が
難しいため、短期入所の利用により
家族の介護負担の軽減が図れて
おり、一定の成果が上がっていると
考える。

日常生活用具の購入費助成や社
会生活上必要不可欠な外出支援
の実施により、障害児の日常生活
や社会参加の支援につながってお
り、一定の成果が上がっていると考
える。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

身体機能を補う補装具を交付、ま
たは既に交付した補装具を修理す
ることにより、安定した日常生活や
社会参加が図れ、一定の成果が上
がっていると考える。

超重症心身障害児の受け入れ施
設増えたことで、在宅の障害児を介
護する保護者の介護負担の軽減が
図れており、一定の成果が上がっ
ていると考える。



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　市來広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　並木　和人

障害者就労支援事
業

期間

H10年度～

重要

精神障害者アウト
リーチ支援事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

重要

自立支援医療給付
事業（育成医療）

期間

平成25年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

難聴児補聴器購入
費助成事業

期間

平成25年度～

こど
も福
祉課

健康
管理
課

障害
福祉
課

こど
も福
祉課

6,431 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

年度中の就職者数は近年ほぼ横
ばいとなっているため、目標値を達
成できるよう努める必要がある。
障害者が社会的自立のために必要
なサービスであることから、引き続
き、事業を実施する。

B

H28年度に改善した点

0.00 人 H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 83

0.75 人
非常勤
特別職

就労が困難な障害者に対する就労支援事業を、所沢
市社会福祉協議会内の就労支援センターに委託し、
展開している。
①相談・支援（就労に関する相談、障害者雇用に関す
る相談など）、②ハローワークや新聞広告掲載の企業
等に対する職場開拓・訪問、③定着支援（就労後の定
期的な職場訪問による支援）等

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 85

8,227千円 臨時職員 0.00 人 ①25件

②4,161件

③774人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市就労支援事業実施要綱 28,704 28,676

無 無

26,086 ①企業開拓

②就職に向けた相談件数

③センター登録者数

年度中の就職者数 実績報告による
アセスメントシステムを導入し、客観的に
障害者の職業適性診断を行い、個々の能
力に応じた就労先等へつなぎ、ミスマッチ
の解消を図った。

就労支援センター登録者数の増加により、必要
な支援が増加し、当初見込みより就職者数が少
なかったため。

H28実績

就労支援センター登録者数の増加に伴い
必要な支援が増大しているため、引き続
き、効率的な事業運営と人員配置につい
て検討する。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,086

H29年度目標

9,690 千円 臨時職員 0.00 人 70人

H28年度目標 H28実績 事業開始から1年半経過し、病状等が回復
し既存の社会資源利用が可能となりアウト
リーチ支援事業を終了するケースも出てき
たため、新しい支援対象者を受入れ、なる
べく多くの方への支援ができるようにして
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

70人 59人

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人

重篤な精神障害者が住み慣れた地域で生活を、維
持・継続させるために、医療・保健・福祉からなる多職
種チームを設置し、対象者及びその家族への訪問・
相談対応及び電話による24時間対応の支援を行なう
ものである。

1.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 70人 27人

10,392千円 臨時職員 0.00 人 ①57人

②6,079件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 40,266 40,266

B

H28年度に改善した点

無 無

20,133 ①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援件数 支援対象者数
重篤な精神障害者への専門的な訪問支援を繰
り返すため、担当職員1人あたり、支援対象者を
15人～20人と設定している。

こころの健康支援室との月1回の連絡調整
会議において処遇方針の見直し等を実施
し、対応困難なケースについては他機関と
連携し訪問支援を行なった。

支援対象者の重症度により支援の手厚さが求
められるため、1ヶ月に4件以上の新規の対象者
を受け入れるのが困難であった。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,220

H29年度目標

3,173 千円 臨時職員 0.00 人 172

H28年度目標 H28実績

ケースワーカーを中心に、医療機関等と連
携し、適切な治療が受けられるよう、児童
の状況把握に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

95 83

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人

身体に一定の障害があるか、治療しないと一定の障
害を残す18歳未満の児童で、手術等による確実な治
療効果が期待できる人を対象に、その医療費の自己
負担額を軽減するもので、健康保険の医療費が3割
から1割に減額され、所得により1割分に上限を設けて
いる。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 95 81

4,070千円 臨時職員 0.00 人

①83人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

障害者総合支援法 9,800 6,449

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

5,447

①支給認定延べ人数
①支給認定延べ人数 サービスの利用状況を把握するため

こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

申請件数が減少したため

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,212

H29年度目標

2,058 千円 臨時職員 0.00 人 6

H28年度目標 H28実績

健全な発達を支援するため周知に努めて
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

6 6

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 10 6

2,944千円 臨時職員 0.00 人

①6人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱 880 401

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

552

①助成人数
助成人数 サービスの利用状況を把握するため

助成対象となる品目の拡大を行った。

目標達成済

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 720

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得、教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進が
図れ、一定の成果が上がっている
と考える。

障害を除去・軽減する手術等の医
療を受けた保護者の経済的な負担
軽減のために必要な制度であり、
一定の成果が上がっていると考え
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

支援対象者数は、目標に達しな
かったが、重篤な精神障害者に対
する支援は充実してきていると考え
ている。
今後は、支援対象者数を増やすと
ともに、引き続き、支援内容の充実
に努めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、被保険者の薬剤料の負担軽
減、国民健康保険からの薬剤料の
支出抑制に繋がっていると考えて
いる。

一定の受診率は保っているもの
の、目標には及ばなかった。
本事業については、生活習慣病予
防の観点から健康長寿社会の実現
と医療費適正化を図るため国の指
針により目標実施率60％と定めら
れており、今後も目標値達成のた
めの啓発活動、勧奨事業を実施し
ていく。

目標の達成はできなかった。平成
29年度より国保連合会の新システ
ムが導入されるため、導入を機会
に事務の流れ、運用を再考し、改
善に努めていきたい。

目標にはわずかに及ばなかったも
のの、一定の受診率は保ってい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク

重要

特定健康診査等実
施事業

期間

Ｈ20年度～

Ｈ11年度～

実施計画ランク

重要

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

期間

S61年度～

国民
健康
保険
課

期間

H25年度～

実施計画ランク

重要

レセプト点検体制
充実・強化事業

期間

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

実施計画ランク

優先

ジェネリック医薬品
利用促進事業

0.00 人 60%

H28その他職員
従事割合

58% 38.3%

2.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

20,151 千円 臨時職員

39.4%

14,722千円 臨時職員 0.90 人 ①22,203人（見込み）

②5.8%（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 生活習慣病等ですでに通院している方へ
は、通院時に医師から特定健診の受診を
促していただいているが、さらなる協力を
お願いしたい。また普及啓発活動について
も、今まで以上に創意工夫し、力を注いで
いく。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生
活習慣を改善するための保健指導を行い、糖尿病等
の有病者・予備群を減少させることを目的とする。

1.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 56%

H28年度に改善した点

無 無

225,472 ①特定健診実施者数

②特定保健指導実施率 特定健康診査実施率 特定健診実施者数/特定健診対象者数
二回目の勧奨ハガキをフルカラーから二
色刷りに変更し、コストを抑えた。電話勧
奨の時期を早め、受診期限まで余裕を持
てるようにした。

生活習慣病等ですでに医療機関に通院してい
ることで、特定健診の必要性を感じていない方
が多いことが、受診率が伸びない原因であると
思われる。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 304,013

B

根拠法令 H28予算現額

高齢者の医療の確保に関する法律 349,937

臨時職員 0.00 人 5%

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

240,897

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4.5% 4.4%

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,202 千円

国民健康保険被保険者が市民医療センターで受診す
る総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日帰り
コースは１６，５００円、生活習慣病コースは１５，０００
円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 4% 4%

11,258千円 臨時職員 0.90 人 ①40,871千円

②7,095千円

③2,950人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

国民健康保険法、所沢市国民健康保険被保険者の
総合健康診断に関する要綱

53,625 47,966

50,961 ①補助額合計（人間ドックコー
ス）

②補助額合計（生活習慣病健診
コース）

③受診者数

受診率 受診者数／被保険者数（35歳以上）

細かい健康診査を希望される方には、積
極的に人間ドックの受診を案内した。国保
の窓口にて人間ドックのポスターの掲示や
案内チラシの設置の継続に加え、各種イ
ベントにて積極的に案内チラシを配布し
た。

詳細な健康診査となるため自己負担額が高額
であること、助成対象となる医療機関が市民医
療センターに限られることが原因と考えられる。

H28年度目標 H28実績

限られた財源を有効に活用しながら、特定
健康診査等事業と一体となって受診者数
を増やしていくことが課題である。

A

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,961

0.00 人 H29年度目標

4,716 千円 臨時職員 8.00 人 35,000

①5,617件 H28実績
国保連合会一次審査の強化等により従来
の方法で実績をあげることは難しい。他市
との意見交換や研修等を通じてレセプト点
検員同士で情報を共有していき、新システ
ム導入後の業務改善を図りたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

35,000 22,460

0.55 人
非常勤
特別職

C
H28目標値が未達成の理由・分析

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査されたレ
セプトを受領し、電算処理する。
2　国保資格確認の後、レセプト点検員により内容点
検を行う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民健康
保険団体連合会へ再審査の依頼をする。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 35,000 23,138

4,763千円 臨時職員 8.00 人

13,083

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績
無 無

12,549 ①再審査査定、返戻件数

レセプトの返戻、査定に伴う金額 再審査申出結果額（＝査定となったレセプト） さいたま市へ視察に行き、レセプト点検業
務の意見交換を行った。

埼玉県国保連合会の一次審査が強化されたこ
とにより、保険者による二次審査の段階で再審
査の対象となるレセプトが減ってきていること、
再審査申出をかけても、査定とならず原審のま
ま戻ってきてしまうレセプトが多数存在している
ことなどが挙げられる。

H28年度目標

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,701

H28年度に改善した点

70%

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令 H28予算現額

国民健康保険法 14,733

65% 65.8%

1.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

10,290 千円 臨時職員 0.00 人

3,031千円 臨時職員 0.00 人 ①65.8％

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

平成30年3月診療分のジェネリック医薬品
の利用率の目標値である70％を達成すべ
く、さらなる使用促進を目指していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

平成30年3月診療分のジェネリック医薬品の利用率の
目標値を数量ベースで70％と定め、ジェネリック医薬
品の利用促進シールの配布等により被保険者への周
知・啓発活動をすすめるとともに、医師会、歯科医師
会、薬剤師会等、医療関係者に対しても協力・連携を
図り、利用率の目標達成を目指す。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 60% 61.0%

各世帯へ配布するジェネリックシールのコ
ストの見直しを図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 3,703 1,051

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

法定受託＋附加 3,998

S

H28年度に改善した点

無 無

2,774 ①ジェネリック医薬品利用率

ジェネリック医薬品利用率 ジェネリック医薬品利用率

評価
理由

現状の課題

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

第３章　健康・福祉  第５節　社会保障

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

　国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

　国民健康保険課長　森田　英明

目標値に達していないが、毎年、受
診率は増加している。
受診率向上のため、今後有効な啓
発活動、勧奨事業を検討していき
たい。

目標値に達していないが、毎年、受
診率は増加している。
受診率向上のため、今後有効な啓
発活動、勧奨事業を検討していき
たい。

前年度に比べて受診率は増加して
いるものの、目標の30%には到達し
なかった。周知・広報手段を改善
し、一定の成果が出ている点は評
価できるが、健診の重要性につい
ての意識づけを強化することが求
められた。事務内容を含め、さらな
る健診の普及啓発活動を実施して
いくことが求められる。

受診勧奨対象者の受診率は目標
値には及ばず、通知内容や方法、
効果的な広報や生活習慣病に係る
病識の啓発のさらなる工夫が求め
られた。
所沢市医師会の協力により、協力
医療機関へは、本事業についての
周知が進んでいるため、次年度に
おいてはより効果的な連携、協力
体制のもと事業が実施できることが
見込まれる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク

重要

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

期間

Ｈ20年度～

H26年度～

実施計画ランク

重要

健康診査実施事業

期間

Ｈ20年度～

優先

健康診査等実施事
業

期間

H23年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

生活習慣病重症化
予防対策事業

期間

国民
健康
保険
課

H29年度目標

3,430 千円 臨時職員 0.00 人 2.2%

H28実績

国民健康保険の総合健康診断（人間ドッ
ク）検診料助成事業と連携した受診勧奨、
ＰＲ等を行い、受診率の向上を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2.0% 1.5%

0.40 人
非常勤
特別職

B

0.00 人

後期高齢者医療の被保険者が市民医療センターで受
診する総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日
帰りコースは１６，５００円、生活習慣病コースは１５，
０００円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 1.8% 1.4%

11,258千円 臨時職員 0.00 人 ①586人

②39808人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検診
料補助交付要綱

10,380 9,554

H28年度に改善した点

無 無

8,613 ①受診者数

②対象被保険者数 受診率 受診者数/対象被保険者数×１００（％） 被保険者から健康相談を受けた場合、詳
細な検査が受けられる人間ドックの受診を
呼びかけた。

総合健康診断（人間ドック）は、詳細な健康診査
となるため自己負担額が高額であること、助成
対象となる医療機関が市民医療センターに限ら
れること等が受診率が伸びない要因と考える。

H28年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,613

0.00 人 H29年度目標

9,175 千円 臨時職員 0.00 人 40.0%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も、目標値達成のために国民健康保
険の特定健康診査等実施事業と連携した
啓発活動、勧奨事業を実施し、受診率の
向上を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

38.0% 34.0%

1.07 人
非常勤
特別職

埼玉県後期高齢者医療広域連合が実施すべき健康
診査について市が業務を受託している。
後期高齢者医療の被保険者に対し、市から健康診査
受診券を送付し、受診希望者は市から委託を受けた
医療機関において基本的な健康診査を受診する。
被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費の
適正化を図る。

1.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 36.0% 33.4%

14,722千円 臨時職員 0.00 人 ①13,298人

②39,169人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に
関する条例

126,226 116,303

B

H28年度に改善した点

無 無

107,339 ①受診者数

②対象被保険者数 受診率 受診者数/対象被保険者数×１００（％） 受診券の発送を従来より１ヶ月早い５月に
することで受診期間の拡大を図った。

すでに医療機関に通院していることで、健康診
査の必要性を感じていない被保険者が多いこと
が受診率が伸びない要因と考える。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 108,754

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

20% 11.70%

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

9,433 千円

臨時職員 0.00 人 ①11.7%

②81.3%

③19.7%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 対象者の選定方法や医師会との連携につ
いては、保険者に裁量が委ねれている部
分もあるため、一人でも多くの方に参加し
てもらえるよう、関係機関との連携を深め、
事業案内・広報の方法等について工夫を
重ね、より実効的な事業を展開していく。臨時職員 0.00 人 22%

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会と
の共同事業として実施。各保険者が事業費用を分担
金として負担。具体的には、レセプトと健診データを活
用し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診者・受
診中断者を医療に結びつける受診勧奨と、糖尿病性
腎症で通院する被保険者のうち、重症化するリスクの
高い者に対して保健指導を行い、人工透析への移行
を防ぐ。

1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

12,124千円

H28年度に改善した点

無 無

15,319 ①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

受診勧奨対象者の受診率

医療費の高額になる腎不全への対策として、腎
機能が低下しており、かつ医療機関に受診して
いない人を医療に適切に結びつけることが重要
であるため、過去の実績等を考慮し、医療機関
の受診率を指標とするものである。

所沢市医師会の協力のもと、協力医療機
関の医師からの積極的な事業周知・声掛
けを実施した。

未受診理由としては、症状が出ていないことに
よる必要性の認識の欠如や忙しさなどが挙げら
れており、早期の取り組みの重要性が理解され
ていないと考えられる。また、通知を十分にご覧
いただけていない可能性もある。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,777

C

根拠法令 H28予算現額

19,570

20%

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

18,576

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

30% 9.90%

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,059 千円 臨時職員 0.90 人

2,425千円 臨時職員 0.90 人 ①817人（人間ドック受診者含
む）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 健診への関心度が低いと思われる30代に
対して、健診の重要性を伝える啓発活動
をより充実させるとともに、受診勧奨の方
法（媒体の形状、記載内容、案内時期等）
を再検討し、受診行動を促せるよう一層の
工夫を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

健診を受ける機会から遠ざかりがちな30歳代の被保
険者の病気の予防・早期発見・メタボリックシンドロー
ム予備群を減少させることを目的とし、健康診査並び
に健診結果の数値が一定以上の方への保健指導を
行なう。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 30% 3.90%

H28年度に改善した点

無 無

3,189 ①健診受診者数

健診受診率

健康保持に留意した生活を若いうちから根付か
せるために、過去の受診実態や特定健康診査
受診率を考慮して設定するものである。
※29年度の目標設定は、第1期所沢市国民健
康保険保健事業実施計画 （データヘルス計画）
に基づく

健診の案内を、封書からハガキへ変更す
るなど、周知・案内方法を改善した。

30代は健診への関心が低く、年1回の受診の必
要性を感じていないことが要因と考えられる。ま
た、被保険者が当該健診の実施を把握していな
いことも考えられ、健診受診の重要性や実施内
容の周知が十分ではなかったことが未達成の原
因と考える。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,118

C

根拠法令 H28予算現額

国民健康保険法、所沢市国民健康保険健康診査等
事業実施要綱

7,315

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

7,315

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

今後も、市民の自発的な国民年金
への加入、保険料納付を促進する
ため、より広く制度を周知する啓発
事業は重要である。冊子配布等に
とどまらず、計画的な事業展開も考
える必要がある。

平成12年度～

期間

平成11年～

実施計画ランク

重要

介護保険訪問調査
事業

期間

介護保険通知書等
封入封緘等業務委
託事業

期間

平成28年度～

実施計画ランク

重要

介護認定審査会事
業

重要

国民年金啓発事業

期間

昭和61年度～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

介護
保険
課

介護
保険
課

介護
保険
課

市民
課

H29年度目標

26,583 千円 臨時職員 18.40 人 57%

H28年度目標 H28実績
更新申請の対象者全員に更新の案内通
知を送付していたが、サービス利用のない
被保険者の申請は申請件数の増加に繋
がっていると考え、6月より直近1年以内に
サービス利用をしている方に限り案内を行
うよう見直した。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

55% 53%

3.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

介護サービスを必要とする被保険者の要介護認定に
係る審査資料となる、状態把握のための訪問による
調査業務。新規申請と認定区分変更申請の認定調査
は、市職員が実施し、更新申請の一部を除いた認定
調査は指定居宅介護支援事業者等の厚生労働省令
で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身
の状況を調べるため、市職員や委託した認定調査員
が、本人の居宅、入所施設等を訪問し、国から示され
た判断基準を基に、本人と家族などへの聞き取り調
査を実施するものである。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 52% 51%

16,454千円 臨時職員 17.50 人
①14,445件

②6,451件

③7,449件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法 146,539千円 136,130千円

A

H28年度に改善した点

無 無

97,890千円 ①要介護認定（要支援）申請件
数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

調査全件数に占める民間委託件数の割
合
｛（民間委託による調査実施数）÷（全調
査実施数）｝

急速に進む高齢化に伴い、要介護要支援認定
申請件数が増加し、このことにより調査件数も
増加しているため、認定調査の委託化を進める
必要があると考える。

介護保険サービスの必要性等を見極め、
円滑な認定事務が行えることを目的とした
確認表を作成した。

要介護要支援認定申請件数の増加により、委
託数及び委託件数を増加したものの目標値に
達成しなかった。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 105,881千円

0.00 人 H29年度目標

32,585 千円 臨時職員 3.30 人 30日

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
更新申請の対象者全員に更新の案内通
知を送付していたが、サービス利用のない
被保険者の申請は申請件数の増加に繋
がっていると考え、6月より直近1年以内に
サービス利用をしている方に限り案内を行
うよう見直した。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

30日 52日

3.80 人
非常勤
特別職

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支
援）認定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催
し、委員（5名×18合議体=90名）は、月２回審査会に
出席する。市は審査判定が可能な者から逐次審査会
資料を作成し、１週間前までに審査会委員に届くよう
に郵送する。（対象者が特定されないよう、委員の資
料には氏名、生年月日、主治医名等を削除する。）各
委員の意見に基づき、審査を行い、二次判定を実施
する。市は審査判定の結果を受け、要介護（要支援）
認定を行い、結果通知及び被保険者証を審査会開催
日翌日に対象者に送付する。

4.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 30日 47日

39,836千円 臨時職員 2.00 人
①14,445件

②23日

③401回

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行規
則、介護保険法

118,297千円 107,504千円

C

H28年度に改善した点

無 無

107,380千円 ①要介護認定（要支援）申請件
数
②要介護（要支援）認定申請か
ら意見書入手までの日数
③介護認定審査会開催数

申請日から認定日までの日数
申請日から３０日以内に結果を送付することと
なっているので、認定日までに要した平均日数
を目標値に近づけていく。

介護保険サービスの必要性等を見極め、
円滑な認定事務が行えることを目的とした
確認表を作成するとともに、認定審査会に
ついては定期的なものに加え臨時審査会
を開催した。

高齢化による申請件数の増加に伴う認定件数
の増加により要介護認定は遅延しており、目標
値への達成が難しい。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 115,897千円

0.00 人 H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 13,000件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

市民税課税決定から出来るだけ速やかに
正確な割合判定を行い、遅滞なく結果通
知を送付する

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

12,500件 12,797件

0.10 人
非常勤
特別職

介護保険負担割合証を送付するための出力・封入封
緘業務の委託。
短時間での円滑な事務処理等事務の効率化を目指
す。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

0千円 臨時職員 0.00 人 ①12,500件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 735千円 681千円

A

H28年度に改善した点

無 無

0千円 ①発送件数

発送件数
介護認定者数の増加に伴い、増加するものと考
える。 新規事業のためなし

目標達成済

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

0.00 人 H29年度目標

6,431 千円 臨時職員 0.00 人 5000

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

年金制度は毎年のように大小の改正があ
ることから、引き続き年金事務所と協力・
連携し啓発活動に努める。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4000 5000

0.75 人
非常勤
特別職

目的　国民年金制度を被保険者へ周知

内容
１．啓発物を窓口やまちづくりセンターに
　　配架し希望者に配布
２．ネットで障害年金情報を配信
３．年金セミナーや個別相談会の開催

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 4000 4000

6,062千円 臨時職員 0.10 人 ①  5,000 部

② 通年

③ 0 回

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

国民年金法 1,044 999

A

H28年度に改善した点

無 無

977 ① 啓発物

② ネット配信

③ セミナー開催

啓発物配布部数

年金セミナーは参加者減少のため中止した一
方、啓発物（冊子）の配布状況は好調だった。複
雑な制度を周知するために今後も継続を検討し
ており、指標とした。今後は国民年金について
の広報掲載・市ホームページの充実も図る。

28年度予算計上後のH27年11月に実施を
計画していたH27年度年金セミナーは、申
込者の直前キャンセル等があり参加者は3
人であった。市民のニーズに対応できなく
なってきていると考え、H28年度はセミナー
を中止し、啓発物（冊子）を増やして配布し
たところ好評であった。

目標達成

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,001

多くの認定審査会委員の協力によ
り、事務は円滑に行えているが、申
請・認定件数の増加に対する遅延
を埋めるまでの成果には至ってい
ない。

短時間での更新事務作業となり、
膨大だった職員の事務負担が軽減
し、時間外勤務の削減に一定の効
果があった。

今後も認定調査数は増加するもの
と予測され、委託先事業所の拡大
について検討が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典平成12年度～

優先

介護相談員派遣事
業

期間

平成15年度～

実施計画ランク

優先

介護保険低所得者
助成事業

期間

実施計画ランク

重要

紙おむつ給付事業

期間

H１２～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

介護保険料賦課徴
収事業

期間

平成12年度～

介護
保険
課

介護
保険
課

介護
保険
課

介護
保険
課

0.00 人 H29年度目標

7,718 千円 臨時職員 0.80 人 90%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

対象者が高齢者あるいはその家族であ
り、紙ベースの申請を６ヶ月単位で提出さ
せる事が負担になっている方もおり、申請
方法を検討中

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 94%

0.90 人
非常勤
特別職

住民税非課税世帯の低所得者の自己負担を軽減し、
介護サービス利用を促進する。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 93%

7,794千円 臨時職員 1.00 人 ①15,442件

②16,492件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険低所得者助成金要綱 47,870千円 44,477千円

B

H28年度に改善した点

無 無

46,967千円 ①支給件数

②申請件数
助成金支給率
支給件数÷申請件数

申請書類の適正な事務を処理し、申請した全て
の方に支給する事を目標としている。 これまでのHPに加え、広報にも掲載する

など広く周知徹底した。

申請期間を過ぎた領収書の提出や、支給対象
外の利用者から申請が混在したため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 57,063千円

0.00 人 H29年度目標

3,001 千円 臨時職員 0.05 人 50%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
施設数は増加しているが、相談員希望者
は少なく、現状の１相談員１施設への派遣
が難しくなっている。派遣先をローテーショ
ンしながら空白期間を短くするようにしてい
る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

50% 56.50%

0.35 人
非常勤
特別職

介護相談員が定期的に市内の特別養護老人ホーム
(14カ所）を訪問し、入所者と会話や相談を行う一方、
施設との橋渡しをすることにより、入所者の要望や疑
問、不安や心配事に対応して、施設に働きかけるなど
現場での解決と改善に努める。
①月に2回程度施設を訪問し、入所者や施設職員と
接する。②入所者の要望・疑問等を施設側に提起し、
解決・改善を図る。③介護相談員と事務局(市)で定例
会を開催し、活動報告を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 50% 48%

3,464千円 臨時職員 0.00 人 ①187回

②23回

③13回

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護相談員派遣事業実施要綱
介護保険法

2,081千円 1,069千円

A

H28年度に改善した点

無 無

926千円 ①相談員の訪問回数

②相談・要望件数

③解決・改善件数

解決・改善率

介護相談員が施設を訪問し、相談・要望等を解
決することが目的となっているため、相談・要望
を受けた件数に対して、解決・改善が行われた
割合を指標とした。

相談員の派遣先変更を行った。また、新規
で相談員5名を委嘱し、新規施設2施設を
含む形で派遣を開始した。

目標達成済

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,596千円

H29年度目標

9,433 千円 臨時職員 0.00 人 38,510件以下

H28年度目標 H28実績

地域支援事業としての紙おむつ給付が今
後不可能となる見込みであることから、予
算区分の変更及び制度改正に向けた検討
を進める。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

39,239件以下 36,676件

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

①在宅の介護認定者から購入額5,600円を限度に給
付申請書を受付。
②介護認定の状況を確認、指定事業者に連絡し、紙
おむつを宅配依頼。
③利用者は、1割（又は2割）の自己負担額を月ごとに
指定事業者に支払い、配達完了確認後、市から事業
者に残額を支払う。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 37,832件以下 37,370件

9,526千円 臨時職員 1.00 人 ① 36,676件

② 12,016人
(認定者数－施設介護サービス
受給者数)

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 162,629千円 136,562千円

A

H28年度に改善した点

無 無

137,639千円
①紙おむつ延利用件数

②対象者数 紙おむつ延利用件数

持続可能な制度運営及び可能な限り自立を促
す必要性から、著しい利用件数の増加は抑制
すべきである。そのため、紙おむつ延べ利用件
数を指標とする。当該年度の延利用件数は、前
年度比の支給対象者増加率と同水準に留める
ことを目標とする。（小数点以下繰り上げ）

在宅で紙おむつを使用している方への
サービスであるという制度の趣旨を事業者
及び利用者へ徹底して周知した。また、同
等品と思われる者の洗い出しを行ったうえ
で、競争見積もりを実施したことにより、購
入単価の低減を実現できた。

目標達成済

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 149,795千円

H29年度目標

35,158 千円 臨時職員 2.00 人 99%

H28年度目標 H28実績

被保険者への周知、理解をいただくことが
重要である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

99% 98.56%

4.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな社
会保険制度として各市町村が保険者となり、介護保
険制度が実施された。介護保険運営のための財源と
して、所沢市の65歳以上の被保険者の介護保険料を
賦課徴収する。

4.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 99% 98.55%

35,073千円 臨時職員 2.00 人 ①18.48％

②22,728件

③172人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法、所沢市介護保険条例 26,057千円 22,706千円

B

H28年度に改善した点

無 無

23,934千円 ①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率（現年度）
介護保険の財源確保のため、65歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。

口座振替データの銀行との交換方法につ
いてFDの受け渡しからデータ伝送に変更
した。

目標値は比較的高く設定しているが、現状、再
三の督促、催告にもかかわらず未納が生じてお
り、未達成となっている。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,561千円

施設利用者の相談・要望を受けた
案件に対し、施設側の対応が行わ
れ、介護相談員活動の一定の成果
があったと考えている。今後も、利
用者と施設の橋渡し役として活動を
継続していきたい。

認定者数の伸びに比べ、支給件
数・支給額が伸びておらず、抜本的
な対策が必要である。

保険料未納者に対して督促、催告
（文書、電話、訪問）等の滞納整理
事務を行っているが、目標の収納
率は未達成となった。しかしなが
ら、前年度の収納率に比べ、微増と
なった。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

支給対象者の増加に比べ、延利用
件数の増加を抑制することができ
ており、今後とも持続可能な制度運
営が望める。



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

□ □ ■

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

高齢化が進む中、高齢者の閉じこ
もり予防及び歯科保健・栄養指導
の必要性はますます高まると考え
られる。高齢者支援課や地域包括
支援センターと保健センターの専門
職が連携をすすめると共に、人が
集まる場所に出向くなど集客の効
率化を図る必要がある。

0.00 人 H29年度目標

Ｓ25年度～ 5,917 千円 臨時職員 0.00 人 100

　歩行にたえない旅行中の病人の救護や、旅行中の
死亡し引取者のない者、または住所、居所若しくは氏
名が知れずかつ引取者のない死亡人及び引取り者
のない死胎の埋火葬、また、ホームレス等の医療及
び求職活動費の援護をする。

0.63 人
非常勤
特別職

0.05 人 100
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,456千円 臨時職員 0.00 人 ①１２件

②０件

③３７件

H28年度目標 H28実績
　行旅病人・行旅死亡人取扱については、
法定受託事務であり、今後も引き続き援護
の必要がある。また、ホームレスの医療及
び求職活動費についても引き続き援護の
必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100

100 100

0.69 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

行旅病人及び行旅死亡人取扱法、行旅病人及び行
旅死亡人取扱施行規則

1,513 1,271

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,824 575
①行旅死亡人

②ホームレス等の医療費

③ホームレス等の求職活動費

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　歩行にたえない旅行中の病人の
救護や、旅行中に死亡し引取者の
ない者、または住所、居所若しくは
氏名が知れずかつ引取者のない死
亡人及び引取者のない死胎の埋火
葬、また、ホームレス等の求職活動
費について援護している。

H28年度に改善した点

無

措置率
措置件数÷（①+②+③）

　行旅病人・行旅死亡人については、法定受託
事務であるため、措置を適切に行うことが目標
である。 　特になし

目標達成済み

　相談件数は前年度に比べ大幅に
増加した。相談件数が増加したこと
は、事業の周知がすすんだためと
考えられる。
　今後は、様々な相談に応じたきめ
細やかな支援を継続して行っていく
ことが重要である。

　目標値は下回ったものの、実績に
ついては前年度を大幅に上回っ
た。
　今後も生活保護受給世帯の自立
に向けた支援を継続していくことが
重要である。

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

期間

H19年度～

行旅病人及び行旅
死亡人取扱事務

期間

重要

介護予防事業

期間

H18年度～

実施計画ランク

生活困窮者自立促
進支援事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

重要

生活保護受給者に
対する就労支援事
業

実施計画ランク

重要（内家計相談
支援事業は最優

生活
福祉
課

健康
づくり
支援
課

生活
福祉
課

40,560 千円 臨時職員 0.00 人 50

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

Ｂ

H28年度に改善した点

2.00 人 H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

50 39

4.73 人
非常勤
特別職

　生活保護法が目的とする自立助長を促進するた
め、生活保護受給者に対する就労支援策として専門
的知識及び資格を有する者に就労業務を行わせるも
ので、就労阻害要因がないにもかかわらず就労に結
びつかない方、また、稼動年齢者で精神上等の理由
により社会的に自立できない方等を対象に支援する。

4.67 人
非常勤
特別職

2.00 人 50 12

40,442千円 臨時職員 0.00 人 ①１５４人

②４８人

③１２人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

生活保護法 4,835 4,751

無 無

4,645 ①就労支援利用者数

②就労を開始した者

③就労収入が増えた者

就労支援収入成果
（就労開始者Ｂ＋就労収入増加者Ｃ）÷就
労支援利用者数Ａ

　生活保護世帯の自立の助長を目的としている
ことから、目標値は、就労支援相談件数のうち
就労収入が増加した件数の割合とする。

　就労支援員は、利用者がハローワーク
や求職先に出向く際の同行や、関係機関
（求職先など）に訪問や電話連絡を行うな
ど、市役所外においても支援を行う活動を
継続している。

　就労や求職活動の経験が不足している利用
者が少なくなく、求職活動を行ってもすぐには就
職に至らない場合があるため。

H28実績 　経済不況に伴う生活保護世帯の急激な
増加はなくなってきたものの、低賃金労働
等により生活保護となる世帯は増加傾向
にある。このため、自立のための支援策と
しての必要性は高く、今後も、他機関との
連携を図りながら、さらに充実した支援を
行っていく。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,778

2.00 人 H29年度目標

4,974 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
　生活困窮者を支援していくことにより、生
活の安定と自立の助長に寄与していく。生
活保護世帯の中学生の保護者に対し、学
習支援事業についてチラシ等を作成し、周
知を行い、参加を促していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 165

0.58 人
非常勤
特別職

　生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るた
め、生活困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な
問題に関する相談支援、事業利用のためのプラン作
成等を行う。
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困
窮者に対し、有期で家賃相当の給付金を支給する。
○「学習支援事業」生活保護受給世帯の中学生を対
象に学習支援を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

3.00 人 ー
平成２７年度新規事
業

3,464千円 臨時職員 0.00 人 ①２，６６０件

②８７件

③３８４人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

生活困窮者自立支援法 35,817 33,458

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

21,464 ①自立相談支援事業延べ相談
件数

②家計相談支援事業参加者数

③学習支援事業延べ参加者数

相談件数、学習支援事業参加者数増加
率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数
＋学習支援事業延べ参加者数）÷昨年度
（自立相談支援事業延べ相談件数＋学習
支援事業延べ参加者数）

　生活困窮者からの相談を幅広く受け付けるこ
とにより、生活保護に至る前に様々な相談支援
を行い生活困窮者の自立促進を支援することが
目的となっている。目標値は、事業を開始したば
かりなので相談件数、学習支援事業参加者数
の増加とする。

　家計収支の均衡が取れていないなど、
家計に問題を抱える生活困窮者からの相
談に応じ、必要な情報提供や専門的な助
言等を行う家計相談支援事業を開始した。

目標達成済み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,274

H29年度目標

16,121 千円 臨時職員 2.00 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

参加者およびボランティアの高齢化に伴
う、新規参加者・新規ボランティアの獲得
が必要と考えられる。
事業周知の工夫が必要と考えられる。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

110% 89%

1.88 人
非常勤
特別職

高齢者が健康で生き生きと、住み慣れた地域で自立
した生活を継続できるよう、主に65歳以上の高齢者を
対象として、脳血管疾患等の後遺症による閉じこもり
予防（機能訓練事業）、栄養状態の改善・健康の維持
向上のための栄養教室、健全な口腔機能と良好な口
腔衛生状態を保つための歯科健康講座事業等を展
開する。

2.04 人
非常勤
特別職

110% 88%

17,666千円 臨時職員 2.00 人 ①765人

②1,196人

③313人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法 9,036 7,992

B

H28年度に改善した点

無 無

7,757 ①機能訓練（地域リハビリ交流
会/　失語症のつどい）
　延べ参加者数（本人）
②高齢者栄養健康教室
　延べ参加者数（本人）
③高齢者歯科健康講座
　延べ参加者数（本人）

事業への参加者数前年比
当該年度延べ参加者数÷前年度延べ参加者数
×100

地域リハビリ交流会では、地域との交流・
世代間交流や地区の健康課題を意識した
プログラムも取り入れ、事業運営を行っ
た。また、事業の周知のため、ホームペー
ジの充実を図った。

機能訓練（地域リハビリ交流会/　失語症のつど
い）は、地域住民と共に作り、交流し、主体性を
重視する内容となっているが、自己通所のため
希望があっても参加困難な場合もある。栄養・
歯科については、依頼教育の件数が見込みに
比べて少なかったため、未達成となった。対応と
しては、周知を増やす等、依頼の件数増加に努
める必要がある。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,036



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

中国残留邦人等の帰国の促進

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　今後も引き続き貸付金の回収に努めると
ともに、福祉資金を貸し付けることにより、
困窮者を救済し、生活の安定と自立の助
長に寄与していく。

無 無

H20年度～ 8,146 千円 臨時職員 0.00 人

6,495千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.95 人
非常勤
特別職

H27年度目標 H27実績

①４５８人

②４人

H28年度目標

100

H29年度目標

100

目標達成済

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 100

2.00 人

1,531

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

　中国残留邦人等の自立を支援するため、地域にお
ける支援ネットワークの構築等を行うことにより、中国
残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことがで
きるよう支援する。日本語交流事業を民間団体「所沢
中国帰国者交流会」に委託し、料理教室等を通じ日
本語会話力の向上や日本文化の習得に努める。日本
語交流事業への参加者に参加交通費の支給を行う。

0.75 人
非常勤
特別職

1.00 人 100

法定受託事務 法定受託＋附加 1,469 1,456 ①日本語交流事業参加延べ利
用者数
②日本語交流事業参加交通費
支給者数（述べ人数）

日本語交流事業参加率
参加人数÷日本語交流事業参加延べ利
用者数

H28予算現額 H28決算額（見込み）

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律

1,614

Ａ

　中国からの帰国者は、その多くが
高齢であり、日本語が不自由なこと
で地域の中でも孤立しやすい。ま
た、生活習慣の違いなどから、日常
生活にも不自由をきたしていること
が多い。
　このため、中国帰国者が地域に
おいて生き生きと生活することがで
きるよう、身近な場所で地域の人々
と交流しながら日本語の会話力を
身につけ、日本文化などを習得で
きるよう支援した。

H28年度に改善した点

無 無

　中国残留邦人等が地域において生き生きと暮
らすことができるよう支援することが目的のた
め、日本語交流事業参加率を指標とする。 　特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　中国帰国者が地域において生き生きと
生活することができるよう、身近な場所で
地域の人々と交流しながら日本語の会話
力を身につけ、日本文化などを習得できる
よう引き続き支援していく。

目標設定の考え方・根拠実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

中国残留邦人等地
域生活支援事業

根拠法令

自治事務

期間 3.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

Ｓ55年度～ 32,757 千円 臨時職員 0.00 人

29,444千円 臨時職員 0.10 人 ①３０件

②２，８６０，０００円

③２５件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

　一時的に生活困窮に至った低所得者または傷病者
による医療費の支払いが困難な状態にある者に対
し、当該資金を貸し付けることにより、生活の安定と自
立の助長を図る。
　基金の額　７３００万円
償還能力があり、市内在住の連帯保証人が１名必
要、貸付限度額１０万円、重複貸し付けできない、償
還２０回以内

3.40 人
非常勤
特別職

0.05 人 100 92

H28その他職員
従事割合

100

100 83

所沢市福祉資金貸付基金条例・所沢市福祉資金貸
付条例施行規則

0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　福祉資金を貸し付けたが一時的
な困窮から生活安定に至らない場
合があった。
　平成２８年度返還金額３，５５５，０
００円。基金の現金保有額１９，２６
０，８７３円。

H28年度に改善した点

①貸付数

②貸付額

③借受人の内、生活保護を受給
しない件数（自立した件数）

借受人の内、自立した率
借受人の内、生活保護受給しない件数÷
貸付件数

　一時的な困窮から生活安定を図るための貸付
金であることから、借受人の内、自立した率とす
る。

　生活福祉資金滞納者について、戸籍照
会等による転出先不明の所在確認の追跡
調査を継続して行っている。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

　一時的な困窮者に福祉資金を貸し付けたが、
貸付により生活安定に至らない場合がある。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

福祉資金貸付事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

期間 50.42 人
非常勤
特別職

4.00 人 H29年度目標

S25年度～ 432,352 千円 臨時職員 4.00 人

　生活保護受給者は、現在も緩やかなが
らも依然として増加傾向である。今後も引
き続き就労支援事業を中心とした支援を
行い、ジェネリック医薬品の活用などを積
極的に働きかけ医療扶助費の支出を抑制
し、法令を順守した適正な処遇及び迅速な
事務処理を実施していく。

Ｂ

　相談・申請受理後、ケースワー
カーが必要な調査を行い、決定後
は困窮程度に応じた扶助を行って
いる。
　生活保護世帯の自立助長に向け
てケースワーカーが訪問等を行
い、助言・指導を行っている。
　就労に伴い自立した生活保護受
給者に対して、生活保護廃止直後
の税や社会保険料の負担軽減を
図るため、要件を満たす者に就労
自立給付金を支給している。
　不正受給の防止、就労支援の強
化を徹底し、生活保護世帯数の抑
制を図るとともに、生活保護受給開
始時に生活保護受給者の権利義
務の丁寧な説明を行っている。

H28年度に改善した点

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 83

100

　法定期限内の処理が困難な場合が散見され
る。申請世帯の世帯状況は様々で、世帯認定や
扶養状況の確認、各金融機関への資産状況の
照会等に日数を多く要する場合がある。

424,600千円 臨時職員 4.90 人
①５２９件

②４３９件

③４６１件

H28年度目標 H28実績

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

　生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じ必
要な保護を行い、その最低限度の生活を保障すると
ともに、その自立を助長する。
　自立助長に向けてケースワーカーが訪問等を行い、
助言・指導を行う。
　就労により自立した生活保護受給者に、社会保険
料の負担軽減を図るため、要件を満たす者に就労自
立給付金を支給する。

49.03 人
非常勤
特別職

1.85 人 100 74

　法定受託事務であることから、相談・申請受理
後、ケースワーカーが必要な調査を行い、法定
期限内の決定処理となるよう努めている。

　被保護世帯に対する家庭訪問等での生
活状況把握とともに、年金・手当等の関係
課への定期的な受給調査を行い、収入状
況を的確に把握し適正な扶助費の支給に
努めた。

生活保護扶助事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

生活保護法・生活保護法施行令・生活保護法施行規
則

8,823,101 8,667,510

事業の目的及び具体的な内容
無 無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,699,898 8,512,340
①申請件数

②法定期限内処理件数

③開始世帯数

法定期限内処理率
法定期限内（１４日以内）に処理した件数
Ｂ÷年間申請世帯数Ａ

H27正規職員
人件費

実施計画ランク

生活
福祉
課

生活
福祉
課

生活
福祉
課



項目名

■ □ □

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

　本計画の基本目標である、「心身
ともに健康と感じ、必要なときに必
要な医療を受けられるまち」、さらに
「健幸長寿のマチ　所沢」を目指す
ためには、市の関連する計画や国・
県の関連計画などとの整合性を図
りながら本計画を進行管理していく
必要がある。
　今後、本計画の目標指標を達成
するため、適正に推進を図ることに
努めていきたい。
   なお、平成２８年度の評価につい
ては、現在、所沢市保健医療計画
推進委員会において協議している
ところである。

平成28年度より「第2次健康日本21
所沢市計画（健康ところ21）」と「所
沢市食育推進計画(所沢市食育プ
ラン)」は保健医療計画に包含され
ているが、所沢市の健康増進計
画・食育推進計画としての課題を引
き継ぎ、予防の視点を重視した健
康づくり事業の推進を図ることが重
要である。

各関係機関との連携を図りながら、
引き続き、市民に親しみやすい事
業の改善・効率化に努める必要が
ある。

「栄養・食生活」は、健康な生活を
送るために欠かすことのできないも
のであり、生活習慣病の予防、生
活の質の向上の観点からも重要で
ある。そこで、地域における「食の
ボランティア活動」の中心的な役割
を担う食生活改善推進員協議会と
連携し、リーダーを育成しながら、
地域に密着した健康づくりの輪を広
げていく必要がある。

期間

S55年度～

実施計画ランク

重要

食生活改善推進事
業

重要

食育推進事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

重要

健康づくり推進事
業

期間

H18年度～

実施計画ランク

平成28年度～

実施計画ランク

優先

所沢市保健医療計
画推進事業

期間

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

保健
医療
課

H29年度目標

3,087 千円 臨時職員 0.10 人 110%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 市民が生涯にわたり健康でいきいきとした
生活を送るために食育の重要性は増して
いるため、地域や団体等へ積極的に働き
かけや各種事業においての周知活動を図
り、若年層や男性推進員の募集と育成の
強化に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

110% 104%

0.36 人
非常勤
特別職

食生活改善を通して市民の健康増進図るため、食と
栄養に関する知識の普及啓発及び地域に密着した健
康づくりの輪の拡大を推進する。
①リーダー育成講座（推進員全員を対象）
②リーダー研修会・地区伝達講習会
③福祉施設との交流会
④高齢者ヘルスアップ事業・自主活動
⑤生活習慣病予防教室

0.38 人
非常勤
特別職

110% 99%

3,291千円 臨時職員 0.10 人

①12回

②349人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

食育基本法、健康増進法、地域保健法 703 654

A

H28年度に改善した点

無 無

600
①食生活改善推進員リーダー育
成講座・研修会

②リーダー育成講座・研修会の
参加者

リーダー育成講座・研修会の参加者前年
比

当該年度延べ参加者数÷前年度延べ参加者数
×100

食育月間イベントや健康まつりにおいて、
推進員の活動状況を広く周知し、参加者
の拡大を図った。
食生活改善推進員協議会補助事業につ
いても合わせて評価を行うものとした。

会員の高齢化もあり、若い世代や男性会員の
更なる拡大を図る必要がある。
食育に関する啓発と、参加しやすい講座等に工
夫する必要がある。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 735

H29年度目標

3,773 千円 臨時職員 0.20 人 110%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

事業内容や実施方法の改善・効率化を図
りながら実施していく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

110% 92%

0.44 人
非常勤
特別職

市民一人ひとりが食を通して、生涯に渡って健全な心
身を培い、豊かな人間性を営むことができるよう、所
沢市保健医療計画「栄養・食生活」及びライフステー
ジ別の行動目標達成に向けた各種講習会、食育教
室、調理実習、リーフレット配布などを実施する。農業
振興部門、学校給食部門、地域包括部門等他部門と
の事業協力のもと実施する。

1.15 人
非常勤
特別職

110% 170%

9,959千円 臨時職員 0.20 人

①32回

②1,194人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

食育基本法 1,359 1,298

B

H28年度に改善した点

無 無

1,189

①各種事業の開催回数

②事業の参加者

食育事業への参加者数前年比
当該年度延べ参加者数÷前年度延べ参加者数
×100

食育月間イベントにおいて、新たに資源循
環推進課とも連携を図り、幅広い年齢層に
所沢市の「食育」活動について周知した。

地域包括支援センターと依頼教育の進め方に
ついて協議した結果、依頼件数及び参加者数
が減少したため。
※参加者数
平成27年度…151人
平成28年度…59人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,408

H29年度目標

20,323 千円 臨時職員 0.00 人 18年

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

健康を考える切り口として、ライフステージ
ごとの健康課題と並行して、各地区ごとの
健康課題を分析・整理し地区保健活動とリ
ンクさせていく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

18年 17.79年

2.37 人
非常勤
特別職

健康的な生活習慣に対する理解と関心を深め、生涯
にわたり、自らの健康状態を自覚し、より望ましい健
康習慣の獲得に努め、健康増進に取り組めるように
するために、行動計画に基づき健康づくり運動を推進
する。

2.97 人
非常勤
特別職

18年 17.59年

25,720千円 臨時職員 ①40回

②138回

③3,280人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 1,467 1,099

B

H28年度に改善した点

無 無

1,044 ①ライフステージに基づく庁内健
康づくり推進会議の実施回数

②学習活動の実施回数

③学習活動の参加者

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

ライフステージ毎の健康課題や今後の取
り組みの周知を図るための「健幸ところトコ
トコぷらん」（リーフレット形式）を各種健康
教育やイベントなどの機会に配布し、周知
を図った。

年々目標値に近づいているが、目標値達成に
向け、今後も所沢市保健医療計画に基づき、ラ
イフステージごとの健康課題や今後の取り組み
の周知を図る必要がある。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,401

H29年度目標

12,434 千円 臨時職員 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

　計画初年度のため、明確な課題はつか
みきれないが、庁内推進会議や推進委員
会において課題解決等に取り組んでいき
たい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 協議中

1.45 人
非常勤
特別職

市民が、心身ともに健康と感じ、必要な時に必要な医
療を受けられるまちづくりを実現するとともに、健幸長
寿のマチ　所沢を目指すことを目的に策定した当計画
に基づき、市や関係機関などが実施している保健・医
療分野の取り組みを整理し、本市の保健医療政策を
効果的・効率的に推進するものである。

1.55 人
非常勤
特別職

－ －

13,423千円 臨時職員 ①３回

②２回

③協議中

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

605 584

B

H28年度に改善した点

無 無

①計画の推進委員会開催日数
②計画の庁内推進会議開催日
数
③計画の各小項目の達成度
　　（A以上の割合）

所沢市保健医療計画の小項目に対する
総合評価A以上の達成率
（総合評価A以上の数÷小項目の数）

　市民の健康増進・健康保持、さらに安心して医
療を受けられる医療提供体制を実現するために
は、当計画を適正に推進する必要があるため、
計画の達成率を指標とする。

　本計画の進捗状況を適正に進行管理す
るため、計画推進委員会等で評価基準を
定めた。

　平成28年度は計画初年度であり、評価方法等
を設定した年度でもある。
　当計画における小項目の内容は、短期間で成
果が得られるものではないため、今後、それぞ
れ目標達成に向けて努力する必要がある。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計
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環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

全戸配布している「健康ガイドところざわ」
に添付の申し込みはがきを切手不要とし
た。新たに始めた前立腺がん検診では、
対象者全員に検診票を郵送し、指定医療
機関で受診できるようにした。また、40歳、
50歳、60歳、70歳の方に切手不要の申し
込みはがきの同封と、20歳、25歳、30歳の
女性全員に子宮頸がん検診の受診券を送
付し、がん検診の周知と受診勧奨を行っ
た。

平成２６年度まで減少していた利用
者数について、平成２７年度に続
き、平成２８年度も目標値を達成す
るとともに、前年度比約３０％以上
の増となった。
また、民間事業者から聞取り調査
や市民意識調査の結果から、移動
を容易にする企画として所沢発着
の市民限定のバスツアーを２回実
施し、合計１５４人の参加があり、好
評を得た。なお、当バスツアーは、
市は広報を担当し、協定施設が主
催する企画であるため、公費負担
をかけずに市民の健康増進と心身
のリフレッシュを推進することができ
た。

健康の保持・増進及び疾病予防に
関する知識の普及啓発を図るため
の教育事業は、健康寿命を延伸す
るためには重要である。しかし、健
康に関する意識関心が低い人への
アプローチ、実施方法や回数など
に関しては、評価見直しを行い、少
ない労力でも高い効果が得られる
よう必要な改善・効率化を図る必要
がある。

健康情報は、健康番組やインター
ネットを通じて容易に入手できる
が、個別性の高い具体的な指導や
助言を提供できる機会は少ないと
考えられる。健康への関心が高
まっており、健康の保持・増進を図
るためには、今後も改善効率化を
図りながら継続していく必要があ
る。

優先

がん検診事業

期間

S58年度～

実施計画ランク

重要

市民保養施設利用
事業

期間

4年度～

実施計画ランク

S58年度～

実施計画ランク

重要

成人健康相談事業

期間

S58年度～

実施計画ランク

優先

成人健康教育事業

期間

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

検診の重要性を周知するとともに、休日の
検診やレディースデーなど、受診しやすい
検診となるよう工夫していく。
引き続き、胃内視鏡検査の実施に向けて
所沢市医師会と調整及び協議を重ねる。

市民
相談
課

健康
管理
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

6.86 人 19%

4.60 人
非常勤
特別職

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

18% 14.90%

H29年度目標

39,445 千円 臨時職員

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と早
期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少を図
る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん検
診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳以上
の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳までの５歳
刻みの男性

4.35 人
非常勤
特別職

17% 17.80%

37,671千円 臨時職員 6.85 人
①58,899人

②41,339人

③2,859人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 230,246 214,902

B

H28年度に改善した点

無 有

228,995
①延べ申込者数（前立腺がん検
診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん検
診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：16,558人、対象者：111,124人）

がんの早期発見・早期治療により、市民のがん
による死亡の減少を図ることが目的であるた
め、性別に関係なく、また、保健センター及び市
内協力医療機関のどちらでも受診できる大腸が
ん検診を指標とし、上記の目的から前年度を上
回る数値を目標値とした。

特定年齢の対象者に切手不要の申し込みはが
きを同封した勧奨通知の送付や、保健センター
での受付日を増やしたが、受診者数が増えず、
目標値達成には至らなかった。

H28年度目標

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 248,385

0.00 人 H29年度目標

5,059 千円 臨時職員 0.00 人 640

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
バスツアーのアンケート結果では市民の
満足度が高かったため、今後も研究を重
ねながら継続していく。次回開催にあたっ
ては広報手段を精査し、より効果的な周知
を行って利用促進を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

493 639

0.59 人
非常勤
特別職

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的とする。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊施
設で宿泊料金の優待割引（１０％）等を受けられる所
沢パスポート券事業を実施している。
平成２８年度は、四万温泉、水上温泉及び石和温泉
の３か所の保養地と草津、土肥、魚沼、秩父にある宿
泊施設と協定している。また、協定施設を利用した市
民限定のバスツアーを実施した。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 360 492

4,330千円 臨時職員 0.00 人 ①639

②

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢パスポート券要綱 83 48

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

28
①パスポート券利用者数

②

③

パスポート券を利用者した述べ人数

健康増進と心身のリフレッシュを図るため、所沢
パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するた
め前年度実績を超える数値としている。

市民意識調査でも要望のあった所沢発着
のバスツアーを市民限定の特典付きの内
容で実施できた。

目標達成済

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 105

H29年度目標

22,552 千円 臨時職員 2.40 人 18年

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
短時間でも生活習慣改善につながる効果
的な指導ができるよう、職員の知識・技術
の向上。
健康に対する関心が低い層へのアプロー
チや、若い世代にも出会えるような設定を
工夫する必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

18年 17.79年

2.63 人
非常勤
特別職

健康の保持増進を図ることを目的として、個々の心身
の健康状態に合わせた相談に応じ、家庭等における
健康管理に役立てられるよう必要な指導及び助言を
行う。
①健康相談②栄養相談③気になる血糖値相談④リハ
ビリ相談⑤歯科相談⑥出張健康相談等

2.60 人
非常勤
特別職

18年 17.59年

22,516千円 臨時職員 1.50 人

①177人

②2,014人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 7,241 4,472

Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

3,792 ①保健センター健康相談の相談
者数

②総合相談（その他の健康相談
含）

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

健康増進普及月間イベントなど、集客が見
込めるイベントを活用して、若い世代も利
用できる健康相談の場の拡大に努めた。

年々目標値に近づいている。活動実績について
は、維持～微増の状況だが、今後も周知方法や
事業の設定など健康相談を必要とする人に出
会えるような設定を工夫する必要がある。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,979

H29年度目標

24,525 千円 臨時職員 2.60 人 18年

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

引き続き少ない労力でも高い効果が得ら
れるよう必要な改善・効率化を図る必要が
ある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

18年 17.79年

2.86 人
非常勤
特別職

心身の健康についての自覚を高め、かつ健康の保
持・増進及び疾病予防に関する知識の普及啓発を図
ることで、健康寿命を延伸することを目的とし、栄養及
び歯科を含めた各種健康教室等を実施する。
①市民健康大学②４０代からの健康美人セミナー③
市民健康づくり講演会④健康づくり栄養教室⑤歯科
健康教室⑥依頼健康教育等

3.15 人
非常勤
特別職

18年 17.59年

27,279千円 臨時職員 2.45 人 ①4,462人

②354人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 11,410 8,423

Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

9,781 ①各種健康教育参加者数（延
べ）

②各種講演会参加者（延べ）

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。男女別
に算出されているため、男性の健康寿命を指標
とする。

必要最低限の人数で運営できるよう、事業
に必要な職員の人数を見直しを行った。
講演会の開催について健幸マイレージ参
加者に対して案内を行う等、タイアップの
事業を行った。

年々目標値に近づいている。活動実績は伸びて
おり、今後も、適切な生活習慣の確立により高
い予防効果が期待される若い層中心に参加者
を増やす努力を継続し、目標に近づくよう努めた
い。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,105

平成27年度は目標を達成していた
が、平成28年度は目標値に3.1ポイ
ント及ばなかった。
毎年対象者数は、がん検診全体で
2,000～3,000人前後増加している
が、受診者数はほぼ横ばいであ
る。今後は新たな受診者を増やす
よう、平成29年度からはじめた日曜
日の検診やレディースデーなどの
検証を行い、受診しやすい環境を
整えていきたい。



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　越智　三奈子

期間

H7年度～

実施計画ランク

重要

結核検診事業

期間

H10年～

H12年度～

実施計画ランク

重要

骨粗しょう症検診
事業

期間

各種予防接種事業

期間

Ｓ23年度～

実施計画ランク

重要

成人歯科検診事業

実施計画ランク

優先

健康
管理
課

健康
管理
課

健康
管理
課

健康
管理
課

無 有

H29年度目標

結核罹患率は毎年低下しているものの、
国内では未だ年間約1万9000人の新たな
結核患者が発生している。今後も受診しや
すい環境を整えていく。

B

H28年度に改善した点

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

600人 448人

3,430 千円 臨時職員 0.00 人

3,464千円 臨時職員 0.10 人 ①448人

0.40 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

結核を早期に発見し治療に結びつけることで、蔓延を
防止し、結核に関する正しい知識の普及・健康障害の
回避、症状の軽減・進行の遅延を図ることを目的とす
る。
【実施内容】
胸部X線検査を受ける機会のない15歳以上の方、又
は肺がん検診を受けていない（受ける予定のない）40
歳以上の方を対象とし、胸部X線撮影を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律

607 474

454
①受診者数

受診者数

世界的にみて、日本はまだ結核の中蔓延国とい
う状況にあることから、結核を早期に発見し、治
療に結びつけることで蔓延を防止することが目
的であるため、受診者数を指標とする。

受診者本人による結核健康診断カードの
記載及び確認を省略したことにより、受診
者一人あたりにかかる受付時間の短縮及
び事務の効率化を図った。

胸部Ｘ線検査は、肺がん検診や医療センターの
人間ドック、特定健康診査のオプション等による
検査の機会がある。このことも受診者数が増え
ない原因の1つと考えている。

600人 423人

600人

H28年度目標

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 645

H29年度目標

3,430 千円 臨時職員 0.41 人 8%

H28年度目標 H28実績 骨粗しょう症は骨折や寝たきりの要因にな
るとされ、本市においても、その予防及び
早期介入は重要である。今後も健康相談・
健康教育の場を通じて、市民が骨粗しょう
症の知識を得られる機会を提供するととも
に、骨量減少の早期発見と進行の抑制を
目指して、受診率向上に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8% 7.90%

0.40 人
非常勤
特別職

男性に比べ女性は骨量の減少が早く、骨粗しょう症に
なりやすいため、早期に骨量減少者を発見するととも
に、保健指導による改善と意識啓発を図ることで骨粗
しょう症予防を推進することを目的とする。
【実施内容】
40・45・50・55・60・65・70歳の女性の前腕骨のⅩ線検
査(ＤＸＡ法)により骨密度を測定する。

0.90 人
非常勤
特別職

12% 6.90%

7,794千円 臨時職員 0.45 人 ①16,177人

②1,518人

③1,272人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 5,943 5,349

A

H28年度に改善した点

無 有

4,165 ①対象者数

②申込者数

③受診者数

骨粗しょう症検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）

早期に骨量減少者を発見し、治療に結びつける
ことで骨粗しょう症予防を推進することを目的と
しているため、受診率を目標とする。また、目標
値は、前年度の実績から設定した。

年度当初に送付する受診勧奨通知に、切
手不要の申し込みはがきを同封し、手軽
に申し込めるようにした。通知に、疾病に
ついての情報や検診の内容を載せること
で受診意欲の向上に努めた。
受付業務や問診の効率化を図り、受診に
かかる時間を短縮している。

ほぼ目標達成済み

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,284

H29年度目標

7,889 千円 臨時職員 0.53 人 5%

H28年度目標 H28実績
歯の喪失予防は高齢期の健康維持に繋
がることから、継続して実施すべき事業で
ある。平成28年度は、前年度と比較して申
込者数が増加しており、引き続き周知に努
めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

10% 3.10%

0.92 人
非常勤
特別職

高齢期においても歯の健康を維持し、食べる喜びを
享受できるよう、歯の喪失を予防することを目的とす
る。
【実施内容】
40・50・60・70歳の者を対象とし、口腔内診査を行い、
その結果に基づき保健指導を行っている。

0.67 人
非常勤
特別職

10% 3.20%

5,802千円 臨時職員 0.50 人 ①17,857人

②905人

③538人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 8,029 6,227

C

H28年度に改善した点

無 有

4,983 ①対象者数

②申込者数

③受診者数

成人歯科検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
歯の健康を維持し、歯の喪失を予防することが
目的となっているため、受診率を目標とする。

年度当初に送付する勧奨通知の範囲を広
げ、全ての対象者へ送付した結果、前年
度と比較して申込者数が増加した。

受診者数は平成27年度の403人から135人増加
しているが、対象者の算定方法の変更により受
診率は下がっている。受診者のアンケートから
歯の健康に対する意識が向上し、かかりつけの
歯科医院を持ち、定期健診を受診している市民
が増えている。このことも、成人歯科検診の受
診率が上がらない原因の1つと考えている。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,469

0.00 人 H29年度目標

23,839 千円 臨時職員 0.67 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
厚生労働省厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会において、おたふくかぜやロ
タウイルスの定期接種化についても検討
が行われていることから、これらの動向を
注視していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 94%

2.78 人
非常勤
特別職

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベル
を高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防止す
る。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混合、
不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻しん、風
しん、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸がん
（高齢者）インフルエンザ、成人用肺炎球菌

2.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 97%

22,083千円 臨時職員 1.00 人
①　60,405人

②　43,914人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

無 無

812,684 ①　小児予防接種接種者数

②　高齢者予防接種接種者数

小児予防接種接種率
（延べ接種者数60,380人÷対象者数
64,057人）
※但し、子宮頸がんについては、積極的
勧奨を中止していることから除く。

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、100％に近い接種率を維持していくことを
目標とする。

予防接種関係法令の改正に対応し、１０月
からＢ型肝炎の定期接種を追加した。

疾病や体質などにより予防接種を受けられない
小児がおり、100％を達することは難しい。また、
平成28年度は、日本脳炎ワクチンや麻しん風し
んワクチンが供給不足となった影響により前年
度実績を下回ったが、これらを考慮すると概ね
目標は達していると考える。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 850,741

Ａ

根拠法令 H28予算現額

予防接種法 881,792

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

825,345

目標は概ね達成することができて
おり、事業の目的である感染症の
発生・まん延防止は図られていると
考える。
今後も引き続き、高い接種率を維
持できるよう、確実な周知と適切な
勧奨に努めていきたい。

平成28年度も申込方法や期間、周
知について工夫を行い、平成27年
度と比較して受診者数は増加した
が、目標は達成できなかった。
成人歯科検診は、心身の健康のた
めにも重要であると考えており、引
き続き受診しやすい検診となるよう
工夫するとともに周知に努めていき
たい。

目標はほぼ達成したと考える。
今後も引き続き骨粗しょう症検診の
重要性を周知し、受診しやすい検
診となるよう、工夫していきたい。

　前年度と比較すると受診者数は
25人増加したが、目標を達成するこ
とはできなかった。今後も、引き続
き受診の機会を提供し、周知に努
めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進S48年度～

期間

H14年度～

実施計画ランク

重要

母子保健相談指導
事業

期間

トコろん健幸マイ
レージ事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

優先

乳幼児発育・発達
相談事業

最優先

妊娠・出産つづけ
てサポート事業

期間

H28年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

相談窓口開設後、妊娠届出時や乳
児全戸訪問事業で事業の周知を
図った。
専門相談員のていねいな対応によ
り、相談件数の増加が見られた。

成果指標の目標値を達成してお
り、当事業については一定の成果
が挙げられていると考えている。

H28年度目標 H28実績

専門性の高い相談を希望する保護
者が多いことから、今後も相談内
容・相談回数等のニーズを捉え対
応する必要がある。
また、児童虐待の予防・早期発見・
早期対応として、専門性の高い相
談を充実させてこどもの発育発達
を促進し、良好な母子関係を確立し
ていくためには今後も引き続き実施
していく必要があると考えている。

非常勤
特別職

H29年度目標

アンケート等から参加者のニーズを
捉え、より参加しやすいよう事業内
容の改善や効率化を図る必要があ
る。

非常勤
特別職

H29年度目標

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

平成29年度は、さらに500名を追加し、
1,500名規模での事業実施となる。昨年度
からの参加者と新規参加者を並行して管
理していくため、事業展開に支障をきたさ
ぬよう十分注意を払いながら進めていく必
要がある。また、将来、今後の事業の方向
性を検討していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

対象者が妊産婦や乳幼児とその家族であるた
め、突然の体調不良等により直前のキャンセル
がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 核家族化が進み、子育てについて身近に
相談できる相手がいない方が増えている
現在において、当該事業により妊娠・出
産・子育てに関する正しい知識の普及を
図っていくことは重要である。また、孤立防
止のため仲間づくりを推進する。

100% 91%

89%

母子保健に関する正しい知識の普及、情報の提供を
行い、妊娠・出産・育児に関する不安の軽減を図る。
また、ともに育児をする仲間づくりのための支援を行
う。
①両親学級、②母親学級（歯科コース除く）、③離乳
食教室等、④子育てサロン、⑤乳幼児健康相談

2.56 人
非常勤
特別職

100%

27,783 千円

臨時職員 1.50 人 ①165回

②3,531人

③3,861人

100%

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28その他職員
従事割合

臨時職員 1.50 人

H28正規職員
人件費

3.24 人

H28年度に改善した点

無 無

4,391 ①各事業の実施回数

②各事業の参加延べ人数

③各事業の参加申し込み人数

受講率 受講人数÷申込人数×100
産後の母親の栄養状態の改善や育児負
担の軽減のため、産後ママクッキングを開
始した。また、アンケート結果をもとにより
良くなるよう随時改善している。

H27年度目標 H27実績

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,716

Ｂ
H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

母子保健法 4,878 4,740

22,170千円

事業の目的及び具体的な内容

対象者が乳幼児及びその家族であるため、突
然の体調不良等により直前のキャンセルがあ
る。
また、児童虐待予防の観点から事業を利用する
場合には、対象者の相談ニーズが低く、来所に
至らない場合があり、結果的に参加者数が減少
してしまう。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

専門相談後の継続した支援については、
関係機関との連携により切れ目のない支
援を実現するとともに、相談者のニーズの
把握に努めていく。

100% 84%

82%
Ｂ

H28目標値が未達成の理由・分析

100%

13,377 千円

12,903千円 臨時職員 0.00 人

100%

H28正規職員
人件費

①144回

②401人

③476人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

1.56 人

児童虐待の予防・早期発見・早期対応として、医師相
談、心理相談、ことばの相談、運動あそびの相談、子
育てメンタル相談等専門性の高い相談を充実させるこ
とにより、育児不安の強い母親への支援を行い、育児
不安の軽減を図る。また、子どもの発育・発達を促進
するとともに、人間形成の基盤となる乳幼児期の母子
関係を確立することを目的とする。

1.49 人
非常勤
特別職

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱 3,925 3,835

H28年度に改善した点

無 無

3,728 ①相談実施回数

②参加者数

③対象（予約）人数

参加率 参加者数÷各事業の対象（予約）人数×100

平成29年１月にこども支援センター（こども
と福祉の未来館）が開設された。相談者が
継続的に支援が受けられるよう、こども福
祉課と情報共有を図り就園や就学を控え
ている児はこども支援センターへ引き継い
だ。H27年度目標 H27実績

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,877

非常勤
特別職

H29年度目標

19,037 千円 臨時職員 0.00 人 1,000歩

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,000歩 1,849歩

2.22 人

本事業は、所沢市民一人ひとりが健康を実感しなが
ら地域で安心していきいきとした生活をおくることので
きる「健幸長寿のマチ所沢」を目指すものである。市
民に「歩く」ことを中心とした日常的な運動を推奨し、
歩数や運動量を計る活動量計を貸与して、歩数等に
応じた「健幸ポイント」を付与することで、健康寿命の
延伸を進めるものである。
　また、本事業を継続的に実施することにより医療費
の抑制が見込まれるため、国民健康保険加入者に事
業の参加を促し、その効果を確認・検証する。

非常勤
特別職

0千円 臨時職員

①1,000人

②1,849歩

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

健康増進法 42,222 41,051

Ｓ

H28年度に改善した点

無 無

①参加者数

②増加歩数

本事業参加者の参加前と参加後を比較
し、増加した歩数

本来であれば、医療費抑制効果とすべきである
が、データが十分に揃っていないため、本事業
に参加したことによる歩数増分を指標とした。

平成28年度の事業開始に伴い、本事業の
参加者の日々の歩数が増加し、精力的に
活動を継続しているので、医療費の抑制も
期待できる。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

非常勤
特別職

H29年度目標

8,747 千円 臨時職員 2.00 人 73%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

事業の充実を図り、満足している親の割合
が増加することを目指す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

70% 71.5%

1.02 人

核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地域
で出産、子育てを担う母親の育児負担が増えているこ
とから、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健
や育児に関する様々な相談に円滑に対応する。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪問によ
る相談対応、②マタニティコール、③母乳相談

非常勤
特別職

0千円 臨時職員
①886人

②724人

③292人

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

①電話、窓口、面接、訪問等に
よる相談

②マタニティコール

③母乳相談

妊娠・出産について満足している親の割
合

「健やか親子２１（第２次）」計画の乳幼児健康診
査におけるアンケート調査項目を設定。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

子ども・子育て支援法 6,799 5,823

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

A

H28年度に改善した点

無 無



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

母子歯科保健指導
事業

期間

S51年度～

重要

幼児の育成指導事
業

期間

H9年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

母子保健地域活動
事業

期間

S55年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

優先

乳児家庭全戸訪問
事業

期間

H7年度～

新生児訪問希望者の増加により確
実に訪問時に母子に会え、指導率
が向上している。母の育児不安な
ど早期に対応することは母子の健
全育成、虐待防止に繋がっており
今後も引き続き実施していく必要が
ある。

地域全体での子育てを推進する上
で重要であり、今後も母子保健推
進員と市及び関係機関が連携を密
にし、声かけ訪問などの各種事業
の充実を図る必要がある。

事業終了後の参加者アンケートを
もとに、保護者の満足度と改善点を
探り、充実を図っていく必要があ
る。

非常勤
特別職

H29年度目標

Ｈ28年6月に子育て包括支援センターを開
設し妊娠期からの関わりにより出生連絡
票の返信率が向上。新生児訪問希望件数
の増加に伴い訪問指導率の向上につな
がった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

核家族化や地域との関係が希薄となって
いる中で、妊娠中や出産直後は一層地域
から孤立する時期である。妊娠中から相
談窓口の周知を行い、新生児訪問、こん
にちは赤ちゃん訪問などにより、早期に関
わりが必要な母子への訪問を実施し、育
児不安に対応することで母子の健全育
成、虐待防止に繋がる。長期里帰り者もい
るため全対象への指導は難しい現状があ
る。

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

口腔の健康の保持増進を図るた
め、今後も参加者のニーズを的確
に捉え、事業内容の改善・効率化
を図っていく必要がある。

H28その他職員
従事割合

100% 86%

87%

非常勤
特別職

H29年度目標

4,116 千円 臨時職員 2.00 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も、様々な職種が事業に携わることに
より、多面的に児を観察し健全な発達を促
す、また保護者の不安や悩みを受け止め
不安軽減を図り、育児支援につなげる。
こども支援センター開設に伴い、平成30年
度以降の当該事業の運営について検討が
必要である。

妊娠中及び乳幼児期からの口腔の健康保
持増進を図るため、歯科保健指導事業を
継続していくことが重要である。また、乳幼
児健康診査未受診者に対しては、歯科相
談の案内を行うなどのフォローが必要であ
る。乳幼児期からの歯と口の健康の大切
さについて、啓発をさらに充実させていく。

H28正規職員
人件費

0.48 人

B

妊娠中及び乳幼児期から、歯科健診や歯科保健指導
等を通じて、歯科保健知識の普及や情報提供を行な
い、口腔の健康の保持増進を図る。
2歳児歯科健康教室、3歳児フッ化物塗布、保育園歯
科保健指導、障害児歯科保健指導、歯と口の健康週
間行事、母親学級（歯科）等

0.83 人
非常勤
特別職

100%

7,188千円 臨時職員 2.00 人

①6,166人

H28年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

母子保健法 10,032 9,391

無 無

9,557

①参加者数
参加率 参加者数÷対象（申込者）数（7,181人）×100 ほっとメールを活用し広く事業案内を行

い、周知を強化した。

広報、まちづくりセンター、依頼教育等で事業の
周知を行っているが、母親学級（歯科）・2歳児歯
科健康教室の申込が定員に達していない。
事業の周知だけでなく、妊娠期・乳幼児期から
の口腔ケアの重要性について普及啓発をしてい
く必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28実績

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,968

8,232 千円 臨時職員 0.00 人 100%

対象者が幼児及びその家族であり、突然の体
調不良等により当日欠席がある。
親子によっては集団活動の場に慣れず、途中で
参加を中断する場合がある。

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 73%

0.96 人

２歳児とその保護者を対象とし、集団遊びや自由遊び
を通して健全な発達を促す。また、保護者の不安や悩
みを受け止め、安心感を与えること、不安軽減を図
り、育児支援につなげる。参加者固定１コース月１回
（全４回）。集団遊びを通して児の発達状況の確認と
親子遊びの体験をする。保護者の主訴に合わせて個
別相談を行う。各コースとも臨床心理士から保護者向
けに１回講話を実施。終了後のカンファレンスにより
今後の方針を検討する。

0.93 人
非常勤
特別職

100% 74%

8,054千円 臨時職員 0.00 人 ①24回

②250人

③183人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱 1,241 1,173

Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

1,165 ①開催回数

②予約人数（延）

③参加者数（延）

参加率 1コース4回全出席を原則としている
（参加者÷予約人数×100）

各コース2回目に実施していた臨床心理士
による講話を、当日の参加者の状況に応
じて最終回に実施する等臨機応変に対応
した。
地区担当保健師が事業の見学に入り、親
子の様子をスタッフと共有できた。H27年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,240

H29年度目標

25,211 千円 臨時職員 0.00 人 7,000人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 母子保健推進員による声かけ訪問等の活
動は、孤立化を深める母子が地域と交流
する機会となり、引き続き実施していく必要
がある。今後も声かけ訪問で得られた情
報は地域の課題を洗い出す上で必要不可
欠であることを推進員が理解できるよう、
事業を充実させていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

7,000人 6,499人

2.94 人
非常勤
特別職

地域に根ざした健康づくりを目指して活動する組織で
ある母子愛育会を育成し、地域住民主体の子育て支
援活動の一層の充実を図る。さらに、核家族化により
地域住民との関係が希薄であり身近な相談相手が得
られにくくなっている子育て世代に行政による母子保
健事業だけではなく、地域住民からの働きかけを推進
するため、母子保健推進員を委嘱し、保健事業に関
する紹介や利用勧奨等を声かけ訪問にて実施するこ
とで地域住民の健康問題の把握に努める。

1.47 人
非常勤
特別職

7,000人 5,773人

12,730千円 臨時職員 0.00 人
①708回

②6,499人

③271人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

無 無

364 ①活動延べ回数

②活動参加延べ人数

③母子愛育会班員数

活動参加延べ人数
活動参加人数＋各地区の活動参加人数＋訪問
実人数

新規の母子保健推進員の拡大を図った。
母子愛育会補助事業についても合わせて
評価を行うものとした。

愛育会班員の新規加入者の減少、高齢化によ
る。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 400

B

根拠法令 H28予算現額

母子保健法、所沢市母子保健推進員設置要綱 400

3.00 人 93%

1.51 人
非常勤
特別職

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

360

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

85% 90%

H29年度目標

12,948 千円 臨時職員

妊娠中及び出産後早期に訪問指導を行うことによっ
て親の孤立感や育児負担の軽減、虐待防止につなげ
ることができる。その結果、母子の健全な育成を図る
ことができる。
①新生児妊産婦訪問、②未熟児訪問、③こんにちは
赤ちゃん訪問

2.83 人
非常勤
特別職

83% 85%

24,508千円 臨時職員 2.00 人

①2,559人

②2,303人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

児童福祉法、母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱 12,934 12,732

A

H28年度に改善した点

無 無

11,215

①対象者

②訪問指導件数(目視者)

訪問指導実施率（目視率）

全家庭への訪問を実施しているが、訪問により
母子との面接の中で育児不安の改善を図ること
が目的であるため、訪問指導実施率を指標とす
る。
訪問指導件数÷訪問件数×100

H28年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,876



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

実施計画ランク

優先

乳幼児健康診査事
業

期間

S40年度～

H6年度～

実施計画ランク

重要

8020運動推進事業
（よい歯の表彰）

期間

H8年度～

期間

H9年度～

実施計画ランク

重要

訪問指導事業

期間

実施計画ランク

重要

機能訓練事業

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康
づくり
支援
課

健康増進法、高齢者の医療の確保

主に中途障害者の在宅生活への
移行期を支援することで、閉じこも
りを防ぎ、自立・社会参加を促し、
再発予防につながっていると考えら
れる。自己管理について、啓発の
視点もふまえ実施している事業で
あり、事業に参加することにより本
人の生活の質の向上はもちろんの
こと、家族の介護負担の軽減にも
つながっていると考えられる。

病気や障害の発症予防には、生活
の場にこちらから出向くこと（＝訪
問）は不可欠である。地域包括支
援センターの充実に伴い、高齢者
の訪問件数は減少傾向にあるが、
支援拒否や経済的困窮、周囲のサ
ポートの乏しさ等の問題が複雑に
絡むといったケースも増えており、
関係機関との調整を含め丁寧な関
わりを要するケースが増えている。
今後においても高齢化や単身世帯
の増加により、ケースの複雑化が
予想され、行政として調整機能を求
められると考えられる。

２８年度は、第一次審査について、２回目
以降の申込者を市内医療機関にて審査す
ることとし、効率改善を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

H28年度に改善した点

無

H29年度目標

39,617 千円 臨時職員 2.25 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
今後も医師会をはじめ関係機関との連携
を強化し、より充実した乳幼児健康診査を
目指していくとともに、未受診者に対する
受診勧奨を充実させ、受診率向上を目指
す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 95%

4.62 人
非常勤
特別職

乳幼児期における疾病や発育発達上の問題の早期
発見及び、乳幼児の健康の保持増進を目的とした情
報提供や助言など、保護者に対する育児支援（虐待
予防の観点も含む）を行う。(４か月児健康診査、１歳
６か月児健康診査、３歳児健康診査）集団健康診査を
実施。４か月児健康診査は年３６回（月３回）、１歳６か
月児健康診査及び３歳児健康診査は年２４回（月２
回）実施。（１０か月児健康診査）市内の委託医療機
関において個別診査を実施。

6.60 人
非常勤
特別職

100% 95%

57,156千円 臨時職員 1.25 人
①84回

②10,836人

③10,341人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱 56,154 49,960

A

H28年度に改善した点

無 無

52,184 ①実施回数

②対象者数

③受診者数

受診率 受診者数÷対象者数×１００

乳幼児健診のホームページを改訂。
誤案内防止のため、集団健診の受付時間
統一。
健診待ち時間改善のため、会場レイアウト
変更試行実施。
健診会場の雰囲気改善のため、会場内を
子ども用キャラクターで装飾。

家庭や子どもの状況により、乳幼児健康診査が
未受診となる。訪問や通知、電話等で受診勧奨
を実施し、目標達成を目指す。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 55,923

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1.20% 0.70%

0.32 人
非常勤
特別職

H29年度目標

2,744 千円

臨時職員 0.35 人 ①147人

②138人

③137人

本来の8020達成者である初回参加者を増やす
ことができなかったため、目標値を達成できな
かった。今後も周知を図り、初回参加者を増や
す必要がある。

H28年度目標 H28実績

臨時職員 0.35 人 1.20%

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市民の生涯を通じた歯の健康づくりを推進するととも
に、８０２０運動の普及及び啓発を図ることを目的と
し、自分の歯が20本以上ある80歳以上の市民を表彰
する。
①第一次審査（口腔内の検診等）、②第二次審査（第
一次審査結果による書類審査）を経て表彰

0.45 人
非常勤
特別職

1.20% 0.80%

3,897千円

無

1,229
①申込み人数

②第1次審査参加者数

③表彰者数

表彰者率 表彰者数÷80歳以上の人口（20,743人）×100

対象者の増加に伴い参加者数も増
加することが予想される。対象者が
８０歳以上のため、審査及び表彰
式の実施方法について、検討の必
要があるため、２８年度は、第一次
審査の方法について改善を図っ
た。今後は、表彰方法について、会
場の収容人数や安全面などから改
善・効率化を図る必要がある。

H28決算額（見込み）

1,211

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,312

B

根拠法令 H28予算現額

特になし 1,336

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.45 人 18年

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

18年 17.79年

3.04 人
非常勤
特別職

H29年度目標

26,068 千円

在宅療養上の保健指導が必要な者に対して、心身機
能の低下防止及び健康増進を図るために、健康上に
関する問題を総合的に把握し、必要な指導を行う。

2.95 人
非常勤
特別職

18年 17.59年

25,547千円 臨時職員 0.40 人

①349人

②457人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

に関する法律、所沢市訪問指導事業実施要綱 828 744

832

①訪問指導実人数

②訪問指導延べ件数

65歳健康寿命（65歳に達した人が要介護
2以上になるまでの期間）

埼玉県健康指標総合ソフトにより算出。
男女別に算出されているため男性の健康寿命
を指標とする。

単身でキーパーソン不在のケースや多職
種・他機関の関わるケースなどの対応に
ついて、必要に応じて個別会議を開催する
など関係機関との連携に努めている。

年々目標値に近づいているが、訪問件数は、実
数延数共に減少傾向である。ケアマネージャー
や地域包括支援センター、各種相談支援セン
ターなど複数の支援機関が関わり、連携して支
援を行うようになったことが、要因と考えられる。

H28年度目標 H28実績 地域の関係機関と連携や調整を図りなが
ら支援を行う必要が増している。また、病
気や障害の発症予防や重症化予防も必
要であり、生活習慣改善が必要な場合に
も訪問などを通じ、生活習慣改善への動
機づけの取り組みが出来るような検討が
必要。

Ｂ

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 941

非常勤
特別職

H29年度目標

17,407 千円 臨時職員 1.90 人 8人

①88回

②547人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 医療終了に併せたタイムリーな利用につ
なげられるよう、現在行っている医療機
関・居宅介護支援事業所等への事業チラ
シ配布に加え、市民や関係職種に対しリ
ハビリの啓蒙を行うとともに市で実施して
いる事業について周知活動を強化していく
必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8人 6人

2.03 人

H28目標値が未達成の理由・分析

主に心身の機能が低下している中途障害者で、医療
終了後も機能訓練の必要な方に対し、心身の機能の
維持回復を図ることを目的として必要な訓練を行い、
日常生活の自立を支援する。又、自主的な社会参加
が困難な方に対し、就労や社会参加に向けて支援す
る。

1.14 人
非常勤
特別職

8人 4人

9,872千円 臨時職員 0.90 人

6,535

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

H28年度に改善した点

無 無

5,826

①リハビリ教室実施回数

②リハビリ教室延べ参加者数

1教室あたりの参加者数（閉じこもり予防、
再発防止、機能維持）

延べ参加者数÷回数
平成27年度から市内の関係施設間の連
携強化のため、所沢市リハビリ連絡会を開
催しており“リハビリ実施施設一覧２０１７”
を作成し、関係機関に配布した。

周知活動や関係機関との連携に関して課題が
あると考えられる。自立支援は今後ますます重
要度が増すと考えられるため、障害福祉課やケ
アマネージャー、病院のケースワーカー等との
連携が必要である。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,521

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

健康増進法 7,565

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

多職種による健康診査を実施する
ことで、乳幼児の健康保持を図ると
ともに、疾病等の早期発見・早期治
療につなげる。また、未受診者への
受診勧奨の強化に取り組み、虐待
の早期発見、予防につながる重要
な事業である。
目標達成を目指して、健診運営及
び受診勧奨事業を充実させていく
必要がある。

当該事業は、生涯を通じた歯の健康づくり
のため、重要な事業の一つであるので、今
後も引き続き、所沢市歯科医師会をはじめ
とした関係機関との連携を取りながら、普
及・啓発に努めていく。　今後も第一次審
査及び表彰式の実施方法については、
「所沢市８０２０運動推進会議」において、
表彰年齢の基準や実施方法等について検
討を進めていくこととしたい。



環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

　在宅当番医制事業は、日曜日、
祝日及び年末年始における初期救
急患者の医療体制を確保するため
には重要な事業であるため、今後
も所沢市医師会と連携を図りなが
ら実施していく必要がある。

一般の歯科診療所での診療が困
難な患者への歯科診療体制及び
休日緊急歯科診療体制の確保の
ために、所沢市歯科診療所条例に
基づき、歯科診療事業を継続して
いく必要がある。
目標値を達成するため、引き続き
利用者への周知に努めていきた
い。

　小児科救急医療病院群輪番制事
業は、小児の第２次救急患者の医
療体制を確保するためには重要な
事業であることから、計画日数達成
に向けて、今後も、狭山保健所を中
心に、狭山市、入間市と協議してい
く必要がある。

昭和59年度～

期間

平成12年度～

実施計画ランク

重要

在宅当番医制実施
事業

期間

歯科診療所事業

期間

H10年度～

実施計画ランク

優先

小児科救急医療病
院群輪番制事業

重要

妊婦健康診査事業

期間

H9年度～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

健康
づくり
支援
課

保健
医療
課

保健
医療
課

保健
医療
課

H29年度目標

1,715 千円 臨時職員 72

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 　日曜日・祝日における診療機関は3病
院、年末年始は4病院（H29年度からは4日
間は5病院）であるが、今後、実施医療機
関を増やすなど、限られた医療機関に集
中しないことや、当日の実施医療機関の
位置など、市民の利便性についても所沢
医師会と調整する必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

72 72

0.20 人
非常勤
特別職

　一般の医療機関が診療を行っていない日曜日・祝
日及び年末年始において、初期救急患者の医療体制
を確保するため、所沢市医師会との委託契約により
市内の医療機関が輪番制により診療を実施するもの
である。

0.20 人
非常勤
特別職

72 72

1,732千円 臨時職員
①72日

②72日

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

15,326 15,326

A

H28年度に改善した点

無 無

15,326

①診療計画日数

②診療実施日数

診療実施率
　　診療実施日数　÷　診療計画日数

　在宅当番医制事業は、一般の医療機関が診
療を行っていない日曜日・祝日及び年末年始に
おける初期救急患者の医療体制の確保を目的
としていることから、診療実施率を指標とする。

　所沢市医師会と連携を図り、実施医療機
関の協力体制が得られるよう調整に努め
た。

　現在、すべての日曜日・祝日及び年末年始で
診療を実施している。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,326

H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 437

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
　現在、担当病院が不在となっている、第
２、第５日曜日の昼間及び日曜日の夜間
について医療機関を確保するため、狭山
保健所及び３市（所沢市、狭山市、入間
市）と連携し、協議を行っている。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

437 369

0.25 人
非常勤
特別職

　夜間及び休日・祝日の小児の第２次救急医療を確
保するため、所沢市、狭山市、入間市の市民の小児
を対象として、３市及び協力医療機関（５病院）による
協定書に基づき、輪番制により第２次救急医療体制
の整備を図るものである。

0.25 人
非常勤
特別職

438 339

2,165千円 臨時職員
①437日

②369日

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要綱 2,810 2,658

B

H28年度に改善した点

無 無

3,545 ①診療計画日数
　夜間(365日＋休日昼間(日曜・
　祝日・振替休日・年末年始)
②診療実施日数

診療実施率
　　診療実施日数　÷　診療計画日数

　小児科救急医療病院群輪番制事業は、夜間
及び休日・祝日の小児の第２次救急患者の医
療体制を確保することを目的としていることから
診療実施率を指標とする。

　小児科救急医療病院群輪番制事業にお
ける３市（所沢市、狭山市、入間市）の負
担金の計算方法について、所沢地区病院
群輪番制事業の負担金算定と整合性を図
るため、今までの人口割から、均等割、人
口割、利用者割で案分することとした。

　小児科救急医療病院群輪番制事業の協力医
療機関の確保に向けて、狭山保健所を中心とし
た所沢市、狭山市、入間市で「小児救急医療病
院群輪番制病院運営事業に関する連絡会議」
において協議を行っているが、第２、第５日曜日
昼間及び日曜日夜間における協力医療機関が
確保できていないため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,575

H29年度目標

3,687 千円 臨時職員 1,617

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

引き続き周知に努め、指定管理者として指
定している所沢市歯科医師会の特性を生
かし、市民が安心しかつ利用しやすい地
域連携体制を目指していく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,617 1,416

0.43 人
非常勤
特別職

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯科
診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を目的
として、保健センター内「歯科診療所あおぞら」におい
て、在宅要介護高齢者及び障害児者の歯科診療、休
日緊急歯科診療を実施するものである。

0.45 人
非常勤
特別職

1,609 1,373

3,897千円 臨時職員 ①50日

②101日

③70日

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

医療法、所沢市歯科診療所条例 57,033 55,246

B

H28年度に改善した点

無 無

54,070 ①在宅要介護高齢者歯科診療
    診療日数
②障害児者歯科診療歯科診療
    診療日数
③休日緊急歯科診療歯科診療
    診療日数

歯科診療受診者数
（各歯科診療の１日あたりの最大受診者
数×診療日数）

各歯科診療に対し、一人あたりの診療時間が異
なっており、1日に受診できる人数が限られてい
るため、最大受診者数を指標とする。 平成28年4月1日より、日曜日においても

障害児者歯科診療を可能とした。

目標値は達成していないが、前年度に比べ受診
者数は増加した。
今後も受診しやすい環境整備に努める必要が
ある。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 55,477

H29年度目標

4,116 千円 臨時職員 3.25 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
公費負担額の上昇を抑えながらも、妊婦
のニーズを捉え事業の充実を図っていく必
要がある。妊娠期から子育て期にわたるま
で切れ目ない支援体制が求められる中、
今後は、産後うつの予防や新生児への虐
待予防等を図るため、産後健康診査事業
の実施について検討が必要である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 94%

0.48 人
非常勤
特別職

妊婦の疾病や異常を早期発見し、健康の保持・増進
を図り、健康管理の向上を図ることを目的とする。妊
娠の届出をした者に対し、母子健康手帳とともに妊婦
健康診査助成券（14枚）を交付し、委託医療機関にお
いて妊婦健康診査（合計14回）を実施する。また、里
帰り出産等による委託医療機関以外での受診につい
ては、助成制度（償還払い）を実施する。

1.80 人
非常勤
特別職

100% 94%

15,588千円 臨時職員 ①2,658人

②2,731人

③2,496人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

母子保健法、所沢市妊婦健康診査実施要綱、所沢市
妊婦健康診査助成金交付要綱

254,283 234,805

A

H28年度に改善した点

無 無

238,197 ①対象者数（妊娠届出数）

②母子健康手帳交付数（再交
付・追加交付含む）

③受診者数

受診率
妊婦の健康管理の充実及び経費負担の軽減を
図ることで、妊娠中の定期的な受診を促す。
妊婦健康診査の受診率を指標とする。
受診者数÷対象者数×１００

平成28年6月に子育て世代包括支援セン
ターを開設し、専門職（助産師、保健師）
が、妊娠届の受付を行う際に、妊婦健康
診査の重要性をていねいに説明した。

妊婦健康診査の受診率100%を目標値としてい
るが、妊娠の8%～15%が流産に至るとの統計も
あることから、全ての妊婦が受診継続とならない
現状があるものの、訪問等を通じて目標達成を
目指す。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 252,816

妊婦の疾病や異常の早期発見、健
康管理の向上の観点から、今後も
引き続き実施が必要な事業であ
る。
市ホームページや市広報紙を利用
し、早期の妊娠届出、妊婦健康診
査の積極的な受診について周知す
るとともに、子育て世代包括支援セ
ンターの専門職（助産師、保健師）
によるマタニティーコールを通して、
流産等妊娠継続とならなかった方
を把握した際には、ていねいな対
応に努める。
流産に至る確率を考慮すると目標
達成といえる。
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　　前田　広子

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

　夜間及び休日。祝日における第２
救急患者の医療体制を確保するた
めには、所沢市地区病院群輪番制
病院運営事業を実施することが重
要であることから、狭山市、入間市
とも連携し、継続して当事業を進め
る必要がある。

人間ドック事業

期間

S51～

優先

入院事業

期間

S51～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

優先

内科外来事業

期間

S51～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

所沢地区病院群輪
番制病院運営事業

期間

昭和55年度～

市民
医療
セン
ター

市民
医療
セン
ター

市民
医療
セン
ター

保健
医療
課

29.1%

19.50 人
非常勤
特別職

28.33 人 H29年度目標

167,213 千円 臨時職員 20.00 人 32%

28.6%

163,674千円 臨時職員 19.60 人
① 11,190人

② 1,606人

③ 467人

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

30%

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

疾病の早期発見と早期治療のため、人間ドックの利
用を推奨するとともに、検査や治療が必要な受診者に
対する精密検査の受診勧奨に加え、健診後の外来受
診等の状況確認を実施し、確実な医療機関への受診
を促すことで、市民等の保健医療の向上及び健康保
持・増進を図るものである。
①人間ドック等の健康診断の実施
②面接による結果説明又は成績表の送付
③精密検査の指示がある受診者に対する勧奨に加
え、人間ドック受診後の検査等の受診状況の把握

18.90 人
非常勤
特別職

20.00 人 25%

H28年度に改善した点

無 有

542,714 ①人間ドック受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精密検
査受診者数

人間ドックで精密検査を指示された方の
精密検査を受けた割合

疾病の早期発見、治療に関する取り組みを示す
指標。人間ドックで精密検査を指示された方のう
ち、市民医療センターで実際に精密検査を受け
た方の割合。平成31年度までに35％を目指すも
のである。

精密検査受診者数は、H27実績と比較して若干
の伸びはあったが、医療センターでの精密検査
指示者数も前年度よりも増となっていることから
相対的に実績数値が伸びなかった。

H28決算額（見込み）

548,269

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 634,921

B

根拠法令 H28予算現額

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

618,441

192,080 千円 臨時職員 6.70 人 20人

事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

20人 15人

22.40 人
非常勤
特別職

42.66 人 H29年度目標

地域の医療機関や行政機関との連携を図り、在宅医
療の後方支援など住民要望に呼応した医療機関とし
て、入院患者に良質な医療を提供するものである。
①外来診療より入院が必要な患者の受入れ②市内
かかりつけ医、施設からの紹介患者や救急搬送患者
等の受入れ③所沢地区第二次救急病院輪番制への
参加④より高度な医療を提供している医療機関での
入院から在宅医療へ移行する患者の受入れ

21.70 人
非常勤
特別職

18.40 人 35人 18人

187,922千円 臨時職員 7.50 人 ① 69人

② 468人

③ 49.1％

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

523,418 476,376

B

H28年度に改善した点

無 有

466,851
①搬送救急収容人数
※消防隊による搬送で入院した
患者
②入院患者実人数
※（入院者+退院者）/ 2
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延べ年
間病床数×100

救急搬送受入率
（救急搬送収容人数／入院患者実人数×
100）

公的医療機関として地域医療の確保を図り、救
急搬送患者の受入れ状況を示す指標。
受診環境を整備して、信頼して受診いただける
よう、地域に根差した医療機関を目指し患者数
を増やすものである。

常勤内科医師の退職のため、医師全員が患者
対応中で救急搬送患者に対応できない時間帯
ができてしまった。また、退職した医師が内視鏡
を担当していたため、内視鏡手術に伴う入院患
者を受け入れることができなかった。

H28年度目標

事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 517,718

32.78 人 H29年度目標

69,458 千円 臨時職員 9.10 人 89人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 欠員となっている常勤内科医師の採用を
図ることが必要であることから、大学病院
への紹介依頼のほか、医師公募の実施を
進めている。糖尿病の重症化予防策とし
て、所沢市の生活習慣病重症化予防対策
事業に継続参加するほか、外来糖尿病教
室も引き続き開催していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

94人 86人

8.10 人
非常勤
特別職

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域のおけ
る医療提供体制の充実を図り、良質な医療を効率的・
継続的に提供するものである。
①内科外来診療
　実施日：月～金曜日（祝日、年末年始を除く）
　受付（診療）時間：午前8時～午前11時
　　　　　　　　　　　（診療開始は午前8時30分）
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

8.30 人
非常勤
特別職

4.10 人 93人 92人

71,878千円 臨時職員 8.70 人 ① 20,809人

② 243日

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

354,055 297,037

B

H28年度に改善した点

無 有

246,274 ①内科外来診療患者数
　（二次救急含む）

②診療日数

１日の内科外来診療患者数（二次救急含
む）
（内科外来患者数／診療日数）

公的医療機関として地域医療の確保を図り、患
者の受入れ状況を示す指標。
受診環境を整備して、信頼して受診いただける
よう、地域に根差した医療機関を目指し患者数
を増やすものである。

糖尿病による足病変を予防するためのフッ
トケアが可能なスタッフを1名増員し、糖尿
病看護指導の強化に努めている。

常勤内科医師の退職により、通常一日医師3人
で行っていた診療が2人となる日ができてしまっ
たことから、診療体制が不十分となってしまっ
た。また、退職した医師が内視鏡を担当してい
たため、内視鏡検査の受入れ患者数にも影響
があった。

事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 283,771

H29年度目標

1,715 千円 臨時職員 437

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
　市民が地域で安心して暮らせる環境を確
保するため、所沢地区病院群輪番制病院
運営事業における実施医療機関が、継続
して安定的な協力が得られるよう、所沢
市、狭山市、入間市の３市が連携して当事
業を推進するよう努める。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

437 437

0.20 人
非常勤
特別職

　夜間及び休日・祝日の第２次救急患者の医療体制
を確保するため、所沢地区（所沢市、狭山市、入間
市）における14病院の第２次救急医療施設の病院群
輪番制方式により診療を実施するものである。

0.20 人
非常勤
特別職

438 438

1,732千円 臨時職員

①437

②437

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助金交付要綱 31,045 31,045

A

H28年度に改善した点

無 無

31,116 ①診療計画日数
　夜間(365日)＋休日昼間(72日)
　(日曜・祝日・振替休日・年末年
   始）
②診療実施日数

診療実施率
　　診療実施日数　÷　診療計画日数

　所沢地区病院群輪番制病院運営事業は、夜
間及び休日・祝日の第２次救急患者の医療体
制を確保することが目的であるため、診療実施
率を指標とした。

　所沢地区病院群輪番制病院運営事業に
ついて、所沢市、狭山市、入間市の３市で
で意見交換を行い、今後も当事業が円滑
に実施できるよう協力していくことについて
確認した。

　現在、すべての日の夜間及び休日・祝日及び
年末年始で診療を実施している。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,116

民間の医療機関では受入れが困
難な難病患者の診療を新たに受け
入れるなど、公的医療機関に期待
される医療を提供していることから
一定の成果が挙げられていると考
えている。
安定的な診療実施体制をとるため
に、常勤医師の確保を進めていき
たい。

民間の医療機関では受入れが困
難な救急搬送患者の入院受入れな
ど、公的医療機関に期待される医
療を提供していることから一定の成
果が挙げられていると考えている。
安定的な診療実施体制をとるため
に、常勤医師の確保を進めていき
たい。

精密検査の受診率向上のため、成
績表や面接による結果説明時の受
診勧奨することで、一定の成果が
挙げられていると考えている。
診療科目の関係で、市民医療セン
ターでは精密検査を受診できない
方に対しても、他院での精密検査
の受診状況の確認通知を送付する
ことで、確実な受診を働きかけてい
きたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

より多くの方に希望する日に受診していた
だけるよう、、月ごとの受診者数について
平準化を進めていく。
高齢者や希望者の上部消化管エックス線
検査を内視鏡による検査に変更していく。
精密検査の受診者数の増を図るため、受
診勧奨の強化に取り組んでいく。

入院患者の日常生活動作維持のため、専
門学校の理学療法士による指導を仰ぎ、
リハビリテーションに関する実践力の向上
を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

かかりつけ医からは、紹介した入院患者
が在宅復帰できることが求められている。
在宅療養中の患者を受け入れる際に、在
宅医療の後方支援としての機能を果たせ
るよう、職員の知識及び技術の向上を図っ
ていく。また、電動ベッドへの更新やエア
マットの購入など、入院環境の整備に努
め、入院患者の症状に対応した診療を
行っていく。

市民医療センターホームページに、新たに
「人間ドック予約受付フォーム」を掲載し、
24時間365日、インターネットからの予約を
可能にした。
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総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務担当参事　小峯　英夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

H22～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

優先

精神保健事業

期間

H14～

こころの健康づくり
普及啓発事業

期間

H８年度～

期間

H11～

実施計画ランク

最優先

地域医療体制支援
事業

期間

実施計画ランク

最優先

小児初期救急医療
体制推進事業

健康
管理
課

市民
医療
セン
ター

市民
医療
セン
ター

健康
管理
課

H29年度目標

50,421 千円 臨時職員 4.00 人 9,000件

H28年度目標 H28実績
精神障害者保健福祉手帳の所持者や自
立支援医療利用者数、障害福祉サービス
利用者数が増加しているため、相談事業
の周知と多くの方からの相談に対応できる
よう職員の相談技術の向上を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

9,000件 7,103件

5.88 人
非常勤
特別職

精神保健相談については、来所、訪問、電話及びメー
ル等により行い、必要に応じて専門医による相談を実
施する。精神障害の早期発見、精神科医療への早期
治療と継続、社会復帰に向けた総合的な支援を行な
う。

5.97 人
非常勤
特別職

6,700件 9,056件

51,700千円 臨時職員 2.00 人
①7,103件

②2,659人

③4,967人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 8,710 7,449

B

H28年度に改善した点

無 無

4,917
①保健師及び精神保健福祉士
による延べ相談件数
②精神保健福祉手帳所持者数
③自立支援医療（精神通院）の
利用者数

保健師、精神保健福祉士による延べ相談
件数

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社
会経済活動への参加の促進を図ることが精神
保健福祉業務の趣旨であるため、保健師や精
神保健福祉士による精神保健相談の延べ件数
を指標とした。

各種申請や相談等に関しては、対象者の
生活状況などを踏まえ、夜間や休日にも
相談業務を実施した。

H28年度は、新規の相談者より、普段から関わ
りのある方からの相談が多かった。既存の相談
者については、症状も把握しており、少ない回
数でも的確なアドバイスができたことから件数は
目標より少なくなった。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,988

H29年度目標

9,861 千円 臨時職員 0.00 人 2,500人

H28年度目標 H28実績

発症の原因が不明である精神障害に関す
るものについては継続して実施し、今後に
ついては新たな精神保健の課題となる
テーマにも焦点をあてていきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2,400人 3,845人

1.15 人
非常勤
特別職

精神障害及び精神障害者に対する正しい知識の普及
を図り、精神障害者及びその家族が健やかに暮らせ
る地域社会づくりを推進する。

1.25 人
非常勤
特別職

2,300人 2,722人

10,825千円 臨時職員 0.00 人 ①計5回開催　276人の参加

②H28.10.3から10.7まで5日間実
施
　
③こころの健康ガイドブック「は
あとこガイド」の作成配布

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 1,107 952

S

H28年度に改善した点

無 無

465 ①こころの健康講座

②こころの美術展

③こころの健康ガイドブック作成

こころの健康講座とこころの美術展への
来場者数

精神障害及び精神障害者への理解を進めるこ
とが目的であるため、来場者数を指標とした。

市民にわかりやすく、精神障害者に対する
理解の促進となるよう、精神疾患をテーマ
にした映画の上映やその映画監督の講演
を実施した。

目標達成済

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 516

維持

2.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

22,295 千円 臨時職員 1.00 人 充実

24,248千円 臨時職員 1.00 人

① 301人

② 9,663件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
高齢者の増加に伴う地域の医療環境の変
化へ対応できるよう、今後必要とされる入
院機能（リハビリテーション、在宅復帰支
援）を提供するため、病床の一部につい
て、在宅復帰支援に十分な日数が取れる
「地域包括ケア病床」への機能転換を進め
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

在宅療養患者が、かかりつけ医などからの依頼に基
づき、円滑に入院できるよう受入体制や診療設備を整
備するとともに、他の医療機関から在宅療養への移
行に向けての橋渡し的入院を受け入れることで、地域
医療体制の支援を行うものである。
①患者の受入れ
・退院後の医療機関や介護関係者との連携・調整
・地域介護関係者との連携を図るため交流会開催
②退院に向けた支援
・退院後の医療機関や介護関係者との連携・調整
・療養中の心理的・社会的問題に関する相談
③外来患者の相談業務

2.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 充実

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

29,579 25,368

B

H28年度に改善した点

無 有

37,639

①紹介入院患者数

②相談、予約、調整業務

他の医療機関等からの紹介入院受入れ
体制の充実

患者の退院前後に家庭訪問、面談等を実
施し、退院後の患者支援を行うことで、在
宅での医療と介護の連携強化を図った。

維持

充実

事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 35,457

37.83 人 H29年度目標

30,870 千円 臨時職員 5.50 人 維持

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
医師の確保にあたっては、大学病院、大
学の医局から医師を派遣してもらってい
る。この非常勤医師について、今後も安定
的に担当してもらえるよう、常勤医師ととも
に派遣元と連絡を取り合いながら調整を
行っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

維持 維持

3.60 人
非常勤
特別職

医療機関の多くが診療を実施していない夜間、深夜、
日曜日及び祝日において、小児の内科的急性疾患の
初期診療を実施することで、安心して子育てができる
医療環境の整備を図るものである。
①小児夜間急患診療
 月～金曜日：午後7時30分～午後10時15分
土・日・祝日：午後6時～午後8時45分
②小児深夜帯急患診療：火・水・金・土・日曜日
小児夜間急患診療終了後～翌日午前7時
③小児科日曜日・休日急患診療：日・祝日
午前10時～午前11時30分、午後2時～午後4時30分

3.50 人
非常勤
特別職

30.60 人 維持 維持

30,310千円 臨時職員 5.60 人
① 4,621人

② 1,854人

③ 4,112人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

249,306 216,595

A

H28年度に改善した点

無 有

200,711 ①小児夜間急患診療年間患者
数
②小児深夜帯急患診療年間患
者数
③小児科日曜日・休日急患診療
年間患者数

小児初期救急医療体制の維持

所沢市の小児初期救急医療の体制整備を示す
指標。
引き続き、所沢市域全体で365日昼間、夜間、
深夜のすべての時間帯での小児初期救急医療
を提供できるよう体制を維持するものである。

小児初期救急医療体制推進事業の周知
を図るため、名刺サイズの案内カードの配
布施設を前年度の109施設から142施設と
した。

目標達成済

事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 232,234

毎年、目標を達成している。
引き続き精神障害に対する正しい
知識の普及啓発を進めていきた
い。

相談件数は、目標に達しなかった
が、相談者に対し必要な支援の対
応を図ることができている。引き続
き、1人でも多くの方の相談を受け
られる体制を整えていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

連携（紹介）先として市民医療セン
ターを意識してもらえるよう、近隣
の医療機関等が主催するフォーラ
ムなどに参加した。また、市内の開
業医や介護老人福祉施設等を訪
問して、市民医療センターの診療や
地域連携室の活動をＰＲし、紹介入
院患者の確保に努めた。
今後も、在宅医療の後方支援とし
ての機能を果たせるよう入院環境
の整備に努め、、職員の知識及び
技術の向上を図っていきたい。

H28目標値が未達成の理由・分析

市民医療センターの現在の入院機能では、病状
が安定した患者の在宅復帰支援を行う設備、専
門職が十分でないため、紹介入院患者数が伸
び悩んでいる。

市民医療センターと近隣の医療機関等との連携
体制を示す指標。地域連携室に看護師、医療
ソーシャルワーカー、事務補助員を配置すること
により、平日昼間は近隣の医療機関からの入院
依頼に対して円滑な入院受入れができる体制を
とり、紹介入院患者数を増やすことを目標とし
た。

市民医療センター常勤医師のほ
か、非常勤医師及び所沢市医師会
からの派遣医師約50人の担当日の
調整を図り、市民医療センターが中
心的役割を果たしている。
その結果、所沢市域全体で、３６５
日、昼間、夜間、深夜のすべての
時間帯での小児初期救急医療体
制を安定的に維持している。
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総合
評価
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現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　　越智　三奈子

優先

実施計画ランク

自殺防止対策にか
かる啓発事業

期間

H21年度～

健康
管理
課

H29年度目標

7,032 千円 臨時職員 0.00 人 60人

H28年度目標 H28実績 厚労省によると、平成28年中の本市の自
殺者数（自殺日／住居地）は47人であり減
少傾向にあるが、決して少ない人数ではな
い。今後も引き続き、相談事業や自殺防止
に関する啓発事業を継続していく。また、
自殺対策計画の策定に向けた検討を始め
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

60人 54人

0.82 人
非常勤
特別職

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的な
問題としてのみとらえられるべきものではなく、その背
景には様々な社会的な要因があることを踏まえ、その
対策が社会的な取組として実施されなければならな
いとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓発
等の自殺防止対策を実施する。

1.08 人
非常勤
特別職

60人 54人

9,353千円 臨時職員 0.00 人
①年6回開催　延べ54人の参加

②年間12回開催　25件

③アクセス件数　95,381件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律

1,095 1,082

A

H28年度に改善した点

無 無

1,121
①自死遺族支援「わかちあいの
会」の運営

②思春期こころの健康相談事業

③ストレスチェックサイトこころの
体温計の運営

自死遺族支援「わかちあいの会」の参加
者数

自死遺族の後追い自殺が多いことから、自死遺
族に対する支援が必要とされており、遺族同士
の気持ちの分かち合える場である「わかちあい
の会」の参加者数とした。

グループの運営を2部制にし、自死遺族の
気持ちのわかちあいがより一層促進され
るように改善した。

参加者数は、目標の人数には達していないが、
参加者からは、同じ経験をされた方の話を聞き
気持ちの安定を図ることが出来るとの意見が寄
せられている。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,121
目標は、おおむね達成したと考え
る。
県内で、自死遺族支援を実施して
いる行政機関は、埼玉県秩父保健
所と本市のみであり、他市と比較し
ても先駆的な事業を実施していると
考えている。参加されている方々か
らも好評を得ており、今後も継続し
て実施していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

相談者の人数は減少したものの、
市民に対して同じ目線できめ細か
い対応を目指している当事業は必
要性があると思われるため、これか
らも相談者の意見や相談員からの
情報を勘案しつつ安定的な運営を
図っていきたい。

成果指標の目標値に達成していな
いが、達成率が90％以上であるこ
とから、成果が挙げられていると考
える。
今後は、講座内容を精査し、多様
化する市民ニーズや社会情勢に対
応できる講座を企画していく。

　市民組織として生涯学習の普及・
啓発に貢献している。講座「ところ
学のすすめ」を実施し、更にＨ28年
度から内容を発展させ、地域の文
化の伝承を視野に入れ「語り部養
成講座」として学びの成果を活かせ
る活動を着実に行ってきた。 また
平成２６年度からは「名人・達人に
聞く会」を開催し毎月多くの参加者
を得ている。　なお、会員になって
いる団体の組織的な力を事業に十
分活用できれば更に生涯学習の進
展に力を発揮できるものと思われ
る。

郷土所沢を知り、愛着を持ち、自らまちづく
りを目指す人材を育てていくことを目的とし
た講座「ところ学のすすめ」を「語り部養成
講座」に改め、より実践的な講座とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　今後の課題としては会員全体としての取
り組みが弱く、一部の者の尽力に依存して
いる部分が大きいので、会員相互の交流を
図りながら役割分担をすすめていく必要が
あるものと思われる。また、会員の高齢化
と減少への対策として会員募集の案内チラ
シを作成し、更に活動への理解を深めると
ともに会員増加を呼びかけていく。

申込み件数、参加人数ともに減少
した。参加人数の少ない講座が多
かったため、目標値に達しなかった
と思われる。初利用者もいるもの
の、約半数はリピーターであり、既
存のメニュー以外の希望も増えて
いるため、リクエスト講座を含め内
容を精査していく。

期間

H13年度～

生涯学習まちづく
り出前講座事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

重要

ＩＴ相談事業

重要

生涯学習をすすめ
る所沢市民会議
補助金

期間

Ｈ８年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

優先

学習講座等開催
事業

期間

Ｈ５年度～

実施計画ランク

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

800人

800人 694人

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,945 千円 臨時職員 0.00 人

3,984千円 臨時職員 0.00 人 ①210回

②694人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

スマートフォンやタブレット端末等、相談内
容の多様化も進みつつあることから、可能
な範囲で対応していくようにしたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市民の誰もがＩＴ（情報通信技術）について理解、活
用できるようになるため、パソコンの基礎的操作を習
得することを目的に個別相談を実施している。イン
ターネット閲覧と電子メールの基本操作についての
相談を主としているが、パソコンの設定やソフトの使
い方等の相談にも対応している。
相談日：第1～第4火・金曜の午前午後、第2・第4土
曜の午前（第4土曜は障害者向け相談あり） 10回/
月

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 800人 722人

H28年度に改善した点

無 無

424 ①相談実施回数

②相談者

③

相談者数
（相談受付者延べ人数）

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴを
通した市民相互の交流や、市民の暮らしと福祉
の一層の増進を図ること、またＩＴに不慣れな人
への援助を目的とした事業であるため、相談者
の人数を指標とした。

公募により相談員を4名増員（H28年度末現
在25名）したことにより、担当日の割り振り
が円滑にでき、2人態勢での対応がほぼ確
実にできるようになった。

パソコンの一般家庭への普及が一段落し、ス
マートフォンやタブレット端末へ市民の関心が移
りつつあることが利用者数が増えない一因かと
思われる。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 567

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

617

0.15 人 4,500

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

471

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4,500 1,744

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,945 千円 臨時職員

3,182

3,984千円 臨時職員 0.15 人 ①62回

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 申込方法についてメール、ファックスでの受
付も可としているが、窓口受付が大半を占
めているため、ホームページなど通じて更
なる周知を徹底していく。内容について、多
様化する市民ニーズに対応できるよう、担
当課との調整を密に図っていきたい。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
　市政を広く市民に周知し、理解を得ると共に市民と
行政の協働によるまちづくりを進めることを目的と
し、約90の講座を用意し、市民グループ（10人以上）
から申し込みを受けている。
　出前講座メニューと利用方法を掲載したリーフレッ
トを作成し、担当課との日程等を調整のうえ講座の
実施を決定する。講座終了後は、担当課による実績
報告書と利用者によるアンケートを取りまとめ、今後
に活かしていく。

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,500

H28年度に改善した点

有 無

147 ①開催回数

②

③

講座参加者数
市政を広く市民に周知することを目的とした事業
であるため、講座参加者数を指標とした。

受付簿と利用集計表を一本化することで、
依頼案件ごとの進捗状況が把握しやすくな
り、事務効率を上げることができた。

１開催あたりの人数の少ない申請が多く、目標達
成に至らなかった。また一部講座へ申請が集中
し、担当課で対応しきれず、開催できない場合が
あった。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 548

Ｃ

根拠法令 H28予算現額

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱 633

0.00 人 H29年度目標

6,860 千円

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

231

Ｈ28年度から、講座「ところ学」を語り部養成講座
「ところ学」に変更したが、その事業効果を考え少
人数の定員設定で実施したため、どうしても参加
者数は伸ばせなかった。

H28年度目標 H28実績

臨時職員 0.00 人 3,000人

H28その他職員
従事割合

3,000人 1,655人

非常勤
特別職

非常勤
特別職

0.00 人 3,000人 2,048人

7,794千円 臨時職員 0.00 人 ①17回

②29回

③1,655人

H28正規職員
人件費

0.80 人

無 無

900 ①会議回数

②主催講座、事業数

③主催事業参加者数

主催事業参加者数

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすすめ
ていく組織のため、生涯学習の普及・啓発活動と
して生涯学習の様々な形について、より多くの人
に体験してもらい、自ら実践してもらうための啓
発活動であると考えている。

H28決算額（見込み）

900

H27その他職員
従事割合

H27年度目標
B

根拠法令 H28予算現額

生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要綱 900

H28年度に改善した点

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

第１次生涯学習推進計画に基づき、生涯学習をすす
めるための行政の横断組織である所沢市生涯学習
推進本部の設置と同時に、市民が主体となって生涯
学習をすすめるための市民組織である「生涯学習を
すすめる所沢市民会議」を設置し、本市生涯学習の
推進を市民の立場から行う同団体の活動を積極的
に支援することを目的に市が財政補助を行ってい
る。

0.90 人

H27正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900

非常勤
特別職

臨時職員 0.90 人 1,450人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

23,667 千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今まで以上に受講生のニーズを把握し年
齢層に関係なく多くの市民が受講できるよ
うな講座を企画していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,450人 1,360人

2.76 人

1.30 人 ①26件

②

③

目標値には達しなかったが、概ね達成したものと
考える。
当初予定していた講座が、講師の都合で開催で
きなかったため、受講者数が減少してしまった。0.00 人 H29年度目標

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

 人材育成を目的とし市民との協働で企画運営する
通年制の「所沢市民大学」や、一般教養や現代的、
地域的課題などを学ぶ「市民教養講座」、資格技能
取得など市民のキャリアアップをめざした「資格技能
取得講座」等を開催する。
　学習機会の提供により、知識・技術を得る場や新
たな仲間との出会いの場をつくる。また、現代的課
題を学ぶ機会を提供し、学習成果の地域への活用
を図る事を目的とする。

2.74 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,450人 1,398人

23,728千円 臨時職員

H28年度に改善した点

有 無

5,442 ①講座実施数

②

③

受講者数

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出
会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機会
を提供し、学習成果を地域活動等につなげていく
人材の育成を図る事も目標としているため受講
者数を指標とした。

市民教養セミナーや子ども講座等年齢幅を
広げるように努めた。

H28決算額（見込み）

4,722

5,681

Ａ

根拠法令 H28予算現額

5,687

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

活動実績(H28)

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容
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環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

人材バンクフェアの開催により、制
度の開始当初と比べて、ここ数年
利用は大幅に増えたが、28年度は
目標値に届かなかった。
今後もPR活動に努め、制度の活用
を図っていく。

特別利用許可申請件数は過去5年
間32～39件の間で推移しており、
目標値に達していない。
資料の活用については、資料保存
の必要性を配慮しながら対応する
必要があるが、写真等デジタル
データは、提供しやすものなので、
郷土の歴史や文化の学習等に役
立てもらうよう制度の活用を図って
いく。

　目標達成には至らなかったが、稼
働率は上がっている。また、イベン
ト・口コミを通じて当施設を知り、利
用する団体があることから、周知が
進んでいると思われる。引き続き施
設利用の拡充を図りたい。

目標値は、達成できたが、紙面の
充実には、今後も努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

有

最優先

資（史）料の収集・
整理・保存・活用
事業

期間

S63～

実施計画ランク

重要

生涯学習ボラン
ティア人材バンク
運営事業

期間

H11～

実施計画ランク

H11～

実施計画ランク

重要

生涯学習情報紙
発行事業

期間

H12～

実施計画ランク

重要

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

期間

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

0.41 人 H29年度目標

6,260 千円 臨時職員 0.00 人 40件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 資料の活用により、郷土の歴史や文化の
周知や学習活動の支援のためにも特別利
用制度の周知を図る。
また、まちづくりの資源として資料を収集
し、積極的に活用できるよう整理を実施す
る。同時に資料の劣化と亡失を防ぐ手立て
を構築していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

40件 39件

0.73 人
非常勤
特別職

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を収
集し、積極的に活用できるよう整理するとともに、資
料の劣化と亡失を防ぐ手立てを構築することを目的
とする。
これまでに収集した資料は、活用できるように把握・
整理を進める。また、資料（民具など）の受け入れを
可能な範囲で行う。併せて、資料の代替物（マイクロ
フィルム・デジタルデータDVD）に取り組む。

0.73 人
非常勤
特別職

0.41 人 40件 33件

6,322千円 臨時職員 0.00 人 ①8,100コマ
②39件
③19人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

・同施行規則・所沢市生涯学習推進センターが保管
するふるさと研究資料の利用に関する要綱

3,662 3,452

Ａ

H28年度に改善した点

有 無

3,278

①28年度中にマイクロフィルム
に撮影した古文書のコマ数
②資料特別利用許可申請件数
③資料寄贈・寄託者数

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは資料の貸出のこと

資料の形態が古文書・民具など多岐にわたり、
整理進捗状況について数値化することが困難で
あるため、数値化が可能である資料特別利用許
可申請件数を用いる。目標値は過去5年間で最
高であった平成25年度の39件を上回る数値とす
る。

当センターのロビーに資料展示スペースを
新たに設け、資料の活用を図った。

特別利用許可の制度があることが周知されてい
ないためと思われる。

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,580

0.00 人 H29年度目標

4,373 千円 臨時職員 0.15 人 70

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

制度の紹介や、登録講師の更新情報を
ホームページを活用して発信するほか、チ
ラシや冊子の配布によりPRに努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

70 51

0.51 人
非常勤
特別職

　生涯学習に関する知識や技術を持っている市民講
師（団体及び市外在住者も登録可）に登録してもら
い、その知識や技術を求めている市民に紹介する制
度である。
利用希望者には、登録講師の連絡先を紹介し、その
後は、直接両者が交渉し学習活動をすすめてもら
う。このことにより市民の学習活動の促進と、教える
側の社会貢献とスキルアップの場になることも目指
している。

0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 60 60

4,850千円 臨時職員 0.40 人
①163件

②99件

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

283 283

Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

277 ①登録件数

②登録者紹介件数

③

登録者活動件数
（利用者から報告のあった登録者活動（交渉成
立）件数）

市民の学習機会の拡充を目標の一つとしている
ことから、ボランティア人材バンク登録者の活動
（交渉成立）件数を指標としている。

市役所ロビーで行った制度ＰＲのための
フェアでは、他部署との連携も進め、参加
人数が大幅（約4割）に増加した。

講師登録件数は増加しているが、紹介件数や活
動件数は減少していることから、当制度のより一
層の周知が必要であると思われる。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 723

Ａ

0.00 人 H29年度目標

4,802 千円 臨時職員 0.40 人 1,980,000

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,980,000 1,996,230

0.56 人
非常勤
特別職

「学習機会の拡大と学習情報の提供」を目的とした
生涯学習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12
回発行。
　1面には、主に教育委員会並びに市が主催する事
業、2.・3面には市民団体等の催しや公的施設等の
情報、4面に公民館・図書館の情報を掲載している。
なお、視覚障害者用として、希望者に点字翻訳版、
音声媒体（テープ、ＣＤ版）による情報紙を委託によ
り作成し配付している。

0.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,965,000 1,979,680

4,850千円 臨時職員 1.20 人
①12回

②1,951,325戸

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

17,597 16,701

無

16,927

①発行回数

②年間配布延べ世帯数

年間発行部数
（世帯数＋配備数）×発行回数

市民の学習意欲を支援するための「学習機会の
拡大と学習情報の提供」を目的としているため、
年間発行部数を指標としている。

小さかった1面の文字を大きくして2～4面と
統一するなど、見やすい紙面作りに努め
た。

目標達成済

H28年度目標 H28実績

学習情報紙として、市民に情報が伝わりや
すい紙面作りに努めていく。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,315

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

50% 47.20%

1.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

12,348 千円

臨時職員 0.90 人
①48.9%

②45.6%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

統廃合により廃校となった小学校を改修し
て開設した施設であり、築３０年が経過して
いることから、計画的に修繕をすすめ利用
環境の整備を進めていきたい。

臨時職員 0.40 人 50%

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市民の自由な学習、文化活動の場の提供を目的と
する。
・業務委託により、土・日曜日及び夜間も開館
・会議室、体育室の貸出
・利用の公平性から予約時間制限あり。団体（５人以
上）の利用は月８時間（２区分）までとし、個人利用は
体育室のみ、月４時間までとしている。

2.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 50% 45%

19,918千円

H28年度に改善した点

無 無

24,584
①会議室等稼働率

②体育室稼働率

年間施設稼働率平均
（会議室等稼働率＋体育室稼働率）÷２

より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出可
能日数のうち提供した割合を指標としている。 公共施設利用者カード登録団体データを整

備し、年次更新事務の負担軽減を図った。

　パソコン研修室のパソコン入替えや、公用の大
きなイベント時は混乱回避のため会議室の貸し
出しを制限するなどの期間があったため、会議
室の稼働率が上がらなかった。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,467

Ｂ

根拠法令 H28予算現額

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、同
施行規則

25,074

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

24,626

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

所沢市生涯学習推進センター条例



項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

第４章　教育・文化・スポーツ  第２節　学校教育

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

成果指標の目標値を達成してお
り、支援講師を必要としている学校
のニーズに答え、一定の成果が挙
げられていると考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 710,006

A

H28年度に改善した点

無 無

687,565 ①対象園

②対象人数

③

就園率

幼児教育の振興を図るため、就園率を目標値と
したものである。また、幼稚園が共働き世帯の選
択肢の一つになることは、待機児童解消の一助
になるとも考えている。

国の幼児教育無償化に向けた取組として、
補助単価が増額されたことにより、補助単
価を増額した。

就園率については、全国平均で４８．５％(平成２
８年度）となっていて、減少傾向にあるが、当市に
おいても減少傾向にあるため。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

幼稚園就園奨励費補助金交付要綱
所沢市私立幼稚園等就園奨励費補助金交付要綱

712,688 669,314

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目的：私立幼稚園等の保育料の減免を行うことで、
園児の就園を奨励するものである。
具体的な内容：実施方法としては、①私立幼稚園等
が在園児の保護者から調書の提出を受けて市へ提
出する。　②市は提出された調書をもとに減免額を
判定し園に通知する。③園は、通知額に基づき保育
料の減免を行い、市に補助申請を行う。④市は、減
免額に応じて幼稚園へ補助金を支給する。
■対象：　所沢市に在住する3・4・5歳児が在園して
いる世帯（減免額35,000円～343,000円・当該年度の
市民税所得割課税額及び世帯構成で額が異なる）

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 67% 60%

4,070千円 臨時職員 0.10 人
①５７園

②４，７１７人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

本事業は、幼児教育の振興を図るための
事業として寄与する部分が大きく、また、国
庫補助金に基づく事業であるため、今後も
継続して実施していく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

63% 59%

0.53 人 0.00 人 H29年度目標

4,545 千円 臨時職員 0.23 人 63%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,100

S

H28年度に改善した点

無 無

2,064 ①事業実施園

②

③

事業実施園
市内の対象施設すべてに実施してもらうことを目
標とする。 特になし

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市私立幼稚園健康管理・環境整備事業補助金
交付要綱

2,146 2,121

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市内の私立幼稚園に在園する幼稚園児の健康管理
及びこれらの幼稚園の環境整備に要する経費の一
部を補助することにより幼児教育の振興を図ることを
目的とするものである。
具体的には、幼稚園に在園する園児に対する健康
診断その他の健康管理事業を行う医師等に支払っ
た報酬及び幼稚園の水質検査その他の環境整備事
業を行う薬剤師に支払った報酬の１/2の額で10万円
を限度として支給する。所沢市私立幼稚園健康管
理・環境整備事業補助金交付申請書による申請に
基づき実施する。

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人 21園 21園

2,078千円 臨時職員 0.05 人
①２１園

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も経費の一部を補助することにより、
園児の健康管理が円滑に行われることが
期待される。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

21園 21園

0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,259 千円 臨時職員 0.03 人 21園

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,800

A

H28年度に改善した点

無 無

16,355 ①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③

満足度

学校の課題解決、クリエイト研究校等、積極的な
教育活動を展開するために教員を必要とする学
校に配置しているが、本来目的である学力向上
に効果的であったか検証するため。

昨年度の配置人数から2名増員し、配置校
において、きめ細かな指導が可能になり、
学力向上に貢献した。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市学力向上支援講師設置要綱 21,000 20,023

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う
時間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させること
によって児童生徒の学力向上を図る。

0.20 人
非常勤
特別職

8.00 人 100% 100%

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①１０人

②小学校４校、中学校６校

③

H28年度目標 H28実績

よりきめ細かな指導を実現するために効果
を検証し、財政状況をみながら事業拡大を
図っていきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 100%

0.40 人
非常勤
特別職

10.00 人 H29年度目標

3,430 千円 臨時職員 0.00 人 100%

保育
幼稚
園課

保育
幼稚
園課

学校
教育
課

こど
も支
援課

幼稚園就園奨励
事業

期間

実施計画ランク

　　　S25　～

S60年度　～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

私立幼稚園健康
管理・環境整備補
助事業

期間

H２５年度　～

実施計画ランク

最優先

学力向上支援講
師配置事業

期間

～

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,303千円 7,022千円 ①支給延べ人数

②支給金額

③

支給延べ人数
条例で定められている定員数になるまで申請者
数が増えるよう努める。 申請書等の見直しを行い、口座振替依頼

書の様式を記入しやすいように変更した。

奨学金事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市育英奨学金条例、所沢市遺児奨学金条例 7,958千円 6,756千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

高等学校等に在学し経済的理由により修学困難な
生徒に対し育英奨学金を、また不慮の災難等により
保護者を失い、経済的困難な生徒に対し遺児奨学
金を支給し、勉学の機会を与え、有能な人材を育成
することを目的とする。
支給額：月額5,000円

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,680人 1,401人

申請者数は増加しているものの、審査の結果、
却下者数も増加しているため。

3,724千円 臨時職員 0.00 人 ①1,330人

②6,650千円

③

H28年度目標 H28実績 経済的負担の大きい家庭の成績優秀な高
校生に対し、勉学の機会を与えるのに必要
な制度であり、本奨学金の支給により生徒
の能力を伸ばし、将来はその能力を社会に
還元することができるよう、今後も制度を広
く周知させ、事業を継続していきたい。

B

成果指標の達成率によりB評価と
なっている。奨学金支給制度につ
いては、支給条件を満たすことが必
要であり、周知の際には制度の内
容が分かりやすい案内を作成し、よ
り多くの方に申請していただけるよ
う努めていく。

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1,680人 1,330人

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,401 千円 臨時職員 0.06 人 1,680人

成果指標の目標値において、ほぼ
達成できているため。

無 無

非常勤
特別職

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、園児の健康管理等について、
一定の成果が上げられていると考
えている。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、学習支援員を全小・中学校に
1人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

目標値の9割は達成しているもの
の、昨年度の実績を下回っている
ため、更なる改善が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してい
る。研究委託校が1年間の研究成
果を発表し、委員会において、市内
外において高い評価を受けており、
一定の成果が挙げられていると考
えている。

成果指標の目標値をほぼ達成して
おり、通常学級、特別支援学級に
おける配慮を要する児童に対する
学習支援や日常生活上の介助など
の支援が適切に行われ、一定の成
果をあげていると考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,349

A

H28年度に改善した点

無 無

5,194 ①小・中連携支援員配置校数

②研究委託校数

③

研究委託校における検証結果（研究報告書か
ら）

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校の
割合を指標としている。

3年に1回の見直しを行っている事業のた
め、平成28年度は特になし。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 5,392 5,275

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３
つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総が
かりで市内児童生徒の学力向上を図る。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

7,794千円 臨時職員 3.00 人 ①３校

②２０校

③

H28年度目標 H28実績

児童生徒全員の家庭学習の習慣化と家読
（うちどく）の充実を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 100%

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

8,146 千円 臨時職員 3.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 73,677

A

H28年度に改善した点

無 無

66,420 ①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

満足度※心身障害児介助員についてはH28より
教育総務課から事務移管された。満足度はH28
は特別支援教育支援員と心身障害児介助員の
平均値としているが、H27は特別支援教育支援
員のみである。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

特別支援教育支援員については、昨年に
引き続き研修の実施等で資質の向上を
図った。心身障害児介助員については、特
別支援学級の増設に伴い、配置人数の拡
大をした。

任用１年目の職員は子どもとの関わり方や教員
とのコミュニケーションにおいて不十分な点があ
り、全校での満足を得られなかった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 75,049 68,569

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については
特別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級で
の支援を行う。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 98%

7,794千円 臨時職員 97.00 人 ①50人

②50人

③

H28年度目標 H28実績 通常学級において個別の支援が必要な児
童生徒や、特別支援学級において介助の
必要な児童生徒が増加しており、今後も教
育的ニーズに応じた指導の充実を図るた
め、事業を拡大していく。また研修会等の
内容を充実させ、教員の資質向上を図って
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 93%

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,718 千円 臨時職員 100.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,180

A

H28年度に改善した点

無 無

43,291 ①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度
学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支援
ができているかを検証するため、配置校からの
報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあたっ
て、学校からの評価や教科等の希望を参
考に配置することにより、児童生徒へのよ
り充実した支援を行うことができた。

任用１年目の職員は子どもとの関わり方や教員
とのコミュニケーションにおいて不十分な点があ
り、全校での満足を得られなかった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 45,800 43,865

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校
に学習支援員として配置し、少人数指導など個に応
じた指導の充実を図る事を目的として、学校の実情
に応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%

5,196千円 臨時職員 47.00 人 ①47人

②35,236時間

③

H28年度目標 H28実績

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるため、財政状況を見ながら増員配
置等により事業を拡大していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 95.70%

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,859 千円 臨時職員 47.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,491

A

H28年度に改善した点

無 無

5,466 ①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

埼玉県学力学習状況調査の正答率

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるため、
埼玉県学力学習状況調査結果を指標としてい
る。

教科書に合わせた学びノートの改定と、児
童生徒が授業の中で有効に活用できるよう
周知した。コバトン問題集の周知と活用を
促した。

国語において上位層の伸びが少ない傾向があ
る。小4から中1まで書く能力が県平均を下回って
いる。算数の「量と測定」において平均が下回っ
ているため。英語においては「書くこと」「外国語
表現の能力」についての正答率が低い。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 6,224 6,204

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる
事を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自のドリル（学びノート）を作成し、全児童生
徒に配布し、学校や家庭で活用する。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 67.50% 65.80%

3,031千円 臨時職員 0.00 人 ①15,913人

②7,992人

③

H28年度目標 H28実績
学びノート及びコバトン問題集の活用を積
極的に促す。「学び創造アクティブプラン」
における授業改善と家庭学習の充実につ
いて、今回の結果を踏まえた取組を促して
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

67.50% 63.40%

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,145 千円 臨時職員 0.00 人 67.50%

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

実施計画ランク

最優先

「学び創造アクティ
ブプラン」学力向
上推進事業

期間

～

実施計画ランク

優先

特別支援教育支
援員配置事業

期間

～

実施計画ランク

優先

学習支援員配置
事業

期間

～

実施計画ランク

重要

確かな学力定着
事業

期間

～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

省エネ運動の取組について、中学
校では７３％であるのに対し、小学
校では４３％であった。エネルギー
について、太陽光発電の学習を
行っているが、省エネの取り組みま
で踏み込んでいなかった。太陽光
発電は省エネにつながるものであ
るので、今後小学校での取組を多く
できるものであると考える。

市、学校等での報告会やパネル展
示等で体験を他の生徒へ広げるこ
とができたと考えられるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値をほぼ達成して
いる。進路・キャリア教育の一環と
して行っており、実施後の生徒の感
想にも、自分の生き方を主体的に
考えることに有意義であったという
ことがあったことから、一定の成果
があったものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150

A

H28年度に改善した点

無 無

150 ①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学校在籍
人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 職場体験の受け入れ先の確保、拡大。

不登校傾向の生徒や、体験当日の体調不良等
により実施できなかった生徒がいたため。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 150 150

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

中学生が近隣の事業所を訪問し、２～３日間の職場
体験を行うことで、生徒の自己理解を深めるととも
に、望ましい職業観、勤労観を育む。

非常勤
特別職

0.00 人 100% 98.30%

0千円 臨時職員 0.00 人 ①2,557人

②719事業所

③

H28年度目標 H28実績

今後の取組にあたっては、さらに職場体験
の受け入れ先を拡大することが課題であ
る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 97.80%

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

B

H28年度に改善した点

無 無

0 ①省エネ運動の取組

②資源循環の取組

③

地球にやさしい学校の取組において、省エネ運
動、資源循環についての各校取組状況

学校の行う環境配慮活動について、省エネ運
動、資源循環の取組を指標とする。なお、平成２
７年度で環境ＩＳＯの取組は終了し、平成２８年度
より地球にやさしい学校の取組に移行された。こ
のことにより、指標及び項目を改めた。

「学校版環境ＩＳＯ」の取組から「地球にやさ
しい学校」に移行した。それにより、取組内
容、実施方法についての見直しを行い、実
施した。今後、実施項目の目標達成ができ
るように努めていきたい。

取組内容、実施方法の変更により、指標及び項
目を改めた。
エネルギーについては、太陽光発電から学ぶ取
組をしている小学校が多くあり、省エネ運動まで
つながっていなかったことが原因と考えられる。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を
通して、環境に配慮した学校づくりを進める。
全小・中学校が主体的に省エネ運動、資源循環等
の取り組みを実施した。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

1,299千円 臨時職員 0.00 人 ①５３．６％

②９７．８％

③

H28年度目標 H28実績

子どもたちが主体的に省エネ運動を行うこ
とができるように啓発する。
太陽光発電の学習を省エネにつながって
いることを意識した取組を行っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

85% 75.7%

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 90%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,783

A

H28年度に改善した点

無 無

5,098 ①派遣中学生数

②派遣率

③

報告会回数
参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要と考えて
いるため報告会を指標としている。

報告会の内容を充実させるため、事前研修
会から報告会を見据えて研修会にのぞむ
ように指導・支援を行った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 6,259 4,935

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

各中学校長から推薦された30名の生徒を海外に派
遣し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通
して、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 17 17

2,165千円 臨時職員 0.00 人 ①30人

②0.37人

③

H28年度目標 H28実績
毎年、報告会において派遣生徒の経験を
伝えることができているが、さらに報告会に
工夫・改善をし、更なる内容の充実が必要
と考える。
また、成果指標の見直しを検討していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

17 17

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,001 千円 臨時職員 0.00 人 17

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 340

B

H28年度に改善した点

無 無

340
①研修会参加者数

②教育インターンシップ
ステップアップ調査アンケート結果（中学1年・2年
次4月、中学3年次6月）

アンケートの結果で、授業が「よくわかる」と「大
体わかる」の合計を指標とする。

　学習指導要領改訂の方向性を踏まえ、文
部科学省教科調査官を招聘し、教科化され
る道徳や小学校の外国語活動についての
実践的な研修会を実施した。また、大妻女
子大学樺山敏郎氏を招聘し、主体的・協働
的な学びの実現を図る授業改善について
の講演会を実施した。

　アンケート結果を見ると、学年が上がるごとに
「よくわかる」「大体わかる」と回答した割合が減
少している。
　教職員は日頃から指導方法等について工夫改
善を図っているが、学習の難易度が上がっていく
ことから、「難しい」と感じる児童生徒が増加し、
目標値が未達成であったと考える。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 98,497 93,501

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】児童生徒の学力向上のために、基礎・基本
の習得とそれらを活用して問題解決する思考力・判
断力・表現力等の育成を図る研修会や授業充実の
ための人的支援を行う。
【内容】①学び創造プランの研究委託校の校内研修
をサポートし、学力向上の研修実施②今日的な教育
課題である道徳や小学校外国語活動等の指導力向
上の研修実施

0.86 人
非常勤
特別職

0.00 人 70 53

7,448千円 臨時職員 0.00 人
①    730人

②　 　　4校

H28年度目標 H28実績 　若手教員が急増しており、ベテラン教員
から学ぶ校内研修やOJTの支援体制の充
実を図る。学力調査等を分析し、学校課題
解決に直結する研修を推進するため、大学
教授等第一線の指導者から学ぶ研究員制
度を継続し、先進的な取組を市内に広めて
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

70 58

1.14 人
非常勤
特別職

25.00 人 H29年度目標

9,776 千円 臨時職員 0.00 人 70

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

教育
セン
ター

実施計画ランク

重要

中学生社会体験
チャレンジ事業

期間

～

実施計画ランク

重要

地球にやさしい学
校づくり推進事業

期間

～

実施計画ランク

重要

中学生海外文化
交流派遣事業

期間

～

実施計画ランク

重要

学力向上推進事
業

期間

H14年度～

　所沢市教育委員会が行っている
「学び創造プラン」に基づき、研究
委託校の校内研修をサポートする
「学び創造プラン研究校支援研修」
を新設した。
　児童生徒の学力向上のために
は、教員の資質向上が不可欠であ
るため、参加体験型研修（ワーク
ショップ）や授業研究会を実施し、
授業改善への具体的な手立てを学
べるよう研修内容の充実を図った。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

　例年ある程度の成果は出ている
が、目標設定値をやや下回ってい
る。
　今後、学校では、美術の授業の
時間に名画をもっと活用するなどよ
り一層名画鑑賞の機会を増やす必
要がある。

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、授業や休み時間に活用で
きていない学校が見られる。
今後は、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放の必
要性、学校図書館日誌等での記録
を確実に残すことを研修会におい
て指導していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40,187

A

H28年度に改善した点

無 無

38,678
①ICT関連の研修会参加人数

対象者アンケート
「よかった」の回答数／アンケート回答数　を指標
とする。

　平成28年度から導入された校務支援シス
テムが各学校で効果的に活用されるよう校
長・教頭・教務主任、情報教育担当を対象
とした研修を実施した。
　当システムにより、各校で出席簿や学校
日誌の作成等に効果的に活用されてい
た。

　アンケートの内容については、「よかった」が多
かったが、研修会場のパソコン台数に限りがあっ
たり、開催日時に出張しづらかったりしたため、１
００％には至らなかった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 24,079 4,844

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】情報社会、国際社会を生き抜ける力とICT機
器を効果的に活用し、生活向上を目指す児童生徒
の育成を図る。
【内容】①電子黒板、デジタル教科書、インターネッ
ト、教育用ソフト等を活用した調査・研究②大学教授
の指導のもと、ICT活用教育の調査・研究③教職員
のための「ICT活用研修会」等の企画・運営

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 99

3,897千円 臨時職員 0.00 人
①　　324人

H28年度目標 H28実績 　教育環境の質の向上、教育の業務効率
化、セキュリティ対策の向上を図るため、所
沢市教育情報化推進計画にある行動計画
等の実現に向けて、教育委員会ＩＣＴ担当
者会で検討した。今後も、計画的・継続的
に授業用ＩＣＴ、校務用ＩＣＴ等の整備に努め
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 94

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,431 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,305

A

H28年度に改善した点

無 無

11,252
①英語サロン参加者数

研修会参加者数
参加者アンケート「満足・やや満足」と回答した割
合

　英語サロンの内容を検討し、外国語活動
支援員やＡＥＴとの情報共有についての内
容も取り入れた。日々の授業を行う上での
指導方法や「英語学びノートＤＶＤ」を活用
するなど、内容の更なる充実を図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 12,268 11,572

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語活動支援員を派遣し、担任が
行う外国語活動の授業を支援するとともに、外国語
活動の充実を図る。

【内容】小学校外国語活動支援員（16名）を市内32
校に派遣し、5・6年生すべての外国語活動の時間に
配置している。

0.33 人
非常勤
特別職

3.00 人 95 100

2,858千円 臨時職員 16.00 人
①　　　68人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 　TEA-Planに基づいて小学校英語教育の
早期化、教科化に備え、国の動向を踏まえ
ながら、小学校教員の資質向上と小・中学
校の連携を図るための研修会を実施する。
幅広く教員を参加させ、各校１名の専門性
をもった中核教員を育成することを目指
す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

95 100

0.25 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 16.00 人 95

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,455

B

H28年度に改善した点

無 無

18,898 ①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1日の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用人数
学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

小学校の学校司書を2名増員し、一人２校
を受け持ち、小学校4校に配置した。
学校司書研修会を年間３回開催し、学校司
書の資質の向上を図ることができた。

利用人数の増加が見られる学校数は増えてきて
いるが、来館者数が少ない学校が数校あること
が原因と考える。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学校図書館法 22,260 21,033

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図
るため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方
針に基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 150人 69人

1,732千円 臨時職員 23.00 人 ①13,312冊

②71.3人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 学校司書は、学校図書館の利用の一層の
促進に効果をあげていることから、改正学
校図書館の趣旨を踏まえ、全校配置を目
指す。
学校司書の研修会を学校図書館主任研修
会と合同で開催し、学校図書館運営の更な
る充実を目指す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

120人 71人

0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,573 千円 臨時職員 25.00 人 100人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 221

B

H28年度に改善した点

無 無

224 ①巡回校数

②巡回作品数

③

児童・生徒の関心度

児童・生徒の美術を愛好する心を育てる事を目
的としているため、児童・生徒の名画への関心度
を指標とする。
（※アンケートで名画が掲示されていることを知っ
ていたと回答した児童・生徒の割合）

一部の学校において、授業で名画を使用
するようになった。

掲示の順番がきたからと掲示しているだけの学
校では、児童・生徒に十分な周知が図られないこ
ともあるため。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 250 224

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確
保し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 90% 70%

433千円 臨時職員 0.00 人 ①47校

②82点

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

児童・生徒の名画への関心を高めるため、
一部の学校だけでなく、名画を授業で使用
してもらうように促す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

80% 70%

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

429 千円 臨時職員 0.00 人 80%

教育
セン
ター

教育
セン
ター

学校
教育
課

学校
教育
課

実施計画ランク

重要

ＩＣＴ推進事業

期間

H元年～

実施計画ランク

重要

小学校外国語活
動推進事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

優先

学校司書配置事
業（小・中学校）

期間

～

実施計画ランク

重要

複製名画巡回事
業

期間

～

　児童生徒に情報モラルも含めた
情報活用能力を育成するため、小
中学校教員等を対象とするタブレッ
ト型パソコン活用研修会、情報モラ
ル研修会、校務支援システム活用
研修会等を通じて、学校がより積極
的にＩＣＴを活用した教育活動や情
報発信ができるよう努めた。

　教員や小学校外国語活動支援員
を対象とした研修会「英語サロン」
を年3回実施し、指導主事やAETか
ら授業ですぐに使える実践の紹介
や、国の動向についての情報提供
を行った。
　アンケートでは「大変よかった」
「よかった」の回答が100％であっ
た。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

　道徳の教科化に向け、文部科学
省教科調査官を講師に迎え「特別
の教科道徳」の特質についての理
解を促す講演会を実施した。
　3つの研修会では、特に若手教員
の指導力向上のため、2年次教員
などにも広く周知し、実際の学級経
営等に生きる指導方法などについ
て学ぶ研修会とした。

児童生徒の状況によってすべての
児童生徒が取り組めてはいない
が、全ての小・中学校において取り
組んでおり、人権教育の実践の機
会の一つとなっている。

目標がほぼ達成できている。
　今後、いじめの解消率の定義が
変わってくるが、引き続き解消率の
向上に努めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標が達成できている。
今後も丁寧な相談を進め、保護者
との合意形成に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 260

A

H28年度に改善した点

無 無

268 ①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

作文及び標語の応募割合の平均
学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校からの人権に関する
作文・標語の応募割合を指標とする。

人権教育の実践の機会として作文や標語
づくりが生かせるよう、各小・中学校に、積
極的に呼びかけを行い、対象児童生徒全
員が取り組めるようにした。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 268 268

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文
集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社旗教育の連携を図
る。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 99%

1,299千円 臨時職員 0.00 人 ①９８％

②９８．７％

③

H28年度目標 H28実績

人権作文集の授業での利用や、人権標語
の校内掲示等を促し、取組結果の更なる活
用を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

98% 98%

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,286 千円 臨時職員 0.00 人 98%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,034

A

H28年度に改善した点

無 無

2,735 ①就学相談票提出数

②面談・観察の回数
就学支援委員会の判断どおりに就学した児童生
徒の人数

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な就
学相談をすることが重要であるため、就学委員
会の判断どおりに就学した児童生徒の割合を指
標とする。

保護者の教育的ニーズの多様化や200件
を越す相談に対応するため、H28年度より
就学支援委員を57名から70名に、就学支
援相談員（非常勤特別職）を2名から3名に
それぞれ増員し、円滑に相談を進めること
ができた。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談
員設置要綱

4,139 3,749

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護
者からの申込により、障害のある児童生徒の保護者
とともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集
し、就学先を判断して教育委員会に答申する。

0.65 人
非常勤
特別職

2.00 人 70% 72%

5,629千円 臨時職員 0.00 人 ①２２５

②４４０

H28年度目標 H28実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な情
報を提供し、本人・保護者が自ら適切な学
習環境を選択できるようにする必要があ
る。就学支援委員の研修を充実させ、より
適切な相談体制を構築する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

75% 78%

0.80 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

6,860 千円 臨時職員 0.00 人 75%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48,714

A

H28年度に改善した点

無 無

45,056 ①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談率

いじめの解消率

本事業が、いじめ、不登校、犯罪被害、非行問題
等の課題に対する支援と児童生徒の健全育成を
目的とするため、その中でもいじめの解消率を指
標とする。

平成27年度中に設置された「所沢市いじめ
問題対策委員会」が、平成27年度に1回開
催され、平成28年度は、3回開催された。
委員会においては、いじめの未然防止や、
いじめが起こった場合の対応について協議
が行われた。

いじめの解消率が100%に満たないものについて
は、年度末にいじめが認知されたものであり、全
て解消するまで対応し、見届けを行っている。
また、重大事態は、発生していない。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委
員会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

49,709 45,951

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

いじめ、非行問題傾向、怠学による不登校、引きこも
り、発達障害など、個々の児童生徒に応じた指導・
援助を行う。・大学との連携により、大学院生を相談
員として学校に派遣し、児童生徒の心理面の把握な
ど相談室登校の教室復帰を支援。・非行問題行動
や犯罪被害の未然防止・関係機関との連携による
学校や家庭への支援

0.45 人
非常勤
特別職

3.00 人 100% 96%

3,897千円 臨時職員 32.00 人 ①515件

②16,316件

H28年度目標 H28実績 いじめ、不登校につき、今後も減少に向け
未然防止や早期発見・早期解決を図り、児
童生徒、保護者、学校、教職員の支援を進
めていく。
今後も研修会等を通して、学校の生徒指導
体制や教育相談体制の充実と生徒指導主
任や相談員の資質の向上を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 91%

0.80 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

6,860 千円 臨時職員 32.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 325

A

H28年度に改善した点

無 無

323
①研修会参加者数

参加者アンケート
研修会の内容（満足度）について「大変良かっ
た・良かった」の件数

　豊かな心を育成するために、道徳、特別
活動、人権教育など最先端の研究をしてい
る講師から学ぶ研修会を実施した。
　特に、道徳の教科化に向け、文部科学省
教科調査官を講師に迎えた講演会を実施
した。

　「授業実践に役立つ研修会であった」といった
感想が大半であったが、参加者のライフステージ
が様々であったため、講演の内容等が難しいと
感じた若手教員もおり、１００％には至らなかっ
た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習指導要領 75 3

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。

【内容】3つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳の時間の教科化に向けた
研修会③学級活動スキルアップ研修会

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 98

5,196千円 臨時職員 0.00 人
①　　220人

H28年度目標 H28実績 　豊かな心の育成は、今後一層の充実を
図っていく必要のある分野である。道徳の
教科化や人権教育の推進に向け、各学校
で道徳教育推進教師や特別活動主任、人
権教育主任などを中心に、学校全体で組
織的に取り組んでいけるよう、今後も充実
した取組を進めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 96

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,859 千円 臨時職員 0.00 人 100

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

教育
セン
ター

実施計画ランク

重要

学校人権教育啓
発資料発行事業

期間

～

実施計画ランク

優先

就学相談事業

期間

～

実施計画ランク

重要

健やか輝き支援
事業

期間

～

実施計画ランク

重要

豊かな心育成支
援事業

期間

H24年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

　目的については、 次の2点から、
成果が出ている。①全相談の76％
が終結若しくは改善している。②教
育支援センター「クウェスト」では、
「学校とのつながり」が持てる児童
生徒の割合は、32％（入室前）から
62％（入室後）に増加した。
　目標については、左記の通り、や
や下回ったが、実績と目標の差
（487）が、目標（8,000）の1割未満
なので、ほほ達成とみることができ
る。
　以上より、目的・目標に達してい
ると考え、総合評価をＡとした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢市のスポーツ資源を活用し、
体力向上や運動好きな子どもを育
成することは、有意義であると考え
る。特に課題である「投力」につい
ては、専門的な指導者から指導を
受ける中で、体を動かして遊ぶ楽し
さが子どものみならず、参加する保
護者にも味わっていただけることか
ら、今後も推進する必要がある。今
後も地域のスポーツ団体や学校と
連携し、運動好きな子どもを育成す
ること。

本市の児童生徒の体力は堅調に
推移している。今後も家庭・地域と
の連携を深め、運動好きな児童生
徒を育成する機会ととらえ、推進し
ていく必要がある。本事業で作成さ
れている学習カードや指導の流れ
は、小中学校教員への具体的な取
り組み例として有効活用されてい
る。今後も児童生徒の実態に即し、
よりよい指導方法の研究が必要で
ある。

学習指導要領の趣旨に基づいた実
技伝達講習会の充実で、教師の指
導力の向上を図っている。
親善水泳記録会や親善体育大会
等の充実で、児童の体力向上を図
り、運動好きな児童の育成を図るこ
の事業の役割は大きい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,667

A

H28年度に改善した点

無 無

29,245 ①面接相談

②電話相談・子ども電話相談

③園・学校巡回教育相談

相談対応件数 相談可能数に対しての対応件数

　訪問相談（ふれあい相談室、不登校対
策、スクールソーシャルワーカー）におい
て、学校が教育相談を組織的に推進できる
ように助言や支援をした。
　児童生徒の長期欠席日数に注意を払うこ
とにより、各学校の不登校対策に係る意識
が高まった。

　H28年度中、各学校を訪問し、教育相談体制が
充実するように助言したことが功を奏した。H27年
度より相談件数が減少した。目標値を達成する
には、市内全小・中学校の教育相談体制の一層
の充実が不可欠である。
　H29年度は、各学校が「予防的取組」と「早期対
応」について組織的に取り組めるよう、具体的に
指導・助言していく。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

教育センター主任相談員設置要綱など 30,927 29,116

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

【目的】市民や学校から、子どもの教育上の諸問題
に関しての相談を受け、その解決のための支援を行
う。
【内容】研修会、研究活動、電話相談・子ども電話相
談、面接相談、園・学校巡回相談、訪問相談(不登校
対策、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓
発、教育支援センター「クウェスト」。

1.80 人
非常勤
特別職

10.00 人 8,000以下 8,794

15,588千円 臨時職員 0.00 人 ①4,110回

②3,818回

③　559件

H28年度目標 H28実績 　「組織的な不登校支援」ができるように①
不登校予防研修会を管理職等を対象に実
施②ふれあい相談員研修会及び相談室訪
問の充実③スクールソーシャルワーカーの
有効活用④報告書による不登校状況の把
握及び支援訪問の充実⑤教育支援セン
ター「クウェスト」の充実を図る

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8,000以下 8,487

3.07 人
非常勤
特別職

10.00 人 H29年度目標

26,325 千円 臨時職員 0.00 人 8,000以下

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 307

A

H28年度に改善した点

無 有

118 ①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校対抗駅伝競走大会参
加校数

③

①会場の広さから、安全に配慮し、思い切り楽し
める組数を定める。
②小学校３２校から、参加校数を定める。

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの結
果を受けて課題種目である投力向上を図ること
から、参加した親子の組数とする。②地域スポー
ツ関係団体と学校関係者・保護者・地域スポーツ
指導者が一堂に会することにより、互いの理解と
交流を深め、児童の体力の向上を図る機会を増
やすことを目的とし、参加校数とする。

市内全域に周知し、希望親子を無制限に
受け入れてきた。順番待ちが出たり、安全
への配慮が行き届かなくなる心配があるこ
とから、参加親子に制限を設け実施した。

②について、開催時期が積雪の時期やインフル
エンザが流行する時期と重なったため。今後は、
児童の健康管理が求められることから、大会へ
向けて今後も学校・家庭・地域が一体となって体
調管理に努める。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 245 88

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中
で、運動好きな子どもを育成する。

0.16 人
非常勤
特別職

0人 ①100組　②32校 ①127組　②中止

1,386千円 臨時職員 0人 ①84組

②30校

③

H28年度目標 H28実績

会場変更により、参加組数に制限を設け、
関係団体との連絡・調整を密にする。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

①80組　②32校 ①84組　②30校

0.14 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,201 千円 臨時職員 0人 ①80組　②32校

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198

C

H28年度に改善した点

無 無

198 ①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③

教室の目標を達成できた参加児童数の割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人数×１
００）

体力向上を目的としていることから、小学生の中
で課題となる25m泳げた数や、逆上がりができた
数を指標とする。目標値としては、事業実施校が
毎年変わる中で、参加した児童数の半数以上で
ある６割が達成できるようになることを目標とした
い。

・技能のスモールステップを工夫して取り組
ませた。
・指導者、保護者から具体的矯正・・肯定の
言葉かけを多くした。
・教材教具の有効活用を行った。

参加人数の増加に対して、個人に応じた指導の
難しさの課題が残るものとなった。事業実施校、
参加者、指導者が毎年変わる中であっても、実
技指導の流れや個に応じた指導をより追求する
とともに、親子で参加型の教室については、この
教室をきっかけとし、保護者の意識を変え、日常
化につなげる必要がある。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

198 198

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体
力向上を図るため実態を調査分析するとともに、体
力向上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.18 人
非常勤
特別職

0人 60% 28%

1,559千円 臨時職員 0人 ①20人

②36人

③

H28年度目標 H28実績
・指導者間の指導事項の共通理解
・用具の数が限定されており、その分待ち
時間が多くなってしまうので、場所の確保を
検討する
・検定カードの見直し

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

60% 36%

0.18 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,544 千円 臨時職員 0人 60%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 380

A

H28年度に改善した点

無 無

380 ①運動クラブに入部している児
童数

②

③

運動クラブに入部している児童数（４年生以上）
運動好きな児童を育成する観点から、各学校で
設置されているクラブ活動の中で、運動クラブに
加入している児童数を指標とする。

体育実技講習会を開催し、若手教員の指
導力の向上を図った。

各学校の実情に応じ、異年齢集団のよさを生か
したクラブ活動の在り方を今後も追及する必要が
ある。教師の適切な指導の下、児童の自治的、
自発的な活動が展開されるようにする。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380 380

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童の
スポーツの振興と体力の向上するための事業を支
援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るため
の授業研究会の実施。
・児童の泳力向上のため、市内小学校を５つのブ
ロックに分けた「水泳記録会」の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロッ
クに分けた「親善体育大会」の実施。

0.13 人
非常勤
特別職

0人 4,300人 4,122人

1,126千円 臨時職員 0人 ①4,176人

②

③

H28年度目標 H28実績

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4,300人 4,176人

0.13 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,115 千円 臨時職員 0人 4,300人

教育
セン
ター

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク

重要

教育相談事業

期間

S36年度～

実施計画ランク

重要

地域力活用運動
好きな子ども育成
事業

期間

平成21年度～

実施計画ランク

重要

児童生徒体力向
上推進委員会交
付金

期間

昭和47年度～

実施計画ランク

重要

小学校体育連盟
補助金

期間

昭和24年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

老朽化した給食室を改修したことに
より衛生管理が図れたため。

経費削減と学校給食の効率的な運
営及び充実を図れたため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、一
定の成果があがっていると考えて
いる。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

中学校における運動部活動の意義
は、学習意欲の向上や責任感、連
帯感の涵養等、体力向上にも大き
な役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,428

S

H28年度に改善した点

無 無

1,142 ①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、前年度の実績を1項目上回るように
目標を設置。

新体力テストにおける各校のデータで、課
題のある項目について確認することにし
た。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 1,416 1,081

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

0.12 人
非常勤
特別職

0人 31項目 33項目

1,039千円 臨時職員 0人 ①7,756人

②

③

H28年度目標 H28実績

分析結果の有効活用を図り、成果と課題を
明らかにした保健体育授業の推進。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

35項目 35項目

0.11 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

943 千円 臨時職員 0人 35項目

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900

A

H28年度に改善した点

無 無

900 ①部活動大会参加者数

②

③

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、
同等の数値としている。

埼玉県中学校総合体育大会市内予選大会
では、地域力を活用し早稲田大学所沢キャ
ンパス織田幹雄記念陸上競技場を借用し、
実施した。

目標値には達成できなかったものの、およそ昨
年度並みの実績が確保できた。今後も各学校の
特色に応じた運動部活動の在り方を探っていく
必要がある。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱 900 900

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上
やスポーツ精神を養うために組織されている団体を
支援している。当該団体より事業計画を受理し、事
業計画に従い、教員の指導力の向上を図るための
授業研究会や、生徒のスポーツ精神の涵養や体力
向上を図るため、部活動の大会を運営している。

0.13 人
非常勤
特別職

0人 71% 69%

1,126千円 臨時職員 0人 ①5,559人

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

運動部活動の指導者育成
若手教員の育成
関係機関との連携

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

71% 69%

0.13 人
非常勤
特別職

0人 H29年度目標

1,115 千円 臨時職員 0人 71%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

H28年度に改善した点

無 無

0 ①北小学校給食室床改修

②

③

単独調理校 老朽化した単独調理校
床を改修したことにより衛生管理を図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学校給食法 9,990 9,072

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校給食施設の老朽化対策と適切な衛生管理を図
るため、小学校に整備した単独調理場の改修を実施
する。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 実施年度対象外 実施年度対象外

0千円 臨時職員 0.00 人 ①実施済

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

老朽化対策と衛生管理を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1 1

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,859 千円 臨時職員 0.00 人 0

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 332,130

A

H28年度に改善した点

無 無

330,804 ①契約を実施
②指名業者を選定し、指名競争
入札により契約相手方を決定
③市作成の衛生関連の指示・献
立に基づき、市が購入した食品
を使用し、受託業者が調理、配
膳、洗浄等を行なう。

委託校数
既委託校について、調理業務委託を継続する。
引き続き安全・安心な給食を提供できるよう、安
全性の確保と給食の質を向上させて行く。

順次行っていた調理業務委託の複数年契
約への切り替えが完了した。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 332,331 331,838

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

学校給食の単独調理校の調理業務を民間委託する
ことにより、経費削減と学校給食の効率的な運営及
び充実を図る。

0.74 人
非常勤
特別職

0.00 人 12 12

6,408千円 臨時職員 0.05 人 ①実施済

②実施済

③実施済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 年間給食実施日や繁忙時間が一定の期間
や時間帯に集中していることからも、減員
等を踏まえて民間委託を含めた運営の合
理化を検討する必要がある。既委託校につ
いては、引き続き安全・安心な給食を提供
できるよう、安全性の確保と給食の質を向
上させて行く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

12 12

0.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,032 千円 臨時職員 0.05 人 12

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

保健
給食
課

保健
給食
課

実施計画ランク

重要

中学生体力調査
事業

期間

平成24年度～

実施計画ランク

重要

中学校体育連盟
補助金

期間

昭和24年度～

実施計画ランク

優先

学校給食単独調
理場改修事業

期間

H28年度

実施計画ランク

重要

学校給食調理業
務委託事業

期間

H12年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

所沢市要保護準要保護認定要綱
で定めた認定者を対象に学校給食
費を補助しており、教育総務課・生
活福祉課、及び学校や給食セン
ターからの増減額・増減人数報告
等に基づき、予定の日程どおりに
支給事務を行い、対象世帯の援助
を図れたため。

特色ある学校づくりの配当予算を
有効に活用し、各校長は工夫し、ま
さしく特色のある学校経営を行って
いる。

目標がほぼ達成できている。電話
で顧問弁護士と相談できる体制
は、緊急時など迅速な対応と判断
が可能となる。また、学校関係の事
案に詳しい顧問弁護士に委託する
ことにより、教育的見地からの解決
方法の助言を得られることができ
る。これらのことから、事業の効果
が高いと考えられるため、今後も事
業を継続していく。

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造プラン推進事業を教職員に直
接周知する機会ともなっている。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 194,593

A

H28年度に改善した点

無 無

173,041
①5月1日現在給食支給対象人
数

②年度末における就学援助対
象給食支給人数

③

就学援助給食費支給割合
経済的理由によって就学困難と認められる児童
生徒の保護者に対しては、学校教育法第19条に
基づき、援助をする必要がある。

事務マニュアルの見直し及び作成する通
知文書等を変更し、事務の効率化・正確化
を図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学校教育法第19条、所沢市就学援助実施要綱 189,004 169,269

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

経済的理由により就学困難な児童生徒に対する給
食費の援助を行う。
　小学校児童一人当たり　月額　４，２１０円
　中学校生徒一人当たり　月額　４，９３０円
　（３年生の３月分：１，６００円または２，０００円）

0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 15% 15%

6,322千円 臨時職員 0.00 人 ①24,668人

②3,676人

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 経済的理由によって就学困難と認められる
児童生徒の保護者に対しては、学校教育
法第19条に基づき、援助をする必要があ
る。当事業はその援助にあたるものである
ため、社会情勢等を勘案しながら引き続き
進めて行く必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

15% 15%

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,115 千円 臨時職員 0.00 人 15%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,102

A

H28年度に改善した点

無 無

972 ①電話による面談

②事務所での面談

③

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の適
正な運営に資することを目的としているため、相
談の解決率を指標とする。

昨年同様、管理職（校長・園長・教頭）を対
象に本事業の意義と必要性、活用方法等
に係る研修会を早期に開催し、周知を図っ
た。

早期の対応を行っているものの、解決までに一
定の期間を要することがあるためと考えられる。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,102 972

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助
言等により、学校における様々な問題を早期に解決
し、学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 75%

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①58件（３４時間３０分）

②１件（１時間３０分）

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

校・園長会等で、本事業についての周知を
行うとともに、解決までに期間を要している
事案について、事例を示しながら課題を共
有していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 93%

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 0.00 人 100%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

A

H28年度に改善した点

無 無

0
①訪問実施校数

②

③

学校訪問を校内研修の一環として位置づけてい
る学校の割合

指導訪問では、一人一授業を公開するため指標
とする。（しかし、校内研修テーマに、教科指導以
外を位置付けている学校もあるため、８５％で設
定）

学校訪問での専門的事項の助言・指導を
行うことによって、教育内容の一層の充実
を図るとともに、学び創造プラン学力向上
推進事業の進捗状況・成果などを把握し、
課題については、指導・助言を行った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 85% 85%

24,248千円 臨時職員 0.00 人 ①２４校

②

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も専門的事項の指導・助言を行うとと
もに、新たに実施する学び創造アクティブ
プラン事業の推進を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

85% 85%

2.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

20,580 千円 臨時職員 0.00 人 85%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,975

A

H28年度に改善した点

無 無

11,970 ①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額

③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果の評価
点（10点満点）の平均点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある教
育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

昨年のヒアリングにおいて予算の計画的執
行及び本事業の地域への周知の面におい
て、課題が見られたのでこの点について改
善できるように学校への支援を行った。

評価観点の一つである「予算の計画的執行」「地
域への周知」は改善されたが、「人材の育成」に
課題が見られた。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 11,961 11,956

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生
かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言
を行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体
験活動の充実を図る。
・クラブ活動・部活動の適正な運営と中学校部活動
外部指導員を活用する。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 9.0 8.8

3,897千円 臨時職員 0.00 人 ①４７校・１園

②248,622円

③

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も、「予算の計画的執行」や「地域への
周知」を継続するとともに、「人材の育成」
の観点でも有効に活用するよう学校を支援
していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

9.0 8.8

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

6,860 千円 臨時職員 0.00 人 9.0

保健
給食
課

学校
教育
課

学校
教育
課

学校
教育
課

実施計画ランク

重要

就学援助事業（学
校給食費）

期間

S５７年度～

実施計画ランク

重要

学校法律相談事
業

期間

～

実施計画ランク

重要

学校支援訪問事
業

期間

～

実施計画ランク

重要

特色ある学校づく
り支援事業

期間

～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　千葉　裕之

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　千葉　裕之

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

　初任者研修、初任者研修担当教
員研修会、ステップアップ研修、5年
経験者研修、10年経験者研修、20
年経験者研修等の研修を支援し
た。
　また、２年次教員研修、研修員研
修、授業実践研究員・教育相談研
究員・学校事務研究員の研究、専
門研究員の研究、主幹教諭研修
会、事務職員のためのマネジメント
研修会、指導者派遣事業等、更な
る資質向上を目指す事業を実施し
た。

成果指標のH28年度目標値を達成
しており、教育環境の改善を図るこ
とができたと考える。
今後も、学校施設の非構造部材の
耐震化（ﾊﾞｽｹｯﾄｺﾞｰﾙの落下防止対
策等）について推進していく。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

頭上に吊り下がっている天井や照明、バス
ケットゴールの落下防止対策を優先して実
施し、その後は壁等に設置されているス
ピーカーや時計等の落下防止対策を実施
する予定である。

特になし

有

経済的な理由で子どもを就学させることが
困難な保護者は多く、そうした保護者を対
象に引き続いて援助を行っていくことは、義
務教育の円滑な実施に必要であると思わ
れる。

無

2,830 千円 65.62%

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

34.37%

0.33 人
非常勤
特別職

H29年度目標

- -

目標達成済34.37%

3,897千円 臨時職員 ①10校

②11校

H28年度目標

臨時職員

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,165

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

特になし 8,468

Ａ

H28年度に改善した点

震災発生時、多くの学校で天井材の落下など非構
造部材の被害が発生したことから、文部科学省は、
平成27年度末を目標に、学校施設の天井等落下防
止対策の完了を目指すこととした。当市では平成27
年度に屋内運動場等における吊り天井の落下防止
対策、平成28年度からはバスケットゴールの落下防
止対策を実施している。

0.45 人
非常勤
特別職

H28実績

3,691

3,691

12,165

8,468

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。

H28年度目標

3,867

①吊上げ用ワイヤー切断時落
下防止装置の設置
②梁とゴールのやぐら接合部の
補強

小学校のバスケットゴール落下防止対策実施率
（①②両方が設置済となっている学校数÷全小
学校数）

小学校においては、既にバスケットゴール落下防
止装置設置済の学校と、設置されていない学校
があるため、全32校の設置を目指す。

H27年度目標

申請件数が減少したため。

指標名

臨時職員

非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

Ａ
H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させ
ることが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・
受付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.46 人
非常勤
特別職

3,991

1.26 人

12,644千円 臨時職員

H29年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 500

B

H28年度に改善した点

無 無

492
①研修員人数（2年次教員研修）

②指導者派遣回数 指導者派遣回数 指導者派遣回数

　経験者研修では、初任者や5年次研修の
対象者増加に伴い、新たな施設体験先を
確保し、異業種体験の充実を図った。新任
転入管理職研修など、各々の校務分掌に
求められる資質能力の育成を図ったり、他
校との情報交換の機会を設けたりした。H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

教育公務員特例法 1,035 1,035

①　　　54人

②　　220回
H29年度目標

18,608 千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

　2年次教員研修や研修員研修、各研究部
の研究推進、各種研修会等、教員の経験
やニーズに応じた改善をしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

250 220

2.17 人

250

250

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,062

若手教員が増える中、県主催の年次研修も充実
してきていること、また、教職員の負担軽減も踏
まえて、教育センター主催の研修会を精選し内
容の充実を図っている。

204

433千円 臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

【目的】市内小中学校の教員の経験やニーズに応じ
た研修を推進し、本市教育の振興に資する。
【内容】①年次経験者研修支援②2年次教員研修：
指導主事が個別指導②研修員研修：転入教員に指
導主事が個別指導③校内研修の指導者派遣④研
究員・専門研究員：専門性を高める研究推進⑤各種
7つの研修会の実施

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

無 無

9,953 ①交付対象児童生徒数

②

③

補助額
父母負担の軽減を目的の１つとしているため、補
助額を指標とする。

根拠法令名が「学習材料費の父母負担軽
減交付金交付要綱」であったものを、交付
の実情に合わせ「交付金」の部分を「補助
金」に改正した。

H27年度目標

H27決算額 指標名

9,914

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点事業の種別

一
般

H27予算現額 目標設定の考え方・根拠

年度当初、児童生徒の在籍数を調査し、その人数に
年度当初に定めた単価を乗じた金額を学校長に補
助金として交付する。各学校は必要な学習材料を購
入し、年度末に実績報告を行う。
学習材料費における保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図ることを
目的とする。

0.09 人
非常勤
特別職

H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

学習材料費の父母負担軽減補助金交付要綱 10,008

9,952,800

父母負担の軽減という点において、
一定の成果があげられていると考
えている。

779千円 臨時職員

9,845,200

①２４，７８５人

②

③

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護者
の負担軽減のために現状の単価を維持し
ていく。

9,952,800
Ａ

9,914,000 9,914,000

H27実績

3,771

①１１５，９４０，８６０円

②３１，４１２円

③

772 千円

0.09 人

臨時職員

H29年度目標

H28正規職員
人件費

10,805 千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 136,346

事業の目的及び具体的な内容

無

119,657
①支給金額

②一人当たりの支給額

③

支給対象人数
義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対象
人数を指標とする。

事業の種別

一
般

H27予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補
助金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

133,521

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

教育
セン
ター

教育
総務
課

教育
施設
課

教育
総務
課

実施計画ランク

重要

資質向上事業

期間

S46年度～

実施計画ランク

重要

父母負担軽減補
助金交付事業

期間

S４９年度～

実施計画ランク

重要

就学援助事業

期間

S57年度～

実施計画ランク

最優先

学校施設の非構
造部材耐震化事
業

期間

H27年度～

学校教育法１９条、要保護児童生 外国籍市民に制度を周知すべく、英語版に
よる案内を冊子にまとめた（市ホームペー
ジでも案内）。

H27決算額

115,941

H28年度に改善した点



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

成果指標の目標値を昨年、今年と
達成しており、一定の成果が挙げら
れていると考えている。
学校内外での事故や事件を未然に
防止すると共に、地域の交通安全
の推進・防犯体制の強化を図り、よ
り一層の向上につながるよう努め
ていきたい。

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きたと考える。

成果指標の目標値を達成してお
り、児童生徒の安全確保を第一に
教育環境の改善を図ることができ
たと考える。
今後も、施設の老朽化が進んでい
くことから計画的に事業を進めてい
きたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

年々学校施設の老朽化が進む状況にある
が、緊急性、優先度、全体的なバランス等
を総合的に勘案しながら、効率的な修繕、
改修に努めていく。

緊急性が低い修繕をまとめて発注し経費
削減を図った。

成果指標のH28年度目標値を達成
しており、洋式便器化、バリアフ
リー対策、臭気対策等について、教
育環境の改善を図ることができたと
考える。
今後も、学校トイレ改修事業計画を
予定の通りに進めていく。

0.00 人 100人

H28実績
非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深めるようにする。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

72人

1.40 人
非常勤
特別職

3.00 人 H29年度目標

100人 75人

目標達成済100人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

11,258千円 臨時職員 0.00 人 ①　553

②　36

③

H28年度目標

「安全・安心な学校と地域づくり推進本部会
議」において、各機関が必ず発言する場を
設け、各機関からの情報を共有するように
した

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条
例、安全安心対策推進員設置要綱

5,603 4,993

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 B

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,603 5,006

指標名 目標設定の考え方・根拠

①学校訪問、地域に出向いての
支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒数

　事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行為
により指導を受けた児童生徒数を指標とする。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の
交通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安
心な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.30 人
非常勤
特別職

3.00 人

12,005 千円 臨時職員

0.83 人
非常勤
特別職

H29年度目標

7,117 千円 臨時職員 50.00%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,495千円 臨時職員 ①１件

②１件

③

H28年度目標 H28実績

補助金を活用し、教育環境の改善を図るた
めの改修に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

航空機騒音の著しい第一種区域に所在する狭山ケ
丘中学校・北中小学校の防音校舎に防衛省の補助
金を活用した復温除湿工事を実施し、騒音を防止・
軽減することで、教育環境の改善を図る。

0.75 人
非常勤
特別職

- -

目標達成済25.00% 25.00%

空調設備を改修したことで、騒音を防止･軽
減することができ、教育環境が向上した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律 140,645 140,422

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 Ａ

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,900 3,834

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①設計件数

②工事件数

③

第1種区域内の防音校舎への空調設備改修実
施率

2校（狭山ケ丘中学校･北中小学校）の改修工事
の進捗を率で表わす。
平成28年度は狭山ケ丘中学校の2ヶ年工事の1
年目が計画どおり完了した。

H27年度目標 H27実績

H29年度目標

36,615 千円 臨時職員 9

目標達成済8 8

42,434千円 臨時職員 ①７６４件

②３件

③８件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実、さらに
学習指導要領等の改訂への対応のために行うもの
であり、緊急性や安全性、予算等を考慮の上修繕を
行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場調査をし修
繕を行う。
２　長寿命化を目的とした大規模な修繕は、公共建
築物修繕計画に合わせて行う。

4.90 人
非常勤
特別職

7 7

H28その他職員
従事割合

4.27 人
非常勤
特別職

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 176,791 175,965

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 Ａ

H28年度に改善した点

無

指標名 目標設定の考え方・根拠

①修繕実施件数

②改修工事実施件数

③短期修繕計画に基づく改修工
事実施件数

短期修繕計画実施件数
短期修繕計画に基づく実施件数／計画件数

有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 186,224 185,835

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27年度目標 H27実績

現状の児童生徒数から試算すると、便器数
が減少傾向となるが、学校と十分協議し適
正な便器数を試算する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.44 人
非常勤
特別職

H29年度目標

H28目標値が未達成の理由・分析

3,773 千円 臨時職員

目標達成済31.30% 32.26%

長寿命化を目的とした大規模な修繕は、所沢市
公共建築物修繕計画の短期修繕計画にて計画
していることから、その計画・実績件数を指標と
し、緊急性や予算等を考慮した目標設定とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,629千円 臨時職員 ①4校

②7校

H28年度目標 H28実績

Ａ

H28年度に改善した点

市内小中学校における大便器の洋式化率

学校のトイレは老朽化しており、トイレに行くことを我
慢してしまう児童もいることから、和式便器を洋式便
器に変更し、バリアフリー対策や臭気対策を行うこと
で、快適な教育環境を確保する。また老朽化した給
排水管等の改修を行うため、校舎の1階から最上階
まで縦に配列した1系統のトイレを対象に改修する。

0.65 人
非常勤
特別職

28.10% 28.52%

34.50%

一
般

設計施工監理を行う営繕課や学校との連
絡調整を密に行った。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 482,333 480,144

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 412,971 412,971

事業の種別 目標設定の考え方・根拠

①設計実施件数

②改修工事実施件数

大便器の洋式化を図っていることから、
洋式大便器数／全大便器数
にて洋式化率を算定する。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H27予算現額 H27決算額 指標名

教育
施設
課

教育
施設
課

教育
施設
課

学校
教育
課

実施計画ランク

最優先

学校トイレ改修事
業

期間

H26年度～H33年
度

実施計画ランク

重要

学校施設修繕・改
修事業

期間

S30年度～

実施計画ランク

最優先

防音校舎改修事
業

期間

H27年度～

実施計画ランク

優先

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

期間

～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育部次長兼課長　岩間　健一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

外部指導員により、部活動の技術
向上や活発な活動につながってい
る。

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
生徒の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

誘致については、解決すべき様々
な課題が想定されることに加え、学
校法人の運営に関わることであるこ
とから、市の予定するスケジュール
どおりに進行することはむずかし
い。

0.16 人
非常勤
特別職

H29年度目標

1,372 千円 臨時職員 推進

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

346千円 臨時職員

①関係各所と設置の諸条件など
に関する事前相談を行うととも
に、学校法人とも、情報共有や
意見交換などを行った。

H28年度目標 H28実績

誘致に向けた調整等を推進する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を
誘致する。

0.04 人
非常勤
特別職

推進 推進

推進 推進

学校法人と庁内関係部署との情報共有の
場を設定した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 B

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①私立学校・県学事課・市開発
指導課・市農業振興課と調整
し、誘致に向けた問題解決を図
る。

誘致に向けた調整等の推進

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定
されることから、関係各所との情報共有と充分な
調整を行い、できるだけ早期の開校に向け、事
業の円滑な進捗に努める。

H27年度目標 H27実績

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,715 千円 臨時職員 0.00 人 10部

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,732千円 臨時職員 0.00 人 ①74人

②15校

③2,855回

H28年度目標 H28実績

学校によって配置状況に違いがあるため、
学校への適切な配置の呼びかけ等をさら
に進めていく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦によ
り教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝
金を支払う。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 10部 5部

部活動が活発になっているが、強豪校の存在や
生徒の伸び具合などから、目標までには及ばな
かった。

10部 3部

活用人数、活用数ともに前年より増え、より
学校の意向を反映した配置となった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱 3,000 2,855

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 C

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000 2,850

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

全国大会・関東大会出場部活動数

外部指導員により、部活動の技術向上や活発な
活動につながり、目に見える成果の確認のため
全国大会・関東大会出場部活動数を指標とす
る。

H27年度目標 H27実績

0.00 人 H29年度目標

8,061 千円 臨時職員 53.00 人 60%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,928千円 臨時職員 53.00 人 ①10校

②75,873人

③186日

H28年度目標 H28実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすすめ
る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図るこ
とを目的としている。
・学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごとこ
ろ」の運営委員会を組織して方針を定め、その方針
に基づいて放課後支援員やボランティアが実施す
る。

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 60% 51%

60% 51%

0.94 人
非常勤
特別職

H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱 49,317 45,103

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48,318 43,259 放課後支援員の資質向上研修において、
新たに「アレルギー対応研修」を計画した。
天候不良により実施に至らなかったため、
平成２９年度に再度計画する。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修
会に青少年課所管の「中富ほうかご広場」
も加わり取り組むことができた。

目標設定の考え方・根拠

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供するこ
とを主目的としてるため、設置小学校における在
籍児童の事業登録率を指標とする。

H27年度目標
B

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

児童は、高学年になると、学習塾やお稽古に通う
ようになり、放課後の活動の時間が確保できない
ことが多くなる。そのため、高学年の児童の登録
割合が減少している状況が各校で見られるた
め。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令
①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率

学校
教育
課

学校
教育
課

経営
企画
課

実施計画ランク

重要

放課後支援事業

期間

～

実施計画ランク

重要

地域人材活用事
業

H25年度～

期間

～

実施計画ランク

－

私立学校誘致推
進事務

期間



項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

第４章　教育・文化・スポーツ  第３節　青少年育成

52回

H28年度目標 H28実績

スタッフの人材確保に苦労しているので、
市ホームページや広報誌などを活用して支
援したい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度目標

1,544 臨時職員

52回

52回 52回

0.18 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,126 臨時職員 ①68人

②

③

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

　非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域
社会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き込
まれるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺の環
境浄化を目的とする。
　所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対
する声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエンジェ
ルスに委託して実施している。

0.13 人
非常勤
特別職

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,439 1,061 青少年育成所沢市民会議の広報誌「わか
たけ」に活動記事を掲載し周知を図った。
前年に引き続き、青少年健全育成推進員
の研修の一環として、夏休み前にガーディ
アンエンジェルスの活動に同行して、パト
ロールを体感した。

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

①ガーディアン・エンジェルス延
べ活動人数

②

③

商店街の巡回回数
所沢駅周辺の環境浄化を目的としているので、
その巡回回数を指標としている。

H27年度目標
Ａ

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

52回

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 1,439 1,439

H29年度目標

2,744 臨時職員 0.20 人 3000個

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,078 臨時職員 0.10 人 ①56団体

②288人

③4人

H28年度目標 H28実績

今後も、効果的な活動を行うために、実施
の方法等の改善に努めたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

　青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥る
ことなく、豊かな個性と能力を持った人間に成長する
社会環境を地域社会が主導して創っていくよう、市
民全体に呼びかける。
　青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に
係る街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主
催により、関係団体の協力を得ながら実施する。

0.24 人
非常勤
特別職

3000個 3000個

3100個 3000個

0.32 人
非常勤
特別職

405

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 300 275

活動を主催する本市と青少年育成市民会
議とで、啓発グッズの共通化を引き続きは
かり、コスト削減に努めている。

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

①街頭啓発活動に協力した延
べ団体数
②街頭啓発活動に参加した延
べ人数
③街頭啓発活動に参加したジュ
ニア推進員の延べ人数

啓発物配布数
青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

H27年度目標
Ａ

啓発物の配布予定数を前年実績と同数としたた
め、目標値には達しなかった。

4,000人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 577

H28年度目標 H28実績

組織の活性化や効果的な青少年の健全育
成を図るために部会や規約の見直しを行っ
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度目標

2,315 臨時職員

3,615人

4,000人 3,447人

0.27 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,905 臨時職員 0.05 人
①26件

②

③

5,850

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

　青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的
事業の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に
対し、その財源として補助を行う。
　広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団体
の活動費の交付や青少年健全育成事業への助成を
行っている。

0.22 人
非常勤
特別職

0.05 人

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,850 5,850
部会（総務部会、スポーツ部会、環境部会）
を開催し、各委員の情報共有を図るととも
に部会の在り方について検討した。
「所沢郷土かるた大会」を「こどもと福祉の
未来館」で実施し集客数の拡大を図った。

根拠法令

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢市
補助金等交付規則

目標設定の考え方・根拠

①スポーツ大会・家庭の日・非
行防止等の青少年健全育成に
係る事業の年間実施数
②

③

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事業
を行うので、代表的な事業であるスポーツ大会へ
の参加者等数を指標とする。

H27年度目標
Ｂ

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

実施種目を一部減らしたため、その分の参加者
が減少している。

4,000人

0.20 人 5%

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

5,850

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

5%

0.32 人
非常勤
特別職

H29年度目標

2,744 臨時職員

4%

目標達成済4%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,377 臨時職員 0.15 人 ①171件

②697件

③

H28年度目標 H28実績

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

　青少年を健全に育成するための最も重要な基盤で
ある家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭にお
ける青少年健全育成への啓発を図る。
　市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家
庭を基盤として青少年が未来に向けて考えているこ
と（夢・希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優
秀作品を選考して、優秀者の表彰を行う。

0.39 人
非常勤
特別職

4%

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 222 270

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 330 319

作文募集について周知するために、校長
会等の場で改めて依頼している。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③

対象児童生徒数に対する作文応募数の割合
家庭の日を認識してもらうことを目的に作文を募
集しているので、その応募数を指標とする。

H27年度目標

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

青少
年課

青少
年課

青少
年課

実施計画ランク

重要

「家庭の日」推進
事業

期間

昭和48年度～

青少
年課

実施計画ランク

重要

青少年育成所沢
市民会議交付金

期間

昭和48年度～

実施計画ランク

重要

青少年健全育成
広報・啓発活動事
業

期間

平成年度～

実施計画ランク

重要

ふれあいタウン事
業

期間

平成15年度～

児童生徒の実数は年々減少してい
る中で、総児童数に対する作文応
募率だけでなく、応募実数も増加し
ている。
成果をあげていると考えている。

本団体は、本市の青少年健全育成
にかかる中心的役割を担っている
団体であり、歴史も古く、市全域へ
の影響が大きい。
　歴史を重ねる各スポーツ大会の
実施やふるさと意識の醸成に資す
る　「所沢郷土かるた」を用いた事
業など参加者も多く優良な事業を
実施するほか、青少年の非行防
止・健全育成を目的に街頭啓発活
動を中心になって実施するなど、本
市の青少年健全育成に大変貢献し
ている。
　今後も交付金の補助額は維持し
ながら、市は同団体と連携して青少
年健全育成に取り組みたい。

青少年健全育成の実現には、継続
的に啓発活動を行うことが効果的
であり、全国的に展開する強調月
間に合わせて本市の青少年健全育
成に関わる各団体の協力を得て活
動を行うことは、大変有意義で効果
があると考えている。

引き続き、小中学校等の協力を得ながら、
事業を進めてまいりたい。

H28年度に改善した点

経験豊富なガーディアンエンジェル
スメンバーが所沢駅周辺を週末定
期的に巡回して、青少年に対する
声掛け等を実施することは、街の
風紀維持に大変効果があると考え
ている。
　また、青少年育成推進員の研修
の一環として、推進員がパトロール
に同行して活動のノウハウについ
てレクチャーを受けるなど、青少年
団体への好影響も大きいと考えて
いる。



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　森田　茂明1,629 臨時職員 0.05 人

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接
し、その相談相手となり、助言活動を行い、健全な青
少年育成に資するために、補助金を交付している。
　当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活
動を通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リー
ダーを含めた異年齢同士の交流を目的に事業を実
施している。

0.12 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,039 臨時職員 0.00 人 ①15回

②84人

③

H28年度目標 H28実績

高校生のスタッフを含め、事業に関わる人
員の確保が課題と考えている。
市や関係機関の広報誌などの活用により
周知を図っていく。

H28正規職員
人件費

10人 7人

10人 11人

0.19 人
非常勤
特別職

72

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72 72

特になし。
根拠法令

目標設定の考え方・根拠

①活動実施回数

②自主事業参加のべ人数

③

相談員の登録人数
青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、ひいては青少年の健全育成に資するこ
とから、相談員の数を指標としている。

H27年度目標
Ａ

目標達成済

10人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相談
員協議会補助金交付要綱

72

青少
年課

実施計画ランク

昭和62年度～

期間

昭和40年度～

重要

青少年相談員協
議会補助金

期間

限られた人員の中で、自主事業等
を着実に実施して、青少年の健全
育成に貢献していると考える。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

青少年健全育成に係る趣旨を理解
し、青少年の非行・被害防止及び
健全育成の街頭啓発活動をはじ
め、各種事業に協力いただいてい
る団体であり、今後も同様に協力を
求めたい。

H28年度に改善した点

無 無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

推進員は学校区ごとに選出されているの
で、学校との情報共有が重要となる。
事業等を通じて、連携を深めていくことが課
題と考えている。
　

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 513 413 ①青少年育成推進員数

②活動実施・協力・参加回数

③ジュニア推進員数

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

ジュニア推進員の登録数
活動の幅を広げるために、中学生の推進員を募
集し・活用しているので、その登録数を指標とす
る。

ジュニア推進員の募集について、各中学
校・児童館へのポスター掲示に加えて、校
長会の場でも働きかけた。

青少年育成推進
員協議会事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 428 383

H28目標値が未達成の理由・分析

埼玉県から委嘱された青少年健全育成推進員ととも
に、本市における青少年健全育成を目的とする団体
や事業等との連携・調整を図る。
　青少年育成市民会議の実施する街頭啓発活動や
家庭の日推進事業等に協力参加したり、各推進員
は地域学校等と連携して安全で安心な学校と地域
づくりに尽力している。

0.53 人
非常勤
特別職

8人 5人

目標達成済

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8人 10人

H27年度目標 H27実績

非常勤
特別職

臨時職員 0.05 人 10人

4,590 臨時職員 ①64人

②25回

③10人

H28年度目標

埼玉県青少年相談員設置要綱・

0.16 人 H29年度目標

1,372



項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

第４章　教育・文化・スポーツ  第４節　社会教育

　青少年の育成や男女共同参画
社会を目指すなど、どちらの団体
も活動の目標が明確であり、今後
も活動について支援を継続していく
必要がある。

成果指標の目標値を毎年達成して
いる。
多くの人数を受け入れるためにも、
今後も安全面に細心の注意を払い
ながら、中学生・高校生・大学生
リーダーの育成と指導に団体で取
り組んでいく必要がある。

子ども会活動の異年齢集団による
様々な遊びや生活体験・自然体験
は、子どもたちが協調性、自己決
定能力などを獲得する効果が期待
できる。その活動を支える子ども会
育成会活動は、地域の人々が子ど
もの健全育成に携わることを主眼
としており、地域の教育力の向上
に寄与している。今後継続して事
業を行い、どのような支援ができる
かを検討していく。

市内のボーイスカウト２団及びガー
ルスカウト２団はキャンプ等の野外
活動の実施を中心に、市民文化
フェアや市民フェスティバル等でも
奉仕活動を行っている。また、公民
館等で行われる地区文化祭にも積
極的に参加している。地域のコミュ
ニティ機能が変容し、地域の教育
力低下が指摘されていることから
地域の中でのボーイスカウト、ガー
ルスカウトの活動意義は大きく、今
後も必要な助成を継続していく必
要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域の中で青少年の健全育成を図ってい
るボーイスカウト・ガールスカウトの活動意
義は大きく、行政との連携は必要であり、
今後とも必要な助成を継続していく必要が
ある。

特になし

無

140

非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

1,801 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,299千円 臨時職員 0.00 人 ①98人

②40人

H28年度目
標

H28実績
参加児童がリーダーに、そして将来は運営
に携わるサイクルを継続することが、この
事業を続けていくためには必要であるた
め、安全面の徹底と魅力あるプログラムの
２本柱を目標に掲げて取り組んでいく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分
析

豊かな自然環境の中で夏休みに6泊7日の長期宿
泊の集団生活を通して、子どもたちの豊かな感性と
自立心を養い社会性を身に付けることを目的とす
る。また、所沢サマースクールを支援することによ
り、中学生・高校生・大学生リーダーを育成し地域の
教育力の向上を図る。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 102

目標達成済100

0.21 人

丸１日電気を使わず懐中電灯で過ごし、食
事もアルファ米にする被災体験をプログラ
ムに加え、被災時への対応力や危機管理
への意識を養った。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、
所沢サマースクール実行委員会補助金交付要綱

360 360

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 Ｓ

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 360 360

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①小学5・6年生参加者数

②中・高・大学生リーダー参加
者数

定員に対する参加率
（参加者数／定員×100）

より多くの人に参加してもらうため、参加率を指
標としている。

H27年度目
標

H27実績

0.16 人
非常勤
特別職

0.85 人
H29年度目
標

1,372 千円 臨時職員 0.00 人 200人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,386千円 臨時職員 0.00 人

①47,000部

②115回

H28年度目
標

H28実績

（ＰＴＡ）連合会長の選出をスムーズに人選
するためにも、日頃から役員との情報収集
を密に行う必要がある。（連合婦人会）支
部の数を維持するため、本部運営につい
て、引き続き助言する必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分
析

（ＰＴＡ）子どもたちの心豊かな健全育成を図るＰＴＡ
活動の理解を深めるために、市内小中学校及び県
立特別支援学校の各学校単位ＰＴＡの相互交流･連
携･情報交換を活発にし、研修等を通してその活動
への理解が深まり、活性化するように補助金を交付
し支援する。昭和26年4月発足。（連合婦人会）以前
は、女性の地位向上のために、女性の社会進出や
男女平等を目指した学習活動を行っていた。現在は
主に生涯学習の推進、社会教育の振興及び男女共
同参画などに貢献している活動が顕著であり、これ
らの活動に対し、補助金を交付し支援している。

0.16 人
非常勤
特別職

0.85 人 200人 450人

教育講演会については、小学校4年生の国語の
教科書に掲載されている著者を講師として招い
た。子どもの参加者も募集したため、保護者が
子ども優先と判断し、参加者が伸びなかったこと
が考えられる。Ｈ27は入Ｐ連との共催であったた
め、市外からの参加者もあり、450人となった。Ｈ
28の参加者が減少したわけではない。

200人 180人

（ＰＴＡ）審議会委員をブロックから割り当て
ることで、連合会長の負担軽減を図った。
（連合婦人会）連合婦人会より社会教育委
員を選出し、社会教育委員会議において
日頃の活動から感じる社会教育の現状に
ついて発言の機会を得た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要綱、
所沢市連合婦人会補助金交付要綱

630 630

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

A

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 630 630

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①会報紙発行部数（ＰＴＡ）

②活動回数（連合婦人会）

教育講演会参加者数（ＰＴＡ）
ＰＴＡ活動の大切さをより多くの人に知ってもらう
という考えのもと、ＰＴＡ連合会の主要事業であ
る教育講演会の参加人数を指標とする。

H27年度目
標

H27実績

H29年度目
標

172 千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済337

173千円 臨時職員 0.00 人 ①18部隊

②190人

H28年度目
標

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

市内のボーイスカウト2団及びガールスカウト2団に
補助金を交付することにより、自然・社会体験学習
や異年齢交流の場としての事業が活発に行われる
ことを期待し、その活動を支援する。

0.02 人
非常勤
特別職

0.00 人 350 324

351

0.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、
ガールスカウト補助金交付要綱

180 180

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 A

H28年度に改善した点

無

指標名 目標設定の考え方・根拠

①部隊数

②団員加入人数 年間事業数
（1年間に実施した事業数の合計）

H28目標値が未達成の理由・分
析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 180 180

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての
事業が活発に行われることを期待し、活動を支
援しているため、年間事業数を指標とする。

H27年度目
標

0.15 人
H29年度目
標

4,459 千円 臨時職員 0.00 人 14,400人

H27実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,763千円 臨時職員 0.00 人

①442人

②53人

H28年度目
標

H28実績

今後も多くの子ども会育成会の声を聞き、
より広く活動に参加してもらえるように工夫
していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子ど
もたちの「生きる力」を育むため、子どもの自主性に
基づく地域の子ども会活動の振興を図るために校
区を単位に支援を行い、また各校区子ども会育成
会の相互の連携・情報交換・研修及び広域的な事
業を行いながら、各校区子ども会育成会を支援して
いる所沢市子ども会育成会連絡協議会に対し、支
援を行う。

0.55 人
非常勤
特別職

0.15 人 14,200人 14,515人

14,600人 14,434人

0.52 人
非常勤
特別職

育成交付金交付要綱、所沢市子ども会育成会連絡
協議会補助金交付要綱

2,170千円 2,080千円

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,170千円 2,080千円

校区子ども会育成会役員の声を直接聞く
ことやアンケートをとるなどから、どのよう
な支援が効果的であるかを検討した。

目標設定の考え方・根拠

各校区の子ども会会員数

H27年度目
標 A

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

社会情勢やライフスタイルの変化により、子ども
会活動に参加できない子どもや親が増えてお
り、役員のなり手がいないなどの状況があるた
め。

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

社会
教育
課

社会
教育
課

社会
教育
課

社会
教育
課

実施計画ランク

優先

子ども会育成事
業

期間

指標名

①「彩の国21世紀郷土かるた」
所沢大会参加者数

②5年生インリーダー研修参加
者数

子ども会会員数（子ども・育成者）H28決算額（見込み）

昭和48年度～

実施計画ランク

重要

青少年団体活動
助成事業

期間

S50年度～

実施計画ランク

重要

社会教育関係団
体補助事業

期間

Ｓ39～

実施計画ランク

重要

サマースクール助
成事業

期間

S59～

社会教育法、所沢市校区子ども会



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

各地区ごとに“つどい”を開催する
ことにより、地域の人たちが新成人
を大人として地域に受け入れる式
としている。
所沢市の新成人の門出を祝福す
るとともに、21世紀の担い手として
の活躍を期待し、ふるさと所沢へ
の愛着を深めることに資する事業
であるため、今後も各地区の特性
を生かして当該事業を実施してい
く。

様々な体験を通じて「生きる力」を
育む子ども会活動はさらに重要に
なっており、活動を支えるリーダー
や育成者を養成する研修会は大き
な役割を担っていると言える。

市民参加の実行委員会が中心と
なり、子どもたちの表現活動や社
会教育体験活動を事業を幅広く開
催しており、成果指標の目標値を
毎年達成している。
学校教育の枠を超えて、こどもたち
が自分たちの感性を伸ばせる場を
より多く提供できるよう、引き続き
支援していく。

子どもの健全育成のために家庭教
育を学ぶ学習の場を提供し、学
校・保護者・地域のコミュニティ形
成と家庭における教育力の向上を
図るため継続を必要とする。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

終わってみれば「やって良かった」の声が
多い家庭教育学級ではあるが、負担を考
えると敬遠されることも多い。最初から「や
る価値がある」と思ってもらえるような環境
作りができるよう今後も取り組んでいく。

各学級が抱える問題をなるべく把握し、学
校長等を通して改善を図れるようにした。

無

4,202 千円 臨時職員

近年は参加者層が低年齢化している。各
事業を通じて、こどもたちが自分の可能性
を追求し、表現意欲や知的好奇心の深化
を促進し、今後も継続して支援を行うととも
に、高学年、中学生に向けても力を入れる
必要がある。

H28その他職員
従事割合

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

0.00 人

29

30

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,070千円 臨時職員 0.00 人 ①39日

②3218人

③7,288人

H28年度目
標

H28実績

①開催日数

②文学、イラスト応募者数

③参加者数

参加者率
（参加者数／市内児童・生徒数×100）

「あかさたな音楽祭」のワークショップに、
新たにフラダンス部門を設けた結果、参加
者の増加に繋がった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢こどもルネサンス実行委員会補
助金交付要綱

3067 3,037

事業の目的及び具体的な内容
Ｓ

H28年度に改善した点

無 無

指標名 目標設定の考え方・根拠

H28目標値が未達成の理由・分
析

25 27

目標達成済

法定受託事務 法定受託＋附加 3067 3,055

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

こどもたちの感性や表現力を養う文芸、イラスト、合
唱等の各種事業を実行委員会の主催で開催し、青
少年教育の振興を図ることを目的とし、年間を通じ
て各プロジェクトの開催支援や補助金の交付、開催
報告集の作成等を行う。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27正規職員
人件費

より多くのこどもたちの成長を促すため、参加率
を指標としている。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

H27年度目
標

H27実績

27

自治事務

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

1,115 千円 臨時職員 98%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,299千円 臨時職員 0.00 人

①53人

②641人

H28年度目
標

H28実績

研修会開催の日程について、学校行事と
重ならないよう、調整して日程を設定し、多
くの人が参加できるようにしていく必要が
ある。

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28目標値が未達成の理由・分
析

市内小学校5・6年生を対象とした「5年生・6年生イン
リーダー研修会」、中学生・高校生を対象とした
「ジュニアリーダー養成講座」、育成者を対象とした
「子ども会育成者研修会」を行っている。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 82%

目標達成済

0.00 人

98%

前年度のアンケートの結果をもとに、参加
者のニーズに応えられるような内容となる
ように工夫をした。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法 261千円 187千円

事業の目的及び具体的な内容
H27その他職員
従事割合 S

H28年度に改善した点

無 無

指標名 目標設定の考え方・根拠

①5年生インリーダー研修会参
加者数

②子ども会育成者研修会地域
研修会参加者数

5年生インリーダー研修会の満足度

98%

参加者へのアンケート（研修会に参加して良
かったと回答した人の割合）

H27年度目
標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 261千円 187千円

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27正規職員
人件費

H27実績

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

2,144 千円 臨時職員 72

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,165千円 臨時職員 0.00 人 ①2,342
H28年度目
標

H28実績

地域の小中学校出身者が中心となってつ
どいを企画しているが、転入者や私立学
校出身者に対して配慮していく必要があ
る。

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28目標値が未達成の理由・分
析

地域社会の中で新成人の門出を祝福するとともに、
成人としての自覚を促し21世紀の担い手としての活
躍を期待し、ふるさと所沢への愛着を深めることを
目的とし、各公民館を中心に市内11行政区ごとに組
織された「所沢市○○地区成人のつどい実行委員
会」による分散方式で実施する。式典（各地区共通）
と各地区で工夫したパーティ等のつどいを開催す
る。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 72 69

毎年、対象者が変わるので、出席率は流動的で
ある。成人式についての更なるＰＲが必要であ
る。

0.00 人

67

毎年、別の会場に参加したいとの問い合
わせが多く来るため、案内状に「会場を指
定していますが、ご希望の会場にご参加
いただけます。（本状をご持参ください）」の
一文を加えた。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

国民の祝日に関する法律
成人のつどい実行委員会交付金交付要綱

4408 4,362

事業の目的及び具体的な内容
H27その他職員
従事割合 A

H28年度に改善した点

無 無

指標名 目標設定の考え方・根拠

①出席者数
市全体の出席者数
（出席者/対象者×100）

72

より多くの人に出席してもらうため、出席率を指
標としている。

H27年度目
標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4408 4,362

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27正規職員
人件費

H27実績

18.3

0.55 人
非常勤
特別職

1.70 人
H29年度目
標

4,716 千円

目標達成済18

4,763千円 臨時職員 0.00 人 ①3,119人

②385回

③6,600部

H28年度目
標

5,981 5,884

H27実績

臨時職員 0.00 人 18

家庭教育等について学ぶ機会を保護者等に提供す
るため家庭教育学級を実施する。保護者が家庭を
見直し、子育てに自信を持って取り組むきっかけと
するために、就学時健診等の機会を利用した子育
て講座を実施したり、啓発リーフレットを作成して配
布する。

0.55 人
非常勤
特別職

1.70 人 18 17.9

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

Ｓ

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,981

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

5,874

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級開設委託要綱

目標設定の考え方・根拠

①小中学校学級生数

②講座数

③啓発リーフレット配布数

1学級あたりの講座実施時間数 家庭教育学級事業委託要綱

H27年度目
標

H28目標値が未達成の理由・分
析

社会
教育
課

社会
教育
課

社会
教育
課

社会
教育
課

実施計画ランク

重要

家庭教育推進事
業

期間

昭和39年度～

実施計画ランク

重要

成人のつどい開
催事業

期間

S21～

実施計画ランク

重要

青少年教育地域
指導者研修事業

期間

昭和52年度～

実施計画ランク

重要

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事
業

期間

H2年度～



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

100%

100%
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

100%

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100%

0.23 人
非常勤
特別職

　開催地である小手指公民館周辺の幼稚
園や保育園等、チラシの配布先を精査し
たことで、参加者の増加に繋がった。

1,992千円 臨時職員 0.00 人

① 8団体

② 328人

H28年度目
標

H28実績

H29年度目
標

H27年度目
標

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法・ところざわ人形劇フェスティバル実行
委員会補助金交付要綱

310

参加を希望する個人または団体から実行委員会を
組織し、実行委員会では自主的な企画を行う。
人形劇を通して子どもたちの夢や希望、情操を育
て、感受性をはぐくみ、青少年教育の振興を図る。

事業の目的及び具体的な内容

1,972 千円 臨時職員 0.00 人

A

毎年、各地の公民館を巡回して実
施している人形劇フェスティバル
は、子どもたちの豊かな感受性や
想像力を育み、本市青少年教育に
寄与している。今後も趣向を凝らし
ながら継続して実施していく必要が
ある。

0.00 人

H28目標値が未達成の理由・分
析

①参加団体数

②入場者数

入場者の満足度
当日の参加者のアンケート結果を指標とする。
作品の内容や運営など、様々な視点から精査す
る。

100%

H27実績

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 310

指標名

310

0.23 人
非常勤
特別職

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

期間

ところざわ人形劇
フェスティバル開
催支援事業

無

目標設定の考え方・根拠

0.00 人 無

当事業は、人形劇を通して子どもたちの豊
かな感受性や想像力を育むものであり、
実際の公演を肌で感じ感性を養う貴重な
機会となっている。また、アマチュアの人形
劇団が一堂に会し公演するため、入場者
だけでなく参加する各劇団にとっても活動
の刺激となる貴重な機会であり、今後も継
続して行う必要がある。

利用者の高齢化に伴い、自宅引き
こもり等を防止するため、現在実施
している事業を更に充実させる。

H29年度目
標

H28実績

H28その他職員
従事割合

Ｓ29～ 7,718 千円

①25件

②573件

③532件

H28年度目
標

100%

0.00 人 100% 90%

松井公民館主催
事業

根拠法令

H28正規職員
人件費

無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も更に多くの方に参加をしてもらうた
め、来館者に対する声かけや、公民館だ
より等を活用し幅広く周知をすることが必
要である。また、子ども対象事業について
は、地区内の各学校のポスター掲示やチ
ラシの配付を依頼することにより参加者の
増加を目指す。

高齢者の体力増進と健康維持を目的とし
た、健康体操（松井とこしゃん体操教室）を
毎月２回実施し、高齢者同士の交流を図っ
ている。

目標達成済

9,093千円 臨時職員

90%

0.90 人
非常勤
特別職

0.80 人

H28目標値が未達成の理由・分
析

市民の学習要求に基づき、実生活に即する教育、
学術、文化に関する各種事業を実施することによ
り、教養の向上、健康増進、生活文化の振興、社会
福祉の増進を目的とする。内容は次の通り。①職員
あるいは市民を交えた企画準備会・実行委員会に
よる事業の企画・立案、運営方法を等を検討する。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を活
用して参加者を募集する。③事業終了後は、学習
記録や参加者の意見、感想等を取りまとめ、次年度
へ向けての検討材料とする。

1.05 人

H28年度に改善した点

有

0.00 人

臨時職員 0.80 人 100%

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

非常勤
特別職

A

H28予算現額 H28決算額（見込み）

及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条例
施行規則

1,646

貸出件数

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H27年度目
標

H27実績

H27決算額 目標設定の考え方・根拠

1,510

1,608

本事業は、野外で絵を描く機会や
家族をふれあう場を提供するだけ
でなく、行政・協賛企業（民間）・実
行委員会（ボランティア）・学校の連
携によって実施されていることに大
きな意義がある。また、大会参加
者数は、児童数が減少しているな
かで、毎年2,000人を超えており、
今後も継続して実施していく。

310

31

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　16mm映写機・フィルムの貸出件数は減
少傾向にあるものの、福祉施設や公民
館、学童クラブ等からの要請があるため、
社会教育の観点からも、現状の規模で継
続していく。

H27実績

H28実績

　高画質・低価格のビデオプロジェクタが普及
し、貸出件数が減少した。

40

参加者の満足度割合

1,372 千円 臨時職員 0.00 人 40

臨時職員

主催事業に係る参加人数を基本に、事業に対す
る満足度を向上させる。

0.16 人 0.00 人

0.00 人

0千円

法定受託事務

0.00 人
①　　　4件

②　　27件

H28年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

466

H27正規職員
人件費 B

H28目標値が未達成の理由・分
析

【目的】①視聴覚教材・機材を活用した教育活動の
支援②市民の学習意欲に応えるための視聴覚教
材・機材の提供
【内容】①視聴覚教材・機材の収集、整備及び貸出
し②視聴覚教育についての研修、調査及び研究③
視聴覚教育の振興を図るための必要な事業

0.00 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

①16mm映写機

②16mmフィルム 16mm映写機及びフィルム

215自治事務

無

214

事業の種別

一
般

H27予算現額

H28決算額（見込み）

無

指標名 目標設定の考え方・根拠

40 48

H27年度目標

　16mm映写機・フィルムを維持管理すると
ともに、福祉施設や公民館等への貸出要
請があるため、引き続き実施する。

H28年度に改善した点

H29年度目標

　視聴覚センターとしての役割を果
たすために、資料の収集や整理、
広報を確実に行っていくことで、各
学校における授業の充実、教員の
研修に役立てている。

H27決算額

H27その他職員
従事割合

根拠法令 H28予算現額

所沢市立視聴覚センター設置及び管理条例 437

法定受託＋附加

0.00 人
H29年度目
標

4,373 千円 臨時職員 0.00 人 93

子どもたちが野外で絵を描くことによって、自然の美
しさや物の形のおもしろさに親しみ、美しいと感じる
心や表現力を育てることを目的に、西武園ゆうえん
ち及び株式会社サクラクレパスの協賛を得て、所沢
市子ども写生大会を実施する。また、入賞作品展及
び巡回展を開催する。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 91 91

3,897千円 臨時職員 0.00 人 ①1,541枚

②1,368人

③928人

225 225

現在、入賞作品の外部展示として、西武園
ゆうえんち内での展示とサクラクレパスの
ホームページでの作品公開を行っている
が、これを大会参加者数の増加につなげ
られるよう、実行委員会と広報等の工夫に
ついて協議を進めていきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分
析

H28年度目
標

H28実績

0.51 人
非常勤
特別職

H28年度に改善した点

無

指標名 目標設定の考え方・根拠

①作品数

②参加者数（子ども）

③参加者数（高校生・一般）

作品提出率（子ども）
（提出作品数／参加者数×100）

目標達成済96 96

平成26年度に、作品を通じて描いた子ども
と実行委員との対話がなされるよう、「審査
員からのコメント」をつけるようにしたところ
であるが、これをさらに推し進めて、描いた
子どもから審査員に向けてのメッセージで
ある「ここをみて！」欄を画用紙裏面に追
加した。

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 A

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、文化芸術振興基本法
所沢市子ども写生大会実行委員会交付金交付要

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 225 225

事業の種別

一
般

より多くの子どもたちに参加してもらえるよう、作
品提出率を指標とする。
毎年90％を超えることを目標とする。

H27年度目
標

H27実績

重要

期間

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,547

社会
教育
課

視聴
覚セ
ン

ター

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

指標名

①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満足」
の回答を得た件数

実施計画ランク

重要

子ども写生大会
開催事業

期間

昭和61年度～

実施計画ランク

平成4年度～

重要

視聴覚教材・資材
貸出事業

期間

S57年度～

社会教育法・所沢市立公民館設置



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　斉藤洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　斉藤洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

社会教育法、所沢市立公民館設置

80%

概ね目標値に達成しているもの
の、各事業個別ではバラつきも見
られたことから、市民のニーズを把
握しより多くの参加者の満足が得
られる事業の実施を目指す必要が
ある。
このため、市民を交えた企画準備
委員会や実行委員会を積極的に
活用し、より充実した事業を実施す
るように進めたい。

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

H28実績

Ｓ26年度～ 12,005 千円

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.25 人
H29年度目
標

S45年度～ 4,288 千円 臨時職員 1.65 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,724千円 臨時職員 2.10 人
①25,466区分

②5,780区分

③19,541区分

H28年度目
標

H28実績
引き続き、より快適で活動しやすい環境づ
くりのための施設修繕等を積極的実施し、
利用者数の向上を図るとともに、利用サー
クル数の増加に向けて事業を検討してい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

集団による各種学習活動の場として施設を適用す
ることにより、住民の知識・教養の向上を図り、生涯
学習社会・地域社会の構築することを目的とし、公
民館事業に支障のない範囲で、地域・学校・社会教
育関係団体等に施設提供を行っている。利用申請
方法は、窓口申請・予約システム端末・インターネッ
トによる予約手続きが可能となっている。また、利用
予約の拡大を図るため、一定の利用制限（時間制
限）を設けている。なお、本公民館の提供する部屋
数は、多目的ホールをはじめ11部屋となっている。

0.43 人
非常勤
特別職

0.30 人 80% 24%

80% 23%

及び管理条例、所沢市公民館設置及び管理条例施
行規則、所沢市地区体育館条例

25,540 23,067

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分
析

目標未達成

利用サークル数が減ってきていることもあり、部
屋の利用率が上がらなかった。

無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,626

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

利用者の高齢化に伴い、団体登録
しているサークル数が減ってきて
いることもあり、施設の利用率が上
がらなかった。
今後は、より利用しやすい施設の
仕組みづくりが必要と考える。

H28年度に改善した点

無

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

公民館施設は住民の生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することが目的の施設のため、
施設がどれだけ住民に利用されているかを図
る。

より快適で活動しやすい環境づくりのため
施設修繕に取り組み、使いやすい環境を
整えることができた。

H27年度目
標

H27実績

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

Ｓ45～ 4,716 千円 臨時職員

事業参加者の全てが満足いく事業
が行えなかったが、昨年度に比べ
満足度が高くなっているので、引き
続きアンケート調査を行い、利用者
の満足できるような事業を実施して
いく。

100%

H28その他職員
従事割合

100%

5,402 千円

3.20 人
①２５，４６３

②１２，１９４

③

H28年度目
標

H28実績

まちづくりセンター敷地内駐車場の駐車ス
ペースを表示する白線が鮮明でなく事故
につながる恐れがあるため修復の必要が
ある。期間 0.55 人

非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間延べ利用区分数

③

サークルによる各種学習活動の場として施設を提
供することによって、住民の知識・教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を目指すことを目的とす
る。施設利用申請にあたっては窓口申請以外にも、
公共施設案内・予約システムを導入し、端末やイン
ターネットによる予約が可能になっている。さらに予
約システムを再構築し、携帯電話からの予約手続き
を可能とするなど、迅速化、効率化を図った。また、
利用予約の際は、利用機会の拡大を図るため一定
の利用制限を（時間制限）を設けている。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3.20 人

4,763千円 臨時職員

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,523 28,025

H28目標値が未達成の理由・分
析

80% 56%

48%

無

80%

サークル加入者の高齢化等を理由に、登録を廃
止するサークルが増え、利用実績が減少し目標
値に達しなかった。また、当センターには茶道専
用の茶室があり一年をとおして利用者が極端に
少ないのも目標値に達しない大きな理由と思わ
れる。

80%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

26,344

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

年間施設稼働率
利用者を確保するため、施設修繕や安全点検を
充実させる。

共用スペースである学習コーナーの一部
を、展示パネル収納場所として使用してい
たが、利用者にとって危険であることから、
施錠可能な収納場所を新に設けたことで
安心して利用できるスペースとなった。

H27年度目
標

H27実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

C

H28年度に改善した点

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

松井公民館施設
提供事業

根拠法令 H28予算現額

施設を改善したことにより、多くの
市民が安全で安心して施設利用で
きるようになった。

H28決算額（見込み）

及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条例
施行規則

26,468

H27決算額

非常勤
特別職

98% 98%
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

アンケートの結果を踏まえ、実行委員等で
事業内容を十分検討し事業を開催してい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

92%

14,289千円 臨時職員 3.15 人

非常勤
特別職

H29年度目
標

H28年度目
標

公民館主催事業

①４６

②４９９

③４６１

99%臨時職員 2.55 人

　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の
増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育・学術及び文化に関する
各種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会を
設置し、事業の内容を検討する。広報紙などを利用
し、参加者の募集を行う。事業終了後、学習の記録
や参加者の意見・感想をまとめ、次年度へ向けての
検討材料とする。

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

根拠法令 H28予算現額

社会教育法

期間 1.40 人

1.65 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,837

1,069

無

アンケート結果及び実行委員等の意見を
活かし、事業内容の見直しを行うとともに、
新規事業を増やした。、小手

指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H28年度に改善した点

有

各事業の参加者には、アンケートの提出を協力
いただき、回収件数が昨年度までより大幅に増
えたが、その分様々な意見が出たため、実績と
しては昨年度を下回った。

99%

参加者の満足度割合

H27決算額

6,682

① 主催事業数
② 事業参加者に対する5段階
評価アンケートの実施
③ アンケート結果の分析

指標名

指標名

H28決算額（見込み）

806

25,236 ①年間利用可能区分数（公民
館）
②年間利用区分数（公民館）
③年間利用区分数（地区体育
館）

H28予算現額

H29年度目
標

臨時職員

①41事業

②537件

③497件期間 0.63 人
非常勤
特別職

0.45 人

S31年度～ 臨時職員 1.20 人

非常勤
特別職

H28年度目
標

1.60 人

公民館主催事業

根拠法令

8,054千円

93%

新規事業を実施し、多様化するニーズに
対応した。

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

目標未達成

新規事業も開催したが、利用者の求めるも
のに応えられなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

H28実績

利用者の求めるものを把握するため、引き
続きアンケートを実施し、分析していくこと
が必要。

H28決算額（見込み）

社会教育法・所沢市公民館設置及び管理条例・所沢市公民館設
置及び管理条例施行規則・所沢地区体育館条例 2,738 2,636

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H28年度に改善した点

有 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,363
①主催事業数（年間事業数）
②事業参加者に対するアン
ケートの実施（アンケート回答件
数）
③アンケート結果の分析（「満
足」及び「ある程度満足」と回答
を得た件数）

参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

Ｂ
市民の学習要求に基づき、教養の向上・健康の増
進・生活文化の振興・社会福祉の増進を図るため、
実際の生活に即する教育・学術及び文化に関する
各種の事業を実施することを目的に、①職員サイド
による企画立案、あるいは市民を交えた企画準備
委員会・実行委員会等を設置し、事業内容を検討。
生涯学習情報紙及び公民館だよりを活用して参加
者を募集する。②事業終了後は、学習の記録や参
加者の意見・感想等をとりまとめ、次年度へ向けて
の検討材料とする。③体育館が併設されている特
徴を活かし、健康体操教室や体育事業にも積極的
に取り組んでいる。

0.93 人 0.50 人 100%

3,353

89%

社会教育法により、多様な需要を踏まえ、これに
適切に対応するために必要な学習の機会の提
供及びその奨励を行うことにより、生涯学習の振
興に寄与することが目的のため、どれだけ参加
者が満足した事業を提供できたかを図る。

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

指標名事業の種別 H27予算現額 H27決算額実施計画ランク

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

社会教育法・所沢市立公民館設置



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長 　仲正之

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長 　仲正之

事業の目的及び具体的な内容

2.05 人 ①13845

②6445

③

H28実績

H28正規職員
人件費

期間 0.30 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

S45～ 2,573 千円 臨時職員 1,95

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 23,632

目的　施設を提供することにより、住民の知識・教養
の向上を図り、生涯学習社会の構築を目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしている。
②公共施設予約システムを採用し、事務室窓口の
他、ロビー端末やインターネットからも施設予約を受
付けている。③利用の予約にあたっては、利用機会
の拡大と均衡を図るため一定の利用制限(時間的
制限)を設けている。

0.65 人
非常勤
特別職

29,525 23,730 ①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

③

年間施設稼働率(年間使用コマ数÷年間利用可
能コマ数×100)

施設運営において施設稼働率は最も客観的指
標。成果目標は高めに設定していたが、29年度
は少し下げた数値に設定。

H28その他職員
従事割合

5,629千円

無
H27実績

利用サークルの高齢化や利用者ニーズが捉え
きれていないことがあげられる。

22,304

80 47

60

H27その他職員
従事割合

サークル、他施設(ミューズ等)共催事業を
行なう等、利用率を上げる努力をした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

利用者の高齢化によるサークルの減少等
利用率が上がらない要因として考えられ
る。
利用を増やすために、夏休中の空き部屋
を小中学生の自習室として一部開放する
ことや、新たな自主事業、共催事業実施等
に取組む。

目標設定の考え方・根拠

B

施設稼働率を上げるためには、
サークルの利用任せにしては上
がっていかない。新たな着想で取
り組む必要もある。

H28年度に改善した点

無

H28目標値が未達成の理由・分
析

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

昭和60年度～ 10,719 千円 臨時職員 0.20 人

参加者のニーズを充足させようと
努めているが事業内容を工夫し、
参加者の興味を更にそそるような
事業を工夫していく必要がある。

無 無

年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

80% 58%

80%

期間 1.25 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

臨時職員 0.30 人 ①１５，７７６区分

②　９，１６６区分

③

H28年度目
標

H28実績

開館から30年以上経過し、設備や備品の
経年劣化が目立つことから、定期点検を
実施し、安全な施設環境を保持していきた
い。

Ｂ

市民の集団学習活動の場として、
ある程度の目的達成は果たしてい
るが、目標である施設稼働率は伸
び悩んでいる。小手指公民館分館
は立地条件は良いが、駐車場が狭
く施設の老朽化が進むとともに、
ホールが２室ある一方、小会議室
のように６～７名でしか利用できな
い部屋があり、他の公民館と施設
構成が異なることなど様々な要因
が考えられる。予算の可能な範囲
で設備のメンテナンスを行い、安心
安産で快適に利用いただけるよう
に施設の充実に努めるとともに、
様々な情報発信を心掛ける。

H28年度に改善した点

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

　集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡな
どの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

1.00 人
非常勤
特別職

80% 59%

8,660千円

① 年間利用可能区分数（公民
館）

② 年間利用区分数（公民館）

③

年間施設稼働率（公民館）

目標設定の考え方・根拠

H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

26,598 19,669

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,751 18,908
正面玄関のタイルを補修して利用者の安
全性を高めた。和室２部屋の畳表替えと障
子張替えを行い利用者の利便性を高め
た。トイレ紙巻器を交換して利用者の利便
性を高めた。

ホール、音楽ホールが絨毯敷きのため、また小
会議室１・２号が６～７名定員と手狭なため、使
用用途が限定されてしまい利用率が伸びない。
今後、改修等で使いやすい部屋にしていく必要
がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

80%

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

小手指公民館分
館施設提供事業

根拠法令

期間 0.75 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

　集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることによって、住民の知識・教養の向上を図り、生
涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡな
どの市民集会や社会教育団体等の活動の場とし
て、公民館施設を提供する。

H28予算現額

昭和45年度～ 6,431 千円 臨時職員 0.20 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,794千円 臨時職員 0.20 人 ①１３，８０４区分

②　６，７２２区分

③１３，８８２区分

車での来館者が多く、駐車場が手狭なた
め、非常に込み合っていることが多い。
公共交通機関での来館をより一層徹底す
るなど駐車場対策の検討が急務である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分
析

0.90 人
非常勤
特別職

80%

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

26,600

① 年間利用可能区分数（公民
館）

② 年間利用区分数（公民館）

③ 年間利用区分数（地区体育
館）

重要 法定受託＋附加

無

市民の集団学習活動の場として、
ある程度の目的達成は果たしてい
るが、目標である施設稼働率は伸
び悩んでいる。施設の設備、立地
条件など様々な要因が考えられる
が、予算の可能な範囲で設備のメ
ンテナンスを行い、安心安産で快
適に利用いただけるように施設の
充実に努めるとともに、様々な情報
発信を心掛ける。

H28年度に改善した点

無

年間施設稼働率（公民館）

50%

公民館登録団体の減少により公民館利用率が
下がっている。
また、未登録団体の利用も増えていない。

80% 49%

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

21,555

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度目
標

H28実績

自治事務 法定受託事務 27,328 22,989

利用者が、快適に学習できるよう、学習室
の備品である、椅子を入れ替えた。
今後も、点検をしたうえで、老朽化した備
品の購入を随時行っていきたい。

H27年度目
標

H27実績

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

指標名

H27年度目
標

4780

H28年度目
標

100

臨時職員

H27正規職員
人件費

0.61 人
非常勤
特別職

H28年度目
標

97.5

0.20 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

S22～ 1,715 千円 臨時職員 0.92 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,597

5,283千円 臨時職員 0.95 人 ①181回

②80件

③78件

H28実績

H27年度目
標

H27実績

ニーズ把握のための共通利用者アンケー
トを実施する。

無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,775

根拠法令 H28予算現額

H28目標値が未達成の理由・分
析

94

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開
し、市民の知識教養の向上を図るとともに生涯学習
社会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、重
点的に取り組む事項に即した各種事業を展開して
いく。各種学級・講座・イベント・つどい事業を実施し
系統的な学習機会と住民相互の交流の場を提供す
る。地域住民のさまざまな学習・文化・スポーツ活動
を支援する。

事業の目的及び具体的な内容

参加者のニーズを完全には捉えきれていない。

H28決算額（見込み）

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例 2,570 2,252

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス評価
の回答を得た件数

事業参加者の満足度(事業内容に対してプラス
評価を得た件数÷アンケート件数×100)

H28年度に改善した点

年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

目標設定の考え方・根拠

B

参加者が充足感を得られているか確認するた
め、アンケートを実施し、プラス評価の割合が
100％となることとした

有

サークルとの共催でフォークダンス教室事
業を行った。

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

公民館主催事業

期間



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　鈴木　明彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　鈴木　明彦

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市民
の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会の
構築を目指す。職員の企画・立案、あるいは市民を
交えた企画準備委員会等を設置し、事業内容を検
討する。生涯学習情報紙等を利用して参加者を募
集する。事業終了後は、学習の記録及び参加者の
意見・感想を取りまとめ、次年度へ向けての検討材
料とする。地域コミュニティ関連の事業を中心に講
座、イベント等を開催する。

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

社会教育法、所沢市立公民館

社会教育法、所沢市立公民館設

社会教育法、所沢市立公民館設

2.70 人

H28実績

施設に不具合が生じたら速やかに施設修
繕を行う。また施設の貸し出しについて他
館と情報共有を行い、施設ごとで貸し出し
基準の相違が起こらないようにする。

H28正規職員
人件費

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.30 人
H29年度目
標

S46～

40 33

40

活動休止となったサークルがあったことや、28年
度に行った屋根及び外壁工事の関係で、施設を
使用できない期間があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,755千円 臨時職員 2.70 人 ①13,571

②4,429

③3,375

H28年度目
標

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

集団による各種学習の場として施設を提供すること
によって、住民の知識、教養の向上を図り、生涯学
習の構築を目指す。

0.78 人
非常勤
特別職

0.30 人 40 35

H28その他職員
従事割合

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

置及び管理条例、 所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

27,947 25,667

事業の目的及び具体的な内容

社会教育法、所沢市立公民館設

目標設定の考え方・根拠

B

施設備品が傷み、修繕・買い替え
が必要な箇所があり、引き続き利
用者に安全で快適に施設を利用し
てもらうため、最低限現状どおりの
予算の確保が必要である。

H28年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,428

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別 H27予算現額 H27決算額

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

5,145 千円 臨時職員

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（地区体育
館）

年間施設稼働率（公民館）

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場
として適切な施設提供を行い、より多くの地域住
民が学習の場として利用できるよう、目標を設定
する。

無

施設が建てられてから20年以上が経過
し、不具合が生じている箇所もあり、施設
の点検を徹底して行った。また、地域住民
に対し、月曜日の開館について周知を行っ
た。

無

指標名

S46年度～

24,927

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

5,145 千円 臨時職員 3.30 人

集団による学習活動の場として施設を提供すること
により、市民の知識・教養の向上を図り、生涯学習
社会の構築を目指す。施設の利用申請は、平成11
年度からは、公共施設案内・予約システムを導入
し、ロビー端末機等による予約手続きが可能とな
り、平成18年,25年と予約システムを更新し、イン
ターネットの利用も可能となっている。利用予約の
際は、特定の団体の独占を回避し、市民の利用拡
大を図るため、一定の利用制限（時間制限）を設け
ている。

臨時職員 4.65 人 ① 35,488回

② 17,645回

③

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

80

80

H28年度目
標

公民館施設提供
事業

32,200 30,524

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.52 人
非常勤
特別職

0.00 人

4,503千円

H28目標値が未達成の理由・分
析

高齢化率の高い地域である事と、交通の便が悪
い事も有り、夜間の利用が少ないため、稼働率
が上がらないことが考えられる。今後も、若年層
の利用の拡大が必要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,460 32,019

無

集団による学習活動の場として施設を提供する
ことにより、生涯学習社会の構築を目指すことが
当該事業の目的となっているため年間施設稼働
率を指標とする。目標値としては、前年より増や
すことを目標としたい。

利用マナーの理解・周知を図るとともに、
照明のＬＥＤ化など施設環境の整備や整
理整頓を進め、より利用しやすい快適な施
設を目指した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域や利用団体と協力しながら、より分か
り易い地域情報の提供と快適な施設を提
供できるよう、施設環境の整備に努める。

年間施設稼働率（公民館）（％）
(年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×１００)

H27年度目
標

80

目標設定の考え方・根拠

C

成果指標の目標値に達成するよ
う、貸し出し手続きの改善を図る。
一方で、まもなく施設が開館して30
年が経過し、施設設備の経年劣化
が起きていることから、計画的に修
繕をしながら、利用しやすく、さらな
る安全な環境を維持するよう努め
ていきたい。

H28年度に改善した点

有
H27実績

52

50

H28実績

H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

指標名

①年間利用可能区分数
   （公民館）

②年間利用区分数（公民館）

③

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

0.91 人
非常勤
特別職

0.70 人
H29年度目
標

S46年度～ 7,803 千円 臨時職員 0.60 人

期間

11,691千円 臨時職員 0.60 人 ①年間事業数　27

②アンケート回答件数　166

③「満足」及び「ある程度満足」
と回答を得た件数　163

H28年度目
標

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

99

100

公民館主催事業
事業の目的及び具体的な内容

H27正規職員
人件費

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

①職員による事業の企画・立案、あるいは市民・公
民館利用団体を交えた企画準備会または実行委員
会により、事業の企画・立案、運営方法等を検討す
る。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を活
用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・感
想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

1.35 人
非常勤
特別職

0.70 人 100

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,558 2,991

H28決算額（見込み）

2,915

講座内容をこれまでのものから変えずに開催し
たところ、参加者の満足度を満たせる内容では
なかったため。

100

①主催事業

②事業参加者に対する５段階
評価アンケートに実施

③アンケート結果の分析

過去に、募集人員に対し参加者が少な
かった講座を廃止し、新たな講座を企画、
実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域資源を活用する事業や地域団体や市
役所の部署と連携した事業を企画してい
く。

前年度に対し実績が向上したこと
については、事業内容の見直しを
行い、参加者の満足度が高い事業
を実施することができた。

指標名実施計画ランク 事業の種別 H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額

置及び管理条例、 所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

3,219

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

A

参加者の満足割合
事業参加者の満足割合から、実際生活に即す
る教育、学術及び文化に関する各種事業を、企
画・立案し開催できているか、推し量るもの。

無

96

H27年度目
標

H28年度に改善した点

有

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

S30年度～ 2,573 千円 臨時職員 0.80 人

高齢化が一層進む中、利用団体の高齢
化・少人数化が見られる。今後、中年世代
の地域参加や生涯学習への関心・参加を
どの様に展開していくかが課題であるが、
文化祭などのイベントへの参加をきっかけ
とするなど、センター事業に興味を持って
もらうことから始めたい。

H28正規職員
人件費

成果指標の目標値を達成はしてい
るが、募集定員に達していない事
業があるなど、事業の内容や周知
方法など改善すべき点はある。
また、予算の面から、講師謝礼の
費用対効果をさらに考慮しながら
事業を組み立てるよう努めていき
たい。
事業参加者に対するアンケートに
ついては、アンケートを実施してい
ない事業があるので、今後は実施
するよう努めたい。また、アンケー
トで「やや不満」「不満など」と回答
をいただいた意見を参考に事業内
容を見直していきたい。

95

96 99

H28年度に改善した点

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

目標達成済

非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

5,629千円 臨時職員 0.75 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2556 地域コミュニティの推進を図るべく、公民館
利用団体に限らず地域で活動する団体に
もイベントや講座の協力を仰ぐほか、講座
の講師を公民館サークルに依頼するなど
サークルの地域貢献に対する取り組みも
進めた。また、センター内に「地域情報コー
ナー」を新設し、センターだよりを充実する
ことにより地域情報の発信提供に努めた。公民館主催事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

有 無

100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

2,448 ①主催事業数

②事業参加者に対する５段階
   評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合（％）
(｢満足｣及び｢ある程度満足｣と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００)

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯
学習社会の構築を目指すことが当該事業の目
的となっているため参加者の満足度割合を指標
とする。目標値としては、前年より増やすことを
目標としたい。

A

H28実績

H27年度目
標

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

96

①   29件

②  725件

③  715件

2360 2,099

H28年度目
標

0.65 人

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市立公民館

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長　森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長　森澤　宣行

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

社会教育法、所沢市立公民館設置

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かした
主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・芸術・
社会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を交え
た企画準備会等により、事業の企画・立案・運営を
行う。②事業終了後の学習の記録や参加者の意
見、感想等は次年度講座の参考とする。③生涯学
習情報紙及び公民館だより・チラシ等を活用して参
加者を募集する。④各団体や公共施設からの情報
を提供する。

法定受託＋附加

期間 1.45 人
非常勤
特別職

0.50 人
H29年度目
標

S47年度～ 12,434 千円 臨時職員 1.95 人

H28年度目
標

H28実績 施設提供にあたっては、事故のないよう施
設の安心安全に努める。また地域の自主
的かつ非営利的に活動する地域団体の活
動を支援するとともに、さらに施設の有効
な活用を図るため、貸し出し手続き事務の
改善を考えていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

65 66

68

集団による各種学習文化活動の場を提供し、住民
の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元を促進
し、地縁と知縁による地域コミュニティを豊かにする
こと。そのような活動をする公民館登録団体を育成
すること。

1.20 人
非常勤
特別職

0.50 人 65 59

10,392千円 臨時職員 1.95 人

①25,692

②17,029

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

社会教育法・所沢市立公民館設 H28予算現額 H28決算額（見込み）

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則・所沢市地区体育館条例

28,728 29,502

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,519 28,508

①公民館年間利用可能区分数

②公民館年間利用区分数

公民館施設提供
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

B

施設の有効活用に向け、改善はさ
れている。目標は達成されている
が、引き続き地域団体の活動を支
援していくべく施設の有効活用に
努めてもらいたい。

H28年度に改善した点

無

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×
100）

地域の自主的かつ非営利的に活動する地域の
団体を支援するとともに施設の有効活用を進め
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

団体登録の届出書式を簡素化し記入し易
くするとともに、登録可否の判断要素を明
確化したことにより、団体登録手続きの事
務の迅速化を図った。

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

マタニティカフェ・パパスクールな
ど、日常公民館利用率が低い（就
労）世代向け講座から、未就学児・
小学生と公民館利用サークルとの
交流まで、幅広い世代に向けた事
業展開ができている。また、フェイ
スブックや、しんとこ情報館などの
媒体を有効活用し、公民館主催事
業について、地域への情報発信し
ていくことができた。

社会教育法・所沢市立公民館設

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.50 人
H29年度目
標

S４８年度～ 4,288 千円 臨時職員 1.75 人

1.75 人 ①１３，７９６区分

②６，１６７区分

③１９，６２１区分

H28年度目
標

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

80% 45%

80%

H27年度目
標

H27実績

サークル等による各種学習活動の場として、施設を
提供することにより、住民の知識・教養の向上と会
員相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提供。

0.90 人
非常勤
特別職

0.50 人 80% 44%

7,794千円 臨時職員

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理規則 26,392 19,497

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,141 28,766 ①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（体育館）

年間施設稼動率
登録サークル等の増加を図るため、利用しやす
い施設づくりを図る。

目標設定の考え方・根拠

B

築２０年以上が経過し、施設の老
朽化が著しいため、不具合が生じ
た場合は、早期の修繕に努めてい
る。

H28年度に改善した点

有 無

H28目標値が未達成の理由・分
析

地域の高齢化が著しく、郊外に立地していること
等が影響している。

陶芸用電気釜の修繕を行い、利用してい
るサークルが引き続き利用できようにし
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

主催事業のなかに、地域の特性や
人材を活かした事業（箸・うどんづ
くり、竹でっぽうづくり、苔玉づくり
等）を開催することによって、世代
間交流が図られている。

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

参加者の満足度割合
（「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得た件
数×１００）

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目
標としたい。

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

利用しやすい施設の整備に努めるととも
に、高齢者も利用しやすい施設環境の整
備と利用を促す周知をより一層図る必要
がある。

無

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.50 人
H29年度目
標

S47年度～ 8,575 千円 臨時職員 1.05 人 92%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,526千円 臨時職員 1.05 人

①158

②11,279

H28年度目
標

H28実績
地域内の各種公的機関が、それぞれ新所
沢地区に向けてどのような学習機会を提
供しているかを見定め、重複する領域、不
足している領域について整理し、事業の再
構成を進めていく。

H28正規職員
人件費

3,751

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向
上、健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

1.10 人
非常勤
特別職

0.50 人

H28その他職員
従事割合

無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3810 3,602

公民館利用者との共催で、様々な学習文
化活動の体験会を実施することができた。

公民館主催事業

3954

S３０年度～

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 H28年度に改善した点

有

①年間事業数(回数）

②事業参加者数(延べ人数）

期間 0.90 人
非常勤
特別職

0.50 人
H29年度目
標

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則・所沢市地区体育館条例

指標名 目標設定の考え方・根拠

B
H27実績

H28目標値が未達成の理由・分
析

目標達成済み

100% 89%

90% 91%

今後、地域住民が参画した事業の実施と
地域の人材育成に繋がる事業企画を作っ
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 85%

100%7,718 千円 臨時職員 1.25 人

臨時職員

0.90 人
非常勤
特別職

0.50 人 100% 87%

7,794千円 H28実績1.25 人
①２９事業

②９６３件

③８１５件

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

主催事業に対する参加者の満足度の向上を図
る。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
規則

3,817 3,666

自治事務 法定受託事務

参加者の満足度割合

無

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

H28年度に改善した点

主催事業の一部に、アンケート結果を踏ま
えた内容に変更したことにより、受講者か
ら概ね好評を得ることが出来た。

目標値に近い状況ではあるが、参加者の声に耳
を傾けていく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

有

H28年度目
標

4,264 4,017 ①実施事業数

②アンケート実施件数

③満足及びある程度満足と回
答を得た件数及びその割合三ケ

島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

公民館主催事業



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

□ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長酒井忠夫

項目名

□ □ □

社会教育法、所沢市立公民館

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長酒井忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介70

期間 1.10 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

Ｓ２８年度～ 9,433 千円 臨時職員 3.55 人

H28年度目
標

H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

80 66

集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることにより、住民の学びあいを支援し、学習活動を
通じた地域づくりの場を目指す。

0.95 人
非常勤
特別職

3.55 人 80 69

8,227千円 臨時職員 1.65 人 ①25,666区分

②16,862区分

③

49,736

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

H27実績

51,837 ①年間利用可能区分数
　
②年間利用区分数

③

年間施設稼動率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×１０
０）

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには地
域づくりの場を目指すため、施設稼働率を指標
とする。

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 49,464
保育室の利用可能時間を拡大した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

施設提供の仕組みを簡素化し、利用者に
とっても職員にとってもわかりやすい仕組
みとしていく必要がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,210

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

中心市街地に所在し、登録団体数
も280を超える状況にあるが、高齢
化が進み、活動を停止する団体も
見られ、登録団体数が減少傾向に
ある。
成果指標の年間施設稼動率が目
標値に達しておらず、施設提供の
あり方について見直しの必要性が
ある。

H28年度に改善した点

無 無

H28目標値が未達成の理由・分
析

・地域住民に公民館の利用方法の認知が進ん
でいない可能性がある。
・利用希望の部屋と曜日が重複することがある。
・登録団体はwebにて施設予約が可能だが、そ
のほかの団体は、事前に窓口に出向いての利
用申請の必要があるなど利便性が低い。

年間施設稼働率（公民館）

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

社会教育法、所沢市立公民館設

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,372
①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

Ｃ

利用する時間帯が集中し、全体の
稼働率としては低いが、今後も施
設の老朽化に伴い、修繕が必要な
場合があるため、可能な範囲で対
応を図り、利用者が気持ちよく利用
できることに努める。日常の点検を
怠らないことを念頭に施設管理を
する。

H28年度に改善した点

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

21.817

年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

15,127

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目的：集団による各種学習活動の場として施設を提
供することによって、住民の知識、教養の向上を図
り、生涯学習の構築を目指す。
内容：平成１８年１０月から新公共施設予約システ
ムが稼働し、窓口以外にロビー端末機・インターネッ
ト・携帯電話による利用予約手続きができ、利用申
し込みも２４時間可能となっている。利用予約の際
は、利用機会の拡大を図るため、一定の利用制限
（時間制限）を設けている。

1.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 48

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

13,423千円 臨時職員 2.00 人
①13,330区分

②6,149区分

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

無 無

以前から状態の悪かった空調設備の改修
工事を行い、学習活動の場の環境を整備
した。

使用したい曜日が集中してしまい抽選にな
り、使えない団体が出てきている。そのた
め、比較的空いている曜日を周知し、曜日
に偏りが出ないようにしていきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

80 46

臨時職員

使用したい曜日が集中しているため、稼働率が
低くなっている。
また、平成２８年度は大規模な空調設備の修繕
があり、４カ月間の休館となった。そのため、休
館前から他館で活動する団体が増え、再開後も
そのまま他館で活動を続ける団体があったのも
稼働率が低くなっている要因である。

14,269

臨時職員 1.00 人
①30事業

②398件

③391件

98

H28年度目
標

H28実績

80

80

H28正規職員
人件費

100

非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

100

公民館主催事業

S５２年度～ 4,716 千円 臨時職員 2.00 人

目的
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るため、
実際生活に即する教育、学術及び文化に関する各
種の事業を実施。
具体的な内容
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交えた
企画準備会または実行委員会により、事業の企画・
立案・運営方法を検討する。

1.05 人

期間

9,093千円

期間 1.00 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

Ｓ２８年度～ 8,575 千円 臨時職員 1.65 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,526千円 臨時職員 1.65 人 ①23

②534件

③481件

H28年度目
標

H28実績

地域交流の場の提供など、地域コミュニ
ティを支援する拠点としての視点から各種
事業を見直していくことが課題である。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向
上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

1.10 人
非常勤
特別職

95 90

95 90

95

まちづくりセンターだよりの発行頻度を増
やし、地域住民へ公民館事業を周知する
機会を増やすことができた。

公民館主催事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 1,532 1,384

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H28年度に改善した点

有 無

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,600 1,509 ①主催事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満足」
と回答を得た件数

H27決算額 指標名

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た割
合）

地域課題や市民の学習要求に基づく事業実施
を目的としているため、事業参加者の満足度を
指標とする。

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

S５２年度～ 9,004 千円

参加者の期待を十分には満たすことができな
かったことによる。

目標値は達成していないが、事業
の参加者には一定の評価をいただ
いていると考える。
また、市内施設としては初めての
避難訓練コンサートを実施した。避
難訓練コンサートは、開館当初か
らホールの舞台操作にボランティ
アとして活動している市民が中心と
なって企画・実施したものである。

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

1.00 人

事業の参加状況・満足度は良好
で、好評である事業については、
継続することに意義があると同様
に、多種多様な社会状況により、
時宜を得た講座が求められ、公民
館の役割は、益々重要な位置づけ
にあることがうかがえ、常に改善の
意識をもって取り組んでいく。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

期間 1.05 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

2,068 1,825

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

①主催事業
②事業参加者のアンケート回答
件数
③アンケートで「満足」及び「あ
る程度満足」と回答を得た件数

参加者の満足度割合 （「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００）

H28年度に改善した点

有

市民の学習要求を満たすために、市民を
交えた企画準備会を行い、事業の実施に
繋げた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

現段階でも１００パーセントに近い満足度
を得ているので、現状を維持しつつ、地域
の実情を促え講座の充実を図る。

100 92

H28年度目
標

H28実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

アンケートの集計結果は、「満足」と「ある程度満
足」が９８パーセント、「普通」は２パーセント、「や
や悪い」と「悪い」０パーセントであった。途中退
室や急いで帰る方などがおり、参加者全員から
のアンケートは回収できた訳ではないが、回答
者の９割以上が満足しており、おおむね好評で
ある。

H27予算現額 H27決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,123 2,045



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市公民館設

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　安田　幸雄

①17,628回

②6,500回

③

H28年度目
標

75

H29年度目
標

H27年度目
標

H27実績

部屋ごとに使用目的の制約（部屋の広さ、設備
等）があるため、均等な部屋の利用は困難であ
る。　　施設の老朽化、交通の利便性の悪さ、駐
車場の少なさも要因の一部にある。

無 無

社会教育に携わる職員のスキル
アップや資質向上を図る機会とし
て、研修内容を充実させることがで
きた。
今後も、社会教育に携わる職員１
人ひとりが、市民の高度な要求や
期待に応えられるよう、今度も継続
して実施する必要がある。

期間 0.60 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

75

Ｓ５８年度～ 5,145 千円 臨時職員 1.35 人

公民館施設提供
事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

23,376 18,012

事業の目的及び具体的な内容

1.00 人

集団（サークル）による各種学習の場として施設を
提供することによって、住民の学習意欲の向上と社
会教育の推進を図り住民自治の構築を目指す。
施設利用申請にあたっては窓口申請以外にも、平
成１１年度からは公共施設案内・予約システムを導
入し、ロビー端末やインターネットによる利用予約手
続きが可能になっている。さらに２５年度において予
約システムを再構築し、携帯電話への対応など、迅
速化、効率化を図った。

0.85 人
非常勤
特別職

75 39

H28実績臨時職員

H28正規職員
人件費

37

7,361千円

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 B

目標値を下回っているもの、利用
実績に大幅な減少が見られないた
め。

H28年度に改善した点

H28目標値が未達成の理由・分
析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,360 18,289 ①年間利用可能区分数（１日６
区分（月曜日は４区分）×部屋
数×開館日数）
②年間延べ利用区分数

③

年間施設稼働率（％）

目標設定の考え方・根拠

年間延べ利用区分数÷年間利用区分数×１００ 施設の老朽化等に伴う修繕を随時行い、
施設利用に支障が生じないよう努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

施設利用者に影響が生じないよう適正な
維持管理を計画的に実施し、公民館主催
事業や地域コミュニティ活動の拠点として
支援に配慮しながら、効率的な施設提供
に努めていく。

75

成果指標の目標値をほぼ達成して
いる。講座の受講率でも高い割合
を維持している。

99 97

99 95

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H29年度目
標

期間 0.25 人
非常勤
特別職

H29年度目
標

Ｈ２７年度～ 2,144 千円 臨時職員 0.80 人

2,165千円 臨時職員 0.80 人 ①74日

②

③

H28年度目
標

H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

75 77

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

当公民館ホールは、座席数３５０席を有し、充実した
舞台設備と中心市街地に立地する特性から、週末
を中心にコンサート等の催事の利用が多い。このた
め、ホールの安全管理に支障を来すことが無いよう
に土・日曜日のホール運営について業務委託を行う
ものである。なお、委託先は、開館当初からホール
の舞台操作にボランティアとして活動している市民
が構成員となっているＮＰＯ法人シアターサポであ
る。

0.25 人
非常勤
特別職

75 73

目標達成済み

H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 1,113 1,080

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 800 778
①土、日曜日の催事にかかる
委託日数
②

③

委託依頼割合
（土、日曜日の委託日数÷土、日曜日の日数×
１００）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

年間を通して、土日に多くの催事
が実施され、円滑にホール運営、
安全管理業務が実施された。
また、災害時の安全管理面の強化
を目的に、市内施設で初めてとな
る避難訓練コンサートを当事業の
受託先であるＮＰＯ法人シアターサ
ポが中心となって実施した。

H28年度に改善した点

無 無

ホールが多様な市民の催事に活用され安全に
利用されることが目標であるため、委託依頼割
合を指標とする。一方、中央公民館の登録団体
がホールでのサークル活動も行えるよう、すべ
ての土、日に催事が入ることの無いように配慮も
している。

催事の主催者と受託者の情報共有を図る
ため、催事前の打ち合わせに受託者が参
加するように変更した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

受託者とは、情報共有のため定期的な情
報交換会を実施し、運営にフィードバックし
ている。

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

中央公民館ホー
ル運営委託事業

根拠法令

H28予算現額

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

期間 1.41 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

2.00 人

Ｓ５８年度～ 12,091 千円

市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展開
することにより、市民の学習意欲の向上、社会教育
の推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等に
ついて、系統だった学習内容、方法等を職員により
企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員
会、実行委員会等を設置して事業内容を検討。広
報や市ホームページ等の掲載及び公民館だよりを
発行して参加者を募集し実施する。

1.15 人

9,959千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

公民館主催事業

根拠法令

①17講座

②263人

③250人

H28年度目
標

H28実績

臨時職員

左記アンケートで「満足及びある程度満足」と回
答した割合（％）

「満足及びある程度満足」と回答した数÷アン
ケート回答数×１００

H28決算額（見込み）

1.50 人 99

5,128 4,833

社会教育法、所沢市公民館設

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域住民の要望等をもとに、講座の見直
し、新規開講等を行っていく。

無

①年間事業数
②講座終了後のアンケート回答
数
③アンケート結果で「満足及び
ある程度満足」と回答を得た件
数

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,562 4,645

H28年度に改善した点

有

前年度の参加状況やアンケート結果をもと
に、講座内容の見直しを行った。

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

受講してみないと講座の水準がわからないた
め、受講者と講座内容のレベルの差を予め把握
することが困難である。

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

1,458 千円 臨時職員 0.00 人 90%

目標達成済90%

90% 100%

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

866千円 臨時職員 0.00 人

①12人

H28年度目
標

H28実績

今後も、一般的な社会教育についての講
義ではなく、「郷土を知る」というテーマで、
より社会教育について身近に感じられるよ
うに工夫していく。

Ｓ

H28年度に改善した点

100%

0.17 人

社会教育の「郷土を知る」という観点から
研修内容を検討し、座学ではなく、実地視
察という形で研修を行った。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律、地方公務員法

30千円 15千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30千円 30千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

①参加者数
アンケートの満足度

研修内容に関して「とても良かった」「良かった」
の割合

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

社会
教育
課

社会教育職員研
修

期間

平成7年度～

実施計画ランク

重要

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

社会教育の課題となるテーマや社会教育関係職員
に必要とされる専門知識や技能等を身につけ、職
員の資質向上を図る研修とする。講義形式だけでな
く、グループワークや体験実習等も取り入れる。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ

H28目標値が未達成の理由・分
析

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市
民等に対して実施している、コンビニエンススト
ア図書等取次事業において、取次店舗側の事
情により取次業務を停止した店舗があり、また、
狭山ヶ丘分館が施設改修工事のため１か月間
臨時休館したことなどから、年間貸出数が減少
したため。

市民が、コンビニエンスストア図書等取次サービ
スを活発に利用していることを示す数値として年
間貸出数を指標とする。過去５年間で利用が活
発であった年度の数値を目標とし、事業の拡大
を図りたい。

H28目標値が未達成の理由・分
析

店内改装等取次店舗側の事情による取次業務
停止により、年度当初7店舗だった取次店舗数
が1店舗減となったため。

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用されて
いることを示す指標の一つであることから、貸出
密度を指標とする。年間貸出数を当該年度の人
口で割り、１人当たりの貸出数を算出。
人口３０万人以上、４０万人未満の市立図書館１
１８館の人口１人当たりの平均貸出数５．１冊を
参考に、実績から目標値を設定し、事業拡大を
図りたい。
（『日本の図書館』2016より平均貸出数を算出）

H28実績
所沢市図書館ビジョンに基づき、多様化・
複雑化する市民生活における様々な課題
を解決するため、幅広く質の高い資料等の
収集・整備を計画的に継続して行ってい
く。また、一定期間を経過した資料につい
ては、除籍し、学校等公共機関及び市民
の方へのリサイクル図書として提供を継続
的に行い、保存資料を適正管理する必要
がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H29年度目
標

54,023 千円 臨時職員 0.00 人

6.30 人

2 2

2 1.8

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

55,944千円 臨時職員 0.00 人
①1,014,329点

②36,439点

③19,166点

H28年度目
標

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資す
る図書館資料、情報の収集を行い、利用者に提供
することを目的とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考
慮し、資料を選択収集する。②資料保存　残すべき
資料を選び、次の世代・時代に受け継いでいく。③
資料管理　電算システムにより、管理を行なう。④
資料整理　資料に書誌（分類・書名・著者・金額等）
データを付与し、フィルムコーティング等の装備を行
う。⑤資料除籍　除籍資料は、幼稚園・小中学校等
公共施設及び市民にリサイクルする。

6.46 人
非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

76,026千円 ①子どもの読書活動推進計画により、児
童資料の収集に努めた。②寄贈資料を受
け、資料整理、特に郷土資料や所沢ゆか
りの作家の著書などの整理をすすめた。
③除籍を効率的に行い、図書の新鮮度を
図るとともに、学校等の公共施設にリサイ
クル図書の提供をした。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

77,097千円 74,674千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

図書等取次サービスを実施しているコンビニエン
スストアが、店内改装等取次店舗側の事情によ
る取次業務停止により、年度当初より１店舗減と
なったこと、また、狭山ヶ丘分館が施設改修工事
のため１か月間臨時休館したことなどから、年間
貸出数が減少したため。

2

H28年度に改善した点

無 無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 78,810千円 目標はほぼ達成できており、達成
できなかった理由については、明
確に把握できている。
多様化・複雑化する市民生活にお
ける様々な課題を解決するため、
幅広く質の高い資料等の収集・整
備を行っている。
また、一定期間を経過した資料に
ついては、資料の新鮮度を保つた
め除籍し、学校等公共機関及び市
民の方へのリサイクル図書として
提供を行っている。

Ａ

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除く））

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、利
用者に提供するという目的が実現できているか
を図る数値として、資料の回転率を指標とした。
人口規模が同一の市立図書館で、資料回転率
が平均「2」であることから、目標値を「2」に設定
した。(『日本の図書館』より全国平均を算出）

H27その他職員
従事割合

H27年度目
標

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

①蔵書数（図書・雑誌・紙芝居・
視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28正規職員
人件費

4.34 人
非常勤
特別職

0.20 人
H29年度目
標

37,216 千円 臨時職員 5.70 人 5点

4.9点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

42,434千円 臨時職員 5.70 人
①113,988人

②575,524人

③1,676,823点

H28年度目
標

H28実績

Ａ

図書館への興味・関心を喚起する魅力あ
る事業の展開、広報活動への積極的な取
り組みを通じ、関連施設や地域に働きか
け、利用促進を図る必要がある。現在実施
している事業の拡充に努め、非来館型
サービス及び高齢者社会に向けたサービ
スへのさらなる取り組みについて検討して
いき、魅力ある図書館づくりを目指す。

事業の目的及び具体的な内容 H27実績

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用しても
らうため、インターネット及び広報等で情報を広く提
供し、読書活動の推進及び利用の拡大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等広報
紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の情報を
利用者に周知する。②講演・講座、図書館まつり
（年１回）等の催しを開催する。③季節やテーマに応
じた、図書資料の紹介・展示を行う。④他の公共施
設や地域に対し共同事業等を実施し、連携を図る。

4.90 人
非常勤
特別職

0.20 人 5点 5点

5点
H28その他職員
従事割合

事業の種別

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

11,563千円 10,729千円

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,432千円 11,293千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間登
録者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

H27年度目
標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.80 人
H29年度目
標

①15,876人

②22,658冊

H28年度目
標

H28実績

第2次所沢市子どもの読書活動推進計画
を総括するとともに、第3次子どもの読書
活動推進計画の策定準備をすすめる。

16,207 千円 臨時職員 2.40 人 512,000冊

1.89 人
非常勤
特別職

H28目標値が未達成の理由・分
析

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書活動
を行うことができるよう、「第２次所沢市子どもの読
書活動推進計画」に基づいて子ども向け事業、学校
との連携事業等を実施し、利用の拡大を図る。①子
どもの読書活動推進連絡会の開催②おはなし会・
かがくあそび等子ども向け行事の開催③一般向け
普及・啓発事業の開催④学校との連携事業の実施
⑤小中学生・保護者に読書アンケートの実施⑥学
校業務連絡便の運行⑦ブックリスト「本がいっぱい」
の発行、小中学校への配布⑧子ども向け広報紙の
発行

1.55 人
非常勤
特別職

0.80 人 512,000冊 488,789冊

13,423千円 臨時職員 2.40 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,333千円 2,329千円
①保健センターにおけるＢＣＧ接種時の
「はじめてのおもちゃ、絵本コーナー」での
読み聞かせを４回に拡大することで利用促
進につなげた。②乳幼児の保護者向け利
用案内を、医師会を通じて市内の各医療
機関に配布することで図書館及び図書館
事業をＰＲした。③特別支援学級等への学
級訪問を行い学校連携事業の拡大を図っ
た。

根拠法令 H28予算現額

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数
児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）

過去5年間で最も高い平成２４年の貸出実績が
511,624冊であったことから、この数値を目標と
し、サービスの維持・向上を図る。

H27年度目
標

Ａ

平成２８年度は狭山ヶ丘分館が施設改修工事の
ため約１ヶ月の臨時休館をしたこと、学校団体貸
出が前年度より減少したことが要因であると考え
られる。

512,000冊 484,510冊

H27実績

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

2,333千円 2,116千円

事業の目的及び具体的な内容

68,443点

0.76 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

6,517 千円 臨時職員 3.75 人 83,000点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,542千円 臨時職員 3.75 人

①50,222人

②68,443点

H28年度目
標

H28実績

Ｂ

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民
等に対し、コンビニエンスストアで図書等の取次を行
い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等から図
書等の予約を受付け、用意できた際に、電子メール
又は電話にて連絡し、貸出処理をして取次店へ配
送。利用者は、当該予約図書等を取次店で受取・返
却できる。

0.64 人
非常勤
特別職

0.00 人 85,000点 82,562点

85,000点

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

9,537千円 8,208千円

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,914千円 8,420千円

要望の多い地域や利用ポイントのない地
域を中心に店舗との交渉を行ったが、取
次店舗拡大には至らなかった。

事業の種別 指標名 目標設定の考え方・根拠

①年間貸出利用者数

②年間貸出数

年間貸出数

H27年度目
標

目標設定の考え方・根拠

所沢
図書
館

所沢
図書
館

所沢
図書
館

図書資料等収集
整備事業

昭和３９年～

期間

コンビニエンススト
ア図書等取次事
業

実施計画ランク

重要

期間

平成１７年～

実施計画ランク

重要

子どもの読書活
動推進事業

期間

昭和３９年～

実施計画ランク

重要

図書館利用推進
事業

期間

昭和３９年～

H28年度に改善した点

目標値は、ほぼ達成しており、魅
力ある事業の展開、広報活動への
積極的な取り組みや、地域との連
携、市民協働の「図書館まつり」な
どを開催し、図書館への興味・関
心の喚起に努めた。

無 無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

①広報紙を発行、ＨＰを活用した情報発信
などにより、図書館事業の周知に努めた。
②文化講演会やわらべうた講座等を開催
し、来館者を増やす取組を行った。③高齢
者福祉施設で「出張おはなし会」を実施し
た他、健康・医療や介護関連図書のコー
ナーの充実を図った。④図書館ＨＰでのレ
ファレンス事例公開等により利用促進を
図った。

店舗側の事情により取次停止と
なった店舗があったため、全体の
実績は減となったが、3店舗では貸
出数が増加している。今後も非来
館型サービスの中核として、サー
ビスポイントの拡充、広報等の充
実に努め、更なる利用拡大を図
る。

目標値をほぼ達成しており、Ｈ28
年度は乳幼児とその保護者、学校
等を中心に周辺機関との連携と利
用拡大をすすめた。今後も所沢市
第２次子どもの読書活動推進計画
のさらなる推進に向けて努めてい
きたい。

取次店舗拡大を図るため、コンビニエンス
ストア本社及び店舗との交渉をすすめる。
また、更なるサービス拡大に向け、取次業
務が可能な施設等の調査研究をすすめ
る。



所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館館長　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

 所沢図書館長　　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　中村まさみ

H28年度に改善した点

①調査・研究を目的とした図書館利用に対
応するため、各種データベース情報等のレ
ファレンス・ツールの充実・活用を図った。
②利用者への課題解決支援サービスの周
知を図るため、図書館ＨＰにおいてレファレ
ンス事例を公開するとともに、国立国会図
書館レファレンス協同データベースへも積
極的に掲載した。③本館２階フロアにおい
て、お年寄りや小さな子供を連れた人に対
して、本選びの時に重い本を抱えずに済
むようカートを導入した。

図書館分館全館において、運営及び指定
管理状況等について本館職員による定期
的なモニタリングを実施し、点検・評価を行
い、良質な図書館サービスを継続して提供
できるよう努める。

Ａ

0.00 人 900,000人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

858,435人

2.10 人
非常勤
特別職

0.00 人
H29年度目
標

18,008 千円 臨時職員

899,541人

平成２８年度は狭山ヶ丘分館が施設改修工事の
ため約１ヶ月の臨時休館をしたことから、目標値
に達しなかったものと考えている。

900,000人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

16,800千円 臨時職員 0.00 人

①401,427人

②1,251,471点

H28年度目
標

H28実績

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経費の
節減を図る。７館すべての分館において祝日開館と
し、平日、所沢分館は１９時、新所沢分館は２１時ま
での開館により、利用者の利便性向上を図る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設として、所
沢市立所沢図書館設置条例及び同施行規則の規
定に基づき、市立図書館としてのサービスの提供等
を行う。図書館における管理運営業務、施設維持管
理業務。

1.94 人
非常勤
特別職

0.00 人 900,000人

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則、地方自治法

284,769千円 282,934千円

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 283,498千円 282,944千円

安定した図書館サービスを提供するため、
平成24年度から開始した指定管理者制度
の継続に向け、平成29年度から5年間2期
目の指定管理者の選定事務を行った。

事業の種別

一
般

10件

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①貸出利用者数（分館のみ）

②貸出数（分館のみ）

分館での年間来館者数

利用者サービスの充実を示す指標の一つである
来館者数を指標とする。利用者サービスの向上
が、来館者数増につながると考える。
過去５年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的な
提供に努めたい。

H27年度目
標

H28年度目
標

H28実績
保守点検については、日常的施設点検及
び計画的施設修繕を行い、効率化を図
る。また、点検による修繕箇所の早期発
見・部分的な修繕の対応により、限られた
修繕経費を抑える。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人
H29年度目
標

13,034 千円 臨時職員

8件

8件 11件

1.52 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

15,934千円 臨時職員 0.00 人

①12件

②21,468千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、定
期的に実施する施設管理委託事業（日常・定期清
掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点検、水質
検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定等）、施設や
設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用できる
施設環境を確保するとともに、図書資料等を適切に
管理し利用できる施設を維持すること。

1.84 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,962千円 26244千円

所沢図書館外壁雨漏り修繕を行い、施設
の延命化を図った。また、館内照明器具取
替えや吹き抜け照明ランプ交換の修繕を
行い、利用者の安全確保を図った。

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮した
保守・修繕が計画的に行われているかを測る数
値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適な利
用に配慮し、環境の維持に努めてきたい。

H27年度目
標 Ａ

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

目標達成済み

10件

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館世知条例、同施行
規則

26,426千円 25,677千円

所沢
図書
館

所沢
図書
館

所沢
図書
館

平成２４年度～

実施計画ランク

重要

図書館施設維持
管理事業

期間

昭和５５年～

目標値はほぼ達成できており、各
分館の地域特性を生かした様々な
自主事業を展開し、来館者を増や
す努力をしている。また、市民から
も好評を得ている。

実施計画ランク

館内奉仕事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施行
規則

昭和３９年～

実施計画ランク

重要

所沢図書館分館
施設管理運営事
業

期間

期間

老朽化した施設の保守や修繕を計
画的に行っており、来館者が安全
かつ快適に利用できる環境を維持
している。

無 無

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H27年度目
標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 61,647千円

来館者数（本館）

59,385千円 56,786千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

6.67 人
非常勤
特別職

57,762千円

B

インターネット検索が手軽にできる
現代において、レファレンス件数が
増えていることは、インターネットで
は得られない情報が図書館であれ
ば得られるということについて、認
知されつつあるものと思われる。国
立国会図書館レファレンス協同
データベースへの掲載を積極的に
進め、国立国会図書館より、一定
の基準を満たし、評価（お礼状）を
得ている。
また、様々な状況にある来館者の
負担が軽減できるよう努め、どなた
にもご利用いただける図書館づくり
に取り組んだ。

臨時職員 20.15 人
①348,605点

②18,272件

③685件

H28年度目
標

60,797 千円 臨時職員 20.15 人

本館の役割として、調査、読書相談、資料の館
内利用等の事業が重要となってきていることか
ら、来館者数を指標とする。コンビニエンスストア
図書等の事業拡大を図っていること、また大規
模分館が開館したことなどを踏まえ、目標値を実
績値に近い数値として設定し、サービスの充実
を図っていきたい。

H28実績

身近な生涯学習の拠点として、情報・資料
等の充実を図り、その活用法を広く市民に
発信する必要がある。職員の質の向上に
努め、郷土に関することや専門性の高いレ
ファレンスサービスの提供に努め、情報発
信の場としての図書館の存在の周知に努
めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人 400,000人 232,568人

0.00 人
H29年度目
標

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

コンビニエンスストア図書等取次サービスが浸
透したことや、大規模分館の開館により利用者
が地域で図書館サービスを利用できるように
なったことなどが考えられる。またスマートホン
やパソコン等の普及により、簡単な情報が手軽
に入手できるようになったことも要因の一つと思
われる。今後は、質の高い確実な情報が入手で
きる図書館の活用について、さらに広報に努め
ていきたい。

258,818人

58,230千円
①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間予約
受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報を
提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵本）を個
人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供する。②ＣＤ、
ＤＶＤ及びビデオを個人に対し、貸出利用に供する。
③図書館資料について充分な知識を持った職員
が、問い合わせ・読書相談や利用のための相談に
応じる。④視覚に障害のある方に対して対面朗読
サービスや録音図書を提供する。 300,000人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

400,000人

7.09 人
非常勤
特別職



項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

本事業は、市と開催校ＰＴＡの共催
事業として実施されており、広報活
動や当日の運営はＰＴＡが担い、演
奏は市民アマチュア楽団が担う、ま
さに市民とともにつくりあげるコン
サートである。未就学児を伴って参
加できる演奏会は数少なく、小さな
子どもと一緒に参加できるコンサー
トとしてアンケートでも大変好評で
あるため、今後も継続して行う必要
がある。

本事業は実行委員会形式で地域に
根差した各団体の協力により成り
立っており、市民自らが企画し運営
に携わり、所沢の文化を発信し所
沢の文化の発展に寄与している。
また、中学生・高校生ボランティアも
数多く参加している点においても意
義がある。

ビジョン策定に向けて文化芸術シン
ポジウムを開催、パブリックコメント
を実施し、庁内合意、市民との合意
形成を踏まえて原案を完成させた。
今後も、ビジョン冊子及び概要版の
作成に向けて、引き続き準備を進
めていきたい。

目標設定の考え方・根拠

本市の文化芸術分野における中長期的な方向
性を示したものとなるビジョンの策定を指標とす
る。
目標値としては、ビジョン策定に必要不可欠な事
項を実施することを目標とした。

H27年度目標

親子音楽鑑賞教
室開催事業

期間

昭和60年度～

重要

市民文化フェア開
催支援事業

期間

昭和61年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

一人一芸チャレン
ジ事業

期間

平成14年度～

実施計画ランク

優先

所沢市文化芸術
振興ビジョン策定
事業

期間

H28年度～H29年
度

実施計画ランク

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

①文化芸術振興ビジョン策定会
議回数

②市民意見交換会来場者数

③文化芸術シンポジウム来場者
数

所沢市文化芸術振興ビジョンの策定

H27実績

根拠法令 H28予算現額

A

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0.00 人 0 千円
文化芸術の各分野から意見を聴くことを目
的として、ビジョンアドバイザーを選任する
とともに、市民意見交換会、文化芸術シン
ポジウム、パブリックコメント手続を通じて
市民から意見を聴く機会を創出した。

H28決算額（見込み）

文化芸術基本法 2,065千円 2,352千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

平成13年に文化芸術振興基本法が制定され、地方
公共団体の責務について、「国との連携を図りつつ、
自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施
策を策定、実施する」と定められている。これを受け
て、首都圏有数の郊外型都市であるふるさと所沢の
立地条件を最大限に生かした、本市ならではの文化
芸術振興ビジョンを策定する。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

目標達成済
ビジョンアドバイザーの
選任、策定会議、市民

ビジョンアドバイザーの
選任、策定会議、市民

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人①15回

②55人

③463人

H28年度目標 H28実績

ビジョン冊子及び概要版の作成に向けて、
市民の関心を喚起するデザイン等に工夫
を施しながら準備を進めていく必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,460 千円 臨時職員 1.60 人
所沢市文化芸術振興ビ
ジョンの冊子及び概要

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化芸術基本法 33千円 0

目標設定の考え方・根拠

①芸術・文化分野の指導者登録
数

②実施件数

③

参加した児童数（延べ人数）
より多くの子供に本事業を体験する機会を提供
することを目的としているため

H27年度目標

Ｂ

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済200 356

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 33千円 0

体験に使用する用具（箏）を所有している
学校の情報を共有し、用具レンタルに係る
費用を削減した。

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績

子どもたちが自分の得意なもの、熱中するものを発
見する、「一人一芸へのチャレンジ」を支援し、異年
齢交流の中で人格形成の支援を図る。
１　①所沢市文化団体連合会の協力により、芸術・
文化の各分野からの指導者リストを作成。
　　②リストを学校へ配布。
　　③学校では、伝統芸能クラブや総合的な学習の
時間で活用。
２　地域・校区ネットワーク組織（地域実行委員会組
織等）等の設立に向け様々な情報を提供。

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 450 198

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

693千円 臨時職員 0.00 人
①133

②3

③

H28年度目標 H28実績

今後は地域・校区ネットワーク組織（地域実
行委員会組織等）等が事業の実施主体に
なり、地域の特性をふまえて、多様な体験
教室を実施する展開が必要であり、引き続
き効率的な事業運営を進めていく。

前年度より実施件数が増え、体験
をした子供の数も増えた。事業を通
して学校と住民がともに支え合って
いるという意識を改めて持つことが
できていることがうかがえ、市民協
働の観点からも有意義である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

429 千円 臨時職員 0.05 人 200

0.05 人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①実行委員、各催し物スタッフ人
数

②催事（プログラム）の合計数

③

延べ入場者数
文化都市として発展していく第一歩として、所沢
の文化をより多くの市民に知ってもらうことを目的
としているため。

H27年度目標

A

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円 5,000千円

市民文化フェア実行委員会補助金交付要
綱を整備した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化芸術基本法、市民文化フェア実行委員会補助
金交付要綱

5,000千円 5,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

実行委員会による企画立案や市民の文化活動の発
表交流の場の提供等を通して、新しい市民文化の創
造を目指すと同時に、来場者に所沢ならではの有
形・無形の市民文化や桜の名所でもある航空記念
公園のロケーションの素晴らしさを体感してもらう。
①毎年４月第１週の土曜日・日曜日に航空記念公園
を会場として開催する。②企画・運営は、個人・法
人・市民団体の自主的な参加で組織する市民文化
フェア実行委員会が行なう。③実行委員会の主な自
主財源は、市内企業・商店等からの協賛広告料であ
る。④市は実行委員会に補助金を交付する。

0.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 115,000 70,000

各催しとも毎回改善を図っているが、新規層を開
拓するための試みにさらに力を入れていく必要
がある。

115,000

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

6,755千円 臨時職員 0.07 人
①203

②42

③

H28年度目標 H28実績

広報がより広く行き届く方法や、幅広い年
齢層が興味を持てるプログラムとなってい
るか、引き続き検討と改善をしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

110,000

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,831 千円 臨時職員 0.00 人 115,000

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

①コンサートの鑑賞者数

②

③

ＰＴＡ：鑑賞者アンケート
（項目：音楽文化振興への貢献度「高い」等の回
答率）

市民文化の向上と文化性の高いまちづくりの進
展をはかることを目的としているため、アンケート
から直接量ることのできる、文化への貢献度を指
標とする。

H27年度目標

A

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 270千円 270千円

当日の運営が滞りなく行われるよう、開催
校ＰＴＡの方と密に連絡を取った。

根拠法令

100

0.11 人
非常勤
特別職

文化芸術基本法 270千円 270千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28実績

学校関係者はもちろん、地元の多くの市民
に来場いただけるよう、市も開催校ＰＴＡも
それぞれに広報活動を積極的に行ってい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

子どもたちにとって身近な学校の体育館で気軽に音
楽に接することによって、子どもたちの情操をはぐく
むとともに、親や友人とのふれあいを深める場とす
る。さらに、音楽ホールなどで鑑賞するときのマナー
を学ぶ場ともなる。
１　市内小中学校のPTAに事業を周知し、開催校を
募集
２　開催決定校PTA及び演奏楽団(所沢市民吹奏楽
団・所沢フィルハーモニー管弦楽団）との調整
３　子どもたちに親しみのある曲をメインとしたコン
サートを開催校の体育館で実施

0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

943 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,386千円 臨時職員 0.01 人
①320人

②

③

第４章　教育・文化・スポーツ  第５節　市民文化

0.00 人 H29年度目標

H28年度目標

100



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

市で支援するこれら音楽活動につ
いては、毎年多くの参加者・鑑賞者
がおり、本市の音楽文化振興に大
きく寄与しているものと考えられる。
このため、今後とも本市はこれら音
楽活動への支援を継続して行って
いく必要がある。

利用促進という面ではある程度目
的を達成しており、対象となる事業
も所沢市文化祭、「所沢で第九を」
演奏会、吹奏楽祭など、全市的規
模で様々な年齢層による広範な参
加者のある公共性の高い事業であ
る。市民の交流や本市文化向上の
ために、ミューズ利用料の負担軽
減の面では依然として必要な補助
制度と考えられる。

目標達成に向けてある程度の成果
はあるものの、当該事業の利用促
進を図るために、各団体へ今後も
趣向を凝らしながら継続した支援を
行っていきたいと考えている。

応募者や希望者、市内の銀行や郵
便局、公共施設に配布し好評を得
ており、地域に根付いた文芸誌で
ある。また、表紙や挿絵には市美術
展受賞者の作品を掲載し、文芸と
美術という異なったジャンルの共同
制作の場になるなど、地域文化の
振興につながっているため、今後も
趣向を凝らしながら継続して実施し
ていく。

昭和58年度～

実施計画ランク

重要

音楽活動支援事
業

期間

昭和60年度～

期間

昭和59年度～

実施計画ランク

重要

「文芸所沢」発行
事業

期間

実施計画ランク

重要

文化活動支援事
業

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

文化
芸術
振興
課

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①所沢市による文化芸術活動
の後援事業数

②支援している文化芸術団体数

③

事業参加者数（出演者数・出品者数）および観客
入場者数の合計

市民文化の向上と文化性の高いまちづくりの進
展をはかることを目的としているため、事業参加
者数および観客入場者数の合計を指標とする。

H27年度目標
Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

各文化・芸術活動の新規イベント開催等に
ついて、指導及び助言した。また、広報の
方法や開催会場などの情報提供に協力し
た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化芸術基本法 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市民の芸術・文化活動の活性化を促し、市民文化の
向上と、文化性の高いまちづくりの進展をはかる。
市民の芸術・文化活動に対し、次のような様々な支
援を行う。
①各種相談の対応
②市による後援
③活動の広報活動への協力　など

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 216,000 164,133

各団体への運営方法等へのさらなる指導及び助
言の継続、また、支援方法を多角的に検討して
いく必要がある。

216,000

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,165千円 臨時職員 0.00 人①49

②19

③

H28年度目標 H28実績
各文化・芸術活動の事業内容等を充実さ
せていくために、各活動団体の主体性を尊
重しつつ、自助努力を促進しながら、引き
続き様々な面での支援方法を検討していき
たい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

156,063

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

3,173 千円 臨時職員 0.10 人 216000

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

①投稿者数

②有償頒布数（7月末現在）

③

配布率
（配布部数／発行部数）

投稿者だけでなく、市内銀行や郵便局、公共施
設等への配布や、有償頒布もあるため、どれだ
け多くの市民に文芸所沢が広まっているかを図
る指標となる。

H27年度目標

Ｂ

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

昨年よりも投稿者数が若干減少したことにより、

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,078千円 973千円

作品募集のご案内を教育機関に送付する
際、国語担当教諭あてに送付したところ、
随筆部門に高校生からの投稿があり、今
後も若い世代の投稿が期待される。

根拠法令

文化芸術基本法 1,071千円 976千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

市民の文芸作品の掲載により創作活動を促し、作品
を通して作者と読者の交流を図るとともに、市内の
文芸専門家が選考委員としての参加することにより
地域文化への貢献を図る。
①５月中旬から７月末日まで、俳句、短歌、川柳、
詩、小説、随筆、童話の７部門の作品を募集。
②部門ごとの選考委員が採用作品を決定。
③３月に発行し、投稿者に配付。市内銀行や郵便
局、公共施設等に市民の閲覧用の配備を依頼。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 88

90 78

0.47 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,070千円 臨時職員 0.08 人
①242人

②109冊

③

H28年度目標 H28実績

投稿者の高齢化が進んでいる。若い人に
もっと投稿してもらえるよう、チラシを工夫し
たり、ＨＰを活用するなど、広報活動を工夫
する必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

4,030 千円 臨時職員 0.30 人 90

指標名 目標設定の考え方・根拠

①開催事業数

②

③

参加者数+鑑賞者数
市の音楽文化の向上を目的としており、この指標
により、どれだけ多くの市民に優れた音楽に接す
る機会を提供できたかはかることができる。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
A

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2170 2,170
補助金交付要綱を整備した。
（所沢市民合唱祭実行委員会補助金交付
要綱、所沢市吹奏楽祭実行委員会補助金
交付要綱、管弦楽祭実行委員会補助金交
付要綱、「所沢で第九を」実行委員会補助
金交付要綱）

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市吹奏楽祭実行委員会補助金交付要綱、管弦
楽祭実行委員会補助金交付要綱ほか

2170 2,170

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

市民の音楽活動である所沢市管弦楽祭・所沢市民
合唱祭・「所沢で第九を」演奏会・所沢市吹奏楽祭等
の開催を奨励・支援することにより、市民に優れた音
楽に接する機会をつくり、音楽文化の向上を図って
いる。

0.66 人
非常勤
特別職

0.00 人

4,116 千円 臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

8,057

0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

今回初めての目標設定

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,716千円 臨時職員 0.02 人①5

②

③

H28年度目標 H28実績

より多くの市民に当市の音楽文化に触れて
もらうため、広報活動を積極的に行っていく
必要がある。

9,000

文化芸術基本法、所沢市民合唱
祭実行委員会補助金交付要綱、

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容

H27その他職員
従事割合文化芸術活動支

援補助事業

根拠法令 H28予算現額

文化芸術基本法

平成5年度～

3,031千円

H27年度目標

30,000

①16事業

②

③

30,0001,286 千円 臨時職員

H28正規職員
人件費

30,000

0.00 人

H27決算額

3,031千円

2,844千円

H29年度目標

H28年度目標

①ミューズを利用した事業（催し
物）で補助を行った件数

②

③

H28その他職員
従事割合

H28決算額（見込み）

0.00 人

指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,084千円

目標設定の考え方・根拠実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額

無

H28年度に改善した点

無

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業参加者数＋観客入場者数
（出演者数＋出品者数＋観客入場者数）

「ミューズ」を利用した市民の芸術・文化活動の
活性化を促す事が当該事業の目的となっている
ため事業参加者数と観客入場者数を合算した人
数を指標とする。

25,740

ミューズを利用した事業数は増加したが、全体的
に観客入場者数の伸び悩んだ。

Ｂ

H28実績

「ミューズ」を利用し、市が支援している公
共性が高い文化振興事業に対し、事前の
相談・打ち合わせの上、補助金の申請を受
け付け、経費の一部を補助金として支出
し、本市文化向上を図っている。

市民文化センター利用料補助金の算定基
準については、公平性という観点から、あら
ためて統一的な基準を設ける必要がある。

25,159

市が支援する所沢市文化祭等の市民文化事業に対
し、「ミューズ」の利用料の一部を補助し、「ミューズ」
を利用した市民の芸術・文化活動の活性化を促す。
①「市民により組織され文化事業を実施する実行委
員会」または団体等が主催し、参加及び鑑賞の機会
が広く市民に開かれるなど公共性が高く、市が支援
している、市民の文化振興に寄与する事業が対象。
②今までの実績や事業の内容に応じて、「ミューズ」
の施設利用料及び付属設備利用料等の経費の一
部または全額を交付する。

0.21 人
非常勤
特別職

1,819千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター所長　倉富　恵理子

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村　立彦

市民の文化芸術活動の集大成であ
る所沢市文化祭の開催をはじめ、
所沢市の芸術・文化の発展に大き
な役割を担っており、市民文化の向
上、文化性の高いまちづくりに多大
な貢献をしている。また、子どもたち
の体験授業を支援するなど、地域
社会にも貢献している。

体験学習会である「星空フェスティ
バル」の参加者数と企画展の入場
者数が伸びたため成果指標の目標
値を達成している。
今後も企画展示や講座内容の充実
をはかり、ふるさと研究活動に参加
する市民を増やしていく。

成果指標の目標値の達成状況が
70％未満であり、三ヶ島葭子の市
民への周知という点で成果があま
り出ていな。
今後は指標の数値を見直すと共
に、事業内容の検討を行い、より一
層市民への三ヶ島葭子の普及が行
えるよう、努めていく。

目標を達成することができなかった
ため。

昨年度からの予定どおり、平成２９年度は
クリアファイルの新規作成は行わず、在庫
の販売に努める。また、今後の文化財保護
普及啓発のために、より安価で効果的な
グッズの作成を検討する。

文化財保護普及
啓発事業

期間

平成２６年度～

重要

ふるさと研究活動
事業

期間

H7～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

三ヶ島葭子資料室
運営事業

期間

H6～

実施計画ランク

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

文化
財保
護課

文化
芸術
振興
課

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、文化芸術振興基本法 198

目標設定の考え方・根拠

①資料室入場記名者数

②講演会等来場者数

③冊子販売数

利用者数（資料室・講演会等来場者数と冊子購
入者延べ人数）

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的としてい
るため、利用者数（資料室・講演会等来場者数と
冊子購入者延べ人数）を指標とした。

H27年度目標
Ｃ

講演会や文学散歩等定例の事業は実施したが、
その他の大きな行事がなかったのが1つの要因
として挙げられる。また、団体による見学も少な
かった。最大の要因としてはPR不足が考えられ
る。

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 209 158

これまで毎年三ヶ島地区で実施していた文
学散歩を所沢地区（旧町地区）で新たに実
施し、新しい参加者等の獲得に努めた。

根拠法令

170

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先
人への理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する
心を育てることを目的とし、講演会や文学散歩の開
催、三ヶ島葭子資料室だより「われもこう」の発行、
市民ボランティアによる展示解説会等を行う。

0.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 700 387

700 436

0.62 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,621千円 臨時職員 0.00 人①209人

②87人

③140冊

H28年度目標 H28実績
三ヶ島葭子を多くの市民へ周知していくこと
が課題である。市民ボランティアによる展示
解説会、講演会、文学散歩等の実施方法
の検討を行い、三ヶ島葭子の更なる周知を
図っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

5,317 千円 臨時職員 0.00 人 500

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

社会教育法、博物館法、文化財保護法 7,947 7,597

目標設定の考え方・根拠

①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学芸員の
延べ人数

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的の1
つであり、利用者・参加者数を指標とした。

H27年度目標
Ａ

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

4,700人

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,795 7,753

夏季企画展において、展示記録冊子を作
成し、希望者に有償頒布した。

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

所沢市の歴史や自然、文化などの資料の収集、保
存、調査、研究を進め、常設展示や企画展示、講
座、体験学習会などを通じて研究成果を紹介し、郷
土への愛着を深めるための事業を展開する。

2.36 人
非常勤
特別職

2.51 人

0.00 人

5,245人

5,500人 5,964人

2.36 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

20,438千円 臨時職員 0.00 人①5,964人

②6件

③555人

H28年度目標 H28実績

市民が、ふるさと研究活動へ興味を持ち、
各事業への参加を促すために、企画講座
や体験学習会、講座内容の充実を図るとと
もに、事業の周知に努めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2.59 人 H29年度目標

20,237 千円 臨時職員 6,000人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

・文化財保護法　・所沢市文化財保護条例 204

目標設定の考え方・根拠

①グッズの作成件数

②グッズの有償頒布枚数

③グッズの頒布金額

グッズの有償頒布枚数
グッズの頒布枚数が多いほど、文化財のＰＲと保
護の普及が進むと考えるため。

H27年度目標
Ｃ

平成２６年度の作成開始当初は、目新しさもあり
予想を上回る販売数を記録したが、そこで相当
量の販売数を達成したために、その後は伸び悩
んでいると考えられる。H29年度目標

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 65 36

・売れ行きが好調なデザインのクリアファイ
ルに若干のデザイン変更を加えて追加作
成を行った。
・イベントの際には会場で販売を行った。

根拠法令

316

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

・市の指定文化財を主題にしたグッズとしてクリファ
イルを作成、１枚１００円で頒布する。
現在までに３種類のデザインを作成し、文化財のＰＲ
と保護を訴える。
・クリアファイルには文化財マップ、情報誌、講座資
料等を挟み込み、より効果的な情報発信を行うこと
も目的としている。

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 400枚 107枚

400枚

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,070千円 臨時職員 0.00 人①1件

②157枚

③15,700円

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

157枚

4,888 千円 臨時職員 0.05 人 400枚

法定受託事務

世代交代が十分にできていないことによる、主催
者及び観客の固定化と減少が原因として考えら
れる。

19,684
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 3,073千円 3,073千円 ①所沢市文化祭開催日数

②所沢市文化祭催し物数

③郷土美術館入館者数（来館簿
記入者）

指標名

H27年度目標

重要 自治事務

20,400
無

目標設定の考え方・根拠

B

H28年度に改善した点

無

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

より多くの市民が、文化活動に参加し、鑑賞する
ことを目的としているため

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28予算現額 H28決算額（見込み）

若い世代を取り込むための、アウトリーチ
事業などを検討していく。

補助金交付要綱を整備した。
（所沢市文化団体連合会補助金交付要
綱、所沢市郷土美術館補助金交付要綱）

文化芸術基本法、所沢市文化団体連合会補助金交
付要綱、所沢市郷土美術館補助金交付要綱

H28年度目標 H28実績

3,073千円 3,073千円

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.07 人

市文化祭事業参加者数（出演者数・出品者数）
及び観客入場者数並びに郷土美術館入館者数
（来館簿記入者）の合計

0.00 人

H28正規職員
人件費

20,800

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

20,800 18124

①40

②21事業

③465人
0.50 人

昭和6年度～ 4,288 千円

市内で音楽、演劇、美術、文学、茶、華道、囲碁、将
棋などの文化・芸術活動を行っている「文化団体連
合会」の団体支援並びに幕末に建てられた建造物を
活用した民設民営である「郷土美術館」の運営援助
することにより、市民に優れた文化・芸術に接する機
会をつくり、文化・芸術の振興を図っている。

0.51 人

4,417千円 臨時職員

期間

臨時職員

文化団体援助事
業

根拠法令

非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

文化財保護法、

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

各保存会の定期的な活動を支援
し、目標も達成できている。

H28年度に改善した点

有 無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

水槽ごとの個体数を調整し、収容スペース
の確保を図った。

発掘調査も順調に進んでおり、史
跡整備のための基礎資料の蓄積も
できてきている。

成果指標の目標値に近づいている
が、やや下回っている。主催事業の
柱ともいえる文化財展では、前回26
年度開催より大幅に来場者数を伸
ばしている。今後一層公開活用事
業を充実させ、市民の文化財への
理解を深め、後世へ護り伝えていく
意義を浸透させていきたい。

H28年度に改善した点

有 有

実施計画ランク

重要

郷土の民俗芸能
支援事業

期間

平成5年度～

平成18年度～

実施計画ランク

重要

ミヤコタナゴ保護
対策事業

期間

平成８年度～

期間

平成19年度～

実施計画ランク

重要

文化財公開活用
事業

期間

実施計画ランク

優先

滝の城跡整備事
業

文化
財保
護課

文化
財保
護課

文化
財保
護課

文化
財保
護課

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

①復元模型の見学者数

②発掘調査延べ面積

③現地説明会参加者数

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

H28の現地説明会の状況からH29も同程度の参
加者を募集する予定である

H27年度目標
B

調査次数が増えるに連れて解説に要する時間が
増えたため、現地説明会の回数を４回から３回に
減らした

500人 419人

9000 7,236

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

3,945 千円

H27の法面改修工事が終了し、発掘調査を
再開した。それに伴い、現地説明会を開催
し、発掘調査の成果を示した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

4675 8,511

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目的：中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性の
ある長期的な整備を進める事により、郷土の貴重な
文化財である「滝の城跡」を後世へ護り伝えていく。
内容：①保存管理計画の策定
        ②史跡指定地内の遺構確認
        ③危険箇所の応急的な修繕
        ④中世城跡として適切な保存整備
        ⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 300人 192人

0.46 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,464千円 臨時職員 0.00 人①1257人

②4495㎡

③132人

H28年度目標 H28実績

７次計画の発掘調査も５次を終えて史跡整
備のための基礎資料が積み重なってきた。
今後はそれを元に整備計画を立て、整備
工事を進めていく。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 12.00 人 400人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

①所沢市ｗｅｂ文化財保護課所
管コンテンツ年間アクセス総数
②所沢市ｗｅｂ文化財保護課所
管コンテンツ月別最多掲載数
③公開活用事業数

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事
業への参加者数

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意識
を持つ市民を増やすことを目的にしているため、
市民理解度を指標とする。

H27年度目標
A

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

平成28年度は「所沢市文化財展」を開催し、目標
値に近づくことが出来たが、若干施設見学者数
が減ったため、目標値を達成できなかった。

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,990 2,482 小野家住宅で主に小学生を対象とした事
業を8月に実施し、11月からは月1回市民学
芸員の協力を得ていろりを使った活動も開
始した。また、文化財展には専門業者の運
搬によりこれまで展示できなかった文化財
を展示することが出来た。

根拠法令

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 3,482 2,556

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

多くの市民に文化財の大切さを伝え、「ふるさと所
沢」への愛着を深めるとともに、文化財を後世に残す
意義を浸透させていく。
①指定文化財等の市民への情報公開（市ｗｅｂでの
情報発信）②指定文化財等の保存公開に必要な管
理（史跡の除草作業等の実施や所有者との連絡）③
指定文化財等の公開活用事業の開催（展示・特別
公開・講座や講演会等）

0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 8700人 7689人

8700人 8472人

2.00 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,070千円 臨時職員 0.20 人①356,832件

②290件

③10件(秋田家２・小野家５・文
化財展３）

H28年度目標 H28実績

所有者とも連絡を密にとり、公開活用事業
を活発に行い、市民の文化財に対する理
解度を高めていきたい。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

17,150 千円 臨時職員 0.10 人 8700人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2693 4,985

目標設定の考え方・根拠

①前年度末個体数＋当年度人
工増殖数＋保存会・文化幼稚園
からの移管数－死亡数
②団体見学受け入れ件数
③体験学習受け入れ件数

人工増殖により増加した個体数
H28の死亡数が例年より多かったことから、補充
が必要になったため、人工増殖数を増やす

H27年度目標

A756尾

目標達成済み700尾

H27実績

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少
野生動植物の種の保存に関する法律

2707 4,632

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

目的：絶滅危惧種で国指定天然記念物のミヤコタナ
ゴを保護し、将来の野生復帰を目指して種の保存の
取り組みを推進する。また環境学習等の教材として
活用を図る。
内容：①種の保存を図るため人工増殖により個体数
を維持するとともに、危険回避のため分散飼育を行
う。②文化庁の許可を得て市内小学校等に展示飼
育し、天然記念物の保護啓発と環境学習等に役立
てる。③小中学校の児童生徒を対象とした見学や体
験学習、及び一般市民の見学を受け入れて保護啓
発に努める。

0.89 人
非常勤
特別職

1.00 人 700尾

7,707千円 臨時職員 0.20 人
①2229尾

②13件

③5件

H28年度目標 H28実績

臨時職員 0.05 人 1400尾

今後もミヤコタナゴは人工増殖と二枚貝を
用いた自然繁殖の両方を行い、個体数の
維持に努めていく必要がある。ミヤコタナゴ
の野生復帰には様々な課題があるなか
で、産卵母体となる二枚貝の生息が不可
欠であるが、二枚貝も絶滅の危機に瀕して
いるため、その繁殖実験も重要課題であ
る。なお、これらの取り組みについてはを関
係部署や団体と連携協力が必要である。

H28は人工増殖の目標は達成でき
たが、成魚の死亡が例年より多く、
目標の総個体数3000～3500尾の
維持ができなかった。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

765尾

0.53 人
非常勤
特別職

1.00 人 H29年度目標

4,545 千円

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 0

目標設定の考え方・根拠

①伝統芸能発表会の鑑賞者数
【出演者+来場者数）②重松流祭
囃子保存会の活動参加者数【重
松流祭囃子競技会の出演者＋
来場者数）③岩崎獅子舞保存会
の活動参加者数（奉納岩崎簓獅
子舞の出演者＋来場者数）

民俗芸能の伝承者数(市指定無形民俗文化財
「重松流祭囃子」「岩崎簓獅子舞」保存団体会員
数）

市内に伝承されている民俗芸能の市民への周知
と、道具類や保存団体の発展のため、会員数を
指標にしている。

H27年度目標
A

目標達成済み

H28年度に改善した点

有 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 489 623

文化財展にて重松流祭囃子特別演奏を行
い、63名の参加者があった。

根拠法令

0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知
し、その技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民
俗芸能を継承する保存団体の存続と発展を目指
す。
①伝統芸能発表会の開催（隔年）
②郷土の民俗芸能を継承する保存団体の自主的な
活動を支援

0.92 人
非常勤
特別職

0.00 人 505人 505人

505人 505人

0.29 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,967千円 臨時職員 0.10 人①実施せず

②350人

③200人

H28年度目標 H28実績 平成30年2月18日（日）開催予定の第13回
「所沢市伝統芸能発表会」に向け、関係者
と連絡を密にとりながら滞りなく準備を進め
る。また民俗芸能を広く市民へ周知し、保
存団体への継続的な支援と後継者育成を
図っていく。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

2,487 千円 臨時職員 0.00 人 505



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村　立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村　立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、目標をやや下回って
いる。

民俗資料を地域で保存・管理し後
世へ護り伝えるため。

平成28年度の発掘調査件数は5件
だが、調査担当（2名）は、年度を通
じて確認調査と発掘調査を並行実
施している状況であった。今後、大
規模開発等により調査数・調査面
積が増加した場合、現在の人員体
制では実施が非常に困難である。
発掘調査担当者（正規職員）は、現
場において遺構や遺物を観察し、
調査方法を検討・指導するなど、高
い専門性（考古学的知見）が求めら
れるため、調査数に応じた職員体
制を確保することが必要である。

市民共有の財産というべき貴重な文化財
を、適正に管理や修繕ができるように、財
政状況や所有（管理）者の意見などを考慮
しながら、より効率的・効果的な事業の実
施を検討していく。

H28年度に改善した点

有 有

市の財政状況などもあり、復元に
は解決すべき課題が山積している
が、所沢の町場の景観を伝える貴
重な文化財を将来最大限に活用す
るため、引き続き適正な状態で保
存するよう努めている。

S51年度～

期間

昭和５６年度～

実施計画ランク

重要

埋蔵文化財発掘
調査事業

期間

指定文化財管理
費等補助事業

期間

昭和５６年度～

実施計画ランク

重要

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業

重要

歴史的建造物解
体部材復元事業

期間

平成16年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

文化
財保
護課

文化
財保
護課

文化
財保
護課

文化
財保
護課

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 261 238

目標設定の考え方・根拠

①保管環境の整備

②くん蒸処理 歴史的建造物（保管部材）の復元
保存している部材を活用するため３棟分の復元
を目標とする。

H27年度目標
Ｃ

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

工事費用及び復元する敷地も必要なことから、
庁内外の調整、課題の整理等を要するため。

3棟

H28年度に改善した点

有 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,032 860

保管庫敷地内の植木の剪定を行った。
根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

盛期の所沢の町場の景観を伝える貴重な文化財で
あり、町場の暮らしを復元できる素材として郷土学習
やまちづくりに活用する。
①解体した部材の適正な保存管理（殺虫・殺卵のた
めの燻蒸処理）②保存環境の整備（保管庫の清掃・
風通し、敷地内の除草・落ち葉掃き・枝打ちなど）③
歴史的建造物（保管部材）の復元・活用計画の策定
④歴史的建造物（保管部材）の復元と活用

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

0棟

3棟 0棟

0.17 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,204千円 臨時職員 0.00 人①2回

②0回

H28年度目標 H28実績

保管中の部材の劣化を防止するため、くん
蒸処理を隔年で実施する。また復元に係る
課題を解決するため、関係各課と調整作業
を進めていく。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.00 人 H29年度目標

1,458 千円 臨時職員 3棟

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市文化財等保存事業費補助金等交付要綱 2706

目標設定の考え方・根拠

①管理費補助件数

②修理等補助件数 補助金を交付した件数

補助金交付により、貴重な文化財をより良好な
状態で保存・管理することになると考える。また、
これにより指定文化財の所有（管理）者と定期的
な連絡をし、保存・管理状況に関して確認や相談
をする機会を得ることができる。

H27年度目標
Ｂ

当年度の管理費補助金が不要につき辞退した件
があったため。

H29年度目標

H28年度に改善した点

有 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2719 3,009

文化財の修繕を３件行った。
根拠法令

2,680

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

①市内の指定文化財の所有（管理）者から補助金交
付申請書提出
②所沢市文化財等保存事業費補助金等交付要綱
に基づき交付決定

目的：市内に所在する貴重な文化財を良好な状態で
保存・管理しこれを後世に継承するため

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 ７８件 ６４件

７８件

0.39 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,936千円 臨時職員 0.20 人①６１件

②３件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

６４件

3,344 千円 臨時職員 0.05 人 ７８件

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

①開館日数

②来館小中学校数 来館者数

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの人
に見てもらうことにより、郷土への理解を深める
機会をより多く提供することになると考え、来館者
数の増加を目標とする。

H27年度目標
Ａ

学級閉鎖等で見学取りやめになった学校があっ
たため。

1,900人 1732人

2917 2,753

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

7,032 千円

３館の民俗資料館を公の施設として条例化
した。また、資料館に収蔵されている資料
の所有が市のものであることが明確化され
た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施
行規則

2769 2,633

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４日
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②各館で地域の特色が見られる民具等を展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用さ
れている

0.66 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,000人 1,784人

0.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,716千円 臨時職員 0.10 人①１４４日

②１２校

H28年度目標 H28実績
これからは市の主導で管理・運営に取り組
みながら、地元の民俗資料保存会等の協
力も得て、資料の整理や学校・団体の見学
対応に力を入れ、来館者が増加するよう努
力していく。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人 1,900人

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

確認調査依頼件数に対する確認調査実施率

開発等により遺跡が破壊される前に確認調査に
よって遺構の有無を判断し、本調査で迅速かつ
正確に遺跡に関する記録を行うことが当事業の
目的となっているため、確認調査の実施率を指
標とし達成率100％を目標値とした。

H27年度目標
A

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

確認調査の依頼総数59件のうち56件について確
認調査を実施した。未実施の3件は事業者が依
頼を取り下げたもので、実施率は95％となってい
るが、実施可能な確認調査については全て実施
済である。

H28年度に改善した点

有 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21,524 27,735
発掘調査を複数件実施する期間は、各調
査の進捗状況を見ながら、発掘調査作業
員（臨時職員）の現場投入人数を変更し
て、予定期間内で調査を完了するように調
整した。

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

22,101 25,289

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行
い、後世へ伝える。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された
段階で確認調査を実施。遺構が発見され、開発等に
より破壊される可能性がある場合は発掘調査を実施
する。発掘調査は、正職員と臨時職員等で調査の規
模・期間・難易度により適宜チームを編成して行う。

2.18 人
非常勤
特別職

0.60 人 100% 97%

100% 95%

2.86 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

18,879千円 臨時職員 1.00 人①56件

②5件

③2837.01㎡

H28年度目標 H28実績 開発等に伴う確認調査件数の増加や、北
秋津・上安松地区土地区画整理事業に伴
う調査により、業務量の増加が見込まれ
る。発掘調査の担当職員は国や県の方針
により、考古学の専門知識を有する者でな
ければならないため、専門知識を有する職
員の増員等の対策を講じる必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.40 人 H29年度目標

24,525 千円 臨時職員 1.00 人 100%



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　木村立彦

建設後20年以上が経過し、想定外
の不具合発生など、近年、施設修
繕の必要数が増加している。しかし
ながら、十分な施設修繕費が確保
できていない中、職員にできること
は業者任せにせず自分たちで修繕
を行うなど、予算が厳しい中でも必
要な修繕は着実に実施し、施設の
管理に努めている。

平成28年度は目標設定が高かった
ため目標達成率は低いが、毎年2
～3冊の報告書刊行を達成してお
り、専門職員が少ない中でも着実
に成果を挙げていると考えている。
発掘調査報告書の執筆・作成に
は、遺構や遺物の分析及び全国の
出土事例との比較など、専門性（考
古学的知見）が求められるため、発
掘調査を担当した職員が主体と
なって作成する現況の実施方法の
維持が必要。

前年度に比べて、埋文まつり参加
者数や一般見学者数は増加してお
り、埋蔵文化財に関する市民の関
心や理解度は着実に上昇している
と評価する。今後も様々な公開活
用事業を通じて、本市にとって貴重
な歴史資料である埋蔵文化財を、
後世に伝えていくことの必要性を、
多くの市民や開発事業者の皆さん
に理解していただけるよう、努めて
いきたいと考える。

発掘調査報告書刊行の前段階であ
る出土遺物の整理作業には、実際
に作業を行う臨時職員を指導する
ことのできる専門知識（考古学的知
見）や経験が必要であり、現状の人
員体制では遺物整理作業の進捗
率は下がる。
埋蔵文化財行政は、発掘調査の実
施で完結するものではなく、出土し
た遺物類を整理・記録し、市民共通
の財産として公開するため、職員体
制の維持とともに、配属職員のスキ
ルアップも必要と考える。

H28年度に改善した点

有 無

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

出土遺物整理の進捗状況を鑑みつつ、報
告書掲載調査次数の達成率を向上させて
いく。しかしながら、発掘調査報告書執筆に
は、専門性を有する職員の配属が必須で
あり、職員数が減少すれば、未刊行の報告
書数が増加することに繋がる。

無

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

期間

平成6年度～

重要

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

期間

S50年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

埋蔵文化財普及
公開事業

期間

平成6年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

発掘調査報告書
等刊行事業

期間

S51年度～

文化
財保
護課

文化
財保
護課

文化
財保
護課

文化
財保
護課

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

①年報掲載の確認・発掘調査数

②報告書を刊行した発掘調査件
数

発掘調査報告書刊行調査次数

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開
することが当事業の目的となっているため、報告
書を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書
刊行済の調査報告次数に、現年度刊行予定の
報告書掲載発掘調査次数を加えたものを目標値
とした。

H27年度目標
B

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

これまでの目標値設定に無理があり、事業を着
実に実施し続けても現状の職員体制では目標値
と実績の差が埋まらないと見込まれたため、今年
度から目標値の設定を現状に合わせて下げる。

400件

10,673 7,711 報告書類には多くの写真や図版を用いる
ため、編集作業にはデータ保存に大規模
容量が必要となる。平成28年度からIT推進
課へ依頼し、報告書作成用のドライブを編
集作業期間限定で設定してもらったことに
よって容量不足により作業がストップするこ
とがなくなり、作業効率が上がった。

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

10,873 8,979

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開すること
は、市民をはじめ日本の歴史研究への資料寄与に
つながる。また、年報の刊行により発掘調査や確認
調査の成果をいち早く公開することで、市民や開発
事業者等に所沢市の地中に刻まれた貴重な文化遺
産を周知し、文化財保護意識を啓発することで、開
発計画など遺跡の破壊を未然に防止する効果も期
待できる。

0.80 人
非常勤
特別職

0.30 人

0.41 人

314件

400件 315件

0.70 人
非常勤
特別職

6,928千円 臨時職員 0.40 人①62件

②2件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.25 人 H29年度目標

6,003 千円 臨時職員 321件

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28決算額（見込み）

文化財保護法・所沢市文化財保護条例 2,561 2,156

目標設定の考え方・根拠

①小中学校対象（学校との連
携）事業の参加者数

②見学者・事業参加者等の人数

③外部貸出資料展示の来場者
数

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知することが
当事業の目的であるため、市民の関心や理解度
を図る数値として公開活用事業参加者数を指標
とし、全市民（344,070人）の2.5％に相当する
8,600人の参加者数を目標値とした。

H27年度目標

自治事務 法定受託事務

A
7,907人

児童生徒数の減少や大型イベントに伴う立ち寄
り人数の割合見直しなどにより目標値には達しな
かったが、一般見学者や埋文まつり、外部貸出
資料による展示など様々な活用事業の参加者数
は増加しており、目標値に近づいている。

8,600人 8,396人

有
H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度目標 H28実績 埋蔵文化財行政は市民や開発業者等の理
解を基盤として進められており、様々な機
会を捉えて埋蔵文化財への理解を深めて
いく必要がある。普及公開事業の市民ニー
ズは高く、今後も引き続き事業の開催方
法・企画・広報等を工夫しながら効率よく普
及公開活動を実施していく。

法定受託＋附加 2,527 1,941

予算は現状を維持しつつ効率よく普及公開
活動の周知をするために、ホームページの
コンテンツ数を増やして情報をこまめに発
信するなど、情報公開に努めた。

根拠法令 H28予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績

郷土の歴史や埋蔵文化財保護行政について周知す
るため、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張
授業等　②施設見学　③体験型イベント「ところざわ
埋文まつり」の開催（土器や勾玉作り・火起こし等の
体験）　④最新発掘展示　⑤外部公共施設等への資
料貸出・展示

1.12 人
非常勤
特別職

0.40 人 8,600人
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

9,699千円 臨時職員 0.10 人①1,202人

②5,298人

③7,585人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.90 人
非常勤
特別職

0.40 人 H29年度目標

7,718 千円 臨時職員 0.07 人 8,600人

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 H28年度に改善した点

H28決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

13,371 10,701

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・科学分
析

発掘調査報告書刊行調査次数

発掘調査の成果を報告書として刊行するために
遺物の整理を行うことが当事業の目的であるた
め、報告書を刊行した発掘調査次数を指標とし、
報告書刊行済の調査報告次数に、現年度刊行
予定の報告書掲載発掘調査次数を加えたものを
目標値とした。

H27正規職員
人件費 B

H28目標値が未達成の理由・分析

これまでの目標値設定に無理があり、事業を着
実に実施し続けても現状の職員体制では目標値
と実績の差が埋まらないと見込まれたため、今年
度から目標値の設定を現状に合わせて下げる。

①1件

②21件

③3点

H28年度目標

H27年度目標

5,196千円

有 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,259 9,209

根拠法令 H28予算現額

315件

H27その他職員
従事割合

H27実績

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行
い、発掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料
として後世に伝えていくため、次のような作業を行
う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色
⑥報告書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保
存処理　⑩科学分析　等

0.60 人
非常勤
特別職

0.70 人 400件 314件

400件

4,288 千円 臨時職員 0.52 人 321件

臨時職員 0.50 人 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

7,788 7,039

0.50 人
非常勤
特別職

0.90 人 H29年度目標

目標達成済

5件

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28予算現額 H28決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文
化財保護条例

施設全体に目を配り、日々の維持管理を行
いながら、小さな修繕箇所を発見し、職員
ができることは業者任せにせず、自分たち
で実施するよう努めた。

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

①センター来館者数

②年間開館日数（臨時開館を含
む）

年間の施設修繕件数

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な施設管理をすることが目的
であるため、修繕実施数を指標とし、過去3年間
の年間修繕件数の平均値を必要数と考え目標
値とした。

H27年度目標
A

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

0.00 人

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,750 6,619

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,361千円 臨時職員 0.00 人

①5,468人

②246日

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土
遺物など収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、
埋蔵文化財に関する各種情報を後世に伝えるととも
に広く提供する施設として、安全かつ適正に管理す
るために、施設管理業務委託等による各種点検を着
実に実施し、修繕箇所を見極めて必要な修繕を実施
する。

0.85 人

H29年度目標

8,146 千円 臨時職員

5件

5件 10件

0.95 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

H28年度目標 H28実績
施設建設後20年以上が経過し、想定外の
箇所に不具合が生じて急な修繕を要するこ
とも増えてきており、計画的な器具交換を
実施するなど、行うべき時期を見て適切な
管理を行っていきたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.05 人

6件

収蔵庫と図面保管庫の再整理を行い、収
蔵スペースを確保するとともに資料散逸を
防いだ。また、保存処理が必要な遺物を選
定して、今後の遺物保存処理計画をつくっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

出土遺物整理作業員（臨時職員）に指示を
出せる職員が減少すれば、未整理の遺物
数が増加することになるため、専門性を有
する職員の配属が課題である。また、現配
属職員の資質向上を図っていく必要もあ
る。



項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

実施計画ランク

重要

市民プール管理
運営事業

期間

昭和47年度～

昭和45年度～

実施計画ランク

重要

屋内体育施設管
理運営事業

期間

昭和51年度～

期間

昭和48年度～

実施計画ランク

重要

屋外体育施設管
理運営事業

期間

実施計画ランク

重要

学校体育施設管
理委託事業

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用者数

②

③

学校開放運営委員会による組織開放率
(組織開放校÷市内小・中学校数)×１００

市内小中学校の全てを組織開放にすることを目
標としている。

H27年度目標 H27実績
S

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,782 5,782

事業の種別

平成29年度から組織開放の実施校を増や
すため、西富小と中富小の利用団体と学校
に説明を行い理解を得た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、社会教育法 5,761 5,721

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

各地区学校開放運営委員会が委託契約に基づき、
学校体育施設を市民に開放するため、利用者の調
整や手続きなどの管理運営を行っている。また、利
用者が安全かつ快適に利用できるよう開放時におけ
る施設設備の保全、利用者に対する使用の指導助
言や施設、設備の使用許可なども行っている。

0.47 人
非常勤
特別職

0 人 91% 87%

目標達成済91% 91%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,070千円 臨時職員 0 人 ①479,909人

②

③

H28年度目標 H28実績
平成３０年度から若松小学校が組織開放と
なる見込みであり、残りの学校についても
学校関係者や利用者、近隣住民の理解を
得ながら、全ての小中学校を組織開放にし
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1.05 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

9,004 千円 臨時職員 0 人 96%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①施設利用件数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用件数÷利用可能件数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

H27年度目標 H27実績
Ｂ

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 124,534 123,060

事業の種別

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険個所の修繕を行った。
・安定的に施設を利用できるよう、敷地を借
地で運用している運動場の用地買収を一
部行った。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条
例、所沢市都市公園条例・同施行規則

124,334 122,194

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

屋外体育施設をスポーツ、レクリエーションの場とし
ての利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進
に寄与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システムに
よる登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の整
備、維持管理を行う。（グラウンド整備、受付業務、
施設修繕、事業用物品の購入、点検、施設用地購
入、改修工事等）

2.60 人
非常勤
特別職

0 人 63% 61%

平成28年度目標値には到達しなかったものの、
平成27年度実績を維持することができた。目標
未達成は屋外施設が天候に左右されるためと考
える。

75% 61%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

22,516千円 臨時職員 3 人 ①29,211件

②283,589人

③22,499,510円

H28年度目標 H28実績 良好な環境で、屋外体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに生涯スポーツの振興が図られる。
そのため、引き続き必要な修繕を行い、利
用者が安心して利用できる施設の管理・運
営をしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2.77 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

23,753 千円 臨時職員 3 人 75%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①施設利用件数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用件数÷利用可能件数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

H27年度目標 H27実績
S

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 209,707 193,682

事業の種別

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険個所の修繕を行った。
・障害者スポーツを振興する上で使用状況
により施設を破損する場合があるかの検討
を要するものがあり、実証を行った。（車い
すバスケのサブアリーナ利用について可と
した）

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 205,751 189,565

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

屋内体育施設をスポーツ、レクリエーションの場とし
ての利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進
に寄与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システムに
よる登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の整
備、維持管理を行う。（受付業務、施設修繕、事業用
物品の購入、点検、施設用地購入、改修工事等）

1.36 人
非常勤
特別職

0 人 70% 68%

目標達成済70%

0.66 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

11,778千円 臨時職員 6 人
①101,373件

②565,293人

③95,943,450円

H28年度目標 H28実績 良好な環境で、屋内体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに生涯スポーツの振興が図られる。
そのため、引き続き必要な修繕を行い、利
用者が安心して利用できる施設の管理・運
営をしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

5,660 千円 臨時職員 6 人 75%

目標設定の考え方・根拠

①年間利用者数

②年間使用料収入

③

1日あたりの利用者数（年間利用者数÷開催日
数）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、1日あたりの利用者数を
指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

H27年度目標

74%

H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

スポーツ基本法、所沢市都市公園条例・同規則

C

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 38,143

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

北野公園に市民プールを設置し、開設期間である７
月中旬から８月３１日まで運営。夏季におけるスポー
ツ、レクリエーションの場としての利用に供し、広く利
用者の余暇活動、健康増進に寄与する。
・開設中の運営は、民間業者に委託
・清掃・受付業務・事業用備品の購入、点検等

0.40 人
非常勤
特別職

0 人 1,000人 694人

一
般

H27予算現額

平成28年度は天候不順により、利用者数の減少
傾向が見られた。特に8月下旬については、気温
の低下とともに利用者数が減少した。

1,000人

3,464千円 臨時職員 0 人 ①27,917人

②6,498,170円

③

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

634人

0.56 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

4,802 千円 臨時職員 0 人 1,000人

成果指標の目標値は達成できてお
り、平成29年度と平成30年度につ
いても計画的に組織開放校を増や
す取り組みを行っている。

成果指標の目標値は達成できな
かったが、１日あたりの利用者数と
いう指標が、天候などの条件に左
右されることから、一概には判断で
きないものと考えられる。
より一層市民の余暇の拡大につな
がるよう、施設の運営に努めていき
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

施設の老朽化が著しく進んでいることから、
修繕を含めた施設の安全管理・運営が必
要である。

今後においても、より一層市民の余
暇の拡大、健康増進につながるよ
う、施設の運営に努めていきたい。

成果指標の目標値は達成できてお
り、一定の成果が挙げられていると
考えている。
今後においても、より一層市民の余
暇の拡大、健康増進につながるよ
う、施設の運営に努めていきたい。

市民プール利用者を対象とした熱中症予
防講座を開催した。
また、安全管理を徹底するため、職員によ
る定期的な見回りを強化した。

有

第４章　教育・文化・スポーツ  第６節　スポーツ振興

38,477 37,769

35,743

事業の種別
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

□ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子平成２年度～

期間

昭和52年度～

実施計画ランク

重要

所沢シティマラソ
ン大会開催事業

期間

航空記念公園多
目的運動場人工
芝化事業

期間

平成１８年度～

実施計画ランク

重要

スポーツ教室開催
事業

重要

体育施設整備事
業

期間

昭和47年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①体育施設整備費執行額（修
繕）

②体育施設整備費執行額（工
事）

③

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×
100）

施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化
に対応しながら、安全かつ快適な施設運営を
行っていく。

H27年度目標 H27実績
S

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,200 11,180

事業の種別

テニスコート人工芝の部分補修、屋外施設
のトイレ、市民体育館メインアリーナフロー
リング貼替修繕等行った。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例 9,935 9,515

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図る
ため、利用者が安全かつ快適に利用できるよう体育
施設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整備
を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に基づく
改修工事を行う。③緊急性の高いものについては、
随時、修繕を実施する。④新たなスポーツ施設の整
備を検討する。

0.91 人
非常勤
特別職

0 人 100% 100%

目標達成済100% 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

7,881千円 臨時職員 0 人 ①6,490,928円

②3,024,000円

③

H28年度目標 H28実績

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめるよ
う、計画的な施設整備、既存施設の修繕を
行っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.51 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

4,373 千円 臨時職員 0 人 100%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①埼玉県との打合せ回数

②

③

埼玉県との協議内容と工事予定内容
所沢航空記念公園運動場の人工芝化工事は埼
玉県が実施するため、埼玉県による事業計画
（工事予定内容等）の進捗を目標とした。

H27年度目標 H27実績
S

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

事業の種別

埼玉県による人工芝化工事の設計業務が
行われたため、所沢市の要望が取り入れら
れるように協議を進めた。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

埼玉県が管理する所沢航空記念公園内の運動場に
ついて、多目的人工芝運動場として整備し、サッカー
等のスポーツ施設として活用できるよう埼玉県と協
議を進める。
改修工事を実施するにあたり、その費用の概ね1/3
を埼玉県に寄付をする。なお、人工芝の多目的運動
場として整備することにより、市民の利用機会の増
大を図る。

0.15 人
非常勤
特別職

0 人
県による設計業務の予
算化

県による設計業務の予
算化

目標達成済
県による設計業務の実
施

県による設計業務の実
施

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

1,299千円 臨時職員 0 人 ①3回

②

③

H28年度目標 H28実績
平成２９年度から３ヶ年かけて埼玉県が人
工芝化を含めた施設整備工事を行う。所沢
市としての要望を取り入れてもらうように協
議を続けるとともに、事業費の１／３を３年
間、埼玉県に寄附する。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.46 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

3,945 千円 臨時職員 0 人 県による人工芝・防球ネット工事

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①参加者募集人数

②教室参加者数

③教室開催数

教室参加者数

地域社会への参加や自らの意思によって学習意
欲や探求心を維持し、良き趣味を持ち、生きがい
のある日々を過ごすことができるよう運動を通し
て健康・体力つくりを行うことが必要であることか
ら、参加者数を目標とした。

H27年度目標 H27実績
S

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 214 122

事業の種別

小学生から中高年対象の教室を開催して
いたが、新たに未就学児対象（親子）の教
室を開催した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 186 76

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業予
定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各まちづく
りセンター、コミュニティーセンター等に配付する。随
時日程に合わせ生涯学習情報紙にて募集を行う。
運動を通し健康維持を図ると共にスポーツニーズに
応え、生涯を通してスポーツに親しむきっかけをつく
る。

0.29 人
非常勤
特別職

0 人 760人 1,006人

目標達成済760人 934人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,511千円 臨時職員 0 人 ①760人

②934人

③103回

H28年度目標 H28実績 担当地区という枠ではなく市全体でどんな
運動事業ができるか、また、高齢者対象の
事業の他に児童館等、他との施設の協力
を得ながら教室を開催し、運動する機会の
少ない親等の健康体力つくりの場を提供し
ていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.42 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

3,602 千円 臨時職員 0 人 710人

目標設定の考え方・根拠

①申込者数

②出走者数

③会議開催回数

参加者増加率
（今大会参加者数÷前大会参加者数×100）

前年大会参加者から今大会参加者がどれだけ
増加したかをパーセンテージで算出。
前回大会からの参加者の増加を視覚的に示した
目標。

H27年度目標 H27実績

8,000

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合 A

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,000

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 8,000 8,000

H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市のメインイベントとして市のＰＲとともに、市民
の健康づくりや人とのふれあいの場を提供し誰でも
参加できることから、生涯にわたる豊かなスポーツラ
イフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種スポーツ
団体から選出された役員他で構成された実行委員
会を組織し、ハーフの部を含む５部門を実施。

2.43 人
非常勤
特別職

0 人 100% 96%

今大会では、西武ドームの関係で、開催が例年
の１２月第１日曜日から第２日曜日に変更になっ
たため、周知に努めたが参加者が減少した。

100% 95%

21,044千円 臨時職員 0 人 ①7,282人

②6,270人

③12回

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2.96 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

25,382 千円 臨時職員 0 人

今後も、市の冬の風物詩として定
着している市民マラソンを通じて、
各世代のスポーツに対する意識の
醸成や市のＰＲを積極的に行って
いく。

埼玉県が平成２９年度から人工芝
化の工事を行う予定である。所沢
市として、事業費の１／３を寄付す
ることから、要望を取り入れてもらう
ように今後も協議を継続する。

体育施設は年々老朽化が著しく進
んでいることから、安全かつ快適な
施設運営のためにも、引き続き施
設の修繕、改修に努めていきたい。

安全面の考慮や早期の交通解除を図るた
め、3ｋｍの折り返し地点を変更した。また、
ドーム内のゴール地点を変更することによ
り、安全な導線の確保に努めた。

有

スポーツを楽しむ機会の提供のた
め、スポーツ振興課の主催事業教
室の他に、各地区体育館の教室の
広報を行っている。
自治会館サークル等への指導者の
確保、育成、またその質の向上を
図って行きたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

昨年、不正事案があり、今回はその対策を
求めらえれている。また、他市での大会が
増え、年々、参加者の減少がみられるた
め、今後は大会内容ＰＲなどを工夫する必
要がある。
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

期間

昭和48年度～

実施計画ランク

重要

昭和29年度～

実施計画ランク

重要

体育協会補助金

期間

体力つくり市民会
議交付金

期間

昭和47年度～

実施計画ランク

重要

スポーツ少年団補
助金

実施計画ランク

重要

陸上競技選手権
大会支援事業

期間

平成12年度～

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

目標設定の考え方・根拠

①参加者数

②

③

定員達成率
(本年度延べ参加者数／定員1,000人×１００)

定員の1,000人に対して大会の述べ参加人数が
上回るようにすることを目標としている。

H27年度目標 H27実績

850

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

所沢市陸上競技選手権大会実行委員会交付金交
付要綱

S

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 850

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

850 850

H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市体育協会・市内高等学校陸上競技部教諭・
市中学校体育連盟陸上競技専門部・市小学校体育
連盟・早稲田大学競走部等で陸上競技選手権大会
実行委員会を組織し、埼玉陸上競技協会の共催に
より、日本陸連の公認記録大会（高校以上は陸連登
録者のみ公認記録となる）として実施している。

1.04 人
非常勤
特別職

0 人 100% 152%

目標達成済100% 142%

9,006千円 臨時職員 0 人 ①1,421人

②

③

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

1.09 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

9,347 千円 臨時職員 0 人 100%

目標設定の考え方・根拠

①大会参加者数

②

③

大会参加者数維持率
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

体力つくり事業として実施している各種スポーツ
大会の参加者数を増やしていく。

H27年度目標 H27実績

2,700

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付要綱

S

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,700

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

2,700 2,700

H28目標値が未達成の理由・分析

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリエーション
大会や各種教室の実施を通じて、ゆとりある市民生
活や体力の向上発展に寄与している。また、各支部
への支援を行なうことにより市民の生涯スポーツへ
の機会の提供を行う。この組織の活動を支援するこ
とを目的としている。

0.19 人
非常勤
特別職

0 人 100% 74%

目標達成済100%

1,645千円 臨時職員 0 人 ①2,183人

②

③

H28年度目標

臨時職員 0 人 1

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

107%

0.19 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

1,629 千円

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①登録団員数

②登録団体

③

団員数の維持率
（今年度団員数÷前年度団員数×100）

少子化傾向にあるものの、スポーツ少年団の周
知や魅力を高め、団員数を維持していくもの。

H27年度目標 H27実績
S

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,110 1,110

事業の種別

インターネットでチームや選手、指導者の
登録手続きが可能となった。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱 1,110 1,110

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心身の
健全な育成及び鍛錬することを目的に結成した単位
スポーツ少年団を、育成･支援するために「所沢市ス
ポーツ少年団」が結成された。この組織が行う事業と
組織の充実を図るために、交付金の交付を開始し
た。

0.53 人
非常勤
特別職

0 人 100% 93%

目標達成済100% 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

4,590千円 臨時職員 0 人 ①2,029人

②72団体

③

H28年度目標 H28実績

インターネットやＳＮＳなど活用して、スポー
ツ少年団の周知を行って、団員数の数を確
保していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.34 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

2,916 千円 臨時職員 0 人 100%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①加盟団体数

②競技団体登録数

③

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団員数÷加盟団員数×
100）

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市体育協会加盟団体の全てが市民を対
象とした講習や大会を開催するように促してい
く。

H27年度目標 H27実績
Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000 3,000

事業の種別

体育協会の加盟団体に働きかけ、市民を
対象とした事業が３団体増えた。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱 3,000 3,000

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力向上
とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市民生活の
向上発展を目的に設立された当協会に交付金を交
付することにより、この協会設立目的達成を支援す
る。

0.33 人
非常勤
特別職

0 人 100% 70%

屋外競技では事業の実施が天候に左右され、実
施できなかった団体があったため。

100%

0.25 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

2,858千円 臨時職員 0 人 ①37団体

②24団体

③

H28年度目標 H28実績

天候に左右される団体は予備日を設ける
など、必ず実施できるように会場の確保な
どで支援していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

2,144 千円 臨時職員 0 人 100%

84%

陸上競技選手権大会も17回を実施
しており、陸上競技大会として定着
している。また、ここ数年の延べ参
加人数は、安定して定員の1,000人
を上回っている。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

大会の開催期日を決める際には、参加や
協力に影響が大きい中体連と調整する必
要がある。

会場となる早稲田大学のＯＢで活躍した選
手の特別レースを５本実施し、魅力のある
大会とした。

有

所沢市民の健康と体力向上のた
め、その実践活動の促進と関係団
体相互の連絡調整を行っている。
市全体的なスポーツ大会をはじ
め、各支部で運動会や各種スポー
ツ大会及び講習会などを実施して
いる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

幅広く市民がスポーツに親しむことができ
るように、スポーツに関心のない市民も参
加したくなる種目や内容に改めるなど充実
させる必要がある。

ソフトバレーボールの大会が地区の大会と
重なる日があったので、開催期日を調整し
た。

無

児童数は減少傾向にあるものの、
スポーツ少年団の登録団員数は前
年度並みに確保している。

体育協会が中心となり、所沢シティ
マラソン大会や所沢市陸上競技選
手権大会の運営を行っている。ま
た、市民を対象としたスポーツの講
習会や大会数も増加傾向にある。
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　海老沢　康子

重要

健康体操推進事
業

期間

平成19年度～

実施計画ランク

重要

平成12年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

総合型地域ス
ポーツクラブ支援
事業

期間

実施計画ランク

重要

レクリエーション協
会補助金

期間

平成11年度～

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

ス
ポー
ツ振
興課

目標設定の考え方・根拠

①会員数

②加盟団体数

③

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団員数÷加盟団員数×
100）

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市レクリエーション協会加盟団体の全て
が市民を対象とした講習や大会を開催するよう
に促していく。

H27年度目標

600

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助
金交付要綱

Ｂ

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 600

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

600 600

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

レクリエーションを原動力として、市民と共に地域の
活性化を図る活動を繰り広げていくため設置され、
当該団体の活動を支援するために補助を開始した。
近年少子高齢社会が進んでいる中、レクリエーショ
ンを通じて、市民の健康増進を図るとともに関係団
体相互の親睦を密にし、レクリエーション運動の推進
を図る。

0.48 人
非常勤
特別職

0 人 100% 85%

屋外競技では事業の実施が天候に左右され、実
施できなかった団体があったため。

100%

4,157千円 臨時職員 0 人 ①3,184人

②13団体

③

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

85%

0.39 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

3,344 千円 臨時職員 0 人 100%

目標設定の考え方・根拠

①会員数

②参加者数

③種目別活動数

会員数維持率
（今年度会員数÷前年度会員数×100）

スポーツクラブの周知や魅力を高め、会員数を
維持していくことを目標とする。

H27年度目標 H27実績

0

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

スポーツ基本法

A

H28年度に改善した点

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

0 0

H28目標値が未達成の理由・分析

所沢市総合型地域スポーツクラブの活動支援を行う
ことで、クラブの拡充による住民自治活動の推進や
スポーツ人口の拡大など、生涯継続していくことがで
きるスポーツ活動の振興に寄与するため。

0.07 人
非常勤
特別職

0 人 100% 98%

新規の入会数よりも会員の高齢化により退会す
る人数が多かったため。

100% 97%

606千円 臨時職員 0 人 ①1,167人

②34,827人

③15団体

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.04 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

343 千円 臨時職員 0 人 100%

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①推進事業開催回数

②事業参加者数

③

所沢健康体操の普及目標

急激に進む高齢社会にあって、高齢化に伴った
生活習慣病が増加しているなか、元気で暮らせ
る「健康寿命」を少しでも延ばして行くために所沢
市民約1/3の普及を目標とした。

H27年度目標 H27実績
C

H28年度に改善した点

無 有

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 309 309

事業の種別

とこしゃん協力会（支援団体）のさらなる技
術向上を図るため、研修会の機会を増やし
た。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

スポーツ基本法 0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

誰もができる市独自の健康体操を作り、主に高齢者
を対象に地域の自治会・町内会館で地域の方の協
力によって広めていくことで「健康寿命」を延ばし、健
康で元気な地域社会を実現する。
①体操普及への協力者（協力団体）に趣旨説明を行
う。②市独自の健康体操「とこしゃん体操」を公民館
などで行い、協力を依頼する。③地区連合会・学校
開放等で体験事業を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0 人 100,000人 37,245人

現在、健康体操推進事業の主な対象者を高齢者
としており、若年層を対象とした事業は少ないた
め、目標値に達していないと考える。
今後は若年層も対象とした事業の拡充も視野に
入れ、事業内容を検討していく

100,000人 32,312人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,464千円 臨時職員 0 人 ①926回

②32,312人

③

H28年度目標 H28実績

「健康寿命」が延びるよう地域や関係団体
を対象として普及を行っていくと共に、指導
者育成事業も充実を図る必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.30 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

2,573 千円 臨時職員 0 人 100,000人

急激に進む高齢社会をむかえ、い
つまでも元気で、豊かな生活を送
れることが求められている。こうした
状況の中で、本健康体操を作り、地
域への推進を図ってきた。各地区
で親しまれ、健康体操としての効果
は上がってきてはいるとは思うが、
周知されていない市民に今後も伝
わるよう活動していきたい。

市民にレクリエーション活動の普及
のため、毎年2月にレクリエーション
まつりを開催している。また、市民
を対象としたスポーツの講習会や
大会数を増す取り組みを行ってい
る。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

天候に左右される団体は予備日を設ける
など、必ず実施できるように会場の確保な
どで支援していく。

レクリエーションまつりにおいて、ボッチャの
コーナーを設け、市民に障がい者スポーツ
の周知を図った。

無

無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

地域住民を中心とした運営により、
18年目を迎えた。種目についても、
年々増え15種目となった。成果指
標についても、新規会員の獲得に
向けた取り組みを行っており、おお
むね目標を達成している。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

クラブの周知を図るとともに、魅力ある活動
を通じて、会員数の増加を図っていく。

会員数を増加させるため、種目別ごとに市
民向けの講習会を充実させた。

無

表彰者や関係者だけでなく、幅広く市民が
関心をもって参加いただけるよう、内容を
充実させるとともに、インターネットやＳＮＳ
を活用して事業の周知を充実させていく。

事業の種別

一
般

H27予算現額

119

スポーツ大賞表彰
式開催事業

根拠法令 H28予算現額

事業の目的及び具体的な内容

所沢市スポーツ大賞設置及び表彰要綱 119

S

毎年、スポーツ大賞を盛り上げる取
り組みを行っており、近年は商業観
光課と連携して所沢市観光大使に
出演いただき、参加者から好評を
得ている。

H28年度に改善した点

無

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

スポーツ大賞を格式あるものとするため、受賞者
をはじめ、より多くの市民が関心を持つように、参
加者数を目標とした。

所沢市観光大使のＪＡＹ’Ｓ　ＧＡＲＤＥＮに
参加いただき、ミニコンサートを実施し、表
彰式を盛り上げた。

H28目標値が未達成の理由・分析

自治事務

105

法定受託事務 法定受託＋附加 133

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

①候補者推薦件数

②

③

表彰式参加者数
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

H28決算額（見込み）

H28実績スポーツ界で優秀な成績を収めたもの及びスポーツ
の振興に寄与したものを顕彰することで、市民のス
ポーツ活動への参加意欲を喚起することを目的とす
る。

0.62 人
非常勤
特別職

0 人 100% 116%

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 109%

100%

目標達成済

5,369千円 臨時職員 0 人 ①57人

②

③

H28年度目標

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

昭和47年度～ 5,574 千円 臨時職員 0 人



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

目標を達成出来ているため。

成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果が挙げられているも
のと考えられる。
また、参加団体数・新規参加団体
数についても、充分な実績を残して
いる。

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

優先

農商工連携きっか
けづくり事業

期間

H23年度～

産業振興ビジョン
策定事業

期間

H28年度～H29年
度

産業
振興
課

産業
振興
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無無

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①地域産業実態調査対象
事業者数
②所沢市産業振興ビジョン
策定委員会開催数
③産業関連団体との懇談
会参加団体数

産業振興ビジョン作成に係る進捗状況
H28～29年度の2ヶ年で策定をする事業計画とし
ており、H28年度は素案作成までを目標とした。

H27年度目標
A

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

H28年度の新規事業のため、無し。
根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 8,635 8,525

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

本市産業施策の今後の方向性を示すビジョンを策定する
ため、事業者に対するアンケート調査により基礎的情報を
収集・分析するとともに、外部委員による検討を行うもの。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

目標達成済素案作成

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人 ①3,105者

②3回

③14団体

H28年度目標 H28実績

11月までに委員会を4回及び産業関連団
体との懇談会を開催し、パブリックコメント
を実施することから、スケジュール管理が
課題となる。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

素案作成

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

11,148 千円 臨時職員 0.00 人 完成

3,859 千円

農業者、飲食店業者、食品加工業者の情報交換・ビジネス
マッチングの機会として「農商工連携のためのきっかけづく
り交流会」を開催するもの。

0.45 人 0.00 人
非常勤
特別職

5,456千円

0.63 人

H28正規職員
人件費

①42団体

②17団体

③1件

0.00 人臨時職員

H29年度目標

1件0.00 人臨時職員

1件1件0.00 人
非常勤
特別職

農業者・商業者・工業者などによる、自主
的・継続的なマッチング機会の創出が求め
られている。また、連携事業の把握と情報
提供も課題としてあげられる。

H28実績

1件1件
H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数

39285

4590

目標達成済

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

自治事務 法定受託事務

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合一

般

事業の種別

法定受託＋附加

H28年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

所沢市地域産業実態調査において、農商
工連携に関心を寄せていた農業者のリス
トを作成し、交流会の参加を促した。
また、新事業創出の気運を高めるため、交
流会の場で支援制度の紹介と、食品加工
事業者による事業創出に必要なノウハウ
についての講演を行った。

事業目的がビジネスマッチングの機会創出であ
ることから、新事業を少なくとも1件以上創出す
ることを目標とした。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

第５章　産業・経済

農商工連携により創出された新事業数

H27決算額H27予算現額 指標名



項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局長　小寺　勉

期間

S53年度～

環境保全型農業
支援交付金交付
事業

期間

H２４年度～

実施計画ランク

優先

「農委だより」発行
事業

実施計画ランク

優先

農業基盤整備推
進事業

期間

Ｈ２０年度～

実施計画ランク

重要

環境にやさしい農
業推進事業

期間

H１４年度～

実施計画ランク

重要

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
委員
会事
務局

農業
振興
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

指標名

H28目標値が未達成の理由・分析

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

①農道・待避所の境界石復
元

②

③

農道完成率
全ての地権者より所有権を移転させ、農道を完
成させることを目標としているため、供用部分延
長／全長の数値を目標値としている。

H27年度目標 H27実績
Ｂ

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 41,000 39,997

２８年３月に供用開始し、年間を通して問
題なく管理を行うことができた。農道の分
断箇所にはバリケードと待避所を設置し安
全面を強化した。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 10,000 9,720

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容

　大型農業機械の導入や農業経営の規模拡大等のため、
中富字月野原地区の耕作地中央部分に東西を結ぶ農道
（連絡道）を整備し、管理していく。平成２８年４月に供用開
始。その後、農道の境界石復元測量や管理図面の作成を
委託した。

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 97

臨時職員 0.00 人 100

２８年度は境界石の復元測量や管理図面の作
成を実施することができた。
全ての地権者からすべての分筆登記は終わら
せることができたものの、未だ１名の地権者につ
いては同意が得られず所有権の移転ができな
かった。

100 97

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

3,204千円 臨時職員 0.00 人 ①延長１，２０３ｍ
境界石２２８本

②

③

H28年度目標 H28実績

今後は反対している地権者の同意を得て
所有権移転及び工事をし、全線開通を目
指す。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,201 千円

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,500 965

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①フェロモントラップ設置農
家数
②緑肥購入農家数
③生分解性マルチフィルム
購入農家数

H28年度に改善した点

0.00 人 ①１１９戸

②５８戸

③４３戸

H28実績

有

事業参加農家戸数
（フェロモントラップ設置農家数＋緑肥購入農家
数＋生分解性マルチ購入農家数）

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増
やすことが当該事業の目的となっているため、
事業の利用者数を指標とする。
目標値としては、市内の全農業者の利用を目指
し、前年の水準を維持することを目標とした。

H27年度目標 H27実績

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,226

Ｃ
210

H29年度目標

いるま野農業協同組合、川越農林振興セ
ンターと意見交換会を開き、補助を利用で
きるメニューの見直しや、農業者へのアプ
ローチの仕方について検討した。

いるま野農業協同組合と協力し、農業者への周
知を図っているが、以前使用したことがあり、そ
の際に使いづらかった印象が残ってしまってい
る人が多数おり、そのため導入が思うように進
まないと考えられる。

H28年度目標

0.00 人

980

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.00 人 520

1,732千円 臨時職員
フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信攪
乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２以
内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共存
を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。

0.20 人

1,458 千円 臨時職員 500

事業の種別

一
般

H27予算現額

事業の種別

非常勤
特別職

0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

520

既に供用開始を始めており、管理
台帳も整備済みとなったものの、未
だに１名の地権者からは同意が得
られず、農道が分断されている状
況であるため。

市内の全農業者の利用を長期的な
目標としているため、目標の達成率
が低くなってしまっている。
農薬の適正使用及び使用量の削
減、緑肥作物による有機農業の推
進及び周辺住環境への配慮、生分
解性マルチフィルムでの農業廃棄
物の削減による地球温暖化防止、
安全安心な農産物の生産、土埃に
よる被害軽減につながる有益な事
業であり、今後も引き続き実施して
いく。

　環境保全型農業に取り組む方が
増えたことに伴い、目標としていた
面積を達成することができた。
　今後も、本事業の周知を図り、環
境保全型農業の拡大・推進に努め
ていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

環境保全型農業に取り組んでいる農家同
士のつながりが弱いため、交流機会を設
けることで活発な意見交換を行い、環境保
全型農業の拡大・推進を支援していく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

以前利用して使いづらいと感じ、導入をた
めらっている農家に対して、川越農林振興
センターの技術普及担当者の協力を得な
がら、製品が技術的に向上し、省力化にも
つながることを情報提供していく。

220

0.17 人

H28正規職員
人件費

臨時職員

①2回

②1,912戸

非常勤
特別職

臨時職員

1,201 千円

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、いるま野農業協同組合を通じて市内農業者
に配布する。併せて、いるま野農業協同組合各支店や各ま
ちづくりセンターに配架するとともに、市ホームページに掲
載する。

H28年度目標

0.14 人

100
H28その他職員
従事割合

100

H29年度目標0.00 人

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

1000.00 人

100

H28実績

農業委員会等に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

目標達成済

100

事業の目的及び具体的な内容

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

①発行回数

③配布戸数

584585

585594

無

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

制度等の改正事項や農業委員会が実施
する事業等を効果的に伝えるため、文字
の大きさやレイアウトの工夫など読みやす
い紙面構成に努めた。

市内農業者への情報提供が目的であることから
配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目標
とする。

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き広報の役割
を果たせるよう事業を継続してい
く。

引き続き、有意義な情報を適切に提供す
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H27決算額H27予算現額

0.00 人臨時職員1,372 千円

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.16 人

事業の種別

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等に
よる環境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上
が図られるような農業者の取組等に対し支援を行う。農業
者が行う地球温暖化防止、生物多様性保全等に資する取
組が対象となる。化学肥料、化学合成農薬を都道府県の
慣行レベルから原則５割以上低減する取組とあわせて、①
～③のいずれかの取組ひとつを選択して実施
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全
に資する施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しな
い農業）の取組

一
般 0.14 人

1,212千円

0.15 人

H27正規職員
人件費

H28実績臨時職員 H28年度目標

0.00 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

①1,000a

②

③

0.00 人

①有機農業の取組面積

②

③

400400

695

1,299千円

667a500a

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

無有

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

H28目標値が未達成の理由・分析

H29年度目標

600a

800
環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱
所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領

411a500a0.00 人
非常勤
特別職

無

H27決算額H27予算現額

一
般

第５章　産業・経済  第１節　農業

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

指標名

指標名

農業経営基盤強化促進法に基づく農地貸
借の手続きを調整することで、環境保全型
農業に取り組んでいる者の農地拡大を促
した。

化学肥料・農薬等による環境負荷軽減といった
環境保全型農業の維持・拡大を図ることを目的
としているため、環境保全型農業に取り組んだ
面積を指標とする。

環境保全型農業に取り組んだ面積



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局長　小寺　勉

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局長　小寺　勉

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局長　小寺　勉

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

重要

営農開始給付金
事業

期間

Ｈ２４年度～

実施計画ランク

優先

農地基本台帳情
報整備事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

H11年度～

実施計画ランク

優先

所沢市農地サ
ポート事業

期間

H22年度～

実施計画ランク

優先

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

期間

農業
委員
会事
務局

農業
委員
会事
務局

農業
振興
課

農業
委員
会事
務局

平成２８年度は、新たに３名の新規
就農者を受け入れ、現在も安定的
に農業を継続している。

30.00 人臨時職員1,887 千円

　農業経営を開始した４５歳未満の独立・自営農業者で、
人・農地プランに地域の中心となる経営体として位置付け
られている、または、位置付けられることが確実と見込まれ
ている青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の安
定化を図るため、営農開始給付金を交付し、支援する。

H28年度目標①６名

②

③

2,338千円

0.22 人

33
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

330.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.27 人

今後は、埼玉県農業大学校などにも頻繁
に説明を行い、新たな担い手の確保に努
めたい。

H28実績

新規就農・経営継承総合支援事業実施要綱、所沢市営農
開始給付金事業実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

新規就農者数

①給付対象者人数

②

③

1,5001,500

9,0009,000

一
般 無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

これまで新規就農者を積極的に受け入れ
てきた結果、平成２８年度は３名と増加さ
せることができた。
特に平成２８年度は新規就農者向けパン
フレットを作成し、各所へ配布を行うなど、
ＰＲに努めた。

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
新たな担い手となる新規就農者の人数を目標と
して設定した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

1001.00 人臨時職員1,201 千円

法定化された農地台帳の公表に伴い、機構集積支援事業
費補助金を財源として、農地台帳の情報を整備する。

指標名

H28年度目標

①19,300筆

②19,300筆

1,645千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.14 人

100100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1001000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.00 人

0.19 人

農林水産省主導の統一された農地基本台
帳システムの導入が図られる予定である
ので、対応していく必要がある。

H28実績

農業委員会等に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

6631132

7721167

一
般

無無

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

農地の分合筆の情報を法務局より必要に
応じて入手し、より正確に情報を管理し
た。

農地基本台帳システムへの農地等情報の移動
を100％入力し、農地台帳を適正管理する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

200000.00 人臨時職員515 千円

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動化
を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポート
情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振興
課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動化を
図る。

指標名

H28年度目標

①3件

②16,478㎡

606千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.06 人

1647820000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

10155200000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.07 人

本制度を積極的に周知することにより、農
地の適正管理や遊休農地指導とも連携を
図り、効率的な利用集積に努める。

H28実績

所沢市農地サポート事業実施要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

利用集積農地面積（㎡）①売買及び貸借成立件数

②利用集積農地面積

00

00

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

農地の売り渡し･貸し付け情報を農業委員
に伝達し、農業者への情報提供に努め
た。

農地の利用集積が目的であることから利用集積
された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し･貸し付け希望に対して、買い受
け・借り入れ希望が少ないことを考慮した目標
値とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

農業者の高齢化や後継者不足が加速していく
中で、農地の供給に対して、需要となる希望者
が少なかった。

事業の種別

800.00 人臨時職員7,203 千円

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

指標名

H28年度目標①6日

②622,933㎡

③533,221㎡

80

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.84 人

8680
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H28実績

農地法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

臨時職員

H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

①現地調査日数

②遊休農地調査面積

③是正面積

是正されない農地の情報を売買･貸借を仲
介する農地中間管理機構に提供した。

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
目標値としては、前年度より増やすことを目指
す。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

87

190210

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

103217

H28目標値が未達成の理由・分析

9,959千円

0.00 人
非常勤
特別職

1.15 人

H27予算現額 H27決算額事業の種別

一
般

法定受託＋附加

指標名

法定受託事務自治事務

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地台帳の情報整備は
果たしている。
次年度以降も引き続き継続し、農
地情報を適正管理していく。

無有

H28年度に改善した点

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、遊休農地の発生防止・解消によ
り一層の成果を挙げられるように努
める。

目標未達成であったが、農地の流
動化及び効率的な集積を行うため
に必要な事業である。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層の成果を挙げられるよ
うに努める。



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

平成２０年度～

実施計画ランク

重要

家畜防疫対策事
業費補助事業

期間

Ｓ６２年度～

期間

Ｈ２７年度～

実施計画ランク

重要

認定農業者等経
営改善推進事業

期間

農地所有適格法
人等支援事業

期間

Ｈ27年度～Ｈ29年度

実施計画ランク

重要

新規就農円滑化
推進事業

実施計画ランク

重要

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
振興
課

平成２８年度は、合計６法人、１７，
０００㎡が農地の貸借を行い、対象
の農地所有適格法人等に支援する
ことができた。

新規就農者の農地拡大面積を大
幅に増加させることができた。

目標以上の成果が上がっており、
家畜伝染病の発生もなく、今年度
は一定の成果があげられたと考え
ている。

無無

10100.00 人臨時職員1,629 千円

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝染
病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、臭
気及び害虫等による周辺環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

H28年度目標①０頭

②１３８２頭

③３１頭

1,472千円

0.17 人

0.19 人

14131160
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

119611050.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H28実績

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

実施頭数の合計

①豚ｵｰｴｽｷｰ病対策事業

②豚丹毒(生)予防事業

③乳牛検査事業

5741,100

526900

一
般

H27予算現額事業の種別 H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

特になし

家畜伝染病の発生防止、周辺環境問題の発生
防止を図ることを目的としているため、予防接種
の実施頭数を指標としたい。
目標値としては、家畜（牛・豚）飼育頭数と事業
主体からの申請を基に、申請予想頭数を指標と
した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

国内及び近隣国における鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞや
牛・豚等の口蹄疫の発生により状況は急
変する。
引き続き防疫対策、環境対策の意識の向
上に努め、定期的にワクチン接種と検査を
実施していく。

0.00 人臨時職員2,058 千円

　認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設
整備に対して補助事業を実施する。
　①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する
施設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③環
境にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④その
他農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機械
の整備に対して、予算の範囲内において１事業主体あたり
総事業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助する。
ただし、施設の場合は１８０万円を限度とする。

指標名

H28年度目標
①１１件

②１件

③

1,819千円

0.21 人

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.24 人

1212
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

12

12120.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 農業後継者経営改善推進事業と同様の様
式を使用しているにもかかわらず、記載例
のマニュアルがそれぞれあり、説明が統一
されていない個所がある。内容を統一し、
混乱を回避するとともに、簡素化を図って
利用者にとってわかりやすいものにした
い。

H28実績

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経
営改善推進事業実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

①気象条件に左右されない
農業施設
②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械
③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械

14,36214,400

14,40014,400

一
般

H27予算現額

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

補助事業により導入された施設や機械へ
の補助事業名の印字を、より大きく見やす
いものとすることで、補助事業の認知度を
高めるとともに、周知を行い、認定農業者
に補助事業利用を促した。今までは前の
決裁をコピーして作成をしていた。上書き
のミスなどで労力や時間を消耗していたた
め、差込印刷を利用することで、事務の省
力化と効率化を図った。

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

認定農業者の経営を改善する上で
も有効な施策であり、今後も継続実
施が必要であるため。
事業希望者も多く、今後とも計画的
な予算執行を図っていく必要があ
る。

0.00 人臨時職員1,544 千円

　農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の
担い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化
のため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地
の賃借料の一部を補助し、支援する。

指標名

H28年度目標①３名（３機）

②23,836㎡

③

1,299千円

0.15 人 19500

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.18 人

2383619500
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額事業の種別

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

20000

H28実績

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

12634

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

新規就農者の農地拡大面積

①農業機械の導入

②新たな農地拡大面積

③

274650

7131,108

一
般

H27予算現額

無無

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

２８年度は新規就農者が３名増加すること
ができ、貸借をした新規就農者数も７名と
なったことから、農地拡大面積も大幅に増
えた。

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
新たな担い手となる新規就農者が農地を拡大
し、地域の中心的な経営体となる必要があるた
め、新規就農者の農地の拡大面積を目標設定
した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
２９年度もすでに５名の新規就農者がいる
ため、農地の拡大面積も増加することが見
込まれる。今後にわたり、新たな若手農家
希望者の掘り起しが必要である。

170000.00 人臨時職員1,029 千円

　遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、遊休農地等を耕作地として
拡張した際に、この農地所有適格法人等に対し、借り受け
る農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

指標名

H28年度目標①６法人

②１７，０００㎡

③

1,299千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.12 人

1700016000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額事業の種別

17000150000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.15 人

今後、ますます農地所有適格法人等の参
入を増やしていくために、農地中間管理機
構等を通して農地の集約化を図っていき
たい。

H28実績

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

農地所有適格法人等規模拡大面積

①対象法人数

②対象面積

③

105147

147147

一
般 無無

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

平成２８年度は、株式会社、ＮＰＯ法人、有
限会社など、多種多様な農業法人が農地
の貸借を行い、法人が体験農園を開設す
る動きもあった。

農業従事者の高齢化や後継者不足の進展、耕
作放棄地の増大という諸課題を解決するため、
新たな担い手となる農地所有適格法人等の規
模拡大面積を目標設定とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

期間

Ｈ８年度～

病害虫防除対策
事業

期間

Ｓ６３年度～

実施計画ランク

重要

認定農業者育成
事業

重要

農業経営基盤強
化資金利子助成
事業

期間

Ｈ１４年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

農業・農村パート
ナーシップ推進事
業

期間

Ｈ９年度～

実施計画ランク

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
振興
課

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、目標値をやや下回っ
ている（目標に対する実績の割合
89.5％）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

農業従事者の半数が女性であるが、女性
の農業経営への参画や男性の家事への
協力は低いのが現状である。農業分野に
おけるワークライフバランスや男女共同参
画を推進していくために、今後他団体との
連携や啓発活動などを進めていく。

無無

H28年度に改善した点

借入した1件の農業経営基盤強化
資金の利子助成に対し、遅滞なく
実施できているため。

事業の目的達成に向けて成果は出
ている。

消費者の食の安全安心への関心が高まる
中、環境にやさしい農業を推進するために
農薬の適正使用を進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後も認定農業者の技術向上を目的とし
ながら、受け入れやすいテーマに絞って開
催していきたい。

無無

H28年度に改善した点

①１回

②

③

0.00 人

0.26 人

4850
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

1,819千円

500.04 人臨時職員2,230 千円

H28年度目標

非常勤
特別職

0.21 人

H28実績臨時職員　効率的かつ安定的な農業経営に向けて意欲のある農業
者を育成する必要があるため、農業経営基盤強化促進法
等に基づき、農業経営改善計画書を提出してもらい、農用
地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切であり、そ
の他認定基準に適合する場合に認定農業者とする。

48500.00 人

H29年度目標

農業経営基盤強化促進法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

過去２年の実績（H26は543戸）に対して目標の
設定が高い。年々、農業者は減少する傾向にあ
るため、目標値の見直が必要である。

511700

一
般

認定農業者講演会の認定農業者等の参加人数

①講演会の開催回数

②

③

4040

4040

B

目標設定の考え方・根拠

平成２８年度は近年農業者や農業法人の
関心の高い農福連携をテーマに講演会を
行った。
実際に農業を行っている方が講師となった
ため、わかりやすい内容で認定農業者の
関心も高く、講演後は障がい者雇用に関
する質問が多数なされた。

認定農業者の技術向上を目的とした講演会の
開催であるため、講演会に参加した認定農業者
の参加人数を指標としている。

前年度と同数の参加者という結果であった。
農業者の関心の高いテーマに絞って講演会を
実施したものの、認定農業者全体の数が減って
いく中にあり、参加者数の目標を達成できな
かった。

H28目標値が未達成の理由・分析

講演会開催後、農福連携(講演会
のテーマ)に関する問い合わせなど
が増加しており、産業振興ビジョン
の策定にあたっても、障がい者雇
用に関して検討がなされている状
況である。

H27予算現額事業の種別

5000.00 人臨時職員1,286 千円

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

指標名

H28年度目標①４６４戸

②

③

1,126千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.15 人

464700
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.02 人 H28実績

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興
総合対策要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者へ
の支援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数
を指標としたい。
目標値としては、事業主体からの申請に基づき
実施するため、申請予想戸数となっている。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

薬剤補助を受けた農家戸数

①補助実施戸数

②

③

1,6351,635

1,6201,620

指標名

H28年度目標①１件

②

③

0.00 人

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

11
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

10.00 人臨時職員1,887 千円

693千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.22 人

事業の種別

　認定農業者が農業経営の改善を図るため、農業用機械
の導入や施設の整備のために借り入れた農業経営基盤強
化資金の利子の負担を軽減するために助成を行う。

一
般 0.13 人

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

220.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.08 人

新規の利子助成が無くなっているため、今
後は、平成23年度以前に借入した1件の
農業経営基盤強化資金の利子助成を継
続的かつ安定的に実施していく。

H28実績

農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要
綱、所沢市農業経営基盤強化資金利子助成金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

今後は新規の利子助成は行われず、今後の申
請については市を経由しない為、利子助成件数
が0となった際に事業の終了となるため、利子助
成実施件数を目標としている。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

利子助成実施件数

①農業経営基盤強化資金
の利子助成件数

②

③

4343

3939

指標名

H28年度目標①６回

②

③

0.02 人

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

94160
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

1000.00 人臨時職員1,372 千円

0.00 人
非常勤
特別職

3,377千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.16 人

事業の種別

女性農業者の経営能力の向上、家庭及び地域社会での意
識啓発活動を支援する。
男女共同参画意識の向上・意識啓発活動及び経営能力の
向上のため、勉強会、視察研修会、講演会等を実施する。

一
般

前年に比べ、勉強会（9人減）、視察研修（2人
減）への参加者が減少したため。

1051600.00 人
非常勤
特別職

0.39 人

H28実績臨時職員

H29年度目標

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

180180
男女共同参画社会基本法、所沢市補助金等交付規則、所
沢市農業振興総合対策要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

B

目標設定の考え方・根拠

特になし

勉強会、視察研修会、講演会等の実施により、
意識啓発を行うため、行事への参加延べ人数を
指標としたい。
目標値としては、前年実績よりも増やすことを目
標としたい。

一
般

参加延べ人数

①勉強会、視察研修会、講
演会等開催回数

②

③

195195

H27予算現額 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額事業の種別



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局長　小寺　勉

優先

農業者年金推進
事業

期間

Ｓ45年度～

実施計画ランク

重要

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

期間

Ｈ２５年度～

実施計画ランク

S58年度～

実施計画ランク

重要

農業後継者経営
改善推進事業

期間

Ｈ２０年度～

実施計画ランク

重要

農業後継者育成
確保推進事業

期間

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
委員
会事
務局

農業
振興
課

農業後継者の減少や農業従事者
の高齢化といった農業者を取り巻く
状況は依然存在し、後継者の育
成・確保は市の重要課題である。そ
のため農作業を効率化する施設及
び農業機械の導入補助は重要であ
り、今後も継続して行っていく必要
がある。

これまでは、イベント等の実施が中
心的であったところ、平成２８年度
は大学の先生方に産業振興ビジョ
ンの委員や、講習会の講師等に
なっていただき、より多くの農業的
知識を享受することができた。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

平成２５年７月に官学連携協定を締結し、
現在まで盛んに連携協定の取組がなされ
てきた。今後は継続的に交流を図るととも
に、大学の知的資源を活かし、農産物のブ
ランド化などに結び付けることができるとよ
い。

無無

H28年度に改善した点

20.00 人臨時職員1,458 千円

国民年金第一号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマ
ン並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

H28年度目標

①31人

②1人

1,819千円

0.17 人

12
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27実績H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

戸別訪問や若年農業者の集会で案内したが、
その後の更なる加入推進活動が必要であった。

04

31

一
般 0.21 人

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、より一層の周知
と加入推進活動を強化する。

H28実績

農業者年金基金法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析

長期加入による利点がある20歳代の若年農業
者、加入資格を得た新規就農者を対象としたこ
とを考慮した目標値とする。 目標未達成であったが、次年度以

降は農業者への説明機会を増大
し、更なる制度の周知を図り加入推
進に努める。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

新規加入者数（人）①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

1341

14

指標名

H28年度目標①２回

②３回

③３回

0.00 人

無無

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

農委だよりへの制度案内の掲載や戸別訪
問に加え、農業者の集会にパンフレットを
配布し周知に努めた。

88
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

80.00 人臨時職員2,315 千円

0.00 人
非常勤
特別職

2,338千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.27 人

事業の種別

　国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して
都市農業の重要性を再認識し、農業の担い手の育成・確
保や将来の農業経営にかかる問題解決に向けて、若手農
業者や先進的な取組を行っている農家との交流を通し、農
業の振興を図る。

目標達成済

970.00 人
非常勤
特別職

0.27 人

H28実績臨時職員

H29年度目標

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

141170特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

A

目標設定の考え方・根拠

平成２８年度は、産業振興ビジョンの委員
として東京農工大学の千年教授を副委員
長として迎え入れるなど、有識者として市
にアドバイスをしていただくことができた。

平成２５年７月に官学連携協定を締結し、現在
まで盛んに連携協定の取組がなされてきた。今
後も強固な連携を図っていくため、連携協定企
画として取組を実施した回数を目標設定した。ま
た、大学側の都合も考慮し、前年度と同等の目
標値とした。

一
般

連携・交流取組回数

①都市農業振興研究会（東
京農工大学連携推進協議
会）実施数
②イベント等実施数
③調査実習・講習会・委員
会等実施数

171288

H27予算現額

0.00 人臨時職員1,972 千円

　農業後継者が意欲的に農業経営の改善と省力化を推進
し、効率的な生産と生産物の品質向上を図ることが可能と
なるように補助する。
　農業後継者が集団を組織し、経営改善・省力化のための
機械や施設の整備を行い、補助事業の導入効果について
市に研究レポートを提出する。予算の範囲内において1事
業主体あたり総事業費の2分の1以内で135万円を限度とし
て補助する。

指標名

H28年度目標①５件

②

③

953千円

0.11 人 6

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.23 人

55
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額事業の種別

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

5

H28実績

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市農業後継者経営
改善推進事業実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

5

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

①機械・施設の導入件数

②

③

6,6006,750

5,8836,750

一
般 無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

本事業では、事業の周知を目的に、導入し
た機械・施設への事業名の記載（名入れ）
を義務付けている。名入れの事例集を作
成することで、名入れの誤りを減らした。

導入２年後の検査で、所得向上または労働時間
短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
事業の利用者の中には、何度も事業を利
用するヘビーユーザーも存在する。事業
の利用者が偏らないよう、事業を広く周知
し、生産性の向上のために必要としている
農業者に情報提供していきたい。

1,286 千円

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

指標名

H28年度目標①48名

②26名

③2回

1,732千円

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.15 人

4350
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H28実績

500.00 人臨時職員

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

農業青年とのふれあいイベントへの参加人数

①研修・交流会参加人数

②農業サポーター人数

③農業青年とのふれあいｲ
ﾍﾞﾝﾄ数

530530

一
般 0.20 人

所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

非常勤
特別職

臨時職員

参加する農業青年は、「農業後継者協議会」と
「４Ｈクラブ」の会員としているが、既に交際相手
がいる者も増え、男性参加者が例年に比べ少な
くなった。
また、女性参加者についても十分に確保できな
かった。

農業青年の中には、本事業にイベ
ントを通じて交際に至った参加者も
おり、後継者対策を図れていると考
える。
今後は、イベントに複数回参加した
が成果を上げられていない者につ
いて、結果を出せるような工夫を講
じていきたい。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

市内で耕作されていない農地が多く見受
けられることからも、後継者・労働力が足り
ていないことは明らかである。
今後は、農業サポーターの募集をより積極
的に行うなど、働き手の確保を推進してい
く。

44500.00 人

530530

無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

若手農業後継者の経営改善に資すること
を目的に、視察研修会を実施した。

農業青年と一般女性との交流機会を設け、イベ
ントへの参加者を確保することで、後継者対策
を図る。そのため、参加者数を指標とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別

法定受託＋附加

指標名



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

Ｓ５９年度～

実施計画ランク

重要

ところざわ新茶ま
つり開催事業

期間

Ｈ８年度～

期間

平成15年度～

実施計画ランク

重要

体験農場推進事
業

期間

体験農場利用者
ステップアップ事
業

期間

Ｈ２７年度～

実施計画ランク

最優先

地産地消推進事
業

実施計画ランク

重要

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
振興
課

農業
振興
課

　採れたて！農産物直売「とことこ
市」事業ではリピーターも増加する
など一定の評価を得ている。また、
体験学習型所沢農産物ＰＲ事業等
により所沢農産物の認知度も同様
に高まっている。
　学校給食での地場野菜使用率も
少しずつではあるが、上昇してい
る。

利用者の多くから「楽しんで利用し
ている」との声をいただいており、
事業目的に対して一定の成果が出
ている。

無有

H28年度に改善した点

無

600.04 人臨時職員2,401 千円

所沢市の特産品である狭山茶の普及宣伝を行うとともに、
市民と茶生産者の交流の場とする。
新茶の時期に合わせ、参加者に航空公園駅前茶園での茶
摘み、市役所庁舎での茶の講演会を実施する。さらに市役
所に来庁する一般市民に市役所西側広場で手揉み茶の
実演、新茶の試飲等を行う。平成２６年度からあわせて新
茶の予約販売を行うこととした。

H28年度目標①６０人

②５０人

③

3,291千円

0.28 人

6060
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

60600.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.02 人

0.38 人

特になし

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

お茶の淹れ方講習会参加者

①お茶の講習会への参加
者

②茶摘み体験参加者

③

251251

260260

一
般 無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

市民と茶生産者の交流の場とすることを目的と
しているため、お茶の淹れ方講習会参加者を指
標としたい。目標値としては、講習会で教えるこ
とができる人数を定員として設定しているため、
募集人数を指標としている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

目的達成に向けて著しく成果が出
ている

H27予算現額事業の種別

500.00 人臨時職員6,260 千円

　市民に農作業を体験していただき、農業への理解を深め
てもらうため、市内７箇所に体験農場を設置し、貸し出して
いる。

指標名

H28年度目標①４０７区画

②１，２８５，５００円

③

6,495千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.73 人

9950
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

88500.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.75 人

利用希望者も多いことから、立地条件の見
直しを行いつつ、計画的に体験農場の整
備を進め、利用者満足度向上に努めてい
く。

H28実績

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

耕作状況等指導件数

①貸出区画数

②受益者負担金

③

1,3131,356

717762

一
般

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

向陽町農場は、これまで離れた場所２か
所で運営していたが、平成２８年度から１
か所とすることで、巡回等を効率的・重点
的に行うことができるようにした。

月１回、全体験農場を巡回し、利用・管理状況に
ついて確認を行っている。
耕作状況が良くない区画について、利用者に伝
え改善させたり、退場を促し新しい利用者を入
場させたりすることで、自然とのふれあいや農業
への理解の向上を図っているため、指導件数を
指標としている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

病気や怪我等のやむを得ない理由による除草
不足での指導がなされている。

H27予算現額事業の種別

60%0.60 人臨時職員6,517 千円

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及び品目
拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直売会
の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施するこ
とで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設のPR
活動を進める。

指標名

H28年度目標
①26回

②11%

③

8,833千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.76 人

65%60%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

66%60%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.86 人

1.02 人

今後採れたて！農産物「とことこ市」では、
農産物の販売だけでなく農産物を加工し
た飲食物を販売するなどレパートリーを増
やし、更なる集客に取り組んでいく。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

所沢産農産物の直売所への出荷割合

①PRイベント実施数

②学校給食での地場産野
菜使用状況(割合)

③

6,5717,051

5,3305,818

一
般 有

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

採れたて！農産物直売「とことこ市」を4月
のプレ開催を皮切りに毎月1回開催した。
また、7月開催からは、所沢まちづくりセン
ターでも開催を実施し、現在2会場で展開
している。

　地元の農産物がどれだけ所沢で消費されてい
るのかを測るため、市場に流通する農産物では
なく、地元の直売所又は、スーパーなどへの出
荷を指標対象とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済囲った

H27予算現額事業の種別

1700.00 人臨時職員1,887 千円

　体験農場利用者の農業技術の向上を図り、農業に関心
を寄せていただくことで、農業の担い手確保を行うため、講
習会や野菜及び区画圃場コンテスト、農家での農作業体
験を実施した。

指標名

H28年度目標①　２５０名

②　３７名

③　９名

1,212千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.22 人

250160
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1091500.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.14 人

事業の継続実施及び周知を行うことで参
加人数を増やしていき、利用者の技術向
上と本格的な農業に関心のある人を掘り
起こしていく。

H28実績

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

体験農場講習会参加人数

①講習会参加人数

②コンテスト参加人数

③農作業体験参加人数

250270

278322

一
般 無無

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

利用者の作付開始前後など、利用者の関
心の高い時期に講習会を開催し、参加者
数を大幅に増加させることができた。また、
参加者アンケートを実施し問題点と今後の
改善点を洗い出して次年度以降に改善で
きるようにしている。

利用者の技術と意欲の向上及び、農業への関
心に最も寄与していると思われる「体験農場講
習会」の参加人数を指標とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

講習会参加者の半数以上から「内
容に満足している」との声をいただ
いており、今後も継続して事業を実
施することで利用者の技術向上に
繋げていく必要がある。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

実施計画ランク

重要

農業祭開催事業

期間

Ｓ５３年度～

農業
振興
課

4,500千円0.04 人臨時職員3,259 千円

4,500千円0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催する。
農業祭を通じて、都市住民との交流を深め、地産地消事業
を推進する。

H28年度目標①2日

②3回

③8件

3,464千円

0.38 人

5,548千円4,500千円
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

3,660千円

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.06 人

0.40 人

H28年度に設置したステージの内容を拡充
する必要があり、農業者のＰＲ等をステー
ジを使用して積極的に行っていく。

H28実績

所沢市補助金等交付規則
所沢市農業振興総合対策要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

売上実績

①農業祭実施回数

②農業祭実行委員会実施
数

③共進会・品評会件数

561561

592604

一
般

H27予算現額

無無

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

農業祭ブースにステージを実行委員会単
独で設置し、活用した。

所沢農産物を生産者が直接販売するイベントに
おいての、所沢農産物の認知度や需要を知る
ために指標を売上実績とした。
目標値はその時期により相場の変化があること
から、前年実績と同様にした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

目標以上の成果が上がっている。

指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額事業の種別



項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

優先

魅力ある商店街
創出支援事業

期間

S57～

実施計画ランク

重要

中心市街地商業
活性化事業（野老
澤町造商店負担
金）

期間

H16～

実施計画ランク

重要

中心市街地にぎ
わい創出支援事
業

期間

H26～

実施計画ランク

重要

商業
観光
課

商業
観光
課

商業
観光
課

商業
観光
課

無

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）

実施計画ランク

所沢商店街連合
会補助金

期間

S59～

112,295(千円）0.80 人臨時職員3,344 千円

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金交付を
行う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3以内
・街路灯電気料　　補助率：1/2以内

H28年度目標①139

②73,834

③

5,975千円

0.39 人

77,044(千円）107,629（千円）
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

126,027（千円）188,264（千円）
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.90 人

0.69 人

商店街は、地域住民はもとより運転免許を
持たない高齢者など、買い物弱者と言わ
れる人達の重要な買い物拠点である。市
民の利便性及び街の魅力づくりのために
も今後も商店街を支援していく。

H28実績

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

商店街の事業達成度

①事業件数

②総事業費

③

33,66541,500

27,39036,444

一
般

無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

年度内に追加要望を受け付けた。

商店街が実施した事業の総予算額（目標値）に
占める総決算額（実績）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

各商店街は事業を実施する際には見積もり合
わせ等を行い、予算よりも少ない額で実施が出
来るよう努力するため。

補助金交付事務については効率的
な事務運営を行っており、今後も同
様の効果をあげていきたい。

H27予算現額事業の種別

86,912臨時職員515 千円

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全体の活
性化を目指す。当施設は、市民の交流の場・情報発信の
拠点として各種の展示のほか、中心市街地でのイベントの
開催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施設の賃
借料、光熱水費を所沢商工会議所と分担　（所沢商工会議
所負担分：1,000千円)】

指標名

H28年度目標①12

②120,000

③

433千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.06 人

86,91273,714
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

73,71458,134
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.00 人

0.05 人

地元商店街やボランティアの高齢化が進
み、事業の中心を担うボランティアの強化
が必要なため、広く募集をかけるとともに
育成を図る。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

来場者数及び参加者数

①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

③

5,0005,000

5,0005,000

一
般

無無

H28年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

地元団体、地域の学校等との連携を強化
し、イベントではそれらの団体がボランティ
アスタッフとして協力してくれるようになっ
た。中心市街地UP隊も企画段階や当日ス
タッフとして参加しやすくし、イベントを盛り
上げてもらった。

前年実績を目標値として設定

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

イベントの継続により、着実に市内
外から中心市街地への集客が図ら
れてきている。今後も所沢市の魅
力につながる中心市街地のイベン
トの拠点、情報の発信基地として重
要性は増していくと思われる。

H27予算現額事業の種別

1,289臨時職員257 千円

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援するこ
とにより、本市の商業振興を図るものである。

指標名

H28年度目標①1,388

②9,780

③

1,212千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.03 人

1,2891,388
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1,3881,388
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.00 人

0.14 人

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く

H28実績

所沢市商工団体補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

会員数

①会員数

②事業費

③

210210

210210

一
般

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

なし

平成14年度の1,724店から平成15年度に1,708
店へと減少し、それ以降減少が続いている。目
標値は前年実績。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

商店街そのものが減少してしまい、会員数も
減ってしまっている。

所沢市商店街連合会は、市内の多
くの商店街や大型店が加入し、商
店街の振興にとって重要な組織で
ある。商店街振興を図るため、引き
続き同会を支援していきたい。

H27予算現額事業の種別

3臨時職員3,344 千円

中心市街地における集客事業、資源を活かした取り組み
の支援を目的に、中心市街地の各商店街の区域で実施さ
れる商店街及び中心市街地活性化拠点と連携した事業に
対し補助金交付を行う。
補助額：補助事業経費の2分の1以内（限度額20万円）。
補助回数：同一団体へは3回を限度

指標名

H28年度目標①2

②

③

1,472千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.39 人

24
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.00 人

所沢市中心市街地にぎわい創出支援事業補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

400800

一
般 0.17 人

中心市街地のにぎわいをもたらすために、
引き続き事業を行う必要があるが、収益性
のあるイベント創出に向け、検討していく。

H28実績

24
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

イベントを実施してもなかなか利益は出ないた
め、商店街や青年会議所のような公共性を志向
する団体でないと開催主体になりにくい。また中
心市街地でのイベントには騒音等住民への配
慮や会場となる地元商店街等への配慮が必要
であることから、申請件数は多くない。

ソラバルやジャズフェスティバルな
ど、本事業を利用した魅力的なイベ
ントや事業が実施され、中心市街
地のにぎわい創出に寄与してい
る。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

補助対象事業数

①補助対象事業数

②

③

400800法定受託事務自治事務

H27決算額

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

商店街の方々との日々の情報交換の中か
ら、申請対象と成り得るイベントに対し、当
事業の内容及び申請方法について案内を
おこなった。

予算額200,000円×3事業

第５章　産業・経済  第２節　商業

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

目標がほぼ達成できている
（93.6%）。

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

空き店舗活用・新
規創業支援出店
補助事業

期間

重要

H12年度～

S63～

H24～

重要

所沢商工会議所
補助金

期間

S25年度～

実施計画ランク

新規開業（創業）
支援推進事業
（新規創業支援事
業）

期間

実施計画ランク

重要

ところざわまつり
支援事業

期間

商業
観光
課

商業
観光
課

産業
振興
課

産業
振興
課

313人0.00 人臨時職員6,088 千円

地域における創業者を支援し、開業率の向上を目指し、地
域の活性化、雇用の確保を図ることを目的として、開業ゼミ
ナール、開業カフェ、専門家による無料個別相談会等、産
業競争力強化法に基づく創業支援事業計画に沿った事業
を展開するもの。 0.71 人

117人125人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

産業競争力強化法に基づく創業支援事業
計画の変更に伴う内部体制の整備。
創業支援事業のさらなるPRときめ細かい
支援策が必要。

H28実績H28年度目標①117件

②15件

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,735

470

5,109千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

相談窓口の実績が目標を下回ったため。

153人125人0.00 人
非常勤
特別職

0.59 人

根拠法令

自治事務

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①創業支援対象者数

②創業者数

③

1,530

事業の種別

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

産業競争力強化法に基づく創業支援事業
計画の変更を行った。

産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画
による。

640特になし

600 千円

法定受託＋附加法定受託事務

H27決算額

創業支援対象者数

H27予算現額 指標名

一
般

H28決算額（見込み）H28予算現額

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

161,732千円0.00 人臨時職員

0.00 人
非常勤
特別職

0.09 人

0.07 人

155,189千円188,295千円
H28その他職員
従事割合

H28実績H28年度目標①3,968回

②275回

③3,120団体

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

779千円

地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所に対し
て補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし事業、情
報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業融資受
付、講習会開催、人材育成事業等）

H28正規職員
人件費

512,230千円580,282千円

13,00013,000

13,00013,000所沢商工会議所補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

B

目標設定の考え方・根拠

商工会議所において事業所の新規加入を
促すため、会員増強運動を実施した結果、
151件の事業所の新規加入があった。

事業計画に基づき事業が実施されているかを示
す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は
決算額。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

会員支援のための諸事業は概ね実施された
が、次年度の確実な事業実施のために、繰越し
たため。

「（仮称）ところざわサクラタウン」建設工事
における市内事業所の工事受注に関して
のとりまとめ役を担っており、今後も市内で
唯一の地域総合経済団体としての役割が
期待される。

H28年度に改善した点

市内の商工業の振興を担う団体と
して引き続き補助を行う必要があ
る。
なお、補助事業のあり方について
は、市と共同で実施し市が負担金
を交付する事業と併せて方向性を
検討する必要がある。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.26 人

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
一
般

所沢市空き店舗活用・新規創業

H28予算現額根拠法令

H27決算額H27予算現額 指標名

①１

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

2,252千円

非常勤
特別職

無無

引き続き、所沢市最大のイベントの
一つである、ところざわまつりを盛り
上げていく。毎年、まつりを楽しみ
にしている人も多く、他市からの来
場者には所沢市をアピールする良
い機会でもある。商工会議所と協
力しながら実施していきたい。

20.00 人臨時職員1,458 千円

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗を活用事業を始める者に、事業開始に必要な
初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出する出
店者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

商工会議所一般会計の事業費

①巡回・窓口指導回数
②研修セミナーを開催した
回数
③個人・法人・団体の年度
末会員数

H28年度目標

0.17 人

12
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市内ではスーパーやコンビニなど多くの店舗が
立ち並び、小売商業は飽和状態になっており、
個人の新規出店は難しい環境になっている。さ
らに、商店街の空き店舗は比較的地代が高く、
新規出店が少ない傾向がある。

13

当該事業利用者へのヒアリングの
結果、事業の仕組みに対しては好
評を得ており、引き続き事業を実施
していきたい。

H28決算額（見込み）

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

開店店舗数

①開店店舗数

②

③

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

H28実績

商店街の活性化を図る上で、空き店舗を
減らすことが課題となっているため、今後
も本事業を実施していく。

不動産事業者に事業のPRを実施した。
予算額1,200,000円×3店舗

事業の種別

250,0000.60 人臨時職員6,431 千円

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつながりや、商
店街の活性化を始め、経済効果を生むところざわまつりの
開催の支援を目的とする。実行委員会に対し、開催費を商
工会議所と分担金として負担するとともに、山車運営員
会、イベント運営委員会の事務局を担当。

0.80 人 270,000
非常勤
特別職

1,200

H28年度目標①170,000

②14

③

6,928千円

法定受託＋附加法定受託事務 3600

H27予算現額

臨時職員

1,2002400

自治事務

0.75 人

170,000250,000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額 指標名

H29年度目標
非常勤
特別職

0.30 人 H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

250,000

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

人出

①人出

②パレード参加団体

③

8,0008,000

4,0004,000

一
般

H27予算現額

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

山車運営委員会において、道路許可申請
手続きの方法を効率化した。

ところざわまつりに訪れる人出

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

雨天による人出の減少

まつりの内容は、地域住民や地元商店街
の方々と商工会議所が取りまとめたもの
で、市が負担する運営資金の額は、まつり
に対する支援の姿勢を示すものである。事
業の歴史的経緯や関係者の意向も踏まえ
ながら支援していきたい。

指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額事業の種別



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

中小企業者が行う資金調達に係る
支援策として一定の効果はある
が、県の融資や金融機関独自の融
資を利用した事業者が多かったこと
が考えられる。

一般に、中小企業においては、資
金力、技術力等の経営資源の不足
により不利な立場であることが多い
ため、組織化することによる経営基
盤の安定化は重要な手段である。
協同組合を組織化することは、企
業間での相互補完と信用力強化な
どの利点がある。本制度により、組
合の資金調達が容易になり事業活
動が円滑になるとともに、新たな協
同組合の結成を促していく効果が
期待できる。

勤労者の住宅補修資金及び勤労者が失業した場合の就
職活動資金について、それぞれ低利率または無利息の貸
付けを行うことで、勤労者福祉の向上や失業者の就職促
進を図る。

0.20 人

H27正規職員
人件費

0.23 人

市内商業経営者を育成し、もって市
内商業の発展に資するため、引き
続き事業を行う必要がある。
応募申請件数実績から、予算規模
については現状維持が望ましい。

実施計画ランク

重要

中小企業等協同
組合資金融通利
子補給事業

期間

S45年度～

無無

H28年度に改善した点

無

重要

中小企業融資事
業

期間

S48年度～

期間

H6年度～

実施計画ランク

重要

勤労者等貸付事
業

重要

商業経営者グ
ループ研究補助
事業

期間

H25～

実施計画ランク

実施計画ランク

産業
振興
課

産業
振興
課

商業
観光
課

産業
振興
課

臨時職員

696千円1,090千円
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

950千円0.00 人臨時職員1,972 千円

①528万円

②5人

③59人

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,732千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

利用者の繰り上げによる償還が進み、貸付残高
が減少したことにより、利子補給額も減少したこ
と、また、新規利用申込み者のうち指定金融機
関における審査において利用不適格とされ、貸
付実行されなかった申込みがあったため。

824千円1,240千円0.00 人

根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

所沢市勤労者住宅補修資金貸付規則、
所沢市勤労者等融資制度資金利子補給
金交付要綱、所沢市失業者就職活動資

事業の目的及び具体的な内容
無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

ホームページやパンフレットの内容が利用
希望者に分かりやすくなるよう随時見直し
ている。
貸付制度のパンフレットとあわせて、「住宅
リフォーム資金補助金」の制度と一体と
なったチラシも作成し、市内の公共施設、
市内施工事業所等にも配布した。

当事業利用者の金利負担軽減分

勤労者福祉の増進や、失業者の再就職支
援として必要な事業であるが、周知が行き
届いていないと考えられることから、周知
方法等を見直しながら、引き続き事業を実
施していく。

515 千円

H28実績

利子補給額及び保証料補助額

①新規貸付実行額

②新規利用者数

③年度末貸付者数

824

H28年度目標

非常勤
特別職

50%0.00 人

H28年度目標

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

693千円

勤労者福祉の増進や失業者の再
就職支援として必要な事業であり、
制度の周知方法を工夫しながら利
用促進を進めていくことが必要であ
る。

1,363

6961,163

H28決算額（見込み）

臨時職員協同組合を支援することにより協同組合の組織化を促進
し、中小企業の育成及び経営近代化を図ることを目的とし
て、中小企業等協同組合法に基づき設立された企業組合
が、市内の金融機関から融資を受けた場合に、その返済
に要する利子額の25%（上限600万円）を補助する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.06 人

一
般

事業の種別

金貸付要綱、所沢市三世代同居勤労者住宅補修資金利
子補給金交付要綱、所沢市失業者就職活動資金貸付金
保証料補助金交付要綱

H28予算現額

非常勤
特別職

11.5%50%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①3組合

②26組合

0.00 人

制度の利用が限られており、他の利子補
給制度が拡充されている中で本制度のあ
り方を再検討する必要がある。

H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合 C

4,548

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

全ての対象者に対して周知文書を送付している
が利用がなかった。金融機関から融資を受けて
いない組合が多いものと考えられる。

所沢市中小企業等協同組合資金融通利子補給金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

目標設定の考え方・根拠

0.08 人

H27正規職員
人件費

12%50%0.00 人

申請時に、組合の具体的な事業内容等に
ついてヒアリングを行った。

制度利用組合数／対象協同組合数
協同組合の組織化を促進するため利用者の増
加を図る。

一
般

事業の種別

制度の利用率①制度利用組合数

②対象協同組合数

6,1116,335

事業の目的及び具体的な内容

6,335

15件0.00 人臨時職員2,573 千円

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安定化並
びに企業の体質改善に寄与することを目的に、中小企業
者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別小口資
金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」の4種類。市融
資制度利用者、金融機関、県の設備投資融資の利用者に
対し利子補給を行う。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.30 人

H28年度目標

10件15件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①59,500千円

②3,473千円

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

3,897千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

県の融資や金融機関独自の融資を利用した事
業者が多かったことが考えられる。

13件15件0.00 人
非常勤
特別職

0.45 人

中小企業は今後も厳しい状況が見込まれ
るため、今後も、埼玉県制度融資の設備
資金利用者に対する利子補給を継続し、
設備投資を行う意欲的な事業者への発展
を支援する。また、市独自の融資件数が
減少しているため在り方を検討していく必
要がある。

H28実績

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融
資利子補給金交付要綱、他

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

融資制度新規利用件数
①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融
機関への利子補給額

3,6096,500

4,4225,160

無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

埼玉県制度融資に対する利子補給制度に
ついて市内金融機関、商工会議所、埼玉
県（金融課、温暖化対策課）、創業ベン
チャー支援センター埼玉等に周知協力を
依頼するとともに、当該融資の受付窓口と
なっている商工会議所の協力により対象
者の把握に努めた。

年度内に市の融資制度が実行された件数を設
定することで、市融資制度を必要としている事業
者の数を示す。

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名

20.00 人臨時職員1,629 千円

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗を活用事業を始める者に、事業開始に必要な
初期経費について補助する。

H28年度目標①１

②

③

1,299千円

0.19 人

12
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

12
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.00 人

0.15 人

市内食品事業者が連携して市内の飲食店
における新しい地産地消メニューを開発す
るなど、本事業を利用した魅力的な研究事
業が行われている。新しい研究事業を対
象とする本事業の性質上申請件数は少な
いが、市内商業を支援する手段としては有
効性が高く、今後も実施していく。

H28実績

商業経営者グループ研究事業補助金交付金

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

補助対象事業数

①補助対象研究事業数

②

③

145400

200400

一
般

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

補助対象となりそうな事業に、制度をPRし
た。

予算額200,000円×2グループ

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

新しい研究事業を支援するための事業である
が、新しく経営者グループが組織されることや新
しい研究事業が考案される機会が多くはないた
め、例年申請件数は多くない。

事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

利用者の増加を図るための取り組
みを行い、地元商店街の利便性に
も役立っている。管理委託料に対し
ての使用料も適正である。

期間

～

市営駐車場管理
事業

期間

S44～

実施計画ランク

重要

大規模小売店舗
出店協議事業

実施計画ランク

重要

商業
観光
課

商業
観光
課

交通協議の実施により、事業者と
警察、市関係各課の調整が図ら
れ、法を順守した円滑な開発が行
われている。 無無

H28年度に改善した点

00.00 人臨時職員1,029 千円

①１

②

③

0.00 人臨時職員

地域社会との融和促進を目的とし、交通協議会を実施す
る。

1,039千円

0.12 人

0.12 人

00
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標

H29年度目標
非常勤
特別職

00
非常勤
特別職

H28実績

A

目標設定の考え方・根拠

効率化を図るため、会議に必要な資料や
議事録などを事業業者側で作成。

交通協議の結果、地域住民にとっても良好な開
発が行われているかを測るため

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1,286 千円

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店街振興を
図ることを目的とする。寿町駐車場及び元町地下駐車場の
２ヶ所を対象とする。
使用料徴収業務及び維持管理は、指定管理者制度によ
り、寿町駐車場は所沢商店街連合会（H28委託料：7,359千
円）、元町地下駐車場は一般社団法人日本駐車場工学研
究会（H28委託料：0千円）に委託している

指標名

大規模店舗出店に対する苦情の件数

①交通協議実施回数

②

③

00

00
大規模小売店舗立地法、
埼玉県大規模小売店舗立地法事務処理要綱

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.15 人

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H27予算現額事業の種別

1040.20 人

H27決算額

109100
非常勤
特別職

臨時職員 H28年度目標①22,836

②152,580

③

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.40 人

0.19 人

104109
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28実績

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

1,645千円

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

①使用料収入

②利用台数

③

7,3597,360

7,3597,360

一
般

H27予算現額

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

アンケート結果の内容に基づき、指導し
た。

管理委託料に見合った使用料が収入として入っ
ているかどうかを測るため

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

今後、人件費の増加が見込まれ、一層の
利用者の増加を図っていく必要があり、地
元商店街とともに駐車場の周知宣伝に力
を入れる。

指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額事業の種別



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

①利子額

引き続き、地域経済の活性化に資する事
業の財源としていくが、基金への積立をど
のように増やしていくかなど、今後の基金
のあり方を検討する必要がある。

無有

基金残高はふるさと応援寄附金等
により増額したが、旧所沢浄化セン
ター跡地利活用事業に係る補正予
算により年度末残高が大きく減少し
た。

返済は着実に進んでいる。
（平成32年度に返済終了見込み）

無 無事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

H28年度に改善した点

無無

実施計画ランク

目標が達成できている。

最優先

企業誘致活動推
進事業

期間

Ｈ24年度～

H13年度～Ｈ32年度

実施計画ランク

重要

中小企業等協同
組合相互扶助補
助事業

期間

Ｈ23年度～

実施計画ランク

重要

環境事業団建設
譲渡資金利子補
給事業

期間

期間

H26年度～

重要

地域産業活性化
基金事業

実施計画ランク

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

指標名

自治事務 法定受託事務

基金活用額（繰入金額）
基金繰入金の当初予算額を目標値とし、決算額
を実績とする。

H27年度目標

法定受託＋附加 1,299 633

目標設定の考え方・根拠

A
10,368千円

旧所沢浄化センター跡地利活用事業に係る補
正予算により増額した。

16,000千円 234,948千円

H29年度目標

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28実績

特になし
根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市地域産業活性化基金条例 5,938 5,454

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

旧所沢浄化センター跡地の処分に伴い、その売却額の一
部について、本市の地域産業を活性化するための事業の
実施に要する経費の財源に充てるため、基金を設置した。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,000千円

779千円 臨時職員 0.00 人

①453,191円

H28年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

86 千円 臨時職員 0.00 人 54,949千円

0.01 人

3者0.00 人臨時職員8,232 千円

産業導入・集積により地域経済を活性化し、税収増と雇用
の創出が求められている。世界的規模で繰り広げられる激
しい地域間競争に打ち勝つためには、効率的、体系的な戦
略が求められる。

H28年度目標①3者

②

③

13,250千円

0.96 人

3者3者
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

3者3者0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

1.53 人

市内の立地ニーズは高いことから、誘致
の対象となる産業用地の確保が最大の課
題となる。新たな産業用地の整備に加え、
空き地や空き工場等の空き物件の情報収
集・発信等による、有効活用を促進した
い。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

企業立地奨励金の支給事業者数
①企業立地奨励金の支給
事業者数

②

③

52,66453,070

46,27146,943

一
般

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

産業用地の創出に係る事務を、平成28年
度に新設された土地利用推進室に移管し
た。

誘致対象の事業者の新規立地が、年間1件以
上あることを目標（支給期間が3年のため3者）と
した。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

53人0.00 人臨時職員429 千円

市内の中小企業協同組合が経営の合理化及び近代化並
びに共同意識の高揚を促進するために行う相互扶助事業
（共同バス運行事業）に対して補助することで、交通不便の
解消、温暖化防止や雇用の増加等、工業団地としての価
値向上を図るため、協同組合が行う共同バス運行事業に
対して補助金を交付(補助率1/3)する。

指標名

H28年度目標

①9便（朝3便、夕6便）

②1組合

346千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.05 人

53人53人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

53人50人0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.04 人

共同バス事業は、温室効果ガスの削減な
どの多面的な効果があり、引続き実施され
ることが望ましい。三ケ島工業団地周辺地
区は「所沢市街づくり基本方針」において
「土地利用転換推進エリア」として、産業用
地の候補地であり、将来の工業団地の拡
張実現を見据え事業の重要性は高い。

H28実績

所沢市中小企業等協同組合相互扶助事業補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

バス常時利用者数（人）①運行回数(定期運行)

②指定協同組合数

2,0002,000

2,0002,000

一
般

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし。

共同バスの常時利用者数を成果指標とすること
で、交通不便の解消、温暖化防止等に貢献でき
ているかを示す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

昨今の経済状況の中、今後も交通
不便の解消、温暖化防止や雇用の
増加等、工業団地としての価値向
上を図っていくため、継続支援が必
要である。

H27予算現額事業の種別

3,601,000円0.00 人臨時職員343 千円

中小企業の育成と住工混在の解消に資することを目的に、
三ケ島工業団地が設立した際に環境事業団から取得した
共同利用建物の譲渡対価に係る債務に要する利子補給金
を交付する。

指標名

H28年度目標

①4,575,159円

433千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.04 人

4,575,159円4,576,000円
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

5,554,066円5,000,000円0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.05 人

平成３２年度に終了見込み（返済終了）

H28実績

所沢市環境事業団建設譲渡資金利子補給金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

利子補給額①利子補給額

5,5555555

4,5764576

一
般

自治事務

H27決算額H27予算現額 H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

利子補給金の当初予算額を目標値とし、決算額
を実績とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

第５章　産業・経済  第３節　工業

事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

無無

H28年度に改善した点

無

住宅リフォーム資金補助事業、三
世代同居等リフォーム資金補助事
業ともに住宅環境の改善と地域経
済の活性化に一定の効果がある。

雛人形、押絵羽子板、五月人形な
ど地域の伝統的な所沢ブランドで
ある地場産業として文化的貢献は
大きく、今後も引き続きその認知度
を髙める活動を支援していく。

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

期間

H25年度～

実施計画ランク

予定外の講演を行ったため、目標
に達せなかったが、平成27年度に
内容の見直しを行っており、今後も
引き続き質の高いセミナーを実施し
ていくこととなっている。

H23年度～

期間

S61年度～

実施計画ランク

最優先

住宅リフォーム資
金補助事業

期間

重要

所沢人形協会補
助金

重要

中小企業経営情
報化推進事業

期間

～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

無無

無

・地域経済の活性化と市民の居住環境の向上を目的とし
て、市内の施工業者を利用して住宅リフォームを行う場合
にその経費の一部を補助する。
・三世代同居を推進することによる高齢者の孤立防止や子
育て支援、ひいては家族の絆の再生と定住促進を図ること
を目的として、市内の施工業者を利用して三世代同居のた
めに住宅のリフォームを行う場合にその経費の一部を補助
する。

0.58 人

5,196千円

0.60 人

一
般

所沢市住宅リフォーム資金補助金交付要綱、所沢市三世
代同居等リフォーム資金補助金交付要綱

H28正規職員
人件費

4,974 千円 臨時職員

188,531千円170,000千円
H28その他職員
従事割合

現在居住している世帯の住環境の向上と
ともに、三世代同居等を契機とする市外か
らの転入促進という効果についても注視し
ていきたい。
補助金申請に伴うアンケート調査等に基
づき、補助金の効果等を検証する必要が
ある。

H28実績H28年度目標

①100件（14件）
　　（）内は三世代分
②6,841千円（2,108千円）
　　（）内は三世代分

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

対象工事額

10,000

法定受託＋附加

H28年度に改善した点

A

H28決算額（見込み）H28予算現額

202,374千円180,000千円

目標設定の考え方・根拠

三世代同居等リフォーム資金補助事業に
ついては、前年度より予算額が増額となっ
たため、一層の周知を図った。広報・ホー
ムページへの掲載、市内公共施設へのチ
ラシの配架に加え、記者クラブへの情報提
供、金融機関へのチラシの配架等を行っ
た。

当事業を行うことによる住宅産業等をはじめとし
た建設業への経済波及効果

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額

①補助金交付件数

②補助金交付金額

9,61910,000

8,949

0.00 人
非常勤
特別職

170,000千円0.00 人

臨時職員600 千円

所沢におけるもっとも有名な地場産業である人形工芸の保
護・育成を図ることを目的とし、経常的経費の補助を行う。
　（団体における実施事業）
①年に1度、所沢神明社において人形供養祭を実施
②埼玉伝統工芸会館において、押絵羽子板・ひな人形の
手作り実演を実施
③市庁舎や野老澤町造商店において作品を展示

指標名

H28年度目標①320人

②15団体

③8団体

693千円

0.08 人 8回

法定受託事務自治事務

0.07 人

8回8回
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額事業の種別

0.00 人

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

8回

H28実績

所沢市商工業団体補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

7回

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

活性化事業回数　展示会・実演会などの回数

①人形供養祭参加者数

②構成団体数

③構成団体数のうち市内団
体数

6060

6060

一
般

H27予算現額

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし。

展示会・実演会の開催日数により、地場産業と
してのＰＲを実施できているかを示す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

人形協会の構成団体数が増えず、構成員の高
齢化が進んでいる。このため、展示会等の開催
数も現状維持の状態である。

構成団体の高齢化による事業規模の縮小
が懸念される。
今後については、現状を維持しつつ、引き
続き、認知度を高める支援をしていく必要
がある。

13件0.00 人臨時職員2,658 千円

市内の製造業者や農業者等の基盤強化と地域経済の活
性化を図るため、市内事業者が連携し、新商品やサービス
の開発及び新たな販路の開拓等を行う際に、その経費の
一部を補助するもの。

指標名

H28年度目標①13件

②920,000円

③

4,330千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.31 人

13件6件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額事業の種別

6件8件0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.50 人

事業者から利用しにくい制度であるとの意
見をいただいていることから、申請条件の
緩和などを検討する。

H28実績

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

補助金交付件数

①補助金交付件数

②補助金交付金額

③

1,9992,000

9202,000

一
般

A

目標設定の考え方・根拠

補助内容の一部変更により制度を拡充し
た（所沢商工会議所が取りまとめる展示商
談会事業への補助については1者で申請
が可能とした）。

前年の件数以上を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

補助金交付件数は目標を大きく上
回っているが、補助金交付額は目
標を下回っているため。

H27予算現額事業の種別

30人0.00 人臨時職員257 千円

市内中小企業者の情報化への対応を促すため、商工会議
所が開催するセミナーや講習会の費用を分担する。

指標名

H28年度目標

①1講座

②26人

520千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.03 人

26人100人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

108人100人0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.06 人

引続きＩＴセミナーとして実施するため、セミ
ナーの日程・内容について検討を行ってい
る。
今後も講座の実施を通じて市内事業者の
経営基盤の強化につなげていく。

H28実績

所沢市補助金等交付規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

受講者数(人）①開催講座数

②延べ受講者数

500500

78500

一
般

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

平成28年度は、小規模事業者・中小企業
者の売上拡大、人材不足対策等を図るた
め、ＩＴに関する講演会を数回実施する予
定であったが、講演会日数を確保できな
かったため、経営に直結する質の高いＩＴ
セミナーを開催した。

商工会議所パソコン講座受講者実人数の増減
により、経営情報化推進がなされているかを示
す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み「消費税転嫁対策窓口相談等事業」の拡充にと

もない、日本商工会議所より講演会の開催等を
求められたため、28年度は、従来の講演会事業
に加え、消費税軽減税率・価格転嫁対策にかか
る7つの講演会を実施した。それぞれの講演会
には、ＩＴに関する内容が含まれていたため、情
報研修事業に係る講演会の開催は1回となっ
た。このため、受講者数が減少した。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

目標に達していない為。

ガイドツアーの申込件数の増加を
図りたい

無無

H28年度に改善した点

無

～

実施計画ランク

重要

所沢航空資料調
査収集する会補
助金

期間

重要

観光魅力発信事
業

期間

Ｓ４７～

期間

～

実施計画ランク

重要

観光振興対策事
業

期間

実施計画ランク

H17～

商業
観光
課

商業
観光
課

商業
観光
課

商業
観光
課

実施計画ランク

重要

観光コンシェル
ジュ養成事業

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

1臨時職員1,372 千円

航空発祥の地に関連する航空資料について、調査収集及
び保存をすることで、永く後世に伝え、市内外に周知・宣伝
をしている所沢航空資料調査収集する会に対して補助金
を交付した。

H28年度目標

①14名

1,386千円

0.16 人

01
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

01
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.16 人

航空資料の収集が年々困難となっている
ことから、事業の見直しを図っていく。

H28実績

所沢市観光団体補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

資料収集数（品）
①所沢航空記念公園内史
跡めぐりツアー参加人数

200200

100100

一
般

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

事業の見直しにより、補助金の額を半額
（20万円から10万円）にした。

航空資料の収集を目指している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

航空発祥から１００年以上が経ち、年々資料が
減少している為。

目標に達していない為。

H27予算現額事業の種別

6,700,000臨時職員7,289 千円

所沢の魅力を市内外に広くＰＲし、観光客の誘致を図る活
動をしている所沢市観光協会に補助をすることにより、市
のイメージアップや観光客増加、賑わいの創出、地域の活
性化を図っている。

指標名

H28年度目標①1,978人

②800人

③16,000部

6,495千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.85 人

5,502,5186,400,000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

6,088,6316,100,000
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.75 人

さらなる観光振興を図ることを目的として、
所沢市観光協会の法人化に向けて、検討
委員会を立ち上げ、法人化に取り組む。

H28実績

所沢市観光団体補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

観光入込客数

①無料バス乗客数

②所沢民謡まつり参加人数

③観光パンフレット発行部
数

2,3702,370

2,3702370

一
般 無

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

さらなる観光振興を図ることを目的として、
所沢市観光協会の法人化に向けて調査研
究を始めた。

毎年30万人の増加を目標とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ところざわ祭りが雨天により、人出が減ったこと
や、一部の施設において、観光入込客数の調査
ができなかった為。

目標に達していない為。

H27予算現額事業の種別

10臨時職員3,859 千円

所沢市の文化・歴史について後世に語り継ぐ体制を整える
とともに、来街者等に所沢への理解を深め、愛着を持って
もらうように、市内の文化・歴史とともに観光スポットを紹介
できる市民ボランティアによる「所沢観光コンシェルジュ」を
養成し、活動していただくものである。

指標名

H28年度目標①４名

②１０件

③１７８名

4,330千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.45 人

1010
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

H28実績

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27正規職員
人件費

非常勤
特別職

1110

事業の目的及び具体的な内容

ガイドツアー申込件数

①養成講座参加人数

②ガイドツアー件数

③ガイドツアー参加人数

248274

106249

一
般

H27決算額

0.50 人 無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

　外国語に対応できるコンシェルジュを募
集し、英語・中国語・韓国語の対応が可能
となった。

　ガイドツアー利用を通じて、所沢の魅力を発信
する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　今後、増加が見込まれる外国人への対
応として、外国語の対応が出来るコンシェ
ルジュを要請していく。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

指標名

観光入込客数

1,758

H27実績

0.65 人 6,100,000 6,088,631

①観光マップ作成部数

②ロケ地紹介実績

③観光大使就任数

H28決算額（見込み）

無

5,502,518

無

毎年30万人の増加を目標とした。 北勝富士関を所沢市観光大使として委嘱
することができた。

ところざわ祭りが雨天により、人出が減ったこと
や、一部の施設において、観光入込客数の調査
ができなかった為。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

所沢市の魅力が効果的に発信できるよう、
フェイスブック等の様々なツールを活用し
て、観光情報の提供を行うと共に、観光大
使やロケーションサービスを通じて、所沢
市の魅力発信を行っていく。

目標設定の考え方・根拠

Ｃ
H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

H27年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,571

H27その他職員
従事割合

2,597

根拠法令 H28予算現額

非常勤
特別職

26,240 千円 臨時職員 6,700,000

2,120

H28実績

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

3.06 人

指標名

H27その他職員
従事割合

事業の種別

H29年度目標

H28その他職員
従事割合

6,400,000

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

第５章　産業・経済  第４節　観光

所沢を訪れようとする観光客の増加を図ることを目的とし
て、所沢市の魅力や散策コースを紹介する観光マップ、観
光ガイド、市ホームページ、フェイスブック等で観光ＰＲをし
ている。
また、所沢市観光大使やロケーションサービスの推進、プ
ロスポーツチームの支援を通じて、所沢市の魅力発信を図
る。

2.12 人

18,359千円 臨時職員 ①101,000冊

②264件

③4名

H28年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27予算現額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田晃芳

実施計画ランク

優先

観光拠点等施設
整備事業

期間

Ｈ７～

商業
観光
課

2,916 千円

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させると共
に、観光客の利便性を高めることを目的としている。具体
的内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場観光トイレ管理
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ
・観光案内版修繕
・道標修繕

H28年度目標①310日

②14日

③72,695台

2,944千円

0.34 人

6,088,6316,100,000
非常勤
特別職

臨時職員

6,700,000臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.34 人

5,502,5186,400,000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費 訪日外国人へ配慮した多言語化した案内

板の設置等を行っていく。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

観光入込客数

①トイレ清掃日数

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用
台数

9,6119,726

8,1859,611

一
般

H27予算現額

無無

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

観光トイレの設置を検討した。
毎年30万人の増加を目標とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ところざわ祭りが雨天により、人出が減ったこと
や、一部の施設において、観光入込客数の調査
ができなかった為。

目標に達していない為。

指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額事業の種別



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

、

産業振興課長　青木　邦雄

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技

成果指標の目標を下回ってはいる
ものの、受講者全員が高い技術を
身に着けて卒業しており、一定の成
果が挙げられていると考える。

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を高
めるとともに、技能者の励みとなる
ものであり意義は大きい。また、障
害者雇用優良事業所の表彰は、障
害者雇用の促進や職業安定につな
がる啓発効果があり、両事業ともに
今後も引き続き実施していく。

S54年度～

期間

S58年度～

実施計画ランク

重要

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

期間

職業訓練法人補
助金

期間

S57年度～

実施計画ランク

重要

所沢地区雇用対
策協議会補助金

重要

就業援助技能講
習事業

期間

H12年度～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

10件0.00 人臨時職員2,144 千円

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の促
進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優良
事業所を表彰するもの。

H28年度目標①6人

②1事業所

③

1,905千円

0.25 人

7件14件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

7件14件0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.22 人

市全体で、同時期に開催されている表彰
の日程を調整できれば更なる効率化が見
込めるものと考えられる。
また、技能尊重の気運の向上や、障害者
雇用の更なる推進が図れるよう工夫して
いきたい。

H28実績

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用
優良事業所表彰要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

被表彰者数及び被表彰事業所数

①技能功労者表彰者数

②障害者雇用表彰事業所
数

③

103174

105186

一
般 無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

前年度に引き続き、表彰式の日程を所沢
市表彰の翌日とし、会場設営時間の短縮
や、フラワーアレンジメントの再利用により
事業用消耗品費の節減につなげた。
また、契約課が所管する「所沢市優秀建
設工事等受注者表彰式」との合同開催に
より、事務の軽減を図った。

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業
所表彰団体数の合計を目標値として設定

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガ
ジンなどを利用した周知のほか、市内事業者団
体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者が
年々減少しており、7件の表彰に留まった。

H27予算現額事業の種別

2.0倍0 人臨時職員343 千円

地域における雇用の安定と地域産業の発展を図るため、
雇用対策事業に取り組む所沢地区雇用対策協議会に対
し、補助金を交付する。

指標名

H28年度目標①3回

②1回

③252人

433千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.04 人

2.0倍2.0倍
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1.74倍2.0倍0 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0 人
非常勤
特別職

0 人

0.05 人

この団体は、若年労働力の確保・定着促
進・雇用改善などの取り組みをはじめ、高
齢者や障害者の雇用促進を図っており、
雇用対策事業等を実施する団体に対する
支援として、必要性が高い事業と考える。

H28実績

所沢地区雇用対策協議会補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

3月末時点の市内有効求人倍率

①就職面接会実施回数

②求人説明会・就職相談会
実施回数

③就職面接会参加人数

150150

150150

一
般

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

効果的な市の支援策を検討するため、会
員事業所へのヒアリングやハローワークと
の情報共有を図った。

市内有効求人倍率を設定することで、地域にお
ける雇用の安定と地域産業の発展示す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

6人0 人臨時職員257 千円

職業訓練の効果的促進により、労働者の能力開発及び資
質の向上を図るため、市内の職業訓練法人に補助金を交
付する。

指標名

H28年度目標①1団体

②1,450時間

③

433千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.03 人

5人10人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

3人10人0 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0 人
非常勤
特別職

0 人

0.05 人

埼玉県が認定する職業訓練校に対する補
助であり、高い技能を持った職業人の育成
を支援し、雇用に繋げるという観点から、
必要性が高いものと考える。

H28実績

所沢市職業訓練法人補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

訓練人数

①補助団体数

②訓練時間数

③

9090

9090

一
般

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

職業訓練校埼玉ファッションアカデミーにおける
訓練人数を設定したものである。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

訓練者は、一般の受付けは行わず、会員である
中小企業からの推薦により決定することとなっ
ており、市の目標人数に達しなかった。

H27予算現額事業の種別

95%0 人臨時職員2,144 千円

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリア
アップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、受
講料（一部負担金）4,000円を免除とする取扱いを行う。

指標名

H28年度目標①１2回

②133人

③

2,685千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.25 人

95%95%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0 人
非常勤
特別職

0 人

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

受講率

①講座開催回数

②講座受講人数

③

924924

924924

一
般 0.31 人

H28実績

受講人数／定員×100％
実施会場のパソコン設置数を定員としており、
可能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を
目標として設定する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

市民ニーズに合わせて、就職活動や勤労
者のスキルアップに繋がるような講座とな
るよう、内容を見直しながら引き続き事業
を実施していく。

95%90%0 人

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

実施会場である生涯学習推進センター・パ
ソコン研修室の改修により、講座に使用で
きるパソコンの台数が減少したことで、講
座の定員についても15名から8名程度まで
減らす必要が生じたが、センターとの調整
により、定員を10名とすることができた。

第５章　産業・経済  第５節　労働・雇用環境

H27予算現額事業の種別 指標名



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄H元年度～

期間

H10年度～

実施計画ランク

重要

中小企業退職金
共済掛金等補助
事業

期間

実施計画ランク

重要

勤労者福祉推進
事業

成果指標を概ね達成しており、一
定の成果が挙げられていると考え
られる。

障害者の雇用の場の確保のために
必要な事業であるが、成果が出る
までに時間がかかる事業である。
平成２８年度の実績は、成果指標
の目標に達しなかったものの、制度
開始後、初めての雇用実績であり、
今後の障害者雇用につながる、一
定の成果が出たのものと考える。

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後とも継続した支
援が必要である。

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

実施計画ランク

重要

障害者雇用推進
企業支援事業

期間

H25年度～

実施計画ランク

重要

内職相談事業

期間

S52年度～

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

16事業所0.00 人臨時職員1,801 千円

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

0.21 人

H28年度目標

26事業所16事業所
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

①755人

②84事業所

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,039千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

23事業所16事業所0.00 人
非常勤
特別職

0.12 人

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しなが
ら、引き続き事業を実施していく。

H28実績

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

新規加入事業所数

①補助対象者数

②補助対象事業所数

③

5,1526,000

8,7869,500

無無

H28年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

申請期限の間際になっても申請書の提出
がない事業所に対して、再度申請案内を
送付したことにより、漏れなく申請を受け付
けることができた。

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とする。

一
般

事業の種別

1,210人0.00 人臨時職員2,144 千円

市内の中小企業の勤労者とその事業主の福利厚生の充
実を図るため、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセン
ターが設立され、所沢市と国からの補助金を管理費とし、
会員からの会費を事業費として事業を開始した。
平成22年度を最後に、国からの補助金交付がなくなったた
め、平成23年度から所沢市が単独で補助金を交付してい
る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.25 人

1,077人1,270人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

H28実績H28年度目標①1,077人

②430事業所

③23,403円

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1,559千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、社員の福利
厚生を充実するまでに業績が回復していない事
業所が多く、新規加入が伸びていない。

1,144人1,270人0.00 人
非常勤
特別職

0.18 人

会員数

①会員数

②会員事業所数

③利用者1人あたり利用額

10,00010,000

10,00010,000

H28決算額（見込み）H28予算現額

H27実績H27年度目標

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

加入促進のためのチラシの配布や市内事
業所向けメールマガジンの配信などによ
り、市内事業所に向けた広報を行った。

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す

H28目標値が未達成の理由・分析

自社で十分な福利厚生事業を実施するこ
とが困難である中小企業や小規模事業者
の福祉の向上のために必要な事業である
が、周知が行き届いていないと考えられる
ことから、周知方法を見直しながら、今後
も引き続き支援していく。

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金
交付要綱

根拠法令

H27その他職員
従事割合

指標名

3人0.00 人臨時職員2,230 千円

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上
を促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業
者が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補助
金（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付す
るもの。 0.26 人 0.00 人

非常勤
特別職

1,732千円

H28正規職員
人件費

H28年度目標①1事業所

②2件

③1人

0.00 人臨時職員

H29年度目標

0人3人0.00 人
非常勤
特別職

1人3人
H28その他職員
従事割合

0.20 人

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低く、市内事業者や関係する支援機関等
に対する新たな要綱改正の内容を含めた
制度の周知を進めながら、引き続き事業を
実施していく。

H28実績

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

障害者雇用者数

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

③障害者雇用者数

01,000

40750

一
般

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

雇用助成金の交付にあたっては、国の補
助金の規定により、市の補助金との併給
が不可であるとの理由から、市への補助
金申請がなされていなかったため、国また
は県から補助金等が交付される場合は、
交付期間の満了日の翌日からを、市の補
助対象期間として算定できるよう要綱改正
した。

障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とする。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少な
いこと、事業者への周知が行き届いていないこ
となどが考えられ、障害者を雇用するための業
務のマッチングが課題となっている。

H27予算現額事業の種別

75%1.00 人臨時職員2,058 千円

家庭外での就労が困難である等の理由により、内職を希
望する市民に対する就業機会の拡大を図るため、内職相
談員を配置し、内職求人事業所の募集、受付、登録及び市
民に対する相談、受付、あっせん業務を行う。

指標名

H28年度目標①104人

②71件

③44事業所

1,732千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.24 人

68%75%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

64%75%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.00 人

0.20 人

身体や家庭の事情等によって家庭外の就
労が困難な就労希望者は一定数おり、内
職あっせんのニーズは依然として高いた
め、事務の見直しやマニュアルの更新を行
うなど、事務の効率化を図りながら引き続
き事業を実施していく。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

内職あっせん率
①新規登録求職者数

②内職のあっせん件数

③登録事業所数

1,8211,854

1,3721,912

一
般

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

あっせん可能な事業所を掲載した一覧表
を、内職希望者が分かりやすいようにレイ
アウトを変更した。

内職あっせん件数/新規登録求職者数×100
内職の相談件数や登録者数は雇用情勢等に左
右されやすいため、登録者数ではなくあっせん
率を目標値としている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

多くの内職希望者が事業所による品物の運搬を
希望するが、運搬可能な事業所が不足している
など、内職者の求める事業所の条件と事業所が
求める内職者の条件が折り合わず、あっせんに
繋がらないケースが多い。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

期間

～

所沢労働基準協
会補助金

実施計画ランク

重要

労働セミナー開催
事業

期間

重要

一般労働相談事
業

期間

H11年度～

実施計画ランク

重要

～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

ラーク所沢運営事
業

期間

S63年度～

勤労者の福祉の増進や学習の機
会の提供、またワークライフバラン
スの推進のために必要な施設であ
り、今後も引き続き事業を継続して
実施する必要がある。

無無

H28年度に改善した点

日常の労働が適切に行われること
や、事業所内で労働者の健康と安
全管理を担当する者が現場に対し
て認識を深め、問題点の正しい理
解を通じて安全衛生の維持・向上
を図ることが、労働者の健康を守る
だけでなく、生産性の向上や社会
の発展にもつながる。

H28年度目標臨時職員

非常勤
特別職

0.22 人

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

産業
振興
課

労働者及び事業主の抱える仕事に
関する悩みや疑問の解決は、労働
環境の向上につながるものであり、
また無料で利用可能な相談にニー
ズは高いことから今後も継続して実
施することが必要である。

成果指標を概ね達成しており、一
定の成果が挙げられていると考え
られる。

0.03 人

189事業所200事業所
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

200事業所0.00 人臨時職員257 千円

市内事業所における労働者の福祉の増進や労働条件の
向上を図ることを目的として、労働関係法令の普及、労務
管理の改善、労働災害の防止等の活動を行う当協会に対
して補助金を交付する。

H28年度目標①2回

②4回

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

433千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

新規加入した事業所がなかったため。目標値を
未達成ではあるものの、前年の事業所数を維持
している。

189事業所200事業所0.00 人
非常勤
特別職

0.05 人

労働基準協会が実施した事業内容や事業
の効果などを検証していきたい。
また、関係自治体の対応や状況も調査し
ていきたい。

H28実績

所沢労働基準協会補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市内会員事業所数

①優良事業所の巡視・見学

②労働関連法令の普及・啓
発

③

4040

4040

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

当該団体の目的が、市内事業所における労働
者の福祉の増進や労働条件の向上を図ることと
しているため、同活動に取り組む会員事業所数
を指標としている。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

24人0.00 人臨時職員1,715 千円

労働者及び事業主が抱えている仕事に関する様々な悩み
や疑問を解決することにより、労働環境の向上を図るた
め、社会保険労務士を相談員として労働に関する相談事
業を実施する。

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.20 人

20人24人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市の労働相談は月1回の開催であり、至急の相
談や開催日以降の相談は国や県の労働相談事
業を紹介しており、その分は市の相談実績とは
していないため。

24人48人0.00 人
非常勤
特別職

利用者に利用しやすい日程や時間帯で開
催できるよう、今後も引き続き検討する。

H28実績H28年度目標①12日

②

③

根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

156156

①一般労働相談開催日数

②

③

自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

前年度同様実施日を第３金曜日とし募集
期間を長くとった。また、年間スケジュール
を記載したチラシを作成し配布するととも
に、ホームページや事業者向けメルマガに
も掲載した。

市の労働相談を実際に利用した人数

特になし

H28決算額（見込み）

指標名

①6回

②242人

③

法定受託＋附加法定受託事務

H28正規職員
人件費

0.00 人

一
般

相談者数H28予算現額

0.00 人1,905千円

0.22 人

事業の種別

100人0.00 人臨時職員1,887 千円

労働をめぐる様々なトラブルを未然に防ぐためには、労使
双方が労働関係法令や制度の知識を身につけ、適正な就
労環境を築いていくことが重要であることから、埼玉県との
共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を学ぶための
セミナーを開催する。

100人
H28その他職員
従事割合

156156

H28実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,905千円

H27決算額H27予算現額

125人100人0.00 人

0.22 人

122人

H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

新たに労働保険・社会保険に関するテー
マや労働時間に関するテーマを取り上げ
たところ好評であり、受講者の増加につな
がった。

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講
者数

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
埼玉県と調整を取りながら、受講者のニー
ズに応えられるような講座内容となるよう
事業を進め、広報、ホームページ、事業所
向けメールマガジン、前年度参加事業所
等に周知活動を行う。

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.50 人

一
般

事業の種別

160

160特になし

4,288 千円

3,464千円

勤労者及び使用者の受講者数

0.00 人

H29年度目標0.00 人

109

119

H28決算額（見込み）

H28目標値が未達成の理由・分析

H27決算額

①開催回数

②受講者数(延べ人数)

③

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

臨時職員

0.00 人

H27予算現額 指標名

①9,920件

②9,239人

③
非常勤
特別職

利用者のニーズに応じた施設運営や自主
事業等を工夫し利用者の増加を図る。
市と指定管理者の連携を密に取り施設の
周知に努める。
また、施設の老朽化に対応するため、定
期的な点検や補修を実施する必要があ
る。

H28実績H28年度目標

52.9%50%
H28その他職員
従事割合

50%0.00 人臨時職員

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

年間利用率(各部屋平均）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

175,680

31,20031,214

A

目標設定の考え方・根拠

0.40 人

目標達成済

54.9%50%

市内事業所向けにチラシを配布するなど、
施設の周知を図った。また、指定管理者に
よる管理運営が適切に行われるよう、定期
的に情報を共有した。

年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数）

一
般

事業の種別

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

③

170,326法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　青木　邦雄

期間

～

実施計画ランク

重要

勤労者団体補助
金

産業
振興
課

労働者の生活向上、福祉の増進及び雇用の安定を図るこ
とを目的として活動をしている団体に対し、補助金を交付す
る。

0.05 人

6,412人7,500人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

7,000人0.00 人臨時職員429 千円

H28年度目標①34回

②2回

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

433千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

勤労者団体の組織率は年々減少傾向にあるた
め。

6,492人7,500人0.00 人
非常勤
特別職

0.05 人

本件補助金については、勤労者団体の運
営費の補助として支出しているが、事業内
容及び事業の効果などを検証していきた
い。
また、近隣市の対応や状況も調査していき
たい。

H28実績

所沢市勤労者団体補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

組合員数

①所沢地区労働組合協議
会活動実績（労働相談・平
和活動・春闘等活動回数）
②連合埼玉西部第四地域
協議会活動実績（フォーラ
ム等実施回数）
③

620742

620742

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

特になし

当該団体の目的が、労働者の生活向上や福祉
の増進及び雇用の安定を図ることとしているた
め、同活動に取り組む組合員数を指標としてい
る。 成果指標を概ね達成しており、一

定の成果が挙げられていると考え
られる。一

般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名



項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

H27決算額H27予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H28予算現額

10,132千円

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

第６章　環境・自然

「所沢市における環境施策の効果的な推
進方策」について環境審議会に諮問し、
地球温暖化対策に関する分野における市
民レベルでの環境配慮行動や市民一人
ひとりのライフスタイルの見直しを図るた
めの普及方策を重点に答申（平成29年4
月）がなされた。

環境基本計画に掲げる指標項目（全96項目）の
達成状況を明らかとすることで、本計画の進捗
状況を把握・評価するものである。
目標値を徐々に増加させ、改善を促す指標とし
ている。

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

環境基本計画に掲げる指標項目の達成数

無有

H28年度に改善した点

A

554

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①指標項目の点検率

293564

340所沢市環境基本条例

H28決算額（見込み）根拠法令

一
般 事業達成に向けての現在の課題及

び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成見込み
（現在集計中）

68630.00 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

指標項目の達成数は増加し、目標
値も達成している状況にある。
また、環境審議会から喫緊な課題
である地球温暖化防止に係る家庭
部門等の対策が答申され、今後、
本計画の一層の推進が期待でき
る。

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

1.17 人

指標項目の達成率の向上を図るため、環
境審議会の最終答申を踏まえ、本年度か
らエコファミリー認定事業等を実施する。
また、第3期所沢市環境基本計画（平成31
年度－平成40年度）の策定に向けて、環
境審議会に諮問し、多角的な検討・審議
を行う。

H28実績H28年度目標

①100%

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人1.57 人

集計中64
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

650.00 人臨時職員13,463 千円

環境基本計画に掲げる「豊かなみどり　あふれる笑
顔　みんなで明日をつくるまち　ところざわ」の実現
のため、各種関連施策・事業の推進を図る。（事業
内容：地球温暖化対策実行計画を含む各施策の進
行管理、関係会議の開催、年次報告書の作成・公
表、環境審議会（諮問・答申）の開催など。）

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

新たにマチエコ大使1名を委嘱するととも
に、マチエコ動画コンテスト等の啓発事業
を実施し、若い世代を中心に本構想の浸
透を図った。

本市に賦存する再生可能エネルギーのうち、最
も多く存在する太陽光の利用状況を明らかにす
ることで、本構想の進捗状況を把握・評価する
ものである。当初目標値を大幅に達成している
ことから、次期計画において新たな目標値を掲
げることとしている。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市域における太陽光発電システムの総発電出
力（ｋＷ）

①メガソーラー所沢の総発電
量（累計）

②公共施設における太陽光発
電設備の総発電出力（累計）

115,348120,203

97,395118,022

非常勤
特別職

3.97 人

マチごとエコタウン所沢構想基金を活用し
た関連事業や啓発事業を実施するなど、
再生可能エネルギーの創出及びエネル
ギー・資源の有効利用に取り組む。また、
環境審議会において、本構想（第2次：平
成31年度－平成35年度）の策定に向けた
検討・審議を行う。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

34,380千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成見込み
（現在集計中）

26,39518,0000.00 人

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

H28年度目標

①3,769MW

②1,110kW

0.20 人臨時職員

一
般

事業の種別

18,8000.50 人臨時職員28,898 千円

資源・エネルギーに依存したライフスタイルを見直
し、次代を担う子どもたちに豊かな自然に囲まれた
持続発展可能なマチ“ところざわ”を継承することを
目的に、創エネ・省エネ等に係る各種事業に取り組
む。（事業内容：メガソーラー所沢の運営、スマート
エネルギー推進補助事業の実施、エコファミリー大
賞・動画コンテストの開催など）

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

平成27年度に設置したリチウムイオン蓄
電池（吾妻まちづくりセンター、吾妻保育
園）を活用し、電力ピーク等の抑制効果等
を検証するとともに、重点実施街区内の
再生可能エネルギーを創出するため、松
が丘調整池にフロート式太陽光発電設備
を設置した。

埼玉エコタウンプロジェクト中の周辺事業（市事
業）によるCO₂排出量の削減効果を明らかにす
ることで、本プロジェクトの推進状況及び貢献度
を把握・評価するものである。目標値を計画に
合わせ設定し、改善を促す指標としている。

周辺事業（市事業）によるCO₂削減量（ｔ₋CO₂）
①創エネ・省エネ機器等の説
明会、相談会等の開催数

②フロート式太陽光発電設備
設の発電出力

37,26037,500

86,11887,954特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

14,289千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

23230.00 人
非常勤
特別職

1.65 人

埼玉エコタウンプロジェクトの推進を図る
ため、埼玉県及び重点実施街区の自治
会と連携し、既存住宅のスマート化等に
取り組む。また、シンポジウム等を開催
し、広く市民に本プロジェクトの内容や事
業成果を周知する。

H28実績H28年度目標

①16回

②385KW

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

2.30 人

117110
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

3300.00 人臨時職員19,723 千円

重点実施街区において既存住宅の創エネ・省エネ
機器の導入を推進するとともに、周辺公共施設等に
おいて再生可能エネルギーの創出等の取り組みを
行い、重点実施街区全体のエコタウン化を目指すこ
とを目的とする。（事業内容：フロート式太陽光発電
設備の設置、電力ピークカット等蓄電池実証事業、
エコリフォーム奨励金の交付など）

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

東部浄水場用地の現状変更について関
東財務局から普通財産に係る現状変更
について内諾書を収受した。また、県企業
局と事前打ち合わせを行うなど、事前調
整を行った。

年間発電量が当該事業の目的となっているた
め指標とする。

目標・実績とも0Kwh/日だがリース
契約、事前調整等を行っているの
で、後ほど成果が挙げられると考
えている。
　今後も機器設置及び運用に向け
県企業局との調整を図りたい。

想定年間発電量　約1,400,000Kwh/年
（想定年間CO2削減量　約568トン/年）

①導入に伴う調整作業

②仕様及びリース契約の照査

③

00

00水道法、水循環基本計画（水循環基本法）

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

リース契約締結後H29・H30年度に事業者によ
る機器製造、機器設置を行い、運用開始をH31
年2月に予定しているため。

0Kwh/年0Kwh/年
非常勤
特別職

関東財務局へ普通財産に係る現状変更
について申請する。H29年度より事業者に
よる機器製造、機器設置が始まるので調
整を行っていく。

H28実績臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

2.30 人

0Kwh/年0Kwh/年
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0Kwh/年0.00 人臨時職員19,723 千円

①関東財務局から普通財産に
係る現状変更について内諾書
の交付を受けた。
②仕様照査後リース契約締結

再生エネルギーの導入を基本方針のひとつとして
いるマチごとエコタウン所沢構想の趣旨を踏まえ、
水道管の中を流れる水の勢いでタービン（水車）を
回して発電する小水力発電設備を東部浄水場に設
置するものである。

H28年度目標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
政策
課

環境
政策
課

環境
政策
課

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

マチごとエコタウン
所沢構想推進事業

期間

最優先

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

3.37 人

集計中18,400

H27年度～H29年度

給水
管理
課

実施計画ランク

重要

環境基本計画推進
事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

市域における太陽光発電システム
の総発電出力は激増し、目標値も
大幅に達成している状況にある。
また、本構想に係る関連事業の実
施状況も多彩で再生可能エネル
ギーの導入やエネルギー・資源の
有効利用等が推進されている。

フロート式太陽光発電設備運営事
業等により二酸化炭素排出量の削
減効果も高く、大きく目標値を達成
している状況にある。
また、本年度、公共施設の災害対
策の一助ともなるＥＶ普及推進事
業を実施するなど、地球温暖化対
策の推進にも期待できる。

Ｈ26年度～Ｈ30年
度

実施計画ランク

最優先

埼玉エコタウンプロ
ジェクト推進事業

期間

実施計画ランク

最優先

小水力発電設備整
備事業

期間

H28年度～H50年度



項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　吉田　直樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　大舘　真哉
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事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

特になし

5,402 千円 臨時職員 0.00 人 91%

①10台

②122台

③90.4％

H28年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

90%

0.63 人
非常勤
特別職

1.00 人 H29年度目標

Ａ

H28年度に改善した点

H28年度より19台（作業車、特殊車両等）
の維持管理を所管課に移管。

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28実績

14,356 13,397

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

82%

81%

5,456千円 臨時職員 0.00 人

有 無

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,400

指標名 目標設定の考え方・根拠

16,076

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

大気汚染の防止や地球温暖化の防止の観点
から低公害車の導入を推進しており、さらに
埼玉県地球温暖化対策推進条例が施行され,
取り組みの強化が求められている。

1.00 人

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市自動車管理規定　　環境マネージメントシス
テム

0.63 人
非常勤
特別職

①導入台数

②導入実績

③導入率

低公害車導入率
公用車の低公害車への入れ替えが100％となる
までは、新車への更新を定期的に行う必要があ
る。

82%

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別

一
般 1.15 人

9,959千円

指標名

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

有

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

トコエコグリーンキャンペーンやエコドライ
ブ講習会の開催、市民フェスティバルへの
参加を新たに行い、市職員としての率先行
動や個人レベルでできる環境配慮行動の
普及に努めた。

市域における温室効果ガス排出量の削減状況
を明らかとすることで、本啓発事業による民生家
庭部門等への効果を把握・評価するものであ
る。国の新たな削減目標を勘案し、次期計画に
おいて目標値を見直すこととしている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標未達成見込み
（現在集計中）

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市域における温室効果ガス排出量の削減率
（％）

①エコライフデーの参加人数

②環境講演会の参加人数

726784

486754

引き続き、市域における温室効果ガス排
出量の削減に向け、市民レベルでの環境
配慮行動の実践を促すため、創意工夫を
凝らしつつ、効果的な普及啓発事業を実
施する。

H28実績

温暖化対策の推進に関する法律・所沢市環境基本
条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

0.380.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.20 人

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.85 人

集計中2.35
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

3.07臨時職員7,289 千円

地球温暖化の防止に向け、市域において最も排出
割合が高い民生・家庭部門に係る排出量を削減す
ることを目的に、我々のライフスタイルを見直すきっ
かけづくりに各種の展示会・イベントの啓発事業等を
実施する。（事業内容：環境展示会、トコエコグリーン
キャンペーン、ライトダウンイベント、冬のエコライフ
デー、エコドライブ講習会など）

指標名

H28年度目標

①34,628人

②608人

1.62

A

目標設定の考え方・根拠

市内の幼稚園・児童クラブ等に説明や関
係資料の送付等を行うなど、こどもエコク
ラブの周知活動を強化した。また、地球に
やさしい学校大賞では各学校の自主性を
生かして環境活動が行えるよう「地球にや
さしい学校の手引き」を新たに策定した。

代表的事業である環境出前講座の開催により、
環境意識の変革や環境配慮行動の実践に結び
ついた受講生の割合を明らかにすることで、本
事業の効果を把握・評価するものである。

環境出前講座の開催による意識変
化に係る指標は、若干目標値に達
していないものの、こどもエコクラブ
登録者数や地球にやさしい学校大
賞の取組評価点は、改善傾向にあ
る。
また、「意識から実践へ」を誘発す
るため、本年度、新たにエコファミ
リー認定事業を立ち上げるなど、今
後の事業に期待できるものとなって
いる。

一
般

環境学習出前講座の満足度（％）
（出前講座受講者アンケート中‶環境を守るため
に勉強したり行動しようと思った人″÷受講者）

①環境学習出前講座受講者数
②こどもエコクラブ登録者数
③地球にやさしい学校大賞取
組の評価（36点満点）

728776

1,0431,203
環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推
進に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

8,573千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

環境出前講座実施後に行うアンケートにおい
て、90％以上が「分かりやすかった」「理解が深
まった」等と回答する一方、環境意識の変化に
関する設問では、24％が「まだわからない」と回
答し、意識から実践への転換を行うことの難しさ
が窺われた。

82850.00 人
非常勤
特別職

0.99 人

環境出前講座の満足度について、受講者
数の増加及び「意識から実践へ」と繋がる
ような講座の開催が課題と認識している。
このため、環境関連施設の見学やワーク
ショップ手法等を取り入れ、受講者の年代
やニーズに合わせたプログラムの構築を
行う。

H28実績H28年度目標
①164人

②684人

③23.22点

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.69 人

7585
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

基金活用事業によるCO2削減量（ｔ₋CO₂）

H27年度目標

850.00 人臨時職員5,917 千円

主に子ども達の自主的な環境学習や環境保全活動
を促進し、環境を大切にする心と行動力を育むこと
を目的に、こどもエコクラブの活動支援や、地球にや
さしい学校大賞の実施、出前講座の開催などの事
業を行う。

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

環境
政策
課

管財
課

環境
政策
課

環境
政策
課

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

期間

低公害車導入事業

～

温暖化対策事業

期間

平成17年度～

実施計画ランク

重要

環境学習推進事業

期間

平成15年度～

重要

H26年度～

実施計画ランク

市域における温室効果ガス排出量
の削減率は、目標値に達していな
い状況にあるが、民生家庭部門は
減少傾向（平成25年度以降）にあ
り、やや改善されている状況にあ
る。
また、市域における温室効果ガス
排出量を削減するため、現在、新た
な実施計画や目標値等を環境審議
会にて検討・審議している。

予算の範囲内で効率的に低公害車
の導入を進めた。

無

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

有 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 74,231

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H27正規職員
人件費

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

無有

H28年度に改善した点

引き続き、マチごとエコタウン所沢構想を
推進するため、本基金の効果的・効率的
な運用に努めつつ、関連事業の実施を財
源面で支援する。

62,923

①基金充当事業数

②基金充当額

H27その他職員
従事割合

基金充当した各事業の温室効果ガスの削減効
果を明らかにすることで、マチごとエコタウン所
沢構想及び地球温暖化対策における本基金の
貢献度を把握・評価するものである。

本基金を活用して、松が丘調整池にフロー
ト式太陽光発電設備を設置し、再生可能
エネルギーを創出するとともに、平成27年
度に設置したリチウムイオン蓄電池（吾妻
まちセン、吾妻保育園）を利用し、電力
ピークを抑制するなどの実証事業を新た
に実施した。

S非常勤
特別職

マチごとエコタウン
推進基金事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

マチごとエコタウン推進基金条例 64,061 57,617

事業の目的及び具体的な内容

マチごとエコタウン所沢構想の推進を図るための事
業（緑化の推進及び緑の保全のための事業を除
く。）の実施に要する経費の財源に充て、再生可能
エネルギーの導入、資源循環の取り組みを推進し、
市域における温室効果ガスの排出量を削減する。

0.42 人 2,849

目標達成済

3,637千円 臨時職員

①12事業

②267,027千円

H28年度目標 H28実績

本基金の充当事業による温室効果
ガス削減量は、当市が事務事業で
排出する温室効果ガスの約5％に
達しており、基金の効果的・効率的
な運用がなされている状況にある。
また、マチごとエコタウン所沢構想
の推進に係る多彩な関連事業が本
基金を活用して実施されている状
況にある。

H28年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3,424 3,494

2,408

期間 0.37 人
非常勤
特別職

H29年度目標

3,173 千円 臨時職員 4,423



成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

□ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

管理課長　川原　利和

事業の目的及び具体的な内容

環境推進員は、市の環境政策と連
携した活動として、ゴミ減量・リサイ
クル・地域での環境美化活動など
を推進しており、概ね期待する活動
実績を残したため。 有 無

1.13 人

9,690 千円

H28予算現額

H27実績

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を推
進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理解を
深めることにより、健康で潤いのある生活環境を作
る。

H28目標値が未達成の理由・分析

0.00 人 6

5.93

期間

0.00 人

各地区独自の活動をすすめるよう、情報
提供を行うとともに、環境美化の日、歩き
たばこ等防止啓発キャンペーン、環境講演
会などの全地区対象の事業の参加者の増
加に努める必要がある。

6

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

H28その他職員
従事割合

H29年度目標

H28年度目標

6

H27その他職員
従事割合

H27予算現額 H27決算額

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

A

H28年度に改善した点

11,431千円 臨時職員

12880

H27年度目標

環境推進員の協力の下、概ね達成できたものと
考えます。

H28実績

H28正規職員
人件費

1.32 人
非常勤
特別職

5.2

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H28決算額（見込み）

所沢市環境推進員設置要綱

H27正規職員
人件費

環境推進員１人当たりの活動回数。

12880

指標名 目標設定の考え方・根拠

環境推進員それぞれが２か月に一度程度の活
動を行うと期待したもの。

12,600 ①委嘱人数

②事業参加延べ人数

③
12,631

各地区独自の活動について、理事会で情
報共有を行った。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

地区行事と重なることで参加人数が減少
することを避けるため、29年度の実施に向
け、実施日について各地区の意見を伺っ
た。

世帯数×３割×１回
（春･秋いずれかで３割の世帯から一人は参加し
てもらいたいという考え方による）

各地区の自治連合会、環境推進員
協議会の重要な活動行事であり、
快適な生活環境の確保とともに、市
民の環境美化意識と協働意識の向
上に役立っている。今後もより多く
の市民が参加できるよう、工夫が必
要である。

環境美化活動における参加人数

①ごみ回収実績

②参加人数

③

902958

9331271｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

14,462千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成２８年度については秋の地域文化事業や
体育祭と重なった結果、参加人数が例年よりも
減少してしまったが、概ね達成できたと考えま
す。

51,05145,3270.00 人
非常勤
特別職

1.67 人

参加人数の増加を図るため、市民への周
知の方法について、よりわかりやすくなる
よう、ポスター、チラシ、ホームページの改
善を行う。また、実施日についても地区行
事と重ならないよう柔軟に対応するなど検
討する。

H28実績0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.53 人

49,56146,368
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

46,9210.00 人臨時職員13,120 千円

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活環
境を確保する。

指標名

0.00 人 ①１，１２１人

②６，６５１人

③

H28年度目標①74.45t

②49,561人

③

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

広報やホームページの他、あらゆる機会
を通じて施設見学に関するPRを行った。

昨年度の実績により設定した。 小学校の社会科見学が１校減によ
り目標を下回ったが、家庭教育学
級の集いに見学案内を行うなど、
広く市民にごみ処理施設の現状を
周知する試みを行っていることから
左記評価とした。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

小学校の社会科見学が、昨年度より１校減と
なったため達成できなかった。

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

見学者延人数

①見学者延人数

②見学団体数

③

00

00

一
般

事業の種別

今後も広報・ホームページ等を活用し、目
標来場者数を達成できるようにする。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.25 人

2,992人3,000人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

2,902人3,000人0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

3,000人0.00 人臨時職員5,488 千円

小学生の社会科見学をはじめ、多くの視察・見学者
が来所するため、市民等の見学を積極的に受け入
れ、ごみの減量化や分別に対する啓発を行う。

H28年度目標①2,992人

②50団体

③

2,165千円

0.64 人

生活
環境
課

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
管理
課

環境
対策
課

生活
環境
課

実施計画ランク

重要

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

期間

実施計画ランク

S57年度～

実施計画ランク

重要

ごみ処理・分別推進
啓発事業（見学対
応）

期間

H１５年度～

実施計画ランク

H8年度～

重要

環境推進員活動促
進事業

S

予定された回数河川環境保全活動
が実施され、市民が河川環境に関
心を持つ十分な機会が提供され
た。

H28年度に改善した点

有 有

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

活動人数や活動範囲が広がると、必要な
備品などが増え、事業費が増加する。今
後の活動頻度や参加人数が増加していく
場合は、補助金の予算増額も含めた検討
が必要である。

指標名 目標設定の考え方・根拠

河川環境保全活動実施率

河川の環境保全に係る機会が定期的に提供さ
れ、より多くの市民が河川環境に関心を持つこ
とを目標とする。
河川環境保全活動回数 / 河川環境保全計画
回数　× 100

H27その他職員
従事割合

H27年度目標

120

①河川環境保全活動回数

②河川環境保全活動参加人数

H27実績

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

河川浄化団体では、定期的な河川浄化・清掃活動を
はじめ、魚類調査、周辺環境の保全活動など幅広い
地域活動を行う。
住民の自主的な河川浄化活動を促進する。

0.17 人
非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 120

目標達成済

100%

前年度に比べ河川環境保全活動への参
加人数が増加した。

H28目標値が未達成の理由・分析河川浄化団体補助
金

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市河川浄化団体補助金交付要綱 120 120

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.00 人 100% 100%

1,286 千円 臨時職員

1,472千円 臨時職員 0.00 人

①20

②1835

H28年度目標 H28実績

0.00 人 100%

100%

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

Ｈ7年度～



項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

第６章　環境・自然 第２節　みどりの保全・公園の整備

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

施策の実施状況の検証結果に基づき、今
後の施策の実施、目標値の見直しについ
て検討したほか、施策の関係課に、県の
補助事業を紹介し、事業推進を図った。
また、平成３１年度からの新たな｢所沢市
みどりの基本計画｣策定のための準備作
業を行った。

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロジェクト
の施策の実施数

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

緑地協定等の地域緑化を新規に指定した地区
の目標値は、該当する地区がなかったので、未
達成となった。
駅前広場の緑化、パブリックガーデンの設置
は、未達成となった。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロ
ジェクトの施策目標値達成に向けて関係
課と調整する。
新たな｢所沢市みどりの基本計画｣策定の
ため、平成２９、３０年度で策定作業を行
い、平成３１年度以降は、新しい計画の下
で施策を進める。

27280.00 人

1,215715

987442

一
般 0.90 人

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロジェクトの
施策の実施数

①みどりの審議会の開催回数

②ゼネラルマネジャー幹事会の
開催回数

③

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.40 人 H28実績7,794千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.55 人

2729
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

310.40 人臨時職員4,716 千円

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本計
画に基づく施策や事業の進行管理を行うことにより、
みどりの保全や創出に係る施策や事業等の推進を
図る。

指標名

H28年度目標①3回

②2回

③

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

パートナーの知識の底辺拡大の為、初級
講座から中級講座に変更し技術の向上を
図った。

業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋みど
りのパートナーによる除草・清掃等の管理面積
＋市民参加による保全管理作業面積を指標と
する。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

年々増加している管理地に対して、委託費が追
いついていないため。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

管理作業実施面積

①業者委託による剪定・伐採等
の管理
②みどりのパートナーによる除
草・清掃等の管理
③市民参加による保全管理作
業

25,70827,084

29,34130,463

一
般 1.35 人

予算が削られていく傾向にあるので、直営
のさらに小回りの効く対応が可能になるよ
う、現業職２名の増員要求をしている。

H28実績

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市
民の森設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

20260.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人11,691千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.50 人

3737
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

370.05 人臨時職員12,863 千円

地域制緑地の指定をした緑地（市民の森等）や、市
が買い入れや寄附によって取得した緑地の自然環
境や植生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪
定、不良木の伐採、除草等、適切な維持管理を行
う。また、市民が安全にみどりと触れ合う場を提供す
るため、市民に公開している緑地の園内柵や外周柵
の修繕等を行う。

指標名

H28年度目標①15.80ha

②19.33ha

③1.50ha

無有

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

緑地購入事務において、関係部署（関東
信越国税局、埼玉県及び庁内関係課）と
連携し事務を進めた。

指定面積（平成２２年度を基準年度として「０」と
する）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

平成２８年度実績値は目標値を上回った。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

重点プロジェクトにおける新たに指定した地域制
緑地の面積（指定替え含む）

①植生調査

②みどりの公有地化

③

44,39045,160

22,31223,626

一
般

3.05 人

将来都市像｢所沢発　みどりと笑顔にあふ
れる｣まちにしていくために、緑地保全制度
の指定及び公有地化によるみどりの保全
の取り組み を進める。

H28実績

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条
例、ふるさと所沢の緑地の寄附に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

41350.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人26,413千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.30 人

4536
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

370.00 人臨時職員19,723 千円

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこどもた
ちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地保
全制度の指定を行い、保全管理計画を策定する。ま
た、相続や開発等により消失の恐れがある緑地につ
いて、土地の取得（寄附受入を含む。）により、公有
地化を行う。

指標名

H28年度目標①0ha

②27,019㎡

③

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

保存樹木等支援事業補助金の委託業者
は、基本は市内の登録業者であるが、所
有者の利便性を鑑み、古くから管理委託し
ている業者に関しては、市外の未登録業
者についても補助金を交付する。

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹
の本数を指標とした。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

新規発掘が出来なかったため

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

ふるさとの樹の指定本数

①保存樹木の樹木管理推進事
業
②保存樹林の樹林管理推進事
業
③ふるさとの樹の樹木管理推
進事業

4,0015,796

2,1976,028

一
般 0.90 人

市街地にある、指定が掛かっていない樹
木の調査を、ホームページ・ＳＮＳ等を活
用し、保存樹木制度について更なる周知を
図り、新規発掘を行う。

H28実績

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保
存樹木等支援事業補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

35500.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.10 人7,794千円

0.75 人

3550
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

500.00 人臨時職員6,431 千円

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図る
ため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への
加入や保全管理費用の助成による所有者への支援
を行う。また、保存樹木等の指定制度について市民
に周知し、新たな保存樹木等の指定を行うとともに、
市民の保存樹木等の保全に対する関心を高める。

H28年度目標①3本

②4箇所

③

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

実施計画ランク

みど
り自
然課

みど
り自
然課

みど
り自
然課

みど
り自
然課

最優先

実施計画ランク

重要

みどりの基本計画
推進事業

期間

H21年度～

期間

H24年度～

実施計画ランク

重要

保存樹木等指定促
進事業

重要

緑地管理整備推進
事業

期間

H6年度～

実施計画ランク

期間

H27年度～

補助金制度については、所有者か
ら一定の評価は頂いているが、実
際の制度利用となると、本人の費
用負担が大きい事等の事情によ
り、予定数には至ってない。

｢所沢市みどりの基本計画｣　は、
緑地の保全及び緑化の推進に関
する措置を総合的かつ計画的に実
施するために、　市が策定するもの
であり、事業を継続していく必要が
ある。
また、みどりの審議会において、み
どりの基本計画に基づく施策や事
業の進行管理を行うことにより、み
どりの保全や創出に係る施策や事
業の推進を図る。

年々緑地管理面積は増加傾向だ
が、管理費用は削減傾向にある。
その中では上手くやりくりをし、管理
してきた。

将来都市像｢所沢発　みどりと笑顔
にあふれる｣まちにしていくために、
緑地保全制度の指定及び公有地
化によるみどりの保全の取り組み
を進める。
また、緑地購入地の増加により、緑
地購入費が増加するため、予算拡
大が必要となる。

里山保全地域等指
定整備事業



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　岩﨑　幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　岩﨑　幸司

成果指標の目標値を毎年達成して
いる。

有

H28年度に改善した点

無有

H28年度に改善した点

無

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名 H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

プロポーザル方式により、概略設計業務
委託業者を決定した。

平成３０年度の完成までを１００％とし、平成２７
年度から開始された事業なので、１年を２５％と
して考える。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

事業進捗状況率

①概略設計業務委託

②

③

5,0765,446

11,12411,200

一
般 0.45 人

本事業の推進にあたって東京都水道局と
の密接な連携が求められることから、東京
都水道局との連絡体制を強化していく必
要がある。

H28実績

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例　　　　　

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

25250.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人3,897千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.90 人

5050
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

750.00 人臨時職員7,718 千円

狭山湖や狭山丘陵の散策者及び観光客に、みどり
の保全と創出の理解を促すとともに、散策者等が安
全に周遊できるようにするため、散策路整備の一環
として、狭山湖北東部に位置する緑地帯を縦断する
市道5-4号線に景観に配慮した人道橋を整備する。

指標名

H28年度目標①1本

②

③

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

配布施設を拡大した。

地球温暖化対策の一つとして、球根を各施設に
配布している。その施設数を指標としている。

みどりにあふれる潤いのある街で
あり続けるため、街の玄関である駅
前広場等の緑化を推進・保全す
る。ペデストリアンデッキについて
は老朽化等により、色々問題は生
じたが、素早い対応で処理ができ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

球根配布施設数

①ペデストリアンデッキ花の植
え替え
②球根配布数

③保育園での植樹

3,1763,261

2,8452,869

一
般 1.70 人

毎年、球根の配布を行うだけの事業となっ
ているため、配るだけではなく、何か一工
夫を加え、公共施設の緑化を進めて行く必
要があると思われる。当課で行っている同
様な事業との統合等も考慮する必要があ
る。

H28実績

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

43470.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

14,722千円 H28年度目標

4646
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①3回

②3,000個

③4園17本

0.00 人

用地取得については、用地交渉など非常
に難しい状況になっている。今後は、用地
取得については、引き続き土地所有者へ
丁寧な説明を、粘り強く進めていく。併せ
て、施設整備工事を計画的に実施し、平成
33年度の完成を目指す。

460.00 人臨時職員20,580 千円

公共公益施設を緑化することにより、街中のみどり
を創出するとともに、市民に花と緑に触れ合う機会を
提供し、緑化の関心を高めるため、公共施設に球根
を配布し、施設管理者や利用者による施設緑化を進
める。また、所沢駅前ペデストリアンデッキ・プラン
ターに四季の花々を植え、維持管理を行う。さらに、
保育園の園庭に植樹を行い、潤いのある木陰づくり
を進める。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.40 人

H27その他職員
従事割合

196,222198,679

149,945166,725

A

目標設定の考え方・根拠

事業認可の変更(事業期間の延長)にあわ
せて、工事費の見直しや、用地取得費に
関する公園全体の総事業費を見直した。

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重
要となることから用地取得面積を目標値として
いる。
取得面積/用地必要面積25.4ha（H33年度目標)

目標に対する実績の割合が99％で
あり、目標がほぼ達成できている。

用地取得面積

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

都市計画法・都市公園法・都市緑地法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

25,980千円

当初、予定していた箇所の用地買収が困難とな
り、買収面積が目標値に満たなかったため。

22.79ha22.89ha0.00 人
非常勤
特別職

3.00 人

①用地購入

②施設整備

③

H28実績H28年度目標①4,347㎡

②キャンプ場外・炊事場外・仮
設トイレ外整備工事

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

3.01 人

23.23ha23.44ha
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

23.34ha0.00 人臨時職員25,811 千円

武蔵野の平地林を活用し、市民が自然観察や
散策の場など身近な自然とふれあう環境の保
全と整備を行う。

指標名

一
般

事業の種別

H27正規職員
人件費

A

目標設定の考え方・根拠

早期工事発注を実施するとともに、指定避
難場所として位置づけられている５公園
に、太陽光パネル付きの公園灯を設置し、
消費電力の抑制や防災拠点としての機能
性を高めた。

温室効果ガスの削減、消費電力の抑制、維持
管理費用の削減のためLED化した公園数を目
標値としている。
公園灯LED化公園数164公園（H32年度目標)

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

年度計画に基づき事業を実施しているが、
公園灯の老朽化が進んでいる公園も多い
ことから、施設の状況なども考慮しながら、
効率的・効果的に事業を実施し、平成32年
度の全公園のLED化を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

8公園

4,1904,360

6,4387,226

一
般 0.00 人 0.00 人

非常勤
特別職

臨時職員

1,715 千円

マチごとエコタウン所沢構想

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

公園灯LED化公園数

①LED化した公園数

②LED化した公園灯数

③

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H28実績

20公園2緑地0.00 人臨時職員

0.20 人

5公園5公園
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

マチごとエコタウン推進基金を活用し、マチごとエコタ
ウン所沢構想の趣旨に沿って市が管理する公園灯
に関してLED化を図ることにより市域における温室効
果ガスの削減及び公園灯に係る消費電力の抑制、
維持管理費用の削減が見込まれることから実施す
る。

H28年度目標①5公園

②5灯

③

0千円

8公園

無有

無有

みど
り自
然課

みど
り自
然課

公園
課

公園
課

実施計画ランク

最優先

狭山湖周辺人道橋
整備事業

期間

H27年度～H30年度

実施計画ランク

重要

みどりの街並み創
出事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

最優先

所沢カルチャーパー
ク築造事業

期間

S61年度～

実施計画ランク

優先

公園灯ＬＥＤ化改修
事業

期間

H27年度～

成果指標の目標値は毎年達成して
いる。
今後、平成３０年度の完成・開通を
目指し努めていきたい。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然課長　奥村　稔

有

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例

無

H28年度に改善した点

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額事業の種別 指標名

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

交通誘導員を、環境クリーン部のみなら
ず、新人職員にもボランティアを募り、１１
名の職員が参加してくれ、参加者より高い
評価を得た。また、前年不評だった部分の
コースを参加者の安全確保のため変更し
た。

ふるさとのみどり啓発事業の中で、最も大きく、
又、市内住民のみならず、近隣住民も参加する
一大イベントとなっているため、参加人数を指標
とする。

H27その他職員
従事割合

一担当課での扱いでは無く、市をあげての
行事になるよう、全体で取り扱って行くよう
実行委員会等を立ち上げる方法も考える
必要がある。

H28実績

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

日高市の高麗郡建郡１，３００年のイベントと重
なってしまったのが原因と思われる。

①みどりのカーテンコンテスト応
募数
②啓発用種子袋の配布数

③

3,2573,542

2,8782,997

一
般

1.85 人

H27予算現額

16,021千円

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑
の基金条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

みどりのふれあいウォーク参加人数

2,3112,5000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.40 人

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.45 人

2,0032,800
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

3,9000.40 人臨時職員12,434 千円

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふ
れあいウォーク」を開催する。また、イベントの際に
緑の募金運動を実施し、市民から寄附金を募る。さ
らに、夏場の省エネ対策として「みどりのカーテン」を
市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴーヤの種子
袋を配布するとともに、みどりのカーテンコンテストを
開催する。

指標名

H28年度目標①49件

②8,000袋

③

無有

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

パートナーの底辺拡大のため、平成２７年
度にパートナーの初級講座を行った。平成
２８年度は更なる知識向上のため中級講
座を行なった。

みどりのパートナー登録者数を増やし、みどりの
保全及び創出を推進する事が当事業の目的と
なっているため登録者数を指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

パートナー登録者数的には、目標
値を達成している。知識の底上げ
のための講習会を行い、それなり
の評価を得ているので今後も継続
して開催を行っていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

みどりのパートナー登録者数

①活動講座の開催

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補助
金

5,7117,740

6,3008,249

一
般

事業の種別

登録者数的には達成はしている。しかし、
年配の方々が多いため、今後の世代交代
が問題となってくる。中級講座にも世代交
代問題を取り込んで、参加者に話し合って
もらった。

H28実績

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市み
どりのパートナー活動支援事業補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.30 人

1,3771,000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

1,2308000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

0.00 人臨時職員8,146 千円

当市のみどりをより豊かにする市民活動を推進する
ため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自発的
かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「みどりの
パートナー」として登録し、このパートナーに対して情
報の提供や緑化資材の助成等、育成・支援等を行
う。

H28年度目標①7回

②46団体

③3,021千円

2,598千円

0.95 人

1,000

みど
り自
然課

みど
り自
然課

重要

期間

H18年度～

実施計画ランク

優先

みどりのパートナー
活動推進事業

実施計画ランク

期間

H24年度～

みどりのふれあいウォーク参加者
数は、２年連続で目標を下回ってし
まったが、共同開催の西武鉄道か
らは、単体で2,000人を超える規模
のウォークで成功している例はあま
り無いと高評価を頂いている。

ふるさとのみどり啓
発事業



項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

第６章　環境・自然  第３節　環境保全

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

事業の種別 指標名

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

前年度立入時に施設に関する指導を行っ
た事業所の中で、H28年度の立入時には
改善されている事業所があった。

規制対象事業所への立入検査により、各施設
から排出される汚染物質を削減し、大気汚染を
防止することが当該事業の目的となっているた
め、行政測定を行うばい煙に係る排出基準適
合率を指標とする。目標値としては、前年度維
持を目標としたい。 毎年、成果指標の目標値を達成し

ている。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

他自治体の状況も勘案し、測定対象施設
の選定や測定頻度等について、測定計画
の見直しを行う。

100%100%0.00 人

1,2011,985

1,0661,798

一
般 1.13 人

H27決算額H27予算現額

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標事業の目的及び具体的な内容

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率

①行政によるばい煙測定実施
事業所

②基準適合事業所数

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 H28実績9,786千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.76 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

100%0.00 人臨時職員6,517 千円

原則的に抜き打ち検査とし、ばい煙の排出状況や
施設の管理状況など、法令に基づき、その遵守状
況を検査する。(ばい煙排出状況の行政検査や報告
の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の
実施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生施
設や規制基準の適合状況が思わしくない事業所へ
の立入検査の実施④規制基準に適合しない事業所
等への改善指導また、規制対象事業所への立入検
査により、各施設から排出される汚染物質を削減
し、大気汚染を防止する。

指標名

H28年度目標

①7事業所

②7事業所

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

測定局のテレメータをデジタル化していく
ことが必要な傾向となってきていることか
ら、各測定局のテレメータをデジタル対応
のものへと更新した。

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・
調査を行うことが目的となっているため、有効
調査項目率を指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

毎年、成果指標の目標値を達成し
ている。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

有効調査項目率①有効調査項目

②調査項目数

21,77623,134

21,22622,530

一
般 1.30 人

今後も、事務の効率化、経費の抑制に努
める。また、テレメータのデジタル化に対
応するため、測定機器の入れ替えや新規
購入の場合にはデジタル接続できるよう
に進めていく。

H28実績

大気汚染防止法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

100%100%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人11,258 千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.13 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

100%0.00 人臨時職員9,690 千円

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの
大気汚染物質について、本事業の法定受託事務処
理基準である「環境大気常時監視マニュアル」等に
基づき、市内5常時監視測定局（一般局：東所沢・北
野・中富、自排局：航空公園・和ヶ原）において常時
監視機器を用い、計測・調査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気
汚染状況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策
の基礎資料とする。

指標名

H28年度目標

①52項目

②52項目

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

測定局数を3局から2局に減らし、検体数
の削減を行った。

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を
中心として、大気の汚染状況を常時監視するこ
とを目的としているため、有効調査項目率を評
価指標とした。
また、目標値は前年度同様100％とした。 成果指標の目標値を達成している

ため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

有効調査項目率

①有効調査項目

②調査項目数

4,2425,268

3,4764,264

一
般 0.56 人

環境省が定める「事務処理基準（平成13
年5月21日付環境省環境管理局長通
知）」及び「有害大気汚染物質測定方法マ
ニュアル」に従い、今後も引き続き常時監
視を実施する。

H28実績

大気汚染防止法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

100%100%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人4,850千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.58 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

100%0.00 人臨時職員4,974 千円

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点
において調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調
査の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値
（年統計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係
機関・市民等への情報提供

指標名

H28年度目標

①34

②34

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

定期的な立入検査を実施することにより、
前年度排水基準を満たしていなかった事
業所に改善が見られた。

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の
水質規制遵守への関心の向上並びに意識低
下の防止が期待できる。よって、当目標を計画
実施率とした。

一
般

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

計画実施率
立入検査を行った事業所数 /　立入計画事業所
数
× 100

①立入計画事業所数
　（述べ事業所数）

②立入検査を行った事業所数

1,4721,841

1,0371,271

H28実績

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

10,132千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

95%100%0.00 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

① 64

② 64

0.00 人臨時職員

100%0.00 人臨時職員7,117 千円

原則的に抜き打ち検査とし、排出水の状況や施設
の管理状況など、法令に基づき、その遵守状況を検
査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の
実施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定
結果について規制基準との適合状況の確認④規制
基準に適合しない事業所等への改善指導。また、
立入検査により各事業所から公共用水域へ排出さ
れる汚濁物質を削減し、水質汚濁を防止する。

0.83 人

1.17 人

H28年度目標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

環境
対策
課

環境
対策
課

環境
対策
課

環境
対策
課

実施計画ランク

重要

大気規制対象事業
所検査事業

期間

S59年度～

実施計画ランク

重要

大気汚染状況の常
時監視事業

期間

S60年度～

実施計画ランク

重要

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

期間

平成9年度～

実施計画ランク

重要

水質規制対象事業
所検査事業

期間

S62年度～

計画どおり立入検査が実施された
ため。 有有

事業所によっては担当者が不在の場合に
浄化槽のふたを開けることができず、採
水ができない場合がある。原則抜き打ち
検査であるが、小規模な事業所等には事
前に連絡を行い、計画的な立入検査に努
める。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

H27決算額H27予算現額 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

事業の種別

A

目標設定の考え方・根拠

環境省が定める事務処理基準に基づき、
測定基準の見直しを行った。また、柳瀬川
の城前橋付近において、河川の水質評価
をするために、水生生物調査を行った。

埼玉県及び所沢市が定めた公共用水域水質測
定計画に基づき、市内主要河川の水質と河川
底質の評価を行うこと。また、河川の汚濁状況
を監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資
料を得ることを目的としてるため、その実施項
目率を指標とする。

一
般

実施項目率
 (測定項目/計画項目×100）

①測定項目

②測定地点

2,8833,200

3,3573,351水質汚濁防止法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

9,006千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

100%100%0.00 人
非常勤
特別職

1.04 人

狭山湖橋(東川)のBOD基準値超過が多
い(平成28年度：10回)ため、今後、原因を
調査していく必要がある。

H28実績

①88項目

②13地点・年12回

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.56 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

100%0.00 人臨時職員4,802 千円

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測
定計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウ
ムなどの健康項目等について、市内主要河川の水
質と河川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況
を監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を
得ることを目的とする。

指標名

566 ①概況調査井戸数

②継続監視調査井戸数

③汚染井戸周辺地区調査井戸
数（土壌汚染や概況調査での
環境基準超過判明時に実施）

H28年度目標

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

地下水の測定については、他グループと
協力し、同業者への文書送付や連絡等の
事務を分担したことで、準備段階から測定
当日までの事務量を軽減することができ
た。

埼玉県によって、大気：３地点を４回/年、河川
水・底質：各２地点を１回/年、土壌：２地点を１
回/年、地下水：１地点を１回/年の計19検体が
測定数として定められているため、すべての項
目を市で実施することを目標として設定してい
る。

成果指標の目標値を毎年達成して
いるため、一定の成果は上げられ
ていると考えている。今後も目標値
達成に努めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数×100）

①調査検体数

②調査計画検体数

1,9663,043

1,7282,418

一
般

0.63 人

引き続き定められた測定の精度を維持
し、今後も常時監視を継続する。

H28実績

ダイオキシン類対策特別措置法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

100%100%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人5,456千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.55 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

100%0.00 人臨時職員4,716 千円

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類
大気常時監視実施計画に基づき、河川水について
はダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監
視（公共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地
下水については地下水質測定計画に基づき、ダイ
オキシン類にかかる環境調査を行う。また、ダイオ
キシン類による大気・水質・土壌等の汚染状況を常
時監視し、ダイオキシン類による汚染対策に係る施
策の基礎資料とする。

指標名

H28年度目標

①19

②19

無
　
有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

現状のとおり

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ための、定期的な測定と簡易測定器の貸し出し
を行うことによる市民の満足度。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

空間放射線量測定機器貸出満足度
（役立ったと回答した利用者数/アンケート回答
者×１００）

①継続的な空間放射線量測定

②除染土壌仮保管場所定期測
定

③測定結果公表

124137

153120

一
般 0.63 人

市民の理解を得られる測定方式の合理
化

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

95%90%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人5,456千円

0.49 人

100%90%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

90%0.00 人臨時職員4,202 千円

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の
情報を市民に公表するとともに、市民への測定器貸
出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把
握することで、市民の不安を軽減するための根拠資
料とする。

H28年度目標①市内10地点での測定回数
1地点・1回/月×１２ヶ月
②保管場所×４回/年
③市ホームページ、各まちづく
りセンターにポスター掲示

環境
対策
課

環境
対策
課

環境
対策
課

環境
対策
課

実施計画ランク

重要

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

期間

S62～

実施計画ランク

重要

ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

実施計画ランク

重要

期間

地下水の水質汚濁
状況の常時監視事
業

期間

H9年度～

実施計画ランク

重要

放射性物質による
環境汚染の監視・
対処事業

期間

H23年度～

埼玉県及び所沢市が定めた公共
用水域水質測定計画に基づいて、
市内主要河川の水質と河川底質
の評価を行っており、成果指標の
目標値を達成することができた。
また、月1回の常時監視をすること
によって、水質汚濁防止に係る施
策の基礎資料を得ることができた。

有有

H28年度に改善した点

385

成果指数を毎年達成しているた
め、一定の成果は上げられている
いると考えている。今後も目標値を
達成できるよう継続的に進めてい
きたい。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

328 計画的な常時監視を通じて、市内
汚染状況の把握を効率的に進める
ことができている。

H28年度に改善した点

有 有

H28目標値が未達成の理由・分
析

計画的な測定は実施できているものの、
超過項目の中でも、超過原因が特定され
るものについては、汚染源への排出指導
を通じ、地下水汚染の未然防止を図る必
要がある。

H29年度目標

調査実施率
（調査実施数/計画数×100）

常時監視を行い、基礎的な資料を得ることが目
的なので、滞りなく測定が実施されたことを評価
する実施率を指標とする。

地下水検体採取時に、随時写真記録する
ことにより、検体の取り違え等のミスを未
然に防止できた。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

水質汚濁防止法 457

A

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28その他職員
従事割合

H28年度目標

H28正規職員
人件費

H27年度目標 H27実績

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 100%
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

Ｈ元年度～ 3,516 千円 臨時職員 0.00 人 100%

H28実績

0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人

埼玉県が定めた地下水質測定計画に基づき、市内
を区分したうちの3～4区画から１本毎の井戸を選定
し、カドミウムなどの地下水の水質汚濁に係る環境
基準項目について、水質調査を行う。また、過去の
調査で環境基準を超過した井戸について、その項
目にかかる水質調査を行う。また、地下水の有害物
質等の環境基準項目等を中心として汚染状況を把
握し、地下水汚染の早期発見と継続的な監視を行
い、地下水汚染対策に係る施策の基礎資料を得る
ことを目的とする。

4,763千円 臨時職員 0.00 人
①２件

②14件

③１件

100% 100% 目標達成済



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　浅野　浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

年々あき地の所有者の高齢化や
金銭的理由等により除草を行うこ
とができない所有者が増えている
中で、一定の実績をあげることが
できたため。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

通年、耐用年数を満たすための基本メン
テナスを実施しているため、特に改善点
はない。

年間経常支出額に対する収入の割合からの運
営状況。

今後も安定的な稼働を維持するた
めのメンテナンス計画を慎重に進
めていく必要がある

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

火葬場使用料及び斎場使用料の歳入をもっ
て、主な歳出である指定管理委託料について
は賄えている状況である。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

年間斎場等使用料金
①年間火葬件数及び
    火葬場使用料
②年間式場等利用件数及び
    斎場使用料
③

205,561207,868

247,167258,972

一
般 0.95 人

今後、メンテナンスが必要な個所が増え
てくることが考えられる。新たに発生した
修繕部分が恒常化しないよう事業者との
綿密な調整を持って対応していく。

H28実績

所沢市斎場条例、所沢市斎場条例施行規則、墓
地、埋葬等に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

177,943,250円193,498,000円0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人8,227千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.65 人

178,483,100円193,500,000円
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

194,000,000円0.00 人臨時職員5,574 千円

・火葬場・式場等の斎場利用許可申請の受付
・斎場利用許可証の発行及び使用料の収納
・市町村（死亡者の本籍地、死亡地、又は届出人の
所在地）で死亡届が受理されることにより交付され
る埋火葬許可証へ火葬後、火葬済証明を行う
・管理運営については、指定管理者「公益財団法人
所沢市公共施設管理公社」が行っている。

指標名

H28年度目標①4,152件、94,114,000円

②7,268件、84,369,100円

③

無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

平成29年度工事着工のための設計委託
であり、平成28年度のみの事業のため改
善点は特にない。

斎場の待合室を1室増設するための工事設計
が完了し、平成29年度に工事着手できること。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

増設工事及び改修工事の工事設
計も完了したので、今後は予定工
期内の完成を目指し、事務を遂行
していく必要がある。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

工事設計委託

①斎場改修工事設計委託

②

③

00

3,5643,800

一
般 0.00 人

工事設計は完了し、平成29年度工事着
工。

H28実績

所沢市斎場条例、所沢市斎場条例施行規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

00
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.30 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

100%臨時職員2,573 千円

火葬需要の増加や、変化する葬儀形式へ対応する
ため、平成２６年度に策定された「所沢市斎場整備
方針（骨子）」により、営繕課、指定管理者と連携し
実施する。
平成２８年度に設計委託
平成２９年度に工事実施
　・第５待合室を和室から洋室に改修する。
　・第６待合室を増設する。

指標名

H28年度目標
①関係各課、関係事業者との
打
   ち合わせ会議を実施。事務
室
   内装工事設計完了
②

③

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

近年お隣同士のトラブルが増加傾向にあ
り、当事者同士の話し合いを進めることで
解決を促した。

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、処理
困難案件も多く現実的な目標としたい。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

困難案件が増加傾向にあり、年度内に解決で
きない案件があるため。
年度末に受付した苦情が翌年度に繰り越され
てしまうため。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

苦情相談解決率
（解決件数/対応件数×１００）

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

2,6792,658

2,3752,528

一
般 2.45 人

今後も、苦情相談は現状維持若しくは増
加するものと考えられるため、職員の資
質の向上を図りつつ、環境支援システム
を有効利用し、効率化を図りながら、迅速
な解決を目指す。

H28実績

公害紛争処理法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

85%100%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.00 人21,217千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.40 人

93%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

80%以上1.00 人臨時職員20,580 千円

騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、
苦情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図
る。

指標名

H28年度目標

①151

②141

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

あき地台帳のうち、相談件数の多い箇所
の絞り込みを行い、点検をしやすくし、調
査回数を増やし、あき地の現況を把握し
やすいよう改良した。

改善箇所÷指導箇所

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

あき地の所有者の高齢化や金銭的理由等で除
草作業を行うことができない所有者がいるた
め。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

指導による改善率

①指導箇所

②改善個所

③改善率

288428

330639

一
般 2.16 人

所有者に理解や協力がなければ改善が
進まないため、粘り強く土地所有者に訴え
かけていくことが必要である。

H28実績

所沢市あき地の雑草除去に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

83.81000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人18,706千円

1.89 人

90.3100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

1000.00 人臨時職員16,207 千円

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、火
災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄など
の原因になることから定期的にあき地の雑草繁茂
状況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管理
者）に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

H28年度目標①７２箇所

②６５箇所

③９０．３％

市民
課

市民
課

環境
対策
課

生活
環境
課

実施計画ランク

所沢市斎場維持管
理事業

期間

昭和42年度～

実施計画ランク

優先

斎場待合室等整備
事業

期間

H28年度～H29年度

実施計画ランク

重要

公害等苦情相談事
業

期間

S47年度～

実施計画ランク

重要

あき地の雑草除去
指導事業

期間

S44年度～

公害苦情相談は、対応が困難で解
決までの時間を要する案件も多く、
成果指標の目標値が未達成となっ
ている。
今後も、処理困難な案件が増加す
る事が推測されるが、より一層知
識を深めて、相談者への適切かつ
迅速な対応を図る必要がある。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　岸　徳夫

平成28年度より民間業者への業務
委託を開始したが、大きな混乱や
苦情等もなく、くみ取り業務を実施
し、利用者周辺の衛生的な生活環
境を保持することができたたため。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

有無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

平成28年度より民間業者への業務委託を
行っている。

(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷く
み取り件数

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

衛生側面からの納得度

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

1,4821781

18,89419598

一
般 2.12 人

今後も安定して民間業者への業務委託を
継続していく。

H28実績

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

1001000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人18,359千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.06 人

100100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

1000.00 人臨時職員515 千円

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低
下によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生
活廃水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的な
生活環境を保持する。

指標名

H28年度目標①1,222件

②2,957,600ℓ

③1,478,800円

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

２０歳以上の犬の飼い主に対して犬の生
存確認を行うことで、犬の登録情報の適
正管理を行った。

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注
射を毎年１回受けさせなければならないとなっ
ている。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を接
種しても注射済票の交付手続を行わない飼い
主がいるため、制度の周知・啓発活動が必要で
ある。

所沢狂犬病予防協会や市内動物
病院と連携して集合狂犬病予防注
射や注射済票仮交付を行い、犬の
飼い方教室の開催や広報による啓
発活動などの実施により、ある程
度成果は残せたが、７割強の接種
率であったため。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

狂犬病予防注射接種率

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

2,7763146

2,7302995

一
般 1.78 人

接種率の向上及び飼い主のマナー向上
について、より効果がある方法を研究す
る。

H28実績

狂犬病予防法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標

751000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.50 人

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.50 人

73100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額事業の種別

1000.50 人臨時職員12,863 千円

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防
ぐため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、
狂犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注
射済票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協会
や市内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射や
注射済票仮交付を行うことで、予防注射接種率の
向上を図っている。

指標名

H28年度目標①996枚

②15679頭

③11672枚

15,415千円

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

所沢駅東口指定喫煙所の移設を行った。

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩
きたばこや路上喫煙行為をなくすため、目標は
違反率が0パーセントであること。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

条例制定前は2.19パーセントであった歩行者喫
煙率がほぼ10分の1となっており、条例の周知
は進んでいると考えられるが、マナーを守らな
い喫煙者が少数見受けられる。

条例制定前は2.19パーセントで
あった歩行者喫煙率が、近年、ほ
ぼ10分の1となっていることから、
おおむね条例の内容は周知され、
喫煙者のマナーも向上していると
考えられるため。

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市内４か所（主要な駅前）の平均路上歩行者喫
煙率（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

①駅前キャンペーン実施箇所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ防止パトロール実
施回数

3,3393527

3,5673972

一
般

H27予算現額

条例施行から8年が経過し、路上喫煙率
の推移をみると一定の効果は上がってお
り、喫煙マナーの向上も図られているが、
一部喫煙マナーが守られていない状況が
あることから、職員によるパトロールを行
い、条例違反者への声かけを実施してい
く。

H28実績

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

1.03 人

0.150
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.2700.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

00.00 人臨時職員10,376 千円

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロール
等による条例の周知啓発活動を実施するとともに、
喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上喫煙
禁止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙所の維
持管理を行う。

H28年度目標①28ヶ所

②111枚

③11回

8,920千円

1.21 人

生活
環境
課

生活
環境
課

生活
環境
課

実施計画ランク

重要

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

期間

S46年度～

実施計画ランク

重要

犬の登録・狂犬病
予防注射管理事業

期間

H12年度～

実施計画ランク

重要

歩きたばこ等防止
啓発事業

期間

H18年度～



項目名

■ □ □

循環型社会形成推進基本法、

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

重要

トコとん資源化推進
事業（雑がみ回収推
進事業）

期間

Ｈ27年度～

実施計画ランク

重要

食品ロスゼロのまち
促進事業

期間

Ｈ27年度～

実施計画ランク

S61年度～

実施計画ランク

優先

集団資源回収報償
金交付事業

期間

Ｈ3年度～

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

資源
循環
推進
課

資源
循環
推進
課

資源
循環
推進
課

実施計画ランク

重要

生ごみ減量・資源化
推進事業

期間

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

3,223t0.00 人臨時職員5,317 千円

　「燃やせるごみ」の中に含まれている雑がみについ
て、回収を推進することにより、更なる資源化とごみ
焼却量の削減を図る。

H28年度目標

①3,222t

4,850千円

0.62 人

3,222t3,122t
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

3,121t3,134t0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.56 人

　イベントで啓発品の配布・掲示を行う等、
市民への意識啓発を図ることも検討してい
るが、効果測定が課題となっている。

H28実績

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

集団資源回収における、雑誌・雑がみの回収量
①雑誌・雑がみ回収量

463560

39

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

　雑がみ回収の周知啓発チラシを作成し、
集団資源回収事業報償金申請時に来庁
者に配付した。

　周知・啓発の対象を特定することができ、実績
の把握も容易であることから、集団資源回収に
おける回収量を指標とする。
　目標値としては、前年度より増やすことを目標
としたい。

　開始初年度である平成27年度は
目標値を下回ったものの、平成28
年度は増加に転じており、一定の
成果が得られていると考えている。
　引き続き実績拡大に努めていき
たい。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

H27予算現額事業の種別

150店0.00 人臨時職員6,603 千円

　食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロの
まち協力店」として登録し、取組内容等を紹介した
り、市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用
するレシピを紹介することにより、食品ロスを削減
し、「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図る。

指標名

H28年度目標

①202店

4,850千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.77 人

202店100店
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

183店80店0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.56 人

　飲食店の登録が中心である「食品ロスゼ
ロのまち協力店」について、小売店にも登
録していただけるように検討していく。

H28実績

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

協力店舗数（累計）
①協力店舗数

1,3051,609

493515

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

　広報ところざわの特集記事や、教育委員
会主催のイベントとの連携等を通じて、「食
品ロスゼロのまち協力店」の登録に限ら
ず、食品ロス削減に向けた取組みの啓発
活動を行った。

　食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その
取組みを市民に紹介することで、食品ロス削減
の意識啓発を図るため、店舗数を指標とする。
なお、目標値は「マチごとエコタウン所沢構想」
に基づく。

　成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果を上げられていると
考えている。
　今後は、店舗数を増やすだけでな
く、各店舗の取組みをより多くの市
民に紹介することにより、意識啓発
を図っていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

H27予算現額事業の種別

13%0.00 人臨時職員7,460 千円

　集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子
ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボー
ル、古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きび
ん）を集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動
に対し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本当
たり6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源化の
推進を図る。

指標名

H28年度目標

①11,283t

②515団体

13,943千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.87 人

13.3%13%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

12.9%13%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

1.61 人

　市の収集日に集団資源回収を実施し、
行政回収を停止する「行政回収に代わる
集団資源回収」の拡大を進めるため、未実
施の自治会・町内会へ働きかけを行って
いく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市集団
資源回収事業報償金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

①集団資源回収量

②登録団体数

56,64558,383

68,01970,181

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

　市民の自主的活動を支援し協力をいた
だきながら、より多くの資源物を回収する
ため、報償金単価を5円から6円に増額し
た。

　集団資源回収にて回収される資源物の割合
が増えることで、行政回収の負担が減ることか
ら、集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本
計画の参考値に基づく。

　成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果が上げられていると
考えている。
　引き続き、「行政回収に代わる集
団資源回収」の拡大を進め、実績
の拡大に努めていきたい。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

事業の種別

81t0.00 人臨時職員8,575 千円

　生ごみを回収し堆肥化を行うとともに、生ごみ処理
機器等を購入し、自主的に生ごみの減量や資源化
に取り組む市民に対し奨励金を交付することで、燃
やせるごみの約4割を占める生ごみの減量・資源化
を進める。

指標名

H28年度目標①74t

②127基

84t

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.00 人

74t84t
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 　生ごみ処理機の奨励基数を増やす目的
で広報やSNS、行政回覧などを通して市民
にアピールしているが、生ごみの堆肥化を
今後も発展させていくことは、現状の制度
の中では厳しい状況にあるので、事業の
見直しも検討しつつ、できうる限りさらなる
生ごみの資源化のPRを推進していく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市生ごみ減
量化・資源化を推進するための奨励に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

81t

　参加世帯の高齢化、世帯人員数の減少（子ど
もの独立等）に伴い、生ごみの排出量が減少し
たもの。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

生ごみ資源化の回収量

①生ごみ資源化の回収量

②処理機器等奨励基数

6,610 千円7,337

7,675 千円8,737

指標名

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

　平成28年度より、生ごみ処理機器奨励
金補助率を1/2から2/3、限度額を10,000
円から20,000円に引き上げた。
　また、生ごみ処理機を取り扱っている量
販店にチラシの配架等を依頼した。

　一世帯からの生ごみの排出量は通常、大幅な
増減は見込まれないため、回収量から事業参
加世帯を推察する。

　様々な工夫をしながら事業を行っ
ているが、回収した生ごみを活用す
る方策がメタンガスなどのエネル
ギー創出ではなく、堆肥を作製する
ことに留まっていることから、（相当
量の確保を必要とする農家でなく一
般の方で）堆肥を必要とする使用
者も限られていることもあり、資源
化の量及び奨励基数ともに今後の
増加に関しては厳しい状況にある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別

一
般

0.96 人

8,314千円

0.00 人

第６章　環境・自然  第４節　廃棄物の減量・資源の循環



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

管理課長　川原　利和

H15年度～

実施計画ランク

重要

家庭ごみ土曜日受
入業務事業（東部ク
リーンセンター）

期間

H２４年度～

期間

H15年度～

実施計画ランク

重要

もったいないの心啓
発事業

期間

古着・単一素材プラ
スチック等リサイク
ル事業

期間

H3年度～

実施計画ランク

重要

もったいないの心推
進事業

実施計画ランク

重要

資源
循環
推進
課

・リサ
イク
ルふ
れあ
い館

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
管理
課

2,800台0.65 人臨時職員6,603 千円

毎月第1土曜日（1月は第2）の午前8時30分から12時
00分まで一般家庭ごみの受入を年間12回実施。近
年、一般家庭ごみの持込み車両台数は、増加の傾
向にあり、土曜日を開庁することにより、今後市民
サービスの向上を目的とする。搬入物については、
資源化を行う。

H28年度目標①3,049台

②71.4ｔ

③

13,856千円

0.77 人

3,049台2,500台
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

2,798台2,500台0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.20 人

1.60 人

搬入台数の増加が続く場合、渋滞につな
がる可能性がある。今後、搬入台数がどこ
まで増加するかにより、事業展開について
検討を要する。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

搬入車両台数

①搬入車両台数

②搬入量

③

408445

423454

一
般

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

利用者のスムーズな円滑化を図るため、
職員の年間出勤日数を、年6回から７回に
して、特に搬入台数の多い月は、受入職
員を全員出勤とした。時間内処理に取組
んでいる。

年間の車両台数の変動と市民の利用状況を把
握して設定した。 市民の利用状況が多かったことか

ら左記評価理由としたが、渋滞によ
る近隣への影響を考慮し、集積所
収集の活用を周知するなど今後の
事業展開について検討を要する。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

達成済み

H27予算現額事業の種別

37，500人0.80 人臨時職員22,724 千円

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館
内展示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で
環境学習を充実する。②催事の企画開催（エコロま
つり、エコロ市、出張エコロ市）等による市民へのＰＲ
事業。③市民フェスティバル等への積極的参加によ
るＰＲ活動。④館内展示のほか、ホームページや情
報誌発行による情報提供の研究。⑤暮らしの中で
3R（Ｒeduce・リデュース発生抑制、Ｒeuse・再使用、
Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル・再生利用）を実践するための
場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等の
開催。

指標名

H28年度目標

①35，674人

②5，945人

23,382千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.65 人

35，674人36，800人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

33，850人36，100人0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.80 人

2.70 人

　市民が「来館して勉強にもなったし楽し
かったので、また来館したい」と思ってもら
えるように、各種イベントの充実や啓発用
展示物の見直しなどを図っていく。

H28実績

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

来館者数（講座参加者含む）①リサイクルふれあい館・東所
沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数

5,420 千円6,062 千円

4,947 千円5,622 千円

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

　リサイクルふれあい館が環境についての
学習施設であることから、啓発用展示コー
ナーのレイアウト変更などを実施し、市民
にわかりやすく環境について学んでもらえ
るよう取り組んだ。

　啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリ
ユース・リサイクル品の引き取り場所である東所
沢エコステーションについて、ひとりでも多くの市
民に知ってもらい、利活用していただくことが目
的であることから講習会参加者を含めた来館者
数を指標としている。

　交通の利便性が悪いという施設
の条件のなかで、出張エコロ市や
文化フェア、市民フェスティバルに
参加しリユース品を頒布するなど、
受け身でなく、こちらから積極的に
出向いて3R運動の普及啓発を図っ
ているが、平成28年度から生ごみ
資源化事業や古着・単一素材プラ
スチックリサイクル事業等がリサイ
クルふれあい館に事業として移管さ
れたこともあり、事業拡大に向けた
体制作りが難しい状況にある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　エコロ祭りとエコロ市のイベントは参加者が増
加している一方、リサイクルショップなどの影響
や古着の集積所収集、段ボールや新聞紙等の
集団資源回収での資源化が進んでいることか
ら、東所沢エコステーションへの来場者数が減
少している。
　なお全体としては増加したものである。

H27予算現額事業の種別

27，000人4.00 人臨時職員30,441 千円

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に
取り組むとともに、循環型社会の形成のための3Rの
ひとつであるリユース及びリサイクルを暮らしに定着
させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を
手直しした後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。
小型家具については週1回頒布。②不用品登録：「も
とめます」「ゆずります」として登録された品物の」情
報提供。③もったいない市：「東所沢エコステーショ
ン」や拠点回収に出された古着・陶磁器を分別し、利
用可能なものを館内で展示のうえ頒布。

指標名

H28年度目標① 小型家具　　　 471人
　　大型家具　　 5,354人
　　合計　　　　　 5,825人

②7，427人

③13，659人

30,310千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

3.55 人

26，911人27，000人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

27，186人27，000人0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

4.00 人

3.50 人

　「もったいないの心」に基づき、普段何気
なくゴミとして処分してしまうものを貴重な
資源として再利用するライフスタイルを市
民に啓発していく。　頒布数の増加により
収入も増加することから、現在、古着の分
別・サイズ票の添付等をボランティアの
方々が主体となって行っているが、より安
定して供給できるように職員が今以上に関
わっていく必要があると考えている。

H28実績

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース
品頒布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱要

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

事業利用者数
再生家具頒布申込者数+もったいない市利用者
数+不用品登録者数+エコステーション利用者数

①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数

③エコステーション利用者数

5,958 千円6,690 千円

6,854 千円6,803 千円

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

　着物や小物類の種類を増やしたり、ガラ
ス食器の取り扱いを開始したりすることで
市民により多く利用してもらえるよう取り組
んだ。

参考：平成29年度からは小型家具につい
ては抽選方式から常設展示頒布とした。

　一人での頒布数が決まっていないため（数点
購入する方も多い）頒布数だけがリユース・資源
化の実績と考える。 　回収物をごみとして焼却するので

はなく、手を加えリユース品として
再使用を促進することで3R運動の
市民への浸透を図っているが、回
収方法や分別・資源化・頒布方法
などに改善の余地があるため。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み　再生家具頒布においては、民間のリユース

ショップ等の普及により家具自体の自治体回収
量が減少していることと、古着の集積所収集の
実施などにより、東所沢エコステーションに持ち
込む市民が減ってしまっていることが大きな理
由と考えている。
　また、段ボールや新聞紙等の受け入れも、自
治会等の収入確保のため集団資源回収での資
源化が進んでいることも要因と考えている。

H27予算現額事業の種別

185ｔ0.00 人臨時職員15,178 千円

　牛乳パック等の紙類、古着・古布、陶磁器、廃食用
油及び単一素材プラスチック等を公共施設等の拠点
で回収し、ごみの減量・資源化を図る。

指標名

H28年度目標
①107t

②77t

11,345千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.77 人

184t216t
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

266t340t0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

1.31 人

　拠点回収事業については改善・効率化
により、回収量実績が減少に転じる可能性
もあるが、ごみの減量及び資源化を推進し
ていくために、資源物のエコステーションへ
の持込のPR等に努め回収量実績の拡大
を図る。

H28実績

循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

回収量（古着・古布・陶磁器・廃食用油・牛乳パッ
ク・単一プラ・CD・DVD等）

①回収量（古着・古布・陶磁器・
廃食用油・牛乳パック等）

②回収量（単一プラ・CD・DVD
等）

8,378 千円11,551

6,361 千円7,223

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

　平成28年度より古着・古布の集積所収集
を開始したことにあわせ、古着・古布・陶磁
器拠点回収の実施方法・開催回数等につ
いて見直しを行った。

　拠点回収も浸透してきており、順調に回収・資
源化が進んでいるが、一世帯からの排出量は
大幅な増減は見込まれないため、回収量から拠
出世帯を推察する。

　回収から分別、さらには資源化に
よる再利用の推進を図っている。
3R運動の資源化の啓発としては意
味があるが、回収、分別・分解して
の資源化は、資源の売り払い収入
から考えると効率的な事業とはい
いがたいため、事業の拡大は総合
的な検討が必要である。
参考：平成29年度からはビデオ
テープの分別・分解を障害者による
作業所で行うことで、障害者の雇用
創出に貢献している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　電子記録媒体の技術進歩に伴い不要となった
ことから、ビデオテープ等の排出量が年々低下
していることが影響した。
　また、古着に関しては集積所での収集が4月
から開始されたこともあり、数量の増加が見込
めなくなったため。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額

循環型社会形成推進基本法、



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　吉岡庄平

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　吉岡庄平

項目名

■ □ □

実績

評価者

管理課長　大野　義彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター施設課長　遠山秀仁

期間

平成15年度～

家庭ごみ土曜日受
入業務事業（西部ク
リーンセンター）

期間

平成25～

実施計画ランク

重要

再資源化推進事業
(西部クリーンセン
ター）

重要

再資源化推進事業
(東部クリーンセン
ター）

期間

H15～

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

灰溶融スラグ活用
事業

期間

H15～

実施計画ランク

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
施設
課

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
施設
課

西
部
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

管
理
課

西
部
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

施
設
課

90臨時職員7,718 千円

容器包装プラスチック（資源）を容器包装リサイクル
法に基づく品質に適合するように、適正に選別を行
い再資源化を図る。

H28年度目標①3,550ｔ

②2,838ｔ

③6ｔ

6,495千円

0.90 人

8099
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

7898
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.75 人

資源化率は、市民の分別精度に大きく左
右されることから、資源循環推進課と協力
して市民の分別向上が図れるよう努めて
いく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、容器包装リ
サイクル法、循環型社会形成推進基本法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

資源化率％
（容器包装プラスチック搬出量÷総排出量）

①総搬出量

②容器包装プラスチック搬出量

③ペットボトル搬出量

93,91290,728

92,70092,391

一
般

有有

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

容器包装リサイクル協会が定める「市町村
からの引き取り品質ガイドライン」に基づ
き、不適物を取り除く選別作業の適正化を
図り、資源化率の向上に努めた。

過去の資源化率実績から目標を設定した。

搬入されたプラスチックを選別した
結果、不適物として取り除いた量が
予想より多かったことから、目標設
定した資源化率を下回った。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

市民から出されたプラスチックの中に不適物や
汚れた容器包装プラスチックが予想より多く含ま
れていたことから、資源化率が目標値を下回っ
た。

H27予算現額事業の種別

2600台0.20 人臨時職員18,436 千円

平日に持込ができない市民からの要望により、毎月
第一土曜日の午前8時30分から12時00分まで一般
家庭ごみの受入を年間12回実施している。車の誘
導、荷下ろしの補助及び資源物等の分別作業等に
よりごみの減量と資源化を行う。また、クリーンセン
ターに家庭ごみが持ち込まれた際の、ごみ減量・資
源化に向けたＰＲを実施。

指標名

H28年度目標①2,318台

②51.83t

③

7,534千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.15 人

2318台2000台
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

1750台1350台0.25 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.87 人

搬入車両の渋滞緩和と、より一層の市民
サービスの向上を目指す。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

年間搬入車両台数

①搬入車両台数

②搬入量

③

327312

261271

一
般

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

市民持込みステーション荷下ろし現場に２ｔ
アームロールの荷箱を置き分別した。資源
物の搬出や搬入車両の視界が広くなり安
全が確保できた。

搬入車両台数の変動を把握することにより、事
業の定着度合いや、市民の利用状況の確認が
できる。

平成25年度の事業開始以降、搬入
台数は増加傾向にあり、市民に定
着してきたことが伺える。
今後、ごみ減量・資源化に向けた
市民PRをより一層充実させていき
たい。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成

H27予算現額事業の種別

450.40 人臨時職員24,868 千円

平成１５年度より稼働を開始したリサイクルプラザで
は、廃棄物の分別資源化を行い、適正に処理してい
る。今後、資源化量を増やすことにより最終処分量
を減らすことで、生活環境への負担の低減を図るも
のである。

指標名

H28年度目標
①燃やせるごみ以外の搬入ご
み量：13,469ｔ

②資源物搬出量：7,062ｔ

43,733千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.90 人

5245
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

46450.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

5.05 人

ストックマネジメント推進事業において、基
幹的設備改良工事・長期包括管理運営な
ど、施設の性能の維持や効率的な施設運
営を検討し実施して行く。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、
容器包装リサイクル法、循環型社会形成推進基本
法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

資源化率％
（資源物搬出量÷ごみ搬入量）

①ごみの搬入量（ｔ）

②再資源化量（ｔ）

326,506333,971

305,699312,245

一
般

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

施設の経年劣化による補修費用などの維
持管理費の増大が見込まれることから、効
率的な運営管理や改善事業を推進してい
くとともに、ストックマネジメント推進事業に
おいて、基幹的設備改良工事を行い、長
期包括管理運営など施設の運営に関する
ことを検討し、総合的な見直しを図ってい
る。

廃棄物を資源化することにより、廃棄物の排出
を抑制し生活環境の保全を目標とする。

更なる資源化を模索しつつも、経年
劣化による修繕費用などの増大が
見込まれることから、経費節減へ向
け、点検結果などによる修繕の内
容についての精査を実施する。ま
た、処理施設の点検・整備の充実
と効率の良い施設運営を図り、経
年劣化による対策を講じる必要性
がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

830.00 人臨時職員8,146 千円

東西クリーンセンターで発生した焼却灰等を溶融す
ることにより得たスラグを、循環型社会における資源
として積極的に有効利用すると共に、廃棄物処理費
用を削減するものである。

指標名

H28年度目標①年間のスラグの生産量：
6,209ｔ

②年間のスラグの利用量：
5,436ｔ

8,227千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.95 人

8880
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

84770.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.95 人

有効利用量の増加を図り、費用削減を
行っていくが、リスク分散の観点から、安
定した最終処分先の確保も必要となって
いる。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

資源化率％
（利用したスラグの量÷スラグの生産量）

①スラグの生産量（ｔ）

②スラグの利用量（ｔ）

2,3452,419

2,2572,398

一
般

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

ブロック・再生砕石資源化先に約500ｔ増量
し、1000ｔの資源化を行うなど、安定的な有
効利用先の確保と費用削減を図った。

循環型社会のおける循環資源としての溶融スラ
グを積極的に有効利用すること、及び廃棄物処
理費用を削減することを目標とする。

有効利用先において更なる資源量
の増加を図るとともに、市内公共利
用についても利用量の拡大を行う。
また、有効利用量の増加に伴い費
用削減を図っているが、引続き東
日本大震災に伴う放射線量測定等
を行う必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額
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活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　吉岡庄平

最優先

東部クリーンセン
ターストックマネジメ
ント推進事業

期間

H26～H47

実施計画ランク

最優先

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

期間

H17年度～

実施計画ランク

S57年度～

実施計画ランク

優先

（仮称）第２一般廃
棄物最終処分場整
備事業

期間

H11年度～

実施計画ランク

重要

一般廃棄物運搬・処
分業務委託事業

期間

資源
循環
推進
課

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
施設
課

資源
循環
推進
課

資源
循環
推進
課

1000.00 人臨時職員36,873 千円

ライフサイクルコスト(ＬＣＣ)を低減するための技術的
体系及び管理手法であるストックマネジメントを用い
て、現在の性能水準を保つため、国の交付金を活用
した施設の延命化工事を実施し、安定した質の高い
施設運営や用役等調達コストの削減及び施設運営
の効率性の向上を図るため、長期包括的な運営委
託を実施していくものである｡

H28年度目標
①地域計画作成、要求水準書
等募集要項作成、事業者選定
支援
②選定委員会2回開催
③電気計装設備賃貸借

22,949千円

4.30 人

7070
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

1001000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

2.65 人

事業者決定後は、延命化目標年数及び長
期包括運営期間に亘る業務の監視として
のモニタリング方法等を確立し履行の確認
を行う。
毎年度及び随時モニタリングマニュアル等
を見直し継続的な改善を行っていく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

業務進捗状況
（達成率％）

①延命化工事及び長期包括運
営委託アドバイザリー業務

②事業者選定委員会

③電気計装設備賃貸借

74,75875,568

81,00581,139

一
般

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

延命化工事と長期包括運営委託を実施す
るにあたり、一括して発注し公募型プロ
ポーザルにより事業者を選定する方式と
し、事業者選定委員会設置を条例化した。

当該事業を推進する手段として、単年度毎及び
複数年での業務委託等を実施する必要があり、
各業務等の進捗率を目標とする。

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、事業の目的である施設の性
能水準を保つための施設の延命化
工事及び安定した質の高い施設運
営や用役等調達コストの削減、施
設運営の効率性の向上を図るため
の長期包括的な運営委託の実施に
向け、業務が進められている。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別

55%0.00 人臨時職員7,889 千円

　将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間業者に委託し、市民生活の生活環境の保全、公
衆衛生の向上を図る。
　市民が年間ごみ日程表に基づき委託地区内のご
み集積所に出したごみを委託業者が収集し、東部・
西部クリーンセンター等に運搬する。

指標名

H28年度目標

①27,045t

②259日

5,716千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.92 人

40%40%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

40%40%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.66 人

　今後とも安定的な収集運搬体制を維持
するとともに、さらに市民からの要請に応
えて住民サービスを向上していくために、
計画的に委託拡大を行い事業実施してい
く。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

民間事業者への委託割合
(委託地区の世帯数／市内の全世帯数)

①ごみ収集量

②収集稼働日数

390,794390,853

420,671420,858

一
般

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

　燃やせるごみの減量化・資源化を図るた
め、市域40%（世帯割合数）での委託に加
え、市全域での古着・古布の品目別収集
を実施し、燃やせるごみの減量化及び資
源化に努めた。

　市民生活の生活環境の保全と、公衆衛生の向
上を図るため、安定的な収集運搬体制を確保す
る必要がある。このため、計画的に委託拡大を
図っていくことが重要であることから委託割合を
指標とした。

　成果指標の目標を達成し、年間ご
み日程表通りに滞りなく、ごみを収
集することが出来たことから、安定
的な収集体制が確保できていると
考えている。
　また、今年度より古着・古布の品
目別収集を実施したことにより、燃
やせるごみの減量化及び資源化を
進めることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

H27予算現額事業の種別

用地測量1.00 人臨時職員11,148 千円

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備す
る事業である。

指標名

H28年度目標①南永井下組、坂之下の両自
治会と締結
②Ｈ29年3月策定

③「（仮称）やなせみどりの丘」
に決定

14,549千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.30 人

基本計画基本計画
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

地元同意地元同意0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.00 人

1.68 人

　建設予定地について、地元自治会と覚
書を締結したことにより、今後は基本設
計、周辺整備、用地交渉等があることか
ら、さらにより一層丁寧に説明を行ってい
く。
　また、様々なハードルはあるが関係法令
等の各種手続きを調整し進めていく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

事業進捗状況

①地元自治会と「覚書」の締結

②基本計画の策定

③愛称の決定

1,6701,775

24,20126,132

一
般

有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

　地元と協力して事業を進めていくことを適
切な文書記録として残すため、「覚書」の
締結を行った。

　自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分
場を整備する必要があるため、各段階における
成果指標を設定した。

　地元自治会の意見を確認しなが
ら基本計画を策定し、成果指標の
目標が達成出来たと考えている。
　今後も、廃棄物の安定的な最終
処分体制の構築を図るとともに、自
区内処理の原則に基づき、新たな
最終処分場整備は重要な事業であ
るため、継続して進めていく必要が
ある。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

H27予算現額事業の種別

2.5%0.00 人臨時職員1,286 千円

　北野一般廃棄物最終処分場が平成17年3月末日
をもって埋め立てを終了したため、クリーンセンター
から排出される焼却灰等の廃棄物の全量を県営処
分場及び県外の民間処分場へ搬出している。
　廃乾電池・廃蛍光管等の資源化できるものについ
ては、資源化処理を実施している。
　本事業については、平成24年度から東部・西部ク
リーンセンターへ執行委任をしている。

指標名

H28年度目標

①10,760t

②4,096t

1,386千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.15 人

3.9%2.5%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

4.4%2.5%0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.16 人

　ごみの減量や正しいごみの分別につい
て引き続き周知を行い、廃棄物の発生抑
制を促していく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

埋立て率
（廃棄物の最終処分量/総ごみ量）

①廃棄物の総処理量

②廃棄物の最終処分量

278,841299,711

278,077290,703

一
般

C

目標設定の考え方・根拠

　溶融スラグをコンクリートブロック原料と
して987tを資源化し、最終処分量の減少を
図った。

　埋め立てを必要とする焼却灰等の廃棄物が生
活環境に悪影響を及ぼさないように適正処理を
行うとともに、埋め立て量を減らすために資源化
処理を行うため、埋立て率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基本
計画に基づく。

　成果指標を高く設定したために、
指標を達成できていないが、年々
の改善によって着実に目標値に近
づいてきている。
　今後も引き続き廃棄物の適正処
理、発生抑制に努めていく。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み　平成28年度の埋め立て率は3.9%であり、前年
度実績と比較すると、0.5ポイント減少している
が、目標値は達成しなかった。
　溶融スラグの有効利用を進め、88%を有効利
用したものの、まだ12%が埋め立て処分となって
おり、また、溶融飛灰について、震災の影響によ
る受入停止が続いており、やむを得ず埋め立て
処分となっていることが要因となっている。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額

有有

H28年度に改善した点

有



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター施設課長　吉岡庄平

項目名

■ □ □

実績

評価者

収集事務所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

収集事務所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター施設課長　遠山秀仁

H17年度～

実施計画ランク

重要

一般廃棄物焼却処
理施設運営管理事
業（西部クリーンセ
ンター）

期間

昭和46年度～

期間

S26年度～

実施計画ランク

重要

ふれあい収集事業
（東部クリーンセン
ター）

期間

一般廃棄物焼却処
理施設運営管理事
業（東部クリーンセ
ンター）

期間

H15～

実施計画ランク

重要

ごみ収集事業（東部
クリーンセンター）

実施計画ランク

重要

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
施設
課

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
収集
事務
所

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター
収集
事務
所

西
部
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

施
設
課

②0.1
③0.1

臨時職員24,868 千円

廃棄物の処理及び清掃に関する法律により、市町
村は一般廃棄物の適正処理に努めなければならな
いことから、市内の「燃やせるごみ」の安定処理、ご
みの減量化、ダイオキシン類などの環境負荷の低減
を図るために開始されたものである。

H28年度目標①25,595t

②0.0000050ng-TEQ/m3N

③0.000011ng-TEQ/m3N

23,815千円

2.90 人

②0.0000050
③0.000011

②0.1
③0.1

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

②0.00017
③0.000079

②0.1
③0.1

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

2.75 人

平成30年度から着工予定の東部クリーン
センター延命化工事に伴うごみ焼却量調
整を綿密に行い、併せて焼却施設の整備
も計画的に進める。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

ダイオキシン類測定結果
（排ガス中のダイオキシン類濃度が0.1ng-

TEQ/m3N以下であること）

①焼却量

②ダイオキシン類測定（Ａ系炉）

③ダイオキシン類測定（Ｂ系炉）

671,935731,572

650,370720,320

一
般

有有

H28年度に改善した点

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

平成26年度から平成28年度にかけて実施
した基幹的設備改良（長寿命化）工事によ
り、焼却施設の機能回復、省エネ機器導
入による二酸化炭素排出量削減を行っ
た。

焼却施設の適正な維持管理に努め、安全かつ
安定した廃棄物の処理を行い、環境負荷の低
減を図ることを目標とする。 実績が成果指標を大幅に下回って

おり、点検や修繕も計画的に実施
していることから、目的に沿った焼
却施設の運営管理を達成している
ものと判断できる。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成

H27予算現額事業の種別

3100.00 人臨時職員22,724 千円

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

指標名

H28年度目標①281世帯

②280世帯

③

20,784千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.65 人

281280
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

2482700.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

2.40 人

利用者の現状把握（健康状態等）のため
ケアマネジャーとの連携が必要となってい
る。また、利用者の増加が見込まれるため
担当者数の充実や関係部署との連携等、
体制を整える必要がある。

H28実績

所沢市ふれあい収集実施要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

年間利用世帯数
①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数

③

435489

394332

一
般

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

利用者の安否確認時に異常が発生した
際、速やかな対応ができるように担当ケア
マネジャーや緊急連絡先を随時確認する
こととした。

当制度について周知、啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。目標値と
しては、年間利用予定世帯数を目標としたい。 目標値を僅かではあるが、上回り

目標に達することができた。
今後も、利用拡大に努めていきた
い。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済み

H27予算現額事業の種別

28,4854.00 人臨時職員536,795 千円

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴う集積所の設置・維持管理についての指導及
び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理シス
テムの運用管理を行う。

指標名

H28年度目標①21,243ｔ

②605,110千円

③

521,765千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

62.60 人

28,48526,951
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

26,95127,4010.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

4.00 人

60.25 人

本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循
環型社会の確立を目指すものであり、市
民の理解と協力が必要であることから、ご
みの分別についての啓発や指導を引き続
き実施していく。

H28実績

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1トンあたりの収集コスト
（年間収集経費÷年間ごみ収集量）

①年間ごみ収集量

②収集経費

③

58,27665,315

68,31573,781

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

粗大こみ訪問運び出しサービスを57件実
施した。集積所の改善指導を74か所行っ
た。その結果64か所で改善が見られた。

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、1トン当たりの収集に係るコストを指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
たい。

目標値であるＨ27年度の1トンあた
りの収集コストを上回り目標に達し
なかった。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

老朽化した清掃車両の買い替えや修繕の経費
等が前年度に比べ増加したため、1トンあたりの
収集コストが前年度を上回った。

H27予算現額事業の種別

②0.01
③0.01

0.60 人臨時職員52,308 千円

廃棄物の処理及び清掃に関する法律により、市町
村は一般廃棄物の適正処理に努めなければならな
いことから、市内の「燃やせるごみ」の安定処理、ご
みの減量化、ダイオキシン類などの環境負荷の低減
を図るために開始されたものである。

指標名

H28年度目標①年間焼却量：55,766（ｔ）
②1号焼却炉測定結果（ng-
TEQ/m3N）
③2号焼却炉測定結果（ng-
TEQ/m3N）

69,280千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

6.10 人

②0.00015
③0.0011

②0.01
③0.01

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

②0.0015
③0.0018

②0.01
③0.01

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

8.00 人

ストックマネジメント推進事業において、基
幹的設備改良工事・長期包括管理運営な
ど、施設の性能の維持や効率的な施設運
営を検討し実施して行く。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

ダイオキシン類測定
（排ガス中のダイオキシン類濃度が0.01ng-
TEQ/m3N以下であること）

①焼却量

②ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類測定（１号焼却
炉）

③ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類測定（２号焼却
炉）

1,687,9161,746,803

1,584,9601,666,731

一
般

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

施設の経年劣化による補償費用などの維
持管理費の増大が見込まれることから、効
率的な運営管理や改善事業を推進してい
くとともに、ストックマネジメント推進事業に
おいて、基幹的設備改良工事を行い、長
期包括管理運営など施設の運営に関する
ことを検討し、総合的な見直しを図ってい
る。

焼却施設の適正な維持管理に努め、安全かつ
安定した廃棄物の処理を行い、環境負荷の低
減を図ることを目標とする。 経年劣化による修繕費用などの増

大が見込まれることから、経費節減
へ向け、点検結果などによる修繕
の内容についての精査を実施す
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部クリーンセンター施設課長　遠山秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ収集課長　丸山昌行

項目名

■ □ □

実績

評価者

西部ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ収集課長　丸山昌行

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

期間

H24年度～

期間

実施計画ランク

平成17年～

実施計画ランク

重要

し尿処理施設運営
管理事業

重要

ごみ収集事業（西部
クリーンセンター）

期間

昭和26年～

重要

ふれあい収集事業
（西部クリーンセン
ター）

実施計画ランク

最優先

西部クリーンセン
ター長期包括運営
事業

期間

平成28年度～43年
度

実施計画ランク

西
部
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

施
設
課

西
部
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

収
集
課

西
部
ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

収
集
課

資源
循環
推進
課

有無

有有

H28年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

100%

100%

有

①244（日）

②17,737（ｔ/年）

③44（項目）

0.00 人10,738千円

0.97 人

100%0.00 人

0.00 人
非常勤
特別職

1.24 人

100%
H28その他職員
従事割合

　公共下水道未整備区域等で発生するし尿及び浄
化槽汚泥について、市民の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上に支障が生じないように、し尿処理施
設にて適正に処理する。 非常勤

特別職

H28実績臨時職員

H29年度目標0.00 人

下水排除基準達成率
（下水排除基準達成項目数/下水排除基準項目
数）

109,157

一
般

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

臨時職員8,318 千円

H28正規職員
人件費

100%

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①稼働日数

②し尿及び浄化槽汚泥処理量

③下水排除基準達成項目数

103,492108,535

103,439
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

　屋外に設置されている井戸設備周辺に
対する貯水池・雨水の誘導等の水害対策
を講じた。
　COOL JAPAN FOREST構想の一環とし
て、衛生センター用地の一部について遊
歩道として整備することとしたため、衛生セ
ンター改修工事の設計を図った。

　安定した処理が行われていたかどうかを客観
的に判断するため、衛生センターからの排水に
対し下水排除基準と比較することとした。
　目標値としては100%を目標とする。

　成果指標の目標を達成できてお
り、衛生センターの運転管理におい
て安定したし尿処理が行われてい
たと判断できる。
　今後も本事業を継続することによ
り、生活環境の保全及び公衆衛生
の向上に努めていきたい。

　公共下水道の整備によりし尿汲み取り世
帯数及び浄化槽世帯数は減少傾向になる
と考えられるものの、市町村の処理義務を
果たすため、引き続き安定した施設の維
持管理業務を図っていく。

H28目標値が未達成の理由・分析

H27予算現額事業の種別

3300.30 人臨時職員22,810 千円

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

指標名

H28年度目標①２８０人

②２９８人

③

22,949千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.66 人

298280
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

2622620人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0人
非常勤
特別職

0.30 人

2.65 人

　担当行政事務職員の異動（H29.4）があっ
た中で、さらに担当現業職員の退職を
H30.3に控え、新たな収集担当職員を養成
していくとともに収集体制の整備を図る。

H28実績

所沢市ふれあい収集実施要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

利用実績数

①年間利用者数

②年間利用予定者数

③

2,834255

105203

一
般

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

　事業開始から11年を経過して、利用者の
現状把握（健康状態等）のため、ケアマ
ネージャーとの連携が必要となっており、
情報共有に努めた。

超高齢化社会において、今後「ふれあい収集」
のニーズが高まることが予想される。

　成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果が挙げられていると
考えます。
　H28年度において所沢市の「ふれ
あい収集」が毎日新聞や日本テレ
ビ等に取り上げられるなど市民の
関心は益々高まっています。
　市の高齢化率も25.73%となり、今
後も高齢化に伴い利用者の増加が
見込まれるため、担当者数の充実
やほかの関係部署との連携等、今
後の体制を整える必要があります。
利便性向上に繋がるよう努めてい
きたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成

H27予算現額事業の種別

27,4612.70 人臨時職員419,661 千円

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴う集積所の設置・維持管理についての指導及
び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報管理シス
テムの運用管理を行う。

指標名

H28年度目標①17,320t

②475,618千円

③

423,041千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

48.94 人

27,46125,726
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

25,72628,8020人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0人
非常勤
特別職

2.70 人

48.85 人

　平成32年度からの更なる委託区域拡大
（70%）に向け、東西収集の統合における課
題や市民サービの拡充を検討する。

H28実績

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1トン当たりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

①年間ごみ収集量

②年間経費

③

47,54359,386

55,95763,582

一
般

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

　平成29年度からの委託区域拡大（55%）
に向け、課題を整理し、スムースに実施で
きるよう効率的な車両運用や人員配置等
の改善を図った。

１トン当たりの収集経費

　成果指標の未達成については、
収集車両が買替基準（走行距離10
万㎞以上または車歴11年以上）を
超過しているため収集車両を2台購
入したものです。老朽化による故障
等が発生する可能性が高くなり、収
集業務に支障をきたすことが懸念さ
れ、経費の面でも、車両の老朽化
を促進する結果となり、修繕費等の
増加も懸念されることからの購入で
す。
　H29年度については収集車の購
入計画が1台となっており経費削減
が見込まれますので、目標値の達
成に努めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

ごみ収集量が減少し、収集車両購入に伴い経
費が増加したため。

H27予算現額事業の種別

100臨時職員10,719 千円

施設の運転管理、用役調達、維持補修等の施設運
営業務を包括的に委託することにより、安定した質
の高い施設運営や用役等調達コストの削減及び施
設運営の効率性の向上を図るため、長期包括的な
運営委託を実施していくものである。

指標名

H28年度目標①長期包括運営方針調査報告
書作成
②業務範囲の調整、リスク分担
の整理
③

0千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.25 人

100100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

事業者決定後は、長期包括運営期間にお
ける業務監視としてモニタリング方法を確
立し履行の確認を行うとともに、随時モニ
タリングマニュアル等の見直しを行い、継
続的な改善を行っていく。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

業務進捗状況
（達成率％）

①長期包括運営方針調査

②長期包括運営委託アドバイ
ザリー業務
③

00

00

一
般

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

過去5年におよぶ用役費や修繕費、委託
費等を詳細に調査し、今後14年間におけ
る事業費の精査を行った。引き続き要求水
準書及び契約書の作成を進める。

事業実施に向けた各種手続及び契約事務等の
業務進捗率を目標とする。

事業の目的である安定した質の高
い施設運営や用役等調達コストの
削減、施設運営の効率性の向上を
図るための長期包括的な運営委託
の実施に向け、業務は順調に執行
されており、成果指標も目標を達成
している。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

H28年度～

実施計画ランク

重要

不法投棄防止パト
ロール及び撤去事
業

期間

H13年度～

実施計画ランク

最優先

衛生センター改修事
業（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

期間

資源
循環
推進
課

資源
循環
推進
課

　不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物を
撤去することで、地域の環境保全を維持し、新たな
不法投棄を未然に防ぐことを目的とする。

0.57 人

15,840kg16,605kg
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

16,605kg0.00 人臨時職員4,888 千円

H28年度目標①837件

②15,840kg

③244日

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

5,889千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

12,230kg16,605kg0.00 人
非常勤
特別職

0.68 人

　不法投棄をなくすためには、早期発見・
撤去・処理することにより不法投棄されにく
い環境をつくることが重要と考える。
　このため、引き続き本事業を継続し、公
衆衛生の向上と不法投棄未然防止に努め
ていきたい。

H28実績

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

　本事業を継続することで地域の環境保全の維
持と公衆衛生の向上、不法投棄未然防止の推
進が図られると考えるため、不法投棄物の撤去
量を指標とした。

本事業で撤去した不法投棄物の撤去量

①処理件数

②不法投棄物撤去量

③ﾊﾟﾄﾛｰﾙ稼働日数

7,6058,913

8,1348,655

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

　不法投棄の状況により、パトロール経路
の調整を行った。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

100%0.00 人臨時職員11,748 千円

　COOL JAPAN FOREST構想において目指す街づく
りの一環として、衛生センター用地の一部を活用し、
地域の安全性や利便性の向上を図るため、当該施
設の受水槽や井戸等について移設するとともに、必
要な改修を実施する。

一
般

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.37 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

非常勤
特別職

　当該事業は、し尿処理施設運営管理事
業とも関連しており、し尿処理施設を稼働
させながらの改修事業となることから、連
携を強化し各種事業に臨む必要がある。

H28実績H28年度目標

①完了

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、建築基準法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

　当該事業の進捗状況について、成果品の履行
確認等により客観的に判断する。目標値として
は100%を目標とする。なお、目標設定について
は、平成28年度は設計に係るもの、平成29年度
は工事に係るものとする。

改修工事設計業務の履行確認①改修工事設計業務の履行確
認12,96016,200

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

　衛生センターに隣接する所沢サクラタウ
ンとの調和及び衛生センター用地内の高
低差の解消を図るため、擁壁部分と植栽
部分に工夫を凝らした設計とした。

事業の種別 H27決算額H27予算現額 指標名

0千円 臨時職員

　成果指標の目標を達成できてお
り、適正な業務が行われていたと
判断できる。
　今後は、平成29年度に工事着手
し、単年度期間において工事を完
成させる計画である。

　毎年、成果指標を達成しており、
地域の環境保全、公衆衛生の向上
等に関して、一定の成果が得られ
ていると考えている。
　今後も本事業を継続することによ
り、不法投棄による環境悪化の防
止に努めていきたい。



項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　松山　幹明

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　松山　幹明

活動団体数

第６章　環境・自然  第５節　健全な水資源の保全≪河川・水路≫

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし

地域に根付いた親しみのある多自然型の川づく
りへの要望があることから、市との協働による多
自然川型の川づくりを行う活動団体数を指標と
する。 市民団体との協働による事業であ

るが、市でも清掃活動等に積極的
に参加しており、その成果が出てい
る。

200特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

自治事務 法定受託事務

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①活動団体数

②

③

200300

200

4,330千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

23
非常勤
特別職

0.50 人

活動団体を増やすために、「水辺のサポー
ター制度」の事業団体と連携、強化してい
くことが必要である。

H28実績H28年度目標①２団体

②

③

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.55 人

22
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

2臨時職員4,716 千円

多自然型の川づくりの整備を推進するため、市民団
体等と協働し、市が指定した河川・水路の区域を対
象として、ふるさとの川再生事業を行う。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

特になし
市民からの要望・通報処理件数を指標とする。

成果指標の目標を達成している。

要望・通報処理件数

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

57,04059.188

78,73944.778所沢市公共物管理条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

49,362千円

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

228228
非常勤
特別職

5.70 人

職員対応と業者対応を分けて、市民要望
に対応しているが、今後は、早期解決や財
政状況を考慮すると、要望に応じて職員対
応を一層充実させていくことも必要である。

H28実績H28年度目標①6.769m

②224件

③364m

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

5.05 人

224224
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

250臨時職員43,304 千円

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草お
よび修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺サポーター制度」事業の推進。

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

河川
課

河川
課

実施計画ランク

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題活動実績(H28)

重要

河川・水路維持管理
事業

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

重要

期間

S25年度～

ふるさとの川再生事
業

期間

H22年度～

実施計画ランク



項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治

項目名

■ □ □

実績

評価者

H29年度目標

32,156 千円 臨時職員

開発事業者による開発事業が、条例に定めた基準や手
続きに基づき、適正に実施されているか確認する。
・近隣関係者への事業説明についての報告。
・開発事業者と施設整備の協議を行う。
・施設整備協議終了後、承認通知書を交付する。
・市は、事業の完了時に、承認時における内容が遵守さ
れているか完了検査を実施する。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　条例に基づく審査・指導を中心とした業
務として継続する。

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治100

27,625千円 臨時職員 ①108件

②108件

③110件

H28年度目標

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

3.19 人
非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 910 110 ①開発事業申請件数

②承認件数

③完了検査件数

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

無

完了検査済証発行率

　完了検査済証を発行する際は、開発事業の
完了時に検査を行う事により、承認した施設整
備基準が尊守され、適合していると認められる
場合は完了検査済証を発行するため。

　行政不服審査法による審査請求があっ
た場合に備え、「開発審査会マニュアル」
を作成した。

完了検査済証交付率は100%であるため、目標
達成している。

H27年度目標

100 100

100

指標名

642 211

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　所沢市街づくり条例に基づき審
査・指導を行うことにより、施設整
備基準を満たし良好な街づくりが
行われるよう努めている。

3.75 人
非常勤
特別職

100

H28実績

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市街づくり条例

非常勤
特別職

H29年度目標

46,305 千円 臨時職員 100

臨時職員
①73件

②116件

③298件

H28実績

現状のように、目標達成ができる組織体
制を維持する。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

100 100

5.40 人

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

無秩序な市街化の防止と計画的な市街化の形成を行
い、良質な宅地水準の確保とに適正な土地利用を図る
ことを目的とする。①都市計画法第29条に基づく開発許
可申請の審査及び処分を行う。②同法第35条の2に基
づく変更の許可申請の審査及び処分を行う。③同法第
36条に基づく工事完了の検査を行う。④同法第37条に
基づく工事完了前の建築制限等の承認申請の審査及
び処分を行う。⑤同法第42条、第43条に基づく建築許
可申請の審査及び処分を行う。⑥同法施行規則第60条
に基づく適合証明申請の審査及び処分を行う。

4.65 人
非常勤
特別職

100 100

40,269千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 835 610 ①開発許可申請数

②建築許可申請数

③適合証明申請件数

完了検査済証交付率

完了検査済証を発行する際は、開発事業の完
了時に検査を行う事により、許可した開発事業
が基準に適合していると認められる場合は完了
検査済証を発行するため。

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

都市計画法 913 589

事業の具体的な内容及び目的

困難さを伴う開発事業の相談案件につい
ては、ひとりで抱え込まずグループ会議を
開き、グループ全体で解決していく体制を
構築したため、業務の効率化が図られた。

無

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

自治事務

無無

・なし

地域の特徴を生かした市民主体の街づくりは、
本市の将来都市像の実現に寄与する重要な街
づくりの骨格となるものなので、結成された協議
会を適切に支援していく。

H27正規職員
人件費

H28年度目標10,825千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

地域の街づくりのルールを検討する母体となる
組織づくりが進んでいる。

事業の具体的な内容及び目的

街づくり条例に基づいた協議会結成届出団体数
（累計）

①街づくり協議会との協議回
数

②協議会への街づくりアドバイ
ザーの派遣回数

③街づくり講座等の開催回数

20110

270370

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

法定受託＋附加法定受託事務

地域の街づくりのルール（都市計画法に
基づく地区計画や街づくり条例に基づく市
との協定等）を定めるには区域内の権利
者の合意が必要であることから、ルール
化によるメリット等をわかりやすく伝えられ
るよう支援していく。

H28実績

所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアドバイザー派遣
等に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H27その他職員
従事割合

340.00 人
非常勤
特別職

1.25 人

6,603 千円

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

64

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

窓口において、開発許可申請者に
対し、許可基準を遵守するように指
導を徹底している。また、中間検査
も適宜実施し、申請図書と現場施
工に齟齬が生じないように努めて
いる。

①12回

②1回

③2回

6

H28目標値が未達成の理由・分析

完了検査済証交付率は100%であるため、目標
達成している。

H28年度目標

H28年度に改善した点

無 無

H27決算額H27予算現額 指標名

無無

H28年度に改善した点

法定受託＋附加法定受託事務 878

具体的な内容
・市民への街づくりに関する情報の提供、学習の支援等
・協議会からの要請による街づくりアドバイザーの派遣
・市主催の街づくり講座等の開催
・街づくり講座の講師として街づくりアドバイザーを派遣
・街づくり協定の締結や地区計画の策定の支援
目的
・市民主体の街づくりを推進する。

0.77 人

933

H28正規職員
人件費

0.00 人臨時職員

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

・長期間、街づくりの方向性が定まらな
かった旧暫定逆線引き地区の解消及び、
土地利用転換推進エリアの取組みを推進
するため、都市計画課内に土地利用推進
室を設置した。

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業
の実施もしくは形態規制の制定により解消する
ことを指標とする。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事
業等の実施により土地利用が可能になったこと
をもって指標とする。

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区：５地区
・土地利用転換推進エリア：４地区

①各地区で開催した説明会・
勉強会の合計数
②上記説明会等への参加者
数及び権利者等への個別訪
問の合計数（延人数）
③

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

・旧暫定逆線引き地区について
は、地権者への意向調査に基づい
て各地区の基本的な方向性を示す
ことができた。また、その方向性に
ついて地権者への説明会を開催
し、そこで寄せられた多くの意見
を、今後の事業の進め方を検討す
る上で参考とすることができた。
・産業系土地利用転換地区につい
ては、各地区の特性等について地
権者に対する説明会を開催し、今
後の進め方について意見交換する
ことができた。

A

・地権者の意向を取りまとめるため、勉強
会等を開催して土地利用の在り方や市街
化区域編入の手順等について理解を図
る。
・県が行う区域区分の変更手続きに必要
となる関係機関との協議を進める。

8711,844都市計画法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

事業の種別

自治事務

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

37,151千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の
関連分野について関係機関との協議を継続的
に進める中長期的な取り組みが必要である。各
年度の活動は、その時点で必要な協議を着実
に進めることが中心となる。

0地区5地区0.00 人
非常勤
特別職

4.29 人

H28実績H28年度目標
①　１７回

②　５１６人

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0地区9地区
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28予算現額

0地区0.00 人臨時職員31,213 千円

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との共生に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざす。 3.64 人

根拠法令 H28決算額（見込み）

成果

成果指標

Ｈ１７年度～

実施計画ランク

重要

H27正規職員
人件費

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H28)

実施計画ランク

優先

街づくり支援事業
都市
計画
課

都市
計画
課

期間

期間

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

土地利用転換推進
事業（区域区分見
直し事業）

期間

平成２８年度～

平成16年度～

街づくり条例に関す
る事務（開発事業
分）

都市計画法に基づ
く開発許可等に関
する事務

昭和47年度　～

期間
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成果

成果指標

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(H28)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

項目名

■ □ □

実績

評価者

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

期間 0.75 人
非常勤
特別職

H29年度目標

平成24年度～ 6,431 千円 臨時職員

大規模盛土造成地の状況をパトロール等を行うことに
より的確に把握し、市民の安全を図る。

0.70 人
非常勤
特別職

無

H28年度に改善した点
　成果指標の目標値を毎年達成し
ている。また、Ｈ２８年５月に発生し
た熊本地震に被災宅地危険度判
定士を派遣、総合防災訓練にあわ
せて行った危険度判定模擬実地訓
練において、熊本県益城町での活
動報告と室内で被災現場に見立て
模擬訓練を行い、一定の成果が上
げられたと考える。

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治100

無

造成地の安全率（異常の無い個所数／総箇所
数）

H27その他職員
従事割合

100100

6,062千円

H27その他職員
従事割合

臨時職員

目標設定の考え方・根拠

Ａ
H28目標値が未達成の理由・分析

100 100

H28正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

大規模盛土造成地（１７箇所）を目視により定期
的、かつ、必要に応じパトロールを行い、状況を
把握することにより市民の安全を図る。

H27実績

災害時の二次災害を防止するための被災
宅地危険度判定に係る「被災宅地危険度
判定実施要綱」を策定した。
また、危険度判定業務において、災害時
にそなえた本部運営訓練に加え模擬実地
訓練を行った。H27年度目標

目標達成済

24
①年間パトロール実施回数

②造成地の変動（異常発見箇
所）

H28実績

今後も大規模盛土造成地の状況把握に
努め、危険度判定士の充実を図る。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

①12回

②0箇所

H28年度目標

H28予算現額 H28決算額（見込み）

指標名

特になし 31 43

臨時職員

開発
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

宅地防災事業

根拠法令

開発指導担当参事兼開発指導課
長事務取扱　磯野尊治100

B

期間 1.35 人
非常勤
特別職

H29年度目標

11,576 千円

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

100 70.8

3.00 人
非常勤
特別職

100 88

パトロール月6回程度を目標としているが、他の
業務を兼ねているため、目標に達しない月も
あった。

25,980千円 臨時職員 ①51回

②10件

③76箇所

　新規有姿分譲に対し、土地所有者へ事
前に啓発文書を送付した。結果、違反開
発の抑制につながったと思われる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　継続的な巡回パトロール、啓発看板の
設置、啓発文書の送付により違反開発の
抑止に努める。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 358

・市街化調整区域内での違反建築物の建築を防止する
ため。
・違反防止巡回パトロールを行い、口頭や文書による指
導を行う。
・事業者や土地所有者に違反開発防止の啓発文書を
送付する。
・対象分譲地の隣接地に啓発看板を設置する。

　継続的な違反指導、巡回パト
ロール、啓発看板の設置、啓発文
書の送付により違反開発の抑止に
努めている。また、先進市の視察
を参考に、庁内での連携強化や、
警察や事業者の協力を得るなどの
体制の強化に努めていく。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

都市計画法

216

パトロール出動率
違反建築物が完成してしまうと、取り壊すまでが
困難なため、パトロールによる早期発見に努
め、建築物が完成する前に指導を行なう。

H27正規職員
人件費

321 293

事業の具体的な内容及び目的

①年間巡回パトロール

②防止啓発文書送付

③啓発看板設置

目標設定の考え方・根拠

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析
H27その他職員
従事割合

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

とことこガーデンや景観資源の登
録件数は順調に伸びているが、目
標達成への貢献は不明確である。
個々の取組が「景観」「街並み」と
いった広がりとして認識されるよう
な取組が必要となっている。

H28年度に改善した点

無 無

市民意識調査での都市景観や街並みの満足度

①景観市民活動クラブの登録
団体数
②とことこ景観資源の指定件
数
③とことこガーデンの認定件
数

1,0771,367

904

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

・とことこガーデンを紹介するマップを持ち
運びしやすい形状に改訂した。

定量的な指標を用いることが難しいことから、市
民意識調査の「都市景観や街並みの満足度」を
目標として設定している。

1,330所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

14,722千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

未達成の原因はつかめていないが、地域の特
性を活かした街づくりの周知や、とことこガーデ
ンの登録者を増やすことで、都市景観や街並み
の満足度が増すと考えられる。

58.666.90.00 人
非常勤
特別職

1.70 人

・平成23年の景観計画策定から数年が経
過していることから、これまでの成果を踏
まえて今後の景観施策の在り方を再検討
する段階にある。
・他市の取組を研究するとともに、景観審
議会での議論の場を設け、施策体系を再
構築していく。

H27決算額H27予算現額 指標名

H28年度目標
①9団体

②189件

③125件

H28実績0.50 人臨時職員

H29年度目標1.29 人

63.366.9
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円
滑に活動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会
議の開催、補助金の交付などを行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な
景観の形成に資するものを「とことこ景観資源」として指
定し、公表する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を
「とことこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

66.90.50 人臨時職員11,062 千円

自治事務

有無

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

国及び市の基地内における工事で事故等
が発生した際に、関係者全員に情報を送
致する連絡体系を構築した。

基地北側又は南側を利用し防衛医大に搬送し
ていた緊急車両が、並木通り1号線と並木通り2
号線の結節点間である東西連絡道路を利用し
て防衛医大に搬送する際に要する時間。

当事業は、市の単独事業では無く、国及
び米軍と3者で展開していくことから、引き
続き3者で情報共有及び連絡調整を図っ
ていく。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

東西連絡道路の供用開始により達成されるた
め。

事業の具体的な内容及び目的

緊急車両の移動時間短縮

①基地内道路工事

②土壌調査業務委託（未返還
地）

③基地内施設新設工事契約

128,632160,000

34,02180,084

法定受託＋附加法定受託事務

道路法・道路構造令・所沢市道路の構造の技術的基準
を定める条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

228秒

H28実績15,761千円

1.69 人

　東西連絡道路用地返還については、国との協議によ
り、返還条件である基地内にある各施設等の移設・設
置のうち、倉庫、防火水槽、施設出入口、基地運営用道
路、道路境界柵等の施設の移設等について、本市が負
担することになっていることから、東西連絡道路敷設工
事及び各施設の設置工事等を行うものである。

1.82 人

52秒
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

52秒14,492 千円

H28年度目標
①工事進捗状況：約35%

②調査進捗状況：100%

③契約締結

0.00 人

0.00 人臨時職員

都市
計画
課

企画
総務
課

開発
指導
課

実施計画ランク

違反開発防止事業

平成6年度～

実施計画ランク

優先

景観まちづくり支援
事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

最優先

東西連絡道路整備
事業

期間

H26年度～H31年度

東西連絡道路の供用開始は、平成
31年度を目途に各事業を展開して
いるため、東西連絡道路の供用開
始が完成していない現時点におい
ては目標値の達成には至っていな
いが、工程に基づいた各事業の進
捗状況は、概ね順調に進んでい
る。
引き続き、目標年次に供用開始が
なされるよう努めていく。

228秒52秒0.00 人
非常勤
特別職



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

国の補助金の２次補正があったことから、
再開発組合と調整を図り、補助対象業務
の見直しを行った。

無有

H28年度に改善した点

所沢駅周辺まちづくりの重点事業
に対して、今後も引き続き協議・調
整を行うものである。
また、所沢駅周辺まちづくり連絡協
議会については、所沢駅西口まち
づくり事業における歩行者ネット
ワークの必要について、方向性が
示されたことから今後の開催につ
いては、事業の進捗状況に合わせ
て開催する。
なお、商業団体等の連携について
は、部会（商業観光課が事務局）に
より対応するものである。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

事業の種別

一
般 0.30 人

H27決算額H27予算現額

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

指標名

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

市HPで情報発信を行った。

活用に向けては、解決すべき様々な課題が想定
されることから、関係各所との情報共有と充分な
調整を行い、市のとってより良い活用方法となる
ように、事業の円滑な進捗に努める。 利用団体との調整が進められたこ

とに加え、市HPでの情報発信を受
けて、複数の事業者と意見交換を
行うことができた。

活用に向けた調整等の推進

00

活用に向けた調整等を推進する。

H28実績

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

推進

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

①利用団体との調整

②活用に向けた情報発信

③活用方法の検討

9,7209,980

推進

H29年度目標

非常勤
特別職

推進推進
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標①管財課と協力し利用団体と
調整を行った。
②市HPで活用に向けた提案
を募集した。
③活用に向けて情報収集を
行った。

臨時職員

指標名

推進臨時職員1,544 千円

旧市役所庁舎及び旧文化会館一帯は、市の中心部に
位置しており、活性化に資するような有効な活用が求め
られていることから、本事業を実施する。

0.18 人
非常勤
特別職

2,598千円

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

根拠法令

H27その他職員
従事割合

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

地区の街づくりの方向性を決定することを目標と
し、各年度の手続きや事業進捗を目標とする。

東町再開発事業については、平成
29年度の権利変換計画認可、平
成30年度からの工事着工に向け
て、引き続き事業推進に必要な助
言・指導及び支援を行う。

H28目標値が未達成の理由・分析

再開発事業に対する国の補助金が、要望
額に対する内示額が低いことから、今後
の事業の進捗に影響を与えることが懸念
される。

街づくりに向けた各種手続きや事業の進捗状況

①東町再開発・・・権利変換計
画に係る調査等に対する助
言・指導及び支援等
②骨格道路・・・関係機関協議

③
H27実績H27年度目標

H28実績H28年度目標

52,54098,574

27,73827,738

H28決算額（見込み）H28予算現額

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

事業計画・組合設立認
可

事業計画・組合設立認
可

0.00 人
非常勤
特別職

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

28,751千円

3.32 人

権利変換計画に係る
調査等

権利変換計画に係る調
査等

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①権利変換計画に係る調査
等（補助対象5事業）に対して
助言・支援を行った
②関係機関（建築指導部門・
国税局等）と協議を行った
③

0.00 人臨時職員

権利変換計画認可0.00 人臨時職員16,293 千円

所沢駅西口の至近の商業地域に相応しい土地利用の
推進、防災、交通、住環境等の問題の改善を図るため
に必要な地区の骨格となる道路の整備に向けた整備
計画を策定することで事業化に向けた取り組みを進め
る。また、東町地区の再開発事業については、H27年10
月に事業計画・組合設立認可を受け事業を推進してい
る。この事業が先行的に地区全体の核・拠点となり、地
区全体の街づくりにつながるよう支援していく。そのた
め、地元住民・関係権利者へ情報提供を行うとともに、
話し合いの場を設けるなど地域の意向を把握しつつ、
街づくりの方向性を取りまとめる。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.90 人

A

目標設定の考え方・根拠

ファルマン通り交差点改良整備までに必要となる
各段階の手続きや事業進捗を目標とする。

所沢東町地区第一種市街地再開
発事業により整備される都市計画
道路中央通り線及び所沢浦和線
の拡幅整備に合わせ、交差点全体
を一体的に整備することから、用
地取得に向けて対象権利者には
物件調査にもご協力を頂いている
など、事業に対して前向きに検討
を頂いている。今後もより丁寧な交
渉を行っていく。

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

代替地を希望している権利者に対して、
良い候補地がない。

①用地取得に係る建物等物
件調査件数
②

③

793687

7,5958,099都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

11,864千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

不動産鑑定評価（4地
点）

不動産鑑定評価（4地
点）

0.00 人
非常勤
特別職

1.37 人

H28実績H28年度目標①４件

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.26 人

建物等物件調査（4件）建物等物件調査（4件）
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

用地取得（2件）0.00 人臨時職員2,230 千円

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要
な中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞
や安全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地
区第一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路
中央通り線（県道久米所沢線）の整備時期に合わせ
て、交差点改良事業を行い、交差点処理能力と安全性
の向上を図る。

指標名

事業の種別

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

所沢駅西口街づくり事業に係る回遊性の創出や
安全で快適な歩行者空間等の確保が求められ
ていることから、協議会を開催し意見を求める。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況

①所沢駅東口駅ビル計画調
整会議
②所沢駅西口周辺歩行者ネッ
トワークにかかる調整会議（庁
内）
③所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会

140

160

非常勤
特別職

1.22 人

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

10,565千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

１回開催１回開催0.00 人

４回開催４回開催
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

① ２回

② ９回

③ ４回

臨時職員

１回開催0.00 人臨時職員772 千円

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うものである。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

0.09 人

H28年度目標

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

経営
企画
課

市街
地整
備課

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無無

旧市役所庁舎跡地
等活用事業

期間

H26年度～

実施計画ランク

市街
地整
備課

市街
地整
備課

実施計画ランク

－

最優先

日東地区まちづくり
事業

期間

H17～

実施計画ランク

優先

ファルマン通り交差
点改良事業

期間

H26～H33

実施計画ランク

重要

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

期間

H21～
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事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理事務所長　工藤 順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理事務所長　工藤 順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

狭山ヶ丘区画整理事務所長
　 新井　信二

平成28年11月7日付けで所沢駅西
口北街区市街地再開発組合の設
立認可及び事業計画の認可を受
けたことから当初の目標は達成で
きた。

平成28年度に予定していた工事及
び移転等の予定が概ね達成でき
た。
今後は、地域からの要望等に対応
しつつ、適切な工事推進に努め
る。

西武池袋線西側地区については、
組合設立認可後、平成３１年度末
の仮換地指定、平成３２年度工事
着手に向けて、引き続き区画整理
組合に対して助言・指導及び支援
を行っていく。
また、東側地区に対しては、平成３
２年度末の市街化区域編入を目指
し、地権者による推進組織の立上
げに向けて準備を進める。

H27決算額H27予算現額 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

所沢駅西口北街区市街地再開発組合が
設立したことに伴い、総会や理事会に出
席して事業の状況等を確認している。

最終的には、市街地再開発事業をはじめ、所沢
駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊
性の確保等が目標であるが、それぞれの事業完
了までには時間を要することから、当面は市街
地再開発事業の事業化に向けた進捗状況を目
標とする。なお、平成２８年度に事業着手したこと
から、平成２９年度以降は、市街地再開発事業
の総事業費に対する事業費実績を当面の成果
指標とする。

H28目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業の種別

①市街地再開発の事業計画
の縦覧

②市街地再開発の組合設立
及び事業計画の認可

60,85661,925

245,515246,417

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

56,636千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業計画認可・決定事業化に向けた進捗状況

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

市街地再開発事業の事業化に向けた進捗状況

－
非常勤
特別職

7

国庫補助金や県補助金の交付率が低い
ため、組合に交付する補助金が減額とな
り予定している事業ができない状況にあ
ることから、今後も国や県への要望を行っ
ていく。

H28実績H28年度目標①平成28年9月1日～9月14日

②平成28年11月7日

－臨時職員

H29年度目標－
非常勤
特別職

再開発組合設立・事業
計画認可

事業化に向けた進捗状況
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

12.5%－臨時職員25,725 千円

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄
関にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤
の整備による都市防災性の向上や良好な住環境への
改善を図るため、所沢駅西口土地区画整理事業と一体
的施行により行う所沢駅西口北街区第一種市街地再
開発事業の完了を目指すとともに、鉄道を立体交差す
る所沢駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊
性を高める歩行者ネットワークの構築を目指す。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

平成28年度新規事業

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

土地区画整理事業の目的として、都市基盤整
備、宅地整備によるにぎわいの創出、良好な住
宅市街地の整備を行うことから、土地区画整理
事業全体の整備状況を目標値とした。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

①換地計画縦覧

②換地計画の認可

③工事着手

－－

295,200493,960

－

国庫補助金の受入れを前提とした資金計
画を立て事業を進めているが、補助金の
交付率が低いため、予定している事業が
できない状況にあることから、今後も国へ
の要望を行っていく。

H28実績

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所
沢駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

－－－
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標－
非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

6.00 人

1.59ha1.63ha
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

0.53ha－臨時職員51,450 千円

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄
関にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤
の整備による都市防災性の向上や良好な住環境への
改善を図るため、所沢駅西口北街区第一種市街地再
開発事業と一体的施行により行う所沢駅西口土地区画
整理事業の完了を目指す。

指標名

H28年度目標
①平成28年5月13日～5月26
日
②平成28年6月10日
③区画道路整備、下水管埋設
工事、造成・安全対策工事

　

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

目標とする街づくりの実現に向けて事業推進の
度合いを指標とする。

土地区画整理事業の推進状況

①都市計画の変更手続き
②市街化区域編入手続き
　（埼玉県）
③事業計画・組合設立認可申
請

15,00815,335

10,05410,422土地区画整理法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

32,908千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

基本設計基本設計0.00 人
非常勤
特別職

3.80 人

西側地区については、平成32年度の工事
着手からの国の補助金等の活用に向け
て、関係機関との調整が必要となる。
東側地区については、推進組織のリー
ダーなど核となる権利者の選出が課題で
ある。

H28実績H28年度目標①H29.3.31都市計画の変更
（土地区画整理事業、地区計
画）
②H29.3.31市街化区域編入
　（埼玉県）
③H28.11.15事業計画・組合設
立認可申請

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

3.90 人

都市計画の変更及び
組合設立認可申請

都市計画の変更及び組
合設立認可申請

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

特
別

事業の種別

組合設立認可0.00 人臨時職員33,443 千円

所沢駅近接地区にふさわしい街づくりを目指し、立地環
境や関係権利者の意向を踏まえながら、土地区画整理
事業を基本に道路、公園、下水道等の都市施設を総合
的に整備し、防災面や住環境の向上を図り、安心・安全
に生活できる街づくりを進める。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有

・

無

有

・

無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

土地区画整理審議会を開催し、審議会の
答申を得て、地権者2名が所有する13画
地・9,774㎡の仮換地指定を行った。

本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことから、
土地区画整理事業全体の整備状況（進捗状況）
を目標値とした。

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行してい
るため。

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

200,147495,673

210,802517,681
土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

32,908千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業について理解が得られない地権者の仮換地
が未指定であるため。

27ha30ha0.00 人
非常勤
特別職

3.80 人

現在、事業に対して一部の地権者の理解
が得られていない状況である。
しかし、平成28年度において、地権者2名
の13画地について仮換地指定をしたこと
から、補償交渉を行っている。
また、仮換地指定をしていない地権者つ
いては、理解を得ながら仮換地指定を
行っていく。

H28実績H28年度目標

①仮換地指定率95.9％

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

4.00 人

29ha30ha
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

30ha0.00 人臨時職員34,300 千円

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施
設を計画的に整備し、良好な住宅地を供給するととも
に、災害に強い街づくりの形成を図ることを目的として
いる。事業地内の地権者から減歩により土地を拠出し
ていただき、その土地を公共用地（道路、公園等）及び
保留地に充てる。保留地については売却し、その売却
収益を事業費に充当し、事業資金とする。その他の事
業資金については、国庫補助金、起債、市費（繰入金）
等により事業費を確保し事業を推進する。事業完了後
は、道路59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で
全体の公共用地は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体
交差道路（アンダーパス）の整備により、鉄道により分
断されている事業区域の一体化を図る。

3.00 人

無有

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

市街
地整
備課

狭
山ヶ
丘区
画整
理事
務所

平成28年度～平成37年度

実施計画ランク

実施計画ランク

最優先

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

期間

平成13年度～

最優先

北秋津・上安松地
区まちづくり事業

期間

S59～H38

実施計画ランク

優先

狭山ヶ丘土地区画
整理事業

期間

S62～H33

実施計画ランク

最優先

所沢駅西口土地区
画整理事業

期間



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　畑 中　武

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

・届出の文書保存期間が５年であることか
ら、それ以前の案件についての問い合わ
せに対応するため、過去の届出の概要に
ついてデータを整備した。
・届出書以外の様式をホームページに掲
載した。

地区の特性を活かした街づくりが進むこととなる
ため、住民発意や区画整理等の市施策に応じ
て、地区計画等が策定された地区数を指標とす
る。

・地区計画等を進めようとする団体
の取組の状況に応じ、アドバイ
ザーの派遣や他の協議会への紹
介を行うなど、必要な支援を行って
いる。

地区計画等の策定地区数

①地区計画等届出件数

②新規の地区計画等策定地
区数

③地区計画制度等の説明会
や出前講座等の実施開催日
数

6978

710
都市計画法、所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアド
バイザー派遣等に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

10,392千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

予定していた地域の街づくりのルールを着実に
定めることができた。

19190.00 人
非常勤
特別職

1.20 人

地区計画等を定めるには区域内の権利
者の合意が必要であることから、街づくり
のルール化によるメリット等をわかりやす
く伝えられるよう支援していく。

H28実績H28年度目標①211件（地区計画と街づくり
協定）

②3地区（　　〃　　）

③1回

0.50 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.84 人

2222
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

220.50 人臨時職員15,778 千円

具体的な内容
・地区計画、街づくり協定区域内の建築行為に対する
届出事務
・地区計画、街づくり協定の策定を目指している地区に
対する制度の説明会、住民検討会等への支援等の実
施
・街づくり条例や都市計画法に基づく決定までの手続き
目的
住民発意による地区計画や街づくり協定を活用した地
区の街づくりを推進する。

都市
計画
課

実施計画ランク

重要

地区計画推進事業

期間

Ｓ60年度～



項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤　孝雄

有有事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

本路線は総延長1,430ｍのうち延
長700ｍの区間が供用している。一
部の区間は電線共同溝により無電
柱化及び電線類の地中化を行い、
平成26年度の歩道整備により完成
している。
今後、駒形交差点から都市計画道
路飯能所沢線までの区間の整備
完了により更なる交通の円滑化を
目指す。

主要地方道川越所沢線北所沢町
交差点から北野下富線までの延長
736ｍについて、北野下富線の延
長470ｍの区間(1工区)と併せて道
路築造事業を実施している。
生活道路への通過交通の流入を
防ぎ、交通渋滞緩和と周辺住民の
安全確保のため、重点的に整備を
進めるものである。

有

・

無

成果指標の目標を毎年達成してい
る。

H28年度に改善した点

有

・

無

有

・

無

H28年度に改善した点

有

・

無

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務 交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により、交通量1割削減を達成す
る。）782,424

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

道路築造工事にあたり、電柱の移設や上
水道、下水道、都市ガスの埋設を行うこと
から、当課で工事スケジュールを策定し
て、関係機関と調整を行った。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記
箇所に観測点を設置して、年1回・7月の第1水
曜日(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時
30分～6時30分に測定する。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

未開通のため。未整備区間の事業化開始のた
めに、今後も継続的に用地取得と道路建設を進
めていくことで、早期の供用開始、全線開通を
目指すものである。
測定日H28.7.6、川越所沢線 朝)川越方面412
台、所沢方面348台、夕)川越方面365台、所沢
方面388台、市道3-5号線 朝)狭山方面306台、
所沢方面349台、夕)狭山方面285台、所沢方面
330台

本路線は市街地を外郭する外環
状道路であるため、全線開通によ
り交通渋滞の緩和に大きく寄与す
る事業であることから重点的に整
備を進めており、小手指陸橋北交
差点から北中公園西側の市道3-
575号線までの延長260ｍについ
て、平成29年4月に供用開始した。
また、県が整備を進めている都市
計画道路東京狭山線、都市計画道
路飯能所沢線と接続する路線であ
り、この２路線は東京都の都市計
画道路と繋がる計画となっている。

302,707

H27実績H27年度目標

857,678道路法、都市計画法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

3,012台開通後1割削減0.00 人
非常勤
特別職

①用地取得率

②工事着手率

③

240,030

H27その他職員
従事割合

2,783台開通後1割削減
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

2.45 人

早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、整備効果
を高めるため、社会経済状況や財政事情
等に応じて、事業期間や総事業費の見直
しを行うものである。

H28実績H28年度目標①1工区84%、2工区100%
　 3工区89%、(仮称)4工区77%
②1工区 0%、2工区100%
　 3工区 0%、(仮称)4工区 0%
③

0.00 人

H29年度目標0.00 人

指標名

開通後1割削減0.00 人

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員18,008 千円

平成4年度の都市交通施設整備計画において市街地全
体を外郭する環状道路として位置付け、幹線道路の環
状型ネットワークを図り、市内道路の交通渋滞緩和を図
るものである。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から主要地方道
所沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500
ｍ、幅員18ｍの道路の整備を行うもので、早期の全線
開通を目指す。

非常勤
特別職

2.10 人

臨時職員21,217千円

北野下富線及び松葉道北岩岡線の進捗
状況や県施工区間の進捗状況を勘案しな
がら、鉄道の立体交差を含む道路予備設
計、平面交差設計、交通量調査等を行い
事業費及び期間を算定して平成31年度に
は事業認可を取得、早期完成を目指す。

H28実績

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額

0

非常勤
特別職

0.80 人

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

県施工区間の整備を促進するため、地元
への事業説明を行い、また、関係機関と
の協議等を実施した。

所沢駅西口周辺道路の快適な交通確保のた
め、歩道のバリアフリー化や景観・防災性の向
上を目的とした無電柱化及び電線類の地中化
の実施により交通渋滞の緩和を図る。

H27年度目標

安全性・利便性向上のための都市計画道路の築
造・整備率
（交通の円滑化や安全性、都市防災機能の向上
に有効な都市計画道路の整備完成状況を、事業
費の割合により示す。）道路法、都市計画法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

①

②

③

00

0

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

6,928千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み未開通のため。

今後、駒形交差点から都市計画道路飯能所沢
線までの区間の整備完了により、所沢駅周辺
道路の更なる交通の円滑化を促進する。
また、都市防災機能の向上とともに、周辺住民
の安心・安全を確保するために早期の事業化を
目指すものである。

6,928千円総事業費7,000,000千円0.00 人

5,145千円総事業費7,000,000千円
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①

②

③

0.00 人臨時職員

総事業費7,000,000千円0.00 人臨時職員5,145 千円

所沢駅西口から都市計画道路飯能所沢線を結ぶ延長
1,430ｍ、幅員20ｍの道路で、本路線の整備により所沢
駅西口周辺道路の慢性的な交通渋滞の緩和を図るも
のである。
また、一部の区間について電線共同溝により無電柱化
及び電線類の地中化を行い、快適な景観形成と安全な
歩行空間を確保する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.60 人

H28年度目標

有

・

無

有

・

無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

本路線の工事中、車の流れを振り替える
必要があるため、接続する市道3-5号線
の延長140ｍの区間について、歩道整備
工事を実施した。
また、建設発生土の再資源化を図るた
め、工事間流用を行った。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記
箇所に観測点を設置して、年1回・7月の第1水
曜日(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時
30分～6時30分に測定する。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

未開通のため。
現在施行中の延長736ｍの区間は、北野下富
線の市道3-5号線から本路線までの延長470ｍ
の区間(1工区)と同時に供用することで、交通渋
滞緩和と周辺住民の安全確保に寄与すること
から、早期の開通が必要である。測定日
H28.7.6、川越所沢線 朝)川越方面412台、所沢
方面348台、夕)川越方面365台、所沢方面388
台、市道3-5号線 朝)狭山方面306台、所沢方面
349台、夕)狭山方面285台、所沢方面330台

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により、交通量1割削減を達成す
る。）

①用地取得率

②工事着手率

③

67,85368,668

20,35621,221道路法、都市計画法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

3,012台開通後1割削減0.00 人
非常勤
特別職

未取得の用地を取得し、雨水管の布設及
び道路築造工事を施工する。交通渋滞の
緩和、道路利用者の安全の確保を図るた
め早期の供用開始を目指す。

H28実績

2,783台開通後1割削減
H28その他職員
従事割合

H28年度目標

①91%

②75%

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標

開通後1割削減0.00 人臨時職員15,864 千円

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢狭山
線を結ぶ延長2,860ｍ、幅員16ｍの道路で、狭山市の都
市計画道路と接続することによる交通の利便性の向上
とともに、交通渋滞緩和と周辺住民の安心・安全確保を
図るものである。 1.85 人 0.00 人

非常勤
特別職

18,186千円

2.10 人

H28正規職員
人件費

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名

139,564217,836

予算配分に基づき、路線の優先順位を考慮して
工事実施件数（目標）を決定する。

単年度改良整備工事実施件数

①改良整備工事件数

②改良整備延長

③

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

199,090231,293道路法・土地収用法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

目標達成済

6件6件
非常勤
特別職

道路改良事業については、複数年度にわ
たって行う事業が多いため、優先整備計
画に基づき整備路線を選択し進めて行く。

Ａ

目標設定の考え方・根拠

優先整備計画を策定した。
（次年度より事業に反映する。）

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

事業の具体的な内容及び目的

43,300千円

5.00 人

H28実績

3.06 人

3件3件
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

6件臨時職員26,240 千円

道路の拡幅や交差点の改良により安全性・利便性の確
保と渋滞の緩和を図る。
また歩行者の通行が多い道路については、歩道の設置
により、誰もが安心・安全に利用できる道路整備を行
う。

H28年度目標①3件

②406.8ｍ

③

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

計画
道路
整備
課

計画
道路
整備
課

計画
道路
整備
課

実施計画ランク

最優先

北野下富線道路築
造事業

期間

道路
建設
課

実施計画ランク

重要

優先

道路改良事業

期間

H6年度～

実施計画ランク

期間

H16年度～H30年度

所沢村山線道路築
造事業

期間

H13年度～

実施計画ランク

最優先

松葉道北岩岡線道
路築造事業

昭和25年～

第７章　街づくり  第３節　道路



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

国土調査完了区域において、座標
値をもった道路境界確定図の整備
が着実に進められている。

成果指標の目標を毎年達成してい
る。

入間市との協議の上、平成30年度に供用
を開始する方針が決定されたため、平成
30年度予算で完成までの工事費の予算
措置を行う。

H28年度に改善した点

有有

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

有有

当初の計画通り、現況測量と概略
設計業務が終了した。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

過去３年の後退用地寄付延長の平均の１割増
（ｍ）

H27年度目標
H27その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H29年度目標
非常勤
特別職

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

生活道路後退用地取得率

①後退用地寄付面積

②後退用地寄付件数

③

173,617180,680

147,387156,000

一
般

H28正規職員
人件費

3.30 人

要綱の改正から10年以上経過しているた
め、現在の社会情勢に合っているかの検
証を行う。

H28実績

所沢市生活道路拡幅整備要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

26,583 千円

28,578千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

4,061ｍ4,000ｍ

3,414ｍ3,328ｍ
H27その他職員
従事割合

指標名

①1921.14㎡

②135件

③

臨時職員

3,365ｍ臨時職員

　市道に接する敷地で建築行為等を行う際、道路中心
から2.1ｍの後退用地の協力を得て、その後退用地の
舗装整備を行うものである。また、緊急対策として、市
民からの情報等をもとに危険箇所において待避所など
の整備を行う。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

3.10 人

H28年度目標

121,850130,067

H27決算額H27予算現額 目標設定の考え方・根拠

特になし

一工区の当市整備予定延長４６０ｍを当面の目
標値とした。

一工区整備実施延長

①用地買収

②修正設計

③保全工事

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

計画通りに用地買収が完了し、平
成29年度から工事を開始できる。

H28年度目標

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

非常勤
特別職

2.52 人

H28正規職員
人件費

H28実績

103,981107,100道路法・土地収用法

H29年度目標

事業の具体的な内容及び目的

15,155千円

1.75 人

成果指標については整備の実施率としており、
平成28年度は用地買収のみのため整備率は０
となっている。

0ｍ460ｍ
A

0ｍ460ｍ
H27その他職員
従事割合

①3124.35㎡（用地進捗率
100%）

②平成29年3月10日完了

③平成28年12月26日完了

臨時職員

H27予算現額 指標名H27決算額

一
般

事業の種別

460ｍ臨時職員21,609 千円

三ケ島地区の交通の利便性の向上、地域の活性化及
び安心・安全な歩行空間を確保するため、上藤沢・林・
宮寺間を結ぶ新設道路の整備を行うものである。本路
線については、入間市との共同事業により実施してお
り、一工区約740mのうち、入間市境から市内林地区へ
至る所沢市分約460ｍの道路整備を行うものである。

非常勤
特別職

法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体
像が流動的なため、事業内容が確定できない
ため、単年度取組目標とする。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

平成28年度
市道2-572号線：現況測量・概略設計
平成29年度
市道2-572号線：道路・護岸詳細設計・用地測量
市道2-561号線：路線測量・道路概略設計
市道2-996号線：路線測量・道路概略設計・松郷
橋人道橋設置予備照査

①市道2-572号線路線測量

②市道2-572号線概略設計

③東川護岸予備設計16,95617,294

法定受託＋附加

経営企画課、商業観光課等関係各所属と
連携し、整備路線及び事業の全体像を確
定させる必要がある。

H28実績

道路法、河川法、土地収用法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

非常勤
特別職

市道2-572号路線測
量・概略設計

市道2-572号路線測量・
概略設計

H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標①0.33ｋｍ平成29年3月30日完
了
②0.33ｋｍ平成29年3月30日完
了
③300ｍ平成29年3月30日完
了

臨時職員

H29年度目標

指標名

東川護岸工事臨時職員4,459 千円

H27決算額H27予算現額

「（仮称）ところざわサクラタウン」を拠点施設とし、そこを
中心とした半径約500ｍ圏内にて重点推進エリアとして
位置付けられた「COOL JAPAN　FOREST」周辺におけ
る交通環境整備を行うことによって、交通の円滑化を進
めて行くものである。なお平成28年度までは市道2-572
号線の拡幅や交差点改良を実施するものであったが、
旧コンポストセンター跡地の利用についても方向性がで
てきたことから、事業対象範囲を拡大した。

0.52 人
非常勤
特別職

0千円

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規程

根拠法令

H27その他職員
従事割合

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

事前調査や受託者（測量業者）との調整を
徹底し、関係地権者への状況説明や境界
位置を明確に示せるように努め、地権者
立会いの負担軽減を図った。

国土調査完了区域において、座標値をもった道
路境界確定図の整備を早期に進めるため、確
定測量実施面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対
象面積。

H28目標値が未達成の理由・分析

近年は労務単価の上昇等により、測量で
きる面積に限りがあるため、計画どおりに
進んでいない状況である。
今後は、年度ごとの測量実施区域を見直
し、計画的に実施していく。

国土調査完了区域における確定測量実施面積

①単年度確定面積

②確定測量累計面積

2,4302,668

2,5922,800

H28決算額（見込み）H28予算現額

H27実績H27年度目標
H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

7,794千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

0.070.08
非常勤
特別職

0.90 人

H28実績H28年度目標①　0.07ｋ㎡

②　32.82ｋ㎡

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.90 人

0.070.07
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.07臨時職員7,718 千円

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整備す
ることにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工事、災害
時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市基準
点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標値をもっ
た道水路の確定図面を整備する。

建設
総務
課

道路
建設
課

道路
建設
課

道路
建設
課

実施計画ランク

重要

生活道路整備事業

期間

平成８年～

実施計画ランク

最優先

市道４－１３６６号線
（上藤沢・林・宮寺
間新設道路）整備
事業

平成２８年～

期間

平成21年度～

実施計画ランク

最優先

COOL JAPAN
FOREST周辺道路
整備事業

期間

実施計画ランク

重要

道水路座標管理図
面作成事業

期間

昭和53年度～



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　池田康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤　孝雄

有有

H28年度に改善した点

市管理の道路照明灯の修繕につ
いて、迅速な修繕により適正な維
持管理をすることができた。
道路照明灯LED化整備事業による
リース物件の道路照明灯の維持管
理については、リース事業者と連
携し効率的管理が行われた。

防犯灯補助金については、各自治
会等からのLED化の要望が多く、
平成28年度は平成27年度に引き
続き、マチごとエコタウン推進基金
を活用してLED化の促進を図ること
で、安全なまちづくりに資すること
ができた。

境界確認申請のうち90％以上の案
件において、道水路境界を確定す
ることができた。

有有

H28年度に改善した点

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

境界確定が困難と想定される個所につい
ては、事前に測量業者と調整を密にして、
担当職員が個別に関係地権者に説明に
出向くことによって、境界確定が円滑に行
えるように努めた。

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を
目指して関係地権者との立会や調整を図り、境
界を確定させることで適正な道水路境界確定図
の整備が進められるため、境界が確定した件数
とする。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

申請により境界が確定した件数

①申請件数

②境界確定件数

3,0243178

2,9163108

非常勤
特別職

2.95 人

道水路境界については、境界確定が困難
な事例も生じている。
的確な事前調査と十分な説明を行うことに
よって、地権者等の理解を得られやすくす
るように努めていく。

H28実績

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認事務
取扱要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標
非常勤
特別職

25,547千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

171177

160162
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①162件

②160件

臨時職員

160臨時職員25,296 千円

【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を整備
することにより、適正な道水路の維持管理を図るととも
に、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調査・
立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の設置、
確定図の受理。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.95 人

H28年度目標

Ａ

目標設定の考え方・根拠

H27年度に実施した、道路照明灯LED化
整備事業により、大半の道路照明灯を
LED灯に交換したことにより、球切れ等が
減ったため、修繕に伴う事務作業を削減
することができた。

目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数

修繕完了灯数

①必要な修繕灯数

②修繕実施灯数

③電気料支払灯数

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

141,064149,000

126,245135,552所沢市照明灯設置基準

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

事業の種別

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

7,361千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
（目標値は想定される修繕灯数であり、実際の
修繕灯数が目標値を下回っているが、修繕灯
数自体が少ないことが良いものと判断したた
め、目標達成済とした。）

1,0411,300
非常勤
特別職

0.85 人

歩行者、自転車及び自動車の夜間通行の
安全確保。円滑かつ快適な利用を図るた
め、道路照明灯の効率的な設置・維持管
理を行っていく。
また、建て替えが必要な自立ポールの交
換工事を順次行うとともに、デザイン灯の
LED化を進めていく。

H28実績H28年度目標①138灯

②138灯

③10,461灯

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.95 人

138350
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

350臨時職員8,146 千円

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安全確
保及び円滑かつ快適な利用を図る。
【内容】
道路照明灯の新設・維持管理を行う。また、リース対象
の8,602灯についてはリース料を支払う。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

各自治会等、所有灯数に応じて、最低5
灯、上限を所有灯数の15％として補助を
行うことで、効率的なLED化を促進した。

目標値：予算額
実績：　補助金交付額

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

補助金交付額

①新設費補助金
　　　　　　　　　補助額
　　　　　　　　　補助灯数
②維持管理費補助金
　　　　　　　　　補助額
　　　　　　　　　補助灯数

71,49672,357

89,05690,774

非常勤
特別職

0.80 人

本事業のみではLED化の促進が難しいこ
とから、H29年度に防犯灯LED化整備事業
を実施し、LED化率の上昇を図る。
今後は、本事業によりデザイン灯のLED化
を進め、防犯灯LED化率100％を目指す。

H28実績

所沢市防犯灯補助要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標
非常勤
特別職

6,928千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

71,496千円71,496千円

89,056千円90,774千円
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①補助額　56,946千円
　 補助灯数　1,768灯

②補助額　32,110千円
　 補助灯数　12,844灯

臨時職員

36,100千円0.80 人臨時職員8,146 千円

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対し新
設費（交換を含む）及び維持管理費の補助を行うことに
より防犯灯の設置が促され、防犯効果の増大が図られ
るとともに、安全な都市空間を実現することになる。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.95 人

H28年度目標

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

橋りょうの築造進捗率

①設計

②用地買収

③

2,3762,500

28,94642,684

一
般

事業の種別

0.85 人

橋りょうに上下水道管の添架が計画され
ている為、全体のスケジュールに支障をき
たさぬよう調整していく必要がある。

H28実績

道路法、河川法、土地収用法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H29年度目標
非常勤
特別職

H27その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

10%20%
非常勤
特別職

H28目標値が未達成の理由・分析

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

成果指標の目標を達成している。

H28正規職員
人件費

H28年度目標①詳細設計

②167.02㎡（用地進捗率100%）

③

臨時職員7,361千円

60%臨時職員7,718 千円

所沢市側への接続通路が、現在、新柳瀬橋しかない下
安松の清流苑地区での、災害時における避難路等の
確保のため、新たに「第二の橋」として築造整備を行うも
のである。また、橋の築造に併せて市道１－８９２号線
についても整備を行う。

建設
総務
課

建設
総務
課

建設
総務
課

道路
建設
課

目標達成済

橋りょうの築造にあたり、大きく５段階に分けら
れるので、それぞれ達成ごとに20パーセント達
成した事とする。
①設計→②用地購入→③右岸上流護岸工事・
右岸橋りょう下部工事→④左岸護岸工事・左岸
橋りょう下部工事→⑤橋りょう上部工事・市道接
続部道路工事・右岸下流護岸工事

0.90 人

40%40%

実施計画ランク

重要

道水路境界確定事
業

期間

昭和35年度～

実施計画ランク

重要

道路照明灯維持管
理事業

期間

昭和53年度～

実施計画ランク

重要

防犯灯補助事業

期間

昭和53年度～

実施計画ランク

最優先

清流苑第二の橋築
造事業

期間

平成26年度～



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

要望等を優先し大木化したケヤキ
など、計画的な剪定に取り組んで
いる。

市民からの要望や道路パトロール
により道路状況を把握して迅速な
修繕ができるように取り組んでい
る。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

予算配分に基づき、市民からの要望の申請順
に舗装路線数（目標工事件数）を決定する。

成果指標の目標を達成している。

舗装整備工事実施件数

①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

③

23,12329,000

1,5232,500道路法、所沢市私道舗装要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

6,495千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

市道4件・私道2件市道4件・私道2件
非常勤
特別職

0.75 人

私道整備舗装要綱については公平性を担
保するため見直しを進めて行く予定であ
る。

H28実績H28年度目標①1件

②0件

③

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.92 人

市道1件市道1件
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

市道3件・私道3件臨時職員7,889 千円

市民からの未舗装道路の舗装化要望に基づき、ほこり
や騒音、水溜り等を防止し、生活道路としての機能的な
整備と良好な住環境の改善を図るため市道及び私道
の舗装整備を行うものである。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

直営作業の可能な場所は直営にて行い、
経費の削減に努めた。

道路の景観や道路交通の安全確保を目的とす
るため街路樹の剪定や除草実施延長を指標と
する。

街路樹剪定・除草実施延長（Ｋｍ）

①高・中・低木剪定数

②低木（寄植）剪定（株物）

③除草

99,00099,000

98,26399,000
造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化
のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

30,743千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

厳しい財政状況のため、要望等により路線を選
定して実施しているため。

34570.00 人
非常勤
特別職

3.55 人

所沢市としての管理指針を作成。
樹木診断を実施し倒木の恐れのある街路
樹について対処していく。

H28実績H28年度目標①４，９６４本

②５４，３５４㎡

③１０３，８０１㎡

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

3.30 人

3457
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

570.00 人臨時職員28,298 千円

幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的に行
い、街路樹の目的や機能を十分発揮させることにより、
道路環境の整備はもとより良好な都市景観の形成と快
適な生活空間を創出する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有Ｓ

目標設定の考え方・根拠

要望に対し修繕方法の創意工夫を行い、
経費の削減に努めた。

道路の保全と通行の安全のため老朽化した道
路施設を補修することが目的のため要望・通報
の処理件数を指標とする。

要望・通報処理件数

①要望・通報件数

②パトロール件数

③道路補修改修工事

653,486653,850

605,281605,573
造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化
のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

78,460千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

3,4093,0000.00 人
非常勤
特別職

9.06 人

経年劣化等による道路の損傷及び市民か
らの要望ともに増加する一方であり、修繕
や工事を計画的に対応していく必要があ
る。

H28実績H28年度目標①４，２４４件

②３７１件

③１，４４６．５ｍ（１０路線）

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

9.10 人

4,2443,000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

3,0000.00 人臨時職員78,033 千円

道路の保全と通行の安全のため、老朽化した路面や機
能が低下した道路施設を補修して安全性、信頼性を確
保し、老化している道路の改修を計画的に行い、道路
利用者の安全を確保するとともに、沿道の生活環境の
改善を目指す。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

関係機関と連携をし、すみやかに放置車
両の撤去を実施した。

道路上に放置された車両を撤去し、道路利用者
の安全の確保や環境の保全を図ることを目的と
するため車両撤去数を指標とする。

交通の安全を確保する必要がある
ことから放置車両を撤去していく。

放置車両処理率

①処分台数

②自主撤去

③その他

18123

3752道路法、駐車場法、路上放置車両処理要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

9,526千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

1001000.00 人
非常勤
特別職

1.10 人

道路環境や交通の安全を確保維持するた
め引き続き事業を実施していく。

H28実績H28年度目標①４台

②４台

③３台

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.20 人

100100
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

1000.00 人臨時職員10,290 千円

道路上に放置された車両に警告書を添付し、警察署に
所有者等を調査照会。所有者不明で廃棄物と認定され
た車両を撤去し、道路の保全と交通の安全、市民の快
適な生活環境の保全を図ることを目的とする。

道路
建設
課

道路
維持
課

道路
維持
課

道路
維持
課

道路法、道路構造令、所沢市道路の構

実施計画ランク

重要

道路舗装事業

期間

昭和25年～

実施計画ランク

重要

街路樹管理事業

期間

Ｓ４９～

実施計画ランク

優先

道路施設維持管理
事業

期間

Ｓ２５～

実施計画ランク

重要

放置車両処分事業

期間

道路法、道路構造令、所沢市道路の構

Ｈ６～



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　片岡秀樹

これまでの定期点検をもとに修繕
計画をたて、優先順位をつけ修繕
を行っていきたい。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

道路パトロールによる屋外広告物の撤去
を実施し、今後も継続したい。

良好な都市景観の維持及び向上を図るため道
路上の違反広告物を撤去することから撤去枚
数を指標とする。

今後も都市景観を維持する必要が
あることから現状維持したい。

違法路上広告物総撤去枚数

①撤去委託

②撤去推進員

1,2881,288

1,3071,307
屋外広告物法、埼玉県屋外広告物条例、所沢市違反
簡易広告物除却員設置要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

9,526千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

道路パトロール等により除却する広告物が減っ
たため。

4,9154,3000.00 人
非常勤
特別職

1.10 人

都市景観を維持するためにも継続して撤
去を行う。

H28実績H28年度目標①３，７０７枚

②２０枚

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.25 人

3,7274,300
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

4,3000.00 人臨時職員10,719 千円

月1回年12回の除去作業を業者に委託するほかに違反
簡易広告物除去推進員制度により違反広告物を撤去
し、良好な都市景観の維持及び向上を図ることを目的と
する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

点検箇所数を増やすことにより補修が必
要な橋りょうの把握ができた。

橋の安全の確保を目的とするため、点検によ
り、すみやかな補修等が必要な橋りょうの修繕
を指標とする。

修繕した橋りょう数

①橋りょう修繕設計

②橋りょう修繕

③橋りょう法定定期点検

17,53918,817

28,99140,666
造の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化
のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

16,021千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

440.00 人
非常勤
特別職

1.85 人

全ての橋りょう点検を行っていく中で老朽
化が著しい構造物を一度に修繕を行って
いくことが出来ない状況で維持管理につ
いて見直していく必要がある。

H28実績H28年度目標①８橋

②１橋

③横断歩道橋１１橋
　 跨線橋　　　　３橋

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.80 人

11
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

10.00 人臨時職員15,435 千円

風雨等による長年の劣化に対して定期的な点検を実施
し、その結果から補修「・補強等の維持管理を行うととも
に地震等の災害に対する安全性を確保する。
橋りょう長寿命化修繕計画に基づき必要な修繕を計画
的に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理費用の
縮減を図る。

道路
維持
課

道路
維持
課

道路法、道路構造令、所沢市道路の構

路上違反広告物除
却事業

期間

Ｈ１０～

実施計画ランク

優先

橋りょう長寿命化修
繕事業

期間

Ｈ２５～

実施計画ランク

重要



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　内野　孝雄

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

所沢市地域公共交通会議において、本市
の地域公共交通の方向性についてさまざ
まな角度から協議をし、「所沢市の地域公
共交通の方向性について」を答申としてま
とめた。

市内の路線バス及び市内循環バス（ところバス）
年間合計利用者数

市内の地域公共交通年間利用者数

①地域公共交通会議の開催

②アドバイザーの活用

③

7101,104

5281,341
所沢市地域公共交通会議条例
所沢市地域公共交通庁内検討委員会設置要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

7,621千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

11,879,517人10,786,484人0.00 人
非常勤
特別職

0.88 人

所沢市地域公共交通会議から「所沢市の
地域公共交通の方向性について」答申を
受けた。それをもとに地域公共交通の利
便性向上策を実施するとともに、ところバ
スの更なる効率化や新しい交通手段等の
検討などについてさらに具体的に検討を
進めていく。

H28実績H28年度目標①3回

②1回

③

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.73 人

12,988,101人11,998,313人
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

13,000,000人臨時職員6,260 千円

市内における地域公共交通の持続可能性利便性を向
上させることを目的として、庁内検討委員会や地域公共
交通会議を開催し、地域公共交通の方向性について総
合的に検討する。また、所沢市地域公共交通アドバイ
ザーの活用や先進事例の視察等により、職員の知識
向上を図る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特定事業となっている「所沢駅東口広場
付近の段差解消」について、道路管理者
による工事の完了を確認した。

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特
定事業の総数（153事業）に対する、継続中又は
実施済の特定事業数の合計を成果指標としてい
る。

成果指標の目標値を毎年ほぼ達
成しており、バリアフリーの促進に
ついて一定の成果があげられてい
ると考えている。
今後については、継続事業及び未
完了の項目について各事業者等
に働きかけ、誰もが移動しやすい
まちづくりの促進に努めたい。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

継続中又は実施済の特定事業数の割合

①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数
②駅ボランティア体験会等参
加者数
③ノンステップバス導入率

17,52124,219

713,686

非常勤
特別職

0.90 人

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者・道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標
非常勤
特別職

7,794千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

平成16年度からの事業継続により、ほとんどの
項目で事業が実施されているが、施設管理者、
周辺地権者及び道路状況等により、実施困難な
場所が見られる。

97%100%

法定受託事務自治事務

0.95 人

97%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

100%臨時職員8,146 千円

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共交通
機関などを利用した移動にあたって、利便性及び安全
性向上を促進させるために作成した「所沢市交通バリア
フリー基本構想」に基づき、特定事業の進捗状況を管
理し、市のHPで情報提供を行う。併せて、より質の高い
バリアフリー社会の実現を目指し、「駅ボランティア事
業」をはじめとするソフト施策を実施する。

H28年度目標①149事業

②185人

③82.9%

臨時職員

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

関係権利者との交渉により、西口開設用
地の一部を取得した。また、同駅西口の
早期開設に向け、鉄道事業者、税務署、
埼玉県等との協議を行った。

策定された整備計画の早期実現に向け、今後、
関係権利者との交渉の上、用地の取得が必要と
なることから、その件数を成果指標としている。

一
般

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

用地取得件数

①用地取得面積

②地権者交渉回数

③

10,36315,202

144,530332,845

法定受託＋附加

1.75 人

鉄道事業者との協議において、同駅周辺
のまちづくりにおける本事業の位置付け
や、整備及び維持管理における費用負担
方法等が課題となっている。今後、さらに
具体的な協議を行い、早期に協定を締結
し、整備に向け取り組む。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

平成28年度、関係権利者との交渉を行った結
果、駅西口開設用地の内、一部宅地を取得した
が、残りの宅地及び道路拡幅用地については、
権利者との交渉が難航し、同年度中の契約はで
きなかった。

――
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

15,155千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.40 人

345.56㎡634.60㎡
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

289.04㎡臨時職員12,005 千円

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採択さ
れたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便性向上及
び安全性確保を目的として、平成27年度に「西所沢駅
西口開設整備計画」を策定した。これに基づき、改札口
及び送迎車用転回広場等の整備に向け、用地取得、
調査・設計、関係機関との協議などの取り組みを行う。

指標名

H28年度目標①345.56㎡

②62回

③

無有

H28年度に改善した点

Ｃ

目標設定の考え方・根拠

延伸に向け、1区3市の担当者による勉強
会を開催し、事業の共通認識を図った。

光が丘駅から東所沢駅までを延伸するため、延
伸する距離

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅）

①会議の開催

②要望活動

③

3030

3030

一
般 0.22 人

鉄道の延伸については、街づくりの観点
からも重要な事業であり、延伸実現に向
けて関係自治体と協力し、要望活動や交
通政策審議会答申に打ち出された課題等
の解決に向け、調査研究を引き続き進め
ていく。

H28実績

-

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

交通政策審議会の答申で「一体整備」として評
価され、延伸促進協議会において検討を進めて
いるが、延伸距離としては整備事業等の進捗に
よるものであるため。

012.7km0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,905千円

0.45 人

012.7km
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

12.7km臨時職員3,859 千円

東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地域の
解消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、所沢市で
構成する「都市高速鉄道12号線延伸促進協議会」を開
催し、また延伸促進の早期実現に向け、国（国土交通
省、関東運輸局）、東京都、埼玉県等へ要望活動を実
施する。

H28年度目標①4回

②1回

③

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

重要

交通バリアフリー推
進事業

期間

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無無

無無

企画
総務
課

交通
安全
課

交通
安全
課

企画
総務
課

関係権利者との交渉を重ねた結
果、西口開設用地の一部を取得し
た。今後についても、同駅西口の
早期開設に向け、引き続き必要と
なる開設及び道路拡幅に係る用地
の取得に努め、関係機関との課題
を解決し、整備等の業務を進めた
い。

実施計画ランク

優先

地域公共交通検討
事業

期間

H26年度～

実施計画ランク

H16年度～

実施計画ランク

最優先

西所沢駅西口開設
推進事業

期間

Ｈ17年度～

滞りなく地域公共交通会議を開催
することができ、所沢市の地域公
共交通の方向性について答申を受
けた。

平成28年度に出された交通政策審
議会答申をもとに、光が丘から東
所沢までの延伸を「一体整備」とし
て進めていくため、埼玉県への要
望は行うことが出来たが、東京都
への要望が行えなかった。
引き続き、延伸促進協議会と連携
を図り、課題解決に向けた取り組
みを行っていく。

実施計画ランク

優先

都市高速鉄道12号
線導入促進事業

期間

H5年度～

第７章　街づくり  第４節　交通



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　田中　政美

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

無有

H28年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

平成２９年１月に「所沢市こどもと福祉の
未来館」が開設したことに伴い、西路線
（新所沢・三ヶ島コース）が同施設への乗
り入れを開始した。

バス運行事業の目的の通り、公共施設利用者、
交通不便地域の住民や高齢者・障害者など、多
くの市民に利用されているかを計るため、年間
総利用者数を成果指標とする。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

年間総利用者数

①年間総利用者数
②年間運行便数
③特別乗車証利用者数（運転
免許返納に伴う無料乗車券利
用者を含む）

114,598138,115

124,751134,597

一
般 0.90 人

市民の利便性向上を図るため、平成30年
10月に路線の一部見直しを行う。さらに今
後、「所沢市地域公共交通会議」で作成さ
れた答申に基づき、運行の改善、効率化
を目指した抜本的な見直しを検討する。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

H29年度目標
非常勤
特別職

7,794千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

391,099人363,000人
非常勤
特別職

1.00 人

389,587人368,000人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

373,000人臨時職員8,575 千円

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通不便
地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめとする市民
の交通の利便性を図ることを目的とし、市内の４路線６
コースにおいて、１日計５４便のバスを運行している。

交通
安全
課

バス路線が整備されていない地域
の住民や高齢者・障害者等の身近
な交通手段として定着しつつある。
しかし一方で、運行本数や運行距
離といった利便性の面で課題があ
る。現在の事業規模を維持しつつ
市民の利便性向上を図れるよう運
行の改善、効率化を目指していく。

H28年度目標①389,587人

②19,386便

③272,144人

臨時職員

実施計画ランク

平成１０年度～

優先

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

期間



項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　高橋　国弘

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

水道建設課長　肥沼 宏至

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

取水井の清掃及び機能診断実施箇所

H27決算額H27予算現額 指標名

H28年度目標 H28実績

事業の種別

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

第一系第12号取水井及び南部系2号井の
内部点検が完了した。

取水井の清掃及び機能診断を毎年2箇所実施
し、機能維持及び水質保全を図る。

H28目標値が未達成の理由・分
析

水道法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

法定受託事務自治事務 法定受託＋附加

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

①取水井の清掃及び機能診
断

②

③

6,3628,458

6,3188,932

49,795千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

2箇所2箇所0.00 人
非常勤
特別職

5.75 人

第一系第6号取水井及び南部系6号井の
内部点検を行う。

H28実績H28年度目標①2箇所

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

5.75 人

2箇所2箇所
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

企
業

事業の種別

2箇所0.00 人臨時職員49,306 千円

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年2箇所実
施する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水
量10,000㎥/日で運用する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

老朽管の更新については、新たに策定し
た中期経営計画(H28～H32)を基に行っ
た。

布設及び更新延長の合計(単年度)

事業の実施方法は従来通りだが、
中期経営計画（H28～H32）により
事業費が増大している。

整備された配水管延長

①配水管の更新延長

②配水管の布設延長

③

2,041,9272,258,774

2,261,2592,960,118水道法、所沢市水道事業給水条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

142,457千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標値である「152,600m」は、10年間の布設・
更新延長の目標となる。H28年の実績である
「16,599m」はH28年の目標に対しては達成して
いる。

14,157152,6000.00 人
非常勤
特別職

16.45 人

増大した事業量に対応できるよう適正な
人員の配置、職員の育成、工法の検討等
を図り、計画に遅れが生じないように事業
を実施していく。

H28実績①16,075m

②524m

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

16.30 人

H28年度目標

16,599152,600
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額

事業の具体的な内容及び目的

122,660167,911

有収率
有収水量÷配水量×100

①給水管布設替延長

②管洗浄

③

152,6000.00 人臨時職員139,773 千円

（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新や水道管の容量
不足による出水不良の改善を実施している。
（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐久性の
あるダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管の
未整備路線(既存給水管の老朽箇所及び出水不良個
所)について、耐久性のあるダグタイル鋳鉄管を新たに
布設する。

水道法、所沢市水道事業給水条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分
析

H27実績

事業の種別

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

23.35 人

H28実績臨時職員

A

目標設定の考え方・根拠

漏水再発防止のため、早期に所有者より
権利放棄等を頂き、共有管の布設替えを
実施している。

早期修繕等により漏水量を減らすように対応し
ている。

H27正規職員
人件費

H27予算現額 指標名

97.14%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

127,695172,531

97.14%100%0.00 人
非常勤
特別職

100%0.00 人臨時職員185,649 千円

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

漏水件数は、前年度に対し多少の増減はある
が、長期的には減少傾向になっていることから
今後も高い有収率を維持していきたい。

①　707ｍ

②　49,000ｍ

③

0.00 人202,211千円 H28年度目標
安全安心して利用できる水の安定供給を行うた
め、老朽化した水道管の早期修繕等によって、
水道施設の保全と有収率の向上を目指す。

21.65 人

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

無 無

給水
管理
課

実施計画ランク

優先

取水施設保全事業

期間

H5年度～

Ｓ10年度～

実施計画ランク

重要

H28年度～

実施計画ランク

優先

導・送・配水管整備
事業

期間

給水
管理
課

水道
建設
課

水道管維持管理事
業

期間

S57年度～

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H27予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

 各学校との調整等において教育
現場特有の制約などもあり、若干
目標校数に達しなかったが、 実施
体制については、計画的に取り組
まれており、また、授業内容も充実
していたことから、初年度でありな
がら目的はおおむね達成したと言
える。

H28年度に改善した点

小学校学習指導要領では、水道・電気・ガスの
いずれか、また、ごみ・下水のいずれかを選択
して取り上げることとされているため、より多くの
学校で水道・下水道を学習し、それに役立てて
もらうべく、実施校数を指標とする。
目標値は、前年度実績よりも増やすこととする。

各小学校に対して5月中旬（5/13）に案内を行っ
たが、水道の授業を1学期（6月頃）に行う予定
の学校が多く、時間的に対応が難しかった可能
性がある。
また、新規事業のため、前年度実績の伝播など
もなかったので、具体的な事業内容（授業の内
容）がわからず、申し込みにくかった可能性もあ
る。

学校側の実施希望時期（6月頃に集中）に
対応できる案内や、体制確保、授業内容
等の決定・準備が難しい。
新年度早々に案内を行うことや、若手職
員とベテラン職員、出前教室経験者を組
み合わせた体制を作り、また、実施内容
を常に分析・情報共有し、わかりやすい・
楽しい・飽きない・心に残る授業を作り上
げる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度から実施

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①市内小学校数

②実施校数

出前教室実施校数

H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 10 18

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績
H28目標値が未達成の理由・分
析

①32校

②6校

6,260 千円 臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

出前教室実施事業
非常勤
特別職

0千円 臨時職員

成果指標の目標値を毎年達成して
おり清掃及び機能診断については
一定の成果を挙げていると考えて
いる。今後も適正揚水（用水量
10,000㎥/日）により、取水井の保
全に努めていきたい。

- -

指標名

8 6

漏水件数の減少傾向にあるが、漏
水の早期対応、漏水再発防止の
共有管布設替えを積極的に行って
いる。
また、管洗浄事業が進み、濁水発
生の減少がみられる。 無無

H28年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

漏水量、濁水発生の軽減を図り、良質で
安全安心な水安定供給するため、共有管
の布設替え及び管洗浄を中心に実施して
いきたい。

第７章　街づくり  第５節　上水道

12

市内の小学校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パン
フレット「所沢の水道と下水道」等を使用して、上下水道
に関する授業を行う。
水道及び下水道の理解を深めてもらうとともに、生活に
欠かせない水が限りある資源であることや形を変えな
がら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知
ることにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環
境保全に対する意識を高めてもらうことを目的とする。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　村田　孝之

目標達成済

根拠法令

H27決算額H27予算現額 指標名

耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため回診化率を指標とする。

H29年度に西部加圧ポンプ場1号池耐震
補強工事（3,000㎥）を実施する。
H29年度に第一浄水場浄水池の耐震診
断を実施し断H31・32年度に耐震補強工
事を予定している。

H28目標値が未達成の理由・分
析

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令

事業の種別

134,892

H28決算額（見込み）H28予算現額

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

東部浄水場配水池4号耐震補強工事を実
施し10,000㎥の耐震化が完了した。
西部加圧ポンプ場2号池の耐震診断を実
施し、耐震性があることを確認した。
西部加圧ポンプ場1号池耐震補強設計を
実施した。H27実績H27年度目標

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

配水池等の耐震化率
（耐震対策の施された配水池等の有効容量÷対
象配水池等の有効容量）×100

①耐震補強工事

②耐震診断

③耐震補強設計

249,264262,332

113,217

46.70%46.70%0.00 人
非常勤
特別職

5.40 人

臨時職員 H28実績

0.00 人
非常勤
特別職

46,764千円

71.70%0.00 人臨時職員47,163 千円

5.50 人

68.50%68.50%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補
強工事を実施し、耐震化する。

H28年度目標①1池

②1池

③1池

0.00 人

H29年度目標

給水
管理
課

実施計画ランク

最優先

浄水場整備事業
（耐震補強事業）

期間

H21年度～

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

水道施設の基幹施設である配水
池等の耐震対策を施すことにより、
災害に強く安全で安心な配水を持
続するよう努めていきたい。



項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　　根岸　清

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

A

目標設定の考え方・根拠

下水道法

H28決算額（見込み）H28予算現額 　今後の下水道整備等について、地元地
区環境整備保全委員会や地元自治会と
協議を行った。

　地元地区環境整備保全委員会と協議を行い、
下水管の布設箇所を決定しているので、下水管
布設延長を指標とする。

　成果指標の目標値を毎年達成し
ており、東西クリーンセンターの地
元周辺における下水道整備につい
ては、一定の成果があげられてい
ると考える。
　今後も廃棄物処理施設の必要性
を理解し、市政にご協力頂いてい
る周辺地区住民の生活環境の向
上等が図られるよう努める。

一
般

下水管布設総延長
①下水管布設延長

67,86868,164

60,75567,218

根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

5,542千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

                  目標達成済

9,434.9ｍ9,390ｍ0.00 人
非常勤
特別職

0.64 人

　廃棄物処理施設の必要性を理解し市政
にご協力頂いている東西クリーンセンター
周辺地区住民の生活環境の向上等を図
るうえで重要な事業であることから、引き
続き事業を進めていく必要がある。

H28実績H28年度目標

①258.6m

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.32 人

9,693.5ｍ9,634ｍ
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

企
業

事業の種別

10,033ｍ0.00 人臨時職員2,744 千円

　東部クリーンセンター及び西部クリーンセンターの建
設に伴い、廃棄物処理施設の必要性を理解し、ご協力
頂いている周辺地区への地域還元として、住民の意向
等を踏まえながら清掃施設周辺整備事業を実施してお
り、その一環として、下水道整備等を進めているところ
である。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし。

汚水管の整備面積が拡大することで目標達成
の成果が把握できるので整備面積を指標とす
る。 平成28年度目標を90％以上達成

しており、第3期市街化調整区域下
水道整備事業（整備面積約
125,9ha）に係る整備率も57.1%とな
り成果はあがっている。

整備面積

①汚水管の整備面積

②

③

825,691896,844

1,116,8221,115,479下水道法、都市計画法、環境基本法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

86,080千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

三ケ島地内の下水管布設工事で、事前に判明し
なかった土質に対応して施工するため、大幅な
工法変更を行った。この工法変更により費用が
増大したことから施工延長が半減し、予定整備
面積を下回ったものである。

19ha18ha0.00 人
非常勤
特別職

9.94 人

平成31年度までに、第3期市街化調整区
域下水道整備事業を完了できるよう進め
るとともに、第4期市街化調整区域下水道
整備事業に向けた準備を進める。

H28実績H28年度目標①19.1ha

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

11.27 人

19.1ｈａ21ha
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

企
業

事業の種別

23.7ha0.00 人臨時職員96,640 千円

市街化区域の下水道整備は、平成14年度で完了し、引
続き市街化調整区域の整備事業を平成15年度より開
始した。平成24年度をもって第2期市街化調整区域の
下水道整備が概ね完了し、引続き平成27年度から第3
期市街化調整区域の面整備事業を実施している。下水
道未整備区域の汚水管整備を進め、生活環境及び公
共用水域の水質を改善し、快適な生活環境を構築す
る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし。

完了箇所数が増加するすることで目標達成の成
果が把握できるので完了箇所数を指標とする。 目標を達成しており、成果を上げて

いると考えている。平成29年度は
「緊急地震対策事業」の最終年度
となるため、今後も予定箇所の耐
震化工事を進めていきたい。

完了箇所数

①特殊マンホールの地震対策

②

③

222,713270,709

213,333201,983下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策実施要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

19,139千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

9箇所11箇所0.00 人
非常勤
特別職

2.21 人

耐震化工事予定箇所の中には、ガス事業
者や通信事業者の埋設物により施工が
困難な箇所がある。このため、工法の検
討などに時間がかかり目標の達成を妨げ
るおそれがある。
平成30年度～34年度を計画期間とする中
期計画策定に取り組む。

H28実績H28年度目標①9箇所

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

2.48 人

9箇所9箇所
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27年度目標 H27実績

12箇所0.00 人臨時職員21,266 千円

下水道は重要なライフラインであり、震災等により機能
が停止した場合、排水不能や損壊による道路陥没が原
因の交通事故や渋滞で物資供給が停滞するなど市民
生活に甚大な影響を及ぼすことから、既存施設の地震
対策を実施する。緊急輸送路や軌道下に埋設されてい
る管渠や特殊マンホール（現場の状況に合わせて築造
された、標準と異なる構造のマンホール）等について、
補強・再構築工事を実施する。

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

期間

H10年度～

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

資源
循環
推進
課

下水
道整
備課

下水
道整
備課

実施計画ランク

重要

清掃施設周辺整備
事業

実施計画ランク

最優先

下水道管渠布設事
業

期間

S32年度～

実施計画ランク

優先

下水道地震対策事
業

期間

H21年度～

期間

有有

H28年度に改善した点

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

下水道法、都市計画法

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

小手指町地区の浸水被害軽減の
ための雨水管整備を実施。また、
岩岡雨水1号幹線築造工事のため
県との協議を進め、平成29年度の
工事発注を可能とするなど成果を
あげている。
なお、埼玉県と設立した協議会で
早急に取り組める方策について検
討を行っているが、具体的な方策
の選定には至っていない。

H28年度に改善した点

有
0 0

0 0.1

有

雨水管等の整備面積の拡大及び浸透井整備の
完了箇所数が増加するすることで目標達成の成
果が把握できるので指標とする。

ゲリラ豪雨等による浸水被害の早期軽減
を図るため、埼玉県と協議会を設立しそ
の方策について検討を開始した。

H28目標値が未達成の理由・分析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,649 21,101 ①雨水管等整備

②浸透井整備

③

①年度別整備面積
②年度別設置箇所数

雨水対策事業

10,021 9,295

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

 雨水を速やかに排除し、浸水・冠水等を防ぐ。
①集中豪雨時の浸水・冠水被害発生地域の把握と状
況調査を実施する。②調査結果に基づき、雨水対策地
域の把握及び方法の検討を行う。③冠水被害が頻繁に
発生している地区の雨水整備を実施する。④緊急に雨
水整備が必要とされる地区における暫定措置として、
雨水浸透井を築造する。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

6,062千円 臨時職員 0.00 人 ① 0.1ha

② 0箇所

③

H28年度目標 H28実績
岩岡雨水1号幹線築造工事について、平
成29年度・30年度の継続工事で完了を目
指す。また、雨水対策については、雨水
管の布設や雨水浸透井の築造などによる
地域に応じた対策を講じる。

H28正規職員
人件費

1.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S32年度～ 13,720 千円 臨時職員 0.00 人 0

第７章　街づくり  第６節　下水道



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　吉田　進一

H27決算額H27予算現額 指標名

企
業

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

①旧町地区における下水道本管の長寿
命化計画に併せて、テレビカメラによる取
付管の損傷状況を確認し診断を実施した
ことにより、陥没事故等を未然に防止し
た。②下水道のイメージアップを図るた
め、下水道広報プラットホーム主催のマン
ホールカード第1弾（平成28年4月）より参
加した。平成29年1月に開催されたマン
ホールサミット埼玉における人気投票に
おいて総合1位を獲得した。

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道管
の詰まり、臭気、溢れ等。
（目標値＝要望件数、実績＝完了総数）

改善要望等には、概ね対応でき
た。これは外部情報が入った際、
直ちに現地確認を行い直営または
修繕費による対応を迅速に行った
ためである。

改善要望対応件数
①1年間に清掃した管渠延長
②1年間に取替えたマンホー
ル蓋の個数
③1年間に実施したテレビカメ
ラ調査箇所

331,661425,472

510,979636,529下水道法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

191,386千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

1511510.00 人
非常勤
特別職

22.10 人

下水道施設における適切な維持管理は
安全で快適な市民生活を確保するうえ
で、大変重要な事業である。下水道処理
区域の拡大、埋設管の老朽化、震災によ
る耐震対策に伴い、当事業は今後ますま
す増大する。このライフラインの適切な維
持管理は重要であり、効率化とコスト削減
に努めながら住民サービスの低下を招か
ないようストックマネジメント実施方針を策
定し、持続可能下水道事業とする。

H28実績H28年度目標

①   6603m

②    661個

③　1212m

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

22.40 人

144144
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

企
業

事業の種別

1000.00 人臨時職員192,080 千円

下水道は、市民の安全で快適な生活を確保するために
重要なライフラインである。適切な維持管理を実施し、
十分にその機能を発揮させると共に継続的に利用でき
る環境を整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐ
ための下水道管渠清掃。
②老朽化している施設の更新。
③下水道施設から発生する臭気対策。不明管・侵入水
等のテレビカメラを使用した原因調査。
④降雨災害防止のための対策及び巡視。
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・
安全管理の徹底。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

昨年に引き続き、しゅんせつ土の含水率
を下げるヤードを設置し、受入単価の低
い処分地に搬出した。仮置き土の処分も
進めることができた。

除草要請、ゴミ撤去等。
（目標値＝要望総数、実績＝完了総数）

改善要望対応件数

①１年間にしゅんせつした堆
積土の量

②１年間に除草した面積

③

26,78327,309

32,31423,093下水道法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

35,073千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

洪水調整越流堰の改修要望（2箇所）が地元より
出てきたが、年度末であったため予算措置が間
に合わず１箇所施工できなかった。

120.00 人
非常勤
特別職

4.05 人

平成28年度に改修できなかった洪水調整
越流堰の工事を実施した。
施設の老朽化が進んでいるため、修繕費
が必要となる。また、ゲリラ豪雨等の増加
により、しゅんせつ土が増加している。

H28実績H28年度目標①　　　370㎥

②　68410㎥

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

4.30 人

1011
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標 H28実績

30.00 人臨時職員36,873 千円

浸水の無い快適な都市環境を保持し、市民の安全で快
適な生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に
管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

下水
道維
持課

下水
道維
持課

下水
道維
持課

実施計画ランク

重要

下水道維持管理事
業

期間

S33年度～

実施計画ランク

重要

都市下水路維持管
理事業

期間

S45年度～

受益者負担金賦課
徴収事業

実施計画ランク

優先

改善要望等には、概ね対応でき
た。これは外部情報が入った際、
直ちに現地確認を行い直営または
修繕費による対応を迅速に行った
ためである。また、平成27年度から
委託費が減少したことを受け、直
営による定期的なスクリーン点検、
清掃作業を行い、未然に事故を防
止した。

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

現年度分収納率については、目標
値であった98%を維持できた。理由
は市民の目線に立った丁寧な説明
や説得と、第一環境による訪問徴
収の効果があったと考えられる。
次年度以降も、引き続き高い水準
を維持できるよう努力する。

H28年度に改善した点

無 無

収入済額／調定額(収入すべき額) 第一環境の訪問による、特別催告書の手
渡しと現地での徴収を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

- 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 519 333 ①収入済額

②口座振替率

③

現年度分収納率根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者
負担に関する条例

1503 1,081

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

99.31%

18,619千円 臨時職員 0.00 人
①116,171,100円
　　（H28年度調定分）
②49.24%

③

差押等の滞納処分を行える職員の補充
や研修を実施していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

98.00% 98.10%

期間 2.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S44年度～ 18,436 千円 臨時職員 0.00 人 98.00%

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の
負担を求めることにより、公共下水道の整備を推進す
る。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説
明会、申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価
を乗じて負担額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成
27年度より1㎡あたり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望
により一括納付もできる。

2.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.00%

有 有事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

緊急度Ⅰ・Ⅱの改築延長
実施延長／計画延長

現場は住宅地のため、交通に支障のない
ような改築工法を選定し、またコスト縮減
に努めた。

下水道長寿命化対
策事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

下水道法

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H27正規職員
人件費

H27年度目標

0 ①設計委託１件

②

③

カメラ調査延長（平成27年度）
詳細設計委託（平成28年度）
改築延長（平成29年度）

22,649

H27実績
H27その他職員
従事割合

0ｋｍ

目標達成済

①設計委託１件

②

③

H28年度目標

183ｍ

20,000 19,656

臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

ストックマネジメント実施方針策定により、
リスク評価を加えた短期修繕改築として
いく。

A

平成28年度に詳細設計業務委託
を発注し、平成29年度から開始を
予定している改築工事、設計延長
890ｍについて完成した。

H28年度に改善した点

1件1件

H28目標値が未達成の理由・分析

H28実績

12.5km

H23年度～ 4,288 千円 臨時職員

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28その他職員
従事割合

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人

1,732千円

事業の具体的な内容及び目的

H29年度目標

早期に下水道事業を開始した所沢地区の管路施設が
耐用年数を迎え、老朽化による損傷が増加しているの
で、事故によるサービス低下を防止する。
・本管の布設替えまたは、更生
・取付管の布設替えまたは、更生
・マンホール蓋の取替



項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導課長　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　遠藤　弘樹0.00 人 25組

25組 14組

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

Ｈ２３年度～ 2,573 千円 臨時職員

市で広報ところざわや、市ＨＰ、チラシ等で事業
の周知を図ると共に、一般社団法人埼玉県マン
ション管理士会によるマンション組合や居住者に
対するお知らせの配布等に取り組んでいるが、Ｐ
Ｒが足りない部分がある。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

3,897千円 臨時職員 0.00 人 ①14組

②

③

H28年度目標 H28実績

参加者の拡大に向けマンション管理組合
等に対して積極的に働きかけていくことが
必要である。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市内の分譲マンションにおける適切な修繕、管理費の
滞納、近隣騒音、ペットの飼育、違法駐車等の問題に
ついて、無料定期相談会等を開催し、マンションの適正
な維持管理に対する支援を行う。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 25組 14組

①無料相談会受付件数

②

③

無料相談会受付件数
当該事業はマンション管理士による無料相談会
が中核的な事業となっているため、相談会の参
加者数を指標とする。

マンション居住者等
支援事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

マンション管理の適正化の推進に関する法律 40

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

マンションの適正な管理を進めて
いくため、事業の進め方の再検討
や、市内マンションの状況を把握し
ていく必要がある。

H28年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 40

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

40

40

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

所沢市営住宅等長寿命化計画等
に基づき、計画的に事業を実施し
た。

無 無

H27決算額H27予算現額 指標名

法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

耐震相談会において、耐震診断・耐震改
修の説明を行うブースでの対応を建築士
から市職員に変更し、補助の活用につい
て理解を求めたところ、相談会参加者に
おける補助金の活用がさらに増加した。

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震診断費
用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図ること
が当事業の目的となっているため、耐震診断・耐
震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて想定している補助件数
を目標とする。

耐震診断及び耐震改修の補助件
数が、全体としては目標値の7割を
超えたが、共同住宅や緊急輸送道
路閉塞建築物に対する補助がな
かったことから、今後は、こうした建
築物の耐震化の促進も課題であ
る。

耐震診断・耐震改修補助実績件数

①我が家の耐震診断相談会
での相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

2,490

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

13,250

2,8907,000
法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の
耐震改修補助金交付要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

法定受託＋附加

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

5,196千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物に
ついては、築35年を超え、改修、建替え、売却等
の選択が必要な時期に来ていることや、所有者
又は居住者の高齢化により、資金面や改修工事
のわずらわしさ等があることが理由として考えら
れる。

20件43件0.00 人
非常勤
特別職

0.60 人

補助対象となる建築物のうち大規模なも
のについては、補助件数の予想が難しく
最小限の件数を見込んで予算化している
が、なかなか実績が上がらない状況であ
る。今後は、建物所有者の耐震化に対す
る意識啓発のため、平成28年度に策定し
た「改定所沢市建築物耐震改修促進計
画」や本事業の補助内容を改めて周知す
る予定である。

H28実績H28年度目標
①52件

②23棟

③9,445件

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.90 人

23件32件
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

17件0.00 人臨時職員7,718 千円

「改定所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市
民が安全で安心した生活のできる災害に強い住環境を
整備することを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図る
ため、民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一
部を補助する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

より適正な入居者の選定を行うため、住
宅困窮度評価表の改訂を行った。

低額所得者の居住の安定を確保することが目的
であるため、入居者数のうちの低額所得者の割
合を指標とする。 入居者の約8割が収入分位１（月

額収入0円から104,000円）の方が
占めており、概ね適正に運営が行
われている。

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数－収入超過者数）/入居者数＊１０
０）

①修繕件数

②入居世帯の延べ戸数

③空家募集戸数

182,572182,822

184,378183,842公営住宅法　所沢市営住宅条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決定
しており、収入超過者に対しては住戸の明け渡し
に関する通知や、家賃の見直しの周知はしてい
るが、市営住宅の明渡しは法的に努力義務と
なっているため、協力いただけない場合が多い。

93%100%0.00 人
非常勤
特別職

修繕により入居可能な住戸を増加させる
など、入居機会の拡大に努めていく。

H28実績H28年度目標①203件

②742戸

③45戸

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

92%100%
H27その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

100%0.00 人臨時職員24,010 千円

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全で文化的な生活を営むことのできる住宅を整
備し、低廉な家賃で賃貸することにより市民生活の安定
と社会福祉の増進を図る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

実施詳細設計時の各種作業工程等の見
直しにより経費の削減に努めた。

所沢市営住宅等長寿命化計画に基づき事業を
実施しているため、当該年度に計画通り実施で
きたかどうかを指標とする。

所沢市営住宅等長寿命化計画の進捗状況
（計画通り実施できた場合を100%とする）

①実施施設数

②

③

47,28359,300

14,74314,743公営住宅法　所沢市営住宅条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

2,165千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

100%100%0.00 人
非常勤
特別職

0.25 人

建設年度の古い市営住宅が多いため、今
後も施設の長寿命化に向けた計画的な
事業実施が不可欠である。

H28実績H28年度目標①１施設

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H28正規職員
人件費

100%0.00 人臨時職員4,459 千円

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

市営住宅運営事業

期間

優先

2.80 人

22,083千円

2.55 人

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

既存の市営住宅を効率的・効果的に運用するために、
所沢市営住宅等長寿命化計画、所沢市公共施設等管
理計画に基づき、計画的な施設改修を実施する。

事務事業名称 事業概要（全体）

0.52 人

100%100%

優先

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

期間

建築
指導
課

市街
地整
備課

市街
地整
備課

市営住宅施設整備
事業

期間

Ｈ２８年度～

H19年度～

実施計画ランク

第７章　街づくり  第７節　住宅・住環境

建築物の耐震改修の促進に関する

実施計画ランク

Ｓ２７年度～

実施計画ランク

最優先

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業



項目名

■ □ □

実績

評価者

文書行政課長　橋本　博史

項目名

■ □ □

実績

評価者

文書行政課長　橋本　博史

第８章　行財政運営

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S58～ 3,001 千円 臨時職員

①ファイリング推進委員会を２
回（7月・11月）開催した。
②ファイリング巡回点検及び
ファイリングサーバ点検を開催
した。
③平成26年度文書1,481箱を新
たに引き継いで保存し、廃棄協
議を経た保存年限切れの文書
1,462箱を廃棄した。また、年度
を通じて機密文書を9,240kg廃
棄した。

文書管理事務

3,724千円 臨時職員

6,089

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

文書を体系的に整理し、必要な文書のみを効率的に
保管するとともに、文書の私物化を防ぎ、担当者の
不在時においても必要な文書を短時間で取り出せる
よう、ファイリングシステムの維持・向上を図る。同シ
ステムの維持・向上に当たりファイリング推進委員に
よる巡回点検等を活用する。
また、各所属から引き継いだ過年度文書について、
保存年限に基づいた保存及び廃棄を行い、文書の
適正管理を図る。

0.43 人

5,677

H28目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 124 119

ファイリング巡回点検における指摘事項の件数

各所属においてファイリングシステムの正しい運
用方法が浸透し実行されているか、また、各職員
が基本的なファイリングのルールを意識して順守
しているかを判断する指標として、的確なもので
ある。

H28決算額（見込み）

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,443 5,961

根拠法令

113 156

Ｂ

H28年度に改善した点

平成28年度の指摘件数は156件であるが、点検
実施箇所が一昨年より4箇所少ないにもかかわら
ず、前年比37件の増となった。一所属当たりの指
摘件数も3.13件から4.59件に増加した。事務量や
文書量の増加により、ファイリング管理にまで手
が回らない現状が見受けられ、指摘が多い所属
と少ない所属に二極化する傾向も見受けられた。
業務多忙により文書管理が行き届かない実情が
散見され、基本的なファイリングのルールが守ら
れていない場合もあり、文書量が多い所属ほど、
事務の効率化のためにも、ルールに基づいた文
書管理が必要である。

①ファイリング推進委員会
②ファイリング巡回点検及び
ファイリングサーバ点検
③文書の引継ぎ及び廃棄

145

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

ファイリング推進委員会の運営や、
文書の引継ぎ・保存・廃棄を含めた
公文書の管理については、概ね適
正に執行できたが、目標の指標を
下回ってしまったため。

指標名 目標設定の考え方・根拠

電動書架Ｃラックの更新を行ったこ
とに伴い、
①電動書架の長寿命化を図ること
ができた。②安全性、操作性、耐震
性が向上した。③ＬＥＤ照明、人感
センサーの採用等により消費電力
が軽減された。④手動操作装置の
設置により、停電時においても使
用が可能となった。

無無

H28年度に改善した点

無

点検項目や再点検の実施等の課題があ
るため、ファイリング推進委員会において
検討を行い、必要な改善と正しい利用方
法の周知を図る。なお、ファイルサーバ内
の文書についても引き続き点検を実施し、
適正な管理を図る。また、文書の保存・管
理については、平成28年度に設置された
文書管理・電子決裁システム検討委員会
（事務局：ＩＴ推進課）において文書管理シ
ステムの導入について検討を行う。

無

ファイリングシステムの維持・向上を図る
ため、平成28年10月に啓発チラシ「ファイ
リングのきほん」を作成し、庁内に周知し
た。また、ファイルサーバ内においても適
正な文書管理を図るため、平成27年度に
ファイリング推進委員会にファイルサーバ
運用部会を設置し、平成27年度に引き続
きファイルサーバ点検を実施した。

H28実績H28年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

特になし

H28予算現額

文書
行政
課

実施計画ランク

期間

実施計画ランク

優先

集中文書庫整備事業

期間

H26年度～H30年度

文書
行政
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

2臨時職員1,286 千円

公文書は、その内容に応じて定められた期間、保存
することとされており、個人情報の保護に留意し、市
民の利用に役立つよう、適切な管理を図る必要があ
る。この為、所沢市文書管理規則に基づき、各所属
から引継ぎを受けた保存文書については、本庁舎地
下の集中文書庫において管理している。集中文書庫
には、電動書架３系統及び除湿機４台を設置し、約
9,000箱の文書を保存しているが、これらは、本庁舎
建設時に設置したものであり、設備の老朽化が進む
とともに交換部品の供給もできなくなることが懸念さ
れた事から、計画的な修繕を実施する。

0.15 人

H28年度目標

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

11
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27年度目標 H27実績

①電動書架Ｃラック１式を更新
②電動書架Ｃラックの収納可能
箱数2,660箱のうち、部品交換
箇所に収納されている保存箱約
730箱について、Ｃラック以外の
指定ラックへ移動・収納し、ま
た、250箱については、作業期
間中、委託業者の外部倉庫へ
一時保管を行った。

臨時職員1,732千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

110.00 人
非常勤
特別職

0.20 人

地下集中文書庫内の湿度管理を適正に
行うとともに、除湿機の適正な配置を検討
する。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

平成26、27年度の修繕の経験をもとに、
修繕期間中における職員の閲覧等の支
障とならないよう、作業導線及び部材置場
について配慮した。また、工程が厳しくなら
ないよう予備日を加えた。さらに、保存文
書一時保管業務委託契約の仕様を見直
し、委託業者の倉庫に預入する箱数を極
力減らすことなどにより、コストを下げるこ
とができた。

本事業においては、公文書の適正な管理を図る
ことを目的として、老朽化した電動書架Ａ～Ｃラッ
クの３系統及び除湿機４台を計画的に更新するこ
とが趣旨であるから、更新台数を指標化すること
が最も明解であるため。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

更新した電動書架及び除湿機の台数
①電動書架更新
②電動書架更新を円滑に実施
するための保存文書一時保管
業務委託の実施

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

Ａ

目標設定の考え方・根拠

6,8918,238

8,86711497



項目名

■ □ □

実績

評価者

総務課長　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　吉田　直樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　吉田　直樹

無無

1.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

指標名 H28年度に改善した点

A

H8年度～ 9,690 千円 臨時職員 0.00 人

①　10,470千円

②　46,065千円

③　　4,761千円

H28年度目標
上下水道局庁舎において、利用者の安全確保と行
政サービスの提供に支障が出ないよう管理すること
を目的とする。主な事業内容として、庁舎警備業務・
庁舎電気機械冷暖房空調設備等保守運転管理業
務・庁舎清掃業務を総合管理として業務委託を行
い、庁舎の維持管理を行っている。

1.19 人
非常勤
特別職

0.00 人

今後も利用者の安全確保や上下水道事
業に関するサービスを提供するため、基
幹設備の更新が必要となるが、出来る限
り事業費の平準化を進めていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

139kl 120kl

139kl

0.00 人

空調については、冷房２８℃以上、
暖房２０℃以下に温度設定するな
ど適切な運転管理を行った結果、
エネルギー使用量の基準値を超え
ないことと出来た。

H28目標値が未達成の理由・分析

139kl 125kl

目標達成済

10,305千円 臨時職員

①光熱費（庁舎の電気・ガス料
金）
②委託料（庁舎に係る委託料）

③修繕費（庁舎に係る修繕費
等）

エネルギー使用量（原油換算）の増加抑制

H28実績

法定受託事務 法定受託＋附加 78,540

所沢市上下水道局庁舎管理規程 73,626

66,191自治事務

64,296

事業の具体的な内容及び目的
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合庁舎維持管理事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

H28年度に改善した点

無 有

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

庁舎におけるエネルギー使用量において、水道
事業と下水道事業との組織統合のあった平成２５
年度実績を基準とし、これを超えないよう維持・削
減を目標とする。
（平成２５年実績：139kl）

庁舎修繕５箇年計画に基づき、庁舎敷地
内木製デッキ改修の実施により、利用者
の安全確保や良質な環境の維持を行うこ
とができた。

H27年度目標 H27実績

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H27予算現額 H27決算額

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施した。

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額

00

目標設定の考え方・根拠

　第５次所沢市総合計画・後期基本計画
策定時においては、３か年の委託契約とし
ていたが、第６次所沢市総合計画策定に
おいては、各年度において委託事業を実
施することとし、基本構想・基本計画の作
成など、基本職員で実施できるところは職
員が実施することとした。

各年度により目標が異なるため、指標項目は定
性的なものとする。
各年度においての進捗を目標として設定し、平成
30年度9月議会において総合計画基本構想・前
期基本計画を提案する

総合計画を策定するため、第６次
所沢市総合計画策定委員会及び
職員プロジェクトチームの発足な
ど、策定体制を構築した。

第６次所沢市総合計画基本構想・前期基本計画
の策定

①第６次所沢市総合計画職員
プロジェクトチームの会議開催
数
②第６次所沢市総合計画策定
委員会会議の開催数

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

1,6852,887所沢市自治基本条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

　複雑化する昨今の地域課題に対応して
いくために、各目標間の連携を重視し、横
断的に取り組みを進める必要があること
から、これらの課題に対応することが可能
となる総合計画を作成していく。

H28実績H28年度目標

①1回

②1回

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.05 人

策定体制の構築策定体制の構築
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

素案作成0.00 人臨時職員9,004 千円

現行の第5次所沢市総合計画後期基本計画の計画
期間が平成30年度をもって終了することから、平成
30年第3回定例市議会への提案を目途として、平成
31年度以降の基本構想及び基本計画を策定するも
のである。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

庁舎年間電力使用量の削減

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）
②電力使用量

③

205,447205,994

252,795261,231

24,768千円

2.86 人

0.50 人

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

14%5%0.00 人
非常勤
特別職

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していただ
けるよう、市民サービスの維持・向上を図
りながら、省エネ・省資源に向けた管理運
営に取り組んでいく。

H28実績H28年度目標①　７９，７７２千円

②　２，６３７，０９２ｋWｈ

③

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.90 人

12%5%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

5%0.50 人臨時職員16,293 千円

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものであ
る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし
修繕必要件数における達成件数

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

修繕達成実績

①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

32,30023,300

24,99325,000

非常勤
特別職

1.51 人

多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況で
あることから、今後は関係各課と調整し、
設備本体の更新を図っていく。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

13,077千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

予算上、一部修繕については、翌年度対応とす
る必要があったため。

55件57件0.00 人

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標①３４件

②８件

③１３件

0.10 人臨時職員

50件0.10 人臨時職員12,262 千円

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不
具合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生
設備等の設備性能を維持改善することにより、来庁
者や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・
充実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

優先

市庁舎修繕事業

期間

所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

経営
企画
課

管財
課

管財
課

期間

H28年度～H30年度

実施計画ランク

1.43 人

55件59件

Ｓ６３～

実施計画ランク

期間

最優先

第６次所沢市総合計
画策定事業

市庁舎管理事業

期間

Ｓ６１～

実施計画ランク

優先

第８章　行財政運営  第１節　行政経営



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　吉田　直樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興課長　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　末廣　和久

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長  川口　浩

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

予定された業務については、年度
内に予定どおり実施された。

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

有無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

業務の完了をもって当該事業の完了となることか
ら、業務の実施状況（率）を指標とした。

業務実施実績

①安定器等搬入荷姿登録

②トランス・コンデンサ廃棄処分

③

00

16,38618,186
な処理の推進に関する特別措置法、ポリ塩化ビフェ
ニル廃棄物処理基本計画

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

000.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

特になし

H28実績H28年度目標
①H28年度内実施済

②H28年度内実施済

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.75 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

100%0.00 人臨時職員6,431 千円

　本事業は、所沢市役所旧庁舎に保管されている高
濃度ＰＣＢ含有廃棄物について、関係法令に基づ
き、最終処分を行うものである。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

改修実施において、従来手法だけでなく、
民間活力導入も視野に入れることで、財
政課題等の諸条件を満たす手法の選択
が可能となった。

改修の実施に当たっては、①莫大
な改修費用（特に平成３０年度及び
３１年度の財政負担）の縮減、②２
０２０年オリンピック・パラリンピック
開催までのリニューアルオープン、
③起債を活用した費用の平準化
等が条件とされていたが、これらを
満たし、かつ、最も効率的、効果的
な改修手法がＰＦＩ手法であること
が調査の結果として報告され、副
市長及び関係部の部長等で構成さ
れる調整会議等による協議、調整
も経て、ＰＦＩ手法導入に向けた庁
内合意を得ることができたため。

①

②

③
所沢市公共建築物修繕計画、ＰＦＩ法、建築基準法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済み

非常勤
特別職

ＰＦＩ事業の実施は本市における初の取組
でもあることから、順守すべき法令の確認
並びに関係部署等との連携及び調整を丁
寧に行いながら事業を進めていく。

H28実績H28年度目標
①改修基本計画の策定

②導入可能性調査の実施

③

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.63 人

PFI手法導入の方向性
の決定

改修手法の決定
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

PFI事業内容確定、事業
者の募集及び選定

臨時職員5,402 千円

所沢市民文化センターは、開館から２０年以上が経
過し、設備等の老朽化が課題となっており、「所沢市
公共建築物修繕計画」に基づいて計画的に整備し、
施設の安全上適切な管理を図る必要がある。
平成２８年度は、効率的かつ効果的な改修を実現す
るため、改修調査委託を実施し、民間活力導入も含
めた改修手法の検討を行った。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

修繕計画策定システム（ＦＡＭＳ）の算出
する計画金額が、見積金額と大きく乖離し
ないように、一部システムデータの見直し
を行った。

施設の老朽度、施設の築年数及び修繕後の経過
年数、財政状況を考慮し、関係各課と協議を行
い、目標を設定する。

短期修繕計画における目標値設
定後の再調整により、成果指標の
目標値をやや下回ってしまい、達
成できていない。
今後、建築後３０年を経過する施
設が多くなり、緊急を要する工事の
増加も見込まれることから、対象施
設の老朽度による工事の優先順位
や所沢市の財政状況を勘案し、関
係各課と協議を行い、設定した目
標値を達成できるよう努めていきた
い。

修繕計画に基づく工事実施件数

①修繕計画に基づく工事予定
件数
②修繕計画に基づく工事実施
件数
③

302302

302302建築基準法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

21,650千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

平成２７年７月に計画された短期修繕計画（平成
２８年度～平成３０年度）の平成２８年度計画につ
いて、対象施設の老朽度や財政状況を考慮し、
関係各課と再調整を行ったことで、実施件数が１
７件となった。

24280.00 人
非常勤
特別職

2.50 人

予防保全の目的が達成されておらず、緊
急に修繕が必要となった施設を優先して
いる状況が続いている。
これまでの計画の達成度など、現状の把
握を行い、経営企画課や財政課と情報共
有をしたうえで、今後についての検討を進
めていく。

H28実績H28年度目標
①22件

②17件

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

4.93 人

1722
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

260.00 人臨時職員42,275 千円

建築物については、建築後３０年を経過すると急激
に劣化が進行するとされており、所沢市の公共建築
物においても築後３０年を経過するものが増加して
いくことを踏まえ、建築物の劣化が進行する前の予
防保全に取り組むため「所沢市公共建築物修繕計
画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行
管理し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて
財政負担を平準化するとともに、既存建築物の延命
化を図り有効活用していく。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

埼玉県選挙管理委員会と協力し、小中学
校・高等学校を対象に出前講座実施に関
するPR活動を行い、２校から申込があり
講座を実施しました。また、選挙権が１８
歳に引き下げられたことに伴い、秋草学園
短期大学・早稲田大学に対しても選挙に
関する啓発を行いました。

啓発には、定期的かつ継続的な活動が必要と考
えられることから、月一回以上の活動実施を目指
すとともに、啓発活動の毎月実施を目標値としま
す。

啓発活動を行った事業数

①啓発ポスター作品出品数
②啓発標語作品出品数
③選挙機材貸出件数
④ところざわ祭り啓発参加者数
⑤視察研修参加者数
⑥全体研修参加者数
⑦出前講座開催校数

1,2141,493

1,7421,904公職選挙法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

6,495千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

小中学校・高等学校に対する啓発について、改
善の余地があります。将来の有権者となる若年
層に対して、より一層啓発していく必要があると考
えています。

9120.00 人
非常勤
特別職

0.75 人

活動主体として行動していただく明るい選
挙推進協議会委員の方が高齢化している
ことから、４０～５０代の委員の確保が望ま
れています。新たな委員の獲得を行うとと
もに、新たな啓発事業を増やしていきま
す。

H28実績H28年度目標①3,442点
②1,087点
③11校
④38名
⑤31名
⑥41名
⑦2校

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

120.00 人臨時職員10,290 千円

管財
課

文化
芸術
振興
課

営繕
課

実施計画ランク

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に
関心を持ち、自らが進んで投票に参加し、選挙が適
正に行われるよう、市と所沢市明るい選挙推進協議
会が一体となり啓発活動に取り組んでいます。
取組みでは、明るい選挙啓発ポスターコンクールの
開催、広報などによる寄附行為等のルールの周知、
街頭における啓発物資の配布、また、投票率の低い
若年層に対する棄権防止の呼びかけなど、啓発事
業を実施しています。

1.20 人

1212

最優先

ＰＣB含有物廃棄処分
事業

期間

選挙
管理
委員
会事
務局

平成２８～平成３１年

実施計画ランク

最優先

明るい選挙啓発事業

期間

所沢市民文化セン
ター改修事業

期間

平成２８年度～

実施計画ランク

重要

公共建築物修繕計画
推進事業

S31年度～

目標値を達成しているが、小中学
校・高等学校等、若年層への啓発
は未だ十分ではなく、新たな啓発
活動に取組む必要があります。

期間

H18年度～

実施計画ランク

優先



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

進行を管理するための行程表を策
定することができた。
また、研修会の開催により、庁内の
情報共有とスキルアップが図れ
た。

所沢市第６次行政改革大綱のH28
の成果は集計中であるが、目玉の
取組みであるコンビニ証明発行や
収納対策の強化など取組みを始め
ており、現状道半ば50%とみてい
る。（大綱のH28の達成目標70%の
うち、B評価の70%は全体の50%）

事務事業評価表の様式の見直しを
行うなど、わかりやすい評価を行う
よう改善を行ったが、各事業におい
て、業務改善を行った事業の割合
が目標に達しなかった。
今後は、一人一改善などを通して
改革改善の組織文化を高めていき
たい。

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

公共施設等総合管理計画の推進

①公共施設等の総合的かつ計
画的な管理
②庁内における情報共有とスキ
ルアップを目的とした研修の実
施回数
③公共施設マネジメント会議の
開催回数

60110

10

無無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

研修会について、事務職向け、技術職向
けと内容を変えて2回開催したことで、より
効果の高い研修となった。

公共施設等総合管理計画に基づき、各施設ごと
の行程表を策定し、進行を管理していく。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

10特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

7,967千円

計画策定計画策定
非常勤
特別職

0.92 人

公共施設マネジメントを推進するため、計
画を実行レベルに移行するための準備を
進める。

H28実績H28年度目標

①所沢市公共施設等総合管理
計画行程表の策定
②２回実施
③２回開催

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.30 人

行程表の策定行程表の策定
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

計画の進行管理臨時職員2,573 千円

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

所沢市第６次行政改革大綱がスタートし、
説明ペーパー“Ａ４”１枚運動により事務の
効率化に取り組んだ。

行政改革大綱「『行政経営』有言実行宣言」に掲
げた目標の達成率

所沢市第６次行政改革大綱の進捗状況（H27ま
では第五次行政改革大綱）

①各年度4月1日時点での職員
数
②大綱に基づく取り組みのう
ち、金額換算できるものの合計
額
③「K.A.Times」の発行回数

1,0361223

9871271所沢市行政経営推進委員会設置条例など

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

23,036千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

集計分析中

89.4%100%
非常勤
特別職

2.66 人

所沢市第６次行政改革大綱の進捗状況に
ついて、リーダー役である事務改善委員
の意識をさらに高め、事務局だけでなく、
全庁的な課題解決に取り組んでいく。

H28実績H28年度目標①2,123人

②集計中

③12回

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

0.72 人

集計中70%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

80%臨時職員6,174 千円

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を
定め、自律した行政を行うこと）を実践する。　　　　○
「所沢市行政改革大綱」に沿った行政経営の推進
（一人一改善、行政改革大綱掲げられている実施目
標の各項目の計画的実施、「有言実行発表会」の開
催による行政経営の趣旨周知等）
○行政経営推進委員会の開催
○庁内情報誌を通じた行政経営の趣旨周知

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

事務事業評価表の見直しを行い、目標が
未達成だった際に、その理由の分析を行
う欄を設けた。
また、みんなで考える市の仕事事業につ
いて、テーマを市民意識調査でニーズの
高い施策にした。また、議論の時間を80分
に増やし、十分な時間を確保した。

目的の達成に向けて、現状の課題に対する改善
を行っていく中で、毎年９割以上の事業が何らか
の改善を行えるようにしていきたい。

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

①事務事業評価実施数

②公開評価の傍聴者数

③組織目標における目標達成
に向けた重点事業項目数

406811

268965所沢市自治基本条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

2,165千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

既に定着している事業や国・県などの制度に基づ
き行っている事業などは、改善の余地があまり無
いこと。
今後は、一人一改善などに基づく改善活動をさら
に浸透していく必要があると思われる。

90%90%0.00 人
非常勤
特別職

0.25 人

毎年職員が入れ替わる中で、事業の企画
立案から実施、評価検証についての流れ
が浸透しきれていない部分がある。
今後、全職員にわかりやすいマニュアルを
作成したうえで、職員に周知徹底を図って
いきたい。

H28実績H28年度目標
①770事業

②42人

③64項目

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.60 人

74%90%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

90%0.00 人臨時職員5,145 千円

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価
検証し、結果を予算･計画などへの反映していく。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

各所属が、視察等を行う理由や行った後
にどのように活用するのか、事前に明確
にしたうえで実施してもらうよう、新たな様
式を準備した。
（運用は平成２９年度から）

先進市視察や講演会開催等を通して事業が実現
した件数や課題解決に繋がった件数を指標とす
る。
毎年10件を目標とする。

先進市の視察等や講演会を行った
事で、例えば市民税課の繁忙期の
時間外勤務時間数の減少した事な
ど課題解決に繋がった。
今後は、利用したことのない所属に
対しても積極的に周知を図ってい
き、さらなる課題解決に繋げていき
たい。

新たな事業等の実現及び課題解決に繋がった
件数

①講師等依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

1,7632,100

1,3102,100特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

1,386千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

8件8件0.00 人
非常勤
特別職

0.16 人

当該事業を利用する所属に偏りが見受け
られる事から、利用した事の無い所属に
対しても使ってもらえるよう、周知を図って
いきたい。

H28実績H28年度目標①2件

②14件

③10件

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.52 人

15件10件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

10件0.00 人臨時職員4,459 千円

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職
員の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くこと
を目的とす る。

経営
企画
課

経営
企画
課

経営
企画
課

経営
企画
課

実施計画ランク

重要

公共施設マネジメント
推進事業

期間

H23年度～

実施計画ランク

－

行政経営推進事業

期間

H１６～

実施計画ランク

重要

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

期間

H25～

実施計画ランク

重要

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

期間

H25～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長　森田喜良

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　斉藤  洋一

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

2.60 人 90%

90%

期間 4.25 人
非常勤
特別職

H29年度目標

昭和25年度～ 36,444 千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

33,341千円 臨時職員 2.65 人
① １７，５２５件

② 　１，７０３件

③

H28年度目標 H28実績

職員間で知識を共有し、正確な窓口業務
の徹底に努め、サービスの向上を図って
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

　市で行う事務を本庁舎以外の各地区で行うことに
より、地域住民の利便性と福祉の向上を図る。
　住民基本台帳法に基づく届出、印鑑登録の受付・
記録・証明書の交付。戸籍に係る証明書の交付。国
民健康保険及び国民年金の加入・喪失手続き。市
税及び税外収入等の受領、税証明の発行。各課か
らの依頼に基づく各種文書の取次ぎ。その他、市政
全般にわたる住民からの意見・要望等の相談対応、
担当課への連絡説明。

3.85 人
非常勤
特別職

90% 87%

90%

所沢市まちづくりセンター条例・同施行規則 6,557 5,877

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,775 4,673 ① 諸証明発行件数

② 各課からの事務取扱件数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

ほぼ目標値に達成しているものの
満足度は、横ばいである。証明書
類の交付や税などの納付など、身
近な施設で行える窓口サービスに
対する市民のニーズは高い満足度
に結びついているが、一方で複雑
な本庁であれば複数課で手続きが
必要な届出などは、やはり時間が
かかってしまうなど市民にとっては
不満の要素となってしまう。
窓口職員の交換研修などを活用
し、職員間の情報知識を共有し、
市民に迅速かつ正確にサービスを
提供できるようにする。

H28年度に改善した点

無

住民満足度
アンケート調査における「とても良い」及び「良い」
と回答を得た件数÷アンケート回答数×１００

マイナンバーカードに係る事務手続きに関
係した申請用紙等の整理。及び、マイナン
バーカード保持者の異動に関係したマ
ニュアル等をまとめ、事務処理がスムーズ
に行われるようにした。

H27年度目標

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

一般窓口事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

1.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S25年度～ 16,121 千円 臨時職員 0.95 人 93%

Ａ

　目標値として設定した窓口対応
満足度を達成することは出来な
かったが、昨年度に引き続き９０％
以上の満足度をいただいている。
　今年度も引き続き、来庁者ひとり
ひとりへの丁寧な対応をする事
や、センター内の環境改善に努め
ていきたい。

70% 94%

　成果指標としているアンケートの「職員の対応
について」は、回答総数１２９のうち７９が「とても
良い」、３９が「良い」、１１が「普通」、「あまり良く
ない」「良くない」は０であった。

24,075千円 臨時職員 0.95 人 ①6,689件

②6,596件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

95% 91%

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

2.78 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・施行規則 2,664 2,416

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,130 2,125 ①年間市民課取扱件数

②各課の事務取扱件数 窓口対応満足度
　住所異動、国保加入・喪失手続き来庁者への
窓口対応アンケートで、職員の対応についての評
価が「良い」以上と答えた人の割合

H28年度に改善した点

無 無

　掲示内容の改善をし来庁者によりわかり
やすした。
 来庁された方により快適に過ごしていた
だけるよう、センター内環境の改善を昨年
度に引き続き取り組んだ。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

　各課からの窓口業務への依頼事項は増
加傾向にあり内容も煩雑化しているが、業
務に携われる人数は年々減っている現状
で事務水準を保つためには業務内容の選
択が急務であると考える。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等の交付。
住所異動の手続きに関する事。
市県民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保
険税、介護保険料、後期高齢者医療保険料等の受
領、各種税証明の発行。
その他、各課からの依頼に基づいて各種文書の取
次ぎ。市政全体にわたる住民からの意見・要望等に
相談対応、担当課への連絡・説明。

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住
民の利便性を図り、地方自治法155条第1項におけ
る「市長の権限に属する事務の分掌」による「住民の
福祉の増進」を目的とする。内容は、次のとおり。①
住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明書
の交付②外国人住民異動事務・入管事務③戸籍に
係る証明書の交付④印鑑登録・証明に係る受付・記
録・交付⑤学齢児童・生徒の転入学の受付⑥妊娠
届出書の受付・母子手帳の交付⑦国民健康保険被
保険者・国民年金被保険者の資格得喪に伴う事務
⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨市
税等の収納⑩市税の証明書の交付⑪マイナンバー
カードに関する事務⑫その他市長の指示した事務

85%

H28その他職員
従事割合

85%

2.95 人
非常勤
特別職

前述のとおり、高齢化の進展に伴い自宅
近くでの行政サービスを利用する市民の
需要は今後も増していく。この中で、コミュ
ニティ支援・公民館活動支援とともに窓口
サービスの充実を図り、高齢者、障害者、
子育て中の母親等地域住民が安心して生
活するために行政手続きを身近に受けら
れるような仕組みにしていかなくてはらな
い。少人数の体制でいかにサービスを充
実させていくかが現在の課題である。

H28正規職員
人件費

非常勤
特別職

22,295 千円 臨時職員 0.70 人 85%

H27実績

0.00 人 90%
事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

25,547千円 臨時職員 0.70 人

①21,873件

②76.7人

③

H28年度目標 H28実績

 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,345 1,310

窓口サービスにおける説明のわかりやすさ。

H29年度目標

根拠法令 H28予算現額

窓口サービスアンケートにおける説明のわかりや
すさについて「とてもわかりやすかった」と「わかり
やすかった」と回答した割合の合算。行政サービ
スが複雑多様化していく中で、地域住民（特に高
齢者）へのわかりやすくきめ細やかな対応を目指
し目標設定した。

①事務取次件数

②1日当たりの平均来庁者数

③

無

2.60 人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

90%

地方自治法・所沢市まちづくりセンター条例・所沢市
まちづくりセンター条例施行規則

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

H28決算額（見込み）
平成28年度よりマイナンバーカード交付事
務が加わったが、臨時職員を含めた各職
員の研修を充実し万全な体制で取り組ん
だ結果、適正実施に至った。

A

高齢化の進展に伴い自宅近くでの
行政サービスを利用する市民の需
要は今後も増していくと考えられ
る。この意味で現在の一般窓口事
務は少ない人員体制の中で地域
住民から高評価をいただいてい
る。

H28年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

目標達成済

0.00 人

無

H28目標値が未達成の理由・分析H27年度目標

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

これまで紙を用いていた個人情報取扱事
務届出書の管理を、表計算ソフトで行うよ
う改め事務の効率化を図った。
全ての職員を対象とした庁内新聞を創刊・
定期発行することで、個人情報保護等に
関する職員の意識向上を図った。

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

個人情報開示請求は年間４０件台
で推移しているなか、不服申立は
生じておらず、目標は達成されてい
る。また、職員に対しては、個人情
報保護制度に関する研修等を定期
的に実施するなどして、知識の習
得と意識の向上を図っている。

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

376753

242667
所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条
例施行規則、所沢市情報公開・個人情報保護審議

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

9,353千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済み

0%0%0.00 人
非常勤
特別職

1.08 人

マイナンバー制度に伴う特定個人情報に
ついて、適正な管理を推進する。

H28実績H28年度目標①47件

②1042件

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.34 人

0%0%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

1,720 1,621

0%0.25 人臨時職員11,491 千円

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人
の権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推
進を目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知
を図っている。

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

市民
相談
課

実施計画ランク

個人情報保護制度推
進事業

期間

平成13年度～

実施計画ランク

一般窓口事務

期間

実施計画ランク

Ｓ25年度～

一般窓口事務

期間



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ ■ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長 　仲正之

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長　鈴木　明彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長　森澤　宣行1.00 人 90%

未実施

期間 3.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S３０年度～ 0 千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

35,506千円 臨時職員 1.00 人

①31,188件

②1,500件

H28年度目標 H28実績
　マイナンバーカードを所有する転入者等
の窓口受付業務は、従来の事務よりも多
くの時間を費やしている。今後、さらにマイ
ナンバーカードが普及していく中で、窓口
事務の混雑が予想されるため、業務の効
率化・迅速化を図りつつ、正確な窓口対応
に努める。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

市役所で行う事務を各地区で行うことにより、地域住
民の利便性を図り、地方自治法155条第1項におけ
る「市長の権限に属する事務の分掌」による「住民の
福祉の増進」を目的とする。内容は、次のとおり。
①住民基本台帳法に基づく届出の受付・記録・証明
書の交付②外国人住民異動事務・入管事務③戸籍
に係る証明書の交付④印鑑登録・証明に係る受付・
記録・交付⑤学齢児童・生徒の転入学の受付⑥妊
娠届出書の受付・母子手帳の交付⑦国民健康保険
被保険者・国民年金被保険者の資格得喪に伴う事
務⑧交通災害共済加入申込受付・会員証の交付⑨
市税等の収納⑩市税の証明書の交付⑪マイナン
バーカードに関する事務⑫その他市長の指示した事

4.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 90% 未実施

概ね達成（窓口における苦情の発生が少なくな
かった）

90%

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセン
ター条例施行規則

1,821 1,690

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,044 1,611

①諸証明交付・収納等

②電話相談応対

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

窓口利用者への満足度を計るアン
ケートは実施していないが、大きな
トラブルはなく、概ね良好に行われ
ている。

H28年度に改善した点

無

利用者満足度（利用者アンケート）
窓口サービスにおいて、丁寧で分かりやすい説
明や正確・迅速な対応による利用者の満足度の
向上が重要と考えられる。

マイナンバーカードの交付等の端末操作
のマニュアルは、内容が多岐に渡り実際
の業務に必要なページが見つかりずらく
多くの時間を費やしていたが、よく利用す
る業務を抜粋しマニュアルを1枚にまとめ
たことにより、操作時間の短縮が図れ、端
末操作に対する不安が軽減された。H27年度目標三ケ

島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

一般窓口事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

期間 2.86 人
非常勤
特別職

H29年度目標

S30年度～ 24,525 千円 臨時職員 1.00 人

1.00 人 ①市民課、各課関連事務の申
請・交付受付件数、取次件数、
収納件数の総件数
②

③

H28年度目標 H28実績 より迅速な初期対応及び来庁者の方への
声掛けにより、来庁要件の的確な把握を
すること。そのためグループ各員間の意
思疎通を密にするとともに、他のグループ
の職員とも相互に積極的に連携協力して
いく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

58,000 56,941

57,000

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

・住民票、印鑑証明、戸籍謄抄本等の証明発行
・住所異動届、印鑑登録申請の受付。マイナンバー
カードの交付、通知カード各種届出
・市税の収納、国民健康保険税、介護保険料等税外
収入の収納、税証明の発行
・国民健康保険、国民年金の加入喪失の届出受付
・母子手帳交付、ところバス乗車証交付
・各課からの依頼文書の取次ぎ。担当課への連絡

3.55 人
非常勤
特別職

57,000

1,960 1,728 ①市民課及び各課からの手続
事務取扱件数。

②住民からの電話相談等応対

③

事務の正確性、迅速性を基礎にした来庁者の満
足度

窓口事務の内容及び性質に基づき目標を設定
し、数値は前年度実績を根拠にした。

窓口の表示や説明をより見やすく、わかり
やすくした。掲示等により必要な情報をよ
り適時に伝えるようにした。

H28予算現額 H28決算額（見込み）

2,112 1,975

H28年度に改善した点

57,074

各種証明書の発行枚数が予測よりも少なかった
ため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

無無

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別 H27予算現額 H27決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

30,743千円 臨時職員

一般窓口事務

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例、同施行規則

事業の目的及び具体的な内容

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

まちづくりセンターにおける窓口事
務は広範囲にわたる本庁各課の
業務を行い、市民の利便性の向上
を図っており、本庁とともに改善、
効率化を行っていく必要があるた
め。

0.00 人 95

　住民票や印鑑証明書などの各種証明書の交付、
各種届出の受付等の行政サービスの提供に関する
ことで市政の窓口となることを目的とする。

3.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

30,013 千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

27,885千円 臨時職員 0.00 人 ①6,541

②17,393

③

H28年度目標 ①来所者が高齢化しているため、さらに親
切丁寧な対応が必要である。窓口混雑時
には対応が難しいが、できる限り適切な対
応を行う。②取扱業務が多様化している。
様々な業務にも対応できるよう情報取集
及び知識の向上を図り、分かりやすい説
明を心がける。

87

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

3.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 90 84

　目標値は未達成であるが、昨年度よりも実績は
増加した。今後も、目標値が達成できるよう住民
サービスの向上を図って行きたい。

95

H28実績

所沢市まちづくりセンター条例・所沢市まちづくりセン
ター条例施行規則

450 369

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 446 378 ①年間市民課取扱件数

②各課からの手続き事件件数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

成果指標の目標値に向け、一定の
成果が挙げられていると考えてい
る。今後も住民の利便性、丁寧、親
切向上に繋がるよう努めていきた
い。

H28年度に改善した点

無

　住民満足度
　窓口サービス満足度のアンケートを実施し、総
合評価で『よい』の割合

　公民館と出張所の窓口が分かりづらく、
来所者が戸惑わないように声掛けし、要
件を確認し、事務処理に時間がかからな
いよう対応した。窓口の表示もカウンター
に分かりやすく表示した。

H27年度目標

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別 H27予算現額 H27決算額

一般窓口事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

S25年～ 32,156 千円 臨時職員 1.00 人

住民票、印鑑証明、住所異動届け、マイナンバー
カード交付事務。市税等の収納、諸証明の発行。国
民健康保険、国民年金の加入・喪失手続き。　子ど
も医療や重度心身障害児等、医療交付申請の受領
等。
その他、各課からの依頼に基づく各種文書の取次ぎ
や住民からの多様な相談窓口となります。

3.79 人
非常勤
特別職

分かりやすい記入例の表示や全職員での
窓口対応など、迅速な手続きに努め、事
務室、お客様待合スペースの環境を整備
する。マイナンバーカードの普及に伴う、
転入・転居のカード事務手続きを円滑に行
うため、グループ内研修、情報共有を図
る。

H28正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

95% 91%

95%

3.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

0.00 人 95% 88%

32,821千円 臨時職員 1.00 人 ①116件
　
②235枚

③214件

H28年度目標 H28実績

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、及び施行規則 2,353 2,420

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,148 1,827
①1日当たりの諸証明等の交
付・収納及び各種取次ぎ件数
②窓口アンケート回収件数
③窓口アンケート「とてもよい」
「よい」の件数

窓口アンケート評価
（サービスグループ利用者アンケートにおいて「と
てもよい」「よい」の割合）

目標設定の考え方・根拠

B

迅速で丁寧な窓口対応につとめて
いるが、繁忙時には、人手が不足
気味となることから、分かりやすい
記入例の表示など、更に工夫が必
要である。

H28年度に改善した点

無 無

お客様サービスとして諸証明の申請から、交付ま
でスムーズで気持ち良い対応が行えているか確
認、お客様の満足度を指標とする。窓口アンケー
トにおいて、「とてもよい」「よい」の割合増加を目
標とした。

申請書記載台に印鑑拭きティッシュ、印鑑
ラバーマットを設置した。
窓口専用駐車場の表示を目立つよう工夫
した。

職員のお客様に対する話し方(早口での応答）の
他、お客様待合スペース環境整備を望む声が
あった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

一般窓口事務

期間

平成23年度～

期間



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

センター長　澤田　孝男

項目名

□ □ ■

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　内堀　耕介

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　阿部美和子

期間 2.00 人
非常勤
特別職

H29年度目標

H２４年度～ 17,150 千円 臨時職員 2.00 人

H28年度目標 H28実績

マイナンバー制度の普及とコンビニ交付
件数の増加により、窓口での証明書の発
行件数の減少が見込まれるため効率化を
図りたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

3,000件 4,181件

3,000件

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本等、税
証明書の発行及び各課からの事務依頼等また住民
からの多様な相談窓口として地域住民の利便性を
図る。

2.00 人
非常勤
特別職

4,000件 3,880件

17,320千円 臨時職員 2.00 人 ①2,103件

②1,048件

③1,030件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例、所沢市まちづくりセ
ンター条例施行規則

3,941千円 3,758千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,976千円 3,666千円
①市民課関係証明書・税関係
証明書等各種証明受付件数
②ところバス・交通共済等各課
申請受付件数
③電話・窓口での相談件数

窓口受付件数

目標設定の考え方・根拠

Ａ

マイナンバーによる添付書類の簡
略化が進んでおらず取扱い件数減
には至らなかった。また、開設５年
目を迎え、地域住民に浸透してき
た。

H28年度に改善した点

無 無

マイナンバーによる証明書発行の減及びマイナ
ンバーカードの普及によりコンビニでの交付利用
者を見こし窓口での受付件数の減を見込んだ。

まちづくりセンターだよりに取扱い業務等
の掲載や公民館主催事業での広報活動
で地域住民に情報提供を行った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

0 人 85

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

一般窓口事務

84

期間 4.00 人
非常勤
特別職

0 人 H29年度目標

昭和 ６２ ～ 34,300 千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

30,310千円 臨時職員 0 人 ①19,906件

②

③

H28年度目標 H28実績 来所者が、気分よく、スムーズに用件を済
ませられるよう、丁寧で的確な窓口対応を
心がけ、窓口サービス向上に努める。
個人番号カードに関する業務等が増加す
るなど、全般的に窓口業務量が増加して
いるが、現状の人員・予算で業務を効率
的かつ迅速に行っていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

住所異動の届出・印鑑登録関係の受付、住民票・印
鑑証明書・戸籍謄抄本等の交付、市税等の収納と証
明書の発行に加え、平成２８年度からは、個人番号
カードの交付及び変更事務が開始されるなど、様々
な窓口サービスに取り組んでいく。また、各課からの
依頼に基づく文書の取次を行うとともに住民からの
多様な相談窓口となって地域住民のニーズに対応し
ていく。

3.50 人
非常勤
特別職

0 人 80 81

目標達成済82

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 7,663 7,476

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 733 678 ① 窓口受付取次件数

②

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標指標の目標値を達成してお
り、概ね丁寧で的確な窓口対応が
行われていると考えている。今後
も、地域住民のニーズに答えられ
るような窓口サービスの向上に努
めていきたい。

H28年度に改善した点

無

アンケート調査による窓口サービスの市民満足
度

来所されたお客様が、気分よく、スムーズに用件
を済ませられるよう、丁寧で的確な窓口対応を心
がけることによる、窓口サービス向上を目標とす
る。

個人番号カードの交付及び変更事務が開
始されたことに加え、対応業務が複雑・高
度化しており、事務を確実・迅速に行うた
めスキル向上が欠かせない。所管課から
のマニュアルを熟読するとともに職員間で
の情報共有を図るなど、窓口サービスの
満足度向上に努めていきたい。H27年度目標

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

一般窓口事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

期間 4.49 人
非常勤
特別職

H29年度目標

昭和４７～ 38,502 千円 臨時職員 0.80 人

H28年度目標 H28実績 課題としては、アンケートからも明らかなよ
うに、自宅近くのまちづくりセンターの所在
地を知らない方が非常に多い。知らないた
めに認知度の高いまちづくりセンターに集
中し混雑を誘発させている。このような状
況を改善するためには、各地区に設置さ
れているまちづくりセンターの情報発信に
努め、各々のまちづくりセンターの利用率
を高めていく必要があると考える。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 85

100

地域住民の利便性を図るため、住民票・印鑑証明
書・戸籍謄抄本等及び所得証明書・納税証明書等
の発行業務を行っているほか、住民異動の受付や
入力、印鑑登録の受付・入力、マイナンバーカード受
付・交付、国民健康保険及び国民年金の加入・喪失
手続き、母子健康手帳の交付、子ども医療制度や後
期高齢者医療制度等に関わる申請書の受領、ところ
バスの乗車証の受付・交付等その他、各種市税・料
金の収納事務も行っている。また、利用者に対する
サービス拡充のため、試行で毎月第２・第４土曜日
の午前８時３０分～午後０時３０分まで「休日開庁」と
して概ね平日同様の業務を行っている。

4.55 人
非常勤
特別職

100 87

39,403千円 臨時職員 1.80 人

①50,148

②3,000

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市まちづくりセンター条例・同条例施行規則 2198 2,395

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2053 2,257 ①諸証明等交付・収納・取次事
務
（市民課等各種手続）
②市民からの電話相談・問い合
わせ対応

利用者の満足度割合

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

窓口業務における住民サービスを
迅速かつ正確に提供していくに
は、現在の人員では限界がきてい
る。今後も事務量が増加することを
考えると、人員体制の強化が必須
条件となる。

H28年度に改善した点

無 無

窓口アンケートによる調査結果
※「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×１００

全庁的にまちセンに配架依頼されるちらし
等、問い合わせの多い配架物に見出しを
付け、目につくように何か所かに分散させ
て配架させた。

年々増加する業務量と複雑化する業務に対し、
人員が確保されていない。そのため、待ち時間も
増加し満足度が下落していると思われる。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

一般窓口事務

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

事業の目標は、ほぼ達成してい
る。今後も窓口事務において重要
な「迅速かつ的確・丁寧な対応」を
現状維持しながら、常に業務の改
善・効率化に取り組んでいく。

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

3.50 人
非常勤
特別職

1,984 1,865 ①諸証明等交付・収納・取次事
務（市民課等各課手続）

②住民からの各種相談等の受
付件数

無 無

H28予算現額 H28決算額（見込み）

2,284 2,141

1.00 人

住民満足度
「とてもよい」及び「よい」と回答を得た件数÷アン
ケート回答件数×１００ 土曜開庁日に関して、センター出入口付

近に開庁日程を掲示し、センター利用者
への情報周知を行った。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

100
一般窓口事務

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例及び施行規則

事業の目的及び具体的な内容

住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍謄抄本の交
付や市税の収納等の事務手続きや、各課からの依
頼に基づく各種文書の取り次ぎを行うとともに、住民
からの多様な相談窓口となって地域住民の利便性を
図る。地域コミュニティの醸成のため地域の自主的
な活動の支援をおこなう。

Ｓ６２年度～

 アンケートの集計結果より
「とてもよい」６０％、「よい」３１％、「普通」９％
「やや悪い」０％、「悪い」０％であった。
このことにより、「普通」と回答された方が未達成
の９％である。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

H28実績
事務量の増加に伴い、職員の知識向上が
必要である。今後も本庁との連携を密に
行い、職員の事務の共有化(勉強会）を図
りながら、更なる市民サービス向上に努め
ていく。

100

0.00 人

30,310千円

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

70

1.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 91

3.30 人期間

①19,698件

②1,000件

H28年度目標臨時職員

28,298 千円 臨時職員



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

□ □ ■

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　市川　博章

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　市川　博章

成果指標の目標値を達成してお
り、圏域内の交流については、一
定の成果が挙げられていると考え
ている。
今後、日高市の加入に向けた検討
を進めていくこととなるが、より一層
圏域住民の利便性向上に繋がるよ
う努めていきたい。

事業の目的達成に向けての現在の課題
及び今後の課題解決に向けた取組

17.00 人 100%

無無

マイナンバー法の施行や所沢市パスポー
トセンター開設に伴い、市民課電話対応マ
ニュアルの見直しをした。
障害者差別解消法の施行に伴い、筆談
ボードを設置し障害のある方も利用しやす
い窓口にした。

期間 33.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

昭和22年度～ 285,376 千円 臨時職員

311,760千円 臨時職員 16.00 人 ①121,446枚

②209,948枚

③66,492枚

H28年度目標 H28実績

99%

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

住民等からの戸籍届出、住民登録、印鑑登録等の
届出または申請を適正かつ正確に処理及び記載
（記録）し、日本国民の身分関係を登録、公証または
住民の居住関係を公証する証明書等の交付を行う
ことにより、円滑な市民生活に寄与する。

36.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 137,528

市民課とまちづくりセンターで案内が異なる、待ち
時間が長い時があるという意見があった。市民課
とまちづくりセンターの間で定期的な話し合いを
し、住民窓口業務の認識のズレを減らす、また業
務の効率化を図る必要がある。

H27正規職員
人件費

H28予算現額 H28決算額（見込み）

118,863

H28年度に改善した点

①証明書発行枚数
（印鑑・身分・転出）
②証明書発行枚数
（住民票の写し・戸籍の附票等）
③証明書発行枚数
（戸籍謄抄本・記載事項証明書
等）

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

118,273

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

窓口サービスの満足度
来庁された方が目的を気分よくスムーズに達成
できるようにする。

H27年度目標

100% 98%

100%

成果指標の目標値は概ね達成して
いる。
各種マニュアルの整備、市民課職
員の接遇研修及び市民課職場改
善委員会による業務効率の改善等
を引き続き行い、今後も高い水準
を維持できるように努める。

外国人住民が増えてきているので、その
方々へ向けた外国語の案内を増やし、外
国人住民もより利用しやすい窓口をつく
る。

市民
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

130,945

住民窓口業務

根拠法令

住民基本台帳法、戸籍法、印鑑条例、手数料条例、
住民基本台帳規程等

Ｈ28年度から実施が義務化され、
初めての実施であり、成果指標の
受検率は、目標には到達しなかっ
たが、全国平均に近い数字となっ
た。今後、さらなる受検率の増加
と、ストレスチェックの結果を受け
て、自分にあった健康管理ができ
るよう、情報提供が必要である。

無有

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

毎年実施していた交流事業について、既
に当初の目的が達成されたと考えられる
ため、節目に行う周年事業とした。

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。

平成２９年度定例総会において、日高市
の加入に向けた検討を進めていく事が承
認されたが、４市で既に締結している協定
の中には、日高市の参加が難しいものも
ある。今後、日高市を交えて課題の整理を
図っていく。

市民相互交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

①相互利用施設数

②相互利用施設利用者数

685685

711752特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

7,361千円

目標達成済

549,801人510,000人0.00 人
非常勤
特別職

0.85 人

H28実績H28年度目標

① 82施設

② 593,652人

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.93 人

593,652人510,000人
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

550,000人0.00 人臨時職員7,975 千円

所沢市、飯能市、狭山市、入間市の４市で組織する
埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）に
ついて、構成市の連携・交流を深め、広域的な行政
課題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利
用や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏
域住民の利便性や交流を図る。また、イベント等によ
り構成４市の連携を促進する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

市政について学習機会の少ない専門職
（保育士・教諭）を対象に公務員としての
基本的知識を学ぶ研修を開始したほか、
リーダー級を対象としたｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾘｽｸﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修を開始した。
このほか、複数の研修の内容を見直した。

研修受講者率の向上により、成長する職員が増
加するほか、学習する組織風土の醸成にも繋が
るものと考えるため、研修の受講率を指標として
いる。

目標値を達成しており、一定の成
果が挙げられていると考えるが、
複雑化・多様化する社会情勢に対
応できる職員を育成するためにも、
効果的な研修を継続して実施する
とともに積極的に周知を図り、受講
率の向上を目指したい。なお、Ｈ２
８年度の受講率が目標値を大幅に
上回った理由は、全体的に研修参
加者が増えていることもあるが、当
該年度の新規採用職員数が例年
に比べて多く、それにより初級職員
研修の受講者数が増えたことが大
きい。このため、Ｈ２９年度の目標
値については、一昨年の受講率を
参考に決定している。

職員の研修受講率

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

7,9718,068

7,3897,800地方公務員法第39条

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

19,572千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成

71.9700.00 人
非常勤
特別職

2.26 人

職員の能力開発及び組織力向上をめざ
し、時代の変化に対応した研修内容や講
師の選定を行う必要があり、随時改善に
向けた見直しを行う。

H28実績H28年度目標
①482.5日

②1,777人

③139人

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

2.10 人

87.572
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

75臨時職員18,008 千円

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的に、
「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職
員研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

当該事業はＨ28年度から実施したもので
ある。

職員のメンタル不調の防止を効果的なものとする
ため、多くの職員が受検することが望ましいこと
から受検率を指標とした。目標は、集団分析を行
う上で有効とされる80%を目標値とした。

受検率
（受検者数÷対象者数）

①対象者数

②受検者数

③高ストレスと判定された人数

00

1,6542,506労働安全衛生法第66条の10

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業開始初年度であったが、事業の周知ができ
たため、目標値に近い実績値となった。

――0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

ストレスチェック制度のさらなる周知と、ス
トレスチェックの結果を受けて、職員自身
が自分にあった健康管理ができるよう、具
体的なリラクゼーション方法などの情報提
供に努める。

H28実績H28年度目標①2,827人

②2,207人

③255人

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.37 人

78.1%80%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

80%0.00 人臨時職員3,173 千円

ストレスチェックは、職員自身のストレスへの気付き
を促すとともに、検査結果を集計・分析し、職場にお
けるストレスの要因を評価することで、職場環境の改
善につなげ、メンタルヘルス不調を未然に防止する
ことを目的としている。職員は、国が定める５７項目
について回答し、結果をもとにストレス状況を把握す
る。高ストレス者には、医師の面接指導を促す。

経営
企画
課

職員
課

職員
課

実施計画ランク

重要

ダイアプラン推進事業

期間

S63年度～

実施計画ランク

重要

職員研修事業

期間

～

実施計画ランク

最優先

職員ストレスチェック
事業

期間

H28年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　市川　博章

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　市川　博章

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　市川　博章

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

40
H28その他職員
従事割合

H28実績 市の交付金縮減に対して、公費負担の伴
わない、また、多くの職員が利用できる福
利厚生事業を増やすよう努めていく。今後
についても、正規職員、臨時的任用職員
の区別なく利用できる事業を検討してい
く。

12,000

0.55 人 ①40% （申請数 60所属）

②78%

③

H28決算額（見込み）

H28年度に改善した点

無非常勤
特別職

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

50

70

無

0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

7,632 千円 臨時職員

Ｂ

申請のあった所属の数は前年度並みとなってい
る。引き続き、交付対象となる具体的な厚生活動
の周知も行いながら申請所属の増加に努める必
要がある。

50

0.00 人

7,707千円

個人給付事業の縮小を図りつつ、
より多くの職員が参加できる厚生
事業を増やすようにシフトすること
で、市民の理解が得られる事業運
営としていく。

福利厚生委員会は、市の部長職、職員団体の推薦
する職員で構成され、職員の保健、元気回復その他
厚生に関する事業について検討し、事業計画を決定
している。委員会での決定を受け事業を実施してい
る。

0.89 人

自治事務

臨時職員

0.55 人

法定受託事務 法定受託＋附加 16,000

福利厚生委員会事務

根拠法令

地方公務員法第42条、所沢市職員福利厚生委員会規則 12,000

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

41

職場厚生活動交付金は、職場で主催し、概ね半
数以上の職員が参加し実施した厚生活動に対し
交付を行っていることから、申請所属数の割合を
指標とした。

H28年度目標

目標設定の考え方・根拠

職員のメンタルヘルス対策が重要となって
いる中で、職員の心身の健康増進を目的
にセルフケア事業として、「美味しいコー
ヒーの淹れ方講座」を新たに実施した。

H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

16,000

近年、公務員志望者の減少が顕著であ
る。特に技術職（土木職）については、志
望者を増加させることが課題となってい
る。

548

H29年度目標

600

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

職場厚生活動交付金の申請割合
（申請所属数／全所属）

指標名

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28予算現額

①職場厚生活動交付金の
　 申請割合
②予算執行率

③

A

H２８年度の目標は概ね達成した
が、昨今の受験申込者数は減少し
ている。原因としては経済情勢や
募集人数に大きく左右されるためと
思われる。
対策としては、今年度以降につい
ても、Ｈ２８年度から実施している、
公務員（教養）試験をなくした春季
の採用試験や民間企業志望者の
学生が少しでも所沢市を受験してく
れるような取組を行う。また、SNS
で採用情報を積極的に発信するな
ど、受験者数の増加に努めたい。

H28実績

H28正規職員
人件費

臨時職員

H28その他職員
従事割合

13,206 千円 臨時職員 600

H28年度に改善した点

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

1.67 人
非常勤
特別職

700 592

目標値に届かなかった要因としては、景気が上向
きである場合に学生などは民間企業に流れる傾
向にあることや、採用人数枠による影響が考えら
れる。

14,462千円

1.54 人
非常勤
特別職

3769 2,298

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

職員採用情報を積極的に周知し受験者を募り、第1
次～3次試験（筆記、集団討論、面接等）を行い、最
終合格者を決定する。
行政組織に必要とされる定員を確保するとともに、所
沢市が"選ばれる自治体"でありつづけるよう、市民・
団体・事業者と協働してまちづくりを推進するため
に、人と人、人とまちをつなぐ力を持った人材を確保
する事を目的としている。

無

法定受託事務 法定受託＋附加 2999

H27年度目標

2,115 ①採用試験受験申込者数

②採用試験受験者数

③採用者数

採用試験受験者数

所沢市が必要とする人材を確保することが目的と
なっていることから、人材の選択肢を広げるため
に、1次試験の受験者数を指標とした。
目標値としては、前年実績よりも増やすことを目
標とした。

毎年９月に１回のみ行っていた採用試験
を年２回（６月、９月）に変更した。6月の採
用試験は人物重視をテーマに教養試験を
廃止し、民間企業が採用試験で行ってい
るエントリーシートやSPIなどを実施した。
（９月は例年通りの教養試験による試験）

目標設定の考え方・根拠

自治事務

職員採用事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方公務員法第１７条、所沢市職員任用規則

①816

②548

③74

H28年度目標

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医
及び精神保健福祉士に委嘱し、「こころの健康相談」
を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をして
いる。

0.32 人

無事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

2,744 千円 臨時職員 0.00 人 36回

0.00 人 H29年度目標

0.00 人 36回

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

2,771千円 臨時職員 0.00 人 ①36回

②86人

③

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

0.32 人
非常勤
特別職

1,320 1,320

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

所沢市こころの健康相談設置要綱

非常勤
特別職

H27年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,320 1,320 ①実施回数

②相談者数（延べ人数）

③

実施回数
（月3回×12か月）

無

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要が
あることから、こころの健康相談の年間実施回数
とした。

相談者の急なキャンセルがあった場合、
保健師が直接声掛けをして、普段利用し
ていない職員の利用を促し、事業の周知
を図った。

目標達成

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

事業のさらなる周知と、相談しやすい環境
整備に努める。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に
相談を受けることにより、相談者の
健康が保たれているように思われ
る。
今後も、職員への事業の周知と、
相談しやすい環境を整備していく
必要がある。

H28年度に改善した点

無

36回 36回

36回

指標名

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

無

H28年度に改善した点

無

H27決算額H27予算現額 指標名

H28年度目標 H28実績

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

A

目標設定の考え方・根拠

現行システムからの改善点は以下のとお
り。
・各種ブラウザに対応し、一部のブラウザ
に依存しない。
・職員の様式作成が簡単になった。

システム移行において必要となる申請様式数を
指標とする。
常時受付を行っている申請を対象とし、イベント
の申込み等はその都度対応する。 平成28年度においては、埼玉県に

よる新システムの業者選定と一部
開発が行われ、平成28年度に予定
していた開発は完了したため。

移行申請様式数（イベント申込み等一時的な申
請は除く）

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

新システムの本稼働に向けて当市の申請
様式を作成、移行していく。

①業者選定
（埼玉県が実施）

00

461,232特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

申請様式作成を行うためのシステムが開発中に
より、未実施となった。

未実施未実施0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28実績H28年度目標

①総合評価一般競争入札によ
り業者決定

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.33 人

未実施未実施
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

410.00 人臨時職員2,830 千円

市町村電子申請共同システムは、申請等の行政手
続きについて、申請者が市役所等の窓口に出向くこ
となく、インターネット上で申請できるシステムであ
る。本システムについては、平成29年11月で共同運
営委託の契約が終了することから、申請者の利便性
を損ねることなく電子申請業務を円滑に遂行するた
め、システムを更新するものである。

ＩＴ推
進課

職員
課

職員
課

実施計画ランク

最優先

市町村電子申請共同
システム導入事業

期間

期間

期間

実施計画ランク

重要

平成28年、29年

こころの健康相談事
業

実施計画ランク

重要

～

S61年度～

H12年度～

期間



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

項目名

■ □ □

実績

評価者

IT推進課長　市川　雅美

安定的な運用を行うことができ、目
標を達成することができたため。

無無

無

H28年度に改善した点

無

H28年度に改善した点

「適切」と「おおむね適切」を合わせ
ると65件で、全体の98.5％を占めて
いる。このため平成28年度におけ
るICT推進アクションプランへの取
り組みは、おおむね順調に行われ
たと考えられる。

平成28年度は5システムにおいて
情報セキュリティ監査を実施した。
その結果、被監査部門における情
報セキュリティ対策への取り組みに
ついて、概ね適切に実行されてい
ることが確認できた。しかしながら、
被監査部門における情報セキュリ
ティ対策への取り組みについて、指
摘事項22件・観察事項16件が確認
された。被監査部門には、これらの
改善対応を依頼するとともに、その
後フォローアップ監査を実施した結
果100%の改善率であった。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

A

目標設定の考え方・根拠

平成26年度に策定された「所沢市ＩＣＴ推
進アクションプラン2015-2018」に基づき、
業務システムの各年度の取組における実
施状況を評価する指標を明確化し、ＰＤＣ
Ａサイクルを回すことで業務システムの導
入効果を継続的に改善した。

「所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018」の
平成28年度における各システムの進捗状況を評
価するものである。
各所属での評価を当課で検証したものである。

ICT推進アクションプランにおける進捗状況率
（適切＋おおむね適切）事業数/総事業数

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

計画期間の各年度の取組の実施状況を
評価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイク
ルを回すことで業務システムの導入効果
を継続的に改善する。また業務システム
の導入効果を継続的に改善できるような
仕組みとしていく。

H28実績

「所沢市ICT推進アクションプラ
ン2015-2018」
①アクションプラン掲載事業
②適切・おおむね適切事業
③改善の余地あり・見直し事業

00

00特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

9,526千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

92%100%0.00 人
非常勤
特別職

1.10 人

H28年度目標

①66件
②65件
③1件

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.95 人

99%93%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

100%臨時職員8,146 千円

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2015-2018」
を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

A

目標設定の考え方・根拠

自治体情報セキュリティ強化対策事業とし
て、総合行政ネットワーク（LGWAN）とイン
ターネットとの通信経路の分割を行うとと
もに、県が構築するセキュリティクラウドへ
参加した。

全庁ネットワークの安定的な運用が目的であるた
め、稼働率を指標とする。
目標値はネットワークが停止しないことを目標と
するため100％とする。なお、天災等に起因する
ネットワーク停止は除く。

全庁ネットワーク正常稼働率

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていく。また、システム更改の際などに
ネットワークへ負荷がかからないよう配慮
する。

H28実績

①運用支援

②復旧所要時間

117,600129,328

102,851108,532特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

12,557千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

100%100%0.00 人
非常勤
特別職

1.45 人

H28年度目標

①807回

②7.18分

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.37 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名事業の種別

100%0.00 人臨時職員11,748 千円

年間を通して、全庁ネットワークの安定的な運用管
理を行うため、ネットワークの監視やネットワーク機
器、ネットワーク上のサーバ機器等の障害対応な
ど、常駐ＳＥと連携しネットワーク全体の運用保守を
迅速かつ的確に行う。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

平成28年度から情報セキュリティ監査を実施し、
各システムにおける指摘事項、観察事項につい
て改善を依頼し、その後、フォローアップ監査を実
施し適切に改善されているかを確認するものであ
る。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

フォローアップ監査による指摘事項、観察事項の
改善率
(指摘事項＋観察事項)改善件数/(指摘事項＋
観察事項)件数

情報セキュリティ監査
①監査対象システム
②指摘事項
③観察事項

00

00

非常勤
特別職

0.95 人

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

8,227千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

未実施未実施0.00 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①5システム
②22件
③16件

臨時職員

100%臨時職員5,402 千円

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意
識を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い
（平成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図
る。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.63 人

H28年度目標

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

仮想化基盤の必要容量が導入当初の想
定を上回ったため、ディスクを増設した。

出来る限り多くのサーバを仮想化基盤に載せるこ
とにより、業務の効率化が図れるため、システム
集約化数を指標とする。
目標値は、所沢市サーバ集約化事業計画や各所
属の要望等に基づき設定している。

平成30年度に更改を予定しているシステ
ムの多くが仮想化基盤への移行を検討し
ているため、さらにディスク増設を検討す
る必要がある。
また、平成31年10月には仮想化基盤自体
が丸6年を迎えるため、更改する必要があ
る。

所沢市サーバ集約化事業計画に
掲げるシステムについては概ね順
調に仮想化基盤に移行することが
できた。

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

各業務システム集約数①平成28年度分削減経費
②導入時（平成25年度）からの
累積削減経費

44,25644,256

48,12052,149

一
般

事業の種別

H28実績

特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H28年度目標

30.00 人

3,291千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

220.00 人
非常勤
特別職

0.38 人

①19,764千円
②178,037千円

0.00 人臨時職員

0.38 人

44
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員3,259 千円

所沢市サーバ集約化事業計画に基づき、各業務シ
ステムサーバのリース期間満了に合わせ、順次サー
バを集約化し、運用等における総経費及び電力の削
減や運用の効率化を行う。

ＩＴ推
進課

ＩＴ推
進課

ＩＴ推
進課

ＩＴ推
進課

実施計画ランク

重要

行政情報化推進事業

期間

昭和63年～

実施計画ランク

重要

全庁ネットワーク運用
管理事業

期間

平成8年～

実施計画ランク

重要

情報セキュリティ対策
推進事業

期間

平成15年～

実施計画ランク

重要

サーバ集約化事業

期間

平成25年～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

まだ個人番号カードが便利なもの
であることが広く周知されていない
のではないかと思われるため、今
後周知していくことが重要である。
また、申請後受領されていない
カードについて、受領をすすめるよ
う現在の処理のほかに何か検討し
ていくことも重要である。

内装工事の設計も終わり、設計書
通りの工事が進められ、平成30年
の2月に移転できるよう事務を進め
ていく必要がある。

目標については達成率が約33％
だったが、運用初年度であるため
目標数値を下回ったこともやむを
得ないと考える。左記にある通り、
コンビニ交付サービス導入に向け
て様々な試みで周知してきたが、よ
り周知度をあげるべく、新たな周知
方法を模索していく必要がある。

無無

H28年度に改善した点

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

平成29年度移設のための事務室内内装
工事の設計委託であり、平成28年度のみ
の事業であり、今後に向けての改善点は
ない。

移転先の内装設計を平成２８年度内に完了し、平
成29年度に工事着手、移転が完了できること。

内装設計の進捗率

①所沢駅東口駅ビル内事務室
   内装工事設計委託料
②

③

00

2,8082,855

非常勤
特別職

工事設計は、完了し平成29年度工事着
工。
平成30年2月に移転予定。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

H29年度目標
非常勤
特別職

0千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

00

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①関係各課、関係事業者との打
   ち合わせ会議を実施。事務室
   内装工事設計完了。
②

③

臨時職員

100%臨時職員858 千円

平成３０年２月に完成予定の所沢駅東口駅ビル４階
に市民課駅サービスコーナー及び所沢市パスポート
センターを移設する。
市が移設先の一切の内装工事を行うため、移設に
伴う契約等の事務を行う。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.10 人

H28年度目標

平成28年12月から開始したコンビニ交付
だが、初月の発行枚数が思ったより悪
かったので、カード所持者の転入・転居の
際や、カード交付時にコンビニ交付の存在
を周知するようにした。

平成28年11月末でのカード普及率が約8％だった
ため、その内の10〜15％の方がコンビニ交付を
利用する想定で設定した。窓口でなければ取得
できない(無料にできない)証明書も多くあるため、
多少低めに目標を設定した。

H27年度目標
H27その他職員
従事割合
非常勤
特別職

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H28.12〜 H28.12〜

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

各種証明書発行総枚数
（住民票＋印鑑登録証明書＋戸籍抄謄本＋戸
籍の附票）

①住民票の写し

②印鑑登録証明書

③戸籍証明書(附票含合算)

00

23,88424,848

一
般

事業の種別

まずはカード普及率を上げていくことに重
点をおく。そのためにも、配布されるタブ
レット端末を使った申請補助や、受取滞留
分について勧奨通知を出すなどの方法で
受取り率を上げて、その後のコンビニ交付
周知へとつなげていきたい。

H28実績

住民基本台帳法、戸籍法、番号法
印鑑条例、手数料条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

カードを使った証明書取得についてはまだまだ知
名度が低いようである。広報・ＨＰ・行政回覧・
カード交付時の案内等を行なってきたが、今後も
コンビニ交付サービスの周知と共に、いかにカー
ド申請・交付を増やすか熟考していく。

1,000件3,000件
H28その他職員
従事割合

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

8,400件0.00 人臨時職員12,005 千円

0千円

H28正規職員
人件費

市民がコンビニエンスストアに設置されたキオスク端
末を利用し、個人番号カードに搭載された電子証明
書により本人認証を行うことで、住民票の写しなどの
各種証明書を取得できるサービスであり、住民の利
便性向上、窓口業務の負担軽減が図られる。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.40 人

H28年度目標

H27決算額H27予算現額 指標名

①550枚

②366枚

③84枚

無無

H28年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

勧奨通知を送付することにより、交付の推
進を図った。

本人の申請を元に作成された個人番号カードの
うち、実際にどれだけのカードが交付されたのか
を指標とする。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27年度中に申請があり、その後交付がされてい
ないカードについて、勧奨通知を送るなど交付を
すすめるよう図った。だが依然として受領されて
いないカードもあり、今後はそれらの取り扱いに
ついても検討する必要がある。

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

個人番号カード交付率
（H27年度導入以降の累計で、個人番号カード作
成件数に対しての交付件数）

①個人番号カード交付件数

②個人番号カード受領件数

③個人番号カード申請件数

141,201227,921

99,953165,071

5.10 人

勧奨通知の送付を継続して行うことによ
り、カードの交付率を上げる。
利用範囲が個人番号カード申請の案内の
チラシを配布することにより周知、申請の
補助により交付枚数の増加を図る。

H28実績

番号法、住民基本台帳法

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

28%100%
非常勤
特別職

H29年度目標6.00 人
非常勤
特別職

100%6.00 人

100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

臨時職員62,169 千円

H28年度目標①24.535件

②11.415件

③12.002件

臨時職員44,166千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

パスポート申請件数

7.25 人

一
般

事業の種別

37,854旅券法

82%

H27その他職員
従事割合

パスポートの申請交付が事業の目的のため、申
請件数を指標とする。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

税分野・社会保障分野・災害時における手続きに必
要な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、
希望する市民に対し個人番号カードの交付を行うも
のであり、運用の始まっているコンビニエンスストア
における証明書交付サービスなど市民サービスの
向上に寄与する。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

無無

H28年度に改善した点

A
H27実績H27年度目標

目標設定の考え方・根拠

平成28年7月に開設したため、今後通常
の事務を進めながら改善点を見つけてい
くことになる。

平成28年度7月にパスポートセン
ターを開設し、当初予定していた件
数より多くの申請を受付しており、
県からの移譲が問題なく行われ
た。

目標達成

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

0千円

①旅券申請件数

②旅券交付件数

③

00

33,898

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

000.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

12,000

2.50 人

9,1787,500 29年度中に、所沢東口駅ビルへの移転が
あり、問題なく移転できるよう関係各所と
連絡を密に進めていく。

H28実績H28年度目標①9,178件

②8,591件

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標1.58 人
非常勤
特別職

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

臨時職員21,438 千円

埼玉県よりパスポートの申請交付について権限を移
譲されることに伴い、市役所内にパスポートセンター
を開設し、所沢市に在住する人を対象にパスポート
の申請交付を行う。

市民
課

市民
課

市民
課

市民
課

実施計画ランク

最優先

市民サービス業務所
沢駅ビル移設事業

期間

平成28年度～29年度

実施計画ランク

最優先

コンビニ交付サービス
事業

期間

平成28年度～

実施計画ランク

優先

個人番号カード交付
事業

期間

平成27年度～

所沢市パスポートセン
ター事業

期間

最優先

実施計画ランク

平成28年度～



現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター所長　米澤　三八子

　書式が統一されるとともに、通知
表や指導要録の作成、転入・転出
の事務など、これまで以上に効率
的になったため、教員の事務負担
が軽減されるとともに、子どもたち
と向き合う時間が増えた。
　システムで一括してデータ管理が
できるため、出席統計のための出
席簿の集計作業や長期欠席調査
報告のための集計作業がなくな
り、担任の事務負担が軽減され
た。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

農用地利用集積に係る面積

①農地利用集積化面積

②

③

1,1021,198

無無

H28年度に改善した点

S

目標設定の考え方・根拠

特になし

農地情報システムを利用することで、現在どの程
度集約化が進んでいるのか把握するため。

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

616627特になし

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な目的及び内容

1,299千円 ①187㎡

②

③

0.00 人

0.12 人

臨時職員

0.00 人
非常勤
特別職

0.15 人

180㎡
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標

今後は、さらに農地情報システムを活用
し、農用地利用集積を進めていくと共にそ
の他の業務に活用していく。

H28実績臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

190㎡0.00 人

187㎡

一
般

校務支援システム利用数

事業の種別

法定受託事務自治事務

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

-

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

-校務支援システム利用数

H28目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

　農業振興地域整備計画等に関する事務を適正か
つ迅速に行うため、農地基本台帳、地図情報を備え
た農地情報システムを導入した。また、このシステム
を利用し農地の利用集積等を進めていく。

法定受託＋附加

H27決算額H27予算現額

H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

指標名

-

19,54719,547

0千円

1,029 千円

---
非常勤
特別職

0.00 人

0.55 人

768,060700,000
H28その他職員
従事割合

　校務支援システムの効果的な活用を図
るため、通知表作成や調査書作成等の目
的を明確にした研修を実施し、教育環境
の質の向上、業務の効率化を図ります。

H28実績H28年度目標
①　768,060件

-臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H28正規職員
人件費

700,0000.00 人臨時職員4,716 千円

【目的】校務に係る文書の作成や管理等をサポート
する校務支援システムにより、教育環境の質の向
上、業務の効率化を図る。

【内容】当システムにより、小・中学校の全児童生徒
の個人情報、成績等を基盤とした教務、生徒指導、
庶務などをサポートする。

①校務支援システム利用数

農業
振興
課

教育
セン
ター

実施計画ランク

重要

H28年度～

農地情報システム導
入事業

期間

Ｈ２７年度～

実施計画ランク

優先

小・中学校校務支援
システム運用事業

目標に対して成果を出すことがで
きているため。

期間



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　林　誠

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　吉田　直樹

100% 96%

100%

Ａ
97%

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績

補助金等の交付の適正化を図り、財政の健全化と
行政運営の効率化を目指す。
具体的な内容としては、予算要求にあたり、新規、増
額、要綱改正等を求める補助金等について、交付の
必要性の検証、適正化を 図る。審査結果について
は、実施計画に反映する。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人

H28年度目標 H28実績

92%

5,629千円 臨時職員 0.00 人

①127件

3,430 千円 臨時職員 0.00 人

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

①審査件数

審査の結果、適正であると 認められた補助金

0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

無

要綱に有効期限が設定されていない補助
金等について、審査を行い期限設定を
行った。
また、団体関係の審査については、決算
書の提出を求め、自主財源の有無や支出
内容について審査を行った。

一部、改善すべき補助金等があり、改善を求め
た結果、適正な内容に改めた。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

補助金等の交付の適正化を進めていく事から、
適正な審査の割合を指標とする。

H28目標値が未達成の理由・分析

H28年度に改善した点

一部改善すべき補助金があった事
から目標には達しなかったが、審
査対象となる補助金等について
は、要綱の有効期限を求めた事や
団体補助の審査について、決算書
の提出を求めるなど、審査対象範
囲を広げる事と細部にわたった審
査を行う事が出来た。
今後も、財政の健全化と行政運営
の効率化を目指し、適正な審査を
行っていきたい。

目標設定の考え方・根拠

対象者の増加により、事業費が膨らんで
いっている補助金等が数多く見受けられ
る中で、財政の健全化の観点からも、定
期的な審査を行うことにより、補助内容の
見直しについて促していきたい。

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市補助金等審査委員会要綱

自治事務

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

1,887 千円 臨時職員 0.00 人 10件

H28目標値が未達成の理由・分析

実現に向けた方策が示されていないなど、提案
内容に具体性が欠けているため、実施に繋げに
くい。

空き家対策について、限定型職員提案を
行った。

H28その他職員
従事割合

10件 4件

0.00 人

①34件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

単なる他市のコピーで、所沢市に落とし込
んだらどうなるかなど、具体性が欠けてい
る提案が見受けられる。
今後、提案書の様式や記入例の見直しや
提案者に対して事務局がサポートを行う
など改善を図っていきたい。

Ａ

職員提案の提案採用数について
は、目標に達する事は出来なかっ
たが、市の大きな課題である空き
家対策をテーマとして、募集したと
ころ、解決に向かう大きな手がかり
となり、市内事業者等とワンストッ
プサービスに関する協定が締結に
繋がった。
今後については、職員提案の採用
件数を増やしていくために、より具
体的な提案をしてもらえるよう記入
例の見直しなど改善を図っていき
たい。

H28年度に改善した点

H27実績

0

①提案件数
提案採用数

事務改善を図る目的から、提案のうち採用された
件数を指標とする。
毎年、１０件の採用を目標とする。

10件 10件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人

H27予算現額

無

法定受託事務 法定受託＋附加 0

H27年度目標

職員のアイデアをもって、本市の抱える課題などに
ついて、事務の改善を図る。また、事務改善への職
員意識の啓発を図る。
提案方法は、職員が、自分の所属以外の業務の改
善など提案を行い、所管課判断を踏まえ、事務改善
委員会が審査を行う。優秀な提案については、表彰
している。

4,330千円 臨時職員

0 0

H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

事業の種別

所沢市職員提案規程

無

Ｈ２８年度中に予定された業務①
～③については、年度内に予定ど
おり実施された。
なお、③地歴調査の結果、さらに
④土壌調査の実施が追加的に必
要となり、3月補正で予算化し、H29
年度の早期に完了させることとし
た。

指標名

一
般

事業の種別

法定受託＋附加

無事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

自治事務

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠H27決算額

特になし

H28決算額（見込み）

H27予算現額

事業の目的及び具体的な内容

中長期財政計画の計画期間自体はH30
年度までであるため、ローリング後の長期
財政計画もH30年度までの財政推計を示
したが、一方、総合計画実施計画はH32
年度までの計画であるため、これに合わ
せて、別にH32年度までの財政推計を示
し、実施計画との整合を図った。

実質公債費比率は主に公債費が標準財政規模
に占める割合である。総合計画と整合の図られ
た中長期財政計画を踏まえた健全な財政運営を
行い、公債費を適正に統制することが、次世代に
過度の負担を残さないという中長期財政計画の
目的達成に資することとなるため、当該指標値に
より成果を図る。

実質公債費比率

①財源推計の対象とした事業
数

②

③

1616

1617

法定受託事務

0.38 人

後年度の負担増が見込まれる大型事業
を控える中で、新規事業の精査とともに、
既存事業について廃止を含めた抜本的な
見直しの必要があり、全庁的に市の財政
状況の理解を促し、合意形成に繋げてい
く。

H28実績

H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

1.56.00.00 人
非常勤
特別職

本指標は直近３年間の平均値であ
るが、H28年度実績は前年度から
ほぼ横ばいで推移し、目標値をク
リアしている。ただし、H28単年度だ
けの指標を見ると、H27年度の単
年度数値から約0.9ポイント上昇の
2.39325となったことから、引き続き
適切な財政運営が必要であるた
め。

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

3,291千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.28 人

事業の種別

健全で自立した財政運営を維持し、また、長期的視
点から次世代へ過度の負担を残さない構造づくりを
目指して、所沢市総合計画との整合性を図りながら
策定している。
計画管理については、計画の実行⇒分析・評価⇒
計画の修正・実行というサイクルを繰り返していくこ
とで、環境や社会情勢の変化に対応する。

一
般

1.66.0
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

6.00.00 人臨時職員2,401 千円

指標名

H28年度目標①203

②

③

0.00 人

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

業務実施実績
①不動産鑑定
②測量
③地歴調査
④土壌調査

00

7,80714,779

④土壌調査については、Ｈ２９年度へ予
算を繰り越しして、調査の早期完了を目
指す。
用地交換については、H２９年の早期完了
を目指す。

H28実績

所沢市財産規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

用地交換にあたって必要となる事務処理であり、
業務の完了をもって当該事業の完了となることか
ら、業務の実施状況（率）を指標とした。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0千円

1.04 人

　本事業は、「COOL JAPAN FOREST構想」の重点
推進エリアにおける公共インフラ整備事業の一つと
して、上下水道局が所有する施設用地（旧所沢コン
ポストセンター用地）に、市のＰＲの場となる周辺施
設の整備を行うため、当該施設用地と移転先となる
未利用市有地とを交換するものである。

0.00 人

100%0.00 人臨時職員8,918 千円

H28年度目標
①H28年度内実施済
②H28年度内実施済
③H28年度内実施済
④H29年度に継続して実施予定

0.00 人

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

財政
課

管財
課

経営
企画
課

経営
企画
課

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

実施計画ランク

実施計画ランク

－

S48～

補助金等審査委員会
事務

H13～

職員提案推進事業

期間

実施計画ランク

－

重要

中長期財政計画管理
事業

期間

Ｈ19年度～

実施計画ランク

最優先

市有地活用事業
(COOL JAPAN
FOREST構想事業）

期間

H28～H29年度

第８章　行財政運営 　第２節　財政運営



評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　吉田　直樹

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

事業の種別 H27決算額H27予算現額 指標名

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

特になし

用地の売却をもって業務完了となることから、売
却に必要となる不動産鑑定業務の実施、及び、
売却の状況（率）を指標とした。

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

売却実績①不動産鑑定

②土地の売却

00

792858

一
般 0.00 人

特になし

H28実績

所沢市財産規則、所沢市契約規則、所沢市市有地
売払要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

用地の売買契約の締結が完了し
たことから当該業務のほとんどが
完了している。
今後、当該地区における遊歩道整
備など、売却の相手方が実施予定
の工事等の状況確認を継続する。

H27その他職員
従事割合
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標

00.00 人臨時職員

000.00 人

0千円

1.04 人

100%100%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

8,918 千円

　本事業は、「COOL JAPAN FOREST構想」におい
て目指す街づくりの一環として、都市計画決定した
「東所沢（仮称）ところざわサクラタウン周辺地区地
区計画」に定める遊歩道を整備することにより、地域
の安全性や利便性の向上が図られることから、衛生
センター用地の一部を売却するものである。
　平成２８年度は、用地の売却にあたり、価格算定に
必要な不動産鑑定を実施する。
　なお、遊歩道の整備については、売却の相手方が
施工する予定である。

H28年度目標

①H28年度内実施済

②H29.3.29売買契約締結済

管財
課

市民
税課

市民
税課

実施計画ランク

最優先

衛生センター用地売
却事業(COOL JAPAN
FOREST構想事業）

期間

H28～H30年度

実施計画ランク

個人市民税・県民税
賦課事務

期間

実施計画ランク

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

13,700 ①課税対象台数（非課税分・減
免分を除く）

②課税実数

③賦課決定額

課税客体の把握（課税実数／課税対象台数）
適切な課税を行い、自主財源を確保することを目
的としているため課税客体の把握を指標とする。
目標値を達成できるように努める。

Ａ

適切な課税を行っている。重課・軽
課など税率の複雑化や燃費不正
対応による納税通知の発送なども
生じたが、こうした状況にも適切か
つ円滑に対応した。

H28年度に改善した点

無 無

 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,832

システム運用の見直し等を行い、職員の
作業効率が向上した。また、減免事務に
ついて、わかりやすい通知方法を工夫し
た。

軽自動車税賦課事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方税法・所沢市税条例 9,563 9,049

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

適切な課税を行い、自主財源を確保する。
賦課期日（４月１日）現在の軽自動車等の納税
義務者（所有者・使用者）に対し、納税通知書を
送付する。納税義務者に転出や死亡があった
場合には申告を促し、課税の適正に努めてい
る。

2.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 99

税申告書の提出漏れや納税通知書戻りによ
る課税保留があったため。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

17,580千円 臨時職員 0.20 人 ①71,862台

②71,419台

③398百万円

H28年度目標 H28実績

税制改正などの市民周知に努めながら、
適切課税及び継続的改善に取り組んでい
く。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 99

期間 2.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S33年度～ 17,407 千円 臨時職員 0.30 人 100

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

適切な課税を行っている。特に、マ
イナンバーの本格導入について、
適切かつ円滑に対応した。

H28年度に改善した点

無

訪問調査数を増やしたことで、申告収受
件数が増加した。H27年度と比較した結
果、訪問調査数を92人から326人へと増
やしたことで、申告収受件数が12人から
27人へと増加した。
２回目の未申告申告書一斉送付を、広報
にて告知した。

未申告者の中には、コンタクトを取る手段が
なく調査打ち止めになる対象者がいるため。
電話番号が不明の場合で、課税資料記載の
住所や住民登録地と実際に住んでいる場所
が違うなどの居住の実態がない場合に調査
打ち止めとなってしまう。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 96,907 71,840 ①申告対象者数

②申告者数

③賦課決定額

申告者数　÷　申告対象者数

適切な課税を行い、自主財源を確保することを目
的としているため、申告対象者に対する申告率を
指標とする。未申告者に申告を促すことは、税の
公平性を維持し、適切な課税のための重要な要
素である。

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方税法・所沢市税条例 88,645 79,364

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

98.4

147,826千円 臨時職員 30.00 人 ①263,214人

②260,011人

③22,592百万円

H28実績 未申告者に電話等含め、積極的にコンタ
クトを取り、申告を促していく。
未申告者への訪問調査は日中に実施し
ているが、日中は勤めに出ている者が多
いため面会できることが少ない。時間帯
の変更や、複数人世帯への訪問に抜粋
するなど、調査方法の工夫をしていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 98.7

18.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S25年度～ 155,379 千円 臨時職員 30.00 人 100

適切な課税を行い、自主財源を確保することを
目的とし、当該年の１月１日現在、市内に居住し
基準以上の所得を有する個人に対し、均等割
及び所得割を賦課する。
また、未申告者には申告を促し、税の公平性を
維持する。

17.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 100

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

3,879 ①対象事業者数

②申告事業者数

③申告額及び決定額

申告率（申告事業者数/対象事業者数）

法人から適切な申告納付を受け、市政に必
要な自主財源を確保することを目的としてい
るため、申告率を指標とする。未申告法人を
なくすことを目標とした。

Ａ

適切な課税を行っている。特に、法
人番号導入に当たっても適切に対
応した。

H28年度に改善した点

無 無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,177

法人の現況確認に法人番号公表サイトを
活用した。

法人市民税課税事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方税法・所沢市税条例 4,372 4,255

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

適正な課税を行い、自主財源を確保する。未申
告法人には申告納付を促し、税の公平性を維
持する。

1.56 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 94

法人による申告の遅れや、法人の所在不明
が未達成の主な要因と考えられるが、法人
番号公表サイトにより法人の廃止等が確認
できたため、適正な対象事業者数の把握が
可能となった。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

13,510千円 臨時職員 0.00 人 ①8,041件

②7,625件

③2,901百万円

H28年度目標 H28実績

情報収集に努め、今後も積極的に未申告
法人に申告を促していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 95

期間 1.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S28年度～ 10,890 千円 臨時職員 0.00 人 100



評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民税課長　肥沼 位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

28年度は導入準備期間。

当該事業は、納税機会の拡大により納期内納付
を促進し、収納率向上を目的とする事業である。
このため、収納率を指標とし、目標値としては、前
年より増やすことを目標としたい。 ペイジー収納サービスの導入によ

り納税機会が拡大し、納期内納付
の促進、納税者の利便性を図るこ
とができたことから、一定の成果が
あげられたと考えている。今後は、
利用の周知に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

収納率（市税・国民健康保険税）
※収納率（現年＋滞繰）＝収入済額／調定済額

①ペイジー収納件数

28,52430,674

H27年度目標

0.00 人

ペイジー収納サービスの周知に努める。

H28実績

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

28年度は導入準備期間。

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H27その他職員
従事割合

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人0千円

0.60 人

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

市税93.60%
国民健康保険税60.90%

0.00 人臨時職員5,145 千円

（目的）市税等の納付方法にペイジー収納サービス
を導入し、納税機会の拡大を図るものである。
（具体的な内容）ペイジー収納サービスは、パソコン
やスマートフォン、携帯電話及び銀行ＡＴＭから、い
つでも（原則24時間・土日祝日）、どこでも（自宅・外
出先）納税が可能となるものである。納税者は、銀行
やコンビニに出向く必要がないため、税額や住所等
の個人情報を他人に知られることがなく、現金を持
ち歩く必要がなくなり、納税の利便性が向上すること
から、納期内納付が増え、督促状の作成・発送件数
が減少するとともに、収納率の向上が見込まれるも
のである。

H28年度目標
①0件
（28年度は導入準備期間）

一
般
・
特
別

収税
課

市民
税課

市民
税課

実施計画ランク

優先

納税環境整備事業
（ペイジー収納サービ
ス）

期間

Ｈ28～

市民
税課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

適切な課税を行っている。特に、法
人番号の導入に当たっても適切に
対応した。

H28年度に改善した点

無
H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 77 325 ①申告書送付件数

②申告事業者数

③申告額及び決定額

申告率（申告事業者数/申告書送付件数）

事業所から適切な申告納付を受け、市政に必要
な自主財源を確保することを目的としているた
め、申告率を指標とする。例年、ほぼ目標は達成
できているため、引き続き目標値を維持できるよ
う努める。

事業所税課税事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

地方税法・所沢市税条例 328 414

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

適正な課税を行い、自主財源を確保する。未申
告事業所（未申告法人）には申告納付を促し、
税の公平性を維持する。

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 100 100

H28その他職員
従事割合

100 100

100

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

5,369千円 臨時職員 0.00 人 ①319件

②319件

③733百万円

H28年度目標 H28実績

今後も目標値の達成を維持できるよう、適
切に事務を進めていく。

H28正規職員
人件費

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

H3年度～ 2,401 千円 臨時職員 0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ａ

市内のたばこの売上げ本数が減
少していることで、税収も減少傾向
にあるが、3％程度の税収減にとど
まっている。
たばこ税対策協議会は、未成年者
喫煙防止キャンペーン（組合のほ
か市内の高校5校、所沢警察署、
酒販組合、市役所も参加）、市内
４ヶ所の駅周辺の清掃活動、店舗
コンクールなどに熱心に取り組ん
でいる。

H28年度に改善した点

無 無

健康志向の高まりなどから、たばこの売渡本数
が減少傾向にある。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

今後もたばこ売渡本数は減少していくも
のと予想されるが、こうした状況に対し、
税収確保のためには市内でのたばこ購入
の割合を維持するような啓発活動の工夫
等が課題である。

市たばこ税収入決算額の前年度と比較した割合

市税収入の確保を図ることが本事業の目標と
なっているため、収入割合（前年度比較）を指標
とする。収入割合は減少傾向にあるものの、前年
度より減少を少なくとどめることを目標値とした。

たばこの市内購入をＰＲする市広報の表
現を分かりやすく工夫するなど、従来から
のたばこ税対策協議会の取組みの支援
に努めた。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

350 350 ①市たばこ税予算額

②市たばこ税収入済額

③売渡本数

H28実績

99 97

たばこ税対策協議会
補助金

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市たばこ税対策協議会運営補助金交付基準・所沢市
補助金交付規則

350 200

臨時職員 0.00 人

100 97

433千円 臨時職員 0.00 人 ①1,944,120千円

②1,984,394,千円

③384,501千本

H28年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

99

非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.05 人

S49年度～ 429 千円

たばこ（喫煙）に対する理解を得るためにの環
境設備や啓発活動の支援を通じ、市内におけ
るたばこ購入の促進による市税収入の確保。

0.05 人

無 無

作文の応募校数は増加した一方で、授業カ
リキュラムの調整が困難であること、夏休み
の課題が多いこと等から、租税教育を新たに
実施することは消極的である学校も見受けら
れた。そのため、より一層、校長先生や社会
科担当教員等、関係者の理解を得られるよ
う事業を進めていく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

学校の先生方の意見をふまえ学校カリ
キュラムへの組み込み方を工夫しつつ、
校長会の位置づけを明確にするよう協議
会会則を改正し、効果的な働きかけを
行っていく。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

租税に関して理解を促す機会を広く提供するた
め、市内小中学校・高校の総数である５３校とし
た。

税務署、校長会、納税貯蓄組合等との連
携強化を図るため、校長会との関係を強
化する方向での合意形成を進めた。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

B

租税教育では、特に主権者教育の
意義が認識されるようになり、その
重要性が高まっている。学校の現
状もふまえながらの連携に努めて
いるが、参加が少ないのが現状で
あり、まだ努力の余地がある。

H28年度に改善した点指標名

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

20 20 ①作文の応募校数

②作文の応募件数

③租税教室等実施件数

租税教育実施箇所数

34

2,078千円 臨時職員 0.00 人 ①１４校

②６３７点

③２２校

租税教育推進協議会
事務

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市租税教育推進協議会会則

H28実績

租税に関して広く理解を促すため、税務機関及
び教育機関が連携し、児童・生徒及び一般社会
人を対象とした租税教育の推進を目的としてい
る。
具体的には、市内の中学校・高等学校に通学
する生徒に対し、税に関する作文を募集し、優
秀作品を表彰するほか、市内の小・中学校等で
租税教室等を開催している。

0.24 人
非常勤
特別職

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

53 36

53

0.00 人 53

36 36

Ｓ62年度～ 1,629 千円 臨時職員 0.00 人

H28年度目標

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標



評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　林　誠

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政課長　林　誠

総計（現年＋滞繰）の収納率では、
国民健康保険税が目標に達するこ
とができなかったが、現年について
は、市税がプラス0.11ポイント、国
民健康保険税がプラス0.68ポイント
と、ともに前年度を上まわる収納率
となった。このため、一定の成果が
あげられたものと考えている。

総計（現年＋滞繰）の収納率では、
国民健康保険税が目標に達するこ
とができなかったが、現年について
は、市税がプラス0.11ポイント、国
民健康保険税がプラス0.68ポイント
と、ともに前年度を上まわる収納率
となった。事業目的とする新規滞
納発生の抑制という点において、
一定の効果があったものと考えて
いる。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額事業の種別 指標名

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

ポスターの掲示や、市民税の申告会場で
のキャンペーンの実施等により、口座振
替の推進とペイジー口座振替受付サービ
スの周知を図った。

当該事業は、口座振替利用率の拡大により、収
納率向上を目的とする事業である。このため、収
納率を指標とし、目標値としては、前年より増や
すことを目標としたい。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

収納率（市税・国民健康保険税）
※収納率（現年＋滞繰）＝収入済額／調定済額

①ペイジー口座振替受付件数4,9125,272

4341,102

一
般
・
特
別

0.10 人

口座振替の推進と、ペイジー口座振替受
付サービスの周知に努める。

H28実績

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

市税92.22%
国民健康保険税55.78%

市税91.70%
国民健康保険税55.40%

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人866千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.05 人

市税92.69%
国民健康保険税56.66%

市税92.30%
国民健康保険税57.40%

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

市税93.60%
国民健康保険税60.90%

0.00 人臨時職員429 千円

（目的）市税等の口座振替手続きに、ペイジー口座
振替受付サービスを導入し、申込み手続き簡素化
し、納税者の利便性を高めるとともに、口座振替利
用率増加による収納率の向上を図る。
（具体的な内容）従来の口座振替手続きは、金融機
関での口座届け出印の確認や口座振替依頼書の記
載内容の審査を含め、申込みから手続き完了まで
仁、半月から1ケ月程度の期間を要していた。ペイ
ジー口座振替受付サービスは、受付端末でキャッ
シュカードを読み取り、暗証番号を入力することで、
即時に口座振替手続きが完了するものである。

指標名

H28年度目標

①185件

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

自主納付に向けた納付勧奨を重点に置
き、訪問徴収については、原則取り扱わ
ないように改めた。

当該事業は、収納率向上を目的とする事業であ
る。このため、収納率を指標とし、目標値として
は、前年より増やすことを目標としたい。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

収納率（市税・国民健康保険税）
※収納率（現年＋滞繰）＝収入済額／調定済額

①訪問件数

②架電件数

15,33515,782

14,94015,366
一
般
・
特
別

0.80 人

平成29年度から導入した自動音声電話催
告システムと連携させながら、効果的、効
率的な事業を実施していく。

H28実績

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

市税92.22%
国民健康保険税55.78%

市税91.70%
国民健康保険税55.40%

10.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標10.00 人
非常勤
特別職

0.00 人6,928千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.65 人

市税92.69%
国民健康保険税56.66%

市税92.30%
国民健康保険税57.40%

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

市税93.60%
国民健康保険税60.90%

0.00 人臨時職員5,574 千円

（目的）市税等の新規滞納発生の抑制と、少額滞納
繰越案件の早期完納。
（具体的な内容）
①市税、国民健康保険税の訪問、電話による納付
勧奨。
②市税、国民健康保険税及び延滞金の訪問による
徴収。
③市税、国民健康保険税の口座振替の推進。

指標名

H28年度目標①35,016件

②3,994件

無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

H28年度から事業実施

貸借対照表により求められる当該比率は、施設
の老朽化の度合を示すものとされており、当該指
標について近隣他市や類似自治体との比較する
ことにより、適正な施設更新度合の指針となるた
め。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

資産老朽化比率

①総仕訳伝票数

②自動仕訳件数

③仕訳入力件数

00

11,58712636

一
般

1.03 人

27年度決算に基づく財務書類は試行版で
あるため、今後、新公会計制度について
の理解を深め、固定資産台帳や財務書類
（附属明細書を含む）の精緻化を図ってい
く必要がある。

H28実績

統一的な基準による地方公会計マニュアル

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

--0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人8,920千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.43 人

49.10%-
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額事業の種別

-0.00 人臨時職員12,262 千円

固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提
とした財務書類の作成、いわゆる統一的な基準
による公会計を導入することにより、現金主義・
単式簿記だけでは見えにくかったコスト情報・ス
トック情報が「見える化」される。この新地方公
会計制度へ適切な対応を図るため、財務書類
等作成用のソフトウェアを導入するとともに、必
要な周辺環境の整備を行う。

指標名

H28年度目標①152,050

②151,913

③137

A

目標設定の考え方・根拠

人々に少しでも関心を持ってもらえるよう
予算にキャッチフレーズを付けて紹介する
など、数字や専門的な用語ばかりでなく、
親しみやすい財政情報の発信に向けて工
夫を図った。

市民にとって有益で関心の持てる情報を公開で
きているかを測るためホームページアクセス件数
を指標とする。
見やすく分かりやすい情報発信に努め、件数の
向上を目指したい。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

ふるさと応援寄附がマスコミで取り上げられ人々
の関心を集めるなど、ホームページのアクセス件
数は前年度を上回る結果となったが、目標値の５
万件には届かなかった。目標達成のためには、リ
ピーターだけでなく新たな閲覧者を増やしていく
必要があると考えている。

ホームページアクセス件数

①ホームページで公開するコン
テンツの件数
②

③

710

2022
地方自治法　所沢市自治基本条例　所沢市財政事
情の作成及び公表に関する条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.48 人

H28実績

4689950000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

45381400000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

500000.00 人臨時職員3,773 千円

①予算・決算の告示、ＨＰ等での予算概要の公表
②「所沢市の財政事情（年２回）」の公表
③財務諸表（貸借対照表・行政コスト計算書・純資産
変動計算書・資金収支計算書）の公表
④財政のポイントをまとめた「財政のツボ」の公表
⑤財政広報紙「所沢市財政トークス」発行
⑥市の仕事報告会等での財政情報の説明

H28年度目標①52件

②

③

4,157千円

0.44 人

一
般

収税
課

収税
課

財政
課

財政
課

実施計画ランク

優先

納税環境整備事業
（ペイジー口座振替受
付サービス）

期間

Ｈ27～

実施計画ランク

優先

収納率向上対策事業
(納税推進員制度）

期間

Ｈ26年度～

実施計画ランク

財政情報公開事業

期間

～

優先

新地方公会計制度対
応事業

期間

Ｈ27年度～

実施計画ランク

重要

当該指標は新公会計制度におい
て重要なものと位置づけられてい
るが、他自治体が全て新公会計制
度に対応するのはH28年度決算か
らとなり、公表はH29年度以降とな
る。よって近隣他市や類似自治体
との比較が可能となるのはH29年
度以降となり、それらを踏まえて目
標値を設定するのはその後となる
見込みである。
H28年度は上記理由により目標値
を設定していないため、目標に対
する評価は出来ないが、制度への
対応を国の期限の１年前倒しで行
い、指標の算出を行ったためA評
価とした。

ホームページのアクセス件数は目
標値にやや届かなかったが、前年
度を上回る数値となった。市の仕
事報告会などの場でも様々なご質
問・ご意見をいただくことがある
が、実際、財政について知りたいと
望む市民は多いと感じている。
今後も市民ニーズに応えることの
できる財政情報を、正確かつタイ
ムリーに発信していくよう努めた
い。

無無

H28年度に改善した点

無

より幅広く、様々な世代の人々に財政へ
の関心を持ってもらうため、例えば子ども
向けの情報紙を作成するなど、更なる工
夫に努めていきたい。



項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　轟　俊哉

第８章　行財政運営　第３節　情報の共有と市民参加

平成　　6年～

期間

平成　20年～

実施計画ランク

重要

広報ＣAＴＶ番組制作・
放映事業

期間

ホームページ運用事
業

期間

平成　　8年～

実施計画ランク

重要

メール配信事業

実施計画ランク

重要

広報紙発行事業

期間

昭和　　27年～

実施計画ランク

優先

広報
課

広報
課

広報
課

広報
課

環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

身近なメディアであるテレビを利用することで、市政
情報をより分かりやすく紹介し、市民等に広く情報提
供するもの。具体的にはJ:COMさいたま所沢局で放
映する5分間番組「広報ところざわ・テレビ情報館」の
制作と放送を行うもの。
・毎日３回放送
・放送開始時間は、午前９時２５分、午後０時２５分、
午後８時２５分

0.33 人

一
般

H28正規職員
人件費

5,1500.00 人臨時職員2,830 千円

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

5,1035,100
H28その他職員
従事割合

4,417千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

5,0505,0500.00 人
非常勤
特別職

0.51 人

H28実績H28年度目標

681所沢市広報規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

所管課への制作ＤＶＤの貸し出しや市
ホームページ及び動画投稿サイト
（YouTube）に掲載するなど、二次利用に
よる活用を行い、J:COMを視聴できない
世帯への視聴の機会を拡大した。

J:COMさいたま所沢局において視聴率が抽出で
きないため、ケーブルテレビ視聴可能世帯数×
5％で世帯数を算出する。

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果を挙げられてい
ると考えるが、インターネットが普
及し、SNSなどの新たな情報伝達
手段が発達したこと、ケーブルテレ
ビならではの視聴率を出せないと
いった費用対効果のあいまいさも
あることから、市民等へ広く市政情
報を映像により発信することについ
て、実施方法やその効果等を検証
しつつ、引き続き、改善・効率化を
図りたい。

視聴世帯数

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

市政情報を映像により分かりやすく発信
することについて、動画投稿サイト
（YouTube）の活用拡大などを含め、新た
な方策を調査・検討していく。

指標名

H28年度目標①1,437件

②

③

0.00 人

A

目標設定の考え方・根拠

①制作本数

②放送回数

③

684

681

①3

②1,095

③

14,97613,000
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額

19,0000.00 人臨時職員2,916 千円

非常勤
特別職

4,417千円

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.34 人

事業の種別

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
者（登録者）が必要とする市政情報（１９カテゴリ）を
選択し容易に取得できるもので、カテゴリごとに随時
メール配信を行う。
・平成24年7月からツイッターとの自動連携を開始
し、同内容を配信。
・市ホームページにおいて、配信内容を確認すること
ができる。

688

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

12,14012,0000.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H29年度目標0.00 人

0.51 人

広報紙、市ホームページ、チラシ等を活用
した周知活動を強化し、さらなる利用者数
の増加を目指すとともに、利用者が必要
とする情報の質と件数の向上を図る。ま
た、関係部署と連携し、メール配信機能の
強化を行う。

H28実績

所沢市広報規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

利用者数（登録メールアドレス件数）

①配信件数

②

③

869890

887887

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

ところざわまつりをはじめとした、各種イベ
ントにおいて、直接チラシを配布し、携帯
電話３キャリアの市内各店舗にチラシを
配架するなど、周知活動の強化を行っ
た。また、関係部署と連携し、メール配信
機能の強化に向けて調整を行った。

さらなる利用者数の増加に向けて周知活動を強
化することにより、前年度実績の増加数を勘案
し、前年度の増加数を上回る増加を目指すもの
である。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

750.00 人臨時職員10,719 千円

行政サービスの向上を目的として、迅速に市政情報
を提供できるホームページを積極的に活用し、本市
の情報や魅力を市内外に発信する。ホームページ
の運用に当たっては、担当課が直接コンテンツを作
成・公開できるシステムを導入し、事務の迅速化・効
率化・簡易化を図る。
また、トップページ画面等に有料（バナー）広告を掲
載し、自主財源の確保を図る。

非常勤
特別職

1.25 人

6875
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

1.36 人

職員操作研修の回数の増加、コンテンツ
評価の結果の共有、職員向け庁内メール
マガジンの内容の充実により、担当所管
課におけるコンテンツ作成や操作スキル
のさらなる向上を図り、利用者が必要な情
報に容易にたどり着けるホームページを
目指す。

H28実績H28年度目標①19,359,618件

②18,990件

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人

B

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

11,778千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

市民等から寄せられるコンテンツに対するご意見
を全庁で共有し、コンテンツ作成の参考としてい
るが、まだその情報が全職員に浸透していないこ
とが原因と考えられる。

68700.00 人
非常勤
特別職

6,5516,606

6,4386,451所沢市広報規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別 目標設定の考え方・根拠

作成・公開用システム（ＣＭＳ）について、
全所属を対象とした操作研修を、これまで
の１回から2回に増やし、職員のコンテン
ツ作成や操作スキルの向上を図った。

利用者が情報を探しに訪れた際、欲しい情報に
容易にたどり着き、その情報が満足するものであ
るかが重要であり、システムが持つ機能を最大
限に生かし、運用を行う必要がある。

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

③

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等に分か
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、積
極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。配
布は、委託により市内全世帯・事業所に戸別配布し
ている。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

2.79 人

一
般

H27正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

20,871千円

2.41 人

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

620.00 人臨時職員23,924 千円

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

61.260
H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

B

目標設定の考え方・根拠

平成28年5月号から広報紙をリニューア
ルしている。主なポイントは次のとおり。
・市内事業者のＰＲを兼ねたプレゼント企
画の実施　・表紙と特集記事との連動　・
市民参加コーナー「みんなのひろば」の投
稿作品に係るジャンルの拡大、読者感想
コーナーの創設（双方向性の強化）

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情
報を広報紙から得ていると答えた人が９割近くを
占め、広報紙への満足度を測る一定の指標とい
える。「どちらともいえない」層からの取り込みを
図り、前年度実績からの増加を目指す。

H28実績H28年度目標①1,996,230部

②1,951,325部

③9,963件

34,361

30,53533,979所沢市広報規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

投稿やアンケート機能を通して寄せられる
読者のご意見を参考としながら、より市民
が参加しやすく、分かりやすい情報発信
に努めるとともに、引き続き、記事の正確
性を高める。また、他自治体の先進事例
を紙面構成の参考とし、紙面の充実に努
め、閲読率・満足度を向上させていく。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

61.458

広報紙は、市政情報の入手媒体
の基幹的な役割を担う必要がある
ことから、より多くの情報を正確に
伝えるという広報紙の性質を維持
しつつ、アンケｰト調査などを通じて
様々なご意見を伺いながら、満足
度の低い世代を取り込む企画や紙
面構成を工夫・検討し、情報発信
力を高めていきたい。

H27予算現額事業の種別 指標名

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

①広報紙作成部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

31,704

積極的な市政情報の提供はもとよ
り、誰もが「使いやすい」「分かりや
すい」「役に立つ」ホームページを
目指し、コンテンツ評価機能やほっ
とメールのアンケート機能を活用
し、利用者のご意見を踏まえ、参考
としながら、引き続き、システムが
持つ機能を最大限に生かし運用を
図っていく。

無有

H28年度に改善した点

無有

H28年度に改善した点

無有

H28年度に改善した点

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、利用者数の増加については
一定の成果が挙げられている。
利用者数は、東日本大震災後に大
幅に増加したことから、とりわけ災
害時の情報発信手段としては、大
変有意義なものと考える。今後もさ
らなる利用者数の増加及びメール
配信機能の強化に努めていく。



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　梅﨑恭子

H28年度に改善した点

成果指標での目標値には達しな
かったものの、公開された会議の
件数は安定して推移していること
から、会議を原則公開として、市政
運営や施策形成における透明性を
高めるという目的は推進できてい
る。

目標値には達しなかったものの、
行政資料の貸出件数は前年度に
比べ増加するなど市が保有する情
報を市民が迅速かつ容易に得られ
るようにする目的は推進できたも
のと考える。一層の正確で分かり
やすい情報の提供のため、情報公
開の総合的推進を図っていく。

情報公開請求は年間１００件を超
える件数で推移しているなか、不
服申立は生じておらず、目標は達
成されている。また、職員に対して
は、個人情報保護制度に関する研
修等を定期的に実施するなどし
て、知識の習得と意識の向上を
図っている。

無有

Ｓ４５年度～

「市議会だより」作成
事業（テープ・点字版
含む）

期間

重要

情報公開制度推進事
業

期間

S63年度～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

重要

市政情報センター運
営事業

期間

Ｈ７年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

会議の公開制度推進
事業

期間

H13年度～

市民
相談
課

市民
相談
課

市民
相談
課

議会
事務
局

21,1230.40 人臨時職員6,003 千円

議会の活動を多くの市民に対してわかりやすくお知
らせするため、年４回の定例会後に発行する議会広
報紙である。新聞折込による配布や公共施設、所沢
駅構内パンフレットラック、医師会に加入している市
内医療機関への配架を行うとともに、市議会ＨＰで
のＰＤＦ版公開、アプリ「マチイロ」への掲載等も行っ
ている。また音声版・点字版も作成している。

0.70 人

20,11819,602
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28実績H28年度目標①517,600部

②69部

③122部

0.10 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

3,204千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

18,66913,7160.00 人
非常勤
特別職

0.37 人

①作成部数

②音声版の作成部数

③点字版の作成部数

15,66116,212

16,36116,867所沢市議会基本条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H27その他職員
従事割合 A

目標設定の考え方・根拠

表紙及び裏表紙については、平成28年2
月発行号から、所沢市にゆかりがあり、各
方面で活躍されている方のインタビュー記
事等を掲載しているが、平成28年度も同
様の取り組みを継続して行った。また紙面
のレイアウトについても大きく変更するな
ど、手に取ってもらえる、読みやすい紙面
作成に取り組んだ。

前年比５％増

前年度に引き続き、手に取ってもら
える、読みやすい市議会だよりを
目指して作成を行っており、設定し
た目標も達成している。

ＨＰに掲載している市議会だよりＰＤＦ版へのアク
セス件数

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

より多くの方に読んでいただけるよう、現
在行っている新聞折り込みによる配布方
法を見直し、ポスティングを導入し全戸配
布を行いたい。また平成29年度からペー
ジ数が増となったため、より内容の充実し
た市議会だよりとなるよう、効果的な紙面
構成に取り組んでいく。

一
般

事業の種別

0%0.25 人臨時職員10,462 千円

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主
的に市政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書
公開請求に基づき市の保有する公文書を公開す
る。
また公文書の公開のほか、市政に関する正確で分
かりやすい情報を市民が迅速かつ容易に得られる
よう、情報公開の総合的な推進及び積極的な情報
の提供に努める。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①138件

②774文書

③743文書

0.00 人

H29年度目標

目標達成済

1%0%0.00 人
非常勤
特別職

0%0%
H28その他職員
従事割合

1.16 人

H28実績H28年度目標臨時職員

667

0.00 人
非常勤
特別職

10,046千円

1.22 人

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規
則、所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
A

目標設定の考え方・根拠

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立が生じる可能性は低くな
ると考えられることから。指標とした。

一
般

事業の種別

公開請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数（申出は含まない）
×100）

①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数

376754

243

1,400件0.25 人臨時職員5,402 千円

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布
するほか、提供された情報について一覧表を作成
し、窓口や市ホームページで公表している。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.63 人

H28年度目標

1,127件1,400件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①１，１２７件

②５８０，７１０円

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

5,542千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

行政資料利用数の５割程度を占める都市計画図
等の図面については、頒布だけでなく希望により
コピー対応も行っていることもあり、頒布数の減
少傾向が続いているため、目標値に未達成と
なった。

1,163件1,400件0.00 人
非常勤
特別職

0.64 人

市民が市政に関するわかりやすい情報を
迅速かつ容易に得られるように、今後は、
すでに提供している「行政資料目録一覧」
に加え、市政情報センターでの情報提供
方法について工夫していく。

H28実績

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢
市市政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市政情報センターの行政資料利用数
（有償頒布数＋資料貸出数）

①行政資料利用数

②刊行物販売額

505543

522566

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

無有

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

市民が利用しやすいように行政資料の書
架の配置換えを行い「最新の行政資料の
ご案内」コーナーを設けた。

市の保有情報を積極的に提供する事が当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。実績値を、前年より少しでも増やす
ことを目標とした。

H27決算額H27予算現額 指標名

一
般

事業の種別

80%0.25 人臨時職員5,059 千円

市政において重要な役割を果たしている各種の審
議会等の会議を原則として公開することにより、市政
運営や施策形成における透明性を高めることを目的
とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表
し、会議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議
録を市政情報センターに配架し、閲覧に供している。
（会議録は市ホームページで公開している。）

非常勤
特別職

0.59 人

39%80%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

0.56 人

多くの市民が市政に関心をもってもらえる
よう会議開催情報等を分かりやすく伝え
ていくことが課題である。このため、引き
続き周知方法について工夫していく。

H28実績H28年度目標①114件

②44件

③102人

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人

H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

4,850千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

１回の開催で５名以上の傍聴者がいた会議が６
件あるなど市民の関心の高かった会議があった
が、一方で公開された会議であっても傍聴者の
いなかった会議が７０件あるなど、市民の関心が
低かったものが多かったため、目標値が未達成
となった。

36%80%0.00 人
非常勤
特別職

3738

7070
所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

市ホームページの「会議のお知らせ」や
「会議録」を審議会ごとにとりまとめ掲載
することで、市民が情報を得やすいよう改
善した。

傍聴者のいた会議の割合が増えることで、市政
運営や施策形成における透明性が高まると考え
る。

傍聴者のいた会議の割合
（傍聴者のいた会議の件数／公開された会議の
件数）

①公開された会議の件数

②傍聴者のいた会議の件数

③公開された会議の傍聴者数

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名

無無

H28年度に改善した点

無

全職員対象の庁内報を定期発行すること
で、情報公開等に関する職員の知識の習
得と意識の向上を図った。市民の求めに
応じた情報提供について、事務連絡及び
庁内新聞で具体的な判断基準を示し、全
庁的な情報公開の推進を図った。不服申
立手続の変更について、リーフレット等で
市民向けに周知しすることで、情報公開
制度の公正性の向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

情報公開制度を適正に運営するために
は、引き続き職員啓発に取り組む必要が
ある。

無

H28年度に改善した点



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　梅﨑恭子

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　梅﨑恭子

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書担当理事　北　健志

概ね安定的な配信ができていた。
また録画中継においては、市民に
わかりやすい画面表示に取り組ん
だ。

委託の範囲を見直し、職員の校正
時間及び会議録作成期間等の作
業の効率化を図った。

優先

会議録作成事業

期間

無

S２５年度～

実施計画ランク

重要

所沢市表彰事業

期間

S45年度～

実施計画ランク

優先

市議会インターネット
中継事業

期間

H２０年度～

実施計画ランク

－

議会
事務
局

秘書
室

議会
事務
局

9,518 千円 臨時職員 0.00 人 100%

94.5%

期間 1.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

S56年度～

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

12,211千円 臨時職員 0.00 人 ①106事業

②660事業

③45.7%

H28年度目標 H28実績 まちづくりの目標が達成できる事業選択を
行う必要があるが、財政状況は年々緊迫
しており、事業の選定が以前よりも難しく
なってきている。既存事業の見直しが必
須であることや、実施時期の見極めなど
が大切であることの意識づけを、説明会
等を通じて庁内へ働きかけていく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

第5次所沢市総合計画・基本構想に掲げたまちづく
りの目標を実現するために、計画期間における主要
な事業を決定し、実施計画を策定する。
あわせて当該事業の進捗管理を行うため、市民意
識調査や人口推計を実施する。

1.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 93.4%

総合計画基本計画に掲げた目標指標は全部で
113ある。100%以上の達成率の指標もあるが、指
標に関連する事業の進捗に差があるためと考え
られる。

100%

市民意識調査について、お礼兼勧奨ハガ
キの作成に係る業務も委託に含め実施し
た。委託料の増額をすることなく、これま
で職員が対応していた業務を削減でき
た。

総合計画実施計画策
定・管理事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

自治基本条例、所沢市総合計画の実施計画の策定に関する要綱 2,106 1,780

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費 A 無 有

1,782 ①最優先事業数

②実施計画に位置づけた事業
数

③市民意識調査回収率

第5次所沢市総合計画に掲げた目標指標の達
成率

総合計画基本計画の「総合的に取り組む重点課
題」と「まちづくりの目標」に掲げる目標指標がど
の程度達成されているかを測る指標とする。

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,253

H27その他職員
従事割合

H27年度目標経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

75臨時職員4,288 千円

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野で
市勢の振興に寄与する市民活動を促進するため、
活動の顕著であった方々を表彰する。

0.50 人

6675
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標①85(人・団体）

②56（人・団体）

③

臨時職員

H29年度目標
非常勤
特別職

4,763千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

地域の文化祭等の行事が重なり、出席できない
状況が生じた。

70700.00 人
非常勤
特別職

0.55 人

他行事の開催には引き続き注視し、調整
できるものは調整を図りたい。
また、出席者が参加しやすい環境づくりに
努めたい。

H28実績

所沢市表彰規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者×100）

①被表彰者数

②表彰式出席者数

③

1,2101602

1,0141294

無

H28年度に改善した点

B

目標設定の考え方・根拠

退職自治会・町内会長感謝状贈呈式と同
時開催とした。
準備の段階から地域づくり推進課と協力
し、統合できるものは統合して無駄を省い
た。
受付も会議室から出して拡大し、スムー
ズな誘導に努めた。

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。 目標値に達していないものの、消

防団の行事を避けるなど配慮し
た。
引き続き、政策会議等で行事開催
の周知を図るとともに、表彰式自
体もスムーズな進行に努めたい。

一
般

事業の種別

570.00 人臨時職員11,148 千円

議会の会議内容を知る手段として記録・文書化し会
議録（冊子）として市民に公開することを目的にして
いる。作成にあたっては委託により、専門業者が会
議録録音音声データを反訳し、原稿を作成し、職員
が反訳原稿の校正をした後、会議録が印刷納品さ
れる。本会議会議録原本は議会事務局で永年保存
し、図書館、市政情報センター等で閲覧、インター
ネット上でも会議録を公開する。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.30 人

5757
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

H27予算現額 H27決算額

H28年度目標①３５部

②４０日

③3,059ページ

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

11,258千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

57570.00 人
非常勤
特別職

1.30 人

引き続き委託の趣旨を踏まえ職員の校正
時間及び会議録作成期間等の作業の効
率化を図りたい。

H28実績

地方自治法、所沢市議会会議規則

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

本会議終了時から会議録公開までに要する日
数

①作成部数

②作成会議日数

③作成ページ数

7,9258270

7,6217979

無無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

会議録の校正時間について効率化を図っ
た。

本会議終了時から会議録公開までに要する延べ
日数を定例会と臨時会の回数で割る

事業の種別

00.10 人臨時職員1,029 千円

情報技術の発達を踏まえた、多様な手段による議会
の情報公開の一つで、本会議の映像について、イン
ターネット中継によるライブ中継及び録画中継を行っ
ている。これにより、都合により傍聴に来られない場
合であっても、インターネット環境があれば本会議の
映像を視聴することができる。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.12 人

00
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

H28年度目標
①15,763件

②7,885件

0.05 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1,992千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

200.00 人
非常勤
特別職

0.23 人

引き続き安定的な配信に努めるとともに、
配信画質の調整や録画中継の配信まで
の期間の短縮に取り組んでいく。

H28実績

所沢市議会基本条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

中継映像に障害が起こった件数

①ライブ中継のアクセス件数

②録画中継のアクセス件数

1,7171792

2,0022,017

無

H28年度に改善した点

A

目標設定の考え方・根拠

録画中継の項目説明を詳細化した。

より安定した配信を継続して行うことに重点を置
き、中継映像に障害が起こった件数を目標とす
る。

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名

目標値に対する達成率は着実に
向上しており、市民意識調査の結
果でも、定住意向は過去最高の数
値であった。当市への愛着度も高
い結果となっており、各事業の実
施がこの結果につながっているも
のと評価できる。
次年度の実施計画策定について
も、策定要領の「優先する事業選
択の視点」に基づき、事業選定を
進めていく。

H28年度に改善した点

無



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　鈴木　哲也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

目標値の１４日には、達しなかった
が、前年度の２２日に比べ、６．４
日早めることができ、達成率は９
０％であった。
当該事業の目的は、多様化する市
民の意見・要望・提案を市政運営
に活かしていくことであるが、迅速
な対応も大事な要素であることか
ら、今後も回答に要する日数の短
縮に努めていく。

無有

H28年度に改善した点

昭和43年～

実施計画ランク

重要

市長の”こんにちは訪
問”事業

期間

H18年度～

期間

優先

平成２８年度は、「ところざわ学生
映画祭」、「ほっとふる柳瀬」、「株
式会社畑中（食品サンプル）」の３
か所を訪問した。目標値の４か所
には達しなかったが学生、地域団
体、企業とバランス良く多様な現場
を見聞することができ、事業の目
的は達成できた。

実施計画ランク

重要

所沢市自治基本条例
推進事業

市民相談事業

期間

平成４７～

実施計画ランク

平成25年度～

実施計画ランク

重要

個別広聴事業

期間

経営
企画
課

市民
相談
課

市民
相談
課

市民
相談
課

14日0.00 人臨時職員7,203 千円

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用はがき及び封書等の郵便、FAX、電話、窓口で
の申出、電子メール等様々な方法で寄せられる市長
への手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案を
受け対応する。

0.84 人

H28年度目標

15.6日14日
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

①188件

②24件

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

7,534千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

期間の短縮に努め、前年度より6日以上縮めるこ
とができたが、回答の作成には他部署や市長の
業務の都合もあり、目標達成には至らなかった。

22日14日0.00 人
非常勤
特別職

0.87 人

回答に要する日数の短縮を図るため、事
務処理の簡素化を図る。

H28実績

所沢市市政提案箱実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績

回答に要する日数（回答にかかった総日数÷件
数）

①市長の手紙としての受理件
数

②陳情書としての受理件数

③

118129

87162

Ａ

目標設定の考え方・根拠

市政への様々な提案及び多く寄せられた
代表的な意見について、取りまとめて掲
載し情報共有を図った。

市民の意見・要望・提案に迅速、的確に対応する
ため、回答に要する日数を指標とする。

一
般

事業の種別

H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

4件0.00 人臨時職員3,516 千円

市長が直接市民団体や事業所等を訪問し、各関係
者との懇談を通して意見や要望を聴いて市政に反
映していくとともに、先進的・特色のある活動・事業を
行っている団体や事業所等の広報をすることで、そ
の活動等を広く市民に知らせていく。

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

0.41 人

H28年度目標

3件4件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

①3回

②3件

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

3,724千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

過去においても実施回数は、２回から５回と一定
ではなっかたが、今年度においては、訪問先との
スケジュール調整等の結果、３回の実施にとど
まったもの。

4件4件0.00 人
非常勤
特別職

0.43 人

訪問先となる事業者・団体を把握する情
報収集が課題である。より幅広い分野で
の先進的・特色のある団体等の情報収集
に努める。

H28実績

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市長の”こんにちは訪問”実施回数

①実施回数

②広報媒体数（ホームページ・
広報紙・展示パネル）

00

00

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

事業目的のひとつである訪問した事業所
等の広報で、本庁舎１階のエレベーター
前の展示パネルについて、分かりやすさ
を心掛けて作成した。

様々な活動や事業を検分するため、適切な訪問
数が必要となることから、実施回数を指標とした。

事業の種別

4,000件0.00 人臨時職員16,293 千円

生活上生じる様々な問題について市民からの相談
に対し適切な助言等を行い、自主的な解決を促進し
て住民の福祉向上に寄与することを目的とする。
面接方式による相談を以下（①～⑩）のとおり実施し
ている。なお、②⑤⑦の専門相談については、予約
制としている。
①一般相談②弁護士相談③人権相談④行政相談
⑤税理士相談⑥外国人生活相談⑦司法書士相談
⑧保険・年金相談⑨行政書士相談⑩増改築等相談

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

1.90 人

3,651件4,000件
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H27決算額H27予算現額 指標名

一般相談をはじめとする１０種類の各種
相談を実施していることから、相談内容に
合った案内を行い利用しやすい相談体制
を整えていく。

H28実績H28年度目標

①16件
②4,645円
③10件

0.00 人臨時職員

H29年度目標41.00 人
非常勤
特別職

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

13,077千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

当課の相談以外でも、各種専門団体の相談窓口
が広く設置されていることから、当課の相談を利
用せず、他の相談窓口を利用される方もいると考
えられる。

3,884件4,000件41.00 人
非常勤
特別職

1.51 人

19,284

19,28619,624
所沢市市民相談員設置規定、所沢市市民相談員の
勤務条件等に関する取扱要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

一
般

事業の種別

法定受託＋附加

市民ホールで行う住宅増改築等相談の特
設相談会の開催回数を増やすとともに、
広報誌や市ホームページでの周知を図っ
た。

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。

相談件数は、市民が抱える個々の
事情により、年度によって増減する
ため、平成２８年度は目標に達しな
かったが、大きな変動はなかった。
なお、需要の高い弁護士相談につ
いては、週３回の平日の相談に加
えて休日特設相談を実施し、年４
回４０人分を設け、３８人の相談が
あり利用率は９５％と高かったこと
から、市民の需要に応えて事業を
推進することができた。

年間相談件数

①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト（相談員報
酬＋報償）
③弁護士1人当たりの休日特設
相談件数

19,276

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

法定受託事務自治事務

無無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠H27決算額H27予算現額 指標名

臨時職員7,032 千円

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本条
例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図り、
市民参加や情報公開の在り方について検討を行う。

0.82 人

60.8%56%
H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

H28年度目標

① 7件

② 2回

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

60%0.00 人

4,243千円

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

62.1%56%0.00 人
非常勤
特別職

0.49 人

パブリックコメント手続についての基準や
手引きはあるが、案件によるところも大き
く、全庁での共通認識がなかなか図れて
いない。実施については、既存の庁内調
査等からチェックを行うとともに、機会ある
ごとに周知を図っていく。

H28実績

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市民参加のしくみの認知度
①パブリックコメントの実施件数
（全庁）
②自治基本条例推進委員会の
開催回数

184361

245337

有無

H28年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

自治基本条例推進委員会において、市民
参加についての取組事例を取り上げ、担
当課職員に説明してもらうことで、詳しい
内容を直接伝えることができた。
また、当委員会内での条例の運用状況報
告について、翌年度にも定型として使用で
きるよう、項目を設定した。

毎年度実施している所沢市市民意識調査におい
て、市民参加のしくみを知っている（「知っている
ものはない」以外と回答した）市民の割合を向上
させることを目標とする。

自治基本条例推進委員会におい
て、市の取組により市民参加の機
会が増えていることに対して評価を
いただいている。また、市民参加の
しくみに対する認知度も目標を達
成しており、おおむね成果が出て
いるものと思われる。
市民参加のしくみをより多くの方に
知っていただき、参加につなげて
いくためには全庁での取組が重要
であり、引き続き情報共有等に努
めていく。

一
般

事業の種別

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名



環境
影響

有益
な
もの

有害
な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト（千円）
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談課長　渕江　弘行

目標値である５回を上回る７回の
懇談会を開催することができた。
今後も、多様な意見や要望等を取
り入れる機会として、市政懇談会
の充実を図っていく。 無有

H28年度に改善した点

昭和48年～

重要

市政懇談会開催事業

期間

実施計画ランク

市民
相談
課

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。 0.49 人

4,417千円

0.51 人

H28その他職員
従事割合

H28正規職員
人件費

50.00 人臨時職員4,202 千円

H28年度目標①7

②

③

0.00 人臨時職員

H29年度目標0.00 人
非常勤
特別職

75

事業達成に向けての現在の課題及
び今後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

550.00 人
非常勤
特別職

懇談会を開催する団体が固定化すること
なく、より広く意見等を聞く場としていくこと
が課題である。

H28実績

Ａ

目標設定の考え方・根拠

所沢市市政懇談会実施要領

H28決算額（見込み）H28予算現額根拠法令

H28目標値が未達成の理由・分析H27実績H27年度目標
H27その他職員
従事割合

H27正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

市政懇談会を限られた時間内で充実した
ものとするため、事前調整を丁寧に行っ
た。

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進するため、開催
回数を指標とする。

一
般

事業の種別

市政懇談会の開催回数

①開催回数

②

③

2231

1337

法定受託＋附加法定受託事務自治事務

H27決算額H27予算現額 指標名


